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国立研究開発法人情報通信研究機構 令和７年度の業務実績に関する項目別自己評価書（No.1 電磁波先進技術分野） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

中長期目標の当該項目 Ⅲ．－１．－（１）電磁波先進技術分野 

Ⅲ．－３．NICT法第 14条第１項第３号から第５号までの業務 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

国立研究開発法人情報通信研究機構法第 14条第１項

第一号、第三号、第四号、第五号、第六号 

当該項目の重要度、難易度 重要度：高 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

行政事業レビューシート **** 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）※５ 

 基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値） 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

査読付き論文数 - 85 68 88 71 90 予算額（百万円） 8,193 8,985 6,807 8,278 7,488 

招待講演数※１ - 52 60 83 57 58 決算額（百万円） 4,489 8,587 5,278 5,458 7,154 

論文被引用総数※２ - 62 20 22 19 30 経常費用（百万円） 4,538 5,434 6,835 6,469 7,253 

過年度発表を含む論

文被引用総数※３ 
- 62 317 703 540 732 経常利益（百万円） 86 18 △121 △３ △147 

実施許諾件数 ７ ７ ６ ５ ８ ９ 行政コスト（百万円） 4,638 5,527 6,938 6,563 7,342 

報道発表件数 ９ ７ ６ ４ ８ ５ 従事人員数（人） 68 66 67 72 72 

共同研究件数※４ - 73 77 85 89 87       

標準化や国内制度化

の寄与件数 
- 59 52 42 50 46       

標準化や国内制度化

の委員数 
- 55 57 54 48 50       

※１ 招待講演数は、招待講演数と基調講演数の合計数 

※２ 当該年度に発表した査読付き論文についての、クラリベイト・アナリティクス InCites Benchmarking に基づく被引用の総数（当該年度の３月調査）。 

※３ 過去３年間（ただし、今中長期期間の始期である令和３年度以降を対象とし、令和３年度は１年間、令和４年度は２年間とする）に発表した査読付き論文についての、クラリベイト・アナリティクス InCites Benchmarking に基づく被

引用の総数（当該年度の３月調査）。 

※４ 当該年度以前に契約し、契約が実施されている共同研究契約件数（当該年度の３月末調査）。 

※５ 予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。従事人員数は、常勤職員の本務従事者数。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標・中長期計画（リンク先へ） 

中長期計画

（小項目） 

年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の主な業務実績等 自己評価 

１－１．電磁波

先進技術分野 

１－１．電磁波先進技術分野 ＜評価軸＞ 

 研究開発等

の取組・成果

の科学的意

義（独創性、

革新性、先

導性、発展

性等）が十分

に大きなもの

であるか。 

 研究開発等

の取組・成果

が社会課題・

政策課題の

解決につな

がるものであ

り、または、

それらが社

会的価値の

創出に十分

に貢献するも

のであるか。 

 研究開発等

の成果を社

会実装につ

なげる取組

（技術シーズ

を実用化・事

業化に導 く

等）が十分で

あるか。 

 評定 Ｓ 
１－１．電磁波先進技術分野（３．

機構法第 14 条第１項第３号、第

４号及び第５号の業務を含む） 

 

本分野では、リモートセンシン

グ、宇宙環境、電磁環境、時空標

準、デジタル光学基盤といった社

会・産業基盤を支える中核技術

について、基礎研究から実運用、

国際標準化、社会実装までを一

体的に推進し、科学的成果の質

的向上と社会的価値の顕著な拡

大を達成した。リモートセンシング

分野では、先進的観測技術と解

析・予測手法の高度化により、実

運用を見据えたシステム展開と

防災・減災等への社会実装が着

実に進展した。宇宙環境分野で

は、観測・解析・予測技術の高度

化 と宇宙天気イベン ト通報

（SAFIR）の開始等を通じ、社会イ

ンフラや宇宙利用の安全確保に

資する情報提供体制を確立し

た。電磁環境分野では、超高周

波・テラヘルツ帯を含む広帯域電

磁環境の測定・評価技術を発展

させ、国際標準化や公共分野で

の活用を通じて国民の安心・安

全と産業基盤強化に貢献した。

時空標準分野では、世界最高水
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＜指標＞ 

【評価指標】 

 具体的な研

究開発成果 

 研究開発成

果の移転及

び利用の状

況 

 共同研究や

産学官連携

の状況 

 データベース

等の研究開

発成果の公

表状況 

 （個別の研究

開発課題に

おける）標準

や国内制度

の成立寄与

状況 

【モニタリング

指標】 

 査読付き論

文数 

 招待講演数 

 論文の合計

被引用数 

 研究開発成

果の移転及

び利用に向

けた活動件

数（実施許諾

件数等） 

 報道発表や

展示会出展

準の日本標準時の維持・提供を

継続するとともに、次世代時空標

準技術の社会利用および国際標

準化に先導的役割を果たした。さ

らに、デジタル光学基盤分野で

は、先進的光学技術の高度化と

産業展開を見据えた技術移転・

連携を進め、学術的成果と社会

実装の双方で着実な進展を示し

た。これらの取組により、本分野

全体として、研究成果が具体的な

社会的価値創出に結び付く段階

に到達しており、極めて高い実績

を挙げたと評価できる。 

 

以上のことから、適正、効果的

かつ効率的な業務運営を行い、

また「研究開発成果の最大化」に

向けた特に顕著な特別な成果の

創出等が得られたと認め、評定を

「Ｓ」とした。 

（１）リモートセン

シング技術 

（１）リモートセンシング技術 （１） リモートセンシング技術 

 

（１）リモートセンシング技術 

 

本中項目では、MP-PAWRおよ

び Pi-SAR X3 の実証研究と社会

展開、MP-DIAL の基盤技術の実

現、EarthCARE 打ち上げ成功を

受けた実証研究と国際展開に向

けた協調活動などを通じ、科学的

意義の高い研究開発と社会的価

値の向上、具体的社会実装の拡

大を同時に達成し、卓越した実績

に到達した。 

本分野は観測精度・即時性・運

用性の全てで世界最先端レベル

の成果を創出しており、AI ナウキ

ャストを中核とする研究開発によ

（ア）ローカルセ

ンシング技術 

（ア）ローカルセンシング技術 （ア）ローカルセンシング技術 

 観測・情報抽出技術の高度

化や新しい観測法の検討を

目的として高精細航空機搭

載合成開口レーダー（Pi-

SAR X3）による観測実験を

行うとともに、利活用につい

ての検討を進める。また、ド

ローン搭載適合型映像レー

ダー （ DAIR ： Drone-borne 

Adaptive Imaging Radar）の

試験観測・試験結果の検証

を実施し、効果的な利用シ

ーンの検討を進める。 

 観測に用いる電波の周波数帯域幅拡大を要しない SAR の高分解

能化の手法の一つとして、CSAR（Circular SAR）及びスパース再構

成の技術実証を進めた。円軌道で飛行して中心部を数 cm の高分

解能で観測する CSAR については、Pi-SAR X3 を用いて実際に３

地点８パスの観測を実施し、現在解析を行っているところである。

スパース再構成については ALOS2 の観測データを用いて解析を

行い、飛行方向にもレンジ方向にも約２倍程度分解能が上がった

ことを示した（空間周波数領域の帯域幅で評価）。 

 Ｘ帯の SARで得られるのは基本的に建物や樹木などを含めた高さ

情報（DSM: Digital Surface Model）であるが、自然災害時には純粋

な土地だけの高さ情報（DTM: Digital Terrain Model）が必要となる

場合が多い（土砂流出量の推定など）。レーザー測量における

DTM 推定手法を SAR データに応用し、森林部などで課題も残る
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等の取組件

数 

 共同研究件

数 

 （個別の研究

開発課題に

おける）標準

化や国内制

度化の寄与

件数 

が、Pi-SAR2データから DTMを推定できる可能性を示した。 

 Pi-SAR X3のデータ利活用による社会実装を目指し、民間企業 10

社程度が参画する総務省の実証事業推進に協力している。民間

企業が主体となって観測飛行を実施し、得られたデータを各企業

の目的のために活用するループの構築を目指している。 

 Pi-SAR X3 観測飛行に際し、都度他機関から借り受けて搭載する

必要があったひずみ計について、搭載しない形で飛行できるように

航空局検査を通した。これにより、観測装置の観点で緊急観測時

等において機構単独での実施検討が可能となり、観測機会を逃が

すリスクを軽減化した。 

 Pi-SAR X3 観測データの品質向上のための不具合改修を実施し

た。 

 Pi-SAR シリーズの観測データについて、過去データを含め、デー

タ配信検索システムでの提供を継続しており、年間百件程度の利

用実績がある。共同研究に基づき産総研が実施した偏波校正済

Pi-SAR2 データもデータ検索配信システムへ登録して配信準備を

行っている。 

 ドローン搭載型映像レーダーについて、前年度末の実験で実現で

きなかった SAR（合成開口）処理を実現するために飛行実験を行っ

た。 

り、リモートセンシングデータを防

災・減災などの社会ニーズに適

切なリードタイムで提供する実用

的なシステム展開が進展した。特

にリアルタイム運用から社会実

証、自治体や民間での利用に至

るまで実運用に直結した社会実

装が進んだ点が高く評価される。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な

成果の創出が認められた他、将

来的な特別な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定

を「Ｓ」とした。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 Pi-SAR X3に関し、高分解能化

の手法の一つであるスパース

再構成の手法の実証を行い、

飛行方向にもレンジ方向にも２

倍程度分解能が向上することを

示した。 

 MP-DIAL 用パルスレーザーに

おいて、従来比約 56％の小型

化と高安定化を達成し、高精度

風観測・大気観測の基盤技術

を刷新した。 

 AI ナウキャストを３次元空間に

拡張し、確率予測の概念を導入

することで、気象予測手法とし

ての理論的・実装的高度化を実

現した。 

 EarthCARE 衛星に関する ARC

校正および地上検証において

 波長 2µm 帯を ICT 分野に

活用するために開発したよ

り小型で安定動作可能な波

長可変シードレーザーにつ

いて、その性能実証として、

災害対策分野からのニーズ

が高いマルチパラメータ・差

分吸収ライダー（MP-DIAL：

Multi-Parameter Differential 

Absorption Lidar）への実装

に向けた取組を行う。安定

性及び耐環境性能を向上さ

せたパルスレーザーの製作

と評価を行うとともに、水蒸

気と風の長距離観測の性

能検証を行う。また、2µm帯

単一光子検出器を用いた

 水蒸気と風を同時観測可能な MP-DIAL の製品化に向けて、機構

内製のシードレーザーと周波数制御装置をメーカーで製造できる

よう体制を構築した。残る主要構成要素である常温動作パルスレ

ーザーについて、従来に比べて容積で 56％程度の小型化を実現

する筐体を設計し、完成させた。 

 製品化を目指して個別に開発してきたコンポーネントを組み合わせ

た MP-DIAL の沖縄での実証試験を継続し、ラジオゾンデとの比較

観測により水蒸気と風の検証を行った。 

 前年度までに世界最高性能指数を達成した高出力の常温動作型

パルスレーザーを用いて、30 ㎞先までの風観測を実測により実証

した。 

 未来 ICT 研究所・超伝導 ICT 研究室との連携で実施している超伝

導ナノワイヤ単一光子検出器（SNSPD）を受光部に用いた直接検

波方式のライダーシステムについて、屋上コンテナを整備するなど

本格的実験に向けた環境を構築した。 

 遠距離観測を目指す MP-DIAL とは逆に、室内環境など限られた

近距離を高分解能（１秒・１m）で観測可能な低コヒーレンスドップラ
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受光技術の実証実験を行う

と共に、気温測定の実現に

向けた検討を進める。 

ーライダーの開発を開始し、その光源となる波長２μm の低コヒー

レンスなレーザーを開発した。 

 波長２μm のシードレーザーや、それを用いた MP-DIAL、低コヒー

レンスライダーなど機構の持つ光学技術を CEATEC2025 に出展

し、多くの企業・機関と連携につながる議論を実施した。 

顕著な科学的成果を挙げ、国

際的な衛星観測・校正技術の

高度化に貢献した。 

 

これらは前年度までに蓄積さ

れた成果の上にさらに令和７年

度に伸びた卓越した科学的成果

である。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 AI と MP-PAWR を用いた 10 分

先までの短時間降水ナウキャ

ストについて、埼玉に続き吹田・

神戸の MP-PAWR でもリアルタ

イム常時予測を開始し、豪雨・

災害時の意思決定支援に大き

く貢献した。 

 AI ナウキャストのリアルタイム

常時稼働により、携帯アプリを

通じた予測情報配信を実現し、

大阪・関西万博でも活用され

た。 

 能登半島地震や豪雨・土砂災

害対応において、高分解能地

表面画像や気象予測情報を提

供し、防災・減災に実効的に貢

献した。 

 

これら、主に防災面でのデータ

提供までが社会的認知の高まる

シーンで実現されたことを、一般

的社会的価値を飛躍的に向上さ

せた成果として評価する。 

 

【社会実装】 

 マルチパラメータ・フェーズ

ドアレイ気象レーダー（MP-

PAWR ： Multi-Parameter 

Phased Array Weather 

Radar）を活用したゲリラ豪

雨等の早期捕捉や発達メカ

ニズムの解明に関する研

究、機械学習を利用したナ

ウキャストに関する研究・実

証実験を実施する。また、

吹田・神戸・さいたまの MP-

PAWR を用い、降雨観測デ

ータの利活用に関する検証

を実施する。 

 AIとMP-PAWRを用いた 10分先までの短時間降水ナウキャストに

ついて、さいたまに続き吹田・神戸 MP-PAWR でもリアルタイム常

時予測を開始し、大阪万博で民間企業のスマホアプリによる配信

に供した。民間企業への MP-PAWR データ配信では、これまでに

開発してきた AIを用いたデータ圧縮転送プラットフォーム「きゅむろ

ん」を活用した。AI ナウキャストのスマホアプリでの配信は大阪万

博終了後も継続される。 

 スウェーデンの Chalmers Tech Univ.との連携により AIナウキャス

トに確率予測の概念を導入した。予測をこれまでの高度２km だけ

の２次元平面から高さ方向を含む３次元空間に拡張し、ゲリラ豪雨

などの対流性豪雨の発達生成に重要な高さ方向の降雨分布を、

確率情報を含んで予測することが可能になった。さらに、層状性降

雨などの予測精度を向上させる３次元移流ベクトルを導入するた

め、理研と協力を開始した。 

 ユーザーの希望に応じた MP-PAWR データの提供を維持してい

る。 

 地上デジタル放送波を利用

した水蒸気量観測につい

て、手法の高度化とデータ

品質向上に資する研究を行

う。また、他機関との連携に

より九州の観測網を維持す

るとともに台湾での実証実

験を行い、気象予測精度向

上に関する研究を進める。 

 日台連携プロジェクトの枠組みで台湾国立中央大学と連携し、台

北の豪雨予測の精度向上を目指して、従来実施していた日本方式

と異なる欧州方式の地デジ放送波を用いた水蒸気量観測を開始し

た。設置場所検討のための試験観測を経て本設置し、７月から観

測を開始した。欧州方式の実現により、本技術の適応可能なエリ

アが大きく拡大し、世界展開の可能性を広げた。 

 民間企業と共同で九州に構築した地デジ観測網とクラウドによる

データ収集配信システムを維持している。気象庁による線状降水

帯メカニズム解明のための九州エリアでの協力体制（オールジャ

パンでの取り組み）にも継続して参画している。 

 複数の大学と連携して地デジ観測データの解析、反射体の特定な

どの手法について高度化を進めた。 

 次世代の新たなレーダー開

発として、ウィンドプロファイ

ラについて、データ処理手

法に関するこれまでの成果

 ウィンドプロファイラ（WPR）について、データ品質を飛躍的に向上さ

せるアダプティブクラッタ抑圧（ACS）とドップラースペクトルの中央

値フィルタリング（MF）を組み合わせることで風速のデータ品質が

大幅に改善した観測事例を示した論文が出版された。機構が考案
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を社会実装につなげる取組

を引き続き実施するととも

に、他センサへの技術展開

を図る。また、通信とセンシ

ングの技術を融合した新た

な計測・通信技術につい

て、受信システムや解析技

術の改良を進める。 

した ACS における適応信号処理の高速化手法の検証を進め、論

文を投稿した。また、機構委託研究において ACS 機能実装に取り

組んだ企業の学会会場での展示に協力し、ACS 機能を有する

WPR の社会実装に向けてアピールした。機構が取り組んだ WPR

の ISO 規格の策定と、ACS と MF による風速のデータ品質の改善

に関する技術報告を一般記事で紹介し、ACS技術が社会実装でき

る段階にあることをアピールした。 

 C帯 MP-PAWRの実現に向け、必要性（ユーザーのニーズ）を明ら

かにするための取り組みを行った。阪大と共同で気象レーダーに

関連する講演を実施し、講演には産官学からの幅広い参加（60 名

程度）があった。さらに、阪大・気象研と、C帯 MP-PAWRの実現に

向けた取り組みにおける議論を実施した。 

 今後益々利用が広がる通信の電波を用いたセンシング技術の開

発を目指し、ローカル 5G電波を用いた計測システムの開発を進め

ている。これまでに構築している机上シミュレーターを複数の送信

源、マルチパスによる複数の遅延波など現実に近い状況を模擬で

きるように改良した。この技術の実現に向けてネットワーク研究所・

ワイヤレスシステム研と連携している。 

以下に示す、顕著な成果があ

ったと認められる。 

 AIナウキャストをリアルタイム常

時運用とし、民間企業・自治体・

大阪万博での実利用を実現し

た。 

 Pi-SAR X3、MP-PAWR、MP-

DIAL などの技術を防災・減災

分野で継続的に運用・展開し

た。 

 データ配信プラットフォーム「き

ゅむろん」を通じて、観測データ

の常時提供と展開性を確立し

た。 

 

これら、社会的価値を高めたと

同時に、具体的なスマートフォン

アプリケーションなどで広く一般

に利用を広げる準サービス的な

実証が進んだことは、社会実装と

して重要な領域に成果が発展し

たものとして高く評価する。 

 

 センシングデータの利活用

など社会実装に向けて、AI

技術によるデータ圧縮・復

元技術を用いて、吹田・神

戸 2台のMP-PAWR観測デ

ータの同化と高解像度気象

予測の実証実験を行う。 

 本年度開催された大阪万博において、理研・防災科研・阪大や民

間企業と連携し、吹田・神戸 MP-PAWR と富岳を用いた気象予測

の提供、携帯アプリによる情報の発信等の実証実験を行った。理

研・富岳や携帯アプリ配信を行う民間企業への MP-PAWR データ

転送には AI 技術によるデータ圧縮・復元（データ配信プラットフォ

ーム「きゅむろん」）を用いた。報道発表を実施した（WEB 掲載 41

件、紙面掲載 18件、TV報道３件）。 

 一般に公開しているMP-PAWRデータ配信プラットフォーム「きゅむ

ろん」の登録ユーザー数が 300 を超えた。同プラットフォームの降

雨データ４次元可視化機能について、現業の豪雨検知システムを

構築する民間企業から引き合いがあり、現業システムへ導入する

検討を開始した。 

 民間企業と共同で、埼玉県神戸地区のアンダーパスでAIを用いた

道路冠水予測実験を継続した。AI モデルの改良も視野に、冠水と

その予測事例を蓄積した。 

（イ）グローバル

センシング技術 

（イ）グローバルセンシング技

術 

（イ）グローバルセンシング技術 

 令和６年度に打ち上げられ

た雲エアロゾル放射ミッショ

 EarthCARE/CPR の外部校正のため、能動型レーダー校正器

（ARC）を用いた校正実験を継続して実施した（令和８年３月末現在



自己評価書 No.1 
 

7 

 

ン（EarthCARE：Earth Cloud 

Aerosol and Radiation 

Explorer）衛星について、同

衛星に搭載された雲プロフ

ァイリングレーダー（CPR：

Cloud Profiling Radar）の地

上処理アルゴリズムの評

価・改修を行う。また、地上

雲レーダーの長期観測や

同時観測データによる検証

を行う。さらに、能動型レー

ダー校正器による外部校正

実験を定期的に実施し、海

面校正モードデータの評価

と合わせて、CPR の校正を

行う。 

通算 26 回、令和７年度だけで 12 回）。３台の ARC の受信強度か

ら CPR の送信性能、アンテナパターンやビーム方向のずれなど

が、また ARCからの折返し送信波の CPR での受信強度から CPR

の受信性能がそれぞれ校正可能となる。これまでの外部校正実験

から、CPR 送信に-1.94dB、CPR 受信に-2.06dB、合計-4.0dB の補

正値が導出され、レベル１プロダクトに適用されている。外部校正

結果だけでなく、海面校正も評価可能なデータを増やしつつあり、

総合的に精度の高い校正値を評価する取り組みを継続している。 

 校正結果を踏まえ、JAXA とともに、L1 データ（CPR の位置・姿勢・

ポインティングなどのジオメトリや、送受信電力、ドップラー速度・ス

ペクトル幅など）や L2 データ（積分された反射強度、ドップラー速

度、スペクトル幅、PIA（Path Integrated Attenuation）など）を評価し

て、ミラーイメージ・多重散乱などを識別するフラグの追加・改修、

新しい DEM の採用、地表面検出ルーチンの改良、大気減衰補正

の改良などレベル２アルゴリズムの改良・バージョンアップを実施し

た。これらの改良には 10年を超えて機構が蓄積するGPM/DPRの

レーダー校正、データ解析技術も活かされている。 

 地上検証のために開発した地上雲レーダー（HG-SPIDER）と CPR

の比較検証を実施した。事例解析による直接比較の他、統計解析

でも比較検証し、統計解析でレーダー反射因子とドップラー速度の

平均差はそれぞれ 0.46dB、0.52m/s 程度とよく一致していることが

確認された。 

 全球降水観測計画（GPM：

Global Precipitation 

Measurement）衛星に搭載

された二周波降水レーダー

（ DPR ： Dual-frequency 

Precipitation Radar）につい

て、観測データから降水に

関する物理量を推定する処

理アルゴリズムの開発を行

う。また、降水レーダー衛星

ミ ッ シ ョ ン (PMM ：

Precipitation Measuring 

Mission)で計画されている

Ku 帯ドップラー降水レーダ

ー (KuDPR ： Ku-band 

 GPM/DPR から推定される降水粒子の粒径をもとにその落下速度

を新たに推定することで、機構が担当する雨の鉛直ドップラー観測

のアルゴリズム開発に資する粒子落下速度データベースを作成し

ている。EarthCARE/CPR のドップラー観測で得られる観測値から

この粒子落下速度を差し引くことで、大気鉛直流を推定する手法を

確立し、DPR と CPRのマッチング事例を集めている。 

 GPM/DPR の地表面検出ルーチンが EarthCARE/CPR のアルゴリ

ズム改良に活かされるなど、衛星雲・衛星降水レーダーのアルゴリ

ズム統合を進めた。現在準備が進む PMM/KuDPR では

EarthCARE/CPR 同様鉛直ドップラー観測が実施される計画で、ア

ルゴリズム統合により効率的な開発が期待される。 

 10 年を越える GPM/DPR の降水量観測において、海面反射強度

を用いた長期間トレンド除去の影響が長期解析に無視できない影

響を与えることを明らかにし、同トレンド除去を次期バージョンのア

ルゴリズムに実装した。これにより TRMM/PR と GPM/DPR を含め
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Doppler Precipitation Radar)

のドップラー処理アルゴリズ

ムの研究開発を継続する。 

ると高精度な降水観測データを 30年近い長期間提供することが可

能となった。 

（２）宇宙環境技

術 

（２）宇宙環境技術 （２） 宇宙環境技術 

 

（２）宇宙環境技術（３－２．機構

法第 14 条第１項第４号の業務を

含む） 

 

本中項目では、電離圏・磁気

圏・太陽活動の観測・解析・予測

技術を高度化し、宇宙天気予報

業務への直接的かつタイムリー

な導入を通じ、社会インフラ保護

や宇宙利用の安全性向上に直結

する成果を挙げた。特に、宇宙天

気イベント通報（SAFIR）の開始、

ガイドライン整備は、ユーザーに

わかりやすい指標で宇宙天気上

のリスクを伝えて行動変容に繋い

でいくプロセスに重要な意味を持

つものであり、高度情報化が進む

社会の安全保障のための情報イ

ンフラとしての質を飛躍的に向上

させる成果であり、これらの研究

成果が継続的な社会実装を加

速・拡充した点が高く評価され

る。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な

成果の創出が認められた他、将

来的な特別な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定

を「Ｓ」とした。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

（ア）宇宙環境の

現況把握及び

予測に関する研

究開発 

（ア）宇宙環境の現況把握及

び予測に関する研究開発 

（ア）宇宙環境の現況把握及び予測に関する研究開発 

  

 国内及び国際協力の下に

地上からの宇宙天気監視

網の充実を図るとともに、東

南アジア域を含む観測デー

タ収集等を進め、実利用者

向け宇宙天気情報提供な

どデータ利活用促進に向け

た活動を開始する。 

 令和６年度に公開開始した東南アジア域におけるプラズマバブル

の発生状況を AI 等によって自動検出、伝搬予測情報と併せて可

視化するプラズマバブルアラートについて、観測データの解析手法

改善等によりプラズマバブル検出機能を強化するとともに、電波伝

搬障害情報として GNSS シンチレーションのリアルタイム及びアー

カイブデータを表示する機能を追加した。さらに、国際協力体制の

強化のため、新たに台湾及びシンガポールとの共同研究として、プ

ラズマバブルアラートへの衛星観測データの追加や観測領域の拡

大の検討・協議を開始した。これらの観測データは国際共同研究

でも利用され、多数の科学論文が出版された。 

また、国内 GNSS 地上観測データを活用し、みちびき衛星のサブメ

ータ級測位補強サービス（SLAS）の測位精度劣化と電離圏遅延誤

差の関係を評価する手法を国内民間事業者と共同で開発し、特許

出願を行った。 

 宇宙環境計測センサのエン

ジニアリングモデル開発成

果を受け、次期静止気象衛

星（ひまわり 10 号）に気象

観測装置と同時搭載可能な

宇宙環境センサのプロトフ

ライトモデルの詳細設計を

完了する。 

 ひまわり 10 号の気象観測装置と同時搭載可能な宇宙環境センサ

について、令和７年度にサブシステム全体（電子線計測装置２台、

陽子線計測装置１台、共通回路部１台）のプロトフライトモデル

（PFM）の詳細設計を完了し、製造に着手した。また、帯電計測装

置については、東京都市大学と連携して衛星への搭載性を高める

ための小型化の設計を進めるとともに、他の衛星への搭載に向け

た調査・検討を実施した。 

ひまわり 10 号打上げ後の地上運用について、気象庁と連携して

PFI 事業として「静止気象衛星ひまわりの運用等事業」の契約に向

けた取り組みを進め、令和７年 10月に気象庁及び落札者との基本

協定を締結、令和７年 12月に事業契約の締結を行った。 

 大気・電離圏モデルを用い

た電離圏擾乱の予測モデ

ルについて、準リアルタイム

の電離圏観測データを同化

 大気・電離圏モデル GAIA のデータ同化について、流体計算手法

の改良により、計算の安定性や精度を向上させるとともに、直近の

電離圏観測や気象データを同化するシステムを実装し、リアルタイ

ムの運用を開始した。また、全球版の GAIA と連携してスポラディッ



自己評価書 No.1 
 

9 

 

するシステムを構築し、実

運用を開始する。 

 衛星深部帯電の要因となり

うる高エネルギー電子分布

について、機械学習による

放射線帯予測モデルのリア

ルタイム運用及び情報発信

を開始する。 

 引き続き AI を用いた太陽フ

レア規模の確率予報の実

装を進めるとともに、数値モ

デルを用いた太陽フレア発

生警報システムの実装を進

める。 

ク E 層を再現可能な局所電離圏モデルを開発し、特にその発生が

頻繁な夏半球におけるスポラディック層の出現率分布の再現に成

功した。 

 リアルタイム磁気圏シミュレーションの電離圏データを用い、膨大

な計算機リソースを必要とするリアルタイムシミュレーションの結果

を 100 万倍高速に模擬する機械学習エミュレータ（SMRAI2.1）に、

国際的なレーダー観測網 SuperDARN のデータを取り込むことで、

極域電離圏の電場分布を正確に再現する新たな手法を開発し、論

文掲載及び報道発表を行った。また、静止軌道上の人工衛星に対

する放射線帯電子予測の機械学習モデルについて、令和７年度に

SECURESウェブサイトに追加する形で公開を開始した。 

 太陽風数値モデルを用いた太陽嵐到達時刻予測システムを構築

し令和３年より運用を開始した。令和７年 11 月、令和８年１月に発

生した大規模太陽嵐の到来時刻予測によりお知らせウェブ発表に

おける予報内容の策定に大きく貢献した。令和７年４月より公開が

開始された GOES 衛星の新コロナグラフ CCOR1 を太陽嵐到達時

刻予測システムで利用する環境を整備、太陽嵐情報の確認までの

時間を従来の数時間から約１時間へ短縮した。 

太陽フレア AI 予報モデル（Deep Flare Net）について、太陽フレ

ア規模の確率予報の精度評価と実装を進めるとともに、同手法の

利活用を促進するためデータベースをDOI登録した。また、株式会

社 Space Weather Companyに技術移転し、同社の機構として初と

なる NICT 認定技術移転スタートアップ認定(令和７年度第１号)に

繋げた。 

数値モデルを用いて太陽活動領域に蓄積されたエネルギーと不

安定性を評価し、太陽フレア発生警報システムの中核となる、フレ

ア発生危険性を可視化するシステムのプロトタイプを改修して運用

開始するとともに、令和６年５月に連続して発生した大規模太陽フ

レアの発生メカニズムの解析を進め、警報を出すための基準につ

いての検証を実施した。 

 電離圏・磁気圏・太陽活動を対

象に、AI、数値モデル、衛星観

測を融合した解析・予測手法を

高度化した。 

 みちびき衛星 SLAS における精

度劣化と電離圏遅延誤差の関

係評価手法を開発し、科学的理

解を深化させた。 

 太陽フレア AI予報モデル（Deep 

Flare Net）に関連して、データベ

ースの DOI 登録など学術基盤

を強化した。 

 ひまわり 10 号搭載センサに関

する設計・検証を通じ、宇宙環

境観測技術の基盤を拡充した。 

 

これら、いずれも宇宙天気予報

精度向上につながっていく研究

活動であるが、いずれも科学的

先端性が極めて高い領域の研究

成果であり、論文成果含めて科

学的意義が高い卓越した成果群

である。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 宇宙天気予報業務を継続的・

安定的に実施し、航空・測位・

通信など社会インフラの安全確

保に貢献した。 

 新警報基準に基づく宇宙天気イ

ベント通報（SAFIR）を開始し、

社会的影響を踏まえた迅速な

情報提供を実現した。 

 大規模太陽フレア発生時のウェ

ブ・記者発表を行い、社会的認

（イ）宇宙天気予

報システムの研

究開発 

（イ）宇宙天気予報システム

の研究開発 

（イ）宇宙天気予報システムの研究開発 

 国立研究開発法人情報通

信研究機構法（平成 11 年

法律第 162 号。以下「機構

法」という。）第 14 条第１項

第４号の業務と連動した宇
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宙天気予報を安定的に遂

行する。 

知と理解の向上に寄与した。 

 

これら、宇宙天気予報によって

情報化されたインフラや航空の安

全のための公共サービスの質的

向上をすすめたことや、新警報基

準の策定などによる、よりわかり

やすい宇宙天気予報の展開、浸

透を図る成果も飛躍的に進展し

たことは、社会的な価値を高める

卓越した成果である。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 宇宙天気情報利用ガイドライン

および利用の手引きを策定・公

表し、実利用を促進した。 

 民間企業との共同研究や技術

移転を通じ、宇宙天気予測技術

の産業利用を進展させた。 

 予報・警報運用体制やマニュア

ルを整備し、法定業務としての

安定運用を確立した。 

 

これら、ガイドラインを公表する

などで宇宙天気予報の社会利用

の質的向上を進める成果が出た

ことや、民間との連携強化や関係

拡大による宇宙天気予報の産業

応用の促進に向けた成果や、宇

宙天気ビジネスを具体化する起

業など、具体的社会実装が進ん

だことは卓越した成果である。 

 

 

 引き続き国内太陽電波及び

電離圏定常観測を滞りなく

遂行するための基盤を整備

する。国際協力の下に、太

陽風監視を滞りなく実施す

るための基盤整備及び調

整を進めて監視体制を構築

する。 

 令和７年９月 24 日に打上げられた米国大気海洋庁（NOAA）の次

期太陽風観測衛星 SWFO-L1（現 SOLAR-1）について、国際協力

による SWFO アンテナネットワーク（SAN）地上局の１つを世界に先

駆けて鹿島宇宙技術センターに整備し試験運用を実施、９月 30日

から鹿島のアンテナによる衛星の追尾と試験電波の受信を開始し

た。同衛星は令和８年１月に観測軌道に投入、同年４月から本格

運用を開始する予定で、 NOAA と調整の上、リアルタイムでのデー

タ受信およびストリーミングによる NOAA へのデータ転送の体制整

備を進めた。 

 ３次元電離圏電子密度分布における電波伝搬を可視化するシミュ

レータ HF-START について、GAIA リアルタイム計算も利用してウ

ェブサービスを提供するとともに、ユーザニーズが高い伝搬経路沿

いの電波吸収量の計算機能及びユーザが自在に伝搬図の視点を

変更できる機能を追加した。また、HF-STARTを利用した電波伝搬

に係る解説記事が一般誌に複数回掲載された。 

 

 宇宙天気ユーザ協議会等

により利用者との交流を深

め、ユーザニーズの調査及

び情報提供を進める。引き

続き社会的影響を踏まえた

予警報発信システムの運用

を着実に実施し、未策定の

警報基準の確定に向けた

取組を進める。大規模宇宙

天気現象発生時において

は、令和６年度に確立した

関係府省庁への連絡体制

を利用して確実に情報伝達

を行う。予報精度評価を実

施するとともに、関連する標

準化を推進する。 

 機構法第 14 条第１項第４号に定める業務について、メール、ウェ

ブサイト、SNS 等での情報発信等、宇宙天気予報業務を継続的か

つ安定的に実施するとともに、当該業務の運用、監査、大規模フレ

ア対応に必要なマニュアル類を整備し、通知として制定した。また

大規模太陽フレア時の対応について、すべての X クラス以上の太

陽フレアを 24 時間体制で確認（令和７年度 21 回）、対応レベル判

断を行い、宇宙天気予報ウェブサイトのトピックス記事として宇宙

天気現象の詳細を報告するとともに、社会的影響が大きいと推測

された大規模太陽フレア発生に伴い 11 月 12 日及び１月 20 日お

知らせによるウェブ発表及び記者発表会を実施した。 

また、社会的影響を踏まえた新警報基準に基づく宇宙天気イベ

ント通報（SAFIR）を令和７年６月から開始するとともに、社会インフ

ラ運用者の具体的な対策アクションを例示した「宇宙天気情報利

用ガイドライン」と、民間企業・府省庁・自治体などに向けた入門的

な「宇宙天気情報利用の手引き」を作成・発表し、報道発表を行っ

た。 

関係府省庁への連絡体制について、10 月 29 日「宇宙システムの

安定性強化に関する官民協議会」総会に参加、SAFIR、ガイドライ

ン、手引きの概要について説明を行うとともに、当該協議会構成員
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へのメーリングリストを利用した SAFIRの配信を実施した。 

 宇宙天気情報利用者からの情報収集や交流のため、宇宙天気ユ

ーザー協議会の総会や分科会を開催した。また、２月 20 日令和７

年度の宇宙天気ユーザーズフォーラムをイノベーションセンター

（日本橋）及びオンラインのハイブリッドで開催した。 

令和６年度までに行った宇宙天気予報の市場調査やビジネスモ

デルの検討を元に、宇宙天気予報のビジネス化が期待される分野

を選定しながら API を用いた宇宙天気情報のデータ提供プラットフ

ォームを構築し、民間サービス形成の基盤整備を開始した。本プラ

ットフォーム利用について民間企業２社と共同研究契約を締結、テ

スト運用を開始するとともに、更なる活用促進を目的として、宇宙

天気予報プロモーションビデオの英語版を作成した。 

 宇宙天気現象や SAFIRなど新たなサービス開始に関連し、多数の

メディア・取材対応、見学対応、大阪・関西万博を含む展示イベント

への参加を行うなど、アウトリーチ活動を積極的に行った。また、

国内学生・若手研究者６名のインターンシップ・研修を受け入れ、

予報業務の実践的なトレーニングを実施した。さらに、国内外の研

究者・技術者に向けたリクルート相談会を行うなど、国内外人材育

成やアジア域における宇宙天気予報キャパシティビルディングに

貢献した。 

 ITU-R SG7において、WRC-27に向けた宇宙天気観測のための周

波数保護に関する検討を進めるとともに、宇宙天気センサに対す

る周波数保護に係る寄与文書を提出した。また、SG3 に関連する

電波伝搬シミュレータ及び GTEX に関する研究開発を進めた。

ICAOグローバル宇宙天気センターの一員として、情報提供等運用

を着実に実施するとともに、国内関係府省庁との定例会を開始し

て情報共有を強化した。ISO TC20 SC14 WG4、WG9において人工

衛星の宇宙環境及び衛星耐放射線設計に関する標準化を検討し

た。国内で新たに設置された「宇宙擾乱情報サービス国際標準化

委員会」に参画し、宇宙天気の産業振興を進めるための取組を進

めた。CGMS（気象衛星調整会議）に参加し、衛星データを用いた

AIに基づく宇宙天気予報モデルの事例紹介や CGMS/SWCGの活

動報告に係る寄与文書を提出した。 

 

（３）電磁環境技

術 

（３）電磁環境技術 （３） 電磁環境技術 
 

（３）電磁環境技術（３－３．機構

法第 14 条第１項第５号の業務を

含む） （ア）先端 EMC計測技術 （ア）先端 EMC計測技術 
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（ア）先端 EMC

計測技術 

 5Gシステムを雑音干渉から

保護するため、令和６年度

までに機構が開発し国際標

準化した電磁雑音許容値

設定モデルに引き続き、同

モデルを用いて導出した放

射雑音許容値案の国際標

準化活動を進める。また、

令和６年度に引き続き電波

反射箱における複数雑音

源の集積効果の評価を行

い、そのメカニズムを明確

にし、電波反射箱による広

帯域電磁雑音測定技術を

確立する。さらに、令和６年

度に開発した干渉実験系を

用いて複数の 5G 通信モー

ドに対する電磁干渉特性を

評価するとともに、令和６年

度までのガウス雑音や CW

雑音を対象とした検討に加

え、インパルス雑音が 5G通

信へ与える影響を明らかに

する。加えて、令和６年度ま

でに開発及び製品化を終え

た近接電磁耐性評価用ア

ンテナの応用として、車載

機器の近接放射イミュニテ

ィ試験法を開発する。 

 令和７年度は、令和６年度までに取り組んできた電磁雑音許容値

モデルに関する国際標準化活動を一層推進した。開発した許容値

設定モデルはすでに国際標準として成立しており、当該モデルを

基礎として導出した５G 保護のための雑音許容値が、CISPR の共

通規格原案への導入について各国投票で正式に承認された。これ

を踏まえ、議論開始にあわせて寄与文書を提出し、関連する会合

において技術的議論を主導した。 

 複数雑音源から放射される広帯域電磁雑音を、従来法である電波

暗室よりも簡易かつ再現性よく評価する方法として、電波反射箱の

有効性を最終的に実証した。電波暗室と反射箱の双方で、広帯域

雑音を発生する LED の個数やダクトレール長が雑音特性に及ぼ

す影響を評価した結果、LED 個数の増加により雑音スペクトルの

ばらつきが減少し、統計的安定性が向上することを確認した。ま

た、ダクトレールは電力線・レール全体がアンテナとして機能し特

定周波数で雑音が増強される一方、レール長による平均雑音レベ

ルに与える影響は限定的であることを示した。さらに、複数 LED を

装荷したダクトレールから放射される電磁雑音について、電波反射

箱で測定した全放射電力と、電波暗室で得られた水平面電界強度

分布から推定した全放射電力（垂直面は無指向性を仮定）を、LED

の個数を変化させながら比較したところ、LED 個数に依存せず良

好に一致し、双方が関連付けられた。これらの結果より、電波反射

箱による複数雑音源の広帯域電磁雑音評価法は、従来法（電波

暗室）と互換性を有し、かつ複数雑音源の集積効果を適切に評価

できることが確認されたため、利用可能性を結論付けて論文投稿

に至った。 

 令和６年度までに構築した 5G 干渉実験系を用いて、CW（連続波）

性雑音およびパルス性雑音が複数の 5G通信モードの信号品質に

与える影響を系統的に評価した。まず CW 性雑音について、等電

力のガウス雑音と比較した結果、雑音周波数がパイロット信号帯と

の重なる場合に受信感度が選択的に大きく低下することを明らか

にした。一方、データ信号帯との重畳による影響は小さく、信号構

造に基づく干渉メカニズムを実証した。本成果は IEEE Letters on 

Electromagnetic Compatibility Practice and Applications に掲載さ

れた。 

また、複合機からの電磁雑音を用いた評価では、CISPR 提案の

マルチメディア機器の電磁雑音許容値が 5G 通信を十分に保護し

得ることを確認した。さらに、パルス雑音について電界強度とパル

 

本中項目では、5G/B5G/6G 時

代のコア技術となっていく超高周

波領域やテラヘルツ帯を含む広

帯域の電磁環境を対象として、測

定・評価・標準化を進め、公共サ

ービス等も通じた社会実装を一

体的に推進し、国民の安心・安全

確保と産業基盤強化に大きく貢

献した。特に、生体EMCおよび電

磁環境計測における基礎基盤的

な計測技術の開拓と進展、世界

先導的成果と、国際標準化およ

び実運用への展開が高く評価さ

れる。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な

成果の創出が認められた他、将

来的な特別な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定

を「Ｓ」とした。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 複数 LED を装荷したダクトレー

ルから放射される雑音に対し、

電波反射箱と電波暗室の比較

を行い、LED 個数によらない測

定結果の互換性を示し、電波反

射箱の利用可能性を結論付け

て論文投稿した。 

 600GHz 帯テラヘルツ連続発生

装置の開発や、生体等価ファン

トム・ばく露評価手法の高度化

を実現した。 
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ス繰り返し周波数を整理した二次元干渉特性マップを作成し、最適

な検波方式および許容値導出法を示した。実機雑音との比較か

ら、本手法の妥当性を実証した。本成果は IEEE Transactions on 

Electromagnetic Compatibility に投稿済みである。 

 令和６年度までに製品化した近接電磁耐性評価用アンテナを用

い、その EMC 測定への応用を検討した。ワイヤーハーネスを有す

る車載機器に対しては、メーカー規格および国際規格において

ALSE 法（Absorber-Lined Shielded Enclosure：放射イミュニティ試

験法）が規定されているが、規定電界強度を得るために高出力増

幅器が必要となるため、開発アンテナを走査させる新たな近接イミ

ュニティ試験法を提案した。その結果、従来の ALSE 法に比べて電

界印加特性を改善しつつ 10 dB 以上電力効率の高い試験が可能

となることを実証した。本成果は IEICE Communications Express に

掲載された。 

 受信雑音電力の確率分布に基

づく許容値モデルや反射箱測

定理論を構築し、電磁両立性評

価の理論基盤を刷新した。 

 テラヘルツ帯における生体組織

の電気特性解明など、国際的

にも先導的な科学的成果を創

出した。 

 

この分野はこれから利用が開

拓されていく超高周波からテラヘ

ルツにわたる領域を含む電磁環

境に関する研究開発において、

世界最先端の科学的コミュニティ

での競争を牽引し、これらに代表

される具体的成果が多く創出され

ており、いずれも卓越した科学的

成果として評価する。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 5G基地局や都市全域の電波環

境を可視化し、1km²分解能の

電波強度マップをウェブ公開す

ることで国民の安心に貢献し

た。 

 生体 EMC に関する国際標準化

を主導し、電波利用における安

全性確保に社会的に大きく寄与

した。 

 車載機器や LED 照明等の電磁

耐性評価手法の高度化により、

産業分野での信頼性向上に貢

献した。 

 

 令和６年度までに検討した

電磁雑音測定場の評価法

及びアンテナ較正技術につ

いて、国際比較の結果等を

フィードバックさせて改良を

行い、国際標準として適し

た手法を確立する。また、

広帯域パルス電磁波の高

精度評価技術の確立のた

めに、伝送後の電磁パルス

から再構築された波形の精

度を明らかにする。ミリ波帯

電波伝搬制御技術につい

ては、令和６年度までに特

許を取得し開発を進めた保

護層付き電波散乱シートの

性能を向上させることによ

り、電磁波制御技術を確立

する。 

 韓国 RRA（国立電波研究院）と連携して 18GHz～40GHz のアンテ

ナ校正法の相互比較を実施し、その結果をフィードバックして校正

手順を改良した。具体的には、ポート分離型ベクトルネットワークア

ナライザの導入および校正に必要十分なアンテナ間距離の最適

化により S/N を改善し、国際標準として適した校正手法を確立し

た。これらの成果は CISPR に寄書として正式に入力され、さらに本

取り組みが評価されて規格化に向けたタスクフォースのリーダーに

機構職員が選出された。また、成果を国際共著として学会発表し

た。 

 広帯域パルスを用いるミリ波レーダーの屋外試験等では、受信ア

ンテナから測定器入力まで長距離伝送が必要となる場合があり、

その伝送損失を抑制する手段として令和６年度までに開発した光

伝送システムの利用が有望である。また、レーダーシステムにおい

ては、伝搬路の情報が含まれる受信信号波形が重要であり，外乱

を受けやすい E/O（電気–光）変換器・O/E（光–電気）変換器や光フ

ァイバによる波形歪みをリアルタイムに補正する必要があるため、

受信システム端の測定信号から受信アンテナ直下の波形を再構

築した。得られた受信パルス推定波形は、実際の受信パルス波形

と相関値 0.87 で一致することを確認した。さらに、令和６年度まで

の伝送システム開発と合わせて IEEE Tans. On EMCに論文投稿を

行った。 

 ローカル 5G に割り当てられている 28GHz 帯電波の伝搬を制御す

る電波散乱シートについて、厚みや周波数帯域を改良し、実用面
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での性能を向上させた。さらに、通信エリア拡大に向け、基地局と

端末の位置関係を考慮した最適な散乱シート設置方法を学術的に

整理し、論文投稿した。また、社会実装に向けて、商品化に向けて

薄型化した保護層付き散乱シートを CEATEC 等で展示出展した。

これらの取組により、保護層開発および薄型化に関して民間企業

２社と秘密保持契約を締結し、加えて、28GHz 帯の普及が見込ま

れる欧州で特許の各国出願を実施した。 

この分野は、電波が生体や機

器に及ぼす影響についての科学

的検知からの検証と防護指針、

そしてそれらを一般にしっかりと

知らしめて、電波の安全な利用に

ついての国民意識の健全な向上

に資する研究開発及び実証活動

を行っており、いずれにおいても

卓越した寄与をした。具体的には

これらに代表される成果が創出さ

れ、いずれも極めて高いレベル

の成果である。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 300GHz 帯電波散乱シートの開

発と企業連携により、具体的な

製品化・実装を進展させた。 

 最高周波数を 18GHz に拡張し

た接電磁耐性評価用小型アン

テナの応用として本アンテナを

使用した車載機器の近接放射

イミュニティ試験法を提案し、従

来法よりも 10dB 以上電力効率

が高いことを実証した。 

 国際・国内標準化活動を通じ

て、研究成果を制度・法定業務

へ確実に反映させた。 

 

ここに列挙された技術に代表さ

れる具体的成果が社会に実装さ

れ、また標準化活動を通じて実装

のクオリティを確かなものにして

いく活動においてもリーダーシッ

プの発揮と制度・法定業務への

 較正方法や較正手順につ

いて改良し、機構法第 14条

第１項第５号の較正業務に

反映する。テラヘルツ帯特

定実験試験局の特例措置

対応に必要な電力計比較

システム（750～1100GHz）

を構築し、令和６年度に開

発した電力計比較システム

（500～750GHz）を機構の特

例措置対応業務に反映す

る。 

 これまで較正実績のなかった機器のうち、較正に必要な測定時間

のあいだ連続動作を維持できない機器に対応するため、較正手順

を改良した。また、特定実験試験局におけるテラヘルツ帯の特例

措置に必要となる電力基準値を、750 GHz～1.1 THz において新た

に決定した。 

さらに、この基準値を用いた補正値を提供するために高周波電

力計比較システムを開発し、その性能評価を経て確認サービスを

提供可能な体制を整備した。加えて、500～750 GHz 帯の電力計

比較システムについても、特例措置対応業務（確認サービス）に組

み込み、運用へ反映した。 

さらに、第６中長期に向けた先行着手として、高周波電力の国家

標準器が存在しない 330 GHz 以上の周波数帯における高精度電

力計のプロトタイプを設計・作製した。プロトタイプは、直流エネル

ギーと電磁波エネルギーの発熱量の比較を原理とするものであ

り、電波吸収体と接触させる金属、温度検出用のペルチェ素子等

で構成され、動作試験のためにレーザー光用の吸収体を設置し

た。実際にレーザー照射を行うことで、電磁波エネルギーの吸収に

起因する温度上昇を検出する一連の動作を検証した。 

（イ）生体 EMC

技術 

（イ）生体 EMC技術 （イ）生体 EMC技術 

 より簡便な適合性評価方法

として令和６年度までに検

討した、平面ファントムにお

ける比吸収率（SAR）測定結

果から側頭部の SAR 値等

を推定する方法について改

良を行い、多数の 5G 端末

に対する評価を実施し、5G

環境に最適化した SAR の

電波防護指針値適合性評

価技術を確立する。また、

 従来、携帯無線端末の SAR（比吸収率）測定では、平面ファントム

と頭部ファントムの双方で評価を行う必要があり、特に頭部ファント

ムでの測定は端末の位置や傾きなど多くの条件を考慮する必要

があるため、測定に多大な時間を要していた。そこで頭部 SAR 評

価の効率的評価に向け、平面ファントムでの測定結果から頭部

SAR を推定する機械学習モデルを構築した。学習には、多数の最

新の市販スマートフォンから取得した大規模実測データを用い、入

力に平面ファントムの測定条件および測定値を、出力には頭部フ

ァントムの 10 g平均局所 SARを設定した。Scikit-learnにより全結

合型多層パーセプトロン回帰モデルを構築し、隠れ層６層、正則化

係数 0.05 で決定係数 0.51 を達成し、平面ファントム測定から頭部
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5G での利用が見込まれる

70 GHz 程度までの周波数

帯において、6GHz 超の新

たな電波防護指針値である

吸収電力密度（APD）に関

し、令和６年度までに機構

が開発した評価方法で 5G

端末などの評価を行い、評

価方法の妥当性を検証し、

5G 環境に最適化した APD

の電波防護指針適合性評

価技術として確立する。さら

に、多数の IoT 機器から発

射された電波に対する人体

のばく露量が増大する条件

を明らかにすることで、IoT

機器に対する最適な適合性

評価技術を確立する。 

SARを推定する手法の有効性を確認した。 

 28GHz〜70GHz の周波数帯において、機構が提案する逆波源推

定を用いた吸収電力密度（APD）測定手法の実用化に向けた方法

論的検証を行った。測定精度の向上を目的として、まずファントム

の誘電特性・形状の最適化を実施し、周波数依存性を考慮した最

適設計パラメータを導出した。さらに、基準アンテナや模擬端末な

ど複数の波源条件を対象とした実験により、提案手法の妥当性を

確認した。加えて、5G端末を対象とした評価実験を行い、実運用を

想定した場合の評価方法としての妥当性を検証した。国際標準化

活動においては、IEC/IEEE で策定中の吸収電力密度測定に関す

る国際規格（IEC/IEEE 63195シリーズ等）に対し、技術提案を含む

寄書を提出した。さらに、国際ラウンドロビン試験に参加しデータ提

供を行い、測定法の信頼性向上および国際的な評価基準の整合

化に寄与した。 

 数値シミュレーションにより IoT 機器の台数と人体ばく露量との定

量的関係を解析し、その関係を明確化した。さらに、解析結果に基

づき、複数の IoT 機器が同時に動作する環境での人体ばく露量を

推定可能とする新たな計算式を提案した。この計算式を用いること

で、個別機器ごとの詳細な測定を行わずとも、数値シミュレーショ

ンのみで多機器環境のばく露量を高精度に評価できることを実証

し、電波防護指針への適合性を迅速に判定できる実用的評価手

法を確立した。 

 5G基地局（28GHz帯）やマイクロ波 WPTシステムでは指向性の強

い電波によるばく露が想定されることから、そのばく露特性を世界

に先駆けて解明した。特に、28 GHz 帯におけるビーム形成電波に

対し、ばく露量を高精度に推定する新たな数値シミュレーション手

法を開発し、IEEE Accessで論文発表を行い、 IEEE Antennas and 

Wireless Propagation Letters にレター論文を発表した。さらに、大

地や壁面からの反射・散乱を含む複雑な環境下でのばく露量を評

価し、実環境を想定した人体ばく露量の定量化を実現した。また、

数十 W級のマイクロ波 WPTシステムに対しては、人体検知センサ

による安全対策効果を検証し、検知限界距離におけるばく露量の

詳細評価することで、安全確保に関する科学的根拠を提示した。 

反映など、社会実装として卓越し

た成果を創出した。 

 

 令和６年度までに開発した

超高精細数値組織モデル

等を用いて数値解析した

100 GHzから 600 GHzまで

 令和６年度までにテラヘルツ波帯における電波吸収特性を詳細に

解明するための大規模電磁界シミュレーション専用システムを構

築できたため、本システムを活用し、超高精細皮膚組織モデルと

時間領域差分法（FDTD 法）を組み合わせることで、より実際の使
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の電波ばく露量の不確かさ

を評価し、支配的な要因を

明らかにする。さらに令和６

年度までに構築した 300 

GHz 帯及び 600 GHz 帯の

電波ばく露装置を用いて、

生体等価ファントム等を用

いた実験的ばく露評価を実

施し、数値解析結果と比較

することで、Beyond 5G/6G

の人体防護に関する指針

策定の根拠となる信頼性の

高い人体の電波ばく露特性

を明らかにする。 

用条件に近いばく露評価を実現させた。具体的には、令和６年度

までに開発した超高精細数値組織モデルを用いて、100 GHz〜600 

GHz の周波数帯において、人体近傍にダイポールアンテナおよび

パッチアレイアンテナ配置した条件での解析を行うことで、電波吸

収特性とともにばく露量の不確かさを評価し、その支配的要因を明

らかにした。 

 600 GHz帯における入射電力密度測定技術の開発において、測定

精度と測定速度の両立を図るため、２種類の測定アプローチを比

較検討した。第１の手法は、導波管プローブと電力計を用いた高

精度走査型測定法であり、詳細な空間分布を取得できることを特

徴とする。第２の手法は、光学結晶と偏光イメージセンサを用いた

高速測定法であり、電力密度の時間変動を捉えることが可能であ

る。600 GHz帯ジャイロトロン装置を用いて、導波管プローブと電力

計によって取得した電力密度分布と、光学結晶の熱複屈折効果を

利用した光学的測定法との結果を比較検証し、光学的測定結果の

強度および分布に関する補正係数を導出することで測定精度を向

上させ、実用的な高精度測定が可能であることを実証した。これに

より、導波管プローブによる精密測定と光学的高速測定を併用し

た、空間・時間両面で高分解能な電力密度測定が可能な計測原

理を確立した。 

 令和６年度までに構築した 600 GHz 帯ジャイロトロンと共焦点レー

ザ走査型顕微鏡を組み合わせた照射装置を用いて、温度感受性

蛍光プローブを注入した生体等価ファントムの温度分布の超高精

度リアルタイム測定に成功した（面内空間分解能 20mm, 温度分解

能 0.05℃）。具体的には、皮膚の誘電特性および表面構造を精密

に再現した生体等価ファントムを作製し、電力密度 50～250 

mW/cm²の５条件で 10分間の連続照射を行い、１秒間隔で経時的

な温度変化のデータを取得し、また、熱平衡状態における深さ方

向の温度分布も併せて取得することで、実験的なばく露特性の解

析を実現した。さらに、300GHz および 600GHz のファントムを用い

たばく露評価実験と数値解析結果の比較を実施した。 

 電波ばく露レベルに関する

詳細かつ大規模なデータを

取得・蓄積し、5G/IoT 等の

電波ばく露に関するリスクコ

ミュニケーション等に活用す

るために、令和６年度に引

 令和７年度は、震災復興地域である能登半島ならびに北海道にお

いて電測車による電界強度の測定を実施した。能登半島は復興途

上中のため測定範囲が限られているが、既に震災後の流出を含

む人口密度が同規模の他地域と電界強度が同程度であることを

確認した。北海道の測定結果は、共同研究先の北大にて実施の

疫学調査の基礎データとして活用するために北大の共同研究先と
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き続き屋内外の電波ばく露

レベルの携帯測定等を実施

し、令和６年度に電測車等

で測定したデータ公開内容

を拡充する。また、令和６年

度に実施した日本全国で１

年を通した長期定点測定結

果を分析するとともに、特殊

環境における電波ばく露レ

ベルの測定等を実施する。

さらに、総合コミュニケーシ

ョンに活用するために多様

な集団における電波に対す

るリスク認知の分析とリスク

認知傾向のスクリーニング

を行うとともに、若者へのア

ウトリーチの具体的な方法

について検討を行う。以上

のデータ取得と検討を通じ

て、総務省の電波の安全性

に関する説明会等における

5G／IoT 等の電波ばく露に

関するリスクコミュニケーシ

ョン等に活用する。 

共有した。また、令和４年度、５年度測定の延べ約 2.5 万 km の全

国主要都市の測定データに基づいて作成した電界強度マップデー

タを既に公開済みの関東圏に加えて公開した。本件に関しては報

道発表を行い広く周知を行った（令和７年 10月 30日）。 

 日本全国 35 地点で１年を通した長期定点測定結果（令和６年度に

実施）の分析を行い、電界強度レベルは１年間を通じて電波防護

指針より低いことを確認した。また、長期変動について電界強度の

毎月の中央値について１年間の傾きを検討したところ、２地点を除

き電界強度の変動は小さいことが確認された。更に、学校・病院・

公共施設など日本全国 15 か所に昨年に引き続き設置し、測定を

計２年間実施した。 

 特殊環境として、大規模イベント（大阪・関西万博）にて測定器を屋

内及び屋外に設置して測定を行うスポット測定、携帯型測定器を

携帯して測定を行う携帯型測定を実施した。２日間にわたる測定

の結果、電波防護指針との比較については電磁界強度指針値以

下を確認し（最大で0.4％）、15万人以上が訪れる大規模イベントに

おいても、その最大値及び中央値は東京主要駅（東京駅周辺）の

最大値及び中央値と同程度であることを日本で初めて明らかにし

た。また、ランドマーク（商業施設、駅など）周辺 50地点において電

波強度のスポット測定を実施した。これらの結果をとりまとめて

Bioelectromagneticsに論文投稿した。 

 微小環境測定（個人が小型測定器を携帯することによって実施す

る測定）を全国のボランティア 50 名程度を対象に実施した。令和６

年度に実施した都心部、郊外における環境別（主要駅周辺、商店

街、住宅地域、公園）の携帯型測定結果を分析し、各環境で比較

すると、電界強度は都市部・郊外に依らず主要駅周辺＞商店街＞

住宅地域＞公園の順であり、主要駅周辺の電界強度は、過去に

電測車で測定した結果と同程度であることが明らかとなった。成果

は電気学会誌に採録決定済みである。 

 多様な集団における電波に対するリスク認知を把握するため、令

和５〜６年度の調査結果を再分析し、ウェブ調査を実施した。再分

析の結果、情報提示前の電波に関する不安の高低がリスクコミュ

ニケーション効果を左右する主要因であることを明らかにした。ウ

ェブ調査では、この不安の高低で対象者を分類し、４種類のリーフ

レットを用いて応答を検証した。その結果、情報提示により変動す

る項目（例：不安、発がん性リスク認知）と、変動しない項目（例：日

常生活での電波意識）とを明確に区別できた。また、リテラシー向
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上型リーフレットは最も広範な影響を示し、発がん性リスク認知を

低下させた一方、異なる意見への批判的態度を強め、分断を生む

可能性も示された。これにより、電波に関する考え方の多様性に

配慮した緩和策の必要性が示唆された。以上の成果を国際学会

で発表し、国際論文誌（Bioelectromagnetics 及び PeerJ）に２編投

稿した。 

 一般向けアウトリーチとして、NICTオープンハウス 2025でポスター

展示と個人のスマートフォンを用いた電波クイズを実施し、参加者

の理解促進に寄与した他、若年層向けには高校生に対する特別

授業を行った。教職員向けには東京都教育庁と連携し、高校教諭

約 80名が参加する理数教育推進に関わる情報交換会において科

学コミュニケーションに関する講演と情報交換を実施した。さらに、

外部有識者による委員会において、電波に関するコミュニケーショ

ンについての実施時期や内容の整理を行った。加えて、総務省・

経産省が開催する電波の安全性に関する説明会（全６回）でも、

5G／IoT等の測定データを活用した講演を行った。 

 ITU-T SG5 Q3（電磁界に対する人体ばく露の評価）会合において、

機構のモニタリングウェブサイトの情報追加および商用運用中の

5G FR2（28 GHz 帯）携帯電話基地局周辺の電界強度測定結果に

関する２件の寄書を提出し、関連する勧告の改訂に採用されること

が決定した。 

 以上の研究開発の実施に

は、大学・研究機関等との

研究ネットワーク構築や共

同研究の実施等により、電

磁環境技術に関する国内

の中核的研究機関としての

役割を果たすとともに、研究

開発で得られた知見や経験

に基づき、国際標準化活動

や国内外技術基準の策定

等に寄与することにより、安

全・安心な ICT の発展に貢

献する。 

 大学・研究機関等との共同研究（実績：大学 20、民間企業２）や協

力研究員・研修員 22人の受入などによる研究ネットワークを構築・

活用するとともに、オープンフォーラム NICT/EMC-net（主に産業

界からの要望取得と議論を行う場として設置）において、第 19 回

NICT/EMC-net シンポジウム「電磁界過渡現象に関わる取り組み

の実際」に 87 名が参加などの活動などを通じて、電磁環境技術に

関する国内の中核的研究機関として役割を果たした。 

また、国内電磁環境研究の主要学会である電子情報通信学会の

環境電磁工学研究会において幹事・幹事補佐を務め、年間 10 回

の研究会の企画・実施と、ソサイエティ大会および総合大会のプロ

グラム編成を行う他、ベトナムで開催された国際ワークショップをオ

ーガナイズし、学会における中心的な役割を果たした。 

 研究開発で得られた知見や経験に基づき、下記に示す通り国際電

気通信連合（ ITU）、国際電気標準会議（ IEC）、世界保健機関

（WHO）、国際非電離放射線防護委員会（ICNIRP）等の国際標準

化および国内外技術基準の策定に対して、令和６年度までと同様
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に機構随一の規模で参画し、関連規格・基準等の策定に大きく寄

与した。 

国際会議エキスパート・構成員 54 人（うち議長等役職者は４人）、

国際会合参加者数 108人、国際寄与文書提出 16件など。 

国内標準化会議構成員 45 人(うち議長等役職者は 11 人)、国内会

合参加者数 139人、文書提出９件など。 

（４）時空標準技

術 

（４）時空標準技術 （４）時空標準技術 
 

（４）時空標準技術（３－１．機構

法第 14 条第１項第３号の業務を

含む） 

 

本中項目では、光格子時計、

小型原子時計、Wi-Wi による時空

間同期等を中核とした時空標準

技術を高度化し、日本標準時の

世界最高水準での維持・提供を

継続するとともに、通信・金融・デ

ータセンタ等の社会基盤を支える

ための基礎基盤的な研究開発を

進めつつ、光格子時計を公共サ

ービスの質的向上に利用するた

めの検証を世界に先行して実現

し、秒の再定義などの国際的な

活動への先導的貢献をするな

ど、基礎理論から法定業務、国

際標準化、社会実装までを一体

的に推進した点が高く評価され

る。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な

成果の創出が認められた他、将

来的な特別な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定

を「Ｓ」とした。 

 

【科学的意義】 

（ア）周波数標準

及び時刻生成

技術 

（ア）周波数標準及び時刻生

成技術 

（ア）周波数標準及び時刻生成技術 

 監視運用中の４局(本部・神

戸・長波送信所二箇所)の

時計群による統合時系につ

いて、本部被災時でも神戸

局でより確実に標準時を維

持できる時計データの管

理・運用システムへの改

良、セキュリティ向上対策及

び機器の更新を行う。次期

中長期の国産商用光格子

時計導入で必要になる光格

子時計と水素メーザを用い

た時系アルゴリズムを開発

するほか、光格子時計と併

せて利用する既設の周辺

装置及び信号線等を評価

し、これらを導入する光格

子時計に最適化させる整備

を行う。 

 ４局(本部・神戸・送信所２か所)の統合時系である神戸副局の現用

時系を、本部時系に対し従来の約半分の 10 ナノ秒内の偏差で年

度を通じて維持し、本部被災時でも神戸が時刻をシームレスに継

続できる体制を維持した。また本部被災時のデータ転送切り替え

及び送信所の周波数調整の自動化、防火機能の認証を受けた長

寿命のリチウム UPS 電源の導入により耐災害性をさらに向上させ

た。 

 次期中長期の国産商用光格子時計導入で必要になる光格子時計

と水素メーザを用いた時系アルゴリズムの開発として、光格子時計

を含む複数の周波数標準器を用いて、連続運転する複数の水素メ

ーザ及びセシウム原子時計をそれぞれ周波数補正した時系信号

を仮想的に生成し、さらにそれらの時系間の時刻差データを取得

するアルゴリズムを開発した。その上で、現在可能な実用試験とし

て、このアルゴリズムと光格子時計（NICT-Sr1）を用いて、時系の

実信号を発生するシステムの動作試験を開始した。 

 前年度からの商用光時計の購買手続きを進めて、島津製作所と

の契約に至った。既設の周辺装置及び信号線等の評価として、導

入した UPS 装置の動作テスト、床振動テスト、マイクロ波変換装置

（周波数コム）への信号線の遅延とノイズ評価の改良（最適化）を

進めており、今年度末の商用光時計納入後の最終確認により今

年度内に完了した。 

 自主開発の光格子時計に

ついては、定期的にこれを

運用して日本標準時の参照

光時系信号を継続生成し、

また国際原子時校正も行う

ことで秒の再定義実現のた

 年度を通じて、自主開発した光格子時計を平均して週１回運用し、

水素メーザの定期評価を実施した。評価結果に基づき、水素メー

ザを原振とする日本標準時の参照光時系を継続的に生成した。本

成果は国際的に高く評価され、秒の再定義などを議論する国際度

量衡委員会・時間周波数諮問委員会の作業部会で講演する機会

を得た。また、GNSSリンクによる 16桁精度の制約下で、国際原子
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めの国際的な必要条件の

充足に貢献する。 

時を高信頼に校正できるよう、自主開発光格子時計の周波数不確

かさの改善に取り組み、これまで明確に認識されていなかった光

格子時計のシフト要因を見いだし、そのシフトを抑制することで、３

年ぶりに国際原子時校正を再開した。 

 令和６年度に投稿していた複数遷移による秒の再定義法のグラフ

を利用した解釈法の論文が計量標準のトップジャーナルである

Metrologia に受理・出版され報道発表を行った。当該論文は４月よ

りArchiveにおいても公表されており、時刻周波数標準研究者の秒

の再定義の２つの方法の理解を促進し、CCTF にて定義法の議論

は、方式の「理解」から「選択」にフェーズが変わったことが宣言さ

れた。 

 産総研と共同で秒の再定義シンポジウムを開催し、同時に原子時

計のサプライチェーン問題を議論する会合を理研・JAXA・内閣府・

天文台・地理院、及び過去及び現在の原子時計製造業者の出席

を得て開催し、国産の原子時計の必要性を共有し、今後ワンボイ

スで当該サプライチェーン問題に対応していくことを合意した。 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 光格子時計と水素メーザを融合

した時系アルゴリズムを開発

し、秒の再定義議論に理論・実

証両面で貢献した。 

 短期周波数安定度 10-16台を長

期間維持するなど、時間周波数

分野で世界最高水準の科学的

成果を達成した。 

 小型原子時計や周波数制御技

術において、新技術（MEMS、メ

タサーフェス等）を導入し基盤研

究を前進させた。 

 

この分野は、標準時の生成に

資する基盤技術としての光格子

時計に代表される先端科学研究

から、小型原子時計の開発など

の先端デバイス研究開発など、

世界の最先端科学を牽引する多

くの成果が創出され、上記具体

的成果など、いずれも卓越したレ

ベルの成果である。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 日本標準時を協定世界時

（UTC）との差５ナノ秒以内で長

期に維持し、社会インフラの信

頼性向上に貢献した。 

 GNSS 非依存同期やサブナノ秒

級時刻同期技術により、災害に

強い社会基盤構築に寄与した。 

 通信、金融、データセンタ等に

おける高精度時刻同期ニーズ

 他機関の光周波数標準と

の遠隔周波数比測定を定

常的に可能とすることによ

り、令和６年度に検討した

標準時の異常検出を実装

する。また、同周波数比測

定データの蓄積により統計

的不確かさを減少させ、秒

の定義の改定値決定のた

めの議論に貢献する。 

 韓国の標準研究機関 KRISS および産総研の原子時計データを含

む計測監視システムを構築し、自動化を実現した。他機関のデー

タアップロード頻度が少なかったため、今年度は統計的不確かさの

改善はなかったが、この監視システムにより、他機関の光周波数

標準との遠隔周波数比測定が定常的に可能となった。そして実際

に、機構が定常的にアップロードしたデータを参照し、共同研究機

関が国際度量衡局に国際原子時校正を報告する前に不具合を検

出し、報告対象の校正期間を修正した事例があった。 

（イ）周波数標準

及び時刻供給

技術 

（イ）周波数標準及び時刻供

給技術 

（イ）周波数標準及び時刻供給技術 

 可搬型のコンパクトな原子

時計の開発については、今

まで開発した原子時計用部

品をモジュールに組み込む

ため、令和６年度に行った

集積設計と基礎試作をもと

にさらに統合的なモジュー

ル化を実装し、検証する。ま

た、次期開発を念頭に新規

 安価で携帯可能な原子時計の研究開発において、大学・民間企業

計 17 社が協力する大型プロジェクトにて開発を主導し、原子時計

の構成部品の開発を加速する評価システムや機能材料の市場供

給を加速するとともに、原子時計制御回路のワンチップ集積化（RF

発振器＋変調器＋VCSEL ドライバ＋ロックインアンプ）によって統

合的なモジュール化を実現した。また、物理パッケージの試作評価

も混合ガスによる共鳴周波数の温度依存性の抑制などの進捗を

得た。さらに、波長可変 VCSEL の開発では動作を精緻化し、世界

に先駆けて可動ミラーによる波長スイープにて Rb の吸収スペクト
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固体材料の基礎検討と光

学薄膜の原子時計への応

用研究を進める。 

ルの計測に成功した。 

 原子時計のスマホ搭載を可能とするようなガスセルの大幅な小

型・低コスト化を実現する光学素子として、メタサーフェスによる光

学部品の薄膜集積化を設計し、レンズ、プリズム、偏光子の一体

集積化に成功した。さらに、当該技術をガスセルへ展開し光学評

価を行い、当該ガスセルへの Rbの封入実験とそのスペクトル評価

にも成功した。 

 新規交代材料である窒素内包フラーレンの基礎検討については、

高い Q 値を有する新規評価系(メカニカルカップリング法)を時計遷

移とする検討を進めた。 

 3GPPにおける最初の標準化となる 6Gユースケース文書において

令和６年度の１件に続き、自動建築及びインフラモニターの２件が

採択された。 

に対応し、社会的価値を高め

た。 

 

日本標準時についての世界先

端レベルの精度維持とさらに先

の秒の再定義にもつながる先端

実験による成果創出、災害に強

い国土実現のための時刻同期

や、様々なローカルな時空間同

期に要求される技術など、高度

化が進む情報化社会を基盤とし

て支えて機能させるための重要

インフラ基盤技術が複数創出さ

れ、いずれも社会ニーズと具体的

につながった進展がもたらされた

ことを極めて高い成果として評価

する。 

 

【社会実装】 

以下に示す、顕著な成果があ

ったと認められる。 

 日本標準時の法定業務を安定

的に運用し、標準電波・時刻配

信を継続的に提供した。 

 Wi-Wi 技術やクラスタ時系の技

術移転・商用化を進め、産業利

用を拡大した。 

 国際標準化活動や実証実験を

通じ、研究成果を実利用へ着実

に橋渡しした。 

 

日本標準時の法定業務の安定

運用、Wi-Wi によるローカルな時

系の展開、国際標準化活動を通

じた近未来の情報通信社会基盤

の開拓への貢献など、具体的な

社会ニーズに直結した実装活

 近距離無線双方向時刻比

較（Wi-Wi）については、基

準時刻及び基準周波数の

提供手法を実現し、現場環

境にてその精度を検証す

る。また、距離計測精度を

向上させてデバイス間の相

対位置計測性能を改善させ

るとともに、伝搬位相マップ

を活用して反射波が通信環

境に与える影響を計測す

る。 

 前年度までに検証された 30ns の時刻同期精度を示すモジュール

を用いて距離計測精度の計測を行い、10m の距離計測精度が出

ることを検証した。旧型モジュールの約 30m の距離計測精度に対

して３倍程度の精度向上を実現した。 

 これまで伝搬位相を用いた相対位置計測において計測値はπの

範囲でラップされるために、反射波等の影響により半波長（〜

16cm）のアンラップ誤差が生じ（半波長トビ）、そのトビが積み上が

る課題があった。この課題に対して、Wi-Wi により時計位相がゼロ

付近にロックがされている特性を活かせば伝搬位相の計測範囲を

２πに拡張できることを明らかにし、波長トビを大幅に減らすことで

相対位置計測性能を改善させた。 

 データセンタにおけるユーザからのニーズを調査し、Wi-Wi モジュ

ールに時刻情報（Time of Day）も同時に無線で伝送する機能と、

PTM（Precision Time Measurement）機能を用いて PC の System 

clock まで同期する機能を追加実装した。この成果はデータセンタ

のオープンコラボレーションを進める OCP(Open Compute Project)

の展示会でデモを行った。 

 東北大学、広島大学、サステナブル ICTシステム室との連携により

電波暗室内で反射板を置いて位相マップを前年度計測した。合わ

せて通信品質をモニターし、反射による電波の強度分布と品質が

マッチすることを確認した。また、計測結果をレイトレーシングによ

るシミュレーションと詳細に比較することで、シミュレーションに反射

板端点からの回折を加味しないと実測と一致しないという新たな知

見を得た。 
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 分散型時刻同期網の研究

については、令和６年度に

机上開発したコンセンサス

ベースの分散時刻同期・時

系アルゴリズムを実機に搭

載し、分散時刻同期による

安定性の向上、同期精度を

検証する。 

 セイコーソリューションズで開発された概念実証機に、令和６年度

に机上開発したコンセンサスベースの分散時刻同期アルゴリズム

を実装し、PTP（Precision Time Protocol）に近い条件下で実機検

証を行った結果、安定した高精度同期性能が確認された。成果は

自動制御連合講演会に申請・採択され、学術的妥当性が認められ

た。さらに、科学大・群馬大・海洋大との４者共同研究契約を締結

し、日本標準時データを用いた原子時計モデルの分散推定、異常

検出・分類技術の開発を実施した。総務省プロジェクトや日独・日

仏の B5G/6Gワークショップで発表を行い、国際的にも成果を発信

した。 

 株式会社コアとともに令和６年度に開発した、準天頂衛星「みちび

き」からの補正信号を受信し、かつ小型原子時計を搭載するGNSS

アンカーを利用し、小金井―神戸間（約 400km）の遠隔地で同期性

能を検証した。副局側アンカーを制御し UTC(NICT)準拠の時刻を

生成することで、従来 GNSS では 10〜30 ナノ秒であった同期精度

を１ナノ秒未満のサブナノ秒領域にまで向上させた。得られた結果

は世界最大級の衛星測位会議 ION GNSS+ 2025において口頭発

表として採択され、学術的・技術的信頼性が国際的に認められた。 

 低軌道衛星（LEO）フォーメーションフライトへの分散時刻同期応用

を目的にフォーメーションを模擬したシミュレーションを実施し、マイ

クロ波伝送下での同期精度・応答性を検証した。その結果、LEO-

PNTで要求されるナノ秒以下の同期精度が分散制御により実現可

能であることを明らかにした。成果はインターステラーテクノロジー

ズ主催の運営委員会で報告した。また、低軌道衛星による PNT に

関連して東大中須賀研究室との共同研究契約（変更）を締結した。

IIJ およびアークエッジスペースと連携して、宇宙戦略基金への共

同提案活動を進めた。 

動、法定業務への具体的実装な

ど、レベルの高い実装が進んだこ

とを高く評価する。 

 

 光ファイバによる基準時刻・

基準周波数の伝送につい

て、令和６年度までに本部-

都心間で達成している伝送

性能をさらに向上させ、

Beyond 5G の要求レベルを

確実に達成する基準時刻・

基準周波数伝送技術を確

立する。 

 令和６年度に実現した本部―都心間での数ナノ秒の同期精度につ

いては、適切な光トランシーバーの選定及び校正を行うことでその

同期精度（伝送性能）を Beyond 5G の要求レベルを確実に達成す

るサブナノ秒までさらに向上させた。実験室内の約 400km のスプ

ールファイバでも同等の同期ができることを確認した。 

 サブナノ秒時刻同期技術の社会実装に向けて、高精度時刻の需

要者（通信キャリア、金融、データセンタ、放送、ベンダー、衛星開

発）に対して、NW 事業者のシンポジウムや展示会で発表し、複数

の事業者と作業部会を作り議論を開始した。 

 光ファイバによるタイミング信号配信システムの性能向上のため、
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変調方式の変更、タイミング調整機能の高度化を実施し、これまで

に行った室内スプールファイバを用いた予備実験において、従来

の同期精度 10 ナノ秒から数 10 ピコ秒へ向上させる結果を得て、

従来の光周波数標準の基準周波数と同時に基準時刻も伝送する

技術を確立した。また、ローカルシステム１式が光１波長を用いて、

複数のリモートシステムへ高精度にタイミング配信する技術につい

て特許出願を行った。 

（ウ）周波数標準

及び時刻利用

の未踏領域開

拓 

（ウ）周波数標準及び時刻利

用の未踏領域開拓 

（ウ）周波数標準及び時刻利用の未踏領域開拓 

 関係機関と連携して絶対重

力観測を行うことで、光原

子時計の位置の長期的な

重力ポテンシャル変動を見

積もり、併せて潮汐解析ソ

フト等を用いた測地観測デ

ータの解析を行うことで潮

汐による光原子時計の周波

数変化への影響を調べる。

また、光周波数標準をその

他の測地データと組み合わ

せて測地センサーとして利

用する手法の有効性を検証

する。 

 光原子時計の位置の長期的な重力ポテンシャル変動を見積もるた

めに、東京大学地震研究所の協力を得て、本部２号館の光原子時

計近傍で絶対重力観測を実施した。2019 年に京都大学と国立極

地研究所の協力を得て実施した同様の観測と比較した結果、約５

年半の間に約 3.2μGal の重力減少が確認出来た。これは北側敷

地に設置された国土地理院 GEONET の GNSS 観測から得られた

隆起量約 70mm（重力変化に換算して約 3.9μGal）とほぼ調和的で

あり、この隆起量は重力ポテンシャルの変動値に換算して

0.68m2/s2の減少に相当する。 

 潮汐による光原子時計の周波数変化への影響を調べるために、

相対重力計の連続観測データから得られる地球潮汐変動を理論

的な潮汐モデルと比較することにより、小金井においては一部の

既存のモデルによる補正では不十分であることを確認した。以上

の成果については、９月にイタリアで開催された測地分野の国際

学会(IAG2025)で報告するとともに、同学会の集録論文特集号に

投稿した。 

 光周波数標準を測地センサーとして利用する手法について、複数

地点での相対重力データを解析した結果、海洋潮汐荷重の影響

が大きいと思われる離島を除けば光周波数標準を利用する事で

1cmの高度差を検出できる可能性があることを確認した。この結果

についても、前述の IAG2025で報告した。 

 一酸化炭素分子安定化

THzレーザー光源の周波数

安定度の向上に取り組むと

ともに、その絶対周波数計

測を行うことでテラヘルツ領

域での周波数標準を確立

する。また、1.5 倍高い SN

 将来の情報通信基盤における高周波電波の有効的な利用促進に

資する、一酸化炭素分子安定化 3THzレーザー光源の安定度向上

と絶対周波数計測に取り組んだ。また、従来よりも 1.5 倍高い SN

比を持つ新しい回転遷移スペクトルの利用に向けて、レーザー光

源の特性評価と制御信号取得を実施した。 

 光集積回路技術を用いた THz 周波数基準伝送システムの実現を

目的として、光集積回路型光キャリア伝送システムの設計及びそ
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比を期待できる新しい回転

遷移スペクトルを用いた制

御信号取得を進める。テラ

ヘルツ量子パワー標準の

基礎研究については、磁場

縮退を解いた電磁誘起透

明化(EIT)信号の光シュタル

ク分裂において、電界強度

値決定の不確かさ低減の

ために許容遷移の選択等

の高度化を実施する。 

の実証実験シミュレータを構築・動作させ、その成果を国際学会誌

Review of Scientific Instrumentsに論文発表した。 

 ２台のアセチレン安定化レーザーの光差周波発生を利用した、可

搬型 0.3THz 周波数標準器の大幅なシステム改修を完了し、今ま

でより１桁高い安定度 3.0x10-10を達成した。 

 リュードベリ原子を用いたテラヘルツ量子パワーセンサー開発で

は、電界強度値決定の際に必須となる周波数から電界強度値へ

の換算係数の不確かさ低減のため、磁場縮退を解き磁場副順位

間の１つの許容遷移のみによる AC シュタルク分裂観測等の高度

化を実施した。その成果を国際会議（２件）で発表した。 

 イッテルビウムイオンとイン

ジウムイオンの同時トラップ

によるインジウムイオン光

時計については、時計遷移

周波数を計測する。さらに、

インジウムイオン光時計の

持つ外部電磁場に対する

周波数シフトへの堅牢性や

複数個化による信号対雑音

比向上へのアプローチのし

やすさといった特色を生か

して、本イオントラップをノー

ドとして量子ネットワークへ

組込む方式についての指

針を明らかにする。 

 時計遷移周波数計測の際に周波数確度を下げる要因となるイオ

ントラップの交流電場由来のノイズであるマイクロモーションを低減

させるために、イオントラップポテンシャルに印加する補正電圧値

を決定する計測を行った。マイクロモーションを低減させるために

交流電場の周期とイオンからの蛍光の相関計測を行うシステムを

開発し、最もマイクロモーションが小さくなる補正電圧値の決定をし

た。マイクロモーションを低減させたイッテルビウムイオンで共同冷

却したインジウムイオンの蛍光観測を実現した。 

 外部電磁場に対する高い堅牢性を有する等の特徴により連続稼

働が期待されるイオン光時計の基準信号を量子ネットワーク上に

組み込むことで、Twin-Field QKD（TF-QKD）などの次世代量子鍵

配送プロトコルが実装できるという指針を明らかにし、機構内外の

機関と共同で特許出願(発明の名称:標準時同期ネットワーク)を行

った。 

（５）デジタル光

学基盤技術 

（５）デジタル光学基盤技術 （５）デジタル光学基盤技術 
 

（５）デジタル光学基盤技術 

 

本中項目では、HOPTEC を中

核としたデジタル光学基盤技術

において、自然光デジタルホログ

ラフィや HOE 技術の高度化が進

展し、学術的成果と社会実装の

双方で顕著な成果を挙げた。特

に高精度・高効率 HOE の設計・

製造技術、自然光フルカラー動

 ホログラム素子の製造につ

いて、連続発振（CW）レー

ザーをチョッパ化する手法

で振動にロバストかつ記録

時間の短縮を実現する。ま

た、ホログラムプリンターに

0.8μm 帯のレーザー光源

を用いながら、より広範に

用いられる実用波長を目指

 連続発振（CW）レーザーと音響光学素子(AOM)のシャッターを同期

制御する手法で、ホログラムプリンターの SLM の垂直同期と同期

したチョッパ光源を実装し、ロバストかつ高速な記録と共に、セル

構造に起因する高次回折光などのノイズ光が発生しない高品質な

ホログラムのプリントができるようになった。 

 透過型ホログラムにおいて、波長変換(異なる記録波長と再生波

長)の計算を行い、記録波長±100nm 程度の再生波長で所望の回

折角が得られる HOE を実装した。さらに赤外対応の記録材料及び

レーザー光源の調達、光学系の実装を行った。 
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し波長変換により光源より

長波長のプリント技術を確

立する。ヘッドアップディス

プレイ等のアプリケーション

領域への技術移転に向け

た関連企業と連携を加速す

る。 

 ホログラムの厚みムラを可視化できる手法を新たに開発し、ホログ

ラム上のノイズ原因の解明に貢献し、技術移転に向けた連携を加

速した。 

画ホログラフィ、空間光通信

（FSO）への応用を通じ、産業展

開を見据えた技術移転と企業連

携が着実に進んでいる。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、顕著な成果

の創出が認められた他、将来的

な特別な成果の創出が期待され

る実績も得られたため、評定を

「Ａ」とした。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、顕著な成果があ

ったと認められる。 

 自然光フルカラー動画ホログラ

フィや偏光同時取得光学系の

開発により、デジタルホログラフ

ィの計測原理と性能限界を拡

張。 

 HOE の多重記録・高効率化

（121 波多重で回折効率大幅向

上）や波面補償技術により、光

学設計・製造の基盤科学を前

進。 

 機械学習を取り入れた HOE 設

計や高分解能・高速再構成技

術により、国際的にも先導的な

研究成果を創出。 

 

デジタルホログラフィ技術開拓

のフロントランナーとして、HOEの

高度化や、設計等における新手

法による先端開拓、光学的に新

奇な手法による新境地の開拓な

ど、上記に代表される多くの科学

的先端成果が創出され、いずれ

 Beyond 5G 時代を支える高

効率・安価な光通信用モジ

ュールの実現に向け、大気

揺らぎ等に耐性が見込まれ

るインコヒーレントな複数ビ

ームの送信用 HOEを設計・

開発する。また、令和６年度

より開始した国内通信機器

メーカーなど関連企業との

連携を加速する。 

 波面多重化マルチビーム伝送の光学系を大幅に小型化して代替

する４波インコヒーレント多重の HOE を実装し、その基本動作を確

認した。これにより異なる４つの波面を角度多重記録した HOEによ

り、４つの波面変調素子と３つのビームコンバイナを組みわせた光

学系に相当する機能を単一の光学素子に統合できるようになるた

め、省スペース化と軽量化が見込まれる。 

 令和６年度から国内大手通信機器メーカーと連携を開始した、

HOE を用いた空間光通信（FSO）の受光部について、受信光の軸

ズレに対しロバストなファイバカプラ HOE の設計を行い、最適化を

進めた結果、令和７年度に同条件の回折効率で 40％を超える実

測値を得た。最適化手法と一回露光により回折効率を実用段階に

近づけられる事が分かり、また、スペックは通信機メーカー等との

打ち合わせで必要とされる効率とオーダーが並んだ。 

 大気ゆらぎで変調を受けた波面の測定データを、経験的直交関数

展開によって解析した結果、支配的なモード抽出に成功し、

OECC2025で発表した。 

 1.5um 帯での動作を目指し、フォトマスクの露光装置を用いてバイ

ナリ型の回折光学素子（DOE）を試作した。無機材料でファイバカ

プラとして必須な集光の基本動作を確認した。 

 機械学習による HOE 設計

を拡張し、複層のバイナリ

型DOEを自動設計できる手

法を開発する。また、バイナ

リ型 DOE及び階調を持った

HOE 双方を協調動作させる

ことで、相補的な設計を実

現させる。 

 機械学習による HOE 設計をバイナリ型 DOE の設計に拡張し、令

和６年度に整備したマスクレス露光装置で実際にバイナリ型 DOE

を作製した。バイナリ型 DOE と HOE を組み合わせた設計を行い、

未知の拡散板越しに被写体を結像する機能において、双方の協

調動作を確認した。 

 拡散面越しの結像を、HOE の波長選択性を活用し波長多重で行う

手法について、令和７年度に論文投稿を行った。 

 自然光ホログラフィ技術を

発展させ、従来２枚の空間

光変調器（SLM）が必要だっ

 ２枚の HOE を用い、一度の露光で P 偏光・S 偏光の３次元動画情

報を同時に撮影できる光学システムを設計・開発した。空間帯域

幅積に基づいて測定範囲または空間分解能が 1/3 とする代わり
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たところ、ハードウェアとして

より簡便な HOE等と撮影後

の信号処理の組み合わせ

により、一度の露光で P 偏

光・S 偏光を同時に撮影で

き、かつカメラのフレームレ

ートの動画撮影を実現す

る。また、自然光ホログラフ

ィを応用した産業展開に向

け、潜在的なユーザー企業

への働きかけを開始する。 

に、１回の露光で位相測定できる利点があり、SLM を多用した系よ

り安価でロバストである。高速度イメージセンサのフレームレートで

３次元の被写体を明るく動画測定できる光学系の実装を令和７年

度に完了した。 

太陽を光源とするシングルショット露光フルカラーホログラフィッ

ク３次元測定法の内容及び、自然光フルカラー動画ホログラフィ撮

影・再構成手法とその光学系に係る内容を Advanced Photonics 

Nexus(SPIE/CLP)に論文投稿し、掲載された。 

 国内高速度カメラメーカーとの連携を開始したほか、機構内の社

会実装ファンドを得て、企業との打ち合わせを複数行ない、国内計

測機器メーカー１社と NDA 契約を締結して連携した。また、LED で

実時間位相差観察する CEATEC デモ展示を成功させるなど、ステ

レオ法、シュリーレン干渉法に代わる計測機器での社会実装を目

指した取組みを進めた。 

も極めて優れた科学的成果であ

る。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 AR、HUD、光計測、空間光通信

（FSO）など幅広い応用分野へ

の展開可能性を示し、産業競争

力強化に貢献。 

 大気ゆらぎに強い光通信受光

HOEや高精度計測技術により、

次世代通信・計測インフラへの

波及効果が大きい。 

 展示会（CEATEC 等）での実証

やユーザー企業開拓を通じ、社

会的認知と期待を高めた。 

 

デジタルホログラフィ技術は、

表示技術、光通信技術、顕微鏡

やカメラの新概念など、多くの利

用シーンに改革をもたらすもので

あり、実際に強い関心を持つ企

業等との連携も進み、社会的価

値が一気に高まったことを卓越し

た成果として評価。 

 

【社会実装】 

以下に示す、顕著な成果があ

ったと認められる。 

 国内大手計測機器メーカー等と

の NDA 締結や共同研究を通

じ、実用化・製品化に向けた具

体的連携が進展。 

 特許出願、技術移転、展示会

実証を通じ、研究成果を実利用

へ橋渡しする体制を構築。 
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 スタートアップや産学連携を含

むエコシステム形成により、継

続的な社会実装が期待される。 

３．機構法第 14

条 第 １ 項 第 ３

号、第４号及び

第５号の業務 

３．機構法第 14 条第１項第３

号、第４号及び第５号の業務 

＜評価軸＞ 

 業務が継続

的かつ安定

的に実施さ

れているか。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 各業務の実

施結果として

の利用状況 

【モニタリング

指標】 

 各業務の実

施状況 

 

３．機構法第 14条第１項第３号、第４号及び第５号の業務  

３－１．機構法

第14条第１項第

３号の業務 

３－１．機構法第 14 条第１項

第３号の業務 

３－１．機構法第 14条第１項第３号の業務 １-（３）時空標準技術に含めて自

己評価 

機構法第 14 条第１項第３

号に定める業務を、関連する

研究開発課題と連携しなが

ら、継続的かつ安定的に実施

する。 

 短期周波数安定度に優れる水素メーザを合成原子時の計算に導

入することで、標準時の短期周波数安定度において 10-16 台（前中

長期比 1/3）を令和６年度から引き続き１年以上継続維持し、また

光格子時計を利用して標準時の周波数精度を上げることで標準時

の協定世界時に対する時刻差を（前中長期比 1/4）の５ナノ秒内に

令和６年度から引き続き１年以上継続維持した。 

 「標準電波の発射」を年度内 99.9％以上の時間率で維持し、また

令和６年 10 月には１か月間で 350 千アクセスまで増大（１年前か

ら４割増）した光テレホン JJY の利用数に今年度ソフトウェア更新

の機能拡張で対応した。さらに総務省認定のタイムビジネス制度

でも、令和７年度（４～８月）内に４社から６社増えた認定業者に対

して、前年度に引き続き標準時を安定に提供した。これらを通じて

高精度な標準周波数と標準時を社会に供給している。さらにその

成果を博物館企画展や IEEE Milestone認定等で広報して、標準時

の重要性や社会的意義について、広く社会に周知・啓蒙した。 

 計測機器更新、道路補修工事、空調機更新工事等、機器及び設

備の老朽化及び災害対策を適切に実施している。また九州電力送

配電等と共に電線ケーブル地中化を実施しており、令和７年度は

地盤調査を実施して年度末に工事に着工し、上記のうちケーブル

地中化以外は今年度中に完了した。さらに本部被災時を想定した

BCP訓練を継続実施して耐災害性を向上させた。 

 米国に続き２番目に標準電波を発射し、1940 年の運用開始以来

85年以上にわたり、JJYのコールサインのもと運用してきた標準電

波発射業務が、正確な時刻を社会全体に浸透させて効率的な経

済活動を可能にして日本の戦後復興に貢献した、という理由から

IEEEにより IEEEマイルストーンに認定された。 

３－２．機構法第 14 条第１項

第４号の業務 

３－２．機構法第 14条第１項第４号の業務 １-（２）宇宙環境技術に含めて自

己評価 
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３－２．機構法

第14条第１項第

４号の業務 

機構法第 14 条第１項第４

号に定める業務を、関連する

研究開発課題と連携しなが

ら、継続的かつ安定的に実施

する。 

 【再掲】機構法第 14 条第１項第４号に定める業務について、メー

ル、ウェブサイト、SNS等での情報発信等、宇宙天気予報業務を継

続的かつ安定的に実施するとともに、当該業務の運用、監査、大

規模フレア対応に必要なマニュアル類を整備し、通知として制定し

た。また大規模太陽フレア時の対応について、すべての Xクラス以

上の太陽フレアを 24 時間体制で確認（令和７年度 21 回）し、対応

レベル判断を行うとともに、宇宙天気予報ウェブサイトのトピックス

記事として宇宙天気現象の詳細を報告するとともに、社会的影響

が大きいと推測された大規模太陽フレア発生に伴い 11 月 12 日及

び１月 20 日お知らせによるウェブ発表及び記者発表会を実施し

た。 

また、社会的影響を踏まえた新警報基準に基づく宇宙天気イベント

通報（SAFIR）を令和７年６月から開始するとともに、社会インフラ運

用者の具体的な対策アクションを例示した「宇宙天気情報利用ガイ

ドライン」と、民間企業・府省庁・自治体などに向けた入門的な「宇

宙天気情報利用の手引き」を作成・発表し、報道発表を行った。 

関係府省庁への連絡体制について、10 月 29 日「宇宙システムの

安定性強化に関する官民協議会」総会に参加、SAFIR、ガイドライ

ン、手引きの概要について説明を行うとともに、当該協議会構成員

へのメーリングリストを利用した SAFIRの配信を実施した。 

３－３．機構法

第14条第１項第

５号の業務 

３－３．機構法第 14 条第１項

第５号の業務 

３－３．機構法第 14条第１項第５号の業務 １-（４）電磁環境技術に含めて自

己評価 

機構法第 14 条第１項第５

号に定める業務を、関連する

研究開発課題と連携しなが

ら、継続的かつ安定的に実施

する。また、較正業務システ

ムの改善を継続し、較正成績

書の電子化を行う。さらに、

特定実験試験局の特例措置

対応業務を安定的に実施す

る。 

 電波法に基づく国内最上位の較正機関として、令和７年度は 75件

の較正を実施し、電波の公平性と信頼性の確保や電波利用の効

率化に貢献した。建物の漏水により較正室が浸水し、一部の較正

業務を一時停止せざるを得ない事態が発生したが、緊急復旧作業

を行い全面再開させた。さらに再発防止策を検討・実施し、継続的

運用体制の強化を図った。 

 テラヘルツ帯における特定実験試験局の特例措置に対応するた

め、500 GHz～750 GHzの電力計比較システムを整備し、確認サー

ビスを開始した。さらに、関連する研究開発課題（較正技術の研究

開発）と連携し、確認サービスの周波数拡大に向けて、750 GHz～

1.1 THz 対応の電力比較システムを構築を終えるとともに、新たな

基準値を決定した。加えて、確認サービスを高精度かつ安定的に

提供するため、基準値の精度向上、システム改良、作業手順書等

の見直しを実施した。 

 国際相互認証に対応した較正業務の品質維持のため、「ISO/IEC 
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17025 試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」の認

定を取得し運用しているところ、令和７年５月に製品評価技術基盤

機構（NITE）による認定維持審査を受審し、指摘事項なく合格し

た。さらに、認定維持に必須となる技能試験（高周波電力計）も下

期に受験予定であり、計量法に基づく登録事業者として校正業務

を着実に遂行している。 

較正業務の DX 推進の一環として、平成 14 年度より運用している

較正システムの一部である顧客向け較正サービスウェブサイトを改

修し、較正料金の自動見積機能の精度向上と、ISMAP（政府情報

システムのためのセキュリティ評価制度）への対応によるセキュリ

ティ向上を行った。また、令和６年度に整備した較正システムの一

部である設備管理台帳データベースについて、令和７年度より本運

用を開始し、較正業務で使用する設備の効率的な管理を実現し

た。また、較正成績書の電子化においては、国際的に標準化され

たフォーマットを採用し、信頼性の高い電子署名サービスを導入す

ることで実現し、安全性と国際整合性を確保した。 

＜課題と対応＞ 

【令和６年度評価総務省国立研究開発法人審議会の意見】 

 

（課題） 

電磁波先進技術分野においては、科学的意義及び社会的価値の観点からは顕著な成果が見られた上で、社会実装及び社会的な認知については、さらなる貢献及び

努力が期待されることから一層の取組を求めたい。 

（対応） 

電磁波研究所では、研究開発成果を社会の多様な場面で活用することに加え、法定業務を通じた公共サービスとして安定的に提供することを社会実装と位置づけ、研

究開発と法定業務を一体的に推進しております。法定業務においては、宇宙天気予報業務の高度化、B5G／6G 時代を見据えた特定実験試験局の特例措置対応のため

のテラヘルツ帯の確認サービス、高精度な標準時の生成・配信などを着実に実施しています。加えて、防災・減災分野での観測・予測技術の実運用、宇宙天気イベント通

報（SAFIR）の開始、次世代の時刻同期技術やデジタルホログラフィ技術の実装段階への進展など、分野横断的に社会実装が進展しております。 

これらを進めるにあたり、URA（リサーチ・アドミニストレーター）資格を有する研究技術員を研究所内に配置し、社会実装に関する定例打合せを開催してまいりました。こ

の中で、技術移転に係る課題の整理や成功事例の共有を進めることにより、社会実装の重要性が研究所全体に浸透しております。また、既存事業者への技術移転に加

え、NICT 認定技術移転スタートアップ等の仕組みを活用した普及展開もすすめ、第５中長期計画期間において２社が NICT 認定技術移転スタートアップ認定を受けていま

す。 

社会的認知の向上については、積極的なメディア対応、万博や CEATEC 等の大型展示会への出展、視察・見学への対応を実施するとともに、未来を担う子どもたちを

含む一般市民を対象としたアウトリーチ活動（科学教室への参画、出前授業等）にも積極的に取り組んでまいりました。今後も、研究開発成果の社会的価値を分かりやすく

発信することにより、社会実装と社会的認知の双方を一体的・戦略的に強化してまいります。 

 

 

なお、この評定は、以下の「国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解」を踏まえて、決定した。 
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国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解 

 

１． 日時：令和８年４月 23日（木） 10時 00分～17時 00分 

 

２． 委員名簿 

安浦 寛人 委員長  国立情報学研究所 副所長 

安藤 真 委員    東京科学大学 名誉教授 

飯塚 久夫 委員    一般社団法人 量子フォーラム 総務担当理事 

栄藤 稔 委員    大阪大学 先導的学際研究機構 特任教授 

太田 勲 委員     兵庫県立大学 名誉教授（前学長） 

國井 秀子 委員    芝浦工業大学 客員教授 

後藤 厚宏 委員    情報セキュリティ大学院大学 教授 

徳永 健伸 委員     東京科学大学 名誉教授 

渡辺 文夫 委員    Fifth Wave Initiative 代表 

 

３．委員長及び委員からの意見 

 

（電磁波先進技術分野について） 

 自己評価として年度評定 S、期間実績評定 S は妥当である。中長期期間中に計画の変更があったところを含めて、着実な実績の積み重ねにより全体的に高いレベル

にある。本分野はこの５年間に閉じたものではなく、これまでの努力と過去の蓄積が現在の評価につながっており、新規テーマでは当初評価が低めでも、年次を追って

成果が積み上がっていった点を評価する。 

 具体的な成果として、リモートセンシング技術では高精細航空機搭載合成開口レーダー（Pi-SAR X3）による本格観測が始まり、地表分解能 15cm の高精細画像取得

や国内火山 51 中 50 のデータを撮り終えたこと、宇宙環境技術では太陽フレア AI 予報モデルを確立・精度アップし、さらに宇宙天気予報に関するユーザーの団体をリ

ードしていることを高く評価する。 

 加えて、電磁環境技術では Beyond5G 時代を見据え、複数波源・雑音特性を高精度に評価する手法を確立していること、時空標準技術では、2030 年の秒の再定義に

向けての先導的貢献、および安価な小型原子時計の商用化にめどがついたことを高く評価する。 

 また、デジタル光学基盤技術ではホログラフの大面積化・低コスト化を達成し、企業への技術移転も始まったことを評価する。 

 宇宙天気予報や時空間同期の Wi-Wi技術などが、スタートアップ制度の中で民間への技術移転が行われたことも高く評価したい。 

 

（全体を通して） 

 多くの分野で素晴らしい成果が上がっている。 

 ICT 分野の急速な技術進展や国際情勢を含む社会環境の変化により、5 年の中長期目標を固定的に設定することは一層困難となっている。状況に応じた柔軟な見直

しは必要である一方、場当たり的な変更とならないよう、予見困難な重大事象の発生を想定し、目標を見直す際の考え方や手順をあらかじめ整理することが重要であ

る。 

 特にサイバーセキュリティや AI 分野においては、NICT が果たすべき社会的役割・国家戦略上の役割をより明確に位置付けた上で、業務や研究領域の拡大に応じた

予算措置や組織体制の在り方について、既存の枠内にとどまらず、組織の見直しも含めた検討が必要である。 
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 評価に当たっては、精緻な議論のために大量の資料を用いることの意義は大きいものの、研究者・職員の負担が相当大きい可能性があり、毎年同水準の精緻な評価

を実施する必要性については再考の余地がある。研究内容に加え、組織の在り方や国家戦略上の位置付けについて多様な意見を取り入れる観点から、外部有識者

との継続的な対話は重要であり、例えばテーマを絞る、網羅的な評価は隔年で実施する等の評価の在り方をはじめ、評価委員会の役割や活用方法についても検討が

求められる。 

 第５期では、研究段階から社会実装を意識する取組が全体として定着し、連携やエコシステム形成にも一定の進展が見られた。スタートアップ支援を含め、ファンディン

グエージェンシーの仕組みや大学との連携も活用した、スピーディーに動ける文化づくりが今後の課題である。多くの優れた成果を踏まえ、変化に柔軟に対応できる仕

組み整備や多様な人材の確保と、広報を含めた発信・連携の強化が期待される。 

 サイバーセキュリティ分野とユニバーサルコミュニケーション分野の連携を一層強化し、NICT内で団結して、ネットワークと AIのセキュリティを一体的に捉えた横断的な

研究を推進することも期待する。 

 

上記見解を踏まえ、機構として年度評定を S、期間実績評定を S とする。 
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中長期目標・中長期計画 

中長期目標 中長期計画 
１.重点研究開発分野の研究開発等 

（１）電磁波先進技術分野 

我が国において、これまでにない価値の創造や社会システムの変革等をも

たらす新たなイノベーション力を強化するためには、「社会を観る」能力とし

て、多様なセンサー等を用いて高度なデータ収集や高精度な観測等を行うた

めの基礎的・基盤的な技術が不可欠であり、Society 5.0を実現する基盤技術

として期待されることから、【重要度：高】として、以下の研究開発に取り組むと

ともに、標準化、研究開発成果の普及や社会実装を目指すものとする。 

１－１．電磁波先進技術分野 

電磁波を利用して社会を取り巻く様々な対象から情報を取得・収集・可視化・提供するため

の技術、様々な機器・システムの電磁的両立性（EMC）を確保するための技術、効率的な社会

経済活動の基盤となる高品質な時刻・周波数を発生・供給・利活用するための基盤技術、低コ

ストで高効率な光学素子を実現するための基盤技術として、リモートセンシング技術、宇宙環

境技術、電磁環境技術、時空標準技術、デジタル光学基盤技術の研究開発を実施するととも

に、標準化、研究開発成果の普及や社会実装を目指す。 

①リモートセンシング技術 

電磁波伝搬に大きな影響を与える大気・地表面の状態把握と、その情報を

活用した防災・減災をはじめとする社会的課題の解決に向けた分析・予測等

に資するリモートセンシング技術の研究開発を実施するものとする。 

（１）リモートセンシング技術 

電磁波伝搬に大きな影響を与える大気・地表面の状態把握と、その情報を活用した防災・減

災をはじめとする社会課題解決に向けた分析・予測等に資するリモートセンシング技術の研究

開発に取り組む。 

（ア）ローカルセンシング技術 

局所的（ローカル）な電磁波伝搬に大きな影響を与える、大気中の雲・降水の分布や、地

面、構造物、植生等を含む地表面や海表面を高精度に把握する水蒸気分布観測技術や干渉

SAR 等の観測・分析技術の研究開発を行い、防災・減災のみならず、平常時においても生活

の質の向上に有用な情報を提供し、社会における活用に向けた成果展開を行う。 

（イ）グローバルセンシング技術 

地上・上空・衛星相互の電磁波伝搬に大きな影響を与える、大気中の水蒸気・雲・降水の分

布を、衛星に搭載されたリモートセンサを用いて全球的（グローバル）かつ高精度に現状把握

を可能とする技術及び取得された情報を分析する技術の研究開発等を行い、地球規模の気

候変動の監視や天気予報等の予測精度向上、地球温暖化・水循環メカニズム等の解明に資

する。 

②宇宙環境計測技術 

通信・放送・測位・航空・人工衛星等の安定運用を実現する宇宙環境の計

測技術及び計測した現況から分析・予測する技術の研究開発を実施し、宇宙

環境擾乱等の予報・警報等の高度化を目指すものとする。 

（２）宇宙環境技術 

高精度衛星測位等宇宙システムの利用や民間を含む宇宙有人活動に影響を与える宇宙環

境の乱れの把握が課題となっている。これらの課題を解決するための宇宙環境の現況監視及

び予測・警報を高度化する技術を開発し、農業、社会インフラ維持管理、災害監視等における

電波の安定利用に資する。また、３−２．「機構法第 14 条第１項第４号の業務」と連動した宇宙

天気予報を安定的に遂行するために必要となる技術を開発する。 

（ア）宇宙環境の現況把握及び予測に関する研究開発 

地上・衛星等からの宇宙環境計測技術、宇宙環境シミュレーション・データ同化技術、AI 技

術等を利用した宇宙環境の現況把握及び予測・警報の高度化（より高精度の情報をより早期

に提供する）に関する技術を開発する。特に大気・電離圏モデルを用いたデータ同化による電

離圏擾乱の予測及び太陽風数値モデルを用いた太陽嵐到達時刻予測等により、通信・放送・
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測位・航空・人工衛星運用等の安全・安定な利用に資する。2025 年度までに AI 及び数値シミ

ュレーションを用いた宇宙環境予報技術の高度化を図る。 

（イ）宇宙天気予報システムの研究開発 

宇宙天気予報業務を安定的に遂行し、国内及び国際的に情報を発信するために必要となる

システム及び利用者との交流を通じ、電波伝搬状況をウェブ上で推定できるシステム等のユー

ザインターフェース開発、予報精度評価を実施するとともに、関連する標準化に貢献する。 

③電磁環境計測技術 

高度化した通信機器と電気電子機器の電磁的両立性の実現や、新たな無

線システム等の安心・安全な利用を実施するため、高精度な電磁環境計測

技術及び電波の人体ばく露評価技術の研究開発を実施するとともに、標準

化活動等を推進することで、技術基準策定等にも寄与するものとする。 

（３）電磁環境技術 

電磁環境技術は、高度化した通信機器と電気電子機器の相互運用の実現や新たな無線シ

ステム等の安全・安心な利用を実施する際の電磁的両立性を確保するために必要不可欠な

基盤技術であることから、先端 EMC計測技術や生体 EMC技術に関する研究開発を行う。 

さらに、大学・研究機関等との研究ネットワーク構築や共同研究の実施等により、電磁環境

技術に関する国内の中核的研究機関としての役割を果たすとともに、研究開発で得られた知

見や経験に基づき、国際標準化活動や国内外技術基準の策定等に寄与すると同時に、安全・

安心な ICTの発展に貢献する。 

（ア）先端 EMC計測技術 

高度化した通信機器と電気電子機器の相互運用を実現するために、通信機器と電気電子

機器が混在した状況下における雑音許容値設定モデル開発等の電磁干渉評価技術の研究

開発を行い、5G／IoT 環境を支える雑音許容値と試験法の確立に寄与する。また、電磁干渉

評価に必要な高分解能電磁環境計測技術及び較正技術の研究開発を行い、先進レーダーシ

ステムや Beyond 5G 等で用いる広帯域パルス電磁波の高精度評価技術・電磁波制御技術等

を確立するとともに、国立研究開発法人情報通信研究機構法（平成 11年法律第 162号。以下

「機構法」という。）第 14条第１項第５号業務等の試験・較正業務に反映する。 

（イ）生体 EMC技術 

無線技術の高度化に対応した安全・安心な電波利用環境を構築するため、新たな無線シス

テム等の電波防護指針への適合性を簡便かつ高い信頼性で評価する技術、Beyond 5G 等で

利用されるテラヘルツ帯までの電波の人体ばく露特性を高精度に評価する技術等の研究開発

を行い、5G／IoT 環境に最適化した適合性評価方法の確立、Beyond 5G 等に対応した電波防

護指針の策定に寄与する。また、人体電波ばく露レベルに関する詳細かつ大規模なデータを

取得・蓄積し、5G／IoT等の電波ばく露に関するリスクコミュニケーション等に活用する。 

④時空標準技術 

高精度・高可用性を両立する標準時及び標準周波数の発生・配信の実現

に向け、光周波数標準等を用いる時空標準技術の研究開発を実施し、国際

単位系における秒の再定義を先導しうる高精度な時刻比較・共有技術を確立

するものとする。 

（４）時空標準技術 

時空標準技術は、３−１．「機構法第 14 条第１項第３号の業務」と連動して周波数や時刻の

基準を生成し、これを社会での時間及び空間技術において利活用する方法を開発するととも

に、時刻周波数基準の精度を活かす未踏の研究領域を開拓する。 

（ア）周波数標準及び時刻生成技術 

光周波数標準技術及びその遠隔比較技術を発展させることで 2030 年前後に想定される国

際単位系の秒の定義改定への国際的な研究開発活動に貢献する。また、光周波数標準に基
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づく精度及び分散配置されたマイクロ波周波数標準に基づく信頼性を両立させた標準時及び

標準周波数を実現する。 

（イ）周波数標準及び時刻供給技術 

安価で携帯可能な原子時計、地上での近距離無線双方向時刻比較技術、光ファイバによる

時刻・周波数の伝達手段等を開発することで、Beyond 5G時代の有無線ネットワーク技術の基

盤となる基準時刻及び基準周波数の提供手法を実現する。 

（ウ）周波数標準及び時刻利用の未踏領域開拓 

標準周波数のテラヘルツ領域等への拡張や、高精度な周波数標準の測地センサとしての

利用等、周波数標準の従来にない新しい応用領域を開拓する。 

⑤デジタル光学基盤技術 

次世代通信システムに利用可能な高効率かつ安価なプリント型ホログラム

素子の実現を目指し、電磁波の回折現象を利用したデジタル光学基盤技術

の研究開発を実施し、その技術確立とともに産業展開を促進するものとす

る。 

（５）デジタル光学基盤技術 

光の回折を利用した光学技術の基盤となる、デジタルホログラムプリントによる回折光学素

子の製造に関する研究開発を行い、2024 年度までに安定的なプリント技術の確立を目指す。

また、プリントした光学素子の補償技術を確立し、プリントした光学素子を用いた、Beyond 5G

時代を支える高効率・安価な光通信用モジュール、三次元車載ヘッドアップディスプレイ、次世

代 AR システム等への応用を促進し、実用化に向けた技術移転を進める。さらにデジタルホロ

グラムによる精密光学測定技術の研究開発を行い、ホログラムデータに関する計算量の適正

化や、撮像系の高 S／N 化・低ノイズ化を実現すると共に、ホログラム撮像技術を顕微鏡等へ

応用し産業展開を促進する。 

NICT法第 14条第１項第３号から第５号までの業務 ３．機構法第 14条第１項第３号、第４号及び第５号の業務 

NICT 法第 14 条第１項第３号に基づき、社会経済活動の秩序維持のため

に不可欠な尺度となる周波数標準値を設定し、標準電波を発射し、及び標準

時を通報する業務を行う。 

また、NICT法第 14条第１項第４号に基づき、短波帯通信の途絶や衛星測

位の誤差増大等の影響を生じさせる太陽活動や地磁気及び電離圏の乱れ、

宇宙放射線の変動に関する観測や予報・警報を行う。 

さらに、NICT 法第 14 条第１項第５号に基づき、社会経済活動に不可欠な

無線設備の性能に関する試験や測定結果の正確さを保つための較正を行

う。 

これらの業務は、社会経済活動を根底から支えている重要な業務であり、

継続的かつ安定的に実施するものとする。本業務は、「１．重点研究開発分

野の研究開発等」における研究開発課題の一定の事業等のまとまりに含ま

れるものとし、評価については、別紙３に掲げる評価軸及び指標を用いて、研

究開発課題と併せて実施する。 

３－１．機構法第 14条第１項第３号の業務 

機構法第 14 条第１項第３号は、正確な時刻及び周波数の維持に不可欠な業務を規定した

ものである。この業務は、社会経済活動の秩序維持のために必要不可欠な尺度となる周波数

標準値の設定、標準電波の発射及び標準時の通報を行うものであり、社会における正確な時

刻及び周波数の維持に不可欠である。このため、機構は関連する研究分野と連携しながら、こ

れらの業務を継続的かつ安定的に実施する。 

３－２．機構法第 14条第１項第４号の業務 

機構は、機構法第 14条第１項第４号は、電波の伝わり方の観測、予報及び異常に関する警

報の送信、並びにその他の通報に関する業務を規定したものである。この業務は、無線通信・

放送の途絶や衛星測位の誤差増大等の影響を生じさせる太陽活動や磁気圏及び電離圏の乱

れ、宇宙放射線の変動に関する観測や予報・警報を行うものであり、安定的な社会経済活動

の維持に不可欠である。このため、機構は関連する研究分野と連携しながら、これらの業務を

継続的かつ安定的に実施する。 

３－３．機構法第 14条第１項第５号の業務 

機構法第 14条第１項第５号は、高周波利用設備を含む無線設備の機器の試験及び較正に

関する業務を規定したものである。この業務は、社会経済活動に不可欠な無線設備の性能に

関する試験や、その測定結果の正確さを保つための較正を行うものであり、電波の公平かつ
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能率的な利用を実現するためには不可欠である。このため、機構は関連する研究分野と連携

しながら、これらの業務を継続的かつ安定的に実施する。 
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国立研究開発法人情報通信研究機構 令和７年度の業務実績に関する項目別自己評価書（No.2 革新的ネットワーク分野） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

中長期目標の当該項目 Ⅲ．－１．－（２）革新的ネットワーク分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

国立研究開発法人情報通信研究機構法第 14 条第１項

第一号、第二号 

当該項目の重要度、難易度 重要度：高 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

行政事業レビューシート **** 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）※５ 

 基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値） 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

査読付き論文数 - 239 202 261 225 350 予算額（百万円） 11,248 14,253 14,199 11,952 10,508 

招待講演数※１ - 148 138 149 182 155 決算額（百万円） 10,886 15,621 14,320 9,312 9,847 

論文被引用総数※２ - 27 18 14 30 44 経常費用（百万円） 9,142 11,681 12,027 10,881 10,845 

過年度発表を含む論

文被引用総数※３ 
- 27 251 761 572 697 経常利益（百万円） △204 1,552 173 529 △371 

実施許諾件数 30 21 22 27 21 23 行政コスト（百万円） 9,387 12,720 13,844 12,352 11,559 

報道発表件数 ７ ４ ７ 13 5 ８ 従事人員数（人） 75 74 81 78 79 

共同研究件数※４ - 131 147 159 170 179       

標準化や国内制度化

の寄与件数 
- 101 94 67 100 114       

標準化や国内制度化

の委員数 
- 39 42 46 41 41       

※１ 招待講演数は、招待講演数と基調講演数の合計数 
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※２ 当該年度に発表した査読付き論文についての、クラリベイト・アナリティクス InCites Benchmarking に基づく被引用の総数（当該年度の３月調査）。 

※３ 過去３年間（ただし、今中長期期間の始期である令和３年度以降を対象とし、令和３年度は１年間、令和４年度は２年間とする）に発表した査読付き論文についての、クラリベイト・アナリティクス InCites Benchmarking に基づく被

引用の総数（当該年度の３月調査）。 

※４ 当該年度以前に契約し、契約が実施されている共同研究契約件数（当該年度の３月末調査）。 

※５ 予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。従事人員数は、常勤職員の本務従事者数。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標・中長期計画（リンク先へ） 

中長期計画

（小項目） 

年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の主な業務実績等 自己評価 

１－２．革新的ネ

ットワーク分野 

１－２．革新的ネットワーク分

野 

＜評価軸＞ 

 研究開発等

の取組・成果

の科学的意

義（独創性、

革新性、先導

性 、発展性

等）が十分に

大きなもので

あるか。 

 研究開発等

の取組・成果

が社会課題・

政策課題の

解決につな

がるものであ

り、または、

それらが社

会的価値の

創出に十分

に貢献するも

のであるか。 

 研究開発等

の成果を社

 評定 S 

１－２．革新的ネットワーク分野 

計算機能複合型ネットワークで

は、非集中型ストレージの信頼性

向上やネットワーク内 AI 制御、自

然言語による自動運用など、国際

トップ会議・論文誌で評価された新

規性と、標準 API 準拠の連携基

盤・実ネットワークでのレベル 4 自

動化実証により実装力も高い。次

世代ワイヤレスは、遠隔操作の安

定化（ジッタ吸収）やセマンティック

通信の先導的適用、測距・防災物

流実証、制度・市場への接続（製

品化見込み、ライセンス、Wi-SUN

大規模普及）まで社会インパクトが

大きい。フォトニックネットワーク

は、エクサビット級の容量距離積

や実インフラでの記録更新、マル

チコア対応ノードの世界初開発で

限界を押し広げ、標準化・商用搭

載・データ公開でエコシステム形成

にも寄与した。光・電波融合アクセ

ス基盤は、超広帯域デバイス群と
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会実装につ

なげる取組

（技術シーズ

を実用化・事

業化に導 く

等）が十分で

あるか。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 具体的な研

究開発成果 

 研究開発成

果の移転及

び利用の状

況 

 共同研究や

産学官連携

の状況 

 データベース

等の研究開

発成果の公

表状況 

 （個別の研究

開発課題に

おける）標準

や国内制度

の成立寄与

状況 

【モニタリング

指標】 

 査読付き論

文数 

 招待講演数 

 論文の合計

被引用数 

 研究開発成

RoF 等で高速限界を更新しつつ、

共同開発・特許・販売要望・技術

移転が進み実装確度が明確であ

る。宇宙通信基盤は、NTN 運用制

御の学術基盤とマルチテラビット

級光通信・小型端末の成熟、周波

数調整による権益確保まで含め、

実運用へ直結する成果が際立つ。

タフフィジカル空間レジリエント ICT

基盤は、無線・量子・観測・共有を

横断して標準化、OSS 公開、訓練

継続利用、特許移転等の実績を

積み、国土強靭化に資する総合力

を示した。各分野で世界水準の先

導性と社会展開の実効性を同時

に達成しており、技術の実績は、

いずれも「学術的新規性の確立」

から「実証・標準化・移転／製品

化」までを一気通貫で推進し、科

学的意義・社会的価値・社会実装

の３観点で総じて卓越している。 

 

以上のことから、適正、効果的

かつ効率的な業務運営を行い、ま

た「研究開発成果の最大化」に向

けた特に顕著な特別な成果の創

出等が得られたと認め、評定を

「S」とした。 

 

（１）計算機能複

合型ネットワー

ク技術 

（１）計算機能複合型ネットワ

ーク技術 

（１）計算機能複合型ネットワーク技術 

 

（１）計算機能複合型ネットワーク

技術 

分散情報管理機構を用いた情

報特性指向型通信および大規模

ネットワーク制御技術に関し、科学

的意義、社会的価値、社会実装の

各観点で極めて高い水準の成果

を達成している。科学的意義の面

（ア）ネットワーク

テレメトリによる

大規模ネットワ

ーク制御技術 

（ア）ネットワークテレメトリに

よる大規模ネットワーク制御

技術 

（ア）ネットワークテレメトリによる大規模ネットワーク制御技術 

Beyond 5G時代に求められ

る多様なサービスQoEを確保

 インテント (意図 )に基づくネットワーク制御 (Intent-based 

Networking, IBN)のための意図解釈機構(オペレータからの自然
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するため、大規模マルチベン

ダネットワークの運用自動化

レベル４(特定環境での完全

自動化)を対象として、インテ

ントベースのネットワークサー

ビス設計 AI 連携機構のスケ

ーラビリティ向上とマルチベン

ダ対応に向けた制御インタフ

ェース及びマルチベンダ環境

制御機構の制御インタフェー

スの機能を拡張し、テレメトリ

情報圧縮／集約／伝送技術

と資源調整・制御機能をシス

テムレベルで統合する。テレ

メトリーフレームワークなどに

関する提案等の国際標準化

活動を継続して行う。加えて、

テストベッドでの検証・キャリ

アとの共同実証を実施する。 

果の移転及

び利用に向

けた活動件

数（実施許諾

件数等） 

 報道発表や

展示会出展

等の取組件

数 

 共同研究件

数 

 （個別の研究

開発課題に

おける）標準

化や国内制

度化の寄与

件数 

 

言語による指示を制御コマンドに変換する機構)を、分散型 OSM 

(OSDM)に追加実装した。意図解釈の精度が 48％向上することを

示し、ネットワーク運用管理に関する主要国際会議 IEEE/IFIP 

NOMS 2025 (mini-conference)で発表した。複数の AIエージェント

が連携し、複数の拠点を跨ぎインテントに即したネットワークサー

ビスを制御する機能(マルチエージェント化/マルチドメイン対応)を

開発した。欧州の通信事業者・学術機関２者と共同で、IBN 及び

ネットワーク自動制御のための AI モデルの研究開発、３者の検

証基盤を相互接続した実機検証、標準化活動を昨年度から継続

して実施し、機構の技術が、企業の商用網を模した実験環境でも

適用可能である妥当性を示した一方、２者は欧州での商用展開

を見据えた技術移転に着手した。 

 OSDM を構成するネットワークテレメトリ効率化技術(TKDP, TLC, 

iCPN)などを拡張し、複数の拠点を跨ぐネットワークサービスを自

動管理制御するシステムを開発した。制御プレーンの利用帯域

及び処理負荷を先行研究と比べて、それぞれ 50％、15％削減

し、障害検知性能を先行研究と比べて88％向上することでマルチ

ドメイン環境においてサービス品質要求の充足率 95％を達成(先

行研究比 20％向上)できること、充足率の検証機能に係る負荷を

100 分の１に削減し、管理制御のための計算処理量を 80％簡素

化できること、状況の変化を 98％早く認識できることなど示し、ネ

ットワーク運用管理に関する旗艦論文誌 IEEE Transactions on 

Network and Service Management （TNSM、2024 IF 5.4)に採録さ

れた。さらに、(遅延を一定の値に抑える、リンク負荷を一定値以

下に抑える、など 25種の)特定の品質要求について記述されたサ

ービス要求(自然言語)に対して、要求を満たすサービスを構築で

きる確率を 100％(1,500 回の試行のうち 1,500 回)に改善(先行研

究では 70-80％)し、NOMS 2026 などの IEEE 等国際会議２件へ

投稿した。 

 ETSI OSM ベースのマルチベンダネットワーク環境制御/AI 間連

携機構において、資源調整・制御機能の統合のための、テレメト

リ情報提供機能、及び制御インタフェースを実装した。AI 間連携

自動化レベル４の作業時間の短縮を示し、通信事業者及び製造

事業者と共著論文（機構が主著）を IEEE/IFIP NOMS 2025 (mini-

conference)で発表した。連携企業と共同で AI 間連携 API（国際

標準化団体 TM Forum が提唱するクローズドループ制御自動化

のための標準 API）を機能拡張開発し、ネットワークサービスの新

では、IPFS に適用可能な非集中

型ストレージネットワーク構成方式

ByzSkip を提案し、信頼性を大幅

に向上させた点が IEEE INFOCOM 

2025という世界最高峰国際会議で

評価されたほか、分散配置された

AI 機能を動的に選択するネットワ

ーク内 AI 制御により、高い推論精

度と可用性を維持しつつ、レイテン

シ・耐障害性の両面で既存方式を

大きく上回る性能を示し、 IEEE 

Globecom 2025 に採択されてい

る。また、AI 間連携による完全自

動化（レベル 4）を実ネットワーク制

御に適用し、自然言語による意図

解釈機構を分散型 OSM に実装し

て精度向上を定量的に示した成果

は、IEEE/IFIP NOMS 2025に採択

されるなど、運用管理分野におけ

る実用性と新規性を兼ね備えた研

究として高く評価できる。さらに、ネ

ットワークテレメトリに基づく大規模

マルチドメイン制御において、帯

域・処理負荷の削減、障害検知性

能やサービス品質要求充足率の

大幅な向上など、先行研究を凌駕

する包括的な性能改善を実証し、

IEEE TNSMに採択された点は、論

文誌レベルでも完成度の高い成

果である。社会的価値の観点で

は、TM Forum標準 API準拠の AI

間連携 API を開発し、通信事業

者・製造事業者とともにサービス

生成や自動復旧における自動化

レベル 4 を実証したこと、ByzSkip

のオープンソース公開と複数研究

実施者による活用、ICN 関連 OSS
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規作成及び複数の AIが連携して一連の特定作業（サービスの構

築と障害予測及びサービス移行)を自動で行えるクローズドルー

プ制御フレームワークに基づく自動復旧技術（自動化レベル４）の

実証実験を、機構の高信頼・高可塑 B5G/IoT テストベッド内の

B5G 高信頼仮想化環境上で実施し、その成果について、連携企

業と合同で国際会議 APNOMS 2025にて招待チュートリアル講演

を実施した。加えて、本 API 開発、及びそれを用いたネットワーク

サービス自動復旧技術の実証実験の成果が、TM Forum の標準

文書(IG1424)にユースケースとして掲載された。 

 大規模マルチベンダネットワークの運用自動化に関連する技術

について、国内・欧州のキャリア等と連携して、インテント解釈エ

ンジン、ネットワーク自動制御のための AI モデル及びナレッジグ

ラフの記法といった、複数のテーマについて IETF/IRTF 標準化草

案を投稿した。 

 Beyond 5Gにおける多様なサービスの QoE を確保する応用とし

て、対象を NTN/TNに広げる研究を継続実施し、複数の NTNドメ

インの監視、及びパフォーマンスに基づく動的なパス切替をサポ

ートする機能を実装し、中項目（５）宇宙通信基盤技術の実施主

体が開発の NTN エミュレータを制御する動態デモを用いた体験

会を、スペース ICT 推進フォーラム(SPIF)にて実施した。複数の

NTN 制御基盤を統合制御する技術について、中項目（５）宇宙通

信 基 盤 技 術 の 実 施 主 体 と 共 同 で 、 APT(Asia-Pacific 

Telecommunity)へ報告書草案を提出するとともに、ITU ジャーナ

ル(ITU Journal on Future and Evolving Technologies (ITU J-FET))

へ投稿し、採録され発表した。 

 O-RAN 基地局省電力マネジメント技術について、機構（小金井）

での屋内基地局装置を用いて当該技術のコンセプト及び省電力

効果を示す動態デモ環境を構築し、2025 年日本国際博覧会（大

阪・関西万博）にて機構と会場をつなぐリアルタイムビデオ配信に

よる動態展示を行った。また、Beyond 5G 研究開発推進ユニット

との協業により、日本橋のイノベーションセンターに O-RAN 概念

実証（PoC、Proof of Concept）デモ環境を構築し、当該デモ及び

AI を活用した人流予測及び人が少ないエリアの基地局電力をセ

ーブする電力制御技術について、日本最大級の IT ・エレクトロニ

クス総合展示会 CEATEC（Combined Exhibition of Advanced 

Technologies） 2025 でビデオ展示した。上記の PoC デモ環境の

省電力制御 API を拡張し、シンガポールの大学と連携したデモ

の普及・教育活動を通じて産学で

の認知と利用が拡大している点が

評価できる。社会実装の観点で

は、非集中型ストレージとブロック

チェーン等を統合したプラットフォ

ームを実用レベルまで成熟させ、

テストベッド上で複数利用分野の

実証を行い事業者による展示・報

道にも結び付けたこと、さらにAI連

携制御技術が TM Forum 標準文

書にユースケースとして掲載され、

欧州での適用・技術移転や万博・

国際展示会での発信に至っている

点は、研究成果の社会展開を着

実に推進した好例である。これら

を総合すると、本実績は基礎研

究、国際的学術成果、標準化、実

証および社会実装までを一貫して

推進しており、各評価軸において

想定を上回る卓越した成果に到達

していると判断できる。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な成

果の創出が認められた他、将来的

な特別な成果の創出が期待される

実績も得られたため、評定を「S」と

した。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、顕著な成果があっ

たと認められる。 

 分散情報管理機構を用いた情報

特性指向型の通信技術に関し

て、高速かつ安全なネットワーク

内ストレージのための非集中型

ストレージネットワーク構成技術
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を、無線通信産業に関わる主要企業・研究機関が一堂に会する

世界最大級の国際展示会 MWC26 (Mobile World Congress)で出

展した。また、日欧ワークショップ（INPACE）において、日欧の研

究者向けに、当該技術の研究成果に関する講演を行い、さらに、

米国及び国内の研究機関と連携し、テラヘルツも含めた多種無

線混在O-RAN制御管理技術に関し、米国国立科学財団（NSF）/

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）の合同ファンド

Verticals-enabling Intelligent Network Systems （VINES）に応募

した。 

 

として、IPFS のルーティングレイ

ヤに適用可能なオーバーレイネ

ットワーク構成方式(ByzSkip)を

提案し、従来と比べ大幅に信頼

性を向上させられる方式を示し、

IEEE INFOCOM2025（ネットワー

ク分野世界最高峰の国際会議

（採択率 18.7％）に採択されたこ

と、Globecom2025 で、分散情報

管理機構を用いた情報特性指向

型の通信技術として、ネットワー

ク内に分散された最適な AI 機能

を動的に選択することで、99%の

推論精度を維持し、96.3%のサー

ビス可用性を達成し、レイテンシ

と耐障害性の両面で、エッジ及

びクラウドベースラインを大きく

上 回 る 性 能 を 示 し 、 IEEE 

Globecom2025（IEEEの通信に関

する旗艦国際会議）に採択され

たこと。 

 大規模ネットワークの制御技術

として、AI間連携自動化レベル 4

の作業時間の短縮を示し、通信

事業者及び製造事業者と共著

（機構が主著）で発表、マルチベ

ンダ環境では、監視・設計・リソ

ース管理など、様々な用途に特

化した AI モデルを組み合わせて

機器やサービスを管理制御する

ことが効率的であり、そのために

は、異なる AI モデルを協調動作

させるインタフェースの開発や制

御フレームワークの検討、および

それらの実現可能性の実証はキ

ャリア・ベンダにとって急務であ

り、サービスの生成および障害

（イ）遅延保証型

ルーター技術 

（イ）遅延保証型ルーター技

術 

（イ）遅延保証型ルーター技術 

令和６年度までに開発した

遅延保証型ルーターの実装

に対し、キャッシュ機能の高

速化及びネットワーク内処理

機能の高度化を行い、完成し

た遅延保証型ルーターを複

数台用いて実験ネットワーク

環境を構築し、外部組織と合

同でフィールド実験・評価を実

施する。 

 遅延保証型ルーター（FPGA ルーター）について、RFC 8569 及び

RFC 8609に準拠したCCNx機能、転送速度や遅延、ジッタなどの

性能を維持し、テーブル更新速度を 144 倍早めるなどの特長をも

つ、令和６年度に完成した遅延保証型ルーターを複数台用いて

実験ネットワーク環境を構築し、複数の 2K/4K ビデオコンテンツ

（授業映像）を多数のユーザ（学生）に対してリアルタイムマルチ

キャストストリーミング可能なフルスタックな ICN 通信システム設

計・実装し、一般的な遠隔会議アプリケーションよりも高品質（高

画質・低遅延・低ジッタ）かつ高精細に行えることを高専の授業を

場としたフィールド実証実験にて評価した。 

 令和５年度に開発した人気コンテンツキャッシュ保護機構につい

て、FPGA への書き込み機能を改良し、100 エントリーを 15 ミリ秒

未満での書き込みを実現した。また、資源制約の多い FPGAハー

ドウェアルーターにおいても、本予測型キャッシュ保護手法が、

FIFO を使った従来キャッシュ方式と比較してキャッシュヒット率を

約 5.8％向上可能であることを実機評価により示し、本成果につ

いて消費者向け通信・ネットワーク分野で著名な国際会議 IEEE 

CCNC（Consumer Communications & Networking Conference）  

2026へ論文を投稿し、発表した。 

 署名検証を事前に行い、検証結果に特殊な処理を施したデータ

（合格証）をルーターに配信し、それに基づく簡易的な検証処理と

組み合わせることで、署名検証と同等の DDoS 攻撃抑止効果を

実現するための検証局ソフトウェア、及びパケットに紐づく合格証

を FPGA 上で高速に検索し取得するための合格証検索機能を開

発した。 
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 検知をトリガーとしたサービスの

移行を完全自動で行えることを

実証し、加えて、インテント(意図)

に基づくネットワーク制御(Intent-

based Networking, IBN)のため

の、意図解釈機構(オペレータか

らの自然言語による指示を制御

コマンドに変換する機構)を分散

型 OSM (OSDM)に実装し、意図

解釈の精度が 48％向上すること

を示し、IEEE/IFIP NOMS2025（ネ

ットワーク運用管理に関する主

要国際会議）に採択されたこと。 

 著名論文誌にも積極的に成果を

残し、ネットワークテレメトリによ

る大規模ネットワーク制御技術と

して、制御プレーンの利用帯域

及び処理負荷を先行研究と比べ

て、それぞれ 50%、15%削減し、障

害検知性能を先行研究と比べて

88%向上することでマルチドメイン

環境においてサービス品質要求

の充足率 95%を達成(先行研究

比20%向上)できること、充足率の

検証機能に係る負荷を 100 分の

１に削減し、管理制御のための

計算処理量を 80％簡素化できる

こと、状況の変化を 98％早く認

識できることなどを示し、 IEEE 

TNSM（ネットワーク運用管理に

関する旗艦論文誌）に採択され

たこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 大規模ネットワークの制御技術

（ウ）分散情報管

理機構を用いた

情報特性指向

型の通信技術 

（ウ）分散情報管理機構を用

いた情報特性指向型の通信

技術 

（ウ）分散情報管理機構を用いた情報特性指向型の通信技術 

Beyond 5Gにおける多様な

通信サービスの実現に向け、

ブロックチェーンなどの分散

台帳技術に代表される非集

中型のアーキテクチャを活用

し、通信サービスの品質等の

性能向上をできることを示

す。さらに、情報特性指向型

通信を実現するネットワーク・

プラットフォームにおけるネッ

トワーク内機能アクセスのた

めのアプリケーションフレーム

ワークを開発し、Beyond 5G

テストベッド上でのアプリケー

ション検証を行い評価する。

加えて、同プラットフォームの

セキュリティ向上のための機

能を開発し評価する。量子鍵

配送（QKD）ネットワークシミュ

レーターの開発を継続して行

い、得られた成果を QKD ネッ

トワーク設計にフィードバック

する。情報特性指向型通信を

構成する機能に関し、国際標

準化活動を継続して行う。 

 非集中型ストレージネットワークやブロックチェーンで用いられる

オーバレイネットワークにおける経路制御上の課題の一つであっ

た Eclipse Attack（対象ノードをネットワークから隔離する攻撃)に

対する脆弱性を含むビザンチン障害を、自律的に正しい経路を確

保する冗長化ルーティングにより回避可能とするオーバレイネット

ワーク構成方式 ByzSkip について、 IPFS（ InterPlanetary File 

System）のルーティングレイヤに適用可能なソフトウェアとして開

発を進め、オープンソース公開した。このソフトウェアを用いたシミ

ュレーション及び実機評価を行なった成果が、ネットワーク分野世

界最高峰の国際会議 IEEE INFOCOM(International Conference 

on Computer Communications) 2025 (main session) に採択さ

れ、発表した（採択率 18.7％）。提案方式によってビザンチン障害

ノードが全体の 25％を占める場合も 99.9％のアクセス成功率が

実現可能であることを示し、従来の実装における 97.4％から大き

な進歩となった。また、提案方式を拡張した条件付きマルチキャ

スト方式に関する論文が、2025年６月に電子情報通信学会インタ

ーネットアーキテクチャ優秀研究賞を受賞した。 

 非集中型アーキテクチャを採用した情報特性指向型通信を活用

し、ネットワーク上にてデータ損失が発生した場合でも通信遅延

を効果的に抑えるネットワーク内高速リカバリ技術を提案しプロト

タイプ開発を行なった。不安定なネットワーク環境において、既存

技術よりも重複データを抑えつつ 90％以上の通信が遅延要求を

満たせることを示し、IFIP Networking 2025 にて採択され発表し

た。 

 従来のクラウド／サーバ型システムが抱えるスケーラビリティと応

答性の課題に対応するため、物体検出や異常解析などの AI 機

能や入力データを「名前付き呼び出し」によって実行・取得するこ

とが可能な「分散型 AI 推論のためのネットワーク内実行フレーム

ワーク」を提案した。シミュレーションの結果、ネットワーク内に分

散された最適な AI 機能を動的に選択することで、99％の推論精

度を維持し、96.3％のサービス可用性（従来のクラウドの場合は

78.9％）を達成し、レイテンシと耐障害性の両面で、エッジ及びク

ラウドベースラインを大きく上回る性能を示した。本成果は、IEEE 
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の通信に関する旗艦会議 GLOBECOM(Global Communications 

Conference) 2025のメインセッションに採択され発表した。 

 セキュアなネットワーク内コンピューティングのアプリケーションフ

レームワークの開発を進め、属性暗号処理と ICN キャッシュ制御

の機能を有するセキュアネットワーク内ストレージ UCINC、Eclipse 

Attack に耐性を持つ ByzSkip を含む非集中型ストレージネットワ

ーク機能拡張 IPFS （InterPlanetary File System）、並びに、それ

らのための認証機能(Authority 機能）を分散台帳(DLT)と組み合

わせた「NICT セキュアオフチェーンストレージ」システムを機構の

高信頼・高可塑 B5G/IoTテストベッド（Beyond 5Gテストベッド）上

に展開し、同システムの実証環境として提供可能とした。非集中

型アプリケーションフレームワークを研究開発する高度通信・放

送研究開発委託研究の二つの課題を受託する産学チームに対し

て産学官連携体制を構築し、上記実証環境の提供を行い技術の

社会実装に向けた実証を進めた。一つ目の課題では、ヘルスケ

アアプリケーション実証としてデータ流通フレームワークの設計と

医療・ヘルスケア領域への適用が、二つ目の課題では、3D デジ

タルツインデータ流通アプリケーション実証として DePIN を活用し

たデジタルツインデータ流通への取り組みが行われた。成果とし

て、前者では、関西地域の医療機関・大学・企業が参加する共同

組織を中心に大規模複合開発街区にてヘルスケアデータ取得実

証実験が実施され、受託大学による報道発表が行われた。後者

においては、3Dデジタルツインデータ流通アプリケーションのデモ

ンストレーションシステムを CEATEC 2025で展示するとともに、受

託企業による報道発表が行われた（毎日新聞デジタル掲載）。 

 未来 ICT 研究所と連携し、メタバースやサイバネティック・アバタ

ー（CA：Cybernetic Avatar）のような将来アプリケーションに対し

て、情報特性指向型通信を実現する Cefore を用いた高信頼ネッ

トワークシステムを設計及び実装し、メタバースに関する著名国

際会議 IEEE MetaCom（International Conference on Metaverse 

Computing, Networking, and Applications） 2025 にて日本と韓国

間での遠隔実験シナリオでデモ発表を行なった。 

 ICN と CP-ABPRE（暗号文ポリシー属性ベース・プロキシ暗号）を

活用し、 IoT などに活用できる分散型 CPS（Cyber-Physical 

System）向けに細粒度なアクセス制御ポリシーを可能にする安全

なデータ共有フレームワークを設計し実装した。動的なポリシー

の下で認可されたユーザが共有された暗号化データにアクセス

として、AI 連携制御技術につい

て、TM Forum（主要通信事業者

と製造事業者が加盟するテレコ

ムマネージメント分野最大の国

際標準化団体）標準 API 準拠の

AI 間連携 API を開発し、それを

用いて通信事業者、製造事業者

とともにネットワークサービスの

新規作成及び品質維持(障害発

生予測に基づく自動復旧)機能

の自動化レベル４の実証実験を

遂行したこと。 

 分散情報管理機構を用いた情報

特性指向型の通信技術につい

て、高速かつ安全なネットワーク

内ストレージのための非集中型

ストレージネットワーク構成技術

（ByzSkip）を提案しオープンソー

スを実装し公開し、さらに、それ

を用いて構築したテストベッドを

委託研究の複数の実施者の活

用に至ったこと。 

 遅延保証型ルーター技術につい

て、国際標準である RFC8569、

8609 で定義された ICN 通信プロ

トコルに則り、ハードウェア・ソフ

トウェア・アプリケーション等を設

計・開発・統合実装し、効果的に

組み合わせることで遅延保証型

ルーターを完成したこと、さらに、

ネットワーク内コンピューティング

機能として効果的なユースケー

ス・シナリオを定めたフィールド

実証実験である、遠隔授業への

導入などを視野に入れた学生 30

名程度の高専の授業で、低遅延

で高画質な映像配信を実証し・
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できる柔軟なアクセス制御と、ネットワーク内での効率的なデータ

取得を実現し、機構の高信頼・高可塑 B5G/IoT テストベッドでの

実験的検証により、既存の手法と比較して最大 40％のアクセス

遅延の削減を達成し、電子情報通信学会のネットワークシステム 

(NS) 研究会にて招待講演を実施した。 

 ネットワーク内コンピューティングを活用した量子鍵配送（QKD）ネ

ットワークシミュレータ機能の設計・開発を進め、情報特性指向型

通信と融合した QKD ネットワークの性能検証機能実装を完了し

た。また、量子 ICT協創センターと共同で QKDNの量子鍵利用の

効率性を向上させるための情報特性指向型通信を活用した符号

化データキャッシュ認知型マルチパストランスポート方式を提案し

た。既存技術と比較して、スループットを最大約 50％向上可能で

あることを示し、将来の QKD ネットワーク設計へのフィードバック

に繋げるとともに、IEEE CCNC 2026に投稿し、発表した。 

 国際標準化団体 IETF に対し、受信者がマルチキャストデータを

受信するための機能として、マルチパス IGMP/MLDプロキシ拡張

機能を Internet Draft（I-D）として欧州の通信事業者と共同提案

し、ワーキンググループドラフトとして認定され、RFC 策定に向け

た活動を進展させた。また IETF の姉妹組織である IRTF の ICN 

Research Group（ICNRG）に対し、ICN の代表的なプロトコルであ

る CCNx メッセージを用いて大容量データを分割し転送するコン

テンツ分割転送技術、コンテンツバージョン管理手法、及び ICN

におけるプッシュ型通信を実現する Reflexive Forwarding 技術を

Internet Draft（I-D）として提案し、これら３本がリサーチグループ

ドラフトとして認定され、RFC策定に向けた活動を進展させた。 

 国際標準化団体 ITU-T にて、将来ネットワーク技術を検討する 

Study Group (SG13) において、下記ムーンショットプロジェクトな

どで対象としている将来アプリケーションの通信品質向上を目標

として、「アバターロボットとメタバースサービスのための ICN 拡

張」に関する寄書を新規提案し、勧告草案として承認された。 

 電子情報通信学会（IEICE）ソサイエティ大会、及び、ICN 特別研

究専門委員会にて、Cefore チュートリアル及びハンズオンを開催

し、産学官の参加者に対し、開発技術展開に向けたプロモーショ

ン活動を行った。下記ムーンショットプロジェクトにおいても活用さ

れる Cefore の経路制御システムが公開されたことで、Cefore 利

用者に対して応用範囲が広がり、さらなる利用価値が向上した。 

 国立研究開発法人科学技術振興機構(JST)ムーンショットプロジ

評価まで実施し、社会展開に資

することを立証したこと。 

 分散情報管理機構を用いた情報

特性指向型の通信技術につい

て、IRTF ICNRG においてチェア

から CCNx の参照実装として紹

介され、標準化提案（I-D）の中で

実装が言及されているオープン

ソースソフトウェア Cefore につい

て、国内学会等で Cefore とそれ

を用いたアプリケーションのチュ

ートリアルやハンズオンを継続的

に実施しており、学術機関のみ

ならず、通信事業者やベンチャ

ー企業などからのソフトウェア利

用に関する問い合わせが増える

など、着実に認知度を高めたこ

と。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 分散情報管理機構を用いた情報

特性指向型の通信技術につい

て、ネットワークサービスを分散

管理・統合するプラットフォームと

して、ブロックチェーン技術と非

集中型デー タ ス ト レ ー ジ 、

ByzSkip とネットワーク内キャッシ

ュから構成されるソフトウェア実

装「NICT セキュアオフチェーンス

トレージ」システムを、複数の民

間企業が実際にアプリケーション

開発に利用できるレベルまで技

術を成熟させ、機構の高信頼・

高可塑B5G/IoTテストベッド上へ

展開し、委託研究受託者による
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ェクトに４年目の活動として継続参加し、有線・無線ネットワーク全

体のアーキテクチャにおいて、ヒトとサイバネティック・アバター間

の情報交換を高信頼・低遅延・高効率に行う情報指向型通信制

御技術拡張（ICNx）の設計と開発を行った。研究成果の実装検証

として、サイバネティック・アバターを模倣したロボットの遠隔操作

を日本橋と横須賀間を繋いだ機構の高信頼・高可塑 B5G/IoT テ

ストベッドを用いてデモンストレーションし、4K/60fps の高品位な

動画を低負荷で多数のユーザに対して伝送できることを実証し

た。またムーンショットプロジェクトが目指す未来志向のアプリケ

ーションを実現する ICNx ネットワークコンポーネントに関し、IEEE 

ICNC(International Conference on Computing, Networking and 

Communications) 2026にて招待講演を実施した。 

 

ヘルスケアアプリケーション、3D

デジタルツインデータ流通アプリ

ケーションという異なる実用分野

のアプリケーション開発・実証を

実施したこと、一部は CEATEC 

2025 出展や、受託企業や受託

大学による報道発表など、社会

実装に向けた取り組みが進んだ

こと。機構開発技術の社会実装

に資する成果であるのみなら

ず、研究段階の技術の完成度を

第三者が利用可能なレベルに引

き上げ、かつ実証するテストベッ

ドを構築・提供するというモデル

ケースを示し、産官学が一体とな

った社会実装体制を構築したこ

と。 

 AI 連携制御技術について、通信

事業者及び製造事業者と共に共

同開発した ETSI OSM ベースの

マルチベンダネットワーク環境制

御/AI 間連携機構について、TM 

Forum が提唱する標準 API を用

いたネットワークサービス自動復

旧技術の自動化レベル４実証実

験の成果が TM Forum標準文書

(IG1424)に TM Forum 標準 API

の実証例として Use Case掲載さ

れたこと、OSDM (Open Source 

Distribute MANO ）を設計実装

し、欧州の通信事業者および学

術機関とともに企業の商用網を

模した実験環境でも適用可能で

ある妥当性を示すとともに、その

成果を実装ベースの標準化団体

IETF や IRTF での標準化活動に

フィードバックし、かつ、欧州での
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技術移転に導いたこと、さらに、

分散情報管理機構を用いた情報

特性指向型の通信技術について

も IRTF で標準化作業を継続して

実施していること、など枠組みを

中心とする ITU-T の標準化活動

に加え、実装ベースの標準化団

体において標準化活動を継続的

に行っていること。 

 大規模ネットワークの制御技術

として、O-RAN 基地局省電力マ

ネジメント技術について、機構で

の屋内基地局装置を用いて当該

技術のコンセプト及び省電力効

果を示す動態デモ環境を構築し

2025 年日本国際博覧会（大阪・

関西万博）動態展示及び無線通

信産業に関わる主要企業・研究

機関が一堂に会する世界最大級

の国際展示会 MWC26 等に出展

し、該技術の有効性・実用性等

を国内外で広く啓蒙に努めプレ

ゼンスが向上したこと。 

（２）次世代ワイ

ヤレス技術 

（２）次世代ワイヤレス技術 （２）次世代ワイヤレス技術 

 

（２） 次世代ワイヤレス技術 

サイバネティック・アバター（CA）

社会を見据えた高信頼通信基盤

の実現に向け、通信品質可視化・

遅延ジッタ吸収・経路切替を統合

した MQoS ノードを開発し、実アプ

リケーション相当環境で遅延ジッタ

（MSE で 20ms 超）を 1ms 以下へ

低減するなど、遠隔操作の安定性

向上に資する有効性を定量的に

示した点は、科学的意義の高い中

核成果として特筆に値する。さら

に、セマンティック通信をエッジ処

サイバー空間とフィジカル

空間との効率的な接続を検

証する無線システム評価技

術、端末・基地局間連携を加

速する高度無線アクセスシス

テム、モビリティ制御・無線エ

リア拡張技術を確立する。成

果を外部プロジェクトにおける

実証、検証に活用しながら社

会展開を積極的に進めるとと

もに、オープン化と知財化を
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適切に選択した成果展開を

想定した研究開発を行う。 

理が困難なエンドツーエンド遠隔

操作へ適用するアーキテクチャを

世 界 に 先 駆 け て 検 討 し 、

Autoencoder 構成により通信デー

タ量 80%削減と、0.01 秒低遅延下

で 96%の意味再現精度を両立さ

せ、従来手法を上回る通信効率と

再現性の両立可能性を明確化し

たことは、将来ネットワーク設計の

新基軸提示として高く評価できる。

加えて、IR-UWB 端末間測距に基

づくロボット自律走行で目標地点

20cm 精度の接近制御に成功し、

社会的発信（報道掲載）と国際会

議での Best Paper Award 獲得を

通じて学術的卓越性と対外訴求力

を同時に示した。社会的価値の面

でも、169MHz帯で 25km超の長距

離制御等、自治体・企業連携によ

る防災・物流の実証を多数遂行

し、国の事例紹介や万博展示を通

じて波及効果を獲得した点は、社

会課題直結型の成果創出として顕

著である。さらに、広帯域・大規模

測定に基づく都市伝搬モデル開発

等により評価基盤を拡張し、ミリ

波・衛星・屋内外複合・アンテナ内

蔵機器評価など従来困難な実環

境再現を可能としたこと、CEPT-

ECC 主催国際 WS 招待講演で我

が国成果を発信し政策議論活性

化に寄与したことは、研究・制度双

方への貢献として大きい。社会実

装の観点では、商用 3D 離散事象

シミュレーションへの無線可視化

プラグインを共同開発し、報道を

通じて浸透を図りつつ技術移転協

（ア）サイバー空

間とフィジカル空

間との効率的な

連携を検証する

無線システム評

価技術の研究

開発 

（ア）サイバー空間とフィジカ

ル空間との効率的な連携を

検証する無線システム評価

技術の研究開発 

（ア）サイバー空間とフィジカル空間との効率的な連携を検証する

無線システム評価技術の研究開発 

 物理空間の動的変化予測・

反映による無線最適化技術

の確立を目的として、深層

学習等を用いた電波伝搬環

境の予測・生成技術を高度

化し、通信システム間干渉

評価への適用により有用性

を示す。また、車両等を想

定した移動基地局の高度化

を目的として、見通し外環境

を考慮した動的エリア形成

技術の有効性を評価する。 

 近接基地局間での同一周波数利用の実現に向けて、静的な空

間情報と無線端末の動的な位置変化を基に再現した二次元空間

情報と深層学習を活用して受信電力と干渉量を事前に予測し、

基地局間干渉を軽減する送信電力制御技術を開発した。サービ

スエリア拡張に伴う利得と損失の比で定義したサービスゲインを

指標として送信電力を最適化することで、従来の固定電力方式で

は困難だった基地局間干渉の回避と 3dB 以上の送信電力増加

を両立し、ネットワーク全体のスループットを 60％以上向上できる

ことを示した。本成果をまとめた論文が、無線通信分野における

歴史ある国際会議 WPMC（International Symposium on Wireless 

Personal Multimedia Communications） 2025に採択され、発表し

た。 

 コネクテッドカーを含む車両を地上移動基地局、無人航空機

（UAV: Unmanned Aerial Vehicle）を空中移動基地局とし、それら

を統合した柔軟なネットワーク構築に向け、見通し外環境のカバ

レッジ化も考慮した移動局配置制御アルゴリズムの設計に必要と

なるビームフォーミングゲインを理論的に算定し、時変フェージン

グを含む環境においても理論値とシミュレーション結果の誤差を

1dB以内に抑えられることを確認した。 

 遠隔物理ネットワーク間同

期制御技術の確立を目的と

して、地理的な隔たりのある

地点間での遠隔操作の通

信安定化を検証するネット

ワーク評価環境を構築し、

実アプリケーションの実証を

通じて技術の有用性を示

す。 

 サイバネティック・アバター（CA: Cybernetic Avatar）※社会の高

信頼な通信基盤の実現に向けて、令和６年度に開発したネットワ

ーク内の通信品質の可視化、ジッタ（遅延のゆらぎ）吸収、経路切

替の機能を備えたMultiple  Quality of Service（MQoS）ノードを用

い、実アプリケーションを想定した遠隔操作実証環境として、双腕

ロボットに遠隔操作で円を描画させる環境を構築し、通信遅延・

ジッタ・パケットロスを模擬することで、通信品質劣化が描画結果

に及ぼす影響を可視化するとともに、通信品質が低下した際に

MQoS ノードの機能により描画精度を改善できることを示した。ま

た、この実証環境において、平均二乗誤差（MSE）20.87ms のジッ

タを与えた条件下で、ジッタ吸収機能によりジッタを 0.84ms に低

減できることを示した。この成果をまとめた論文が、IEEE の通信
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に関する旗艦国際会議 IEEE Globecom（Global Communications 

Conference） 2025に採択され発表した。また、限られた観測デー

タからスループットやジッタの変化を予測し、多数の CA が同時に

移動する環境において輻輳の発生を回避しながら安定した遠隔

操作を実現する技術を実証した。さらに、災害を想定したシナリオ

では、平時の学習データを活用することで、一部の基地局の性能

が著しく低下した場合でも QoS の充足率を改善できることを実証

した。MQoS ノードによる複数遠隔操作者と複数 CA 間のエンドツ

ーエンド(E2E)信頼性確保技術について、類似セッションのグルー

ピング技術や異なる通信環境のセッション同期技術等の派生を

含む４件の特許を出願した。 

 複数操作者による地理的な隔たりのある協調遠隔操作環境にお

いて MQoS ノードの有効性を広く示すため、通信品質が遠隔操作

に与える影響を直感的に示す（双腕ロボットとローバーを用い、そ

れぞれを別の操作者が協調して遠隔操作する）体験型デモを完

成させ、MQoS ノードを適用した実証を実施した。本実証は、ITU-

R WP5D 本会合（神戸）、SmartCom（International Workshop on 

Smart Wireless Communications） 2025（オランダ・アイントフォー

ヘン）、Cybernetic Avatar Startups （大阪）、 IEEE Globecom 

2025(台湾・台北)、3GPP（福岡）、MWC（Mobile World Congress） 

26（スペイン・バルセロナ）など、国内外の多数の国際会議や展示

会で動態展示として実施した。情報通信やロボット分野の研究者

や起業家に加え、総務副大臣をはじめとする政府関係者、通信

事業者、エンドユーザに対して通信品質劣化の影響と改善効果

を分かりやすく示すことに成功し、他のネットワーク技術との融合

によるさらなる改善の可能性や早期実用化への期待など、多数

のフィードバックを得た。 

 国際遠隔操作において発生する通信遅延の実態把握と再現可

能な評価環境の構築を目的として、国内外 10 か所以上を対象

に、横須賀に設置した双腕ロボットの遠隔操作環境を構築し、

E2E 間の通信品質を定量的に測定した。その結果、大きな遅延

がバースト的に繰り返し発生する特徴的な遅延パターンを発見

し、これを平均遅延、分散、周期性などのパラメータを用いて定量

的にモデル化した上で、ネットワークエミュレータを用いて国際遠

隔操作における通信品質の再現に成功した。この再現モデルを

実際の遠隔操作環境に適用することで、こうした遅延特性が CA

遠隔操作に及ぼす影響を検証できるようになり、さらに、国際間

議を進め令和 8 年度製品化見込

みを獲得するなど、実装の確度を

高めた点が優れる。加えて、ドロー

ン無線機のライセンス契約締結に

より市場導入の道筋を具体化し、

Wi-SUN HANが累計 2,000万台超

導入という極めて大規模な普及と

総務大臣表彰受賞に結実したこと

は、社会的インパクトの大きさを端

的に示す。以上より、基盤技術の

先導的創出から実証・発信・制度/

市場接続までを一気通貫で推進

し、全評価軸にわたり卓越した成

果を創出した。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な成

果の創出が認められた他、将来的

な特別な成果の創出が期待される

実績も得られたため、評定を「S」と

した。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 実用的かつ汎用的な無線システ

ム評価技術の応用として実施す

る、サイバネティック・アバター

(CA)社会をユースケースとする

高信頼な通信基盤の実現に向

けて、複数操作者と複数 CA 間

のエンドツーエンドの信頼性確保

を可能とする中核技術として、通

信品質可視化・遅延ジッタ吸収・

経路切替機能を備えた MQoS ノ

ードを開発し、実アプリケーション

を想定した環境における実証に
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遠隔操作を対象とする CA やロボット開発者が遅延特性を考慮し

た開発・評価を行うための実用的かつ汎用的な評価系の構築を

可能とした。この成果をまとめた論文が、周波数共用や制度・ネッ

トワーク制御を横断的に扱う著名な国際会議  IEEE DySPAN 

(Dynamic Spectrum Access Networks） 2025ワークショップに採

択され発表した。 

 複数の遠隔操作者が異なる場所から１体の CA を協調遠隔操作

する高信頼ネットワークの実現に向けて、遠隔操作カーの左右の

車輪を２人の操作者が独立に操作する実証環境を構築した。操

作者の代わりに PC を用いて車載カメラ映像によるフィードバック

制御で自動走行を行う設定とし、２つの通信経路に異なる遅延や

ジッタを挿入して、協調遠隔操作に与える影響を定量的に評価し

た。その結果、右車輪のみに遅延やジッタを与えた場合には走行

軌跡がジグザグとなり、走行時間が最大約２倍に増加したが、

MQoS ノードの遅延補償機能を有効化することで、遅延がない場

合と同様の走行時間まで改善できることを示した。 

 多数の CAを協調遠隔操作する混雑環境における通信遅延や帯

域消費の大幅削減を目的として、操作者の意図やタスク目標をセ

マンティクス（意味情報）として伝達するゴール指向型セマンティッ

ク通信モデルを提案し、ユーザプレーン内の制御チャネルに相当

するアプリケーション層において、操作者とＣＡの行動目的を共有

することを狙いとし、無線通信のみでなく、有線を含む E2E ネット

ワーク構成下での有効性を検証した。操作者の目標をセマンティ

ックに符号化・復号する自動符号化器（Autoencoder）アーキテク

チャを構築し、意味的な類似性を示すコサイン類似度を最適化す

るデータ駆動型学習を適用した。シミュレーションでは、操作者と

ＣＡを論理的に接続した軽量モデル上で、目標情報を低次元の

潜在表現に圧縮して伝送し、制御信号レベルでのデータ量を

80％削減させ、0.01 秒の低遅延環境下で 96％の高い意味再現

精度を達成した。これにより、狭帯域制御チャネルにおいても人

の意図を損なうことなく安定した操作性を維持しつつ帯域消費を

削減できることを示した。本成果は、セマンティック通信を物理層

最適化からアプリケーション層制御へ拡張する新たな試みとして

評価され、Beyond 5Gに向けた光及び無線の統合を中心とした新

興国際会議 IEEE FNWF(Future Network World Forum） 2025 に

採択され、発表した。さらに、セマンティック通信を現実的な通信ノ

イズ環境下でも安定して成立させることを目的として、送信元ノイ

より、平均二乗誤差 (MSE) で

20ms を超える遅延ジッタを 1ms

以下に低減できるなど、有効性

を明確に示し、CA 操作安定性を

向上させる MQoS ノード技術が

IEEE の通信に関する旗艦国際

会議である IEEE Globecom2025

に採択されたこと。 

 無線分野で近年注目を集めるセ

マンティック通信をエッジ処理が

困難なエンドツーエンド遠隔操作

環境に適用するアーキテクチャ

検討と基礎評価を世界に先駆け

て実施し、操作者の意図を意味

情報として符号化・最適化する

Autoencoder 構成により通信デ

ータ量を 80%削減しつつ、0.01 秒

の低遅延環境下で 96％の高い

意味再現精度を実現し、意味情

報を通信単位とする新たな通信

設計の有効性と、従来手法を上

回る通信効率と再現性の両立可

能性を示し、通信データ量削減と

通信効率と再現性の両立を示し

たセマンティック通信の成果が将

来ネットワーク技術を扱う国際会

議 IEEE FNWF 2025 に採択され

たこと。 

 モビリティ制御技術について、屋

内環境における高精度な位置把

握に基づくロボットの自律走行の

実現を目的として、民間企業と共

同で開発した IR-UWB による端

末間測距技術を用いたロボット

自律走行システムにより、目標

地点に対して 20 cm の精度で接

近する自律走行制御に成功し、
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ズの影響を低減する Autoencoder を用いた通信モデルを提案し

た。MQTT（Message Queuing Telemetry Transport）を用いたアプ

リケーション層でのシミュレーション評価により、従来手法と比較

して、送信元ノイズが存在する条件下でも、遅延及び圧縮時間の

両面で優位性を示した成果をまとめた論文が、無線通信・AI 応用

分野の国際会議 ICAIIC（International Conference on Artificial 

Intelligence in Information and Communication） 2026に採択され

発表した。併せて、欧州プロジェクトにて本研究分野を主導する

海外大学との連携に向けたワークショップを開催し、国際的な研

究連携の足掛かりを築いた。 

 CA 遠隔操作に特有の通信要件を国際標準に反映して通信性能

指標の策定に貢献することを目的として、ITU-T SG21における標

準化活動を開始した。自律モバイルロボット向け没入型通信に関

する勧告案 H.ILE-AMR（Framework of Immersive Live Experience 

using Autonomous Multimedia-enhanced mobile Robots）に対し、

CA も含むアプリケーションとして AM4R（Autonomous MultiMedia-

enhanced Manipulatable Mobile Robot）の用語の定義と概要を本

文に、CAユースケースを Appendixに採録する内容の寄書を６月

のラポータ会合を経て 10月の本会合に提出し、採録された。 

※サイバネティック・アバター（CA：Cybernetic Avatar）：身代わりと

してのロボットや 3D 映像等を示すアバターに加えて、人の身体的

能力、認知能力及び知覚能力を拡張する ICT技術やロボット技術

を含む概念 

IR-UWB による端末間測距技術

を用いた高精度での自律走行制

御の成果が日経新聞電子版等

に掲載 、国際会議 IEEE i-

COSTE2025 において、採択され

た 100 編超から選定された 2 編

の一つとして論文賞(Best Paper 

Award)を受賞したこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 モビリティ制御・無線エリア拡張

技術として、災害時や公衆網圏

外地域における物流・防災対応

など、社会的課題に直結する長

距離ドローン通信等の実証を国

内企業や大分県など自治体と連

携 し て 多 数行い ( 例えば 、

169MHz 帯で 25km 超の長距離

制御実証)、国の「地域社会 DX

ナビ」に事例として紹介されるな

ど、社会的な注目と波及効果を

得たこと。また、大阪・関西万博

の「Beyond 5G ready ショーケー

ス」での展示を通じ、技術の社会

的認知と普及促進に大きく寄与

したこと。 

 サイバー空間とフィジカル空間と

の効率的な連携を検証する無線

システム評価技術の研究開発に

ついて、広い周波数範囲で大規

模に収集した測定データを基

に、周波数、距離、アンテナ高が

伝搬損失及び遅延スプレッドに

与える影響を詳細に分析し、都

市環境を高精度に再現可能な電

 サイバーフィジカルシステム

（CPS）高度化に資する高速

大容量通信技術の確立を

目的として、実用的なテラヘ

ルツ帯双方向通信システム

の基礎技術を開発し、実機

評価により有用性を示す。

また、仮想環境での無線評

価技術の確立を目的とし

て、Beyond 5G の広帯域信

号等を想定した評価技術の

有用性を、干渉を含めた無

線システム評価により実証

する。 

 テラヘルツ帯通信における初期接続の高効率化を目的として、準

無指向性での検出用信号送信と応答信号の到来方向推定を組

み合わせた新しい初期接続方式を開発した。従来は高ゲイン狭

ビームアンテナの特性により、100 を超える全ビーム方向に初期

接続用のシステム情報を送信する必要があったが、本方式によ

り接続端末が存在する数個から 10 個程度のビーム方向に送信

対象を絞り込めることを示した。本技術について、米国への国際

特許出願を行った。 

 狭ビームアンテナにより通信エリアが限定されるテラヘルツ帯の

無線アクセス効率向上を目的として、アクセスポイントを含む各無

線端末が受信予定リソースの使用情報を端末間で直接交換し、

受信者に干渉を与えないリソースをアドホックに選択する新たな

無線アクセス方式を開発し、CSMA/CA 方式と比較して約２倍の

スループット向上効果を示した。本方式について、特許１件を出
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願した。 

 データセンター内部の複雑なマルチパス環境における高効率・大

容量伝送の実現を目的として、テラヘルツ通信において周波数効

率の高い直交周波数分割多重（OFDM: Orthogonal Frequency 

Division Modulation）変調を用いた実機による無線伝送実験を実

施した。先進的な誤り訂正符号である低密度パリティチェック

（LDPC: Low-Density Parity-Check）符号及びターボ符号を適用

し、サーバラック間通信を想定した 0.5m 伝送距離において、帯域

幅 200MHz、符号化率３分の１の LDPC符号化 64QAM（直交振幅

変調）を用いた場合、誤り率 1,000 分の 1 の条件で最大約

0.48Gbps のビットレートを達成した。これは、符号化による冗長度

を含む条件下でも約 1.5Gbps 相当の生データレートに相当し、よ

り広帯域化（2GHz クラス）により数 Gbps 級の高速伝送が可能で

あることを示唆するものである。この成果は、テラヘルツ通信を用

いた次世代データセンター無線リンクの実現可能性を具体的に

示すものであり、本研究成果をまとめた論文が WPMC 2025 に採

択され発表した。 

 テラヘルツ帯通信の物理層設計に必要な基礎データの取得を目

的として、過去に数例しか報告例がないデータセンター環境にお

ける遅延プロファイル測定を 289GHzから 307GHz帯で実施した。

その結果、データセンター環境では、フラットフェージングとみな

せるコヒーレント帯域幅が約 370MHz であることを世界で初めて

明らかにした。さらに、屋外環境で同様の測定を実施し、コヒーレ

ント帯域幅が約 2GHz 得られることが明らかとなり、帯域幅 2GHz

で 64QAM 変調を適用した場合は１チャネルあたり 8Gbps の伝送

速度が得られ、複数チャネルを束ねて数十Gbps級通信を実現す

るための変調方式や多重化手法の設計に資する有用な知見を

得た。本成果をまとめた論文が、アンテナ及び電波伝搬に関する

三大国際会議の一つであり、ITU-R SG3の主要参加者が集い寄

書内容の技術的議論が行われる EuCAP (European Conference 

on Antennas and Propagation） 2025に採択され発表した。 

 高利得・狭ビームを用いるテラヘルツ通信システムのアクセス性

向上に向けて、アクセスポイントの準無指向性アンテナから送信

されるパイロット信号で端末位置を特定し、高利得・狭ビームアン

テナ（ゲイン 30dBi、半値角５度）のビームを端末方向に形成する

無線アクセス手順を開発した。 

 テラヘルツ帯を用いた高信頼かつ安定な近距離移動体通信の実

波伝搬モデルを開発するなどし、

多様な無線通信環境を再現可能

な評価基盤の拡張を図り、ミリ波

帯通信、衛星通信、屋内外複合

環境、アンテナ内蔵機器評価な

ど、従来困難であった実環境の

再現・解析を可能としたこと、さら

に、産業・制度・研究など幅広い

分野での活用が期待される成果

を創出した研究活動を認められ

て招待された、欧州の周波数政

策を主導するCEPT-ECCが主催

し国際的な周波数政策を議論す

る国際ワークショップでの招待講

演を通じて、我が国の研究成果

を発信し、議論の活性化に大きく

寄与したこと。 

 高信頼な通信基盤の実現に向

けて、双腕ロボットを用いた協調

遠隔操作の実証環境を構築し、

大きな遅延やジッタが発生する

条件で、通信品質劣化が遠隔操

作性に及ぼす影響と、通信品質

が低下した際に MQoS ノードの

通信品質可視化・ジッタ吸収・経

路切替機能による操作性の改善

効果を分かりやすく示すことに成

功し、遠隔操作における高信頼

通信の社会的有用性を具体的

に示したこと。また、この体験型

デ モ を ITU-R WP5D 、

SmartCom2025 、

Globecom2025、MWC26、 3GPP

など国内外の展示会・国際会合

で出展し、政府関係者、通信事

業者、ユーザに対して直接的に

訴求し、社会実装への確たる道
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現に向けて、令和６年度に開発した双方向通信システムの基礎

技術であるビームフォーミング機能を用い、IEEE 802.11ad と連携

して伝送距離に応じてテラヘルツ波（300GHz 帯）とミリ波（60GHz

帯）を動的かつシームレスに切り替えるハイブリッド通信システム

を世界で初めて構築した。これを用いて、通信エリアの拡大と移

動体への対応を同時に達成可能なテラヘルツ帯通信システムの

基礎評価を行った。 

 自動運転やセンシング分野でのミリ波・テラヘルツ波活用を見据

え、車両構造による電波伝搬特性の把握を目的として、国内企業

と連携し、車両ガラスの透過損失を V 帯（68.5 GHz）、G 帯

（158GHz）、J 帯（300GHz）で計測した。その結果、透過損失は周

波数の上昇とともに増加する一方、ガラス厚や種類との関係は各

周波数帯域内では単純な比例関係にはならないことを明らかに

した。この成果をまとめた論文が、アンテナ・電波伝播に関するア

ジア太平洋地域最大の国際会議 ISAP(International Symposium 

on Antennas and Propagation） 2025に採択され発表した。 

 Beyond 5G 通信用の超広帯域アンテナの実現に向けて、

5G/Local 5G で割り当てられている 4.7 GHz 帯において、28GHz

帯で効果を実証した縦横比２以上の長方形パッチ構造を適用し、

一般的に用いられている方形パッチアンテナに対して、インピー

ダンス動作帯域を約 40％拡大し、4.5dB 以上の高利得化を実現

した。 

 今後のテラヘルツ帯周波数割当に向けた干渉検討に必要となる

屋外伝搬特性の標準化を目指し、ITU-R勧告 P.1411及び関連レ

ポートへの反映に向けて、ITU-R CG 3K-6に寄与文書１件を提出

した。 

 ワイヤレスエミュレータのミリ波帯ネットワーク検証基盤への拡張

に向けて、偏波、複数の送信機から複数の受信機に並列送信し

多重化する MIMO（Multi Input Multi Output）を考慮し、インテリジ

ェント反射板（RIS：Reconfigurable Intelligent Surface）などの新技

術に対応する電波伝搬モデルと環境モデルの基礎検討を行い、

それらを結合した評価環境を構築した。さらに、令和６年度に構

築した羽田空港ターミナルの三次元空間モデルなどを用いた仮

想環境において、多数のヒト・モノが混在する条件下での干渉模

擬が可能な干渉評価用伝搬モデルを検討し、他無線局からの干

渉波に加え、受信帯域雑音も考慮した信号対干渉雑音比（SINR： 

Signal-to-Interference plus Noise Ratio）計算を実現した。 

筋を示したこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 サイバー空間とフィジカル空間と

の効率的な連携を検証する無線

システム評価技術について、国

内企業と共同で開発した、工場

レイアウト・フローを評価する商

用 3D 離散事象シミュレーション

ソフトウェアへの無線通信可視

化プラグインについて、工場全体

のレイアウトや稼働状況を踏ま

えた通信設計を可能にすること

で、過剰投資の抑制や通信障害

の回避、生産性向上への波及効

果が期待され、企業からの報道

発表を通じて注目を集めることに

成功し、複数の物流関連ニュー

スサイトにも掲載されるなど、社

会的に深く浸透させたこと、さら

に、技術移転に向けた協議を進

展させ、令和８年度製品化見込

みを得るなど、社会実装を確実

に実現したこと。 

 モビリティ制御・無線エリア拡張

技術について、防災・物流向けド

ローン中継実験、実機評価を多

数実施し、169MHz 帯で 25km 超

の長距離制御実証に成功。国内

企業からの無線機導入の要請に

応え、無線機開発企業と市場開

拓等を目的としたライセンス契約

を締結し社会実装への確たる道

筋を示したこと。 

 無線エリア拡張技術について、
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 ワイヤレスエミュレータの電波伝搬モデルの高精度化を目的とし

て、都市環境において 760MHz から 28GHz の広い周波数範囲で

大規模に収集した測定データを基に、周波数、距離、アンテナ高

が伝搬損失及び遅延スプレッドに与える影響を詳細に分析した。

その結果を基に、都市環境を高精度に再現可能な電波伝搬モデ

ルを開発し、この成果をまとめた論文が ISAP 2025に採択され発

表した。 

 主要な電波伝搬解析手法の一つであるレイトレーシング（RT: Ray 

Tracing）による受信電力計算の精度向上を目的として、物体サイ

ズと波長の比に基づいて受信電力を補正する手法をオフィス環

境に適用し、922MHz、4.85GHz、28.35GHz帯での測定値と比較し

た結果、RT 計算における受信電力の二乗平均平方根誤差

（RMSE: Root Mean Square Error）をそれぞれ 14.1dB、7.5dB、

4.1dB から 9.0dB、5.3dB、3.7dB へと大幅に低減できることを確認

した。この成果をまとめた論文が EuCAP 2025 に採択され発表し

た。 

 屋内外の境界を含む複雑環境での電波伝搬模擬精度向上を目

的として、国内大学と連携してワイヤレスエミュレータの拡張を進

めた。壁際に不等間隔のグリッド点を配置可能にすることで、従

来は屋内外境界を含むグリッド内で屋外受信電力がゼロとなり正

しく計算できなかった領域の内挿誤差を改善し、計算不能領域の

削減に成功した。また、従来は８格子点（上下２平面×４点）によ

るパスグリッドデータ内挿が必要だったが、１平面４格子点のみで

内挿可能とする手法を開発し、計算量を２分の１に削減した。 

 3D 離散事象シミュレーションソフトウェア（FlexSim）上で無線も考

慮した工場レイアウト・フローの一体評価の実現に向けて、国内

企業と共同で開発した無線通信可視化プラグインについて、令和

８年度のプラグイン製品化を予定とした技術移転の協議を開始し

た。本技術により、工場全体のレイアウトや稼働状況を踏まえた

通信設計が可能となり、過剰投資の抑制や通信障害の回避、生

産性向上への寄与が期待され、企業からの報道発表を通じて注

目を集めることに成功し、複数の物流関連ニュースサイトに掲載

された。 

 実環境での評価が難しい衛星－地上間通信に特有の電波伝搬

特性を再現するため、500ms以上の長遅延及び 50kHz以上の高

速ドップラシフトに対応可能なハードウェア無線リンクエミュレータ

を開発し、擬似衛星局を用いた実験により衛星－地上間通信環

Wi-SUN HAN 通信システムをス

マートメータの主方式として日本

全国でこれまでに 2,000 万台以

上導入され、電力業界の省エネ

化・設備投資の効率化・サービス

多様化の促進に寄与するなど、

極めて大規模な社会実装を実現

し、加えて、第 36 回電波功績賞

総務大臣表彰を受賞した高く評

価されたこと。 

 

 



自己評価書 No.2 
 

54 

 

境の模擬可能であることを示した。この成果をまとめた論文が

WPMC 2025ワークショップに採択され発表した。 

 ワイヤレスエミュレータによる高周波（RF: Radio Frequency）端子

を持たないアンテナ内蔵型無線機の通信性能評価の実現に向け

て、シールドボックスを用いた評価環境を構築し、Bluetooth 内蔵

機器に対して Wi-Fi 干渉を与える条件で、ファイル転送速度及び

音声通信品質の評価を行った。その結果、電波暗室での無線接

続評価結果に対して信号対干渉比（SIR: Signal-to-Interference 

Ratio）で 2dB 以内の差で干渉の影響を再現できることを実証し

た。また、シールドボックス内での機器配置によっては、周波数特

性の変化に伴い通信品質が大きく劣化する場合があることを明ら

かにし、適切な機器配置の重要性を示した。 

 欧州の周波数政策を主導する CEPT(European Conference of 

Postal and Telecommunications Administrations Conférence 

européenne des administrations des postes et des 

télécommunications)-ECC(Electronic Communications 

Committee)が主催する国際ワークショップ「Navigating the Future 

of Spectrum Management」において、シミュレーション・エミュレー

ション技術をテーマとするセッションに招待され、国内で開発を進

めるワイヤレスエミュレータを活用した、ローカル 5G 高密度運用

を目指す干渉制御技術の研究開発に関する講演を行い、国際的

な周波数政策議論の場で技術的知見を発信した。 

（イ）端末・基地

局間連携を推進

する高度無線ア

クセスシステム

の研究開発 

（イ）端末・基地局間連携を推

進する高度無線アクセスシス

テムの研究開発 

（イ）端末・基地局間連携を推進する高度無線アクセスシステムの

研究開発 

 QoSに基づく異種無線ネット

ワーク構成最適化技術の確

立を目的として、非地上系

ネットワーク（NTN）を含む通

信性能を考慮した異種無線

ネットワークアクセス制御技

術を開発し、実アプリケーシ

ョン環境にて評価する。また

三次元周波数共用の実現

を目的として、QoS を考慮し

た無線適用エリア拡張技術

を開発し、実運用シナリオに

 端末接続の自営網と公衆網のスムーズな切り替えの実現に向け

て、令和６年度に開発した端末の無線品質測定結果を用いて自

営基地局のカバーエリアを動的に定義する強化学習方式を適用

し、CA の動作エリアに設置した自営基地局を用いて、CA 遠隔操

作の高信頼化に有効であることを示した。 

 複数網連携による無線通信の高信頼化技術の実現に向けて、国

内企業と連携し、操作者がカフェの CA を遠隔操作する実証環境

において、遠隔操作者の無線通信品質の悪化を検知してより安

定な公衆回線に切り替えることで CA の遠隔操作性の劣化を回

避できることを示した。また、MQoSノードのジッタ吸収機能を適用

することで、遠隔操作感の改善効果を実環境で実証した。  

 異種無線ネットワーク利用による高信頼通信の実現を目的とし
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適用して有効性を評価す

る。得られた成果の 3GPP

等の標準化への反映を目

指し、提案を行う。 

て、マルチパス QUIC（MP-QUIC：Multi Path Quick UDP Internet 

Connections)においてパケット冗長化送信方式を提案し静止軌道

（GEO：Geostationary Earth Orbit）衛星を想定した往復遅延最大

1,100ミリ秒の非対称遅延環境で、冗長送信とウィンドウ制御の改

良により、長遅延環境での 1,000 ミリ秒の遅延発生確率を 10 分

の 1 以下に低減し、従来のパケット送信アルゴリズムと比較して

平均スループットを 50％以上向上させデータ転送時間を 30％以

上短縮した。この成果をまとめた論文が、消費者向け通信・ネット

ワーク分野で著名な国際会議 IEEE Consumer Communications 

and Networking Conference（CCNC） 2026に採択された。冗長化

送信の要素技術及び周辺特許に関する特許計３件を出願した。 

 多数の CAが同時に動作するローカル 5Gネットワークで生じるリ

ソース割当ての不公平性を解消するため、サービス種別ごとの提

供エリア境界を需要に応じて動的に調整するマルチレイヤサービ

スエリア管理手法を開発した。従来の固定境界方式ではCA数が

80 を超えると接続率が急激に低下するのに対し、本方式は Jain

の公平性指標に基づく公平性が大きく向上し、CA 数 180 の高密

度環境においても 100％の接続性を維持できることを示した。本

成果をまとめた論文が移動体通信分野の主要国際会議 IEEE 

VTC(Vehicular Technology Conference)-Springに採択され発表し

た。さらに、深層学習（DNN）により遺伝的アルゴリズム（GA）の探

索パラメータを動的に適応制御するリソース割当て手法を提案

し、CA 数や分布、通信品質、トラヒック需要などのネットワーク状

態を入力として GA の集団サイズや世代数などのパラメータを自

動的に調整することで、従来の固定パラメータ GA と比較して、同

等のスループット及び QoS を維持しつつ、収束時間を最大 72％

短縮できることをシステムレベルシミュレーションにより示した。本

成果をまとめた論文が、ICAIIC 2026に採択され発表した。 

 知的無線リソース制御技術を適用するモバイルネットワークの堅

牢性向上を目的として、深層学習（DNN）を用いたトラヒック予測

において、悪意ある端末による微小なトラヒック注入が予測結果

を誤らせ、リソース割当ての不具合を引き起こす課題に対し、予

測モデルの安全性を数理的に検証する形式検証手法を提案し

た。敵対的トラヒック注入を入力変動の範囲として定式化し、容量

予測モデルに対して、±1～10％程度のトラヒック注入に対しては

予測誤差が許容範囲内に収まるかを検証器により厳密に判定で

きることを示した。実データを用いた評価により、+10％までの注



自己評価書 No.2 
 

56 

 

入ではトラヒック注入に対しては過剰なリソース割当てを回避でき

る一方、過小予測には脆弱であることを形式的に明らかにした。

本成果をまとめた論文が ICAIIC 2026に採択され発表した。 

 三次元周波数共用技術の実現に向けて、第５世代移動通信シス

テム（5G モバイルネットワーク）用に 3GPPによって仕様策定され

た新しい無線アクセス技術である 5G NR（5G New Radio）の周波

数共用シミュレータを非地上系ネットワーク（NTN：Non-Terrestrial 

Network）対応に拡張した。上空からの電波が屋内に届きにくい

特性を活かした周波数共用について、ITU-R で規定された伝搬

損及び建物侵入損モデルを用い、低軌道衛星と高高度プラットフ

ォーム（HAPS：High Altitude Platform Station）の多段中継による

広域通信に対して屋内基地局からの干渉影響を評価した。通信

品質許容度を条件として設定し、屋内外での同一周波数帯の共

用が成立する条件を分析して 2GHz 帯における屋内外周波数共

用の可能性を示した。 

 人とロボットの共生社会における通信基盤技術標準化に向けて、

3GPPにおいて８月の SA会合でサービスロボットのユースケース

に関する寄書を提出し、ロボットの遠隔制御が 6G のユースケー

スとして取り込まれるよう活動を推進した。さらに、低遅延・高信

頼通信の実現のためのマルチパス TCP（MP-TCP：Multi Path 

Transmission Control Protocol）方式における複数経路を利用し

たパケット冗長化技術の米国への国際特許出願を行い、国際的

な普及展開への取組を推進した。 

 マルチアクセス技術を活用した高信頼ネットワークの国際的な制

度化・普及を目的として、3GPP SA において、関連ユースケース

に関する寄与文書２件を提出した。これらは、機構を筆頭として

海外大手キャリア等との連名で提出したものであり、国際標準化

における主導的な役割を発揮した。 

 プライベート 6G に向けた議論を国際的に主導することを目指し、

世界的に著名な 6G Flagshipプロジェクトを主導する海外大学とプ

ライベート 5G 高度化技術に関する共同ワークショップを開催し

た。また、日欧のプライベート 5G 及び周波数共用に関する法制

度の共同分析に着手するなど、今後に向けた連携を強化した。 

 ローカルネットワーク向けの周波数アクセスモデルに関する国際

的な議論をリードすることを目的として、IEEE DySPAN 2025 にお

いて、海外及び国内の大学関係者と連携して併設ワークショップ

「Spectrum Access for Local Networks: Current Status and Future 
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Challenges」を主催し、企画運営に参画した。また、基調講演で

は、日本におけるローカル 5G の普及を目指した多様な研究開発

の取り組みや、ワイヤレスエミュレータを活用した実環境志向の

検証事例を紹介し、国際的な政策・研究コミュニティに対して技術

的知見を発信した。 

 Beyond 5G/6G に向けたネットワーク統合技術に関する国際的な

議論を推進することを目的として、国際会議 WPMC 2025 におい

て併設ワークショップ「Integrated Future 6G Networks」を海外の

大学関係者と連携して主催した。本ワークショップでは、テラヘル

ツ、地上／非地上ネットワークの統合、センシング・通信融合、

AI/ML活用など、6Gに向けた統合ネットワーク技術の課題と展望

について、国際的な研究者間の議論を喚起した。また、国際会議

International Japan-Africa Conference on Electronics 

Communications and Computations（JAC-ECC） 2025において、

社会と人々を繋ぐ無線通信高度化技術をテーマとした基調講演

を行い、CA 遠隔操作など具体的なアプリケーションを想定した技

術的課題や研究開発の方向性について議論を行った。 

 スペクトラム利用高効率化

を促進する干渉把握・制御

技術の確立を目的として、

地上系とNTNの連携を想定

し、高 SHF 帯を対象とした

電波到来角推定の実装技

術を実環境にて評価する。

また、波形整形、全二重通

信等を実機を用いた評価環

境にて評価する。 

 運用中の無線システムからの干渉信号の高精度・低負荷な把握

を目的として、圧縮センシングを活用したスパース推定の代表的

な貪欲法である WGSOMP （ Weighted Group Simultaneous 

Orthogonal Matching Pursuit）アルゴリズムを開発し、電波暗室に

おいて 4.8GHz 帯で性能評価を行った結果、２台の信号発生器か

ら送信される広帯域信号を８素子線形アレイアンテナで同時受信

し、観測サンプル数を本来の 50％（圧縮率 0.5）に削減した場合で

も、SNR が−10dB 以上で 0.9 以上の検出率と５度未満の到来角

（AOA: Angle of Arrival）推定誤差を達成し、少ない測定数で元の

信号を高精度に復元できることを示した。この成果をまとめた論

文が国際会議 WPMC 2025に採択され発表した。 

 NTN での長距離通信やバッテリー駆動 IoT 通信などの実現に向

け、送信方式の電力効率向上を高めるため、計算効率に優れた

OFDM 信号のピーク電力低減手法を開発した。従来の最適化手

法で必要とされていた位相回転の計算を不要とし、4dB 以上のピ

ーク対平均電力比（PAPR: Peak-to-Average Power Ratio）低減と

計算量の約半減を同時に実現した。この成果は、電子情報通信

学会（IEICE）Transactions on Communications (EB)に採録され

た。 

 隣接チャネルへの与干渉低減による周波数利用効率向上に向け
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て、可逆プリコーディングを適用した直交プリコーディング（OP-

OFDM: Orthogonal Precoded-OFDM）波形整形技術を開発し、ピ

ーク対平均電力比を 6dB 低減し、帯域両端で 50dB 以上の干渉

抑圧を達成した等の成果をまとめた論文が IEEE DySPAN 2025に

採択され発表した。 

 全二重通信における高精度な自己干渉除去を目的として、I/Qベ

クトルモジュレータを用いた２タップ遅延線アナログ RF 自己干渉

キャンセラを試作し、単体性能評価において 20MHz の帯域幅で

20dB の自己干渉除去性能を達成した。さらにデジタル干渉キャ

ンセラと組み合わせた全二重通信の実機実験系を構築して評価

し、実験系に基づくアナログフロントエンド部の設計指針をまとめ

た論文を IEEE旗艦論文誌に投稿した。 

 オンデマンドかつアドホック

な CPS により多様なアプリ

ケーションの安定制御技術

の確立を目的として、産業

用アプリケーションを想定し

た安定制御基盤を開発し、

実環境に適用して有用性を

示す。関連する技術は IEEE

及び IECの標準化への反映

を目指し、提案を行う。 

 社会全体を無線通信で支える FSPJ（Flexible Society Project）の

一環として、分野や用途を超えたデータ活用を推進する FDTPJ

（Flexible Data Trading Project）の活動のもと、統合評価手法を定

義した測定ガイドライン及びマニュアルを活用し、測定データサン

プルと活用事例を取りまとめたデータ活用事例集を作成し、一般

公開した。毎年度のガイドライン公開によって、メンバーの顧客と

の対話やコンサルティングの業務等にも利用されるだけでなく、

平成 29 年３月以降、全公開文書累計 5,500 件以上ダウンロード

され、製造現場での無線通信の実用性向上に貢献した。 

 複数の無線システムが混在する環境下での安定した通信を実現

する協調制御技術の規格策定と標準化及び普及の促進を行う団

体である FFPA（Flexible Factory Partner Alliance）において無線

プラットフォーム Ver1.0通信規格の適合性・相互接続性試験に合

格した認証機が、３機増えて４種 18機に達した（そのうち、機構の

知財を活用した製品は１機増えて３種 11機）。 

 製造現場特有の事象に対する無線通信の安定性向上に向け、

無人搬送車（AGV: Automated Guided Vehicle）の移動に伴う通信

安定性を考慮したアクセスポイント選択制御方式を開発し、AGV

が屋内から屋外への連続した経路を走行する場合に、屋外にあ

る構内道路を時速 30km 以下の速度で走行しても、接続切替回

数を低減し、通信を維持したまま走行できることを実証した。 

 スマート工場における無線通信の信頼性向上を目的として、作業

プロセスの状態に応じて無線リンクを動的に再割当てするプロセ

ス認識型無線リンク制御手法を提案した。複数作業者が無線リン

クを共有する組立工程を対象に、作業停止中のリンクを一時的に
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再利用する制御を導入することで、通信失敗を含む条件下でも全

体作業完了時間を最大 78％削減し、無線リソース使用量を最大

26％低減できることを示した。本成果をまとめた論文が IEEE 

Access（2025、IF=3.6）に採録された。 

 SRF 無線プラットフォームを用いて無線給電と通信を同一環境で

効率的に両立させることを目的として、2.4GHz 帯通信と無線給電

の共存方式を開発した。実装システムを用いた電波暗室での実

験により、100ms 間隔での時分割制御を実現し、無線給電と通信

の使用比率が 1:1 でも通信品質に影響を与えずに共存可能であ

ることを示した。さらに、特定の狭い範囲にエネルギーを集中させ

るために開発した４×９素子構成の 24GHz 帯無線給電装置を移

動体上に設置して実験を行い、送電点から 3m 離れた地点で

1mW以上の給電を達成し、左右 27度離れた地点では約 0.01mW

まで抑制されるなど、狭範囲かつ高効率なエネルギー伝送が可

能であることを示した。これらの成果をまとめた２件の論文が、国

際 会 議 IEEE Conference on Antenna Measurements and 

Applications（CAMA） 2025に採択され発表した。 

（ウ）モビリティ

制御・無線エリ

ア拡張技術の研

究開発 

（ウ）モビリティ制御・無線エリ

ア拡張技術の研究開発 

（ウ）モビリティ制御・無線エリア拡張技術の研究開発 

 多段中継を前提とした空飛

ぶクルマなどの次世代モビ

リティ制御を可能とする通信

システムの実現を目的とし

て、飛行レベル４（有人地帯

における見通し外飛行）で

の高密度・自律飛行ドロー

ンを想定した低空モビリティ

間の高度通信技術を開発

し、実環境にて実証する。ま

た、ネットワーク間連携強靭

化技術の確立を目的とし

て、上空－低空ー地上を統

合するモビリティネットワー

クの安定化・高効率化技術

を開発し、実機により有効

性を評価する。 

 公衆網圏外における長距離・高信頼な空モビリティ通信の実現を

目的として、169MHz 帯を用いた多段中継通信の実証を進めた。

大分県及び県内企業と連携し、環境に応じた適切な中継局アン

テナ設置により、これまでの実績を超える、1 ホップあたり最大

18.7km、３ホップの総距離最大 25.8km 離れたドローンの遠隔制

御及びテレメトリ情報取得に成功し、その成果が総務省「地域社

会 DX ナビ」Web サイトで事例紹介された。さらに、中継通信に関

して、小山による見通し外環境での電波伝搬の回折損失をナイフ

エッジモデルで精度よく近似できることを示した論文が WPMC 

2025 に採択され、実証と解析の有用性が評価されて Best Paper 

Award を受賞した。また、長野県の国内企業と共同で、公衆網圏

外の山岳飛行ルート約 6km にわたり、多段中継による安定飛行

制御を実証し、山小屋への物資輸送など新たな活用の可能性を

示した。本技術の技術移転・社会実装に向けて、国内企業からの

本実験で使用した無線機導入の要請に応え、無線機開発企業と

試作検証及び市場開拓を行うための知財利用許諾契約（お試し

ライセンス契約）を締結した。また、大阪・関西万博の「Beyond 5G 

readyショーケース」において展示を行い、本技術の社会的認知と
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普及促進に寄与した。 

 国土交通省の依頼を受け、静岡県内のダム点検を目的として、

上記の 169MHz 帯によるテレメトリ通信と 5.7GHz 帯の画像伝送

通信を組み合わせた飛行レベル 3.5 を想定した通信実験を実施

した。 

 高密度・低空で自律飛行する空モビリティネットワーク構築に向

け、端末間通信距離 5km、通信速度 1Mbps で飛行レベル４にお

けるカメラ映像伝送の実現を目指し、5GHz 帯を用いた MIMO 及

び通信環境に応じた適応変調による高速通信技術を開発した。

さらに、ドローン等の小型のモビリティへの搭載を見据え、将来的

なチップ化による小型・軽量化を念頭に、これらの技術を FPGA

上に実装した。 

 高密度な空域での自律飛行における安全性向上を目的として、ド

ローン間の位置情報共有に基づく衝突回避アルゴリズムを開発

した。ドローン間通信の成功率が 30％の劣悪な通信品質条件下

において、ロボット分野で広く用いられる RVO（Reciprocal 

Velocity Obstacles ） 及 び そ の 拡 張手 法 ORCA （ Optimal 

Reciprocal Collision Avoidance）を比較対象としたシミュレーション

を実施した。複数のドローンが進路を維持したまま飛行すると衝

突するシナリオにおいて、従来手法と比較して衝突確率を 50％削

減できることを示した。 

 自動飛行レベル４の安全なドローン飛行の実現に向けて、100 台

規模の群飛行を目指し、FSK（Frequency Shift Keying）と LoRaを

組み合わせた新たなマルチバンド通信アーキテクチャの試作開

発と、ドローン３台を用いて、クラスタ間通信に LoRa、クラスタ内

通信に FSKをそれぞれ用いたクラスタ機能の性能評価を行った。

さらに、時速 100km以上で接近する有人ヘリコプターとドローン間

の自律的衝突回避を実現するため、衝突回避アルゴリズムの実

装と必要な情報を相互にやり取りできるよう無線機の改修を実施

し、改修した無線機及び衝突回避アルゴリズムを搭載したドロー

ンの実機を用いて、その性能評価を実施した。 

 ドローン用電波の利活用推進に向けて、日本無人機運行管理コ

ンソーシアム（JUTM：Japan Unmanned System Traffic ＆ Radio 

Management Consortium）に平成 28 年の設立時から継続的に技

術検討に参画し、現在ドローン用に割り当てられているロボット用

電波（U24 と U169）の狭帯域化により同時利用可能チャネル数を

５～10 倍とする検討を進めた結果を基に、チャネル幅を狭めた場
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合でも、送信電力が電波法の範囲内に収まり、変調方式が正常

に動作することを試作・実機評価により示し、令和９年度ごろに技

術基準に反映される見通しを得た。 

 衛星通信における初期接続効率の向上を目的として、同期信号

とシステム情報配信のオンデマンド化によりオーバヘッドを低減さ

せることで、従来仕様では衛星がサポートすべき全てのビーム方

向にこれらを配信できなかった問題を解消し、地上の広範囲から

のアクセスを可能にする仕様追加案を 3GPP TSG RAN WGに提

案した。さらに、同期信号の送信方法を改良し、必要な無線リソ

ースを従来の３分の１、並列同時送信数を９分の１に削減しつ

つ、割当可能なリソースの制約条件下においても地上の広範囲

で検出可能であることを示した。 

 チャネル多元接続を用いた

複数端末協調動作の実現

を目的として、超多数端末

同時接続技術の NTN 適用

に向けた技術開発を行う。

また、超広帯域（UWB）を含

む端末間通信に関して、効

率的なチャネルアクセス制

御技術及び測距等の実装

技術を開発し、実環境で実

証する。得られた成果は、

3GPP、 IEEE802.15 等の標

準化への提案を行う。 

 スマートメータリング向けに広域通信と低消費電力を両立する無

線通信システム Wi-SUN HAN（Home Area Network）を開発し、

IEEE での国際標準化と国内での普及推進を通じて、電波の有効

利用に大きく貢献した功績が評価され、第 36 回電波功績賞総務

大臣表彰を受賞した。本規格は、日本全国でスマートメータの主

方式として大手電力会社を中心にこれまでに 2,000万台以上に導

入され、電力業界における省エネ化、設備投資の効率化、サービ

ス多様化の促進など、社会実装面でも顕著な成果を上げた。 

 国内大学と共同で端末間通信を用いた広域データ通信を異なる

環境に適用する際にも高精度な通信品質予測を実現するため

に、転移学習を用いた受信電力予測技術を開発した。予測値と

実測値の中央値誤差は 920MHz 帯で 2.5dB、429MHz 帯で 1dB、

さらに 80％以上の予測値において 920MHz帯は誤差 6dB以下、

429MHz帯は誤差 3dB以下の精度を達成し、異なる環境・周波数

でも高い予測精度を維持できることを示した。本成果をまとめた

共著論文がコグニティブ通信と知的ネットワーキング技術を扱う

主要学術論文誌 IEEE Transactions on Cognitive Communications 

and Networking（TCCN）（2025、IF=7.0）に採録された。 

 公衆網未整備の郊外地域における端末間通信の応用可能性を

検証することを目的として、海外大学と共同で、郊外地域におけ

る水質データ収集に端末間通信を適用し、低コスト IoT 濁度セン

サの実現可能性を評価した。端末間通信で取得したセンサデー

タに機械学習によるキャリブレーションを施すことで、商用濁度計

と同等の高精度なモニタリングを実現した。 

 超多数端末が同時に接続する環境におけるアップリンク通信性
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能の向上を目的として、アップリンク NOMA（Non-Orthogonal 

Multiple Access ）伝送時に逐次干渉除去（ SIC: Successive 

Interference Cancellation）で多重化された信号の分離が安定に

機能するよう、端末からの受信電力差を適切な範囲に制御する

送信電力制御（TPC: Transmit Power Control）方式を開発した。

商用端末に実装して実証実験を行い、ブロック誤り率が従来方式

と比較して 10 分の 1 に低減されるなど、通信品質の大幅な改善

効果を示した。 

 衛星－地上間アップリンク通信において降雨や非見通し（NLOS: 

Non Line-of-Site）環境でも NOMA による多重化の実現を目的と

して、OCC（Orthogonal Cover Code）と連送信号を組み合わせた

新しい通信方式を考案した。従来の NOMAとOCCのみの組み合

わせでは、厳しい環境下では逐次干渉除去（SIC：Successive 

Interference Cancellation）に必要な SINRを確保できず多重化が

困難であったが、連送信号の導入により受信 SINR を向上させて

SIC を安定動作させ、NOMA による多重化を実現できることを確

認した。本技術について、特許１件を出願した。 

 屋内環境における高精度な位置把握に基づくロボットの自律走

行の実現を目的として、民間企業との共同研究で IR-UWB

（Impulse Radio-Ultra Wideband）による端末間測距技術を開発し

た。これを用いたロボット自律走行システムにより、目標地点に対

して 20 cm の精度で接近する自律走行制御に成功し、共同で報

道発表を行った。日刊工業新聞など新聞５件、日経新聞電子版

など 19 件の Web 記事に掲載され、社会的にも注目を集めた。ま

た 、本成果をまとめた論文を国際会議 IEEE i-COSTE 

(International Conference on Sustainable Technology and 

Engineering） 2025 に採択され発表し、Best Paper Award を受賞

した。 

 IR-UWB技術の高度化と国際標準化への反映を目的として、IEEE 

802.15標準化において、IEEE 802.15.4ab ドラフト D02版に寄せら

れた 600件超のコメントを複数の海外ベンダらと協力して解決し、

狭帯域補助による IR-UWB 性能向上技術を盛り込んだドラフト

D03 版を成立させた。また、同ワーキンググループで IR-UWB を

用いた IEEE 802.15.6ma ドラフトに対しても２件の寄書を提出し、ド

ラフト D06版に反映された。 

 極限環境への通信技術の

適用実現を目的として、海

 電波による海中近接通信の実現に向けて、国内大学や企業と共

同で、自律型無人潜水機 （ AUV: Autonomous Underwater 
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中ロボットとの通信を想定し

た広域海中通信技術を開

発し、有効性を実証する。さ

らに、体内外ワイヤレスに

ついて、実アプリケーション

として体内デバイスを想定し

た模擬媒体を用いた試験を

通じて実用的な通信技術を

検討する。 

Vehicle）搭載用のアンテナを 1m 以下の小型化と 10kHz から

1MHz までの広帯域化に対応させる試作開発を進め、海水中で

の性能評価を実施した。 

 内視鏡を介した体内 CAの遠隔操作の実現を目的として、国内大

学と共同で内視鏡に取り付け可能な小型 2.4GHz 帯アンテナを新

規に開発した。内視鏡を中継局とする 2.4GHz 帯無線リンクを構

築し、体内模擬環境での実証により、CA の遠隔操作が可能であ

ることを示した。本技術について、共同で特許出願した。また、大

阪・関西万博のフューチャーライフエクスペリエンス「生体内サイ

バネティック・アバターと歩む未来の健康社会」において共同展示

を行い、本技術の社会的意義や応用可能性を広く発信した。 

 体内外通信による健康見守り技術の実現を目的として、国内大

学と連携し、飲込み型デバイスを対象に電磁界解析と実験用の

人体模型である人体ファントムを用いた伝搬実験を実施し、体内

外通信の信頼性向上に必要な電波伝搬特性を明確化した。 

（３）フォトニック

ネットワーク技

術 

（３）フォトニックネットワーク

技術 

（３）フォトニックネットワーク技術 

 

（３）フォトニックネットワーク技術 

マッシブチャネル光ネットワーク

に関する伝送・ノード両面で、科学

的意義の観点から顕著な成果が

認められる。標準外径の結合型19

コアファイバに適応した光増幅中

継機能を有する伝送システムを実

現 し 、 毎 秒 1.02 ペ タ ビ ッ ト

×1,808kmに相当する毎秒 1.86エ

クサビットキロメートルの伝送容量

距離積記録を樹立するとともに、

年度中に毎秒 2.93 エクサビットキ

ロメートルまで更新するなど、長距

離大容量化の限界を押し広げた

点は特筆に値する。加えて、その

成果が OFC2025 の最優秀論文

（ポストデッドライン論文）特別セッ

ションに採択されたことは、国際的

な学術的評価の高さを裏付ける。

さらに、実環境テストベッド上の商

用単一コア・単一モード光ファイバ

を用い、Ｏ、Ｅ、Ｓ、Ｃ、Ｌ帯にわた

（ア）マッシブチ

ャネル光ネット

ワーク技術 

（ア）マッシブチャネル光ネット

ワーク技術 

（ア）マッシブチャネル光ネットワーク技術 

光ファイバ伝送技術におい

て、標準外径結合型マルチコ

ア光ファイバを用いた長距離

伝送実験を行い、標準外径

空間多重光ファイバによる 1

ペタビット級伝送の技術実証

等を完了する。 

 商用の光ファイバ伝送システムで利用されている C、L 帯で損失

低減を実現した標準外径の結合型 19 コアファイバと、その光ファ

イバに対応した光増幅中継機能を有する伝送システムを開発し

て、毎秒 1.02ペタビット信号の 1,808 km伝送を実証し、毎秒 1.86

エクサビット・km の伝送容量距離積を達成し、伝送容量距離積の

従来の世界記録を更新した（令和７年時点、従来は機構による毎

秒 1.71 エクサビット・km）。成果は、光通信分野二大旗艦国際会

議である OFC（Optical Fiber Communication Conference） 2025

のポストデッドライン論文の特別セッションに採択された。日本語

と英語の報道発表を実施し、国内の新聞一般紙や、海外の WEB

に 26を超える言語で掲載され、外国語でのWeb記事数が 800を

超えた。さらなる長距離伝送を目指して変調方式を最適化し、毎

秒 568.8 テラビット信号の 5,166km 伝送を実証し、伝送容量距離

積の世界記録を更新する 2.93 エクサビット・km を達成した。この

成果は、光通信分野二大旗艦国際会議である ECOC（European 

Conference on Optical Communication） 2025において、レギュラ

ー論文の中でも発表時間が２倍であるアップグレード論文に選ば
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れ、また、研修員として機構で実験し、機構と大学の２組織の所

属で発表した筆頭著者が全学生のレギュラー論文の中で最優秀

学生論文賞に選出された。 

 実環境テストベッド（イギリス・ロンドン市）に敷設された標準的な

商用単一コア・単一モード光ファイバ上を使用して、O、E、S、C、L

帯による単一モード信号の 42.4 テラヘルツの周波数帯、合計

1,273波長チャネルにて毎秒 418テラビット波長多重信号の 39 km

伝送を実証し、標準的な単一コア・単一モード光ファイバにおける

伝送容量の世界記録を達成した。本成果はOFC 2026のポストデ

ッドライン論文の特別セッションに採択された。 

 イタリア・ラクイラ市内に敷設された 69.3 kmの結合型４コアファイ

バ上でラマン増幅を用い、19.2 テラヘルツ S、C、L帯信号の毎秒

927.7テラビット伝送を実証し、ECOC 2025に採択された。 

 15 モード光ファイバと６モード光ファイバを併用したモード多重伝

送系における MIMO 処理の部分的簡略化の影響を複数のシナリ

オで計測評価した。成果が、ECOC 2025に採択された。 

 標準化及び商用利用されている単一コア・カットオフシフト光ファ

イバを使用して、O 帯の３モード信号と C 帯の単一モード信号を

世界で初めて伝送実証し、ECOC 2025 に採択された。さらに、O

帯の３モード信号と E、S、C、L帯の単一モード信号を 30.1 テラヘ

ルツの周波数帯、合計 915 波長チャネルで毎秒 398.6 テラビット

の容量で距離 10kmの伝送を実証し、標準準拠の光ファイバ伝送

における伝送容量の世界記録を達成した。本成果は、ECOC 

2025 のポストデッドライン論文の特別セッションに採択された。ま

た、日本語と英語の報道発表を実施した。 

 標準的な単一コア・単一モード光ファイバ上で E、S、C、L 帯によ

るマルチバンド伝送を行う場合のラマン増幅の効果を定量評価

し、ECOC 2025に採択された。 

 周波数多重サブキャリアの位相推定にパイロット信号とニューラ

ルネットワークを使用する DSP 方式を性能検証し、数千 km の伝

送距離では参照方式と比べて若干性能が改善する可能性を示

し、ECOC 2025に採択された。 

 電子情報通信学会（IEICE）光通信インフラの飛躍的な高度化に

関する特別研究専門委員会（EXAT 研究会）と空間多重技術に関

する国際シンポジウム EXAT 2025を共催した（通算８回目）。  

 IOWN（Innovative Optical and Wireless Network） グローバルフォ

ーラムの中で Open APN Architecture Task Forceに機構が参画

る 42.4 テラヘルツ、1,273波長チャ

ネルの毎秒418テラビット・39km伝

送を実証して同ファイバでの世界

記録を達成し、OFC2026 のポスト

デッドライン論文に採択されたこと

は、実用基盤上での到達点を更新

した点で科学的価値が高い。加え

て、国際標準準拠のカットオフシフ

ト光ファイバにおいて O 帯で 3 モ

ード伝送が可能であることを新規

に見出し、Ｅ、Ｓ、Ｃ、Ｌ帯の単一モ

ード信号と統合して毎秒 398.6テラ

ビットの記録を樹立し、ECOC2025

のポストデッドライン論文に採択さ

れたことは、既存インフラを活用し

た革新的拡張手法として意義深

い。ノード技術においても、標準外

径の結合型 19コアファイバ対応の

大規模光スイッチを世界で初めて

開発し、ポートあたり毎秒 1.9 ペタ

ビット、総リンク毎秒 7.6 ペタビット

の光スイッチング実験に成功、将

来的なポート数拡張可能性まで実

証したことは、マッシブチャネル化

を支える中核技術として高く評価

できる。社会的価値の観点では、

世界記録樹立の報道が多言語・

多数媒体へ波及し、将来の長距離

大容量伝送媒体として結合型マル

チコアファイバの有意性を示した

点で大きな反響を得た。加えて、

国際標準化（IEC）への具体的貢

献や IOWN-GF白書への寄与を通

じ、技術普及と産業界の合意形成

を推進したことも評価できる。社会

実装の観点では、光物理層モニタ

リング技術の商用装置搭載と海外
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し、Ultra Wideband Optical Transmission (UWOT) 技術項目に関

して、機構の知見を活用して技術検討を行った。また、UWOT 技

術に関する白書が令和７年９月に発行され、機構は空間多重技

術に関するセクションの編集・一部執筆を担当するなど、白書の

作成に貢献した。 

 IEEE ANTS(International Conference on Advanced Networks and 

Telecommunications Systems) 2025の基調講演にて、平成 22年

（2010年）頃より始まった空間多重伝送技術に関する機構自身の

研究成果や、マルチコアファイバの実用化に大きく貢献した国内

企業・大学による委託研究等の社会実装に関する取り組みを紹

介し、我が国の光ファイバ通信技術の研究開発力をアピールし

た。 

 

キャリアへの展開、キャリアグレー

ドの障害予兆データセット公開に

よる AI 活用研究の活性化、さらに

データスペースを用いた国際的デ

ータ共有基盤形成など、研究成果

を実装とエコシステム形成へ結び

付けた点が顕著である。基礎から

実証、標準化、実装まで一貫して

成果を創出し、国際的にも先導的

な水準で光ネットワークの将来像

に具体的な道筋を与えたものと認

められる。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な成

果の創出が認められた他、将来的

な特別な成果の創出が期待される

実績も得られたため、評定を「S」と

した。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 マッシブチャネル光ネットワーク

の伝送技術に関して、C、L 帯に

適応させた結合型 19 コアファイ

バに対応した光増幅中継機能を

有する伝送システムの実現によ

り、標準外径光ファイバでの伝送

容量距離積記録（毎秒 1.02 ペタ

ビットで1,808キロメートルの毎秒

1.86 エクサビットキロメートル）を

樹立し、その成果が光通信分野

二大旗艦国際会議である OFC

（ Optical Fiber Communication 

Conference）2025 にて最優秀論

文(ポストデッドライン論文)の特

光ファイバ接続技術とし

て、マルチコアファイバリボン

心線一括調心技術等の光コ

ネクタ基礎技術を確立する。

光交換ノード技術において、

空間・波長領域を活用した大

規模光交換ノードによる毎秒

10 ペタビット級の交換容量

の実現可能性を検証する。光

領域信号処理技術として、空

間モード多重伝送に対するモ

ード結合・分散量の推定技術

及び光周波数領域モード補

償技術を実証する。 

 令和６年度に開発した標準外径の結合型 19 コアファイバに対応

した大規模光スイッチや光増幅器、空間チャネルの結合/分離器

を用いて、マルチリングネットワークを構築できる規模の２入力・２

出力ポート、分岐・挿入ポートを有する光交換ノードを開発し、ポ

ートあたり毎秒 1.9 ペタビットの光スイッチング実験に成功し、総リ

ンク容量が毎秒 7.6 ペタビットとなる光交換ノードを実証した。さら

に、波長選択スイッチは１入力５出力の接続に再構成可能であ

り、その場合、メッシュネットワークを構築できる規模の４入力・４

出力ポート、分岐・挿入ポートを有する光交換ノードへ拡張するこ

とが技術的に可能であるため、総リンク容量が毎秒 15 ペタビット

以上の光交換ノードが実現できる見通しが得られた。 

 非結合型 22 コアファイバに対応した光交換ノードによるポートあ

たり毎秒１.08ペタビット超の光スイッチング実験に成功した。成果

は CLEO Europe 2025 にて採択され、招待講演にアップグレート

された。 

 光領域信号処理技術について、モード多重伝送における光周波

数領域モード補償システムを開発し、光学的手法によるモード結

合・分散の補償を数値解析により原理実証した。 

 マルチコアファイバリボン心線を一括して調心する手法を考案し

た。一括調心冶具を作成し原理検証を実施し、マルチコアファイ

バリボン心線用の光コネクタの基礎技術を確立した。 

 中空コアファイバ用コネクタ技術について海外への特許出願を行

った。 

 国際標準化団体である IEC （ International Electrotechnical 
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Commission）の SC86B（光接続部品に関する標準化を行うコミッ

ティ）にてマルチコアファイバの普及に向けた国際標準化活動を

行い、新しい手法であるマルチコアファイバの反射減衰量測定方

法の WD（Working Draft）を SC86B 内のワーキンググループに提

出し、既存の文書（IEC61300-3-6）に付録として追加されることが

ワーキンググループ内で承認された。 

 

別セッションに採択されたことに

加え、年度中にさらに、毎秒 2.93

エクサビットキロメートルまで世

界記録を更新したこと。 

 実環境テストベッドに敷設された

標準的な商用単一コア・単一モ

ード光ファイバ上を使用して、O、

E、S、C、L帯による単一モード信

号の 42.4 テラヘルツの周波数帯

で合計 1,273 波長チャネルとな

る、毎秒 418 テラビットの波長多

重信号の 39 km 伝送を実証し、

標準的な単一コア・単一モード光

ファイバにおける伝送容量の世

界記録を達成し、OFC2026 のポ

ストデッドライン論文の特別セッ

ションに採択されたこと。 

 マッシブチャネル光ネットワーク

の伝送技術に関して、標準化及

び商用利用されている単一コア・

カットオフシフト光ファイバ伝送に

おいて、O 帯において３モード信

号伝送が可能であることを新た

に見出し、E、S、C、L帯での単一

モード信号と合わせることで、国

際標準準拠光ファイバ伝送の伝

送容量記録毎秒 398.6 テラビット

を樹立し、その成果が光通信分

野二大旗艦国際会議である

ECOC（European Conference on 

Optical Communication）2025 に

てポストデッドライン論文の特別

セッションに採択されたこと。 

 マッシブチャネル光ネットワーク

のノード技術に関して、世界で初

めて、標準外径の結合型 19 コア

ファイバに対応した大規模光スイ

（イ）光ネットワ

ークリソースの

動的再構成及び

利用効率化技

術 

（イ）光ネットワークリソースの

動的再構成及び利用効率化

技術 

（イ）光ネットワークリソースの動的再構成及び利用効率化技術 

マルチクラウドオーケストレ

ータ制御システム、高線形性

光増幅器、機械学習ベース

のクローズループ制御フレー

ムワークを統合した広域光ネ

ットワークシステムを開発し、

プログマブルな光パス制御動

作を実証し、光通信資源の動

的再構成及び利用効率化技

術の検証を完了する。分布型

光ファイバセンシング技術とし

て、キロヘルツ以上の線幅の

レーザーを用いたコヒーレント

受信方式を実証する。 

 高線形性光増幅器を用いて、C 帯全域 50 波長以上の光信号の

分岐・挿入と 1,000km 伝送を実施した後の各光信号の利得変動

抑制及び通信品質安定性を実証し、光ネットワークアーキテクチ

ャ分野の主要学術論文誌 IEEE/Optica Journal of Optical 

Communications and Networking（JOCN、2024、IF 4.3）に採録さ

れた。 

 マルチクラウドオーケストレータ、高線形性光増幅器、機器の状

態監視装置、 LLM （ Large Language Models ） 、MCP (Model 

Context Protocol)を活用したクローズループ制御フレームワーク

を統合した広域光ネットワークシステムを開発し、プログマブルな

光パスの動的設定・解放動作などの実証実験を行った。成果の

一部を国際会議 iPOP 2025 Showcaseにて展示発表した。 

 光通信ネットワークの運用安定化のために周辺環境の観測が可

能な分布型光ファイバセンシングの研究開発を行った。100 ヘル

ツ以下の線幅のレーザーを用いた振幅と位相の両方の情報を用

いるコヒーレント受信方式の分布型光ファイバセンシングの振動

計測性能を評価し、強度受信方式と比較して、32 km までの距離

でノイズフロアを２倍以上低減可能であることを示した。成果が

ECOC 2025に採択された。さらに、キロヘルツ以上の線幅のレー

ザーを用いたコヒーレント受信方式の分布型光ファイバセンシン

グを考案し、振動計測を実証した。 

 GPU ユニットを備えた光通信システムにおいて、自己ホモダイン

検波または自己ヘテロダイン検波に基づいて周波数領域で信号

処理を実行するシステムに関する特許出願を行った。 

 国内企業・大学等の研究者と共に、フォトニックネットワーク研

究、開発、事業等に広く活用されることを目的として、様々な地域

のネットワークモデルを作成するための一般的な設計方針を確
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立し、地方版のネットワークモデルについて学術論文誌 IEEE 

Accessで発表した。 

 機構が研究計画を策定するなど主導して形成した委託研究にお

いて開発された機械学習を応用した光物理層モニタリング技術に

ついて、委託研究の受託機関が商用の光伝送システムに搭載

し、北米の通信事業者に採用された。 

 

ッチを開発し、ポートあたり毎秒

1.9 ペタビットの光スイッチング実

験に成功し、光交換ノードの総リ

ンク容量が毎秒 7.6 ペタビットを

達成できることを実証したことに

加え、光交換ノードのポート数の

拡張が技術的に可能であること

を実証したこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 マッシブチャネル光ネットワーク

の伝送技術に関して、標準外径

光ファイバでの伝送容量距離積

記録（毎秒 1.02ペタビットで 1,808

キロメートルの毎秒 1.86エクサビ

ットキロメートル）を樹立した報道

発表が、新聞やWebに多数掲載

（１件あたり、最多で 30 言語超、

800件超掲載）されて世界中に波

及し、社会課題である通信インフ

ラの維持・発展に向け、非結合

型マルチコアファイバの次を担う

伝送媒体として、結合型マルチコ

アファイバの長距離大容量伝送

への有意性を実証し、将来の長

距離大容量化手法の選択肢を

与えた点で、社会的ニーズが高

く、大きな反響を起こしたこと。 

 マッシブチャネル光ネットワーク

の伝送技術に関して、標準化及

び商用利用されている単一コア・

カットオフシフト光ファイバ伝送に

おいて、O（オー）帯における３モ

ード信号伝送の活用による伝送

容量拡大を実証した際、早期に

（ウ）光ネットワ

ークの障害予兆

検知及び機能復

旧技術 

（ウ）光ネットワークの障害予

兆検知及び機能復旧技術 

（ウ）光ネットワークの障害予兆検知及び機能復旧技術 

光ファイバネットワーク特有

の物理現象に基づく潜在的な

故障予測技術による故障前

対応を実現するため、潜在的

な故障を模擬したデータセッ

ト構築を強化するとともに、デ

ータ共有・障害予兆検知・予

防対処制御システムの統合

実証を行い、基盤技術を確立

する。 

自律復旧困難度の数値化

による制御プレーンでの事業

者間連携切替制御と、データ

プレーンの連携復旧概念実

証を実施し、事業者との共同

検証を完了する。 

通信・計算基盤間連携にお

いて、ISPを含めた情報交換・

需給マッチングプラットフォー

ムと連携過程可視化システム

の研究開発を行い、公平・公

正な事業者間連携復旧を促

進する基盤技術を確立する。 

 令和６年度に開始した、商用 ROADM を用いた光ネットワーク障

害模擬データセットの蓄積と、その一部の IEICE PN（フォトニック

ネットワーク）研究会ウェブサイトでの公開について、令和７年度

では継続して、テレメトリシステムの拡張、データセットの拡充を

行うとともに、追加データセットの一部を IEICE PN研究会ウェブサ

イトにて追加公開した。 

 令和６年度に日独B5G連携ファンドの共同研究でドイツの通信技

術研究機関と共に、データ主権志向のデータスペースを用いたテ

ストベッドデータ共有システムを構築した。国際会議 iPOP 

（ International Conference on IP/IoT & Processing + Optical 

Network） 2025及び OFC 2026にてリアルタイムデータ共有のデ

モ展示を行った。また、同成果について国際会議Optical Network 

Design and Modelling 2025、 IEEE Summer topicals 2025 及び

Optica Advanced Photonics Congress 2025において招待講演し

た。フィールドファイバ環境でのデータセット、及び上記ドイツの通

信技術研究機関所有のテストベッドで取得した複数のテストベッ

ドデータを用いることで学習器の汎化性能向上を実証、Optical 

Testbed Dataset Space を提案 し 、 IEICE Transactions on 

Communicationsに投稿した。 

 光ネットワークパフォーマンス低下防止技術として、令和６年度に

開発した潜在的な高リスク故障範囲を避けて、新規パス要求に

対する資源割当手法、及び既存パス調整時におけるリスクを最

小化する手法を用いて、数式モデルの評価では、論理リンク切断

障害の事前予測により、単一パスのデータロスを従来比 10％～

最大 80％低減した。ネットワークモデルで数値評価を行い、IEICE 

PN研究会にて発表した。 

 データセットの量・シナリオを増やし、性能劣化予測・分析機能向

上と共に、光ネットワーク性能劣化防止機能を実証した。また、令
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和６年度に構築した本データセット収集システムに関して IEICE 

Communication Expressに採録された。 

 

ネットワーク資源のオープン化による相互接続基盤技術 

 マルチドメインにまたがる全光パスの性能劣化による障害対応時

に、ドメイン内の詳細性能情報を隠蔽するための、ドメイン毎に性

能情報を抽象化する方式、及びドメイン間相互に秘密情報を秘

匿した状態での責任分界点の定量分析方式を設計した。 IETF 

(Internet Engineering Task Force) の CCAMP （Common Control 

and Measurement Plane）へ Problem Statement提案を行った。 

 

通信・計算資源の連携基盤技術 

 異種事業者間の公平かつオープンな連携促進技術として、令和

６年度までに開発した「通信・計算基盤間需要供給情報の共有・

交換・マッチングプラットフォーム」を使って、復旧戦略策定・制御

を含む概念実証（PoC、Proof of Concept）を実施し、第三者 PNE 

(Provider Neural Exchange：プロバイダ中立エクスチェンジ) によ

る異種事業者間連携促進の PoC も実施して、 IEEE/Optica 

Journal of Optical Communications and Networking 招待論文にて

発表した。 

 ネットワーク・クラウドエコシステムにおいて、通信事業者間連携

復旧戦略策定機能を開発し、国際会議 iPOP 2025 Showcase 実

験にて通信事業者と共同で検証した。さらに、リスク防止や運用

課題を探求し、通信事業者からの新しい要望による連携復旧時

の資源提供におけるポリシー制御機能を新規に提案・開発し、通

信事業者との共同実証実験にて検証した。そして、ポリシーに対

応する新しい連携復旧戦略を提案し、数値評価より、機構の従来

提案と比べ、ネットワーク修復を待たずすぐに復旧できるサービ

ス量が増加できること（例：大規模災害の場合 53％増、中規模災

害の場合 45％増、小規模災害の場合 20％増）が判った。この二

つの成果を国際会議 PIERS (PhotonIcs and Electromagnetics 

Research Symposium） 2025 の IOWN 特別セッションにて発表し

た。 

 

機構と米国 NSF (National Science Foundation） による日米連携

プロジェクト Japan-US Network Opportunity 3 （JUNO3）の採択

課題の推進 

導入が可能な従来型光ファイバ

への新しい大容量化の手法を創

出し、世界各国の研究機関で進

められた開発成果を機構が集約

することで、単一組織では成しえ

ない高い目標を達成しただけで

なく、伝送容量ひっ迫という世界

共通の課題に対して国際的に強

力に連携したこと。 

 国際標準化団体である IEC

（ International Electrotechnical 

Commission）の SC86B（光接続

部品に関する標準化を行うコミッ

ティ）にて、マルチコアファイバの

反射減衰量測定方法に関する国

際標準化活動を行い、既存の文

書 IEC61300-3-6に付録として追

加されることがワーキンググルー

プ内で承認されるなど、技術の

普及させたことに加え、IOWN グ

ローバルフォーラムの Open APN 

Architecture Task Force におい

て、機構の知見を活用して Ultra 

Wideband Optical Transmission 

(UWOT) 技術項目の白書の発

行に寄与し、空間多重技術の普

及促進に大きく貢献したこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 光ネットワークリソースの動的再

構成及び利用効率化技術につ

いて、機構が研究計画を策定す

るなど主導して形成した産学と

の連携の委託研究により開発さ

れた光物理層モニタリング技術



自己評価書 No.2 
 

69 

 

 JUNO3において、令和６年度に設計した分散された PNEノードの

制御管理ネットワークの高可用性を自動的に維持する機能を開

発した。ネットワーク・クラウド連携復旧戦略策定の数理モデルを

定義し、数値評価では、連携による復旧時間短縮の効果とコスト

削減の効果が顕著であることを示した。日米連携研究の本成果

は 、 IEEE/Optica Journal of Optical Communications and 

Networking 及び通信分野の最先端テーマを扱う主要学術論文誌

IEEE Journal on Selected Areas in Communications（2024、 IF 

17.2）に共著で発表した。 

 物理層を意識した管理・障害検知技術について、光ネットワーク

のテレメトリ・制御高度化技術に関連して、異種事業者間連携動

作のトリガ機能として、管理通信網内の障害をリアルタイムで検

知する障害検知アルゴリズムを実装し、機能を実機検証した。 

 

 

を、委託研究の受託機関が商用

の光伝送システムに搭載し、令

和６年度までの国内大手通信事

業者による採用に続いて、令和

７年度に北米の通信事業者に納

入されるなど、社会実装が実現

したこと。 

 光ネットワークの障害予兆検知

及び機能復旧技術について、通

信事業者(キャリア)が公開しない

データとして、キャリアグレードの

光通信機器で構成された独自の

テストベッドから得られた膨大な

障害予兆に関するデータセットを

構築し、広く一般の研究活動に

資するべくインターネットで公開

し、光ネットワークの障害予測に

広く AI を活用する研究活動の強

化・活性化を促進できたこと、さ

らに、ドイツの研究機構と共に、

データ主権志向のデータスペー

スを用いたテストベッドデータ共

有システムを構築し国際的なデ

ータマーケット基盤の形成を実現

したこと。 

 マッシブチャネル光ネットワーク

の伝送技術に関して、機構の空

間多重光ファイバ通信の研究成

果を基に、機構が研究計画を策

定するなど主導して形成した

種々の委託研究の受託機関に

より、マルチコア光ファイバの実

用化に向けた社会実装の取り組

みが行われ、マルチコアファイバ

を含む海底ケーブルシステムの

社会実装が実現したこと。 
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（４）光・電波融

合アクセス基盤

技術 

（４）光・電波融合アクセス基

盤技術 

（４）光・電波融合アクセス基盤技術 

 

（４）光・電波融合アクセス基盤技

術 

マッシブ集積オールバンド ICT

ハードウェア技術において、量子

ドットモードロックレーザ 137GHz

超、薄膜 LN光変調器（フルパッケ

ージ）110GHz 超・255GBaud-OOK

生成、UTC-PD 260GHz、バランス

光検出器 150GHz等、複数デバイ

スで高速限界を押し上げた点は

顕著である。OFC/ECOC2025 で

の採択に加え、ほぼ製品形態で

の高速実証が最優秀論文（ポスト

デッドライン論文）特別セッション

に選定されたことは特筆に値す

る。さらに、世界最高屈折率フォト

レジストと２光子吸収を用いた 3D

リソグラフィでサブナノメートル級

立体構造を実現し、3 次元ヘテロ

集積を可能にする光導波路接続

技術を確立した。加えて、ペアワ

イズ伝送方式により分散起因の

周期的損失増大を回避し、シング

ルモードファイバ2本での実証、マ

ルチコアファイバ 2コアで 200Gbps

達成、ECOC2025 で招待講演へ

のアップグレード等、高い学術的

評価を得ている。RoFでも 300GHz

帯 3ch＋100GHz帯 1ch多重方式

を考案し、1ch70Gbps 超・1 レーン

220Gbps超を実現、トップスコア論

文選出は科学的意義の観点から

インパクトが大きい。量子ドット

VCSELの世界初の電流注入発振

は海外専門誌での紹介や国内照

会を招くなど注目度が高い。高周

 「マッシブ集積オールバンド 

ICT ハードウェア技術」とし

て、令和６年度に達成した

14,000 パーツ/㎝ 2 の高密

度集積光デバイスに、高効

率ミリ波生成機能や高速光

スイッチング機能等を追加

し、機能強化を図る。また、

光源技術の高速化、高出力

化を行うとともにヘテロジニ

アス集積を３次元に拡張す

るための光導波路接続技

術の研究開発を実施する。

より高周波の光電相互変換

技術の実現に向け、光・電

波帯域を広帯域化する 

240GHz 級高周波動作光デ

バイス作製技術を確立す

る。併せて、高感度光検出

に対応した面型２次元アレ

イ光検出器実現のため、基

本特性評価に関する基礎

技術を確立する。 

 高密度集積光デバイスに、高効率ミリ波生成機能や高速光スイッ

チング機能等を追加する技術として、シリコン光導波路によるマッ

ハツェンダ干渉器及びシリコンフォトニクス集積回路上に集積した

ゲルマニウム光検出器によるミリ波生成光回路により、26、28、

39 及び 47GHz のミリ波を生成し、これに 32QAM の OFDM 信号

を載せることにより、75～100Gbps のデータ伝送に成功した。本

成果は光通信・光デバイスの代表的な国際会議である OECC

（Opto-Electronics and Communications Conference） 2025に採

択された。また、全光スイッチングとして、SiC（炭化ケイ素）を用い

たマイクロリング共振器構造、及びマイクロリングとマッハツェン

ダ干渉器結合構造を作製し、12Gbps 信号の超高速全光スイッチ

ングと 25Gbps の高速変調動作をそれぞれ達成した。これらの成

果は光通信・光デバイスの代表的な国際会議 CLEO（Conference 

on Laser and Electro-Optics） 2025及び光デバイス分野の著名

な国際会議 CLEO-Eu 2025に採択された。 

 光源技術の高速化、高出力化技術として、光利得材料に半導体

量子ドットを用いたモードロックレーザーを作製し、137GHz 以上

の高速動作を達成した。本成果は化合物半導体に関する代表的

な国際会議である CSW（Compound Semiconductor Week） 2025

に採択された。また、半導体増幅器の電極構造等を改善し、利得

30dB 以上、飽和光パワー13dBm 以上の高出力化を達成した。さ

らに、量子ドットレーザーのアレイ化技術を確立し、８つのレーザ

ーをアレイ化した素子で 50mW 以上の高出力化を達成した。これ

らの成果は固体デバイス及び材料の主要国際会議である SSDM

（International Conference on Solid State Devices and Materials） 

2025 に採択された。加えて、企業と共同で研究開発した、量子ド

ットを用いた垂直共振器面発光型レーザー（VCSEL：Vertical 

Cavity Surface Emitting Laser）における世界初となる電流注入発

振の論文が Optics Express に採録され、この成果に関しての報

道発表を行った。報道発表前から米国の専門雑誌に内容が取り

上げられるとともに国内から技術に関しての直接の問い合わせ

が寄せられた。 

 ヘテロジニアス集積を３次元に拡張するための光導波路接続技

術として、企業などとの共同研究により、世界最高の屈折率
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(n=1.65)を持つフォトレジストを用い、２光子吸収プロセスを適用し

た３次元リソグラフィ技術を確立し、サブナノメートルスケールの３

次元立体構造を作製することに成功するとともに３次元的に光導

波路接続を可能とする要素技術を確立した。本成果は CLEO 

2025、レーザー加工に関する主要国際会議である LAMP

（International Congress on Laser Advanced Materials Processing） 

2025に採択された。 

 高周波動作光デバイス作製技術に関する光変調器の研究開発

として、独自技術である EO イコライザを集積した薄膜 LN（ニオブ

酸リチウム）変調器に対して、新たに曲げ返し構造を導入したタイ

プの変調器を試作した。試作した変調器の EO-3dB 帯域は測定

限界周波数の 110GHz 以上であり、1dB 帯域においても 100GHz

と世界最高レベルの極めて平坦な周波数特性を確認した。デー

タ伝送実証では 208GBaud-PAM4 や 255GBaud-OOK 信号に対

して FEC limit 以下の信号品質を有する光信号生成を実証した。

これにより、光通信分野のトップカンファレンスである OFC

（Optical Fiber Communications Conference） 2025の最優秀論文

であるポストデッドライン論文に採択された。フルパッケージ品で

ある今回の試作は完成度が高いため、その後 OECC 2025等３件

の招待講演を受けるとともに、共同研究先企業に販売について

の打診が複数件寄せられ、同社が共同出願の特許を用いて製品

化を開始した。また、関連した特許１件が成立に至った。 

 光・電波帯域を広帯域化する 240GHz 級高周波動作光デバイス

作製技術の研究開発として、UTC-PD の構造最適化に関する独

自のモデル化、シミュレーションを行い、最適構造の同定とデバイ

ス作製精度を改善することにより、機構独自の測定技術の限界

を超えた 260GHz高周波動作光デバイス作製技術を確立した。本

成果は電波、電気通信及び電子科学分野のトップカンファレンス

である URSI-APRASC（Union Radio-Scientifique Internationale 

Asia-Pasific Radio Science Meeting） 2025に採択された。また、

本技術を応用し、広帯域特性を持ちつつ高い光電変換効率をも

つ光検出器及びコヒーレント通信に重要なバランス光検出器の

高速化に関する研究開発を行い、16A/W の高効率光電変換効

率を持ちながら、DC から 200GHz までの応答速度を示す光検出

器と、150GHz まで動作し、かつ-30dB のコモンモード除去比を持

つバランス光検出器を開発した。これらの成果はそれぞれ、光通

信分野のトップカンファレンスである OFC 2025 及び ECOC

波数帯の利用促進に資するマル

チチャネル RoF、分散補償の実証

に加え、ITU-T G Suppl.55改訂第

3 版および APT/ASTAP/REPT-

61 の発行を主導し、普及基盤の

整備にも貢献した。さらに、50GHz

帯域・240Gbps/ChのVCSELを開

発し、単一コア・単一モード光ファ

イバで 200Gbps・2km 伝送を実証

したことは波及効果が大きく社会

的価値の観点からも卓越した成

果と考える。 

100GHz動作広帯域光変調器モジ

ュールを企業と共同開発し、

OFC2025 ポストデッドライン論文

採択を契機に販売要望が複数寄

せられ、共同特許の成立と製品

化着手に至った点は実装可能性

を明確に示す。量子ドットウエハ/

チップは技術移転先で取引拡大

が継続し令和7年度も販売実績を

有する。羽田空港での滑走路監

視の実証継続も含め、世界最先

端の科学的価値創造と社会展開

を同時に前進させた成果は、当初

想定を上回る卓越したものと評価

できる。 

 

以上のことから、年度計画を

着実に達成した上で、特に顕著

な成果の創出が認められた他、

将来的な特別な成果の創出が

期待される実績も得られたた

め、評定を「S」とした。 

 

【科学的意義】 
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（European Conference on Optical Communication） 2025に採択

された。バランス光検出器については ECOC 2025 での発表の

後、学会会場において海外の研究機関及び企業からデバイスの

提供もしくは販売の打診があった。さらに光検出器アレイの研究

開発では高感度を目指したアバランシェ光検出器の 16 アレイ構

造を作製し、25Gbaudの NRZ信号伝送で電気信号強度を従来の

２倍に増大させる高感度化を達成した。本成果は CLEO 2025 に

採択された。 

 以上のマッシブ集積オールバンド ICT ハードウェア技術に関す

る成果は Optics Express をはじめとした論文誌に３件採択され

た。 

 機構の量子ドット形成技術を基に製造販売された量子ドットウエ

ハ、チップが令和４年度から技術移転先企業で取引拡大の交渉

が進められており、令和７年度も量子ドットウエハの販売実績が

あった。さらに、機構の量子ドット技術について、光デバイスメーカ

からの資金提供の申し出による共同研究（資金受入型共同研

究）を４件実施した。 

 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 マッシブ集積オールバンド ICT 

ハードウェア技術に関するデバ

イスの高速化の研究では、光源

については量子ドットモードロッ

クレーザが 137GHz 以上の動作

速度を、変調器については薄膜

LN 光変調器がフルパッケージし

た形で 110GHz 以上の動作速度

と 255GBaud-OOK 光信号生成

を、光検波器については UTC-

PD で 260GHz 高周波動作光デ

バイス作製技術の確立）を、バラ

ンス光検出器で 150GHz の動作

速度を実現するなど、様々なデ

バイスで動作速度の向上を達成

し、光通信に関する二大旗艦国

際 会 議 で あ る OFC2025 、

ECOC2025などに採択されたこと

に加え、光変調器の成果では特

にほぼ製品に近いプロトタイプで

高速動作を実証したことで最優

秀論文(ポストデッドライン論文)

の特別セッションとして採択され

特に高く評価をされたこと。 

 ヘテロジニアス集積を３次元に

拡張するための光導波路接続技

術では企業らとの連携により、世

界最高の屈折率(n=1.65)を持つ

フォトレジストを用いて２光子吸

収プロセスを適用した３次元リソ

グラフィ技術を確立し、サブナノメ

ートルスケールの３次元立体構

造を作製することに成功し、

CLEO2025 に採択されるなど、高

く評価されたこと。 

 「伝送メディア調和型アクセ

ス基盤技術」として、サブテ

ラヘルツ帯（100-300GHz）

における光・電波信号送受

信及び相互変換技術を確

立する。令和６年度に実施

したY帯（170-260GHz）を含

むサブテラヘルツ帯、テラヘ

ルツ帯、光波の周波数変換

技術を発展させ、マルチチ

ャネル信号の一括送受信及

び相互変換技術を確立し、

有無線調和型アクセス網の

動的な再構成に必要な柔軟

性を実現する。また、近中

距離、ネットワークエッジ大

容量伝送のため、令和６年

度までの高精度光信号制

御・光電信号処理技術をマ

 有無線調和型アクセス網の動的な再構成に必要な柔軟性を実現

するため、300GHz 帯３チャンネルと 100GHz 帯１チャンネルの光

ファイバ無線（Radio-over-Fiber：RoF）信号を多重化して送信する

システムを構築し、各チャンネル 70Gbps以上のデータ伝送レート

を確保し、１レーンでの総伝送容量 220Gbps を達成し、マルチチ

ャンネル信号の一括送受信及び相互変換技術を確立した。本成

果は ECOC 2025 に採択され、トップスコア論文に選出された。ま

た、100GHz 帯の RoF 信号を多重化及び分離する技術と低い周

波数にダウンコンバージョンする技術を確立し、80GHz、28GHz、

15GHz 帯を用いた一括伝送を行うことにより、150Gbps の伝送速

度を達成した。本成果は OFC 2025に採択された。 

 高精度光信号制御・光電信号処理技術をマルチレーン伝送系に

応用する技術として、２本の伝送路を一体として使用することによ

り、光ファイバの分散により信号に歪が生じ、信号の高周波数領

域で周期的にロスが増大する現象を回避する機構独自のペアワ

イズ伝送方式を開発し、従来技術に比べて伝送距離の増加もしく

は伝送速度の高速化を実現した。この技術については通常のシ

ングルモードファイバの２本の伝送路、及びマルチコアファイバの

２つの伝送路において実証実験を行い、最大で 200Gbps の大容
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ルチレーン伝送系に応用す

る。特に、複数のレーンに

跨った高効率な光電融合型

信号歪補償技術を確立す

る。 併せて、高ロバスト化

伝送サブシステムに関し

て、令和６年度までの移動

体向けダイバーシチ受信技

術を高度化し、マルチユー

ザ環境を想定したスイッチ

ング技術の研究開発を実施

する。 

量伝送に成功した。これらの成果は OFC 2025、OECC 2025、

ECOC 2025で採択された。特に ECOC 2025で採択されたマルチ

コアファイバを用いた実証の成果は注目度が高く、招待講演にア

ップグレードされた。 

 米国大学との光検出器アレイを用いた光空間通信の高度化の共

同研究において、モード多重伝送された信号を光検出器アレイで

検出、信号処理することにより、空気の乱流の影響が抑制できる

ことを実証した。本成果は ECOC 2025に採択された。 

 屋内のマルチユーザ環境を想定したスイッチング技術として、指

向性の高いミリ波、テラヘルツ波及び光波による無線信号送受信

を位置の不確定な複数のユーザ間で機械的にスイッチングする

ことを目的とした信号追尾システムの研究開発を行い、LED 及び

カメラを用いた簡易な構成で 10m の距離にある、受信側アンテナ

を 10秒以内に補足するシステムを開発した。 

 以上の伝送メディア調和型アクセス基盤技術の成果により、

Journal of Lightwave Technologyに２件の論文が採択された。 

 

 伝送メディア調和型アクセス基盤

技術に関する光ファイバの分散

による信号劣化を補償する技術

として、２本の伝送路を一体とし

て使用することにより、信号の高

周波数化による周期的にロスが

増大する現象を抑制する現象を

回避するペアワイズ伝送方式を

機構独自技術として開発し、シン

グルモードファイバ２本を用いた

伝送系で実証実験に成功したこ

とや、さらに２本の伝送路をマル

チコアファイバの２つのコアとし

た伝送系では 200Gbpsの大容量

伝送に成功したことに加え、これ

らの成果が科学的意義の高い成

果として光通信に関する二大旗

艦国際会議である OFC2025、

ECOC2025 に採択されたほか、

さらに ECOC2025 の内容は特に

高い評価を受け、招待講演にア

ップグレードされたこと。 

 伝送メディア調和型アクセス基盤

技術に関して、高周波無線区間

を有する RoF 技術の開発のた

め、１レーンに300GHz帯３チャン

ネルと 100GHz 帯１チャンネルを

収納する伝送方式を考案し、高

周波信号のダウンコンバージョン

手法、および複数の周波数に対

応した RoF システムを構築して１

チャンネル当たり 70Gbps 以上、

１レーン当たり 220Gbps 以上の

伝送容量を達成し、マルチチャン

ネル信号の一括送受信及び相

互変換技術に関する一連の成果

が OFC2025、ECOC2025 に採択

 短距離向けリンク技術にお

いて、チャネルあたり毎秒

100 ギガビット超の直接変

調型又は外部変調型の高

速半導体レーザーを８チャ

ネルアレイ実装した送信器

を開発し、テラビット級の空

間多重伝送を実証する。産

学官連携による研究推進と

して、単一モード垂直共振

器型面発光レーザーの直

接変調による毎秒 200 ギガ

ビット超、2km以上の短距離

伝送を実証し、32 チャネル

以上の並列アレイ光源を開

発し、高速光トランシーバ技

術を確立する。 

 チャネルあたり毎秒 100ギガビット超の直接変調型の高速半導体

レーザーを８チャネル実装した高速光トランシーバを開発し、テラ

ビット超の光ファイバ伝送を実証した。 

 産学との連携により、短距離超高速光ファイバリンクのための超

高速並列レーザー光源技術に関する委託研究を実施した。 

 超高速レーザー光源の研究開発として、変調帯域 50 ギガヘル

ツ、チャネルあたり変調速度毎秒 240 ギガビットの垂直共振器面

発光型レーザー  (VCSEL ：Vertical Cavity Surface Emitting 

Laser）を開発した。この光源をベースに、機構の信号処理技術や

低損失結合技術等と連携して、単一コア・単一モード光ファイバを

用いて毎秒 200ギガビットの光信号の 2 km伝送の実証に成功し

た。この成果は、VCSEL を使った標準光ファイバ伝送における伝

送容量距離積の世界記録（毎秒400ギガビット・km）として、CLEO 

2025 に採択された。さらに、大規模・高均一並列レーザー光源の

研究開発として、チップ面積 2mm2以下に 32 チャネルを配置した

直接変調型の高密度面発光レーザーアレイ光源を開発し、低損

失並列結合を実証し、高速光トランシーバ技術を確立した。 

 光増幅器からの自然放射増幅光（ Amplified Spontaneous 

Emission：ASE）から狭帯域で切り出した８波長を光源として、毎

秒 216 ギガビットの８波長多重信号を生成し、1 km 伝送後に偏
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波無依存の自己ホモダイン検波を実証した。成果は OECC 2025

に採択された。 

 

さ れ た こ と に 加 え 、 特 に

ECOC2025 ではトップスコア論文

にも選出され、非常に高く評価さ

れたこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 企業と共同で研究開発した、量

子ドットを用いた垂直共振器面

発 光 型 レ ー ザ ー （ VCSEL ：

Vertical Cavity Surface Emitting 

Laser）では世界初となる電流注

入発振に関して、論文発表後に

報道発表を行うとともに、報道発

表前から発表論文を参照して米

国の専門雑誌に内容が取り上げ

られたことに加え、国内から当該

技術に関しての問い合わせが寄

せられるなど、高い注目を集め

たこと。 

 伝送メディア調和型アクセス基盤

を支える RoF 技術に関して実用

性を促進する上で社会的に高い

価値に資する、高い周波数帯の

利用を促進するための複数チャ

ンネルで大容量通信を可能にす

る技術や、近中距離エッジネット

ワーク構築のための光ファイバ

の分散を補償する技術を実証し

たこと。 

 国際標準化活動を通じた技術の

普及にも機構が主導で積極に取

り組み、ITU-T における光ファイ

バ無線技術に関連した標準化活

動において RoF システムの要素

技術や応用事例についてまとめ

 産学官連携による研究推進

として、完全自動運転のた

めの高性能かつ高信頼な

車載光ネットワーク基盤技

術の研究開発を実施する。 

 完全自動運転のための高性能かつ高信頼な車載光ネットワーク

基盤技術に関する研究開発として、産学官連携により、コヒーレ

ント光フレームスイッチ方式を用いた車載通信システムの拡張性

向上と省電力化に関する研究開発を行った。車載ネットワーク特

有の非対称通信を効率的に実行するため、下り（Master→GW）

の Down-Data Plane（DD-Plane）と上り（GW→Master）の Up-Data 

Plane（UD-Plane）を完全に分離したシステム設計を行い、大容量

通信の必要な UD-Plane 用の差動光位相変調（DPSK）器の試作

及び周辺回路の設計、試作を行った。 

 高周波技術の計測機への応用、レーダなどセンシングへの応用

に関して、高周波測定技術の実用化に向けた研究開発を立ち上

げるとともに、企業との連携により推進してきた RoF技術をセンシ

ング用途に展開した空港滑走路監視システムの社会実装の活動

を進め、羽田空港での実証実験を継続して評価した。 

 産学官連携による国際標準化活動として、ITU-T、APT における

光ファイバ無線技術に関連した標準化活動において継続議論が

進められ、ITU-T SG15 では RoF システムの要素技術や応用事

例についてまとめている補助文書 G Suppl. 55の改訂第３版の作

業が完了し、この文書が発行された。また、APT では ASTAP 技

術レポート発行に向けた作業文書の改訂を実施し、アクセスネッ

トワークのスモールセルにおける光・ミリ波のカスケード接続に関

する技術レポート（APT/ASTAP/REPT-61）を発行した。 
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ている補助文書 G Suppl. 55の改

訂第３版の作業が完了し、この

文書が発行されたこと、並びに、

アクセスネットワークのスモール

セルにおける光・ミリ波のカスケ

ード接続に関する技術レポート

（ APT/ASTAP/REPT-61 ） が発

行されたこと。 

 超高速レーザー光源の研究開

発として、変調帯域 50 ギガヘル

ツ、チャネルあたり変調速度毎

秒 240 ギガビットの垂直共振器

面発光型レーザー  (VCSEL）を

開発し、この光源をベースに、機

構の信号処理技術や低損失結

合技術等と連携して、単一コア・

単一モード光ファイバを用いて毎

秒 200 ギガビットの光信号の 2 

km伝送の実証に成功したこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 機構独自の電極・光電変換融合

周波数等化回路により、システ

ムに直接実装可能な 100GHｚ動

作広帯域光変調器を企業と共同

開発し、OFC2025 でポストデッド

ライン論文に採択されたモジュー

ルに関して、共同研究先企業に

複数の販売に関する要望が寄せ

られ、同社が共同出願の特許を

用いて製品化を開始し、関連し

た特許１件が成立に至ったこと

に加え、特許を共同出願した共

同研究先の企業に複数者からの

販売についての打診が寄せられ
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たこと。 

 機構の量子ドット形成技術を基

に製造販売された量子ドットウエ

ハ、チップが令和４年度から技術

移転先企業で取引拡大の交渉

が進められており、令和７年度も

量子ドットウエハの販売実績が

あったこと。 

 企業との連携により推進し、機構

が得意とする RoF 技術により実

用性を実証したセンシング技術

を採用・展開した空港滑走路監

視システムの社会実装の活動を

進め、羽田空港での実証実験を

継続して評価していること。 

 

（５）宇宙通信基

盤技術 

（５）宇宙通信基盤技術 （５）宇宙通信基盤技術 

 

（５）宇宙通信基盤技術 

衛星フレキシブルネットワーク基

盤技術について、複数 NTN 事業

者が共存する環境でオーケストレ

ータが経路候補を提示し、各事業

者が自ポリシーで選択する方式を

提案・検証し、多様なシナリオで柔

軟性と有効性を示した成果が IEEE 

Transactions on Communications

に採録、さらに 5QI-NQI やトラヒッ

ク／スライスのマッピング枠組み

定式化がGlobecom 2025に採択さ

れるなど、三次元ネットワークの運

用・制御の学術的基盤を国際的に

強化した。大容量光衛星通信で

は、大気ゆらぎを十分に模擬でき

る地上高密度大気環境下で 7.4km

水平伝搬において 2Tbps 空間光

通信を実証し、移動体搭載可能な

超小型高速光端末によるマルチテ

ラビット級通信が地上－HAPS／

衛星通信を含む非地上系

ネットワーク（NTN）や通信シ

ステムの利用が拡大する中、

地上から宇宙までをシームレ

スにつなぐ高度な情報通信ネ

ットワークの実現に向けて、

効率的なデータ流通を実現す

る衛星フレキシブルネットワ

ーク基盤技術及び小型化・大

容量化・高秘匿化を可能とす

る大容量光衛星通信・フレキ

シブル通信・高秘匿通信基盤

技術に関する研究開発を行

う。 

 

（ア）衛星フレキ

シブルネットワ

ーク基盤技術 

（ア）衛星フレキシブルネット

ワーク基盤技術 

（ア）衛星フレキシブルネットワーク基盤技術 

 特性の異なるNTNと地上系

ネットワークによって構成さ

れる三次元ネットワークに

三次元ネットワーク統合制御のアルゴリズム開発 

 NTN※事業者と TN※事業者によってシステムが構成される三次

元ネットワークにおけるキー技術として、衛星地上連接システム
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おいて、開発した三次元ネ

ットワークシミュレータとエミ

ュレータを連携して用いるこ

とで、具体的なアプリケーシ

ョンや複数事業者の様々な

連携パターン等を考慮した

際の統合制御アルゴリズム

の有効性検証と総合評価を

行う。併せて、三次元ネット

ワークの社会実装に向け

て、想定されるユーザのニ

ーズを把握し、今後の研究

開発に反映する。 

における (i) 5QI （ 5G QoS Identifier ） と NQI(Non-Terrestrial 

Network QoS Identifier）のマッピング、(ii) NTN トラヒックとスライス

のマッピング、(iii) NTN スライスの帯域制御・経路制御を含む最

適化フレームワークの数理的な定式化を行い、本フレームワーク

を体系的に扱うことを可能とした。また、5QI-NQI マッピングに着

目してシミュレーションにより、5QI と NQI の許容遅延の差が小さ

く、適度な数の NQI を利用するマッピングの満足度が高いがその

分計算時間が長くなること、そして満足度と計算時間にはトレード

オフがあることを定量的に明らかにした。これらの結果をまとめた

論文が IEEE の通信に関する旗艦国際会議 Globecom（Global 

Communications Conference） 2025 に採択され（採択率 40％以

下）、発表した。また、複数の NTN事業者が存在するネットワーク

のオーケストレーション方式として、オーケストレータが経路の候

補を提示し、各事業者が自身のポリシーに基づいて経路を選択

する方式を提案し、衛星構成・事業者数・個々の事業者のポリシ

ーを変えた場合など多様なシナリオでシミュレーションを実施し、

各事業者のポリシーも考慮したネットワークを構築できることを示

し 、 こ れ ら の 結 果 が 論 文 誌 （ IEEE  Transactions on 

Communications（2025、IF=8.3））に掲載された。さらに、ハイスル

ープット衛星における周波数リソース配分に関する成果を取りま

とめて投稿した査読付きジャーナル論文が IEICE Transactions 

on Communicationsに掲載された。 

※NTN：非地上系ネットワーク（NTN：Non-Terrestrial Network） 

※TN：地上系ネットワーク（TN：Terrestrial Network） 

 これまでに開発したネットワークシミュレータやエミュレータ、5G端

末や基地局のハードウェア試験装置を組み合わせたシステムで

実験系を構築し、具体的なアプリケーションを考慮した際の統合

制御アルゴリズムの有効性検証と総合評価を行った。 

 NTN 模擬環境（NTN エミュレータ／シミュレータ）と INCA

（Integrated Network Control Architecture）模擬環境とのインタフ

ェースを拡張し、NTN ノード模擬によるマルチホップエミュレーショ

ンシナリオへの対応を可能とし、INCA 模擬システムで想定可能

な NTN 環境の自由度を向上させた。また、5G テストベッドへのシ

ステム移行のサポート、NTN 回線模擬実現方法の妥当性を確認

するためのエミュレータ性能評価を行った。これにより、様々な

NTNシナリオにおける INCAの有効性を明らかにした。 

 オーケストレータを用いた通信事業展開を検討している通信事業

衛星間へ適用可能であることを世

界に先駆けて示した。加えて、

2026 年打上げ予定の CubeSat 向

け 10Gbps超小型高速光端末の製

造・検証・引渡し完了、HAPS 搭載

向けジンバル機能の EM 開発完

了、送受一体化により 40%小型化

した増幅器の宇宙耐性確認と論

文採録（Frontiers in Physics 2025）

など、軌道上実証に直結するハー

ドウェア成熟度を着実に高めた。

社会的価値の面では、薄型で排

熱構造を備えた平面アンテナの実

用化の目途を示し、40cm 級で重

量を従来比 50%以下に軽量化して

適用範囲を拡大、排熱新複合材

の PCT出願や NDA締結企業 5社

へ拡がる関心が、社会展開の加

速を裏付ける。さらに、伝送速度

可変や革新的ビーム幅可変（従来

比 10dB 以上改善）を端末へ実装

し、変動環境下でも安定リンクを志

向した点は実利用要件への適合

を前進させた。社会実装では、

HAPS回線をバックホールとして用

いた sXGP マルチアクセス実証に

成功し、令和 8 年以降のサービス

展開へ知見が波及する見込みを

具体化したほか、ETS-9 の国際周

波数調整を近接 GSO 64 件・

NGSO 103 件との調整という高難

度下で完遂し、日本の軌道・周波

数権益確保と円滑運用の基盤を

整備した。研究から標準的運用、

実証、権益確保まで一体で推進

し、NTN 実現に向け多面的に卓越

した成果が創出されたと認められ
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者、衛星事業者及び衛星メーカと共に、本事業の中核となりうる

特許の出願に向けた最終手続きを行った。また、それらの複数の

事業者・衛星メーカと共に、事業者ごとの衛星運用・制御に関す

るポリシーの差分を吸収した上で複数事業者間の連携を実現す

るためのシーケンス及びメッセージについて拡充した。 

 

HAPS向け地上局用アンテナシステム 

 成層圏を飛ぶ無人機を通信プラットフォームとして使う高高度プラ

ットフォーム（HAPS：High Altitude Platform Station）の通信技術を

確立するため、外部資金を受託し、企業と当該中項目と中項目

（２）次世代ワイヤレス技術と共同のコンソーシアムで研究開発を

進めてきた。 

 これまで当該中項目と中項目（２）次世代ワイヤレス技術と共同

で開発を進めてきた HAPS 向け高利得・低サイドローブの地上局

用アンテナシステムについて、セスナ機による HAPS 搭載機局と

の通信実験によって地上局の特性評価と追尾性能評価を実施し

た。さらに、当該中項目がレンズアンテナの仕様策定や制御アル

ゴリズムの立案、実証実験での特性評価を主担当し、アンテナシ

ステムとして開発したレンズアンテナのレンズ材料について誘電

材料を見直し更なる軽量薄型化を行った。加えて当該中項目と中

項目（２）次世代ワイヤレス技術が共同で出願し、現在特許申請

中である機構の知財を利用した HAPS 向け地上局用アンテナシ

ステムの製品化に向けた技術移転について、当該中項目が主体

で移転候補先企業と協議を進めている。 

 HAPSの研究開発のコンソーシアム全体の成果として HAPSを模

擬した航空機と複数地上局との間で、上空での 38GHz 帯電波を

用いた複数リンクを確立し、地上の携帯電話網のコアネットワー

クと gNB間のバックホール回線として利用する世界で初めての実

証実験に成功した令和６年度の実証実験の成果を踏まえ、本研

究開発の成果展開として、HAPS通信事業への展開を検討してい

る企業とともに、HAPS 搭載機局を搭載したセスナ機との通信実

験を実施し、HAPS 回線をバックホールとして利用し、HAPS 回線

を利用した自営 PHS の後継規格である sXGP（shared Xtended 

Global Platform）システムの実証実験を実施し、マルチアクセスの

実証に成功し、実用化への取組みを進展させた。これらの実証実

験の成果として、コンソーシアムへ参画する通信事業者による令

和８年以降の HAPS サービスに、機構が開発した地上局を用い

る。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な成

果の創出が認められた他、将来的

な特別な成果の創出が期待される

実績も得られたため、評定を「S」と

した。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 衛星フレキシブルネットワーク基

盤技術について、複数の NTN事

業者が存在するネットワークにお

いて、オーケストレータが経路の

候補を提示し、各事業者が自身

のポリシーに基づき経路選択す

るオーケストレーション方式を提

案し、その有効性を多様なシナリ

オでシミュレーションにより検証、

高い柔軟性を備える三次元ネッ

トワークのオーケストレーション

技術の成果が通信に関する著名

旗艦論文誌 IEEE TCOM 誌 

(IEEE Transactions on 

Communications 誌)に採録され

たこと、および、5QI-NQI マッピン

グや NTN トラヒックとスライスの

マッピングの枠組みを定式化し

た成果が IEEE の通信に関する

旗艦国際会議 Globecom 2025 

(採択率 40%以下)に採択されたこ

と。 

 大容量光衛星通信・フレキシブ

ル通信・高秘匿通信基盤技術と

して、地上と HAPSや衛星との間
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た実験の成功を経て本研究開発で得られた知見が大きく寄与す

る見込みである。 

 

衛星と地上 5G ネットワークの統合に向けた日欧共同実験 

 令和６年度まで実施していた日欧共同実験において、静止衛星

回線、非静止衛星回線、地上回線の経路切替や QoS 制御の実

証実験に成功した報道発表を 10月に発出し、成果を広く周知し、

新聞掲載４件等の反響を得た。 

 

の大気ゆらぎを十分模擬でき

る、大気密度の高い地上の大気

伝搬環境下での 7.4 km の水平

距離で、伝送速度 2 Tbpsの空間

光通信の実証に成功したことに

より、世界初となる移動体搭載

可能な超小型高速光端末による

マルチテラビット級空間光通信

が、地上と HAPS や衛星間の通

信に適用可能であることを示した

こと。 

 世界初の LEO衛星とHAPS間の

光通信を目指し、開発された世

界最先端の超小型高速光端末

技術を利用した CubeSatを 2026

年に打上げ軌道上で実証するた

め CubeSat 搭載用の 10Gbps 超

小型高速光端末を製造検証し引

き渡しを完了したこと、また、

HAPS 搭載用の超小型高速光端

末向けにジンバル機能を開発し

エンジニアリングモデルの開発を

完了したこと、搭載増幅器につい

て、CubeSat の厳しいサイズ制

約に対応するために送信・受信

一体化により従来より 40％小型

化し、かつ宇宙環境耐性を確認

し た 成 果 が 外 国 論 文 誌

（ Frontiers in Physics  2025 、

IF=2.1）に採録されたこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 衛星フレキシブルネットワーク基

盤を構成する平面アンテナ技術

について、排熱構造を有しつつ

 衛星搭載用 10Gbps 光通信

機器・ビーコン送信機につ

いて、技術試験衛星９号機

（ETS-9）の打上げに向け衛

星本体への搭載後のシステ

ム性能評価を行い、装置の

健全性を確認する。また、

異分野連携を含むユースケ

ース実証も視野に、引き続

き民間フォーラムを活用し

ユーザのニーズを把握し、

本技術の社会実装に向け

て今後の研究開発に反映

するとともに異分野の連携

を促進する。 

ETS-9搭載 10Gbps光通信機器・共通部ＲＦ通信機器 

 技術試験衛星９号機（ETS-9）に搭載する静止衛星－地上間で、

大気ゆらぎ等の課題を克服し、世界トップレベルの 10Gbps を実

現する高速光通信機器や、通信環境やニーズに合わせエリア変

更や割り当て帯域を変更及び Ka 帯/光リンクの選択が可能なフ

レキシブル通信を実現する次世代のハイスループット衛星用通

信システムの研究開発を進め、令和７年度は、衛星搭載用

10Gbps 光通信機器・ビーコン送信機について、ETS-9 衛星シス

テムの開発スケジュールに従い、ETS-9 衛星本体への搭載完了

後の打上げ環境及び宇宙環境下での性能試験を完了した。以上

により、宇宙基本計画工程表に示されている令和８年度以降に

打上を目指している ETS-9を使った宇宙実証による衛星-地上間

光通信の基盤技術確立に向けて、開発段階を前進させた。 

 ETS-9 用の地球局設備に関し、試験、整備等を行い、ETS-9 の

通信ミッションの健全性を確認した。具体的には、光通信機器・共

通部 RF 通信機器用のミッション衛星オペレーションセンター（光・

共通部ミッション SOC）に関しては、定常運用衛星バス側 SOC と

の地上試験を行い、衛星本体との試験環境が整った。 

 

ETS-9の実運用に向けた国際周波数調整 

 ETS-9 が静止軌道上で有害な干渉を受けず、かつ、与えずに円

滑な運用を行うため、ITU 無線通信規則に基づき国際周波数調

整を完了し、国際周波数登録原簿に登録されることを目標とし

て、国際周波数調整を進め以下の成果を得た。 

 近接衛星通信網との調整の一環として、東経 143°の軌道位置

に対して軌道離角が±8°以内であり、国際周波数調整が義務

付けられている静止衛星通信網は 64 ある。令和６年度には残り

７衛星通信網となり、令和７年度までに３件について運用条件合
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意、先方取下げ予定、調整連絡済・応答待ちの進捗を得た。残る

４衛星通信網について調整を継続している。 

 近接衛星通信網以外に他国主管庁からの調整要請に基づき調

整が義務付けられている静止衛星通信網は令和４年度開始時 

156 件であり、令和６年度まで残り１件となり、これに対して調整

提案を送付し応答待ちとなった。また、非静止衛星システムとの

調整では、周波数調整が必要な非静止衛星システムが全体で

103 件あったが、令和６年度までに残り９件となり、令和７年には

全ての衛星通信網に対し調整完了、先方取下げ等による完了と

見なされる状態、調整連絡済・応答待ちの調整進捗を得た。 

 ITU への国際周波数登録申請（通告）にあたっては、全ての要調

整通信網との調整完了が理想とされるが、無応答など個別事情

も考慮されるため、総務省と協議の上、登録申請要件を満たして

いると判断し、登録申請（通告）を完了した。 

 

宇宙分野及び異分野の連携促進 

 令和２年度に立ち上げたスペース ICT 推進フォーラム（SPIF：

Space ICT Promotion Initiative forum）の運営を通じて、宇宙分野

及び異分野との連携促進に引き続き貢献するため以下の活動を

実施した。 

 5G/Beyond 5G 連携技術分科会及び光通信技術分科会を運営

し、計４回の分科会・WG を開催し、ライドシェア・光地上局テスト

ベッドの実証環境と、光衛星通信技術ロードマップを踏まえたプロ

ジェクト化の促進について、国内の宇宙 ICT関係機関間で議論を

喚起した。 

 分科会を補完する検討会・研究会・交流会を計 28 回開催し、各

種検討を行い、交流を深めた。 

 令和６年度から有料とした年会費は会員への綿密な説明と効果

的な制度設計により予想を超える収入があり、それにより効果的

な活動が可能になり、対面を含む行事・会議を約 33回（昨年度は

19回）開催し、これまでよりさらに連携を促進した。 

 公開のスペース ICT 推進シンポジウムは対面で「宇宙が守る、宇

宙 ICT の防災への活用の現在と未来」をテーマで約 200 名の参

加を得て開催した。 

 第 69回宇宙科学技術連合講演会では、本フォーラムの議論を活

かし広げるためオーガナイズドセッションを企画し 21 件の講演を

行い、また同講演会の展示会にフォーラム会員の共同出展を行

移動体への搭載性に優れた薄

型かつアンテナ性能を確保でき

るアンテナの実用化の目途をつ

けたこと、さらに、開口40cm四方

サイズで従来のアルミ製の重量

（4kg）と比較して 50％以下に軽

量化したことにより平面アンテナ

の適用範囲をさらに拡大すること

ができたことにより、平面アンテ

ナの汎用性の向上と社会展開を

加速したこと、関連して、アンテ

ナの排熱に関する新複合材料に

関する特許について、企業との

PCT出願を完了したこと。機構の

平面アンテナ技術について、

NDA を締結する企業が５社にな

り、注目が広がったこと。 

 大容量光衛星通信・フレキシブ

ル通信・高秘匿通信基盤技術と

して、移動体の動揺や通信距離

の変動、大気ゆらぎ等の影響に

より通信環境が変動する環境下

で安定した空間光通信を可能と

するため、リンク状態に応じた伝

送速度可変機能、CubeSat の光

通信として過去最小のビーム角

で従来ミッションに比べ 10 dB 以

上の改善を実現する革新的なビ

ーム幅可変機能などを開発し、

HAPS 搭載用、CubeSat 搭載用

の超小型高速光端末に反映した

こと。 

 大容量光衛星通信・フレキシブ

ル通信・高秘匿通信基盤技術と

して、世界初の LEO 衛星と

HAPS 間の光通信を目指し、

2026年に打ち上げ予定のキュー



自己評価書 No.2 
 

81 

 

い、WTP（ワイヤレステクノロジーパーク） 2025 にもフォーラムパ

ビリオンを形成し、積極的に情報発信を実施した。 

 以上により各種テーマでの講演・議論を行い、国内コミュニティの

連携と拡大を行い、社会実装に向け異分野連携を促進した。ま

た、本フォーラムは令和３年度から引き続き宇宙基本計画工程表

に記載され宇宙開発の重要政策に位置付けられている。 

 IEEE が主催し、宇宙光通信のみに特化した唯一の国際会議であ

る IEEE ICSOS （ International Conference on Space Optical 

Systems and Applications） 2025を共催し、光宇宙通信分野の発

展を牽引した。 

 

ブサットを用い、連携する企業と

今後の実証に関して共同で報道

発表を行い、その反響としてWeb

掲載 19件等の反響を得られ、技

術の社会的価値が広く認められ

たこと。また、今後のこれら企業

の光通信の実利用に近づくこと

に機構が貢献していることを示し

たこと。 

 衛星フレキシブルネットワーク基

盤 を構 成す る ETS-9 搭載

10Gbps 光通信機器・共通部 RF

通信機器に関して、令和６年度

までに開発した、補償光学を導

入し静止衛星地上間で世界トッ

プレベルの10Gbpsを実現する高

速光通信機器や、ニーズに合わ

せエリア変更や割り当て帯域を

変更できるフレキシブル衛星通

信を実現する RF 通信機器を対

象に、衛星バスに搭載完了後の

宇宙環境下での性能試験までを

完了し、後に実施する ETS-9 を

使った衛星-地上間光通信の基

盤技術確立やフレキシブル通信

の実現に向けてさらなる前進と

なったこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、顕著な成果があっ

たと認められる。 

 HAPS 通信事業への展開を検討

する産業界とのコンソーシアムを

構成し、地上の携帯電話網のコ

アネットワークと gNB 間のバック

ホール回線として HAPS 基地局

を搭載したセスナ機を介 し

 マルチプラットフォームへ適

用可能な NTN 通信端末用

小型平面アンテナの社会実

装に向け海洋・航空などの

分野へ利用を拡張するた

め、民間企業と連携し排熱

構造の最適化によりアンテ

ナの軽量化を実現する。ま

た、三次元ネットワーク開発

に必要となる電波伝搬特性

において、都市域の遮蔽を

人工物による遮蔽と植生に

よる遮蔽に細分化し、都市

域における移動体伝搬のモ

デル化を実現する。 

小型平面アンテナ素子 

 Beyond 5G に向けて無線通信機器メーカが開発を進めている平

面アンテナと、機構が開発したアンテナの排熱システムを用い

て、空飛ぶクルマへ搭載するために排熱構造とレドーム（アンテ

ナのカバー）、取付インタフェースを試作した。熱輸送能力の高い

グラファイトシートと炭素繊維強化プラスチック（CFRP：Carbon 

Fiber Reinforced Plastics）の新複合材料を用いて 5cm以下の厚

さでファンレスの構造として平面アンテナの利得やビーム走査性

能の測定を行い、特性に影響がないこと（利得変動±3dB 以内）

を確認し、排熱構造を有しつつ移動体への搭載性に優れた薄型

であり、かつアンテナ性能を確保できる平面アンテナの実用化に

目途をつけた。平面アンテナのドローンへの搭載を実現するため

に、開口 40cm四方のアンテナにおいて従来のアルミ製の排熱構

造の重量（4kg）と比較して 50％以下に軽量化した。これにより平

面アンテナの適用範囲をさらに拡大した。さらに、無線通信機器メ

ーカ、繊維メーカの２社が出展する展示会に展示物（機構で試作

した排熱構造）の提供を行い、かつ、それら企業の報道発表にお

いて、機構とともに、ドローンや自動車に搭載する用途の LEO 衛

星通信端末を開発し早期実用化を目指すことが公表された。加

えて、２企業より問合せがあり、NDAの締結作業及び意見交換の

実施につながり、NDA 締結企業が累計５社となった。以上によ

り、平面アンテナの汎用性の向上と社会展開を加速した。 

 新複合材料に関する特許について、共同出願している企業と協

議を行い、PCT出願※を完了した。 

 ESIM（Earth Stations in Motion）に割り当てられた周波数帯の拡

大に対し、L帯と Ka帯のデュアルバンド化と合わせて、Ka帯のア



自己評価書 No.2 
 

82 

 

ンテナ構成の見直しを続け、Ka帯の対応周波数帯の下限値拡大

及び広角なビームフォーミングを可能とする汎用ＩＣの選定を行

い、Ka帯のビームフォーミング ICの実装を含めた製作を実施し、

小型化を実現した。具体的には、平面アンテナの対応周波数の

倍増に対し、設置スペースの増大を 50％とし、1.3 倍の空間効率

化を達成した。 

 企業と連携し、複数機の衛星がお互いの相対位置・姿勢を制御

しながら飛行する低軌道衛星編隊飛行における地上端末との直

接通信を実現するためのナローアンテナビーム形成技術構築の

ため、アンテナ素子再構成技術の研究開発を継続し、自己ヘテロ

ダイン方式を用いた衛星間同期技術の効果を確認した。これによ

り局部発信器が不要となり編隊飛行実現に必要不可欠な通信モ

ジュールの小型化及び簡素化が可能であることを示した。 

※PCT出願：特許協力条約（PCT：Patent Cooperation Treaty）に基

づく国際特許出願 

 

電波伝搬特性の測定・モデル化 

 都市の位置（緯度・経度）や都市構造に加え、人工物の密度、植

生の多さで大きく変わる伝搬環境の違いを明らかにするため、九

州で伝搬測定を実施し、遮蔽分析（シミュレーション）を行い関東

地域の伝搬環境との比較を行うことで、都市の位置による伝搬環

境の違い（４７都道府県庁所在地の建物による遮蔽される道路の

割合、平均 6.4％、最大は 21.7％、最小は 2.2％）を明確にすると

同時に、伝搬データのアップデートを行った。また、幕張地区にお

いて都市部の伝搬環境の視覚化のため、伝搬測定時に取得した

映像と位置情報から 3D化用データを作成した。 

 都市部での遮蔽物情報を含む衛星移動体伝搬側定と解析を行

い、都市部電波伝搬環境を遮蔽の主な要因である人工物（建

物、電柱等）と遮蔽の部分的な要因である植生に分け、移動体の

衛星通信の際、伝搬路に入ってくる遮蔽物を特定し、通信断が発

生する要因を建物、建物と樹木、樹木に分け、モデル化したもの

を衛星通信研究会にて発表した。 

 移動体衛星通信において遮蔽物が移動体に与える影響の模擬

を可能とする無段階減衰装置の特許が登録された。 

 衛星通信において Ka 帯までの周波数がひっ迫している状況で、

昨年度に確立した高周波数帯の V、W 帯での伝搬測定法を考慮

した伝搬測定環境を用いて、電波暗室内で葉による減衰特性測

38GHz 帯電波を用いた複数リン

クを確立した令和６年度の世界

発実証実験成功の成果を踏ま

え、HAPS 通信事業への展開を

検討している企業とともに、

HAPS 搭載機局を搭載したセス

ナ機との通信実験を実施し、

HAPS 回線をバックホールとして

利用し、HAPS 回線を利用した自

営 PHS の後継規格である sXGP

（ shared Xtended Global 

Platform）システムの実証実験を

実施し、マルチアクセスの実証に

成功し、実用化への取組みを進

展させたこと。これらの実証実験

の成果として、コンソーシアムへ

参画する通信事業者による令和

８年以降のHAPSサービスに、機

構が開発した地上局を用いた実

験の成功を経て本研究開発で得

られた知見が大きく寄与する見

込みであること。 

 衛星フレキシブルネットワーク基

盤を構成する技術試験衛星

ETS-9が静止軌道上で有害な干

渉を受けず、かつ、与えずに円

滑な運用を行うために必要な国

際周波数調整について、調整難

度の高い近接の静止衛星通信

網(64 件)との調整や非静止衛星

システム（103 件）との調整を、コ

ロナ禍や国際情勢の変化により

従来の調整方法が困難であった

なか進め、ＩTU に対して国際周

波数登録原簿への申請要件を

満たすと判断し、登録申請（通

告）を完了し、ETS-9 の日本での
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定を実施し、V、W帯での伝搬データを蓄積した。 

 APT（Asia-Pacific Telecommunity）の標準化機関のひとつである

ASTAP(Asia-Pacific Telecommunity Standardization Program)に

て機構が取り組んできた NTN の災害対応に関するユースケース

として、衛星通信技術及び平成28年の熊本地震の事例等を寄与

文書として入力し、衛星の災害利用に関する標準化に貢献した。 

 民間衛星システムを利用し、防災訓練等への参加を通して衛星

の災害対策としての利用を図った。愛媛県と災害時の臨時通信

回線支援について認識共有しており、９月に防災訓練において仮

想避難所へ電話、Wi-Fi 等通信支援を行う想定で防災訓練を実

施し、通信支援を行った。愛媛県とは引き続き災害時の衛星通信

のあり方について議論して行くことにした。 

運用を実現できるだけでなく、日

本として衛星軌道やKa帯の周波

数確保を行う、日本の権益確保

としても必要な処置をしたこと。  

 小型平面アンテナ技術に関し

て、企業がドローンや自動車など

への活用に向けた早期実用化を

目指して、アンテナ設計技術を

保有する機構とともに LEO 衛星

通信端末の開発を実施すること

を報道発表したこと。 

 航空機等に搭載する小型平面ア

ンテナに関して PCT 出願。企業

との LEO 衛星端末の早期実用

化を目指した開発を実施する報

道発表を実施。 

（イ）大容量光衛

星通信・フレキ

シブル通信・高

秘匿通信基盤

技術 

（イ）大容量光衛星通信・フレ

キシブル通信・高秘匿通信基

盤技術 

（イ）大容量光衛星通信・フレキシブル通信・高秘匿通信基盤技術 

 民間企業と連携し、令和６

年度までに開発した衛星搭

載用超小型高速光端末を

地上にて回線品質性能を確

認し、CubeSat に搭載し打

上げを行うなど、大容量な

光通信技術の実用化を目

指し基盤技術を確立する。

さらに、低軌道（LEO）衛星

と地上間に加え民間のニー

ズを反映し、LEO 衛星と高

高 度 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

（HAPS）間の光通信を目指

し、HAPS搭載に対応するた

めの光端末の性能・機能を

拡張する。 

超小型高速光通信機器 

 高速通信でき小型化によりドローン、HAPS、衛星とマルチプラット

フォームに搭載対応な２つの汎用型超小型高速光端末（送受信

端末（FX）及び送信端末（ST））の開発について、光リンクの粗追

尾にジンバルを必要とするHAPSのエンジニアリングモデル（EM）

向けに、企業との連携により、成層圏環境と同様の低温低圧環

境で動作するジンバル機能を開発・搭載し、性能評価を完了し、

システム全体としての目標追尾精度±0.02°を満足する性能を

得た。これにより、HAPS において光リンクの捕捉追尾が可能で

あることを示した。また、移動体の動揺や通信距離の変動、大気

ゆらぎ等の影響により通信環境が変動する環境下で安定した空

間光通信を可能とするため、通信環境に応じた柔軟な伝送速度

可変機能や、CubeSat の光通信として過去最小のビーム角で従

来ミッションに比べ 10dB 以上の改善を実現するビーム幅可変機

能を新規に開発し、FX 及び ST、HAPS 搭載用、CubeSat 搭載用

の超小型高速光端末に反映した。大気伝搬環境下での受信光の

レベル変動に対する通信回線品質維持の性能を確認するため、

昨年度に引き続き地上で空間伝送実験を行い、地上の大気伝搬

環境下で 7.4 kmの水平距離で大気ゆらぎによる受信光レベルの

変化量及び回線品質等を評価し、超小型高速光端末の基本機

能を検証した。さらに、7.4 kmの水平距離で伝送速度 2Tbpsの空

間光通信の実証に成功し、世界初となる移動体搭載可能な超小
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型高速光端末によるマルチテラビット級空間光通信を実現した。

報道発表を行い、成果を広く周知した。 

 世界初の LEO 衛星と HAPS 間の光通信を目指し、開発した世界

最先端 10Gbpsの超小型高速光端末技術を利用した超小型衛星

CubeSat を打ち上げるため、CubeSat 搭載用の超小型高速光端

末の製造、検証、及び引き渡しを完了した。また、その開発成果

である搭載増幅器について、CubeSat の厳しいサイズ制約に対

応するために送信・受信一体化により、従来より 40％小型化し、

かつ宇宙環境耐性を確認した成果が外国論文誌（Frontiers in 

Physics 2025、IF=2.1）に採録され、さらに宇宙分野における世界

最大の国際会議  IAC（ International Astronautical Congress） 

2025 に採択され発表を行った。 

 LEO衛星と地上間、LEO衛星と HAPS間の光通信の実証に向け

て、連携する企業と共同で報道発表を行い、Web 掲載 19 件等の

反響を得た。 

 さらに、IAC 2025に機構が特別セッションを提案し採録され、地上

の光ファイバ通信と衛星光通信の連携コミュニティの形成へ貢献

した。 

 

日本版衛星コンステレーションの構築 

 企業連携による、衛星光通信を活用した日本版衛星コンステレー

ションの構築に向けて、大容量化・低遅延化が求められる地球観

測衛星からのデータ中継を想定し、観測衛星の撮像データを、複

数の衛星コンステレーション運用事業者を経由して地上のデータ

センターまでダウンロードするユースケースを対象に、令和６年度

に引き続き、システム開発を継続した。 

 次世代ターミナル技術として、LEO 衛星コンステレーションにおい

て、波長多重数の分だけ倍に通信大容量化を行える小型衛星搭

載光波長多重（WDM：Wavelength Division Multiplexing）対応光増

幅装置に関し、昨年度に実施したプロトタイプの評価結果を活か

してエンジニアリングモデル（EM）の設計を行い完了した。また、

送信用高出力光増幅器（HPA）の排熱に関する技術的課題を明

らかにし、機構が新規開発した排熱材料を含む複数の材料の活

用を前提とした排熱対策を講じる方針を策定したことにより、今後

の熱設計を進めるための技術的な指針を得た。 

 ネットワーク統合制御技術について、令和６年度に完了した複数

の個別の衛星コンステレーション事業者のネットワーク制御シス
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テム間を調整するオーケストレータの基本実装に基づき、個別事

業者のネットワーク運用制御システムとのインタフェース部分の

拡張とそれに基づく内部アルゴリズムの拡充を行い、準正常系、

異常系への対応を実装した。 

 光地上局技術について、令和６年度までの検討結果を踏まえて、

選定した候補サイトの光地上局を用いたサイトダイバーシチ実現

に必要な機能を実装し、機能検証を行った。 

 光通信ネットワークエミュレータについて、ネットワーク制御シミュ

レータと光通信試験装置同士が連携し、衛星間光通信及び地上

衛星間光通信のエミュレーションが可能な光通信ネットワークエミ

ュレータの開発を進め、令和６年度に行ったネットワーク制御シミ

ュレータ、光通信試験装置の基本実装によって単独動作できるよ

うにしたことに基づき、令和７年度はネットワーク制御シミュレータ

と光通信試験装置の連携部の設計を行った。これにより、衛星コ

ンステレーションを含む衛星光通信基盤の高度化に向けた新た

な通信方式の検討を行える仕組みを整えた。 

 標準化活動について、APT-AWG（APT Wireless Group）34 及び

35において、機構の提案により検討を開始した「非地上系及び地

上系複合運用システムの活用方法及び技術に関する新 APT 報

告草案向け作業文書」についての２件の寄与文書を入力し、審議

に参加したことにより、作業計画で令和８年度に予定されている

報告の完成を確実なものとした（ AWG-34/INP-33 、AWG-

35/INP-46）。 

 デジタルフレキシブルペイロ

ードに関して、5G 基地局機

能の衛星搭載化に向けて、

衛星の動的変化やハンドオ

ーバも考慮し、通信要求に

応じて衛星の基地局機能を

最適に分割し、その実装に

必要なインタフェースの要

求性能の検証のためのシミ

ュレーション環境を構築し要

求性能を示す。 

適応型衛星光ネットワーク 

 静止衛星-地上間の長遅延でかつ大気ゆらぎがある環境におい

ては、誤り訂正やインタリーバを考慮してパケット長を長くすると、

高速光信号で間欠的に途切れて伝送させるより、低速光信号に

切り替えて長時間持続させて伝送させる方が、安定した通信を提

供できスループットを向上できる。そこで、大気伝搬特性や通信

特性の評価を行うため、光データ中継衛星に搭載される JAXAが

開発した光衛星間通信システム（ LUCAS ： Laser Utilizing 

Communication System）を用いた光通信実験において、地上-静

止衛星間光リンクにおける令和３年～令和５年までに取得した大

気伝搬特性や通信特性の詳細な解析と季節毎の特性比較を行

い、季節毎の環境データの違いによる差分を明らかにした。これ

らの成果は宇宙光通信のみに特化した唯一の国際会議である

ICSOS（ International Conference on Space Optical Systems ） 
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2025 にて採録され発表した。また、これらの成果をまとめた結果

を Optics Express(2025、IF=3.3)に投稿した。加えて、本光通信実

験により高性能な誤り訂正符号である 5G NR LDPC（Low Density 

Parity Check）と DVB-S2（Digital Video Broadcasting-Satellite 2）

を地上-衛星間光通信の実回線で伝送し、大気ゆらぎが比較的

強い条件下で数 ms〜数十 ms レベルの瞬断を想定した上でイン

タリーバ条件を設定した結果、大気ゆらぎの影響を克服できる効

果に世界で初めて成功したことについて、10 月に報道発表した

後、ICSOS 2025 にて発表し成果を広く周知した。さらに、理論的

な解析の結果、実回線で評価を行った前記の誤り訂正符号が有

効であることを理論的にも明らかにした。通信リンクの確立が困

難な静止衛星と地上間の回線状態に応じたフレキシブルな変調

方式の切替を実現するため、地上の原理検証モデルとして開発

したフレキシブル光通信機器（適応的な変調の切替が可能なデ

ジタル信号処理部(FPGA※)を実装し回線モニタリング機能と併

用）を用いて、通信リンクの確立が困難な静止衛星と地上間の回

線状態に応じたデジタルコヒーレント方式ベースの 2.5Gbaud の

BPSK（Binary Phase-Shift Keying）(2.5Gbps)と 2.5Gbaudの QPSK

（Quadrature Phase-Shift Keying）(5.0Gbps)のフレキシブルな変調

方式の切替を、静止衛星地上間における大気伝搬のパワー変動

を模擬しハードウェアによる原理検証を行った。これにより、将来

の適応型衛星光ネットワークに求められる、回線状態に応じた変

調方式のフレキブルな切替を、回線モニタリング機能と併用して

実現できる見込みを得た。 

※FPGA：Field-Programmable Gate Array（内部の回路構成を自由

にプログラムできる集積回路） 

 

デジタルフレキシブルペイロード 

 5G 無線アクセスネットワークのオープンソースである OAI

（OpenAirInterface）の活用に着目し、OAIベースのNTNの実装プ

ロジェクトのソースコードの一つで開発中となっているベントパイ

プ方式の「5G-LEO」を基に、5G基地局機能の分散実装の検証が

できるシミュレーション環境を構築した。 

 3GPP で検討されている８つの異なる機能分割オプション

（Option1～8）について NTNにおいて 5Gの特徴（高速大容量/超

高信頼低遅延/超大量端末）に応じた最適な分割点とその分割

の実装に必要なインタフェースの要求性能を明確にした。さらに
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衛星の時変的動きやハンドオーバも考慮して複数衛星による分

散実装に必要な最低衛星数を明確にした。 

 

 ETS-9 衛星-地上間の光通

信実験で 10Gbps を達成す

るために必要となる受信系

での制御速度約 1kHz での

性能を実験等により実証す

る。加えて、送信系では、大

気ゆらぎの高さ方向での強

度分布を考慮した補正を行

う概念を光地上局に導入

し、3dB改善を実証する。 

補償光学系システム 

 衛星-地上間の光通信における大気の影響を軽減するための補

償光学技術について、ETS-9衛星-地上間の光通信で 10Gbpsを

達成するため、受信系での大気ゆらぎを補償するために必要とな

る制御速度約 1kHz を、補償光学系の地上での空間受信系の実

験等により達成した。これにより ETS-9 における衛星-地上間の

光通信で 10Gbps を達成可能であることを確認した。実験結果の

一部は国内学会で報告を行った。通信用の送信補償光学系につ

いて、天文学では例がなく独自の補正技術を開発し、大気ゆらぎ

の高さ方向での強度分布を考慮した重みづけの補正を行う概念

を地上局に導入し、受信側での平均的な受光強度を 3dB 改善す

ることを示した。この結果は国際会議 ICSOS 2025 にて発表及び

Optics Expressに投稿を行った。これらの成果により、ETS-9を使

った宇宙実証による衛星-地上間光通信の基盤技術確立に向け

て、開発段階を前進させた。 

 将来の衛星光通信の高速化のためには、光アンテナの大口径化

と、これに伴う補償光学系の空間分割数の増加が必要となる。空

間分割数が増加しても大気ゆらぎの制御速度を維持するため、

補償光学系の波面補正を行う開発中の高速 MEMS（Micro 

Electro Mechanical Systems）デバイスの開発を行っている。機構

では、通信への応用として光ファイバに入射するための光学系の

構築に着手して、評価用の光通信補償光学系を試作した。この

試作により理想的な波面が入った場合の光ファイバの入射効率

70％以上を実現可能なファイバ入射調整機構の構築を完了さ

せ、従来の可変形鏡と比較して 100kHzの高速動作が可能で、耐

熱性能の良い MEMSの開発の見通しを得た。 

 大気ゆらぎや天候の影響を緩和する光の新規波長を開拓するた

め、従来の 1.5μm より長波長の 10μm の適用可能性について

企業及び機構内で連携して検討に着手した。この長波長の開発・

製造に関する将来の事業性の調査検討について外部資金（宇宙

戦略基金：衛星光通信の実装を見据えた衛星バス及び光通信端

末の開発及び製造に関するフィージビリティスタディ）を代表機関

として企業と共同で獲得し、今後の開発推進に向けた見通しを得

た。 
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月-地球間長距離光通信の実現に向けた衛星搭載大口径光アンテ

ナ 

 本研究開発は月-地球間長距離光通信のための中継基地となる

地球軌道上における静止軌道衛星への搭載を目指した 60cm の

大口径アンテナシステムの研究開発を行うものである。本研究開

発において、衛星搭載大口径アンテナを実現するための地上検

証モデルとなる 30cm 口径の光アンテナの研究開発を行ってい

る。この光アンテナはセラミック素材であるコージライトで製造を

行うことで宇宙環境における耐熱膨張性、耐放射線性、また耐振

動性を実現させることが可能となり、令和７年度は令和６年度に

製造した光学系の部品を組み立てることで光アンテナシステムの

うち光学系全体の製造を完了した。さらにその光アンテナの熱ひ

ずみを補正するための補償光学系について、令和６年度に構築

した制御系を、30ｃｍ口径光アンテナに取り付けられる補償光学

系に適用した。これらの研究開発により月と地球の間を 2.5Gbps

の速度（ユーザレート 1Gbps）で通信が可能とするアンテナを実現

した。これらの成果を国際会議 ICSOS 2025で報告した。 

 地球-月面間深宇宙光通信の確立に向けて、国内外において報

告事例がない静止衛星搭載向けのデジタルコヒーレント高感度

光受信機内デジタル信号処理装置を試作し、光フロントエンド装

置と組み合わせてユーザレート 1Gbpsのデータ通信を達成できる

ことを確認した。これにより、静止衛星への搭載を可能にし、地球

-月面間深宇宙光通信を可能とする高感度受信機を実現した。 

 外部資金（内閣府宇宙開発利用加速化戦略プログラム（スターダ

ストプログラム）：月面活動に向けた測位・通信技術開発）の計画

変更に伴い、令和７年度は、これらの光アンテナと補償光学系、

高感度受信機の個々の性能を確認し、積み上げによりシステム

全体としてユーザレート 1Gbps のデータ通信を実現できることを

確認した。なお、令和８年度に、これらを組み合わせた地上試験

を行い最終的にユーザレート 1Gbps のデータ通信を達成する予

定である。 

（６）テラヘルツ

波 ICT プラットフ

ォーム技術 

（６）テラヘルツ波 ICT プラット

フォーム技術 

Beyond 5G時代における新

たな情報通信基盤の社会実

装や超高周波電磁波の宇宙

 （６）テラヘルツ波 ICTプラットフォーム技術 

 

 B5G/6G 時代に向けたテラヘルツ技術の社会実装に向けて、コミ

ュニティ形成や標準化活動に関し、テラヘルツ応用推進協議会や

テラヘルツテクノロジーフォーラムの運営に、幹事団などの立場

（６）テラヘルツ波 ICT プラットフォ

ーム技術 

本取組では、テラヘルツ帯にお

ける材料評価および無線通信技

術について、基礎から応用まで一
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利用を目指して、以下の超高

周波電磁波技術の研究開発

の推進や Beyond 5G 測定環

境（テラヘルツ帯対応電波暗

室）の利活用とともに、テラヘ

ルツ等の超高周波電磁波に

関連する協議会等を通じて標

準化やコミュニティ形成を推

進する。 

からテラヘルツ技術の普及に積極的に関与した。また、XGMF に

おいて「テラヘルツ波無線技術プロジェクト」の活動では NICT が

プロジェクトリーダーを務めており、ここでのユースケース検討を

通じて、テラヘルツ技術の社会実装を精力的に進めている。標準

化活動に関し、ITU-R 関連では、WRC-19 の特定化および WRC-

23 の結果を受けて、ITU-R WP1A、WP5A, WP5B, WP5C 等の

Working party において各種レポート等の作業文書を入力するな

ど、テラヘルツ帯の周波数割り当てに向けて世界でも先導的な役

割を果たした。アジア地域での活動である AWG においてもテラヘ

ルツ帯に係る業務に関する作業文書の提案を行った。

IEEE802.15 については、IEEE802.15 SC-THz（副議長を NICT が

担当）において、WRC-23 の結果を受け、将来の THz 無線システ

ムの在り方に関する議論をWireless Interimや Plenary Sessionに

て継続的に実施した。ここでの議論を反映した活動として、国内

展示会等（Expo2025(Beyond 5G Ready Showcase(EXPO メッセ

「 WASSE 」 《 North 》  2025 年 ５ 月 26 日～ ６月 ３ 日 )) 、

CEATEC2025(幕張メッセ 2025 年 10 月 14 日～10 月 17 日)）で

IEEE802.15.3d/e 準拠の無線を用いた複数のユースケースの動

態展示を実施し、IEEE802.15.3規格準拠の無線システムによるサ

ービス可視化を進めた。また、11 月バンコクにて開催された

IEEE802.15の Plenary会合に併設された JST-ASPIREの「Multi-

Physics Based System Design for Future ICT Networks」のワーク

ショップ（2025 年 11 月 11 日）にて、NICT から複数のメンバーが

登壇した。さらに、MWC26（バルセロナ、2026 年３月２日～３月５

日）では、THz Mobile Backhaul と題した動態展示を実施した。こ

れらを通じて、社会実装へ向けた周知・体験を強化した。 

 Beyond 5G時代のさらなる通信の高速化・大容量化が期待される

将来の情報通信基盤を実現するため、テラヘルツ帯を含超高周

波数帯に対応した測定環境として、B5G 電波暗室棟を令和 4 年

度末に竣工し、暗室の特性評価測定、利用ルール等を整備し令

和５年度から利用に供した。令和７年度も引き続き多数の利用に

対応すると共に、国内外の見学者に対応し B5G 技術開発の取り

組みや重要性を示した。 

 

貫した顕著な成果を創出した。具

体的には、角スペクトル法の導入

による高精度なテラヘルツ帯材料

評価手法の確立や、500GHz 帯ま

での精密な誘電率測定系の開

発、さらには 300～330GHz 帯にお

ける超高速無線伝送や 2THz帯受

信機の高性能化など、テラヘルツ

波利用に関する科学的理解と技

術基盤を大きく前進させた。 

これらの成果は、Beyond 5G／6G

を見据えた次世代通信技術として

の社会的価値を有しており、

300GHz帯無線受信機集積回路の

開発、空間多重化やビームステア

リ ン グ を 用 い た 通 信 実 証 、

IEEE802.15.3-2023 準拠のテラヘ

ルツ–ミリ波ハイブリッド無線システ

ムの構築を通じて、実データ転送

を含む具体的な有効性を示した。

また、450GHz 帯までをカバーする

計測技術の確立や、ITU-R、APT、

WRC-23 を通じた国際標準化活動

への貢献により、制度面からもテ

ラヘルツ通信の利活用を後押しし

た。 

さらに、IEEE規格準拠のハイブリッ

ド無線による展示や、万博を含む

実環境での動態デモンストレーシ

ョン、国際会合やワークショップで

の発信を通じて、「実用化間近」で

あることを国内外の専門家に強く

印象付け、社会実装に向けた具体

的なステップを着実に進展させた

点も高く評価できる。 

 

以上のことから、年度計画を着

（ア）テラヘルツ

波 ICT計測評価

基盤技術 

（ア）テラヘルツ波 ICT計測評

価基盤技術 

（ア）テラヘルツ波 ICT計測評価基盤技術 

 Beyond 5G 時代のような次  テラヘルツ送受信評価技術として、テラヘルツ技術の FH/BH 応
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世代通信に期待される通信

の高速化・大容量化を実現

する将来の情報通信基盤を

目指し、テラヘルツ帯の伝

送信号計測・評価基盤技術

の研究開発を行う。特に、テ

ラヘルツ波 ICT 計測評価基

盤技術に資するミリ波も利

用した高周波帯のテラヘル

ツシステム構築や光技術を

援用した無線伝送技術の研

究開発を通じて計測評価基

盤技術の高度化を目指す。 

用など適用範囲を拡げるための光波-テラヘルツ波-光波のブリ

ッジシステムにおいて 300GHz 帯以上の周波数を用いた高品質

テラヘルツ無線通信実現のため、送信側、受信側にそれぞれ独

自の光技術を用いて開発した高安定・低ノイズの LO 信号生成技

術によりテラヘルツ送信機、受信機を構築した。332GHz 帯テラヘ

ルツ波を用いて 16 および 32QAMの OFDM 信号による 100Gbps

データ伝送に成功した。更なるビットレートの向上へ繋がるという

観点から応用上極めて重要な成果であり、テラヘルツ帯の広帯

域を生かしつつ周波数利用効率も上げる可能性を示すものであ

る。本成果は主要会議である IMS2025にて報告した。 

また、UE など小型機器への搭載可能性のある Si-CMOS 技術

をベースに試作開発した 300GHz帯 CMOS送信・受信機と 60GHz

帯の IEEE802.15.3e モジュール(Transfer Jet X)を組み合わせた

IEEE802.15.3-2023 準拠テラヘルツ-ミリ波ハイブリッド無線通信シ

ステムを、ソーシャル ICTシステム研究室と共同で開発した。通信

エリアを通過するタイミングで瞬間的に大容量データを送信する

「超スポット通信」に成功し、IEEE802 Interim 会合（IEEE802 標準

化会合で初）や大阪・関西万博の動態展示にて成果のアピールを

行い、さらに関連の成果に関し報道発表を行った。汎用性の高い

Si CMOS を用いたテラヘルツ帯送受信機モジュールの実現およ

び 60GHz 帯モジュールと組み合わせたテラヘルツ-ミリ波ハイブリ

ッド無線通信システムの実現は、B5G も含めたテラヘルツ波の利

用拡大に大きく貢献するものである。加えて、本成果は300GHz帯

通信において、IEEE802.15.3-2023 という通信プロトコルを介した

動画データ通信を実現したものであり、社会実装上極めて重要な

成果である。 

実に達成した上で、顕著な成果の

創出が認められた他、将来的な成

果の創出が期待される実績も得ら

れたため、評定を「A」とした。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、顕著な成果があっ

たと認められる。 

 ユーザーに扱い易くかつ高精度

なテラヘルツ帯材料評価プラット

フォームを目指し、従来の平面

波近似より正確な解析手法であ

る角スペクトル法を提案、論文掲

載やプレスリリースを行う等して

科学的に貢献し、且つこれまで

測定が困難であったテラヘルツ

帯（500GHz まで）にて精密な誘

電率測定系の開発に成功した。 

 332GHz 帯テラヘルツ波を用いて

16および 32QAMの OFDM信号

による 100Gbps データ伝送に成

功した。 

 機構が独自開発した 2THz 帯超

伝導ホットエレクトロンボロメータ

ミキサ(HEBM)構造により、受信

機雑音温度 696 K(DSB、量子限

界の 7倍程度)・約 9 GHzの IFゲ

イン帯域を実現した。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、顕著な成果があっ

たと認められる。 

 300GHz 帯無線受信機集積回路

の開発とメカニカル方式ビームス

テアリング無線通信実験、空間

多重化無線伝送技術の検証、な

らびにテラヘルツ通信に向けた

 高速化・大容量化を目指し

た将来の情報通信基盤を

実現するに当たり、実装の

際に必須となるテラヘルツ

電波の周波数や電力に関

する計測評価技術の研究

開発を行う。特に WRC-27

議題及びWRC-31暫定議題

で対象となる周波数帯域の

活用に貢献するスペクトラ

ム計測の高度化や電波伝

 情報通信基盤を支える計測評価技術の研究開発にあたり、大学

や企業との共同で開発しているスペクトルドリル共振器を用い、

簡便な構成で任意の点における周波数御に必要なエラー信号か

ら周波数安定化を実証した（8THz までの周波数範囲で制御可

能）。また、気体分子による周波数基準との比較により，トレーサ

ビリティを確保することを可能にした。本技術（スペクトルドリル共

振器技術）は、共振器長を物理的に制御することなく、任意の周

波数で安定化制御可能なため、様々な機器への適用可能性は

高い。これらの活動から得られた成果を、主要会議である

IRMMW-THz2025等の国際・国内会議にて報告した。 

また、周波数標準のユーザーへの伝送に関して、シリコン光集
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搬計測技術を引き続き開発

する。 

積回路と互換性を担保した光キャリア伝送システムを設計し、か

つ実環境下での実験的シミュレーションを行った。テラヘルツ帯の

周波数標準配信は、機器相互の基準の確立という、将来の B5G

の実現に寄与するという意味で重要な技術であり、さらにテラヘル

ツ波の利用拡大に大きく貢献する技術である。これに関連した成

果は、査読付き国際論文誌（Review of Scientific Instruments）に

発表した。また、シリコン光回路チップのパッケージ化技術の習得

を時空標準研究室と共同で推進した。 

スペクトラム計測の高度化に向けて、アンテナ等の動作状態が

評価可能な電界イメージングセンサの開発を進めた。取得データ

の処理を FPGA上で行う回路によって電界の振幅および位相のリ

アルタイムで計測することを可能にし、その動作を実証した。関連

の成果として、IEEE 等の論文に報告した。また、機構が独自開発

した 2THz 帯超伝導ホットエレクトロンボロメータミキサ(HEBM)構

造により、受信機雑音温度 696 K(DSB、量子限界の約７倍)及び

約 9 GHzの IFゲイン帯域を実現した。 

上記テラヘルツ送受信基盤技術と情報通信基盤を支える計測評

価技術を支える材料評価技術では、高精度なテラヘルツ帯材料

評価プラットフォームを目指し、前年度までに開発した高精度材料

評価装置の光学系に改良を加え、従来比 4％の被測定物の小面

積化を実現し、高精度誘電率評価に成功した。被測定物のサイズ

への制約が各段に下がるため、幅広い産業界ユーザーへの提供

が期待される成果である。 

IEEE802.15.3-2023 準拠テラヘル

ツ-ミリ波ハイブリッド無線通信シ

ステムを構築し、実際のデータ転

送に成功した。 

 自由空間法による精密な誘電率

測定を可能にし、世界無線会議

（WRC）において次世代通信規格

（Beyond ５G/6G）として特定さ

れている 450GHz までの周波数

帯をカバーした。 

 ITU-R 及び APT 活動さらには

WRC-23 への議題提案を経て、

テラへツシステムのレポート作成

等により順調に成果を挙げ、

WRC-27 に向けてのテラヘルツ

議題提案への準備が整えられ

た。 

 

【社会実装】 

以下に示す、顕著な成果があっ

たと認められる。 

 300GHz 帯無線受信機集積回路

の開発とメカニカル方式ビームス

テアリング無線通信実験、空間

多重化無線伝送技術の検証、な

らびにテラヘルツ通信に向けた

IEEE802.15.3-2023 準拠テラヘル

ツ-ミリ波ハイブリッド無線通信シ

ステムを構築し、実際のデータ転

送に成功した。 

 IEEE 規格準拠のハイブリッド無

線による「超スポット通信」の万

博展示、ITU‑R 等での国際標準

化貢献、展示会・ワークショップ

での発信を通じ、実環境での活

用と普及を見据えた社会実装が

着実に進展した。 

（イ）超高周波電

磁波の宇宙利

用技術 

（イ）超高周波電磁波の宇宙

利用技術 

（イ）超高周波電磁波の宇宙利用技術 

 シスルナ空間 ICT産業創出

の基盤となることを目的と

し、通信や探査への応用を

見据えて開発してきたテラ

ヘルツ波電磁波伝搬モデル

を用いて機構が開発に参加

した木星圏氷衛星探査機

JUICE/SWI 金星フライバイ

実測値を用いたアルゴリズ

ム検証を行う。小型軽量高

性能なテラヘルツセンサコ

ンポーネント（較正系など）

 THz 波の利用により、ピンポイント月面資源探査といった科学的

に重要な課題に応えるマイクロ波と比較して 20 倍以上の空間分

解能を実現し、また、マイクロ波（324kg級）などと比較しコンパクト

かつ軽量(10kg 程度級)なリモセンセンサを宇宙品として実現する

ことを狙った開発を進め、令和 7 年度はエンジニアリングモデル

（EM）を開発完了し、PFMの開発に着手した。 

 非宇宙機関における衛星プロジェクト推進、環境試験、評価審査

会開催、惑星保護対応や X-band 周波数申請、地上局の選定、

地上データ処理設計など、実務を通して衛星開発に関するノウハ

ウの構築を引き続き推進した。 

 月デジタルツインの実現を目指し月面の鉱物・組成分布や、温

度、表面粗さ分布をはじめとした月環境データの閲覧だけでなく、
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の研究開発を推進する。実

験装置の改築を行いTHz波

域における分光パラメータ

等を測定しデータベース化

を行う。非宇宙機関による

簡便な惑星保護・周波数調

整について手法として完成

を目指す。 

テラヘルツ波で観測した際の輝度温度分布など資源探査に有用

なシミュレータを開発した。 

 昨年度に引き続き、宇宙科学技術に関する国内最大規模の学会

(宇科連：宇宙科学技術連合講演会)及び地球惑星科学に関する

国際学会（AOGS：アジア・オセアニア地球化学学会）にてセッショ

ンを開催した。 

 世界で初めて、月の模擬レゴリスをテラヘルツ波帯のパッシブ測

定による物性評価を実施し、論文化した（Planetary Science 

Journal）。テラヘルツ波パッシブ探査における地表面探査の知見

を世界に先駆けて深め、表面特性のパッシブ探査で特に必要な

表面粗さの影響の評価を可能にした。また、物質の反射・吸収特

性を周波数：220 – 500GHz、温度：50 – 400 K で測定可能とす

る月環境等を模擬可能なテラヘルツ波物性特性測定システムを

構築した。（国内学会：２件、国際学会：１件） 

 欧州宇宙機関（ESA）の大型ミッションである木星氷衛星探査機

JUICE（JUpiter ICy moons Explorer）に搭載の「テラヘルツ波分光

計（SWI）」の開発において、NICT を含む国際チームの協力で開

発の中、NICT は主鏡・副鏡・アクチュエータの担当した他、観測

データ解析アルゴリズムの研究開発を実施している。令和６年に

実施した地球と月のフライバイデータを解析し、開発している月シ

ミュレータによる観測ジオメトリ計算なども推進した。 

 月面の 100 GHz帯放射偏波比を野辺山 45m望遠鏡で高空間分

解能観測を実施し、月レゴリスの酸化鉄＋酸化チタン存在量依

存性を検証した。世界で初めて放射の偏波特性と物性を結びつ

ける萌芽的な研究を実施した。 

広域な電波領域でのダークマターシグナル探査計画 DOSUE に

おいて、特に超伝導受信機を用いての 170-260 GHz 帯探査装

置の開発に取り組み、実験室での装置評価を実施、将来の科学

探査への技術的なサポートを貢献した。 

 2025年 1月に神戸で開催された

IEEE802.15 の Interim 会合にお

いて、IEEE802.15 としては初めて

となる無線通信技術の動態展示

を行った。IEEE802.15.3d/e 準拠

の無線を用いた複数のユースケ

ースを動態展示することで無線

の専門家である IEEE802 会合の

参加者に対して、「実用化間近」

という強い印象を与えることに成

功した。 

 大気汚染天気予報等の社

会実装の実現に向けて、衛

星リモセンデータやスマート

フォン等 IoT機器による地上

簡易小型測定データによる

AI 等数理アルゴリズムの基

盤技術の研究開発を実施

する。それらの実用化と新

 「誰でもスマホ一つで大気汚染物質観測」の実現を目指し、カメラ

画像データ x ICT を利用した簡易型エアロゾル濃度推定数理ア

ルゴリズム（SNAP-CII）を開発し、市民参加型エアロゾル観測と

いう新たな大気観測の形を示した。ユーザーからのフィードバック

を得るため、SNAP-CII をウェブ上に実装し(見込)、技術移転等社

会実装に向けた取組を進めた。また、世界で最も大気汚染被害

が大きい国の一つであるインドでの SNAP-CII 観側の実現に向

け、インド工科大学及びデリー大学と共同研究を締結し(見込)、
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たな価値の創出を目指し、

実証研究を実施する。ま

た、温室効果ガス・水循環

観測技術衛星の打上及び

打上後のデータ解析に向け

て、大気観測衛星のビッグ

データ情報処理システムの

高精度化、高速化研究を推

進する。 

連携を開始した。 

 地球大気エアロゾルを対象として開発した SNAP-CII 技術を火星

大気へ応用し、火星ローバーで撮影された画像データからのダス

ト濃度の導出に成功した。グローバルダストストーム時のダスト濃

度導出精度 6%を達成した。これは、将来の火星への活動域拡大

のために不可欠となる火星天気予報実現に大きく貢献するもの

である。 

 GOSAT-GW 衛星観測における NO2 地上データ処理システム

（GNDPS）開発を国立環境研究所・海洋研究開発機構と共同で

推進した。令和７年６月に GOSAT-GW 衛星の打上に成功させ、

アルゴリズム及びデータ検証を実施し、令和 8 年度末予定の L2

プロダクトリリースに向け順調にプロジェクトを遂行した。 

 衛星リモセンによる NO2 濃度導出における最大誤差要因である

エアマス因子(AMF)の導出において、エアロゾル及び雲の情報

（光学的厚さや層高度）は不可欠である。これらを高精度に導出

するアルゴリズムを開発し、地上観測と比較した結果、光学的厚

さは相関係数 0.78 で、層高度は相関係数 0.70 で一致することを

確認した。 

 グローバル化学輸送モデルと実観測データによる再解析データ

により、世界の大気汚染物質の濃度を計算し、Clean aIr Index 

(CII)という独自指標により、大気汚染度を数値化し、エリア別の

大気汚染度の経年変化を定量的に示した。 

GOSAT-GW 衛星に次いで日本の衛星リモセン研究の柱とするべ

く、2034〜2036 年のひまわり衛星後継機に照準を当て、搭載セン

サの仕様を検討した。その成果を衛星リモセンタスクフォース「衛

星地球観測ミッション公募」に応募し、将来の日本の衛星リモセン

の発展に貢献した。 

（７）タフフィジカ

ル空間レジリエ

ント ICT 基盤技

術 

（７）タフフィジカル空間レジリ

エント ICT基盤技術 

（７）タフフィジカル空間レジリエント ICT基盤技術 

 

（７）タフフィジカル空間レジリエント

ICT基盤技術 

電波強度予測において新規環

境でも短時間に高精度モデルを立

ち上げ得る複数ロボット連合学習

を考案し、模擬プラント 2.4GHz で

有効性を実証して IEEE Access掲

載・特許出願へ結実させた点、さら

に国内大学との共同研究としてロ

ボットを用いた電波伝搬計測法を

タフフィジカル空間におけ

る情報通信基盤の構築技術

として、低レイテンシ無線通信

を対象とした回線途絶リスク

の低減に向けた通信環境の

変動予測技術及び低遅延無

線中継技術の統合実証並び

に適用ユースケースの拡大

無線アクセス技術 

【通信環境の変動予測技術（電波強度予測技術）】 

人の立ち入りが危険または困難な場所に対して、作業用ロボット

を投入し、遠隔制御によって人に代わって作業を行う技術の実現

が期待されている。しかし、このような用途でロボットが投入される

場所（プラント・工場等）の多くは複雑な構造を持つことから、多重

反射や遮蔽の影響によってロボットの位置によって電波強度が大

きく変動する。また、災害時の投入等では、事前の構造とは異な
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に取り組む。また、回線途絶

によるネットワークの分断時

や回線復旧によるネットワー

クの再統合時においても、ネ

ットワークサービスの継続利

用を可能とする自律的な再構

築技術を確立する。 

ってしまうため、電波状況の予測が困難となる。このような環境や

状況であっても、複数ロボットによる遠隔協調制御で求められる

低レイテンシ通信を高い信頼性で提供するためには、制御回線の

回線途絶リスクを低減する技術が必要となる。本研究開発では、

投入される建造物の構造に関する事前情報を使用せず、ロボット

が備えるセンサ群（カメラやライダなど）で取得したデータ及び受

信電波強度の変動履歴を用いて、数秒先までの電波強度の変動

を機械学習によって予測する手法の研究開発を進めてきた。 

令和７年度に得られた成果は以下のとおり。 

 ロボット遠隔制御応用が期待されるローカル 5G 用周波数帯

（4.9GHz 帯）を対象として、低遅延無線中継技術との統合実証を

模擬プラントで実施し、誤差±3.0dB 以内（Root Mean Square 

Error 値）の予測精度を達成することを確認した。また、通信パラ

メータ選定時のマージンを大幅に低減できることを示した他、電

波強度予測結果にもとづき、制御回線途絶が生じないようロボッ

ト・ドローンの行動計画の制御手法を考案し、地上走行ロボットに

よる原理検証を完了した。さらに、予測対象とする新たな場所ま

たは環境に対して、短時間で予測モデルの予測精度を高めるた

め、複数ロボットが個別に学習した予測モデルを融合する連合学

習手法を考案し、その手法を同模擬プラントにおいて 2.4GHz 帯

Wi-Fi で実証し、成果が論文誌 IEEE Access（令和６年 IF=3.6）に

採択された。考案したモデルは、従来モデル（ResNET-18 及び

Vision Transformer）と比較して、少ないパラメータ数でモデルを構

成する学習時間を 50％以下に短縮しつつ、良好な予測精度

（RMSE値で 2.34dB）が提供できる。 

 遠方からの反射波の影響を受ける周波数帯（6GHz 以下）に対し

て、周辺の３次元構造が取得可能なライダによる点群データを含

む複数センサのデータを併用する学習手法を考案し、特許出願

を行った。 

 福島国際研究教育機構「困難環境下でのロボット・ドローン活用

促進に向けた研究開発事業」を実施し、前年度までに開発した

920MHz 帯における電波強度予測技術について、ドローンとの制

御信号回線の電波強度予測へ適用し、福島ロボットテストフィー

ルドにおける性能評価を完了した。 

 ロボット遠隔制御を対象とした電波伝搬特性の可視化を目的とし

て、令和６年度に国内大学と締結した共同研究の成果を基に、ロ

ボットを活用した電波伝搬計測手法を考案し（特許は令和６年度

創出し同じく IEEE Access で検証

結果まで示した点は、遠隔ロボット

制御の実運用を見据えた学術的

貢献が大きい。量子デジタル統合

処理では 、 5G NR の MIMO-

OFDMA 信号分離に基地局実装を

意識した量子アニーリング適用を

進め、同時接続数を 10 台まで実

証・報道発表し、さらに 6G 要件を

大きく上回る見込み性能として 20

台同時接続を実フィールドで実証

したことは、先端計算技術を通信

システムの核心機能へ具体的に

接続した卓越した成果である。イン

フラサウンドではマイクロフォンと

MEMS併用により従来微気圧計同

等の広帯域・高感度を小型省電力

で実現する画期的手法を確立し論

文採択に至ったこと、映像解析で

は制約下で実装可能な軽量演算

により桜島の噴煙イベントを研究

者要求（90％以上）で検出可能と

実証したことは、観測・解析の両輪

で新規性と実証性を兼ね備える。

社会的価値の観点では、分散協

調無線（CJT）の同期オーバーヘッ

ド削減技術を 3GPP Release19 で

継 続 的 に 標 準 化 し

TS38.214/38.213/38.215 へ反映さ

せた点に加え、瓦礫下等の難環境

で協調送信が回線途絶リスク低減

に資することを具体的ユースケー

スとして提示した点が高く評価でき

る。自己産出型エッジクラウドのプ

ラットフォームとなる X-ICS は、実

動機関ニーズに即して小型化を継

続し、複数の大規模訓練で機関横
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に共同出願済）、計測精度の検証結果を論文誌 IEEE Access で

発表した。 

 国際展開に向けた活動として、ドイツ・ドルトムント工科大学等が

主催した 6G Resilient Network Challenge 2025に参加し、2.4GHz

帯を対象とした電波強度予測技術について、救出用ロボットを想

定したデモンストレーションを実施した。また、国際標準化活動と

して、3GPP RAN1 Release 20における議題「Artificial Intelligence 

(AI)/Machine Learning (ML) for NR air interface enhancements」

に対して、AI/MLを活用した CSI(Channel State Information)のデ

ータ削減手法に関するコメントを入力した。 

 

【低遅延無線中継技術】 

ロボットの遠隔制御をユースケースとして、制御回線で用いる低レ

イテンシ無線を対象に、回線途絶前のバックアップ回線確保や、

ロボットの移動先に応じた通信範囲の柔軟な拡大を実現すること

を目的として、低遅延無線中継技術（非再生中継で課題となる自

己干渉の抑圧及びノイズレベル上昇の抑制処理をマイクロ秒オー

ダーで行う技術）に関する研究開発を進めてきた。 

令和７年度に得られた成果は以下の通り。 

 ロボット遠隔制御応用が期待されるローカル 5G 用周波数帯

（4.9GHz 帯）を対象として、電波強度予測技術との統合実証を屋

内環境で実施し、途絶リスクが高まった際に非再生中継技術によ

る回線を確立することで、フロア間をまたぐ通信回線の維持が行

えることを実証したことに加えて、ロボット側における電波強度予

測及び予測結果にもとづくロボット行動制御を行うことで、ロボット

遠隔制御を途絶なく行えることを実証した。 

 IEEE Vehicular Technology Society 主催の国際会議 21st IEEE 

VTS Asia Pacific Wireless Communications Symposium (APWCS  

2025)において、 「 Demonstration of Indoor Resilient Robot 

Communication in Beyond 5G networks: Leveraging Machine 

Learning and In-band Full-Duplex Relay」と題して、前述の電波強

度予測技術と低遅延無線中継技術の統合実証について招待講

演を行った。 

 

【分散協調無線技術】 

ロボットの遠隔制御をユースケースとして、瓦礫の下など単一回

線では伝搬損失が大きく、安定した通信が困難な場所へのロボッ

断の情報共有手段として有用性を

実証するとともに、技術的重要性

を解説する寄稿で社会的理解も促

進した。レジリエント自然環境計測

では、実地震・噴火データで検証

を進め、可視化ツール公開等によ

り研究促進へ貢献した点、映像解

析では夜間動物検出・波浪打上げ

高推定の特許化、映像伝送コード

の OSS 公開、民間 7 社・自治体と

の実証で不審火／野生動物検知

に成功した点が、開発成果の波及

性を大きく高めている。社会実装

の観点でも、受託研究を通じた特

許移転（5件）、訓練での X-ICS継

続利用、インフラサウンド観測デー

タ公開による利用登録 70者（前年

比約 10％増）、高耐侯・電源自立

型システムの自治体防災訓練で

の継続活用等、実装・運用段階で

の実績が明確である。以上より、

国土強靭化という大目標の下、無

線・量子・災害情報共有・自然環

境計測を横断して「学術的新規性

—標準化—実証—公開—実装」まで一

気通貫で成果を積み上げており、

創出水準は当初想定を上回る顕

著かつ卓越したものと認められ

る。 

 

以上のことから、年度計画を

着実に達成した上で、特に顕著

な成果の創出が認められた他、

将来的な特別な成果の創出が

期待される実績も得られたため、

評定を「S」とした。 
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ト投入を想定し、分散配置された複数局から協調して同一信号を

送信することで、回線途絶リスクを低減する分散協調無線技術

（Coherent Joint Transmission: CJT）に関する研究開発を進めて

きた。 

令和７年度に得られた成果は以下のとおり。 

 国際標準化活動として、前年度より、3GPP RAN1 Release19にお

ける議題「NR MIMO Phase5」に対して、分散局ビーム選定や分散

局間同期に必要な制御信号のオーバヘッド削減等の技術に関す

る寄与文書を計 11 件入力し、合意内容への反映を進め、令和７

年６月に CJTC-P reporting of phase offset（CJTを行う際、分散

局間での位相オフセット補償を行うための報告方法）等へ反映し

た標準技術仕様 TS38.214 の他、TS38.213 及び TS38.215 として

発行された。 

 国際標準化活動として、3GPP RAN1 Release 20 における議題

「NR MIMO Phase6」に対して、通信路推定手法等の技術に関す

る寄与文書を７件入力し、合意内容への反映を進めた。また、関

連する特許４件を出願した。 

社会実装に向けた取り組みとして、モビリティ分野への適用に向

けた民間企業からの研究開発を受託し、出願した特許５件を同企

業に移転し、令和６年度と合わせて 23件となった。 

 

【量子デジタル統合処理技術】 

災害や故障等によって、利用可能な周波数資源が大幅に減少し

た場合であっても、無線通信回線を継続利用ができるよう、周波

数利用効率を飛躍的に向上させる信号処理技術（量子効果を活

用した計算と従来のデジタル計算を統合した信号処理）の研究開

発を進めてきた。 

令和７年度に得られた成果は以下のとおり。 

 総務省戦略的情報通信研究開発推進事業（フェーズ２）による研

究開発「量子アニーリングを用いた端末間干渉抑圧処理による

超多数同時接続技術に関する研究開発」を実施し、5G NRシステ

ムで用いられている MIMO-OFDMA 方式を対象として、量子アニ

ーリング処理を適用した基地局に実装可能な信号分離手法の研

究開発を進めた。実用化されている 5G NR システムでは同一時

間・同一周波数では基地局アンテナあたり１台の端末局との接続

であったのに対して、令和６年度に実証した10台の端末局との同

時接続を報道発表し、さらに２倍の 20 台の端末局との同時接続

【科学的意義】 

以下に示す、顕著な成果があっ

たと認められる。 

 電波強度予測技術について、新

たな場所でも短時間で高精度な

予測モデルが構築できるよう、複

数ロボット間で予測モデルを融

合する連合学習手法を考案し、

模擬プラントにおいて 2.4GHz の

WiFi を対象に有効性を実証し、

その内容が著名論文誌 IEEE 

Access (令和６年 IF=3.6）で出版

されるとともに、関連する手法に

ついて特許出願を行ったことに

加え、ロボット遠隔制御を対象と

した電波伝搬特性の可視化を目

的として、ロボット工学で先進的

な研究を実施する国内大学との

共同研究の成果として、ロボット

を活用した電波伝搬計測手法を

考案し（特許は令和６年度に共

同出願済）、計測精度の検証結

果が論文誌 IEEE Accessで出版

されたこと。 

 量子デジタル統合処理技術につ

いて、5G NRシステムで用いられ

ている MIMO-OFDMA 方式を対

象として、基地局に実装可能な

量子アニーリング処理を適用し

た信号分離手法の研究開発を

進め、実用化されている 5G NR

システムでは同一時間・同一周

波数では基地局アンテナあたり 1

台の端末局との接続であったの

に対して、10 台の端末局との同

時接続を実証した令和６年度の

成果を報道発表し、令和 7 年度
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を実フィールドで実証した。本成果で示した性能は、６G で想定さ

れる５G比 10倍以上の多数接続性要件を圧倒的に上回る。研究

成果は、無線通信分野で著名な国際会議 IEEE VTC（Vehicular 

Technology Conference ）-Spring 2025及び消費者向け通信・ネ

ットワーク分野で著名な国際会議 IEEE CCNC （Consumer 

Communications & Networking Conference） 2026で発表した。 

 デジタル計算機上で実行可能な量子機械学習の新たなアルゴリ

ズムを考案し、機械学習分野で標準的に利用されているデータセ

ットによって過学習の抑制効果を検証した。本成果は日本物理学

会誌 Journal of the Physical Society of Japan (令和６年 IF=2.2)

のレターとして発表した。 

 

自己産出型エッジクラウド技術 

災害や障害によるネットワーク内の回線途絶によって、ネットワー

クの分断・再統合が生じる際であっても、ノードが具備する情報通

信資源（通信機能、計算機能、センサ等）を活用して、自律的にサ

ービス再構成を図る技術に関する研究開発を進めてきた。 

令和７年度に得られた成果は以下のとおり。 

 ネットワークを構成する各ノードが持つ資源を発見・管理し、分断

及び再統合時にネットワーク内の資源にもとづき自律的にオーケ

ストレーションを行う機能（令和６年特許出願）について、ロボット

協調制御をユースケースとした機能実証を行い、５台のノードか

ら構成されるネットワークにおいて、ネットワークの分断・再統合

が生じても、自律的にネットワークとサービスの両方を１秒以内で

再構成できることを確認し、機能検証を完了した。また、ロボット

（ノード）間回線に対して、上記の無線アクセス技術（低遅延無線

中継）を適用する統合検証を実施し、ロボット遠隔制御が利用可

能なエリアの拡大と回線途絶時のネットワークサービスの維持が

行えることを確認した。関連する研究成果について、１件の国際

会議（ IEEE INFOCOM（ International Conference on Computer 

Communications） 2025 Workshop）で発表を行った他、６件の招

待講演と２件の解説記事の寄稿を行った。 

 社会実装に向けた取り組みとして、内閣府 SIP第３期「スマート防

災ネットワークの構築」において、災害実動機関における標準シ

ステムとしての採用に向けて、災害情報共有プラットフォーム「X-

ICS（クロスイクス）」の開発を進めてきた。令和７年度には、ドロー

ン及び四足歩行ロボットに搭載可能な X-ICS の小型ノードを新た

は６G で想定される５G 比 10 倍

以上の多数接続性要件を圧倒

的に上回る性能である 2倍の 20

台の端末局との同時接続を実フ

ィールドで実証したこと。 

 インフラサウンド関連技術につい

て、観測する小型・省電力センサ

の実装方法として、マイクロフォ

ンと MEMSセンサを併用すること

で、従来センサ（微気圧計）と同

等の広帯域化・高感度化を実現

する画期的な計測手法を考案

し、その実証結果が論文誌

（ IEICE Transactions on 

Fundamentals of Electronics, 

Communications and Computer 

Sciences）に採択されたこと。 

 カメラ映像解析による自然現象

検出技術について、屋外環境や

電源確保など制約のあるカメラ

の設置場所で実装可能な軽量

演算による噴煙イベント検出手

法について、九州地方の活火山

（桜島）を対象とした提案手法の

検証を進めて、ユーザである火

山研究者からの要求である 90％

以上の精度で小規模なものを含

む噴火を検出できることを実証し

たこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 分散協調無線技術について、回

線途絶リスク低減に向けて、分

散局間同期に要するオーバーヘ

ッドを削減した分散協調無線
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に開発し、複数の災害実動機関が参加し、様々な災害シナリオで

実施される大規模訓練への提供を行った。具体的には、７月に

は、災害実動機関（消防・自衛隊・災害派遣医療チーム（Disaster 

Medical Assistance Team：DMAT））合同の訓練（緊急消防援助隊

近畿ブロック合同訓練）において、携帯電話等の使用不可を想定

した被災現場と災害対応を指揮する合同調整所との情報伝達に

小型ノードを搭載したドローンが活用された。11 月には、災害実

動機関（警察）が実施する訓練（愛知県実動機関合同訓練）にお

いて、小型ノードを搭載した四足歩行ロボットを用いた情報伝達

を実証した。12 月には、災害実動機関（消防・警察・自衛隊・

DMAT）が合同で実施する訓練（SIP防災 OKINAWA 2025）におい

て、訓練の企画・計画の段階から機構が参画し、既存通信（携帯

電話等）の使用不可を想定したエリアと合同調整所との情報伝達

に前述のドローンが活用された。 

 国際標準化活動として、 ITU-T SG21 の議題” Immersive live 

experience systems and services”に対して、民間企業との連名

で、寄与文書（災害現場での作業効率向上に資するユースケー

スの提案）を入力し、レポートに反映した。 

 

（Coherent Joint Transmission）

技術を開発し、前年度から民間

企業と連携して 3GPP Release 19 

NR MIMO Phase 5で国際標準化

活動を実施し、標準技術仕様

TS38.214 の他 、 38.213 及び

38.215 へ反映されたこと、並び

に、ロボットの遠隔制御をユース

ケースとすると、瓦礫の下など単

一回線では伝搬損失が大きく、

安定した通信が困難な場所への

ロボット投入を想定し、分散配置

された複数局から協調して同一

信号を送信することで、回線途

絶リスクを低減することが可能で

あることを見いだしたこと。 

 自己産出型エッジクラウド技術に

ついて、大規模災害発生時に被

災地で活動する実動機関からの

ニーズにもとづき、これを実現す

る災害情報共有プラットフォーム

「X-ICS」の研究開発を進め、こ

れまでに X-ICS を訓練で利用し

た災害実動機関からの要望や災

害時の情報収集に使用可能な

移動体（ドローン、四足歩行ロボ

ット等）の多様化を踏まえ、X-

ICSの小型化を続け、その結果、

３つの大規模な災害対応訓練に

おいて、複数の災害実動機関間

での情報共有手段として利用さ

れて、その有用性が災害実動機

関によって実証されたことに加

え、大規模自然災害の発生後

等、インターネット回線や携帯電

話等の公衆網が利用不可となる

可能性もあるような状況でも、現

レジリエントな自然環境計

測技術として、環境計測セン

サ群（インフラサウンドセンサ

やカメラ等）からの計測データ

の解析技術の検証を継続し

て実施するとともに、計測デ

ータ及び解析結果を含む総

合的な可視化ツールの利用

可能性を検証する。また、電

源自立性を考慮した高耐候・

省電力 IoT モジュールの実フ

ィールドにおける長期間自立

稼働の検証を完了し、太陽光

発電等の環境発電を利用し

た計測技術を確立する。 

自然環境計測技術 

 【インフラサウンド関連技術】 

インフラサウンド（津波・火山噴火等の大規模な自然災害発生時

に生じる可聴周波数以下の音波）を利用した自然災害の検知に

向けて、小型・省電力センサの開発及び観測データを利用した音

源位置（津波・噴火等の発生位置）推定手法に関する研究開発を

進めてきた。 

令和７年度に得られた成果は以下のとおり。 

 インフラサウンドセンサ開発について、従来センサ（微気圧計）と

同等の広帯域・高感度を実現する小型・省電力センサの実装方

法（マイクロフォンと MEMS センサを併用する画期的な手法）が、

電 子 情 報 通 信 学 会 の 論 文 誌 IEICE Transactions on 

Fundamentals of Electronics, Communications and Computer 

Sciencesに採択された（令和８年５月出版予定）。 

 数地点で観測されたインフラサウンドデータから、音源位置を可

視化・解析する手法の検証として、令和７年９月に発生したカムチ

ャツカ半島沖地震の際に観測されたインフラサウンドデータ解析

により、地震波表面波によるインフラサウンド発生を確認し、手法
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の有効性を検証した。第５期中長期において、火山噴火や地震

に起因するインフラサウンドの発生確認は合計４件となった。 

 社会実装に向けた取り組みとして、開発したセンサを前年度まで

に国内 25か所（北海道、宮城県、東京都、高知県、鹿児島県、沖

縄県）に設置し、計測したデータの一部（令和７年度に７か所から

11 か所へ）について、日本気象協会ウェブサイトを通じたオープ

ンデータとしての公開を継続し、利用登録者数は 70 者となった

（前年度より６者増）。また、前年度までに開発したインフラサウン

ド可視化ツール（時系列データやスペクトログラムを表示するも

の）について、日本気象協会ウェブサイトを通じて、研究目的での

利用を可能とした。さらに、民間企業によって、山梨県からの事業

受託を通じて、防災を目的（噴火時の火口位置特定）として、富士

山東方に令和６年度には３か所にセンサが設置され、令和７年度

には３か所追加されて計６か所となった。 

 

【カメラ映像解析による自然現象検出技術】 

市販ネットワークカメラで取得した映像データから、機械学習等を

用いて自然現象の急変を検知する手法（煙や波浪等、形状が

時々刻々と変化するオブジェクトの検出）について、研究開発を進

めてきた。 

令和７年度に得られた成果は以下のとおり。 

 エッジ側（カメラが設置されている場所）で実装可能な軽量演算に

よる噴煙イベント検出手法について、九州地方の活火山（桜島）

を対象とした提案手法の検証を進めて、ユーザである火山研究

者からの要求である 90％以上の精度（天候が曇りなどで火山自

体がカメラで撮影できない場合を除く）で小規模なものを含む噴

火を検出できることを実証した。 

 赤外光投影による超高感度カメラを用いて、夜間でカメラから数

10mの距離があったとしても、熊・イノシシ等の野生動物を検出可

能とするアルゴリズム（動物の網膜反射を利用した新たな手法）

を考案し、特許出願した。 

 令和６年度に実施した映像解析による波浪打ち上げ高推定技術

（国土交通省河川砂防技術研究開発による研究成果）について、

カメラで撮影した波浪からその打ち上げ高を推定する手法（映像

フレームに対して、フレーム内オブジェクトの動きベクトルの推移

と、参照となる背景物の大きさとの比較から推定）について特許

出願を行った。従来手法と比較して、岸壁を超えても計測が可能

場の災害実動機関及び災害対

応を統括する機関との間で被災

地の情報共有が行えることが災

害対応を速やかにかつ適切に進

めるために重要であることを解

説した記事を２件寄稿し、技術の

社会的有用性を示したこと。 

 レジリエント自然環境計測技術

全般について、津波や火山噴火

等、我が国における自然災害の

速やかな検知の実現に向けて、

インフラサウンド及びカメラ映像

解析に関する研究開発を行い、

実際に発生した地震（カムチャツ

カ半島沖）及び火山噴火（桜島）

を対象にした技術検証を進め、

カムチャツカ半島沖地震の際に

観測されたインフラサウンドデー

タ解析により、地震波表面波に

よるインフラサウンド発生を確認

でき、可視化ツールを研究用に

公開したこと。 

 カメラ映像解析による自然現象

検出技術について、特許出願し

た夜間であってもカメラ映像解析

によって動物を検出する手法が

社会課題となっている熊やイノシ

シ等の野生動物の検知に向けて

有効であること、同じく特許出願

したカメラ映像解析による波浪打

ち上げ高の推定手法が港湾設

備保守の省人化に向けて有効で

あること、火山の噴煙検出等こ

れまでに映像解析の研究開発で

使用してきた映像伝送手法のソ

ースコードをオープンソースとし

て公開したことに加え、総務省の
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であること、高い時間分解能で計測が可能であることが特長であ

る。 

 派生成果として、一部の映像フレームでオブジェクトが遮蔽された

としても、同一オブジェクトとして検出する手法を考案し、車両検

出を対象とした実証結果が情報処理学会(IPSJ)論文誌Journal of 

Information Processing に採択された。 

 社会実装に向けた取り組みとして、令和５年度から受託している

内閣府 SIP 第３期「スマート防災ネットワークの構築」において、

自治体からのニーズにもとづき、市販ネットワークカメラを設置

し、これまでに考案した映像解析による自然現象の検知手法（煙

等）の実証を進めた。 

 社会実装に向けた取り組みとして、火山の噴煙検出等、これまで

に映像解析の研究開発で使用してきた映像伝送手法（通信環境

が良好ではなく、通信帯域が変動する回線であっても、高品質映

像データを伝送可能とする手法）のソースコードをオープンソース

として公開した。 

 社会実装に向けた取り組みとして、総務省「地域社会 DX 推進パ

ッケージ事業」を民間企業（７社）が参加するコンソーシアムの一

員として実施し、自治体が抱えるニーズにもとづき、機構で開発し

た煙及び野生動物の検出手法及びエッジ側での軽量演算手法を

実証システムへ導入し、工事現場での不審火や街中の熊等の野

生動物の検知をユースケースとした技術実証に成功した。 

 

【高耐侯・電源自立型システム技術】 

火山火口周辺のように、商用電源が利用できず、かつ硫黄ガス等

の過酷な気候場所であったとしても、環境発電等を活用して、長

期間にわたる自然環境計測を継続して行えるシステムの研究開

発に取り組んだ。 

令和７年度に得られた成果は以下のとおり。 

 環境発電（太陽光発電パネル）を電源とする電源自立型観測装

置（センサとしてはインフラサウンド及びカメラを具備）について、

令和４年度からの運用を継続して進めて、当初計画した３年間を

超える３年５か月の運用試験を九州地方の活火山で完了し、太

陽光発電等の環境発電を利用した計測技術を確立した。 

 社会実装に向けた取り組みとして、設置した装置で取得した映像

を周辺３自治体（宮崎県、えびの市、小林市）への試験提供を令

和５年度から継続して実施し、令和６年度に続き、令和７年度に

事業を通じて、民間企業７社及

び自治体とともに実施し、機構で

開発した煙及び野生動物の検出

手法及びエッジ側での軽量演算

手法をシステムへ導入し、工事

現場での不審火や熊等の野生

動物の検知をユースケースとし

て技術実証に成功したこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 分散協調無線技術について、民

間企業から、当該技術のモビリ

ティ分野への適用に向けた受託

研究を実施し、令和 7 年度にお

いては出願した特許５件を移転

したこと。 

 自己産出型エッジクラウド技術に

ついて、これまでに災害情報共

有プラットフォーム X-ICS を訓練

で利用した災害実動機関からの

要望や災害時の情報収集に使

用可能な移動体（ドローン、四足

歩行ロボット等）の多様化を踏ま

え、X-ICS を小型化し、引き続き

該当機関の訓練において、複数

の災害実動機関間での情報共

有手段として利用されたこと。 

 インフラサウンド関連技術につい

て、取得したデータのオープンデ

ータ化として、インフラサウンド観

測データを日本気象協会ウェブ

サイトから関連研究の促進を目

的とした公開を進めて、利用登

録者数が前年度よりも約 10%増

加し、70者に達したこと。 
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おいても自治体における火山防災訓練で活用された。  高耐侯・電源自立型システム技

術について、九州地方の活火山

付近に設置した高耐侯・電源自

立型システムでは、観測映像の

試験提供を令和５年度から継続

して周辺３自治体へ実施し、令

和６年度に続き、令和７年度にお

いても自治体における火山防災

訓練で活用されたこと、並びに、

火山火口周辺のように、商用電

源が利用できず、かつ、硫黄ガ

ス等の過酷な気候場所であった

としても、環境発電等を活用し

て、長期間にわたる自然環境計

測を継続して行えるシステムの

実用性を検証しながら、生活の

安心に役立つ情報を継続して提

供できていること。 

＜課題と対応＞ 

【令和６年度評価総務省国立研究開発法人審議会の意見】 

 

（課題） 

様々なフェーズにおける多くの成果が認められるが、若干フォトニックネットワークの成果に全体として長年牽引されているような印象を受ける。 

（対応） 

前中長期の最後から今中長期の前半では、顕著な成果を占める比率が多いのがフォトニックネットワーク技術の報告でした。一方、昨今は他の技術においても、適切な

人材配置や業務改善に努めるなどして、それぞれ多くの顕著な成果を報告できるようになっています。以下に、フォトニックネットワーク技術以外において社会実装に向け

た取組を中心に、令和７年度に創出した顕著な成果と考えることができる成果を抜粋し列挙します。 

 

（１）計算機能複合型ネットワーク技術 

分野世界最高峰の国際会議 IEEE INFOCOM 2025 で発表した ByzSkip をオープンソース公開し、さらに、実用レベルに成熟させネットワークサービスを分散管理・統合

するプラットフォームとして組込んだソフトウェア実装を用い、企業らによるヘルスケアアプリケーション実証・大規模展示会出展・報道発表などに至りました。国際標準化活

動に関して、これまでの ITU 勧告文書や IETF/IRTF RFC 文書の創出に加え、企業と連携し開発した TM Forum 標準 API 準拠の API による AI 連携制御技術が TM 

Forum 標準文書にユースケースとして掲載され、標準化成果の活動の広がりを示しました。このように基礎研究、国際的学術成果、標準化、実証および社会実装までを

一貫して推進いたしました。 

 

（２）次世代ワイヤレス技術 
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次世代社会における新しいアプリケーションの実現に向け、社会実装までを見据えた取り組みを進めて参りました。特に、高度無線アクセスシステムに関し、無線通信を

安定化させる SRF 無線プラットフォームについて、アライアンス認証プログラム合格が３製品増加し、また、機構のライセンスを活用する製品も１件増加しました。商用工場

レイアウトツールへ機構が知財を有する可視化プラグインの製品化予定が外部で取り上げられたり、ドローン制御に関して市場開拓を目的とした知財のライセンス契約を

締結したりするなど、他技術の社会実装に向けた活動も進展させました。次の社会実装に向けた標準化活動や著名国際会議や展示会での技術発表および広報活動も推

進しました。 

 

（４）光・電波融合アクセス基盤技術 

光信号の発生技術に関し、極めて平坦な周波数特性を示す超高速光変調器の実証成果は、旗艦国際会議の特別セッションで採択され、それを機に問い合わせが増

え、特許の共同出願企業が製品化を開始するに至りました。また、量子ドットウェハの販売実績があるほか、光と電波を融合した通信方式についても、ITU-T 補助文書お

よび ASTAPレポートを成立させ、標準化活動を積極的に実施しました。並行して種々の光デバイス技術において高速限界を押し上げています。このように基礎研究、国際

的学術成果、標準化、実証および社会実装までを一貫して推進しました。 

 

（５）宇宙通信基盤技術 

地上から宇宙までをシームレスにつなぐ三次元ネットワークの実現を目指して研究開発を進めており、その成果が著名論文誌や旗艦国際会議に採録されました。航空

機等に搭載する小型平面アンテナの排熱構造について薄型化及び軽量化による実用化の目途がつき、企業３社とともに LEO衛星端末の早期実用化を目指した開発を実

施する報道発表を実施するに至りました。これまで報告した静止衛星に搭載する光通信機器の製造引き渡しの完了に加え、低軌道を周回するキューブサットへ搭載する

超小型光通信端末の製造を完了し、令和 8年度打上げの準備ができる状態にしました。光通信は、2Tbps空間伝送の成功を報道発表し、技術の先進性も示しています。 

 

（７）タフフィジカル空間レジリエント ICT基盤技術 

３ＧＰＰにおいて、これまで標準文書への反映をした低遅延無線中継技術に加え、分散協調無線通信技術も標準文書へ反映することができました。3GPP の標準化活動

はビジネスの実施主体となる国内民間企業とともに実施し、これらの技術に関する出願特許について５件の移転契約を追加しました。同一時間同一周波数で、６Ｇで想定

される要件を上回る 20 局の同時接続に成功する、新たな技術も創出しました。無線通信のみならず、災害時実動機関向け災害情報共有プラットフォーム技術を、災害時

実動機関が合同で実施する大規模訓練で利用されたり、自然環境計測技術（可視化・解析技術）の映像解析技術を利用し、複数の企業と連携した社会課題（火災や野生

動物の早期検知）解決に向けた実証実験に成功したり、異なる技術の異なる利用シーンでの実証などを、将来のユーザとともに実証しました。 

 

（課題） 

委託研究や地方創生に関して、タフフィジカル空間レジリエント ICT 基盤技術の成果を水平展開することで、地域活用を含め、地域格差をなくすような展開を期待する。

いまは、効果のでそうな地域が選ばれ、個々の成果がでているかもしれないが、その点と点を結ぶ型で NICT の Enabling により、日本全体の社会実装が実現することを

期待する。 

（対応） 

ご指摘いただきありがとうございます。成果の水平展開のため、今後も継続して取り組んでまいります。 

令和７年度は、１－２－（７）タフフィジカル空間レジリエント ICT基盤技術において、以下の展開を実施しました。 

インフラサウンドに関しては、NICT が省電力・小型センサを開発しており、多くの自治体の協力も得て、北海道から沖縄までの国内 25 か所に設置し、データの蓄積と津

波等の発生位置推定手法の検証を進めております。令和７年度は、カムチャッカ半島沖地震において観測したデータを用いた検証の有用性を示すことに成功しました。ま

た、観測データのうち 11か所のデータについては日本気象協会のサイトで公開し、当該データの利用者が 70者に達するとともに、データを可視化するツールを公開し、研

究者等の利便性向上を図りました。今後も引き続き全国展開に向けた取り組みを継続して参ります。 
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また、映像解析手法については、R7 年度には地域 DX 実証事業を民間企業が代表として受託し、システムベンダ・自治体・ユーザ企業等ともに、仙台市における実証

（映像解析による火災や野生動物検出）を進めております。今後、個々の地域だけでなく、日本全体への展開が果たされるよう、活動を推進してまいります。さらに、高耐

侯・電源自立型システムに関しては、周辺３自治体（宮崎県、えびの市、小林市）への試験提供を令和５年度から継続して実施し、令和６年度以降にはえびの市における

火山防災訓練で活用されました。 

 

 

なお、この評定は、以下の「国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解」を踏まえて、決定した。 

 

国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解 

 

１． 日時：令和８年４月 23日（木） 10時 00分～17時 00分 

 

２． 委員名簿 

安浦 寛人 委員長  国立情報学研究所 副所長 

安藤 真 委員    東京科学大学 名誉教授 

飯塚 久夫 委員    一般社団法人 量子フォーラム 総務担当理事 

栄藤 稔 委員    大阪大学 先導的学際研究機構 特任教授 

太田 勲 委員     兵庫県立大学 名誉教授（前学長） 

國井 秀子 委員    芝浦工業大学 客員教授 

後藤 厚宏 委員    情報セキュリティ大学院大学 教授 

徳永 健伸 委員     東京科学大学 名誉教授 

渡辺 文夫 委員    Fifth Wave Initiative 代表 

 

３．委員長及び委員からの意見 

 

（革新的ネットワーク分野について） 

 自己評価として年度評定 S、期間実績評定 Sは妥当である。世界トップデータが継続的に出されるなど各分野で多彩な数々の優れた成果が得られ、経年変化として社

会実装が具体的な形で進んだことを高く評価する。また、社会実装や商用化の進捗、アライアンスやコンソーシアム活動による成果の普及など、研究成果の社会実装

へのエコシステムの構築への努力も評価できる。 

 NICTは「日本全体の通信ネットワークを牽引する組織」であるとの前提に立ち、以下の４点を提言する。 

① 三次元ネットワーク（地上・宇宙・DC）の統合 ：光技術・衛星リンク技術・センシングの連携強化による地上系・宇宙系・データセンターが統合されたネットワークの

構築 

② AI時代のネットワーク設計 ：「AI for Network」ではなく 「Network for AI」に転換し 、AI同士が通信する時代を前提にしたネットワーク設計思想が必要 

③ デジタルツインの高度化：電波干渉の調整にとどまらず、電波検査・制度化までデジタルツインで主導する役割に期待 

④ 高目標・高リスク研究の容認 ：成功を積み上げる日本型モデルに加え、大胆に挑戦できるマインドも許容されること 

 

（全体を通して） 
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 多くの分野で素晴らしい成果が上がっている。 

 ICT 分野の急速な技術進展や国際情勢を含む社会環境の変化により、5 年の中長期目標を固定的に設定することは一層困難となっている。状況に応じた柔軟な見直

しは必要である一方、場当たり的な変更とならないよう、予見困難な重大事象の発生を想定し、目標を見直す際の考え方や手順をあらかじめ整理することが重要であ

る。 

 特にサイバーセキュリティや AI 分野においては、NICT が果たすべき社会的役割・国家戦略上の役割をより明確に位置付けた上で、業務や研究領域の拡大に応じた

予算措置や組織体制の在り方について、既存の枠内にとどまらず、組織の見直しも含めた検討が必要である。 

 評価に当たっては、精緻な議論のために大量の資料を用いることの意義は大きいものの、研究者・職員の負担が相当大きい可能性があり、毎年同水準の精緻な評価

を実施する必要性については再考の余地がある。研究内容に加え、組織の在り方や国家戦略上の位置付けについて多様な意見を取り入れる観点から、外部有識者

との継続的な対話は重要であり、例えばテーマを絞る、網羅的な評価は隔年で実施する等の評価の在り方をはじめ、評価委員会の役割や活用方法についても検討が

求められる。 

 第５期では、研究段階から社会実装を意識する取組が全体として定着し、連携やエコシステム形成にも一定の進展が見られた。スタートアップ支援を含め、ファンディン

グエージェンシーの仕組みや大学との連携も活用した、スピーディーに動ける文化づくりが今後の課題である。多くの優れた成果を踏まえ、変化に柔軟に対応できる仕

組み整備や多様な人材の確保と、広報を含めた発信・連携の強化が期待される。 

 サイバーセキュリティ分野とユニバーサルコミュニケーション分野の連携を一層強化し、NICT内で団結して、ネットワークと AIのセキュリティを一体的に捉えた横断的な

研究を推進することも期待する。 

 

上記見解を踏まえ、機構として年度評定を S、期間実績評定を S とする。 
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中長期目標・中長期計画 

中長期目標 中長期計画 

１.重点研究開発分野の研究開発等 

（２）革新的ネットワーク分野 

我が国において、これまでにない価値の創造や社会システムの変革等を

もたらす新たなイノベーション力を強化するためには、「社会を繋ぐ」能力とし

て、通信量の爆発的増加等に対応するため地上や衛星等のネットワークを

多層的に接続する基礎的・基盤的な技術が不可欠であり、Beyond 5G を支

える基盤技術として期待されることから、【重要度：高】として、以下の研究開

発等に取り組むとともに、標準化、研究開発成果の普及や社会実装を目指

すものとする。 

１－２．革新的ネットワーク分野 

Beyond 5G時代における Society 5.0の高度化による社会システムの変革を実現するため、

通信トラヒックの急増や通信品質の確保、サービスの多様化等に対応しうる革新的なネットワ

ークを構築する必要がある。そのための重点技術として、計算機能複合型ネットワーク技術、

次世代ワイヤレス技術、フォトニックネットワーク技術、光・電波融合アクセス技術、宇宙通信基

盤技術、テラヘルツ波 ICT プラットフォーム技術、タフフィジカル空間レジリエント ICT 基盤技術

の研究開発を実施するとともに、標準化、研究開発成果の普及や社会実装を目指す。 

①計算機能複合型ネットワーク技術 

Beyond 5G 時代の多様なネットワークサービスを持続的に支えるため、高

品質通信を安定的に提供する通信アーキテクチャ、急増する通信トラヒック

を支える超大容量フォトニックネットワーク、光ファイバ通信と無線通信を調

和的に融合するアクセス技術等に資する研究開発を実施するものとする。 

（１）計算機能複合型ネットワーク技術 

Beyond 5G時代における多様なネットワークサービスが共存する環境において、各々のサー

ビスが求める通信品質や情報の信頼性を確保するとともに、ネットワーク資源の持続的で適正

な提供を行うため、ネットワーク内の高度な処理機能によってこれらを実現する計算機能複合

型ネットワーク技術の研究開発を実施する。具体的には、大規模ネットワーク制御技術、遅延

保証型ルーター技術の研究開発を行い、ニューノーマル時代の社会経済の変革に資するサー

ビスやアプリケーションの実現に寄与する。また、情報特性指向型の通信技術の基礎研究を推

進し、社会展開を目指した応用研究開発の開始につなげていく。 

（ア）ネットワークテレメトリによる大規模ネットワーク制御技術 

時々刻々変化するネットワークサービスからのニーズと資源の状況をネットワークテレメトリ

を用いて情報集約・収集する技術、そして収集した情報を基にヒューリスティックなアプローチ

により資源調整・制御する技術を開発する。情報収集手法を共通化するオープンネットワーク

テレメトリと、それを用いたネットワーク制御方法に関して標準化活動を行う。開発した手法につ

いてテストベッドを用いた実証実験や産学官連携による技術検証を行う。 

（イ）遅延保証型ルーター技術 

伝送遅延を一定の範囲に保つ必要がある超低遅延なネットワークサービスにおいて、従来

のソフトウェアルーターではパイプライン処理割り込みにより遅延揺らぎが生じる。この問題を

解決するため、決定論的（Deterministic）アーキテクチャを用いた遅延保証型ルーター技術の

研究開発を行う。研究成果については、遠隔授業等に用いられるルーターに導入し、外部機関

と共同で実証実験に取り組むような分野で社会展開を図る。 

（ウ）分散情報管理機構を用いた情報特性指向型の通信技術 

膨大な数の IoTデバイスやユーザから生成・発信される情報に対し、アプリケーションやサー

ビス等が求める信頼性や有効性等の情報特性を判断して情報提供を可能とするトラスタブル

なネットワークサービスの実現を目指し、分散情報管理機構を用いた情報特性指向型通信技
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術の基礎研究を行う。これら鍵となる技術の標準化あるいはプロトタイプ化を通じて応用研究

の実施やサービスの具現化を目指す。 

②次世代ワイヤレス技術 

多種多様なサービスが収容される Beyond 5G基盤技術の実現に向け、通

信環境の模擬及び当該模擬環境を用いた様々な無線技術の評価を通じ、

通信容量向上、柔軟な無線機動作の制御、通信エリアの拡大を目指す次世

代ワイヤレス技術の研究開発を実施するものとする。 

（２）次世代ワイヤレス技術 

ニューノーマル時代の社会経済の変革と Beyond 5G 基盤技術の実現を目指して、サイバー

空間とフィジカル空間との効率的な連携を検証する無線システム評価技術の研究開発、端末・

基地局間連携を推進する高度無線アクセスシステムの研究開発、及びモビリティ制御・無線エ

リア拡張技術の研究開発を実施し、専門的技術検討だけでなく一般の利用ニーズを踏まえた

包括的な地上系無線通信システムの多様化・拡張化に資する技術の確立と社会展開を図る。 

（ア）サイバー空間とフィジカル空間との効率的な連携を検証する無線システム評価技術の研

究開発 

様々な無線システムに対し、実環境での実施が困難な大規模検証や、これまでにない高精

度でリアルタイムな検証を実現するため、他の無線システムから受ける干渉も含めた電波環境

をサイバー空間上で高度なデジタル処理を介して模擬する技術の研究開発を行う。多様化す

る無線システムの特性をサイバー空間上でリアルタイム性を含め詳細に評価することにより、

実フィールドに対する検証とフィードバックを実現し、当該電波模擬技術の実社会実装を目指

す。 

（イ）端末・基地局間連携を推進する高度無線アクセスシステムの研究開発 

高速・低遅延・多数接続を実現する 5G の高度化と Beyond 5G 基盤技術の実現に向けて、

全二重通信技術等の適用により加入者容量を向上させる無線アクセス技術及び関連する実装

技術の開発を行う。また、通信状況をリアルタイム可視化し、省電力動作等の自律分散制御を

行う IoT を含む様々な無線システムが混在する無線環境を評価可能な技術を確立するととも

に、多様な無線端末の接続条件に応じてアプリケーションの所望要件を満足する動作制御技

術の開発を行う。上記技術の確立により、ユーザ要求に応じた連携・協調による無線サービス

最適化に寄与する。 

（ウ）モビリティ制御・無線エリア拡張技術の研究開発 

自動運転を含めた高度交通システムや、ドローン、無人機システム等、社会展開の加速が

予想される地上・空中を含む高度なモビリティ運用を確実かつ効率的に実現するための、多段

中継を前提としたモビリティ制御を可能とする超低遅延無線システム及びチャネル多元接続を

用いた複数端末協調動作を実現する制御技術の研究開発を行い、無線適用分野の拡張によ

り交通・運輸・物流の自動化に寄与する。また、海底資源探査・災害現場・人体内センシング等

での正確かつ効率的な情報・状況把握を実現するため、遮蔽や減衰等による影響が深刻な電

磁波伝搬環境に応じて無線方式を最適化し、通信品質を確保する極限環境通信技術確立の

ための研究開発を行い、資源探索、災害検出・察知に寄与する。 

①フォトニックネットワーク技術 

Beyond 5G 時代の多様なネットワークサービスを持続的に支えるため、高

品質通信を安定的に提供する通信アーキテクチャ、急増する通信トラヒック

（３）フォトニックネットワーク技術 

Beyond 5G時代の増加を続ける通信トラヒックに対応するためのマッシブチャネル光ネットワ

ーク技術の研究開発を行う。加えて、多種多様な要求に対応可能なネットワークを効率的に提

供する光ネットワークリソースの動的再構成及び利用効率化技術の開発を行う。また、フォトニ
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を支える超大容量フォトニックネットワーク、光ファイバ通信と無線通信を調

和的に融合するアクセス技術等に資する研究開発を実施するものとする。 

ックネットワークがすべての情報のインフラとして働くために、インシデントを予知しながら早期

に復帰させる技術の研究開発を行う。 

（ア）マッシブチャネル光ネットワーク技術 

増加を続ける通信トラヒックへの持続的な対応方法として、空間・波長領域を活用した超多

量の光チャネルを提供可能な光ファイバ及び光伝送技術の研究開発を行う。また、その超多量

の光チャネルを収容可能な総リンク容量が数 10ペタ bpsの光交換ノード技術の研究開発を実

施する。光通信や光計測に適用して電子処理の速度限界を超える高速化を実現する光領域

信号処理技術に関する研究開発を実施する。社会展開を目指したフィールド実証や産学官連

携による研究推進等によって各要素技術を実証し、マッシブチャネル光ネットワーク技術を確

立する。 

（イ）光ネットワークリソースの動的再構成及び利用効率化技術 

アプリケーションからの光ネットワークへの多様な要求に対して、オンデマンドで必要十分な

リソースを用いて、コアやアクセス等において様々な特性を持つ安定した通信環境を適応的に

提供するため、オープン／プログラマブル光ネットワークに向けて、マネジメント省力化に資す

る光ハードウェアや光周波数資源の利用効率化技術の研究開発を行う。また、変化適応力向

上のための多量光データに基づく光ネットワーク高度解析・制御技術の研究開発を実施する。

社会実装を目指したフィールド実証や産学官連携による研究推進等によって各要素技術を実

証し、光ネットワークリソースの動的再構成及び利用効率化技術を確立する。 

（ウ）光ネットワークの障害予兆検知及び機能復旧技術 

大規模障害や災害等に対して、広域トランスポートネットワークに影響をもたらす、光ファイ

バ網特有の物理現象に由来する潜在的な故障源等を検知・予測するテレメトリ技術と、性能低

下抑制のための適応制御の基盤技術を確立する。また、平常時／災害・大規模障害時におけ

る通信・計算基盤を連携し、クラウドエコシステムにおける構成調整の弾力化と障害復旧の迅

速化を目指して、異種トランスポート網の高度な相互接続・統合利用を促進するための、ネット

ワーク資源のオープン化、需給均衡、通信・計算資源の連携等の基盤技術を確立する。 

①光・電波融合アクセス技術 

Beyond 5G 時代の多様なネットワークサービスを持続的に支えるため、高

品質通信を安定的に提供する通信アーキテクチャ、急増する通信トラヒック

を支える超大容量フォトニックネットワーク、光ファイバ通信と無線通信を調

和的に融合するアクセス技術等に資する研究開発を実施するものとする。 

（４）光・電波融合アクセス基盤技術 

Beyond 5G時代以降のネットワークのより柔軟な運用を実現するために、アクセスネットワー

クにおける光と電波の信号帯域を融合して調和的に利用し、多量の送受信器やセンサ等のフ

ィジカルリソースを適応的かつ柔軟に拡充・補完することを可能とし、光と電波の周波数帯域の

高精度な相互変換や広帯域なパラレル波形処理等の機能を有する「マッシブ集積オールバン

ド ICT ハードウェア技術」の研究開発を行う。また、ユーザ特性のみならずネットワーク環境等

に対応した光・電波伝送媒体の選択的・調和的な活用を可能とするために、超高速かつ可用

性の高い次世代光ファイバ無線技術やスケーラブルな帯域制御技術、伝送媒体の効果的な相

互変換技術と基準信号配信技術、短距離向けリンク技術等の「伝送メディア調和型アクセス基

盤技術」の研究開発を行う。各要素技術を基にした産学官連携によるプロトタイプ実証やシス

テム・コンセプト等のフィールド社会検証により、各技術の実証や標準化等に取り組み、2030年
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以降の利用シーン拡大に資するアクセス／ショートリーチに係る光・電波融合基盤技術を確立

する。 

③宇宙通信基盤技術 

衛星通信を含む非地上系ネットワークや通信システムの利用拡大を鑑

み、電波や光による柔軟な衛星通信ネットワークの構築により、次世代衛星

通信基盤技術の研究開発を実施するとともに、産学連携を推進するものとす

る。 

（５）宇宙通信基盤技術 

衛星通信を含む非地上系ネットワークや通信システムの利用が拡大する中、地上から宇宙

までをシームレスにつなぐ高度な情報通信ネットワークの実現に向けて、効率的なデータ流通

を実現する衛星フレキシブルネットワーク基盤技術及び小型化・大容量化・高秘匿化を可能と

する大容量光衛星通信・フレキシブル通信・高秘匿通信基盤技術に関する研究開発を行う。 

（ア）衛星フレキシブルネットワーク基盤技術 

衛星・航空機・ドローン等で構成される地上から宇宙までのネットワークが多層的に展開され

る光・電波を用いた統合型モビリティネットワークにおいて、流通データの要求条件（通信容

量、遅延、信頼性、電波伝搬等）を踏まえ、最適な通信経路や通信条件を探索することで、効

率的なデータ流通を可能とする衛星フレキシブルネットワーク基盤技術の研究開発等に取り組

む。本技術を活用し、衛星等を用いた通信技術の検証や実証実験を実施し、実用化を目指し

基盤技術を確立するとともに標準化・産学との連携を推進する。 

（イ）大容量光衛星通信・フレキシブル通信・高秘匿通信基盤技術 

周波数資源逼迫の解決に応えるとともに、小型かつ大容量通信可能で、陸上・海上・空域・

地球近傍・月等あらゆる場所の多地点間において信頼性、可用性が要求される様々なデータ

の流通を目指し、小型衛星や深宇宙等への大容量な光通信技術やデジタル化によるフレキシ

ブルな通信技術の適用等に関する基盤技術の研究開発に取り組む。また、安心安全で高秘匿

な無線通信システムを確立するため、宇宙における高感度・量子通信の基盤技術の研究開発

等に取り組む。本技術を活用し、衛星等を用いた要素技術の実証実験を実施し、実用化を目

指し基盤技術を確立するとともに標準化・産学との連携を推進する。 

④テラヘルツ波 ICTプラットフォーム技術 

Beyond 5Gを見据えたさらなる周波数利用拡大を鑑み、テラヘルツ波利活

用を推進するための研究開発を実施するものとする。また、システム展開に

むけた計測評価基盤技術の研究開発を通じ、産学連携や国際標準化を推

進するものとする。 

（６）テラヘルツ波 ICTプラットフォーム技術 

Beyond 5G 時代のさらなる通信の高速化・大容量化が期待される将来の情報通信基盤を実

現するため、テラヘルツ波 ICT・センシング技術を支える計測・評価・実装・利活用を行うプラット

フォーム技術の研究開発を実施する。また、以下の取組を通じてテラヘルツ波 ICT システムの

社会実装に向け、周波数割り当てをはじめとする国際標準化活動等の推進に貢献する。 

（ア）テラヘルツ波 ICT計測評価基盤技術 

テラヘルツ帯電波特性やデバイス周波数特性等の計測評価技術の開発を通じ、テラヘルツ

帯電波を利用した様々なシステムの計測評価基盤を構築するとともに、テラヘルツ波 ICT・セン

シング技術確立の加速化に向けた利用を促進する。 

（イ）超高周波電磁波の宇宙利用技術 

将来的な宇宙産業化に貢献することを目指し、テラヘルツ波センシングや通信の宇宙利活

用に向けた基盤技術や超小型軽量衛星センサ、電磁波伝搬モデルの研究開発と実装運用試

験を行う。また、超高周波電磁波の衛星観測データ利用の高度化・利用促進を図るため、新た

なデータ数理アルゴリズムを用いた衛星データ情報処理等の取組を行う。 

⑤レジリエント ICT基盤技術 （７）タフフィジカル空間レジリエント ICT基盤技術 
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大規模災害や障害等の様々な事象によって引き起こされる非連続な変化

に対応が可能な、ネットワークの障害検知・予測及び適応制御技術、IoT 等

による柔軟な情報収集及び総合的な可視化・解析の基盤技術等、持続性に

優れたレジリエント ICT基盤技術の研究開発を実施するものとする。 

大規模災害や障害等の様々な事象によって引き起こされる急激な変化に対してもサービス

の持続的提供を支える情報通信技術の実現を可能とするため、次の研究開発を行う。ネットワ

ークの分断や再統合といった動的変化が生じるタフフィジカル空間においても、情報通信資源

を適切に割り当て、自律的に再構成する情報通信基盤の構築技術を確立する。また、自然現

象の急変の検知を可能とするため、環境計測センサ群からの情報を収集し、データを総合的に

可視化・解析するレジリエント自然環境計測技術を確立する。 
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国立研究開発法人情報通信研究機構 令和７年度の業務実績に関する項目別自己評価書（No.3 サイバーセキュリティ分野） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

中長期目標の当該項目 Ⅲ．－１．－（３）サイバーセキュリティ分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

国立研究開発法人情報通信研究機構法第 14条第１項

第一号、第七号、第八号、第 18条第１項 

サイバーセキュリティ基本法第 13条及び第 14条 

当該項目の重要度、難易度 重要度：高 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

行政事業レビューシート **** 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）※10 

 基準値等 
（前中長期目標期

間最終年度値） 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

査読付き論文数 - 59 78 49 47 97 予算額（百万円） 14,113 11,349 9,975 12,014 12,942 

招待講演数※１ - 48 49 94 62 80 決算額（百万円） 6,319 10,419 5,492 9,369 9,159 

論文被引用総数※２ - ４ １ ４ ０ ２ 経常費用（百万円） 4,418 4,764 5,000 7,715 9,096 

過年度発表を含む論文

被引用総数※３ 
- ４ 45 191 262 132 経常利益（百万円） △37 △37 △17 △12 △341 

実施許諾件数 - 11 12 ７ ９ ６ 行政コスト（百万円） 4,479 6,106 7,129 9,865 11,096 

報道発表件数 - ４ ３ ３ ３ ７ 従事人員数（人） 34 39 39 46 53 

共同研究件数※４ - 47 51 57 60 65       

標準化や国内制度化

の寄与件数 
- 14 ９ 19 12 18       

標準化や国内制度化

の委員数 
- 14 11 13 ９ 10       

実践的サイバー防御演

習の実施回数 
- 105 108 110 110 110       

実践的サイバー防御演

習の受講者数 
- 3,095 4,032 5,705 8,283 9,591       

構築した基盤環境の外

部利用組織数※５ 
- 37 55 61 92 107       
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外部組織が開発した人

材育成コンテンツ数 

※６ 

- １ ７ 25 85 90       

調査対象 IP アドレス数

（百万アドレス）※７ 
- 112 112 112 124 121       

注意喚起対象通知件

数※８ 
- 21,049 48,814 61,845 183,066 171,013       

参加 ISPの数※９ - 69 77 83 84 96       

※１ 招待講演数は、招待講演数と基調講演数の合計数。 

※２ 当該年度に発表した査読付き論文についての、クラリベイト・アナリティクス InCites Benchmarking に基づく被引用の総数（当該年度の３月調査）。 

※３ 過去３年間（ただし、今中長期期間の始期である令和３年度以降を対象とし、令和３年度は１年間、令和４年度は２年間とする）に発表した査読付き論文についての、クラリベイト・アナリティクス InCites Benchmarking に基づく被

引用の総数（当該年度の３月調査）。 

※４ 当該年度以前に契約し、契約が実施されている共同研究契約件数（当該年度の３月末調査）。 

※５ サイバーセキュリティ統合知的・人材育成基盤として構築した基盤環境の外部利用組織数。 

※６ サイバーセキュリティ統合知的・人材育成基盤を活用して外部組織が開発した人材育成コンテンツ数。 

※７ パスワード設定等に不備のある IoT 機器の調査における、毎月の調査対象 IPアドレス数の年間平均。 

※８ パスワード設定等に不備のある IoT 機器の調査において、注意喚起対象として ISP (Internet Service Provider)へ通知した１年間の総件数。 

※９ パスワード設定等に不備のある IoT 機器の調査に参加している ISP (Internet Service Provider)の数。 

※10 予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。従事人員数は、常勤職員の本務従事者数。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標・中長期計画（リンク先へ） 

中長期計画

（小項目） 

年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の主な業務実績等 自己評価 

１－３．サイバー

セキュリティ分

野 

１－３．サイバーセキュリティ

分野 

＜評価軸＞ 

 研究開発等

の取組・成果

の科学的意

義（独創性、

革新性、先導

性 、 発 展性

等）が十分に

大きなもので

あるか。 

 研究開発等

 評定 Ｓ 
１－３．サイバーセキュリティ分野 

我が国におけるこれまでにな

い価値の創造や社会システムの

変革等をもたらすイノベーション

を強化するために不可欠な、急

増するサイバー攻撃から社会シ

ステム等を守るサイバーセキュリ

ティ分野の技術の高度化の研究

開発等に取り組むとともに、標準

化、成果の普及及び社会実装を
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の取組・成果

が社会課題・

政策課題の

解決につなが

る も の で あ

り、または、そ

れらが社会的

価値の創出

に十分に貢

献するもので

あるか。 

 研究開発等

の成果を社

会実装につな

げる取組（技

術シーズを実

用化・事業化

に導く等）が

十分 であ る

か。 

 取組が ICT人

材の需要に

対応できるも

のとして適切

に実施された

か。（「サイバ

ーセキュリテ

ィに関する演

習」及び「サイ

バーセキュリ

ティ産学官連

携拠点形成」

の評価時に

使用） 

 取組が我が

国全体のサイ

バーセキュリ

行うという中長期目標に対して、

中長期期間の最終年度として年

度計画を着実に達成した上で、

サイバーセキュリティ技術では、

NICTER、STARDUST、CUREなど

の研究開発に加え、無差別型か

ら標的型攻撃までを網羅する観

測・分析基盤を高度化し、AI・LLM

による検知、説明性、キュレーシ

ョンを体系的に統合するほか、イ

ンターネットスキャンの信頼性に

対する懸念を明らかにし、より信

頼性の高い分析基盤を構築し

た。暗号技術では、プライバシー

保護連合学習や暗号技術を核

に、データ利活用と厳格なプライ

バシー保護を両立させる理論・実

装の双方を深化させ、サイバーセ

キュリティに関する演習では、

CYDER の受講者が集合演習だ

けで約 4,000 人となったほか、

SecHack365 での修了生コミュニ

ティの形成、オンライン演習を多

様化・高度化、実践サイバー演習

（RPCI）における高い受講者満足

度での受講者獲得、サポート等

我が国全体のサイバーセキュリ

ティ対応能力強化にも大きく貢献

した。サイバーセキュリティ産学

官連携拠点形成では、AIセキュリ

ティセンターの北米拠点を整備

し、関係機関との連携を進めた。

IoT 機器のサイバーセキュリティ

対策の促進では、1.18 億 IP 規模

の継続調査に基づき、脆弱機器・

マルウェア感染・攻撃踏み台への

大規模通知を実施し、被害抑止
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ティ対応能力

強化に貢献

するものとし

て計画に従っ

て着実に実

施されたか。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 具体的な研

究開発成果・

研究開発成

果の移転及

び利用の状

況 

 共同研究や

産学官連携

の状況 

 データベース

等の研究開

発成果の公

表状況（個別

の研究開発

課題におけ

る）標準や国

内制度の成

立寄与状況 

 IoT 機器調査

に関する業務

の実施状況

（「パスワード

設定等に不

備のある IoT

機器の調査」

の評価時に

使用） 

と社会全体の安全性向上に直結

する高い社会的価値を示した。加

えて、AURA の設計・試作や調査

精度向上、行政向け ASMの本格

運用、規制見直しへの貢献と他

機関連携の強化により、監視か

ら是正までを迅速に回す対応能

力強化を実現した点で、我が国

全体のサイバーセキュリティ対応

能力強化に特に大きく貢献した。 

 

以上のことから、適正、効果的か

つ効率的な業務運営を行い、ま

た「研究開発成果の最大化」に向

けた特に顕著な成果の創出等が

得られたと認め、評定を「S」とし

た。 

（１）サイバーセ

キュリティ技術 

（１）サイバーセキュリティ技

術 

（１）サイバーセキュリティ技術 

 

（１）サイバーセキュリティ技術 

NICTER 、 STARDUST 、 CURE

などの研究技術開発に加え、無

差別型から標的型攻撃までを網

羅する観測・分析基盤を高度化

し、AI・LLM による検知、説明性、

キュレーションを体系的に統合し

た点、NICTER リアルタイム分析

基盤及び即応的スキャンバックシ

ステムの開発において、インター

ネットスキャンの信頼性に対する

懸念を明らかにし、より信頼性の

高い分析基盤を構築し、著名な

会議において表彰された点、特

に令和７年度の成果としては AI

×サイバーセキュリティの研究開

発とその関連活動の成果につい

て、高く評価できる。 

IoT マルウェア対策、ボットネッ

ト追跡、5G・ローレイヤ脅威検

（ア）データ駆動

型サイバーセキ

ュリティ技術 

（ア）データ駆動型サイバーセ

キュリティ技術 

（ア）データ駆動型サイバーセキュリティ技術 

 無差別型攻撃の迅速な状

況把握のための感染機器

のリアルタイム特定機能の

高度化や標的型攻撃観測

技術の攻撃誘引機能等のさ

らなる高度化を行う。 

 ダークネットトラフィック（約２万パケット/秒、約 40 万件のユニーク

送信元 IP アドレス/日）の解析を、送信元 IP アドレス単位でリアル

タイムに集約・分析・可視化するシステム NSD（NICTER Stream 

Detector）を開発した。従来は膨大なパケットデータの後処理が必

要で、リアルタイム解析が困難だったが、インメモリ処理により送信

元 IP ごとの特徴抽出と集約をリアルタイムで実現した。さらに、集

約結果をデータベース化することで、分析者が多角的・迅速に解析

できる基盤を整備した。 

 NSD を活用し、ダークネットトラフィックをトリガーとしてマルウェア感

染機器を即時に特定・スキャンするシステム「JIT-Scanner（Just-

In-Time Scanner）」を開発した。従来のインターネットスキャンでは、

感染機器の特定とバナー情報収集の間に時間的ずれが生じ、IPア

ドレスの変動（IP Churn）によって正確な機器特定が困難だった。こ

の課題に対し、開発した JIT-Scannerでは、感染活動を検知した直

後に能動スキャンを実施し、正確かつ新鮮なバナー情報を収集す

ることに成功した。JIT-Scanner の有効性を検証するため、日本国



自己評価書 No.3 
 

114 

 

【モニタリング

指標】 

 査読付き論

文数 

 招待講演数 

 論文の合計

被引用数 

 研究開発成

果の移転及

び利用に向

けた活動件

数（実施許諾

件数等） 

 報道発表や

展示会出展

等の取組件

数 

 共同研究件

数 

 （個別の研究

開発課題に

おける）標準

化や国内制

度化の寄与

件数 

 演習の実施

回数又は参

加人数（「サイ

バーセキュリ

ティに関する

演習」の評価

時に使用） 

 構築した基盤

環境の外部

による利用回

数、もしくは利

用者数（「サイ

内の Mirai 感染機器を対象に従来の大規模スキャナ（Shodan、

Censys）と比較し、約２倍の収集成功を実証した。本成果をまとめ

た論文は、国内におけるサイバー攻撃対策分野の著名会議である

「マルウェアとサイバー攻撃対策研究人材育成ワークショップ 2025

（MWS2025）」において、高い実用性と有用性が評価された論文に

贈られる「ベストプラクティカル研究賞」を受賞した(MWS2025 で発

表された全 43本の論文中の１本が受賞）。 

 NSD 及び JIT-Scanner を活用した分析により、インターネット上に

おけるマルウェア感染機器の実態把握を実施した。特に国内の感

染機器については、被害を受けた組織や影響を受けるベンダに対

して感染実態の共有と対策検討に資する技術情報の提供を行っ

た。令和７年度は、国内で広く利用されている海外製コンシューマ

向け機器をはじめ、複数の映像機器ベンダや監視カメラ設置企業

などに対して、感染事例の通知や技術支援を実施した。これまでに

計 12 件の技術情報提供を行い、推定約 5.7 万台に影響する感染

事象を確認している。これらの情報提供を通じて、関係各所におけ

る迅速な対応を促進し、国内インターネット環境全体の安全性向上

に貢献した。加えて、観測された攻撃トラフィックの傾向や特徴的な

マルウェアの活動内容について整理・分析を行い、X へのポスト及

び計 10 本の Blog 記事の公表を通じて、広く一般の利用者やセキ

ュリティ関係者への情報共有を実施した。 

 セキュリティ企業や大学等による調査スキャンについて、その発信

元や関連組織の特定を行い、四半期ごとにリストとして整理・公開

した。当該リストはセキュリティ運用現場における誤検知や不要な

アラートの削減に寄与し、企業や研究機関における分析効率向上

に資するものである。 

 日本国内で活発に活動する複数のボットネットファミリーについて、

攻撃対象となる IoT 機器の実機を用いた観測、マルウェア検体の

収集・解析、攻撃者が悪用する脆弱性情報の収集、攻撃者の指令

サーバ（C2 サーバ）からの命令監視等を組み合わせた活動追跡を

実施した。特に、日本国内で感染活動が活発であり、X 社への大規

模 DDoS 攻撃を実行したことでも知られる RapperBot に関する３年

間にわたる調査・分析結果は、ボットネットやマルウェアエコシステ

ムに特化した国際会議である BotConf2025 で発表を行うとともに、

論文成果が IEEE DSC2025 に採択された。加えて、C2 サーバの監

視に基づくマルウェア活動追跡手法に関する技術的取組をまとめ

た成果が、サイバーセキュリティ分析分野の国際会議である JSAC 

証、偽誤情報対策などは、国民

生活と社会インフラの安全確保に

直結する成果も出ており、ベン

ダ・組織への通知支援、利用組

織拡大、万博での実運用、可視

化技術の技術移転や展示を通

じ、研究成果が実運用に組み込

まれた社会実装も、着実に進展し

ている点も高く評価できる。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な

成果の創出が認められた他、将

来的な特別な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定

を「S」とした。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 NICTER リアルタイム分析基盤

及び即応的スキャンバックシス

テムの開発において、インター

ネットスキャンの信頼性に対す

る懸念を明らかにし、より信頼

性の高い分析基盤を構築し、著

名な会議において表彰されるな

ど等様々な研究において高い

科学的成果が認められたこと。 

 NICTER、STARDUST、CURE を

中核に、無差別型から標的型

攻撃までを網羅する観測・分析

基盤を高度化し、AI・LLMによる

検知、説明性、キュレーションを

体系的に統合したこと。 

 コネクテッドカーの車両内ネット

ワークにおいてラベル付きの学
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バーセキュリ

ティ産学官連

携拠点形成」

の評価時に

使用） 

 民間企業が

開発した人材

育成コンテン

ツ数（「サイバ

ーセキュリテ

ィ産学官連携

拠点形成」の

評価時に使

用） 

 IoT 機器の調

査に基づく通

知件数（「 IoT

機器のサイバ

ーセキュリテ

ィ 対 策 の促

進」の評価時

に使用）（令

和 ６ 年度以

降） 

 

2026に採録された。 

 欧州を中心とする法執行機関の担当者が集う国際会議

Underground Economy においても、RapperBot の最新の観測動向

を発表し、当該ボットネットのテイクダウンに関与した米国担当官と

の技術情報交換を実施するなど、研究成果に基づく国際的な連

携・アウトリーチを推進した。 

 IoT機器は多様な CPUアーキテクチャ（MIPS、PowerPC、x86など）

で動作するため、従来のマルウェアファミリーベースの解析手法や

システムコール依存の解析手法では同一ソースコードから複数の

アーキテクチャ用にビルドされたバイナリに対して正確な機能推定

が困難である。当該課題に対して標準ライブラリ関数を同定し、各

関数をどの標準ライブラリを呼ぶかの特徴ベクトルに変換した上で

関数レベルの類似度を計算・クラスタリングを行うことで、複数アー

キテクチャにおいても精度の高い関数単位での機能（通信、文字列

処理、攻撃モジュール）把握を実現する手法を開発した。本成果を

まとめた論文は国際会議 MIST2025 に採択されたほか、国際論文

誌への論文投稿を行った。 

 STARDUST 利用者からの要望やフィードバックを基に、解析支援

及びデータ収集・分析機能を多数開発した（令和６年度までの 10機

能から 26 機能に拡大）。新たに追加された機能のうち、マルウェア

自動投入機能は大規模模擬環境での解析前準備を大幅に簡素化

し、効率的な実験運用を実現している。また、HTTPSの復号機能に

よってマルウェアの暗号化通信の内容分析を可能にしたほか、

Windows アーティファクト収集機能により、プリフェッチファイルやイ

ベントログなど実行環境の詳細情報を安全に取得・解析でき、C&C

通信後の挙動解析など、より精緻な攻撃解析を可能にした。 

 STARDUST NxtGenについて、CYNEXアライアンスを通じた外部展

開を進め、令和６年度の 29組織から 33組織へ利活用が拡大した。

また、STARDUSTを用いて多数の RAT（Remote Access Trojan）を

長期間解析して得られた知見についてまとめた成果が BotConf 

2025及び IEEE DSC2025に採択された。 

 令和６年度に開発を行った単一の小型 PC 上で STARDUST に搭

載されている全てのサービス・機能を利用可能な、可搬型の

STARDUST Appliance について、JPCERT/CC との共同研究での

利用を開始した。同機関が所有するおとり OT 環境と STARDUST 

Applianceを連携させ、OT-IT間の攻撃伝播を実観測する実験を実

施するなど、実運用環境に近い分析・検証が可能となった。 

習データを必要としない異常検

知手法を開発し、国際会議で発

表したこと。 

 ユーザブルセキュリティでは、偽

誤情報に対するプレバンキング

（事前警告）とデバンキング（事

後訂正）の効果を明らかにし、

偽誤情報の共有抑制のための

情動調整ナッジを開発した。ま

た、半構造化インタビューを通じ

てマルウェアアナリストの解析

業務における課題と改善策を提

案した成果は最難関国際会議

CHIに採録されたこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 NICTER、STARDUST、CURE 等

における取り組みはセキュリテ

ィ対策の向上に寄与し、その成

果等は関係ベンダ、運用事業

者、法執行機関等へ共有、実装

され、また万博でのセキュリティ

監視活動でも活用されたこと。 

 IoTマルウェア対策、ボットネット

追跡、5G・ローレイヤ脅威検

証、偽誤情報対策など、オンラ

イン空間全体の情報品質を向

上させる道筋を示したこと。 

 AIセキュリティについて、LLMモ

デルおよびデータセットを柔軟

に拡張可能な AI セキュリティ評

価基盤を構築し、拡散型LLMの

バックドア攻撃に対する耐性を

評価した。また、LLMを活用した

セキュリティビッグデータ解析に
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 模擬環境エミュレータを用いることでコンピュータリソースを効率化

し解析環境の並列度を向上させる技術のプロトタイプ開発を行っ

た。本成果について国内研究会で論文発表を行った。 

おいて、そのモデルの判断根拠

の可視化技術や人間が理解し

やすい自然言語の説明を生成

する技術を実現したこと。 

 ローレイヤセキュリティについ

て、FPGA 上で動作する RTL 回

路に挿入されたハードウェアト

ロジャンを検知するシステムを

開発し、オープンソースソフトウ

ェアとして公開したこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 NICTER のリアルタイム可視化

機能を開発し、運用環境へ導

入、実際の監視、分析の効率化

に貢献したこと。 

 STARDUST 及び CURE の高度

化を推進し、CYNEX アライアン

スを通じてそれぞれ 30 組織以

上での利活用に繋がった。単一

PC上で動作可能なSTARDUST 

Appliance をおとり OT 環境と接

続することで、IT環境とOT環境

が混在する環境下における攻

撃観測を実現したこと。 

 NICTER Stream Detector (NSD)

及び即応的スキ ャナ JIT-

Scannerを開発し、マルウェア感

染 IoT 機器をリアルタイムに特

定する技術を実現した。感染機

器ベンダや被害組織に対する

情報提供及び対策支援を実施

した。令和７年度においては、

合計 12 件の情報提供を行い、

影響を受ける脆弱な IoT機器は

 サイバーセキュリティ・ユニ

バ ー サ ル ・ リ ポ ジ ト リ

（CURE）の有効活用のため

のさらなる情報融合を進め、

情報収集・分析エンジンの

高度化及び検索機能の高

度化を行う。 

 CURE データの運用最適化及び検索機能の高度化に取り組み、観

測データの投稿から提供までの全プロセスを体系的に整備した。

CURE へのデータ投入を行う Publisher については、全ての

Publisher について投稿内容を精査し、データの粒度を１時間単位

に統一することで、各 Publisher 間のデータの整合性及び関連性を

向上させた。加えて、各 Publisher の収集データに対して付与可能

な追加情報（例えば、JA4T によるフィンガープリントの結果など）を

検討し、投稿データの拡充を実施した。さらに、投稿データの保持

期間を投稿時点から１年間と定め、その運用を確実にするための

データライフサイクル管理機能を新たに実装した。これにより、長期

的かつ安定的なデータ分析基盤を確立した。 

 外部提供 API については、キー指定による高速検索に限定する方

針を導入し、利用者の利便性とシステム効率の両立を実現した。ま

た、観測データへのタグ付けを支援する「Tag Poster」システムを新

たに構築し、機構の知見を活用した情報分類・整理を可能とした。

加えて、CURE Publisher ID及び日時による絞り込み検索機能を追

加することで、データ探索の効率性と精度を大幅に向上させた。 

 CURE API の外部公開に向けて、CYNEX アライアンス参画組織が

安全かつ円滑に利用できる基盤を整備した。令和７年度内の公開

を目指し、高速かつ効率的なデータ取得を可能にする 13 種類の

Key-Value API 群を新たに開発した。また、公平な利用を実現する

レート制限機能や、機微情報を保護するためのアクセス制御機能

を実装した。これにより、安定性と安全性を両立した利用環境を実

現した。 

 外部組織による円滑な導入と活用を支援するため、利用規約やユ

ーザガイドを整備し、技術的・制度的なサポート体制を強化した。外

部組織への API提供を開始した。 

 CYNEXアライアンス参画組織への提供をさらに拡大し、令和６年度

の 25組織から令和７年度は 31組織において CUREの利用が行わ

れた。新たに利用を開始した組織に対し、基本操作や令和６年度

にリリースした DRDoS ビュー及び Dark-TRACER ビューの活用方

法に関する説明を実施し、各組織の分析活動を支援した。また、ア

ンケート調査や直接の対話を通じて利用組織からのフィードバック

を収集し、CURE の機能改善や今後の展開に向けた検討材料とし
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て活用した。 推定 5.7 万台以上にも上ったこ

と。 

 ベンダ・組織への通知支援、利

用組織拡大、万博での実運用、

可視化技術の技術移転や展示

を通じ、研究成果が実運用に組

み込まれたこと。 

 脅威インテリジェンス分野の研

究動向を体系的に整理するとと

もに、AI を活用したセキュリティ

運用支援・可視化技術を開発

し、アナリストが理解しやすく説

明性の高い分析を実現したこ

と。 

 

 機械学習等の AI 技術を活

用し、マルウェア感染活動

の早期検知技術を含むセキ

ュリティ分析技術の高度化と

試験運用を推進するととも

に、AI システムへの攻撃可

能性の検証を含むAIのセキ

ュリティ検証技術及び説明

可能な AI 技術をはじめとす

る信頼性の高いAI技術に関

する検討を進める。 

 Google Japan との共同研究として、日本の OSS（Open Source 

Software）を対象に、ファジング検査を用いた包括的なセキュリティ

評価を実施した。日本の OSS コミュニティでは、体系的なファジン

グ手法の適用事例が限られており、本研究はその課題に対応する

ものである。主要な日本の OSS プロジェクトをリスト化し、

ClusterFuzz を用いた自動化ファジングテストを行うことで、国内

OSSのセキュリティ状況を定量的に評価した。生成された脆弱性レ

ポートは、評価・分析・トリアージ（優先度付け）に活用され、国内

OSSのセキュリティ品質向上に資する知見を得た。 

 限定的な計算資源環境下における LLM の実用性を検証すること

を目的として、PHP Web Shell 検知への適用可能性を評価した。さ

らに、プロンプトエンジニアリングによる検知精度向上の効果につ

いても分析を行った。実験の結果、リソース制約環境においても効

率的にコードセキュリティ解析を実現できるプロンプト設計手法およ

びモデル選定指針を確立した。本成果は、軽量 AI を活用した実運

用型セキュリティ対策の可能性を示すものであり、国際会議

SITAIBA2025に採択された。 

 令和６年度までに実装した次世代SIEMフレームワーク基盤に最新

技術を取り込み、アラート疲労問題の解決手法としてさらなる性能

向上を実現した。機械学習およびデータ可視化技術を統合した

SIEM フレームワークに、少数かつ分類困難なサンプルへの学習を

強調する Focal Loss 手法や、敵対的攻撃シナリオの生成・学習を

通じて新興脅威や回避戦術への耐性を強化する堅牢な分析エン

ジンを追加した。これらの成果を反映した論文は、国際会議

AICompS2025に採択され、Best Poster Award を受賞した。 

 システムログを「WHO-WHAT-SEVERITY 」の形式に変換し、

MiniLLM を利用することで、従来手法を上回る悪性検知精度と可

読性を実現する。評価実験の結果、従来法に比べ最大22.5％の精

度向上を達成し、誤警報率も 0.06％以下に低減した。さらに、処理

速度はセッションあたり約１ミリ秒と極めて高速であり、アラートの

主原因を 15件以下のログに集中していることを確認した。また、本

手法は複数のデータセットにおいても高い汎化性能を維持し、安定

した性能を確認した。 

 XGBoost、LightGBM、およびフォーカルロスを用いたCNNから成る

アンサンブルモデルにより SOC アラートの高精度判別を行い、逐

次学習とアナリストフィードバックを通じて性能を継続的に改善する
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手法を提案した。UWF-Zeek データセット（正例率 1.8％、10 期間）

を用いた評価の結果、再現率 95.0～97.0％、F1 スコア 97.5～

98.3％を維持しつつ、誤検知率を 0.0％に低減できることを確認し

た。さらに、不確実性に基づくアクティブラーニングによるレビュー

対象の最適化と、ADWIN を用いたコンセプトドリフト検知により、運

用環境の変化への適応性を確保した。 

 LLM をはじめとする自然言語処理を活用した脅威インテリジェンス

に関する研究論文対象として、研究目的、手法、データセットの観

点から研究動向を分析した。平成 13 年から令和７年までに発表さ

れた関連研究 200 件以上を網羅的にレビューし、データセットに含

まれるベンダによって評価結果が異なるなど、データセットに関連

する課題を明らかにした。さらに、measurement study により、バラ

ンスの取れたデータセット構築に向けた知見と将来的に取り組む

べき課題を提示した。この成果は、ACM Computing Surveys

（IF=28.0(2024)）に採択された。 

 台湾 NICS との共同研究として、Snort ルールを LLM で自然言語

化し、MITRE ATT&CK テクニックに自動対応付けするフレームワー

クを開発した。説明の正確性・明瞭性を高く維持しつつ、ルール運

用の自動化と SOC 分析の効率化を実現した。当該成果は国際会

議 IEEE DSC2025に採択された。 

 少量データ環境に対応した IoTマルウェア分類手法 TOM-Netを提

案した。GraphSAGE エンコーダによる特徴抽出とラベル伝播を組

み合わせ、5-way 10-shotで検知精度 92.3％、オープンセット AUC 

94.28％を達成した。未知マルウェア検出性能は従来手法比

+31.2％と大幅に向上し、本成果は国際会議 PST2025（Tier3）に採

択された。 

 IoT マルウェア検知において、プリンタブル文字列を特徴とする軽

量フレームワークを開発した。ヒューリスティックフィルタと教師あり

学習により不要文字列を除去し、n-gram 抽出および TF–IDF を用

いて特徴ベクトルを生成した。ARM・MIPS・x86 環境で高精度かつ

低コストな検知を実現した。本成果は国際ワークショップ ARTMAN 

2025に採択された。 

 Ghidra の中間表現 P-Code を用いてアーキテクチャ非依存のマル

ウェア検知手法を開発した。PowerPC で 99.9％の精度を達成した

一方、MIPS で学習し ARM で評価した場合に精度が 50.2％まで低

下し、ISA 間での性能劣化が確認された。BinKit 2.0 による分析か

ら、コンパイラ・リンカの差異が主因であることを明らかにした。本
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成果は国際ワークショップ ARTMAN2025に採択された。 

 IoT マルウェア解析の効率化を目的に、関数呼び出しグラフ（FCG）

の曖昧性を解消する新たなルールベース精錬手法を提案した。

MIPS 向け命令規則により関数呼び出しを正確に特定し、逆アセン

ブル誤りを除去することで FCG の構造的忠実度を大幅に向上させ

た。約１万本の IoTマルウェアを用いた評価で検出精度99％以上、

前処理時間を約 20％短縮した。本成果は国際会議 CyberSciTech 

2025に採択された。 

 IoT マルウェアから実行コード領域を自動抽出し、ライブラリ関数等

の不要部分を除去する手法を提案した。ユーザコードに基づく解析

により、クラスタリングの一貫性を示す Homogeneity 指標が最大約

10％改善し、機能ラベルごとの分類精度が大きく向上した。本成果

は国際会議 ICISC2025（Tier 3）に採択された。 

 従来の Function Call Sequence Graph（FCSG）に含まれる初期ル

ーチンやアーキテクチャ固有関数を除去する新しい生成手法を開

発した。解析の結果、平均 90.7％のノードが呼び出されない関数で

あることを確認し、提案手法によりその 97.4％を削除に成功した。

これにより FCSG の構造的純度と解析効率が大幅に向上し、ソー

スコードレベルの類似度をより高精度に反映できることを示した。

本成果は国際会議 ISC2025（Tier 3）に採択された。 

 兵庫県立大学との連携研究として、スタッキング汎化法を用いた

Android マルウェア検知手法を開発した。本手法では、

Transformer・CNN・LSTM といった複数の特徴抽出モデルを統合

し、静的解析および動的解析の双方の利点を活かすことで高精度

な検出を実現した。評価実験の結果、検出精度 99.37％を達成し、

従来手法と比較して 11.8％の性能向上を確認した。本研究成果

は、モバイル環境におけるマルウェア防御技術の高度化に寄与す

るものである。 

 台湾国立中山大学との共同研究として、Android マルウェア検知の

信頼性向上を目的に、Graph Attention Network（GAT）を用いた説

明可能な検知フレームワークを提案した。本研究では、Android ア

プリのデータフロー解析に基づき API 間の依存関係グラフ

（SACDDG）を構築し、Skip-Gram による API 特徴表現の学習と

GAT の伝播・Attention 機構を組み合わせることで、アプリの悪性

確率と疑わしい API 呼び出し系列を同時に出力する手法を実現し

た。約 2,400 本の Android アプリを用いた実験評価により、精度

97.5％、F1 スコア 97.5％を達成し、高い検知性能とともにモデルの
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説明可能性を確保できることを示した。本成果は、学術誌 

Computer Modeling in Engineering and Sciences（IF=2.5（2024））に

採録された。 

 台湾国立中山大学との共同研究として、APT 攻撃の検知精度向

上と誤検知削減を目的に、脅威インテリジェンスとシステムイベント

ログを統合したグラフベース異常検知手法を提案した。Sysmon ロ

グと MITRE ATT&CK対応ルールを用いてプロセス・ファイル・ネット

ワーク間の関係から provenance graph を構築し、Sentence-BERT

による属性埋め込みと Graph Neural Network（GraphSAGE）による

構造学習を組み合わせることで、異常イベントを高精度に検出する

仕組みを実現した。評価では、Windows環境で収集した約 1.7万件

のイベントを用いた実験により、実際の攻撃シナリオを含むデータ

に対して真陽性率 95.4％、偽陽性率 2.32％を達成し、EDR ツール

が生成する誤警告を 97.67％削減できることを示した。本成果は学

術誌 IEEE Transactions on Emerging Topics in Computing（IF=5.4

（2024-25））に採録された。 

 ダークネット観測データを活用し、少量のラベル情報から Censys

や Shodan などの調査スキャナを識別・追跡する半教師あり分析フ

レームワークを提案した。Word2Vec と HDBSCAN を用いたポート

スキャン系列の特徴抽出により、従来の Dante方式と比較して約３

倍の高速化を実現した。本成果は学術誌 Computers&Security

（IF=5.4（2024-25））に採録された。 

 Dark-TRACER の出力結果を CURE システムに統合し、オペレータ

が悪性ホスト間の同期性を視覚的に把握できるようにした。また、

CYNEXの Co-Nexus A会合において CUREの機能説明を実施し、

EnricherモジュールとしてのDark-TRACER活用法を広く共有した。 

 Dark-TRACER 研究に使用した観測データのうち、機微情報を除

外・匿名化した上で「NICT Darknet Dataset 2022」として公開した。

これまでに国内６件、海外 15 件の提供実績があり、学術研究およ

び産業応用の双方においてダークネット観測研究の推進に貢献し

た。 

 トポロジ図からノードおよびリンク構成を LLMにより解釈し、Mininet

上のエミュレーション環境を自動生成するとともに、トラフィック監視

による異常検知および Telegram を介した Human-in-the-Loop

（HITL）による意思決定までを統合した、LLM 駆動型知能セキュリ

ティ対応フレームワークを開発した。SYN Flood 攻撃を用いた評価

実験では、トラフィックが約 45KB/s（約 74pps、閾値 30pps 超）まで
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増加する異常を検知し、対処案の提示および HITL 判断後に遮断

ルールを適用することで、攻撃開始から約 12 秒後に悪性トラフィッ

クを 0KB/s まで低減可能であることを確認した。これにより、検知

から対処案提示、遮断ルール適用に至る一連の HITL 防御ワーク

フローを実証し、本成果は国際会議 IEEE ICIN2026に採択された。 

 O-RAN プライベートネットワークにおける DoS 攻撃検知の高度化

を目的として、Y1 Consumer によるクロスオペレータ集約および特

徴量標準化を組み込んだ連合学習型セキュリティ情報共有システ

ム（O-RAN AIS3）を提案・実装した。本手法により、電気通信事業

者間で生フローデータを共有することなく、攻撃パターンを共有可

能な協調防御を実現した。評価の結果、各事業者単独の集中学習

（CL-LR）では正解率が 80.00～81.73％に留まったのに対し、提案

手法では 50ラウンド後にAccuracy 97.97％を達成し、16.24～17.97

ポイントの性能向上を確認した。本研究成果は IEEE Vehicular 

Technology Magazineに採録された。 

 5G O-RAN における F1AP プロトコルの適合性を事前に検証する

ため、O-DU上にコンフォーマンステスト機構を実装した。接続相手

である O-CU から受信する F1AP メッセージ列が、仕様に準拠した

手順および状態遷移に従っているかを、F1AP／RRC／NAS の手

順を跨るプロトコル固有の有限状態機械（FSM）に基づいて検証し

た。その結果、手順逸脱やメッセージ改ざん等の異常 F1AP シナリ

オを検出可能であることを確認した。Open Air Interface（OAI）を用

いた 5G SA 検証環境における評価では、RRC Setup の平均遅延

が 18.975 から 23.541ms、NAS Setup の平均遅延が 85.827 から

89.948ms、総接続時間が 109.603から 120.644ms（約 10％増）に留

まり、実運用において許容可能な性能であることを示した。本成果

をまとめた論文は IEEE Open Journal of the Communications 

Societyに採録された。 

 大規模言語モデル（LLM）のセキュリティ評価は注目領域であり、

様々な研究組織がデータセットや評価基盤を公開している。本研

究ではそれらを統合・拡張し、従来未対応であった LLM モデルに

対しても、追加したデータセットを用いて柔軟に評価できる基盤を

構築した。加えて、LLM の脆弱性を実感できるよう、各プロンプトに

対する応答結果を表示するデモ環境を整備した。本成果は令和７

年度のオープンハウスや CEATEC にて展示され、LLM セキュリテ

ィの重要性を周知した。 

 拡散型の LLM が新たなアーキテクチャとして注目を集める一方
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で、セキュリティの評価は十分に進んでいない。本研究では、拡散

モデルと従来の自己回帰型モデルのバックドア攻撃に対する挙動

の違いを評価した。具体的には、拡散型モデルである LLaDA、自

己回帰型モデルである Llama 3、および両者の特性を併せ持つハ

イブリッドモデルであるDreamを対象に実験を行った。トリガー文字

列およびトリガー挿入位置を固定した条件下では、全てのモデル

でバックドア攻撃が成立する一方で、トリガー挿入位置をランダム

化した場合、LLaDA のみ攻撃が成立しなかった。これらの結果は、

現在のトークンの出力を次トークンの生成に逐次的に用いる自己

回帰機構を有しない純粋な拡散型モデルでは、バックドアの挿入

位置が固定されない場合、バックドアが発現しにくいことを示してお

り、拡散型アーキテクチャがバックドア攻撃に対して相対的に高い

耐性を有する可能性が示された。 

 九州大学との共同研究により、LLM に対するジェイルブレイク攻撃

と防御手法を体系的に整理し、６種類の攻撃分類と代表的な防御

技術を包括的に分析した。主要なベンチマークである AdvBenchや

HarmBench などを比較し、静的評価の限界と動的評価の必要性を

明らかにした。本成果は国際会議 AICompS2025に採択された。 

 韓国 Yonsei大学との共同研究により、学習済みモデルから訓練デ

ータを復元する新たなモデル反転攻撃（model inversion attack）手

法を開発した。近年、公開されている基盤モデルに対し、自組織の

機密データを用いて追加学習を行い、特化型モデルを構築する事

例が増加しているため、学習データの漏洩はより深刻な脅威であ

る。本研究では、攻撃者が追加学習環境を含むモデルパッケージ

を配布し、被害者がパッケージ上で追加学習を行った後、モデルを

公開する脅威シナリオを想定した。攻撃者が配布するパッケージ

には、学習データがモデルの重みに密かに埋め込まれよう細工が

施されており、攻撃者は学習後の重みから学習データを復元する

ことができる。実験の結果、提案手法は従来のモデル反転攻撃と

比較して、復元精度と計算時間の両面で優れていることを確認し

た。本研究は Tier 1国際会議 ACM CCS2026に投稿した。 

 連合学習（Federated Learning）におけるデータ汚染攻撃への耐性

向上を目的とした研究開発を実施した。従来のドロップアウト型お

よび Byzantine 耐性防御手法が有する性能劣化の課題に対し、

Conditional Variational Autoencoder（CVAE）を用いた防御機構を

提案した。本手法は、良性クライアントのモデル更新分布を学習

し、悪性更新を良性更新に再構成して集約時に置換するものであ
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り、学習データにアクセスすることなく既存防御手法と組み合わせ

可能である。CIFAR-10および CIFAR-100を用いた評価において、

攻撃成功率（ASR）０％を達成するとともに、既存手法と同等以上

の分類精度を維持し、計算負荷を抑えた高いスケーラビリティを確

認した。本成果は国際会議 MobiSec2025 にポスター発表として採

択され、Best Poster Awardを受賞した。 

 トラフィックデータには、上限・下限をもつカテゴリカル変数や、通信

仕様上変更が許されない変数など、多様な制約が存在する。その

ため、従来の敵対的攻撃手法のように、検知回避方向に自由に敵

対的ノイズを加えることはできない。そこで、提案手法では、通信ル

ールや攻撃機能の保証するための制約を敵対的ノイズ付加前後

に適用することで、通信の妥当性と攻撃能力の両立を目指した。ま

た、敵対的攻撃研究の多くは、攻撃対象モデルの内部構造やパラ

メータへの自由なアクセスを前提とした、非現実的なホワイトボック

ス仮定を想定している。一方、本研究では、攻撃対象モデルの入

出力、もしくは学習データにアクセス可能という、より現実的な脅威

モデルを想定し、転移攻撃を採用した。具体的には、入手可能な

学習データ等を用いて模倣モデルを構築し、その模倣モデルに対

して生成した敵対的トラフィックを攻撃対象モデルに適用する。複

数の攻撃種別を含むデータセットを用いた実験の結果、提案手法

が高い有効性を示すことが確認された。 

 攻撃能力を担保しつつ検知回避を実現するためには、攻撃に関連

する特徴量間に内在する相互依存関係を保持することが不可欠で

ある。しかし、既存研究ではこの依存関係が十分に考慮されておら

ず、その結果、生成された敵対的トラフィックが容易に検知される、

攻撃機能を失った無意味な通信となる問題が指摘されている。そ

こで、Mila との共同研究では、本分野では十分に検討されてこなか

った「反実仮想説明（counterfactual explanations）」の概念を適用

することで、この課題の解決を目指している。本概念を用いること

で、柔軟かつ構造的な知識に基づく制約をモデルに組み込むこと

が可能となり、攻撃機能を保証したままトラフィックを生成できる。

実験により、攻撃機能の維持に関する制約を課した場合において

も、検知回避に成功することが確認された。 

 ソースコードの脆弱性を検出する AI に対し、新たな敵対的攻撃手

法を提案した。既存の GNN（Graph Neural Network）ベースの脆弱

性検出手法が構造的摂動に対して脆弱であることを実証的に調査

し、抽象構文木（AST）などの元のグラフ表現におけるフラグメント
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やサブツリーを操作する新しい摂動アプローチを開発した。実験の

結果、提案手法は一般的な GNN モデルに対して有効であり、全体

的な検出性能を最大８％低下させた。また、複数回の独立した実

験においても一貫して性能低下が再現された。本成果は、国際会

議 PST2025に採択された。 

 侵入検知システムの判断理由を自然言語で説明する新手法

「CONTRA-X」を開発した。従来の SHAP や LIME などの手法は、

各特徴の寄与度を数値で示すのみで、解析者がその意味を解釈

する必要があった。CONTRA-X は、大規模言語モデル（LLM）を用

いて悪性トラフィックと正常トラフィックを比較し、その差異や攻撃タ

イプ（例：DDoS、Password Attack など）との関連を基に、根拠を含

む自然言語説明（Contrastive Explanation）を自動生成する点が特

徴である。台湾 NARLabs との共同研究として開発され、TON_IoT

データセット上で DDoS、Backdoor、Injection、Password、Scanning

の５種類の攻撃に対して評価を実施した。実験の結果、SHAPに比

べて意味的整合性・文脈的妥当性が高く、モデル内部情報へのア

クセスも不要であることから、実用的な手法であることが示された。

この成果により、AI ベースの侵入検知における説明可能性

（Explainability）の新しい枠組みが提示された。 

 九州大学との共同研究として、通信ペイロード情報を活用した

LSTMベース通信分類手法を開発し、モデルがペイロードのどの部

分に注目して分類を行っているかを特定する説明可能性の研究を

実施した。国際会議 IEEE DSC2024にてポスター発表した成果を拡

張し、検知根拠の可視化を実現し、攻撃の種類ごとの判定理由を

明確化することで解析者の理解を支援する仕組みを構築した。こ

れにより、説明可能な AIによる通信解析の透明性と実運用性を向

上させた。本成果は、国際ワークショップARTMAN2025に採択され

た。 

 セキュリティレポート等の集

約・要約を可能にするセキュ

リティキュレーション技術の

高度化を進めるとともに、日

本語・英語以外の言語にお

ける脅威情報の収集・分析

技術の開発を進める。 

 令和６年度に開発した、攻撃内容や被害規模などのセキュリティイ

ンシデント等の主要事象を整理した評価シートを用いた大規模言

語モデル（LLM）によるキュレーション性能評価手法について、実際

に人間の評価者による評価結果の検証を実施した。結果として、評

価者間では一部の項目で高い一致度が得られたが、入力情報源

の量や目的によって評価結果にばらつきが生じることが確認され

た。また、攻撃内容や被害発覚の経緯に関する情報では、誤変換

や情報欠落の発生率が比較的高いことが明らかとなった。さらに、

収集した脅威情報から攻撃の詳細や発生時期などを項目別に抽



自己評価書 No.3 
 

125 

 

出・構造化する実験を実施し、LLM が情報整理を支援できる一方

で、抽出精度に限界があることを確認した。この結果を踏まえ、

LLM を部分的に活用し、人間の判断と組み合わせる半自動的キュ

レーション手法の有用性を示した。本成果をまとめた論文は論文誌

に採択された。 

 CTI（Cyber Threat Intelligence：サイバースレットインテリジェンス）

の高度化を目的として、日本語や英語以外の言語で発信される脅

威情報の収集・分析に取り組んだ。本取組は、機構内連携の下、

令和６年度補正予算事業「AI を用いたサイバー脅威情報の収集・

分析の高度化」として実施した。本プロジェクトでは、表層 Web サイ

ト、SNS、Telegram、ダークウェブなど、オンライン上の多様な情報

源から、主に中国語・ロシア語・アラビア語などの言語で発信される

情報を定常的かつ大規模に自動収集する。そのうえで、収集情報

に含まれる脅威関連情報の特定、関連性分析、要約などの自動処

理を行い、日本に影響を及ぼす可能性のあるサイバー脅威を自動

抽出することを目指している。本取組において、CTI オペレーション

を実施している組織へのヒアリングを通じて課題の整理とユースケ

ースの明確化を行った。また、過去の重大サイバー攻撃事案に関

する脅威情報の流通状況を分析し、その結果に基づいて有効な情

報収集源を選定した。選定の結果、表層 Web サイトとして日本語・

英語・中国語・ロシア語・アラビア語の５言語を対象とし、一般ニュ

ースサイトやセキュリティ関連メディア、公的機関サイトなど 150 サ

イト以上、X（旧 Twitter）アカウント 500 以上、Telegram チャンネル

70 以上、さらにハッカーフォーラムやランサムウェアリークサイト 50

以上（表層 Web 及び Tor 上の Onion サイトを含む）を情報源として

特定した。これらの選定した情報源から自動的にデータを収集する

クローラの開発を実施し、収集情報の自動分析技術（脅威イベン

ト・トピック抽出、情報間の関連付け、不足情報の追加収集、要約、

信頼性評価、重要度分析など）の開発を進め、PoC システムの動

作検証を実施した。 

 NIRVANA 改等の可視化エ

ンジンの高度化（大規模端

末の情報可視化・分析機能

の高度化等）を行うととも

に、実社会へのさらなる展

開を進める。上記の研究開

発成果については、適宜、

 NIRVANA 改の高度化として、ネットワーク構造の階層的追跡機能

を開発し、柔軟なサブネット監視への対応を実現した。これにより、

ネットワークの可視化性能、操作性、分析効率が総合的に向上し、

実運用環境に適した高度な監視・分析基盤を構築した。従来のシ

ステムでは、監視対象ネットワークの階層構造が固定的な IPブロッ

ク画面に限定され、組織ごとに異なるネットワーク構成図や階層構

造を柔軟に扱うことが困難であった。今回の改良では、組織定義に
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下記（３）から（５）までの取

組への適用を進める。 

基づく階層化図面の管理と連携を可能とし、ユーザがクリック操作

のみで関連図面へ迅速に遷移できるようにした。これにより、監視

対象範囲の迅速な絞り込み及び状況把握が容易となり、障害対応

やセキュリティ分析の効率が大幅に改善された。さらに、従来の IP

ブロック画面では/0、/8、/16、/24 の４種類のサブネット表示に限

定されていたが、改修後は/17 以下の細分化されたサブネット単位

での可視化表示が可能となった。これにより、一般的な組織内ネッ

トワーク構成に即した精緻な監視が実現し、適切な範囲でのセキュ

リティ監視・分析を支援できるようになった。 

 改良を反映したシステムを外部提供可能な品質水準にまで高め、

民間企業への技術移転を達成した。これにより、NIRVANA 改の実

用性・信頼性が向上するとともに、研究成果の社会実装が進んだ。 

 サイバーセキュリティ研究室で開発・運用している各種サイバー攻

撃観測システム（NICTER、DAEDALUS、AmpMon）を活用し、令和７

年４月１日から 10月 31日までの期間において、関連組織との連携

の下、大阪・関西万博におけるサイバーセキュリティ監視活動を実

施した。本活動では、万博公式サイトや各国パビリオン関連サイト

等を主な監視対象とし、分散サービス拒否（DoS）攻撃の発生状況

を中心に、観測データに基づく分析結果を博覧会協会へ適宜提供

した。これにより、関係機関との間でリアルタイムな情報共有体制

を構築し、サイバー攻撃への迅速な対応と被害抑止に寄与した。

監視期間中、複数のサイトに対して小規模なものを含め、合計

6,000 件以上の DoS 攻撃を検知したが、万博開催期間を通じて重

大な障害や運用への影響は発生しなかった。 

 政府端末への CYXROSS エージェントの導入拡大に向けた対応を

実施し、組織横断分析機能を備えたNIRVANA改の設定・調整作業

を実施し、CYXROSS のオペレーションの安定化に貢献した。新た

に導入が増加し、数千台規模の監視を実現した。 

 NICTER におけるダークネットトラフィックの可視化において、NSD

（NICTER Stream Detector）との連携機能を拡張し、攻撃元ホスト

の分析結果に基づいて動的に表示を切り替えるリアルタイム可視

化機能を開発した。本機能の実現により、例えば IoT マルウェア

「Mirai」に感染した端末から送信されるスキャンパケットのみを色分

けして可視化したり、特定の調査スキャンを実施している組織単位

で分類して表示したりすることが可能となった。これにより、従来の

プロトコル種別や宛先ポート情報のみでは困難であった攻撃元の

性質や行動傾向の直感的理解を実現した。開発した可視化機能は
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研究室における解析業務の実環境に導入され、サイバー攻撃監視

業務の迅速化及び分析効率の向上に寄与している。また、大阪・

関西万博「Beyond 5G Ready Showcase」などの一般向け展示にも

活用し、社会におけるサイバー攻撃の可視化・啓発活動にも貢献し

た。 

（イ）エマージン

グセキュリティ技

術 

（イ）エマージング技術に対応

したネットワークセキュリティ

技術 

（イ）エマージング技術に対応したネットワークセキュリティ技術 

 5G ネットワーク接続試験環

境への 5G ユースケースの

実装及び当該環境でのセキ

ュリティ検証をさらに進める

とともに、実機とシミュレータ

を組み合わせた試験環境の

高度化を進める。また、

Beyond 5Gネットワークにお

けるセキュリティ検証に向け

た標準化動向等の調査と技

術検討を進める。 

 オープンソースソフトウェアである OpenAirInterface を活用した 5G

セキュリティ環境構築の検証を継続的に実施し、実装上の課題や

OSS のみを用いた検証環境の限界を明らかにした。これまでの検

証により、暗号化プロトコルやシグナリングの未実装、シーケンス制

御の不完全さなど、オープンソース環境特有の課題を特定した。こ

うした背景を踏まえ、商用機ベースのセキュリティテストベッド導入

に向け、ベンダとの協議を開始した。今後、NDA締結や具体的な連

携検討のためのワークショップ開催調整を進めるなど、産学連携に

よる実践的な検証体制の構築を推進した。 

 構築した環境を用いたセキュリティ検証成果に関して、ユースケー

スやアーキテクチャに依存しないセキュリティ制御に一般化した結

果をまとめた論文成果が国際会議 MobiSec2025 に採択され、本成

果は KIISC Best Paper Award を受賞した。 

 令和７年５月、東京都心部において偽基地局を用いたと推定される

携帯端末への攻撃事案（突然の圏外化や不審 SMS 受信など）が

報告された。これを受け、5G ネットワークに対する攻撃実態の把握

と対策検討を目的として、無線レイヤ及びインターネット経由の両

面から調査を開始した。無線レイヤ経由の攻撃に関しては脅威再

現の検証系構築を開始した。また、インターネットを経由した攻撃に

ついては、保護設定が不十分な 5G ネットワーク構成要素（基地局

や UPF/SMF 等）に対し、5G 向けプロトコル経由でスキャンや攻撃

を試みる行為の有無の観測を実施した。その結果、2152/UDP

（GTP-U）及び 8805/UDP（PFCP）宛ての Echo Request/Heartbeat 

Request パケットが確認されており、5G 機能を探索するスキャン活

動と見られるパケットが観測された。本結果を基に、ハニーポットの

ような詳細観測機構を追加することで実際の攻撃活動の分析を実

施する手法について検討を実施した。 

 5G及び B5Gセキュリティ検証に関連する技術的方向性を把握する

ため、3GPP の会合に定期的に参加し国際的な標準化動向の調査
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を実施した。 

 IoT機器、コネクテッドカー等

のセキュリティ検証技術の

確立を目指し、ハードウェア

トロジャン検知手法や車両

内ネットワークの異常検知

手法、サプライチェーン検証

技術等の開発を引き続き進

めるとともに、各種実機やシ

ミュレーションを用いた検証

をさらに進める。 

 コネクテッドカーセキュリティの検証技術として、車両内ネットワーク

に対する異常検知手法の評価用トラフィックデータセットを生成する

手法を開発した。本手法は多様な攻撃モデルを定義・挿入できる仕

組みを備えており、既存のデータセットに対して検証したい攻撃用ト

ラフィックを任意に挿入することでデータセットの拡張が可能であ

る。従来、公開されている車両内ネットワーク向けデータセットは数

が限られ、評価対象とする攻撃トラフィックを十分に含まないという

課題があった。本手法により、研究者や開発者は特定の攻撃シナ

リオを自在に再現・評価することが可能となり、異常検知アルゴリズ

ムの汎用的かつ公平な性能比較を促進することができる。本成果

は国際会議 IEEE Euro S&P 2025においてポスター発表を行った。 

 車両内ネットワークにおける異常検知手法として、正解ラベル付き

学習データを必要としない新たな異常検知モデルを開発した。本手

法は多層 Autoencoder を用いて正常トラフィックの特徴を自動抽出

し、通常と異なる振る舞いを高精度に検出することができる。これに

より、攻撃データが入手困難な現実環境においても有効に動作し、

学習データの制約を克服する新たなアプローチを実現している。本

研究成果をまとめた論文は国際会議 ICNCC2025に採択された。 

 ソフトウェアサプライチェーンの信頼性向上を目的として、SBOM

（Software Bill of Materials）生成ツールの出力結果統合による精度

向上の検証を実施した。SBOM は、ソフトウェア製品が利用するラ

イブラリや依存関係を明示することで、脆弱性管理やライセンス遵

守を支援する重要な技術である。しかし、既存のSBOM生成ツール

はそれぞれ検出手法や解析対象が異なるため、単一ツールによる

SBOM 生成では依存パッケージの検出漏れが生じるという課題が

ある。この課題に対処するために、３種類の SBOM 生成ツールの

出力結果を統合する手法を検討し、統合による検出精度向上効果

を定量的に評価した。具体的には、280 個のソフトウェア製品の Git

リポジトリを対象として SBOM を生成し、「pip--dry-run」等のインス

トールテスト機能を用いて実際に必要とされる依存パッケージの一

覧を取得した上で、ツール出力結果との比較を行った。その結果、

複数ツールの統合によって検出可能なパッケージ数は増加したも

のの、全体の約 24％のパッケージは依然として検出されないことを

明らかにした。これにより、現行の SBOMツール群には検出対象範

囲の限界が存在することを定量的に示すことができた。本成果をま

とめた論文を国内研究会で発表した。 
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 ウェアラブルデバイス等に搭載される PPG（Photoplethysmo-

graphy）センサのセキュリティ検証を目的に、疑似 PPG シグナルを

生成し任意の心拍数を誤認識させる攻撃手法を検討し、実際の影

響について検証を行った。PPG センサは光の反射を利用して心拍

数を測定する仕組みであり、健康管理や医療支援、保険連携サー

ビスなど、幅広い分野で利用が進んでいる一方で、センサ入力の

信頼性に依存する特性から、外部からの信号操作によって誤測定

が生じる可能性が指摘されている。本検証では、PPG センサに対

し、LED 光の反射を制御することで、人の脈拍を模擬した疑似 PPG

シグナルを生成するシステムを開発した。具体的には、液晶シャッ

ターを用いて光の透過量をサイン波に従って周期的に変調させる

ことで、センサが実際の脈動と誤認識する信号を生成している。こ

の仕組みにより、スマートウォッチ等のウェアラブルデバイスに任意

の心拍数を誤検出させることが可能であることを実証した。本検証

結果についてまとめた論文は国際会議 ICMHI2026に採択された。 

 FPGA 上で動作する RTL 回路に挿入されたハードウェアトロジャン

を検知するシステムにおいて、情報フロー追跡（テイント解析）に関

するフィージビリティ検証を実施した。具体的には、従来の情報フロ

ー追跡ではレジスタやワイヤー(verilo の reg や wire)間の代入につ

いてはデータのフローを追跡することができたが、メモリアクセス(読

み書き)が関与する場合、追跡の精度が落ちる。これはシステム側

にアドレス情報が見えないなどの理由から、メモリのどの領域にア

クセスがあったかを知ることができないためである。これらのメモリ

アクセスがハードウェアトロジャン検知に与える影響を評価した。加

えて、ハードウェアトロジャン検知の有効性検証のための評価用サ

ンプルの網羅性を、生成 AI を活用することで高める手法の検証を

行った。これらの成果についてまとめた論文を国内研究会で発表し

た。 

 IoT 機器に対して再起動や初期化等では駆除できないマルウェア

感染などの脅威が存在するが、そうしたマルウェアの永続化を実現

する不揮発性メモリへの書き込みを可能にする攻撃手法について

は体系的な整理・分析が不足している。そこで本研究では、Linux

ベース IoT 機器におけるデバイス I/O の実行経路を抽象化レイヤ

（アプリ層／OS 層／ミドルウェア層／HW 層）で整理し、永続化に直

結しやすい「不揮発領域への書き込みインタフェース」を体系化し

た。その上で、特に IoTで多用される raw flashを扱うMTD（Memory 

Technology Device）サブシステムに着目し、ファームウェア内に不
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揮発性メモリ操作コードが内在しているかを静的解析で効率よく検

出する手法を開発した 。具体的には、 （ １ ） /dev/mtd*や

/dev/spidev* などのデバイスファイル名文字列、（２）MTD 操作で

使われる ioctl のリクエストコード（消去・書込み・ロック等）をシグネ

チャとして、２種類の YARAルールを作成し、YARA で候補を絞った

後にGhidra等で呼び出し箇所や引数を追跡して書き込み機能の有

無を判定した。提案手法を市販ルータ６ベンダ８機種のファームウ

ェアを対象に適用した結果、全ての機種で不揮発性メモリを操作可

能なコードが検出された。これらの成果についてまとめた論文を国

内研究会で発表した。 

 ユーザブルセキュリティにお

けるユーザーへの効果的な

セキュリティアドバイスや偽・

誤情報対策検討を進めると

ともに、脳情報も活用したユ

ーザーの心理や判断プロセ

スの解明に関する検討を進

める。 

 マルウェア対策の実務現場で生じる「人と組織の連携の困難さ」に

焦点を当て、国内の企業や機関に所属するマルウェアアナリスト 15

名へのインタビュー調査を通じて、役割・連携・コミュニケーション課

題を明らかにした。分析の結果、アナリストの業務はアラート対応

や脅威分析、シグネチャ作成、教育、ツール開発など 14 種類に分

類され、これらが複数組み合わされて実務が構成されていることを

明らかにした。また、協働における課題として、在宅勤務下での情

報共有の難しさ、ツールの違いによる共同分析の非効率、分析ノウ

ハウの形式知化の困難、研究者と実務家の間の連携不足などが

確認された。これらの要因は誤検知や対応遅延といった実務上の

リスクにつながることが示された。これらの知見を踏まえ、遠隔協働

を支える分析環境の整備、ツール間連携や注釈ルールの標準化、

情報共有の仕組みづくり、研究成果と実務の接続強化といった改

善策を提案し、マルウェア分析における人的・組織的なボトルネック

を体系的に整理し、実践的な協働設計に向けた指針を示すことに

成功した。本調査結果をまとめた論文は、ヒューマンコンピュータイ

ンタラクション分野における最難関国際会議である CHI2025に採択

された。 

 X 上で拡散する「高額報酬アルバイト」名目の勧誘投稿を対象に、

犯罪実行者の募集とオンライン詐欺誘引を見分ける特徴について

体系的に調査・分析を行った。約半年間で収集した約６万件の募集

投稿を犯罪関連、詐欺関連、その他に分類して分析を行った結果、

犯罪に関連する可能性が高い投稿文では、地名、同一の文言など

の使用が多く確認され、従来の検出手法が一部有用であることが

示された。一方、詐欺に誘引する可能性の高い投稿では、高額バ

イトと称して募集する人材の人物像に関する単語、ならびにメンショ

ンが多用され、犯罪に関連する可能性が高い投稿文とは異なる傾
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向が見られた。これらの知見から、従来の検知手法である「スラン

グ検知」「グラフ検知」は犯罪関連の早期抽出に有効である一方、

詐欺関連の検知には「対象者属性」「絵文字」「メンション」といった

新規特徴の導入が不可欠であることを実証した。さらに、LINE 公式

アカウント連鎖の追跡知見を踏まえ、クロスプラットフォーム連携が

詐欺関連検知において重要であることを示した。本成果をまとめた

論文が国内論文誌に採択された。 

 偽誤情報は閲覧者の怒りなど強い負の感情を喚起し、感情的な共

有を加速させるという負の循環を招く。従来の対策（警告文・教育

介入）は、感情の高ぶりが強い場面では効果が伸び悩むという限

界があることから、情動調整ナッジという新たな介入手法を提案し、

効果を検証した。情動調整ナッジは、情報（投稿文）に含まれる感

情の度合いを可視化する情報提示と、注意喚起メッセージを組み

合わせることで、情報の閲覧者に対して共有前に感情の自己調整

を促す点に新規性がある。提案手法と従来の教育介入との比較実

験を行い、怒りの感情を喚起する投稿に対して提案手法が有用に

働くことが示され、教育との比較においては、共有意思に対する感

情の影響が教育よりも提案手法の方が軽減することを示した。本

成果をまとめた論文成果は国際会議 IWSEC 及び国内論文誌に採

択された。 

 偽誤情報に対して、人が偽誤情報を信じてしまう認知的なメカニズ

ムを解明するため、700 名規模のアンケート調査を実施した。調査

結果の分析により、虚偽を信じる要因は性別によって異なる傾向

があり、単一要因ではなく複数の要因が相互作用して形成されるこ

とが確認された。加えて、SNS「X（旧 Twitter）」を模した環境でプレ

バンキング（虚偽情報への事前警告）とデバンキング（事後訂正）

の効果を比較検証した。その結果、虚偽を信じる要因には受信者

の人口属性、特に性別による違いが見られること、そして単一の要

因ではなく複数の要因が相互に作用して信念形成に影響を及ぼす

ことが明らかになった。また、偽情報と事実情報の提示順や内容の

対応関係によって、虚偽を信じる割合が大きく変化することも確認

され、デバンキングが誤信修正に有効であることを示した。これら

の成果をまとめた論文を国内最大のセキュリティ研究会であるコン

ピュータセキュリティシンポジウム 2025 で発表し、奨励賞を受賞し

た。 

 IoT 機器の長期利用が一般化する中で、ソフトウェアサポートの終

了（EoL）を迎えた機器の継続使用が、脆弱性未修正による被害リ
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スクを高めることが深刻な課題となっている。そこで、ベンダ側とユ

ーザ側の双方の視点から、サポートポリシーの策定・開示とその認

識実態を明らかにした。ベンダ７社（国内５社、海外２社）へのインタ

ビュー調査により、ソフトウェアサポートポリシーを開示する際の技

術的・体制的・財務的課題を抽出した。特に、脆弱性対応の開発費

や人材確保の困難、サポート期間設定時のコスト推定の不確実性

が共通の課題として挙げられた。また、ユーザ通知に関しては、海

外ベンダがメールやコミュニティなど多様なチャネルを活用するの

に対し、国内では Web 掲載など受動的な通知にとどまる傾向が明

らかになり、通知文化の成熟度に大きな差があることが示された。

続いて、IoT 機器利用者 15 名へのインタビューを行い、サポートポ

リシーに対する理解・意識の実態と効果的な通知手法を分析した。

その結果、低リテラシー層はハードウェアサポートの存在は認識し

ているものの、ソフトウェア更新やサポート期間の概念を理解して

いないケースが多く、高リテラシー層であってもサポート切れリスク

を十分に認知していないことが判明した。通知方法については、リ

テラシー水準を問わず、メール通知や機器の光・音によるプッシュ

型通知が好まれ、Web サイト閲覧などのプル型通知は不人気であ

ることが確認された。これらの成果をまとめた論文２件を国内研究

会で発表したほか、国際会議 AINAに採録された。 

 セキュリティと社会的影響に関する負の側面に新たに焦点を当て、

ユーザが他者の行動の観察や他者からのアドバイスによってセキ

ュリティリスクにつながりうる行動（公衆 Wi-Fi への接続、違法ソフト

ウェアのダウンロードなど）をとるかを調査した。アンケート調査の

結果、無視できない割合の参加者が社会的影響を受けてリスキー

行動をとっていることを明らかにした。また、社会的影響によって引

き起こされたリスキー行動はそのユーザによってその後さらに社会

的に共有される可能性が高いこと、すなわち、リスキー行動の負の

連鎖が存在することを示した。本成果をまとめた論文は国内論文

誌へ採択された。 

 プライバシーポリシーの正確な理解と、十分な情報に基づく自主的

な同意は、利用者保護と事業者の説明責任の両面で不可欠であ

る。本研究では、プライバシーポリシーの「読みづらさ」が同意の質

を下げているという通説に対し、その実態と効果を検証した。まず

102 の著名オンラインサービスのプライバシーポリシーにおける収

集データと利用目的の情報提示方式を実態調査し、収集データ 21

種類／利用目的６種類と、提示方式５パターンを初めて体系化し
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た。続く大規模ユーザ調査（N=1,190）では、収集データと利用目的

を１対１対応で提示したポリシー、または収集データと利用目的を

それぞれ羅列して提示したポリシーのいずれかを参加者に提示す

るアンケート調査を実施した。その結果、収集データと目的を一対

一で結び付ける“対応説明”は、同意率や「必要性／抵抗感」には

有意差を生まない一方、誰が利益を受けるかをより多面的に想起

させることを明らかにした。すなわち、同意を左右する主因は提示

レイアウトではなく、データ種類やサービスへの信頼であることを実

証的に示しつつ、透明性・説明責任の観点では“対応説明”が優位

であることを示した。これにより、企業・事業者は形式統一（対応説

明の標準化）と、データ範囲の最小化や信頼形成施策を両輪とす

る設計指針を得た。本成果をまとめた論文は国内論文誌に採択さ

れ、情報処理学会の特選論文として選出・表彰された。 

 機構内連携し、新たに「脳情報セキュリティ」の研究プロジェクトを立

ち上げた。本取組では、機構が有するユーザ調査に基づくユーザ

ブルセキュリティの研究ノウハウと脳波計測・分析のノウハウを融

合することで、人間の主観的な回答だけでなく、脳波という客観的

な生理的指標に基づいた分析を可能にし、感情的表現や発信者の

信頼度が人間の情報理解に与える影響をより精緻に解明すること

を目指している。加えて、BMI（ブレインマシーンインタフェース）の

技術進歩も考慮したうえで、脳に対する脅威を STRIDE や MITRE 

ATT&CK などの脅威分析手法を活用して網羅的に洗い出し、脳情

報セキュリティを取り巻く研究課題の全体マップを作成した。 

 オンラインサービス等でセキュリティ・プライバシー（S&P）の設定は

非専門家にとって難しく、多くの場合「他の多くの人が選んでいる」

「専門家が勧めている」といった社会的手がかりや権威的助言に依

存しがちである。これらの助言は利用者をより安全な選択へ導く一

方で、事業者に有利な設定へと誘導する「ダークパターン」として悪

用される危険性もある。そこで、社会的助言と説得的説明文が組み

合わさった際のユーザ行動への影響を検証するため、架空の SNS

を想定し、1,433 名の米国ユーザを対象にオンライン実験を実施し

た。実験では、助言の出所（一般ユーザ／専門家）、説得的説明文

の有無、助言の目的（正直／欺瞞）を組み合わせた実験デザインを

採用し、13 項目の S&P 設定を行わせた。その結果、説得的な説明

文は社会的多数派や専門家といった助言の影響をさらに強め、安

全性の低い設定を促す欺瞞的助言であっても効果が持続すること

が明らかになった。一方で、欺瞞的な手法に対する受容度は低く、
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「利用者の利益になる善意の欺瞞」であっても否定的に評価される

ことが示された。これらの結果から、S&P 設定における説得的イン

タフェースには、透明性と説明責任を確保し、利用者が操作や誘導

を批判的に評価・抵抗できる設計が不可欠であることが示された。

本成果について、ヒューマンコンピュータインタラクション分野にお

ける最難関国際会議である CHI 2026に採択された。 

 新たな脆弱性が発見された際に CVE ID とは別に付与される人間

に分かりやすい脆弱性名（例：Heartbleed）は、注意喚起や情報共

有に役立つ一方で、実際の技術的深刻度や影響と乖離した過剰な

注目を招く可能性がある。そこで、既存の脆弱性において命名がど

の程度行われているのか、重大性や Web 上の可視性とどのように

関係するのか、また誰がどのように命名を発信し、どのような情報

が提供されているのかを体系的に明らかにするため、CVE ID を基

点に CVE データと外部情報源を統合し、大規模言語モデルを用い

て脆弱性名・命名者・一次情報源を抽出するデータパイプラインを

構築した。平成 23 年～令和５年の CVE から 637 件の命名データ

セットを作成し、定量・定性の両面から分析を行った結果、命名され

た脆弱性は全 CVE の約 0.68％に過ぎず、業界全体に定着した慣

行ではないことが示された。また、命名は高い CVSS を持つ脆弱性

に多い傾向がある一方で、中低深刻度でも命名される例が存在

し、技術的基準だけでは説明できないことが分かった。また、命名

は Web 上の可視性を一定程度高める効果があるが、その影響は

限定的で、社会的関心や報道状況など他要因にも左右されること

が明らかとなった。本結果は、脆弱性命名の判断基準の明確化と、

一次情報源の内容・参照性を含めた情報公開の標準化が必要で

あるという知見を提供するものである。本成果をまとめた論文を国

際会議に投稿した。 

（２）暗号技術 （２）暗号技術 （２）暗号技術 （２）暗号技術 

プライバシー保護連合学習や

暗号技術を核に、データ利活用と

厳格なプライバシー保護を両立さ

せる理論・実装の双方を深化させ

た点、PRIMO や DP-FedELM 等

に関する取組では、その成果が

著名な国際会議で採択、表彰さ

れる等世界的に高い評価を得て

おり、DeepProtect の高度化と医

（ア）安全なデー

タ利活用技術 

（ア）安全なデータ利活用を

実現する暗号・プライバシー

保護技術 

（ア）安全なデータ利活用を実現する暗号・プライバシー保護技術 

 複数組織における連合機械

学習が可能なプライバシー

保護技術について、これま

で金融分野を対象に進めて

きた実証実験により得られ

た知見を活かし、医療分野

 プライバシー保護連合学習技術 DeepProtect による金融分野のデ

ータを用いた実証実験：令和６年度までに、りそな銀行他３行と連

携して、プライバシー保護連合学習技術「DeepProtect」を活用した

不正口座検知の実証実験を実施した。本実験では、銀行間でデー

タを共有せずに学習モデルを構築し、より実運用に近い条件下で

検知精度を向上させることを検証した。本研究の一部は、機構の令
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など他の分野への応用に向

けた研究を実施する。また、

連合機械学習のユーティリ

ティーを上げるために有用

な手法、効率の向上、セキ

ュリティ強化手法などの研

究開発を引き続き行う。 

和４年度高度通信・放送研究開発委託研究における委託研究課題

「プライバシー保護連合学習の高度化に関する研究開発（課題番

号 229）」を、神戸大学及び EAGLYS に委託し実施されたものであ

る。また、「DeepProtect」及び「eFL-Boost」を活用した安全な組織

間データ連携技術の社会実装の研究を実施した。本研究では千葉

銀行、中国銀行及び三井住友信託銀行と連携し、銀行の実データ

を利用した不正送金検知の実証実験を行った。この実験では日々

進化する犯罪手法に対応するため、新しいデータを追加で学習で

きる継続学習のシナリオを採用し、DeepProtect と eFL-Boost の双

方で、３銀行の個別学習で得られた AI モデルと、３銀行の連合学

習で得られた AI モデルの検知結果を比較した。その結果、３銀行

の個別学習で得られた AI モデルよりも、連合学習で得られた AI モ

デルのほうが、不正口座を見逃さず検知できた検知率が改善され

た。令和７年度には、これらの成果をまとめ、以下の報道発表を実

施した。 

報道発表１：ライバシー保護連合学習技術「DeepProtect」を活用し

た銀行の不正口座検知の実証実験を実施し、検知精度向上を確

認(令和７年６月 10日)。 

報道発表２：プライバシー保護連合学習技術「DeepProtect」「eFL-

Boost」を活用した不正送金検知の実証実験を実施し、再現率向上

を確認(令和７年７月 22日) 

 DeepProtectの金融分野以外への応用研究：経済安全保障重要技

術育成プログラムの「セキュアなデータ流通を支える暗号関連技術

（高機能暗号）」に、４つの医療機関(信州大、滋賀医科大、金沢大、

三重大)および立命館大と共に、研究課題「高機能暗号を活用した

連合学習技術の高度化と医療データへの応用」を共同提案し、採

択され、令和７年度から５か年のプロジェクトを遂行することとなっ

た。本プロジェクトは、セキュアなデータ流通が特に求められる医療

分野において、高機能暗号を活用することにより高度なセキュリテ

ィとプライバシーを担保した国産連合学習技術の実現を目指すもの

であり、高機能暗号を活用した連合学習に関する研究、通信効率

化技術の検討などを進めた。また、画像等医療データに適用する

ための改良・改善を目指しDeepProtectの更新版の開発を進めた。 

報道発表：放射線画像診断支援 AI の実用化に向け高機能暗号を

用いた異分野融合型の共同研究を開始(令和７年７月１日) 

 プライバシー保護を備えた分散型機械学習アルゴリズムの提案：

強固なデータプライバシー保護を備えた分散型機械学習アルゴリ

療データ等への応用に向けたプ

ロジェクトが進み始めたことでそ

の応用範囲が拡大したこと、宇宙

ロケット制御用無線通信に適用

する暗号回路の宇宙環境下にお

ける堅牢性と信頼性を向上させ

たことなど、高く評価する。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な

成果の創出が認められた他、将

来的な特別な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定

を「S」とした。 

 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 PRIMO や DP-FedELM 等に関

する取組では、その成果が著名

な国際会議で採択、表彰された

こと。 

 プライバシー保護連合学習や暗

号技術を核に、データ利活用と

厳格なプライバシー保護を両立

させる理論・実装の双方を深化

させた点で科学的意義が極め

て 高 い 。 DeepProtect や

PRIMO、PQC・既存暗号の体系

的安全性評価は、暗号・機械学

習分野に新たな知見と指針を与

えたこと。 

 情報理論的安全な暗号の応用

研究として、民間による通信環

境が過酷で信頼性が必要な人

工衛星打ち上げ用ロケットの通
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ズム PRIMO を設計し評価した。PRIMO アルゴリズムは、確率的最

適化アルゴリズムであり、分散型機械学習においてデータプライバ

シーを強固に保護することを目的として設計された。各デバイスが

データを共有することなく差分プライバシーを実現しつつ、中央集

権型手法と同等の性能を維持することが可能である。理論解析お

よび実験的検証により、モデル性能を損なうことなく高いプライバシ

ー保証を提供できることが示された。本成果は、国際会議

International Conference On Computational Intelligence In 

Engineering Science (ICCIES) 2025に採択された。 

 プライバシー保護連合学習の新しい統合モデルの提案：フェデレー

テッド最適化、エクストリーム・ラーニング・マシン（ELM：Extreme 

Learning Machine）、および差分プライバシーを統合したアプローチ

により新しいアルゴリズム（Differentially Private Federated Extreme 

Learning Machine：DP-FedELM）を設計し、評価し、提案した。DP-

FedELM は、ローカルデータセットを用いて分散トレーナー間で協調

的な学習を可能にしつつ、データのプライバシーを確保する。そし

て、生データの共有は行わず、代わりに純粋な差分プライバシーに

よって保護された統計情報のみを交換する。この差分プライバシー

は、データにどの程度のランダムなノイズを追加できるかを制御す

る指標であるプライバシー予算によって管理される。本研究では、

DP-FedELM の理論的基盤を確立するとともに、現実的なプライバ

シー予算の値を用いた実験により、その実用的な有効性を実証し

た。提案論文は、国際会議 The 39th International Conference on 

Advanced Information Networking and Applications (AINA-2025)に

採択された。また、 International Symposium on Applied Science 

2025で講演した。 

 大規模言語モデル時代に適合した分散学習アルゴリズムの提案：

大規模言語モデルなどの訓練データ数よりも多くのパラメータ数を

有するいわゆる過剰パラメータ化されたニューラルネットワークを考

慮した「坂を下れば必ずゴールに近づける」という Polyak–

Łojasiewicz（PL）仮定を用いることで、プライバシー保護連合学習を

含め分散型機械学習アルゴリズムの収束効率を向上させる手法を

提案した。特に、プライバシー保護連合学習においても高効率な最

適化を可能にし、大規模言語モデル時代に適合した分散学習の新

しい理論的基盤を提示した。本成果は、国際会議 7th International 

Symposium on Signal Processing Systems (SSPS 2025)に採択され

た。 

信プロトコルの設計についての

総括的な内容を国際会議等で

発表し、NASA Formal Methods

で Honorable Mention を受賞し

たこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 DeepProtect に関する取組にお

いては金融分野以外でもプライ

バシーへの高い配慮が求めら

れる医療分野で取り組みが進

んだこと。 

 金融不正検知、医療データ活

用、宇宙通信、E2EE アプリ評価

などへの展開が進んだこと。 

 Nostr、Rocket.Chat、WhatsApp

など主要 E2EE アプリの安全性

評価を行い、複数の脆弱性と攻

撃手法を明らかにするとともに

対策手法を提示したこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 DeepProtectの金融分野での取

り組みについては銀行と連携し

た実証実験を行い、金融関連犯

罪という大きな社会的問題に対

し、社会実装に向けた取り組み

が進んだこと。 

 PQC 分野の技術動向調査を継

続的に実施し、その成果を踏ま

え PQC ガイドラインの改定を進

めていること。 
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 連合機械学習のユーティリティーを向上させる手法の提案：連合機

械学習のユーティリティーを上げるために有用な手法、効率の向上

の研究として、収束速度を向上させた連合学習のための新しいア

ルゴリズム CHEER を提案した。CHEER は、通信グラフや圧縮手法

への依存を抑えつつ、収束速度を向上させた分散型最適化アルゴ

リズムである。実験結果により、CHEER は安定した性能を維持しつ

つ、精度の向上、および通信コストの大幅な削減において既存手

法を一貫して上回ることが示された。提案方式は、国際会議 The 

19-th International Conference on Complex, Intelligent, and 

Software Intensive Systems (CISIS-2025)に採択された。また、

2025 10th International Conference on Cloud Computing and 

Internet of Things で講演した。 

 多様なタスクに関わる分散環境下の連合学習の性能向上手法の

提案：連合学習（FL：Federated Learning）は分散環境での協調学習

を可能にする一方、ドメインシフト(クライアント間のデータ分布の違

い)が存在する学習環境下では性能低下が課題である。本研究で

は、サーバ側で分布変化を検出し、軽量なフィードバックを生成す

る新たなフレームワークを提案した。サーバ主導のフィードバックと

クライアント側の適応・データ拡張を組み合わせることで、多様なタ

スクにおいて標準的な FL を一貫して上回る性能を実現することが

可能である。本成果は、国際会議 The 18th Multi-Disciplinary 

International Conference on Artificial Intelligence (MIWAI2025, 

Springer’s LNAI)で採択された。 

 モデルの漏洩リスクを回避する三者間設定によるプライバシー保

護決定木（PPDT）推論フレームワークの提案：クラウド環境におけ

る機械学習サービスに伴うデータおよびモデルの漏洩リスクに対処

するため、準同型行列演算を用いた三者間設定によるプライバシ

ー保護決定木（PPDT）推論フレームワークを提案した。さらに、決

定木推論において有用な葉ノードを選別・保持する葉ノード剪定

（LNP）アルゴリズムを導入し、予測時間を最大 85％削減するととも

に、LNP 単独での利用においても計算時間を最大 50％削減しつつ

高精度を維持できることを示した。本成果は、 MDPI 論文誌 Applied 

Sciences - An Open Access Journal from MDPI 2025 に採択され

た。 

 連合学習のプライバシー保護と多様性をバランスよく両立する手法

の提案：決定木に差分プライバシーを組み込むため、k-匿名化と

ℓ-多様性を活用する手法を提案した。特に、k-匿名化をランダム決
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定木に統合することで、従来のようにデータへノイズを付与せずに

差分プライバシーを実現し、金融・医療分野の機微データ活用にお

いて高い有用性を示した。本成果は、招待講演として、国際会議

European Meeting on Applied Science and Engineering (ApplSciMeet 

2025)にて発表した。 

 Web トラフィック難読化において、高い匿名性と実用的な通信オー

バヘッドを両立する方式として Palette が知られている。しかし

Palette は k-匿名性に基づく方式であり、クラスタ内部の意味的多

様性を考慮していないため、サイトカテゴリなどの高次属性が推定

されるカテゴリ漏えいの可能性がある。本研究ではこの問題に対処

するため、ℓ-多様性に基づく拡張方式 L-Palette を提案した。成果

は SCIS2026で発表した。 

 勾配ブースティング決定木を用いた連合学習手法（eFL-Boost）の

公平なインセンティブ配分方式の提案：勾配ブースティング決定木

を用いた連合学習手法（eFL-Boost）において、参加者の貢献度を

評価する３指標（参加安定度・影響度・誠実度）を導入し、公平なイ

ンセンティブ配分方式を提案した。実験により、大規模データ保有

者への過剰報酬を抑制しつつ、モデル精度を維持し、参加者の長

期協力を促進できることを確認した。本成果は、第 69回システム制

御情報学会研究発表講演会（SCI'25）にて発表した。 

 機械学習のモデルの情報漏洩回避と効率性を両立するフレームワ

ークの提案：クラウド環境における機械学習推論に対し、ユーザの

個人情報やモデル保有者の知的財産を秘匿したまま利用可能なフ

レームワークを提案した。準同型行列演算と大小比較を用いた三

者間決定木推論を実現し、さらに葉ノード剪定により計算効率を大

幅に向上させた。本成果は、CREST「安全性と有用性の保証のあ

るヘルスケア匿名コホート基盤」のワークショップ 2025 にて発表し

た。 

 プライバシー保護プロトコルの提案：サーバとクライアントが、それ

ぞれ集合 A と B を保持している状況において、両者の類似度を、

プライバシーを保ちながら計算するプロトコルを提示した。さらに、

この手法を拡張し、集合の共通部分の大きさを直接計算することも

可能である。本研究では、既存方式に関する比較・考察を行い第

74回 ICSS/IPSJ-SPT合同研究会および 2026年 暗号と情報セキ

ュリティシンポジウム（SCIS2026）で発表した。さらに、既存手法に

存在する特定の弱点を指摘し、セキュリティとロバスト性の両面を

向上させるために、差分プライバシーを用いた改良プロトコルを提
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案した。本成果は国際会議 ICISSP2026に採択され、発表した。 

 データの偏りに配慮したプライバシー保護連合学習方式の提案：デ

ータに偏りが存在する場合（Non-IID）における連合学習の精度低

下問題に着目し、プライバシー保護を維持しつつ学習性能を向上さ

せる手法を提案した。プライバシー連合学習では端末にデータを保

持しモデルのみを共有することでリスクを低減できるが、データが

Non-IID である場合、モデル精度は著しく低下する。そこで、モデル

集約とプロトタイプ共有を併用するハイブリッド型連合学習方式に

対して準同型暗号を組み合わせる方式を提案し、Non-IID 環境下

でも高精度かつ安全な連合学習を実現する手法を設計・評価した。

本成果は、情報処理学会第 88回全国大会にて発表した。 

 サイバー空間と実空間をシ

ームレスにつなぎ、適切に

セキュリティやプライバシー

を確保するために必要とな

るデータ利活用技術に関わ

る研究開発を行う。特に、利

活用時を想定した堅牢性・

信頼性を向上させる。また、

データの利活用の新たな用

途・場面にも柔軟に対応可

能な改ざん防止技術やプラ

イバシー保護技術の確立に

寄与する研究開発を引き続

き行う。 

 秘匿が不完全な場合の秘密分散に関する安全性と効率の関係の

解明：複雑性解析が極めて困難であることが知られている秘密分

散に関して、約 10 年ぶりの明示的進展を与えた。具体的には、秘

匿が不完全な場合でも完全な場合と同程度の複雑性が必要となる

ことを初めて証明した。従来は“安全性と効率はトレードオフ”とされ

てきた分野の常識を覆す反例を提示した。本成果は、国際会議 

IEEE Information Theory Workshop（ITW）に採択された。ITWは、情

報理論分野で最も権威ある学会組織 IEEE Information Theoryが主

催するトップ会議であり、セキュリティ分野では日本から唯一の採

択であった。また、秘密分散の複雑性解析において基準となる構

造の理論的上界を改善し、解析基盤の精緻化に貢献する成果を

2026 年 暗号と情報セキュリティシンポジウム（SCIS2026）で発表し

た。 

 宇宙ロケット制御用無線通信に適用する暗号回路の宇宙環境にお

ける堅牢性と信頼性の向上：宇宙ロケット制御用無線通信に適用

する暗号回路の宇宙環境における堅牢性と信頼性の向上を達成し

た。主たる成果として次の３点が挙げられる。１)小規模組み合わせ

回路実装による放射線耐性・通信速度を確保した。２)回路サイズ

最適化による消費電力とデバイスコストを削減した。３)実用セキュ

リティ強度のテストカバレッジ 100％（全入力パターン 2256通り）を実

用時間１日で完全検証した。本成果は、「NASA Formal Methods 

2025」に採択された。NASA が主催する会議への採択は、日本から

は稀有な事例であるとともに、Honorable Mentionを受賞した。 

報道発表：宇宙放射線に耐える暗号回路の網羅的な動作保証を実

現(令和８年３月 23日)。 

 デジタル空間上の本人認証とプライバシーの課題抽出：オンライン
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会議などのデジタル空間における「継続的な本人認証」の課題を整

理し、ネットワーク品質が変動する環境下でも動作可能な、時間効

率的かつストリーム損失に耐性を持つ本人認証ソフトウェアを開発

した。さらに、TOPPAN デジタルとの共同研究を通じて、デジタル空

間内の本人認証の安全性に加え、プライバシー保護の観点からの

リスク評価や現行サービスや標準化技術における課題抽出および

改善策の検討を実施し、次世代デジタル空間における安全基盤技

術の方向性を整理した。その成果を 2026 年暗号と情報セキュリテ

ィシンポジウム（SCIS2026）にてポスター発表した。 

 マルチパーティ計算における計算エラーを起こしたサーバの特定方

法の提案：本研究では、マルチパーティ計算（MPC）において複数

のサーバが利用されるが、その中の１つのサーバが計算エラー、も

しくは、意図的なデータ改ざんを起こした場合に、そのサーバを特

定する方法を提案した。提案手法は、３台以上の n 台のサーバを

利用し、n-1 out of nの秘密分散をベースにした MPCを利用し、別

途設置した検証サーバによりサーバを特定するものである。本成

果は ISEC 研究会で発表した。また、その更新バージョンを

SCIS2026で発表した。 

 柔軟なプライバシー保護のための編集可能な署名方式の提案：署

名済み文書を第三者に開示する際に個人情報などの匿名化が必

要となる場合に対応するため、データ匿名化のための「編集可能署

名」方式を提案した。提案方式は、署名後でも事前承認済みのセ

ル単位匿名化を正当に実行できる一方で、不正な改ざんは防止で

きることを保証する。本成果は、国際会議 CANDAR 2025, 12th 

International Workshop on Information and Communication Security 

(WICS)に採択された。さらに、提案方式の軽量化手法の考察を行

い、第 74回 ICSS/IPSJ-SPT合同研究会で発表した。 

 パスワードは記憶しやすいことが望ましいが、有効期限ポリシーに

より頻繁な変更が求められる場合、ユーザは元のパスワードに類

似したものを選択する傾向がある。この行為は認証強化の意図に

反し、セキュリティ低下を招く可能性がある。Berardi らは Bloom 

Filter に基づくパスワード類似性検出手法を提案している。本研究

では同手法の安全性を評価するとともに、より安全な改良方式を提

案した。成果は SCIS2026で発表した。 

 エンドツーエンド環境のサービスのポリシーに関わる適切な検知と

適切性が検証可能な方式の提案：エンドツーエンド(E2EE)環境では

サービス運営者が平文を知り得ないため、サービス提供側によりメ
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ッセージがポリシー違反かどうかを判定することが困難である。先

行研究は判定基準を秘匿し、攻撃者によるモデレーションの回避を

困難にしたが、恣意的な検閲等がないかユーザが検証できない不

透明さが批判された。そこで本研究では、ゼロ知識証明を用いて、

(i)判定基準の完全公開とその運用の検証可能性を保証する透明

性、(ii)ポリシー違反メッセージへの検知能力低下を抑える頑健性を

同時に満たす手法を提案した。本成果は、セキュリティ分野での国

内最大の会議であるコンピュータセキュリティシンポジウム 2025

（CSS2025）にて発表した。同会議の優秀論文賞を受賞した。 

 ユーザの匿名性を保ちながら、実用性の高い匿名ブロックリスティ

ング方式の提案：ユーザの匿名性を保ちながら、サービスがユーザ

を失効できるようにする匿名ブロックリスティング技術が研究されて

きた。特にその中の署名ベース失効方式では、失効タイミングの柔

軟性が高いが、ユーザ側のバッチ処理にかかるレイテンシが大きく

なりすぎる、といった課題がある。そこで本研究では、これらの課題

を解決するため、効率的な署名ベース失効方式である「zk-BAN」を

提案した。zk-BAN では、ランダムな値ではなく、一定期間など共通

のパラメータから疑似仮名を生成することで、非失効証明時に生成

する疑似仮名数を削減し、その証明コストを現実的な範囲まで低減

する。本成果は、セキュリティ分野の最高峰とされる国際会議

USENIX Security 2026に投稿した。 

 FemTechアプリに対するプライバシーへの不安と利用動機の調査：

FemTech アプリに対するプライバシーへの不安と利用動機の具体

的な内容を明らかにするとともにその整理を行った。FemTech アプ

リを利用したことのある女性を対象に調査を実施し、得られた結果

を次の三つに整理した。第一に FemTech アプリのユーザの多くは

プライバシーへの不安をあまり挙げていないことが明らかとなった。

第二に「開示内容への不安」「男性による管理への不安」といった

FemTech アプリに特有と思われるプライバシーへの不安が確認さ

れた。第三に FemTech アプリのユーザはリプロダクティブ・ヘルス

管理を含む健康の維持・管理を利用動機として挙げていることが明

らかとなった。本成果は、信州大学人文科学論集第 12 巻２号にて

発表した。 

 FemTech アプリ利用の際の同意に関する課題の抽出：近年注目を

浴びている FemTech 分野に着目し、FemTech アプリのユーザを対

象に調査を実施し、FemTech アプリ利用の際の同意に関する課題

について検討した。ユーザ調査の結果からは、FemTechアプリユー
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ザの半数がプライバシーポリシーを読んでいないこと、またその内

容を十分に理解していないことが明らかになった。さらに、FemTech

アプリを利用する理由に関しては明確に持っているが、プライバシ

ー懸念についてはあまり感じていないことも示された。今後

FemTech アプリの利用がさらに社会に広がる際に「真の」同意がさ

れていないことによる問題が顕在化する可能性があることが示され

た。本成果は、CREST「安全性と有用性の保証のあるヘルスケア

匿名コホート基盤」のワークショップ 2025 およびセキュリティ分野で

の国内最大の会議であるコンピュータセキュリティシンポジウム

2025（CSS2025）、日本パーソナリティ心理学会第 34 大会にて発

表、さらに、国際会議 ICISSP2026 に採択された。 

 柔軟なプライバシー保護を実現する署名方式の提案及びミックスネ

ットへの応用：匿名性を保ちつつメッセージをシャッフルできる仕組

みを実現し、さらに各ユーザが正しく(暗号化した)メッセージを送っ

ていることを検証可能な署名方式を提案した。従来(暗号化した)メ

ッセージの正当性を証明するためにゼロ知識証明などが多用され

ていた。提案方式では、偽造不可能な状態でランダム化が可能と

なる署名方式を提案し、それを２者間プロトコルとして実現すること

によりゼロ知識証明の多様を避け、実用性・安全性・プライバシー

保護を同時に満たす方式となっている。提案方式は、国際会議 

ESORICS 2025 に採択された。 

 ゼロ知識証明の構成法の考察：ゼロ知識証明の構成手法として近

年注目されている手法についてその安全性証明について新たなア

プローチを示し、代表的な方式の安全性証明の再評価を行った。

本成果は、 2026 年  暗号と情報セキュリティシンポジウム

（SCIS2026）で発表した。 

 紛失通信路効率性向上の検討：様々な暗号プロトコルの基盤的な

部品として多用される紛失通信路は、効率化や拡張に関する研究

が進んでいる。本研究では、既存方式の効率化に寄与する構成の

モデル化について考察した。本成果は、2026 年 暗号と情報セキュ

リティシンポジウム（SCIS2026）で発表した。 

 複雑なステートメントに適用可能なゼロ知識証明の研究：プライバ

シー保護に有用な汎用的な技術としてゼロ知識証明がある。本成

果では、ビット列表現と算術的記法を同時に使用可能なゼロ知識

証明に着目し、情報を表現するデータの状態をビット列による表現

や算術的記法を用いた表現とし、ビット列による表現と算術的記法

を用いた表現を同時に取り扱うことが可能なゼロ知識証明の方式
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を開発した。本成果は、国際会議 14th International Conference on 

Security and Cryptography(SCN2024)に採録された、その後、評価

が高かったことから本論文誌への招待論文に選出され、一般論文

と 同 様 の 査 読 を 経 て 国 際 論 文 誌  Cryptography and 

Communications に採択された。 

（イ）量子コンピ

ュータ時代に向

けた暗号技術の

安全性評価 

（イ）暗号技術及び安全性評

価 

（イ）暗号技術及び安全性評価 

 量子コンピュータ時代にお

いて必要とされる耐量子計

算機暗号（特に、格子暗号

や多変数公開鍵暗号等）の

安全性評価に関する研究を

継続して実施し、安全性の

根拠となる計算問題を効率

的に解くアルゴリズムの高

速化を目指し、実用上安全

なパラメータの選定に貢献

する。その他、世界中で注

目が高まっている軽量暗号

（特に、NIST 等の国際標準

暗号）やエンドツーエンド暗

号化技術の安全性評価に

関する研究なども継続して

実施する。 

 格子暗号の安全性評価に使用される基本アルゴリズムの厳密な計

算量評価：国内外において耐量子計算機暗号（PQC）の研究開発

及び標準化に向けた準備が進められている。PQC の代表的なカテ

ゴリとして格子暗号があり、その安全性の根拠となる格子点探索問

題を効率的に解く基本アルゴリズムとして、ENUM アルゴリズムと

Sieveアルゴリズムがある。２つのアルゴリズムを比較すると、Sieve

アルゴリズムが理論的にも実験的にも高速である。ただし、Sieveア

ルゴリズムを用いて PQC の解読に要求されるメモリ量は現在地球

上に存在する総量より４～５桁以上大きい。このため、実現可能性

の観点から、実際の攻撃には Sieve アルゴリズム単体ではなく、

ENUM アルゴリズムや他の多項式空間攻撃アルゴリズムとの組み

合わせによりパラメータ評価を行うことが適切と考えられる。ENUM

アルゴリズムに関する既存研究において、実際の計算時間が理論

予測を大きく上回る現象が確認されていた。本研究では、その原因

が Gaussian Heuristic仮定が成り立たない集合に対して、同仮定を

誤って適用していた点にあることを明らかにした。さらに、計算時間

の乖離が次元の増加に伴い指数関数的に拡大する人工的な例を

提示し、今後のアルゴリズム解析における新たな指針を示した。本

成果は、国際論文誌 Japan Journal of Industrial and Applied 

Mathematicsに採録された。 

 多変数公開鍵暗号（MPKC）の安全性評価に使用される基本アル

ゴリズムの効率化：国内外において PQC の研究開発及び標準化

に向けた準備が進められている。PQC の代表的なカテゴリとして

MPKC がある。MPKC は多変数二次連立方程式の求解問題（MQ

問題）の困難性を安全性の根拠とする。このため、MPKC の安全性

評価のためには MQ 問題を効率良く解く方法を知ることが重要であ

り、MQ問題を解く研究が活発である。本研究では、MPKCに用いら

れるランダムな多項式系に対して、メモリ使用量をより厳密に評価
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する手法を提案した。提案手法を、MQ問題の解法として広く用いら

れているグレブナ基底計算に適用した結果、既存手法による見積

もりを大幅に改善できることを示す。本成果は国内シンポジウム

SCIS 2026で発表した。 

 MPKC の安全性評価に使用される Wiedemann XL アルゴリズムの

厳密な計算量評価：国内外において PQC の研究開発及び標準化

に向けた準備が進められている。PQC の代表的なカテゴリとして

MPKC がある。MPKC は多変数二次連立方程式の求解問題（MQ

問題）の困難性を安全性の根拠とする。このため、MPKC の安全性

評価のためには MQ 問題を効率良く解く方法を知ることが重要であ

り、MQ 問題を解く研究が活発である。本研究では、 MQ 問題を効

率的に解くアルゴリズムとして知られるWiedemann XLアルゴリズム

の厳密な計算量評価を行う。具体的には、このアルゴリズムにおけ

る理論的な計算量と、実際の計算時間との関係性を詳細に検証

し、理論値が「定数×実測計算時間」という形で一致することを実

験的に示し、今までの評価の仕方に問題が無いことを示す。本成

果は国内シンポジウム SCIS 2026で発表した。 

 MPKC の署名方式 UOV とその派生方式に対する安全性評価： 

UOV（Unbalanced Oil and Vinegar）は MPKC の代表的な署名方式

であり、その派生方式である MAYO、QR-UOV、SNOVA、いずれも

UOV の基本構造に帰着できる。UOV は、変数の個数 n、式の個数

m、および oil と呼ばれる部分空間の次元 o という３つのパラメータ

(n,m,o)によって定義される。UOV に対する鍵復元攻撃の適用可能

範囲はこれら３つのパラメータに依存する。既知の鍵復元攻撃に

は、ヤコビ行列を用いる特異点攻撃や、Rectangular MinRank 攻撃

などがある。本研究では、これら２種類の攻撃が本質的に同一の

枠組みに基づくものであることを明らかにするとともに、既存手法と

比較して、攻撃が適用可能なパラメータ範囲を拡張することに成功

した。また、提案手法が UOV およびその派生方式の安全性に影響

を及ぼさないことも確認した。本成果は国際会議 IWSEC 2025 に採

録された。さらにその後の発展的研究として、Rectangular MinRank

攻撃が UOVの任意のパラメータ組(n,m,o)に対して適用可能な数式

を構築できることを示す。本成果は国内シンポジウム SCIS 2026で

発表した。 

 分散型 SNS プロトコル Nostr におけるエンドツーエンド暗号化（E２

EE）技術の安全性評価：コミュニケーション手段としてソーシャルネ

ットワーキングサービス（SNS）が世界中で幅広く普及されている。X
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（旧：Twitter）、Facebook、Instagramなどの伝統的なSNSは中央集

権型プロトコルを採用しているが、このようなプロトコルでは中央サ

ーバに全てのデータが集約されているため、プライバシー保護や検

閲耐性などの観点で課題が生じている。この課題を解決するため

に、従来の中央集権型 SNS プロトコルに代わる分散型 SNS プロト

コルが注目されている。本研究では、分散型 SNS プロトコル Nostr

とその代表的なクライアントアプリケーション（Damus、Amethyst、

Iris、FreeFrom、Plebstr）の E2EE に対して安全性評価を行い、仕様

や実装に起因する重大な脆弱性が内在していることを明らかにし

た。具体的には、７件の脆弱性とこれらの脆弱性を悪用した 14 種

類の攻撃手法を提示するとともに、これらの攻撃に対する防御対

策について提案した。また、これらの攻撃の実行可能性について

Proof of Concept (PoC)として検証を行い、Amethystを除くクライア

ントアプリケーションでは攻撃（の一部）が有効であることを示した。

これら一連の成果については各設計者に報告し、脆弱性の一部が

修正されたことを確認している。本成果をまとめた論文がコンピュー

タセキュリティ分野の難関国際会議 IEEE Euro S&P 2025に採録さ

れるとともに、ハッキング対策で最難関とされる産業系国際会議

Black Hat USA 2025 Briefings で講演を行なった。 

 コミュニケーションプラットフォーム Rocket.Chat における E２EE 技

術の安全性評価：Rocket.Chat は世界中の公的機関や大手企業に

おいて幅広く導入されているオープンソースのコミュニケーションプ

ラットフォームであり、その主要な機能の１つとして E2EE によるグ

ループチャット機能がある。本研究では、Rocket.Chatの E2EEに対

して安全性評価を行い、メッセージの機密性と完全性が損なわれる

重大な脆弱性が内在していることを明らかにした。この脆弱性を悪

用することで、実際に通信内容の機密性と完全性を破る攻撃手法

を提示するとともに、この攻撃に対する防御対策について提案し

た。提示した攻撃手法の実行可能性については PoC として検証を

行い、その有効性を提示した。また、Rocket.Chat のオンプレミス運

用を採用する組織に対し、運用上生じうる課題を考察し、その課題

に対処するための推奨運用方法を提示した。これら一連の成果に

ついて Rocket.Chat のセキュリティチームに報告し、脆弱性の一部

が修正されたことを確認した。本成果をまとめた論文がコンピュータ

セキュリティ分野における難関国際会議 ACSAC 2025 に採録され

るとともに、ハッキング対策で最難関とされる産業系国際会議

Black Hat Asia 2026 Briefings での講演が決定した。 
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 メッセージングアプリWhatsAppの安全性評価：WhatsAppは月間 30

億人が利用する世界最大のインスタントメッセンジャーであり、複数

の端末から同一アカウントでログインすることが可能である。既存

研究では、複数端末でログインした後のメッセージ暗号化処理に関

して形式的な検証と安全性評価が行われてきたが、新たに端末を

追加する際の認証プロトコルに対する安全性評価は実施されてい

なかった。そこで本研究では、Meta 社独自の端末認証方式である

「Link using an 8-character Code」に着目し、その安全性を評価し

た。この方式は、新規に登録する端末に表示された８桁の認証コー

ドを、すでに認証済みの端末に入力することで認証を行う仕組みで

ある。単に８桁のコードを照会するだけでなく、エンドツーエンド暗号

化との互換性を保つことを目的とし、暗号学的な要素を組み合わせ

て設計されている点に特徴がある。解析にあたっては、この認証方

式について、認証コードの実効エントロピー、楕円曲線暗号の代数

的性質、鍵導出関数や共通鍵暗号方式への入力といった観点を考

慮した。その結果、認証強度に重大な影響を及ぼす５つの脆弱性

を発見し、悪意のあるサーバがユーザと結託することなく不正な端

末のログインを許容できてしまう可能性を明らかにした。さらに、そ

の脆弱性に対する有効な対策方法も提案した。これらの成果は令

和７年４月に Meta 社へ報告し、本提案に基づいて仕様および実装

が修正されたことを確認した。これらの成果については、国内最大

級のコンピュータセキュリティ分野のシンポジウム CSS 2025で発表

し、最優秀論文賞を受賞した。 

 メッセージングアプリ LINE の安全性検証：令和７年 12 月末、LINE

は日本国内で月間アクティブユーザ１億人を超抱え、最も広く利用

されているメッセージングアプリの１つである。その高い普及率を踏

まえると、LINEの通信プロトコルに対して安全性を評価することは、

社会的に極めて重要な課題と言える。しかしながら、LINEが採用す

るエンドツーエンド暗号化プロトコル「Letter Sealing」に対して、これ

までに網羅的な形式的安全性検証が行われてこなかった。本研究

では、暗号プロトコルの形式的検証ツールである Tamarin Proverを

用い、Letter Sealing（初期のバージョン１と、その修正版であるバー

ジョン２）の１対１通信プロトコルを対象に、メッセージングアプリに

求められる安全性要件を包括的に解析した。バージョン１に関して

は、既知の脆弱性を再現するとともに、これまで未検証であった複

数の安全性要件について初めて包括的な検証を行った。さらに、バ

ージョン２の評価では、バージョン１で確認された一部の脆弱性が
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修正されていることを確認した一方で、依然として複数の安全性要

件が満たされていないことを明らかにした。これらの成果について

は、国内最大級のコンピュータセキュリティ分野のシンポジウム

CSS 2025 において発表した。また、本成果をまとめた論文が国際

会議 ICISC 2025に採録された。 

 メッセージングアプリ Threemaの安全性検証：Threemaは、スイス、

ドイツ、オーストリア、カナダ、オーストラリアを中心に、世界で 1,200

万人以上のユーザと 8,000を超える組織で利用されている暗号化メ

ッセージングアプリである。近年、Threemaのクライアント・サーバ間

のハンドシェイクプロトコルに対して、クライアントやサーバへのなり

すまし攻撃が可能であることが報告された。なお、この攻撃手法は

ヒューリスティックな解析によって発見されたものである。本研究で

は、暗号プロトコルの形式的検証ツールであるTamarin Proverを用

い、Threema のハンドシェイクプロトコルをモデル化し、既知のなり

すまし攻撃が自動的に検出可能であるかを形式的に評価した。さ

らに、既存研究で提案された修正版プロトコルについても同様に検

証を行い、攻撃耐性の有無を評価した。結果として、修正前のプロ

トコルに対しては、既知のなりすまし攻撃を自動的に検出すること

に成功した。一方、修正版のプロトコルに関しては、計算量の増大

により評価が収束せず、安全性の完全な証明には至らなかった。

本研究ではこの課題の要因を考察し、その解決に向けた改善案を

検討した。改善案の適用については今後の課題である。本成果に

ついては、国内最大級のコンピュータセキュリティ分野のシンポジ

ウム CSS 2025において発表を行った。 

 SAT ソルバーによる軽量ブロック暗号（PRINCE、QARMA）の安全

性評価：差分攻撃は共通鍵暗号解析の分野において最も重要な攻

撃手法の１つである。差分攻撃による安全性評価では、対象となる

暗号方式の差分確率を厳密に評価することが重要な解析手順の１

つとなるが、差分確率を厳密に評価することは計算量的に困難で

あるという課題がある。本研究は令和５年から実施し、充足可能性

問題（SAT: Boolean Satisfiability Problem）を解くソルバーの力を借

り、差分確率を厳密に評価するための汎用的な並列化フレームワ

ークを開発した（難関国際会議 SAC 2023 に採録）。提案手法の有

効性を検証するために、提案手法を著名な軽量ブロック暗号の

PRINCE と QARMAに適用した結果、既存の差分確率評価よりも高

速かつ厳密に評価できることを示した。その後の発展的研究とし

て、提案したフレームワークを応用し、鍵回復攻撃の実行に適した



自己評価書 No.3 
 

148 

 

差分特性の探索を可能にすることで、特に軽量ブロック暗号

QARMA に対する差分解読法を用いた鍵回復攻撃耐性評価を初め

て示した。これら一連の成果をまとめた論文が、国際論文誌

Journal of Information Security and Applications に採録された。 

 SAT ソルバーによる軽量 MAC（LeMac-0、LeMac）の安全性評価：

LeMac-0 と LeMacは、AESベースのユニバーサルハッシュ関数に

基づいて設計された、令和７年度末で世界最速のメッセージ認証コ

ード（MAC）である。設計論文では、特定の偽造攻撃に対する大ま

かな上界値のみが提供されているにとどまっており、偽造攻撃耐

性に関する十分な評価がされていなかった。本研究では、第三者

の立場から初めてこれらの MAC に対する偽造攻撃耐性を体系的

に評価した。具体的には、内部衝突を引き起こすようなメッセージ

差分を探索するために、SAT を活用し、内部衝突が生じるパターン

を３種類に分類した上で、それぞれに対してバイト単位およびビット

単位におけるアクティブ S-box 数の下界を導出した。その結果、

LeMac-0と LeMacはいずれの攻撃手法に対しても、設計論文で主

張されている 128 ビットのセキュリティレベルを確保していることを

確認した。また、本研究では両 MAC の構造上の特徴であるパディ

ングラウンドに着目し、その安全性への影響を検証した。その結

果、パディングラウンドが安全性の強化において重要な役割を果

たすことを実証した。本成果については、国内最大級のコンピュー

タセキュリティ分野のシンポジウム CSS 2025で発表した。 

 SAT ソルバーによる軽量な擬似ランダム関数（Gleeok）の安全性評

価：Gleeokは、量子計算機に対する耐性を保持しつつ、低遅延性を

実現する擬似ランダム関数である。その内部状態は大規模であり、

かつビットレベルで最適化された暗号学的置換を採用しているた

め、安全性の詳細な評価が困難となっている。実際、設計論文では

少数ラウンドの Gleeok に対して正確な評価が行われているもの

の、ラウンド数が増加するにつれて大まかな上界値しか提示されて

いないのが現状である。本研究では、Gleeok の差分伝搬特性を詳

細に分析し、その知見に基づく効率的な評価手法を提案する。提

案手法により、従来では困難であった多ラウンドの Gleeok に対し

て、より正確な評価を実現した。具体的には、SAT ソルバーを用い

た差分特性の探索を通じて Gleeok の差分伝搬に関する性質を解

析し、高確率で差分が伝搬する複数の特徴的な構造を特定した。

さらに、それらの構造的特徴を探索空間における制約条件として導

入することで、限定された探索空間から精度の高い差分特性を抽
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出した。その結果、設計論文では未評価であったラウンド数を持つ

Gleeok に関して、差分特性確率の正確な上界値を初めて導出する

ことに成功した。本成果については、国内最大級のコンピュータセ

キュリティ分野のシンポジウム CSS 2025で発表した。 

 SHA 命令を使用した既存の AES ベース暗号のさらなる効率化：近

年、電子政府推奨暗号である AES のラウンド関数を利用した多く

の暗号方式（例えば、AEGIS、Rocca、Tiaoxin、Areion、Simpira、

Haraka）が提案されている。これは Intel 社や AMD 社の CPU に搭

載されている AES 命令を使用することで、ソフトウェア上で非常に

効率的な暗号化処理が実行可能となったためである。一方で、他

の暗号学的命令セット（例えば、電子政府推奨暗号である SHA-

256 処理を実行するための SHA 命令）については、AES 命令と比

較すると効率性の観点で劣るため、ほとんど注目されていない。本

研究では SHA 命令を使用した既存の AES ベース暗号のさらなる

効率化を目的とする。調査の結果、AES命令とSHA命令は独立か

つ並列に実行可能であることが判明した。つまり、AES 命令を使用

した既存の AES ベース暗号に SHA 命令を効果的に組み込むこと

で、安全性と実装性能の両面で既存のAESベース暗号を改善でき

る可能性がある。本研究により、AES 命令と SHA 命令を並行して

逐次的に処理させる方法が最も効率的となることを示した。さら

に、既存の AES ベース暗号に SHA 命令を効果的に組み込むこと

で、安全性を維持したまま実装性能の向上が可能であることを示し

た。本成果については、難関国際論文誌 IACR Communications in 

Cryptologyに採録された。 

 低遅延 tweakableブロック暗号 Dialgaの設計：Beyond 5G（B5G）用

途やメモリ暗号化用途の暗号プリミティブには低遅延性が要求さ

れる。低遅延性を有する暗号プリミティブに関する研究は、最初の

低遅延暗号として知られる PRINCE の開発に始まり、PRINCE をベ

ースに開発された QARMA、これらの派生系である PRINCEv2 や

QARMAv2 など、ここ 10 年で当該分野は著しく進展してきた。しか

し、特に最新の低遅延 tweakable ブロック暗号 QARMAv2 に関し

て、その低遅延性や回路面積の観点で改善の余地が大きいことが

判明した。本研究では、QARMAv2 よりも遅延を半減、かつ回路面

積を約 40％削減可能な新規の低遅延 tweakable ブロック暗号

Dialga を提案した。Dialga のブロックサイズは 128 ビット、鍵サイズ

は 256 ビット、そして tweak サイズは 128 ビット又は 256 ビットであ

る。また、低遅延認証暗号モードである Fiat-OCB の基礎となる
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tweakableブロック暗号として Dialgaを使用することにより、メモリ暗

号化に適した実装を実現した。本成果をまとめた論文が共通鍵暗

号分野の最難関国際論文誌である IACR ToSC 2025(4)に採録され

た。 

 CRYPTREC 暗号リストに掲

載される暗号技術等を含む

現在使用されている暗号技

術について、従来の計算機

及び量子コンピュータの双

方に対する安全性を確保し

続けるために監視活動を継

続して実施する。また、これ

らの暗号技術の安全性評価

に関する研究開発も継続し

て実施する。 

 SAT ソルバーによるブロック暗号（AES、Camellia、など）の安全性

評価：共通鍵暗号の設計段階において、設計対象の暗号アルゴリ

ズムがあらゆる暗号解読法（差分攻撃、線形攻撃、積分攻撃、な

ど）に対して安全であることを証明することは重要である。そして、

MILP、SAT、CP などをベースとした自動評価ツールの著しい進展

により、安全性解析のタスクの実行が比較的容易になりつつある。

一方、暗号アルゴリズムが複雑な構成要素（例えば、８ビットのよう

な大きいサイズの S-box や行列演算のような複雑な線形層）で設

計されている場合、自動評価ツールを使用した評価は依然として計

算量的に困難なタスクとなっている。この困難なタスクに取り組むた

め、SAT手法と分割統治手法を組み合わせた新しい自動評価手法

を提案した。具体的には、与えられた SAT モデルを複数の小さな

SAT モデルに分割し、分割された SAT モデルに対して、真に解析

が必要な SAT モデルに対してのみ解析を行う汎用的なツールを開

発した。開発したツールを AESや Camellia等の電子政府推奨暗号

に適用するとともに、ARIA、LED、Midori、SKINNY 等、様々なタイプ

の暗号アルゴリズムに適用することで、汎用ツールとしての有効性

を示した。本成果については、暗号分野に関する国内最大のシン

ポジウム SCIS 2024 で発表し、全 345 件の発表の中から唯一のイ

ノベーション論文賞に選出された。また、全ての成果をまとめた論

文が共通鍵暗号分野の最難関国際論文誌である IACR ToSC 

2025(3)に採録された。 

 SAT ソルバーによるメッセージ認証コード（HMAC）の安全性評価：

SHA-1 と SHA-256 に対する既存の衝突攻撃では、攻撃者が内部

状態を制御可能という条件下で解析が行われてきた。ハッシュ関数

に対する衝突攻撃におけるこの条件は現実的ではあるが、HMAC

のようなハッシュ関数ベースのメッセージ認証コードに対する偽造

攻撃の条件としては現実的ではない。すなわち、ハッシュ関数に対

する既存の衝突攻撃が HMAC に対する偽造攻撃に対して適用可

能であるかは未解決の課題である。本研究では、HMAC-SHA-1 と

HMAC-SHA-256に対する偽造攻撃耐性評価を行うために、SATソ

ルバーによる新規の探索戦略を開発した。この戦略により、各種偽

造攻撃に適した差分特性を発見した。具体的には、SAT ソルバー
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を使用した準備研究にて得られた複数の差分特性の特徴を詳細に

分析し、得られた特徴を探索戦略としてSATモデルに組み込むこと

で、より効率的な差分特性の探索を実現した。結果として、HMAC-

SHA-1 と HMAC-SHA-256 に対し、存在的偽造攻撃はそれぞれ最

大 48 ラウンドと 24 ラウンドまで実行可能であることを示した。

HMAC-SHA-1 に対する存在的偽造攻撃は既存攻撃の 34 ラウンド

から 14 ラウンド更新するとともに、HMAC-SHA-256 に対する存在

的偽造攻撃の結果については本研究で世界初の結果となる。本成

果は国内シンポジウム SCIS 2026で発表した。 

 ブロック暗号 AES-256 におけるキースケジュールの再設計：電子

政府推奨暗号である AES は広く利用されているが、192/256ビット

鍵では鍵スケジュールの差分攻撃耐性が不十分であり、関連鍵差

分攻撃に対して脆弱であることが知られている。この問題に対して

は、鍵スケジュールに新たな操作を導入する、あるいは置き換える

といった改良手法が提案されているが、これらの改良はソフトウェ

ア実装に大規模な変更を伴い、新たな脆弱性や実装上の不具合を

招く可能性があるため、最小限の修正で安全性を強化することが

求められる。本研究では、AES-256 に対して関連鍵差分攻撃に十

分な耐性を持つ新しいキースケジューリング手法を提案した。既存

手法と異なり、命令数の削減や引数の修正といった最小限の変更

に重点を置き、現行実装との高い互換性（コードの再利用性）を確

保している。AES-NI を用いたソフトウェア実装を詳細に解析し、２

種類のキースケジューリングを提案した。具体的には、ある特定の

命令における引数を２か所のみ修正することで、関連鍵差分攻撃

に対する安全性境界を 13 ラウンドから９ラウンドに削減でき、処理

速度を維持したまま安全性を向上させることに成功した。また、実

装コードの中で特定の２行を削除することで、非線形操作が増加す

ることが判明した。これにより、処理速度の向上を達成するととも

に、関連鍵差分攻撃に対する安全性境界を８ラウンドに削減できる

ことを明らかにした。本成果は、情報セキュリティ分野の難関国際

会議の１つである ACISP 2025に採録された。 

 上記の活動内容やその結

果について、CRYPTREC に

おいてとりまとめ公表すると

ともに、耐量子計算機暗号

に関する動向調査を継続し

て実施する。 

 耐量子計算機暗号（PQC）ガイドライン改定に向けた技術動向調

査・評価：令和６年度の CRYPTREC 事務局活動として、

「CRYPTREC 暗号技術ガイドライン（耐量子計算機暗号）2024 年度

版」を発行した。その後も、米国 NIST が推進する PQC 標準化プロ

ジェクトが継続して進行していることをはじめ、PQC分野に関する技

術開発や標準化活動は引き続き活発な状況にある。このような状
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況を踏まえ、CRYPTREC では令和８年度に本ガイドラインを改定す

る予定である。この改定のために、PQC ワーキンググループ（WG）

を立ち上げ、PQC の技術動向について調査・把握するとともに、改

定すべき項目等について議論した。 

 世界で広く利用されている主要な公開鍵暗号の安全性の予測図の

更新：RSA 暗号及び楕円曲線暗号の安全性を表す図として、それ

らの安全性の根拠となる素因数分解問題及び楕円曲線上の離散

対数問題が解かれる可能性がある時期の予測図を更新した。状況

はこれまでと変わらず、暗号技術の危殆化時期が先に延びている

様子を示した。 

 CRYPTREC 外部評価の実施：米国 NIST が策定した PQC 標準化

文書 FIPS203 に記載されている暗号方式 ML-KEM の安全性およ

び実装性能に関する調査・評価を実施し外部評価報告書として

CRYPTREC のホームページから公開した。さらに、暗号技術評価

委員会、暗号技術検討会での評価に関する確認を経て令和８年３

月 30日に CRYPTREC暗号リストに掲載された。  

 CRYPTREC PQC 移行に関する外部評価：PQC 移行に関する最新

の動向についても調査を実施し、外部評価報告書として

CRYPTRECのホームページから公開した。 

（３）サイバーセ

キュリティに関

する演習 

（３）サイバーセキュリティに

関する演習 

（３）サイバーセキュリティに関する演習 （３）サイバーセキュリティに関す

る演習 

CYDER、RPCI、SecHack365 と

もそれぞれの目的、受講者の特

性に応じ、我が国のサイバーセ

キュリティ能力のための人材育成

をするものであり、社会的価値は

極めて高く、例えばプレ CYDER

の本格的実施や新コンテンツの

開発等、利用者のニーズや状況

に応じた改善等にも取り組んでお

り、人材需要への対応についても

十分に配慮して実施している。 

CYDER の受講者が集合演習

だけで約4,000人となっていること

や SecHacｋ365 での修了生コミュ

ニティの形成、オンライン演習を

多様化・高度化、実践サイバー演

国の機関や地方公共団体

等のサイバー攻撃への対処

能力の向上に貢献するため、

国等からの補助等を受けた

場合には、その予算の範囲

内で、サイバーセキュリティ戦

略等の政府の方針を踏まえ、

機構法第 14 条第１項第７号

イの規定に基づき、機構の有

する技術的知見を活用して、

最新のサイバー攻撃状況を

踏まえた実践的な集合演習

を全国において 3,000 名規模

で実施するほか、オンライン

演習の実施により、受講機会

の最大化を図る。その際、サ

 実践的サイバー防御演習（CYDER） 

集合演習 

実施回数：110回開催 

受講者数（オンライン実践を含む）：3,989名オンライン演習 

プレ CYDER 

受講申込者数 6,741 名、受講修了者数 5,602 名オンライン実践コ

ース： 

令和７年 10 月 28 日、11 月５日に、初級レベルを実証実験済

み（26名が受講） 

令和７年 11 月 12 日、11 月 18 日に、中級レベルを実証実験

済み（41名が受講） 

 

 累計受講者数は30,000人を超え、国内最大規模の演習に成長し、

我が国のセキュリティ能力の底上げに貢献した。 

 令和７年度においても、国の機関、地方公共団体及び重要インフ

ラ事業者等の情報システム担当者等が、組織のネットワーク環境
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イバーセキュリティ基本法第

13 条に規定する全ての国の

機関、独立行政法人、指定法

人及び地方公共団体の受講

機会を確保するとともに、同

法第 14 条に規定する重要社

会基盤事業者及びその組織

する団体についても、サイバ

ー攻撃により国民生活等に

与える影響の大きさに鑑み、

より多くの受講機会を確保で

きるよう配慮する。併せて、最

新のサイバー攻撃情報を踏

まえた演習シナリオの改定を

行うほか、未受講組織を減少

させるとともに、各組織の

CSIRT 能力を向上させるた

め、オンライン演習の更なる

改良に取り組む。 

を模擬した環境で、実践的な防御演習を行うことができるプログラ

ムを提供することにより 3,000 人規模でセキュリティオペレーターを

育成した。 

 令和７年３月改定の「地方公共団体における情報セキュリティポリ

シーに関するガイドライン」では、実際に情報漏えい等の情報セキ

ュリティインシデントが発生した場合に備え、受講が望まれる訓練

として CYDERの受講が推進されており、本事業の有用性が示され

た。 

 全国 47 都道府県で集合演習を開催（令和７年度 106 回）し、国の

機関、地方公共団体と共に重要インフラ事業者等にも受講機会を

提供した。 

 集合演習 A コース(初級)、B コース(中級)、C コース(準上級)に加

え、オンライン演習においてプレ CYDER を実施するとともに、オン

ライン実践コースの実証実験において、令和７年度収容人数を拡

大して実証を開始するなど、多彩なコース設定で初学者から上級

者まで幅広い層への受講機会を提供した。加えて要約筆記者の手

配等、多様な受講者の参加を全面的にサポートした。 

 演習の開催においては、各都道府県の地方公共団体職員が集合

演習を受講しやすいように、日程・場所について、都道府県庁や総

務省の各総合通信局等に聴取し、集合演習実施スケジュールに

反映した。 

 また、サイバーセキュリティ研究所の最新の攻撃等に係る知見等

をシナリオに反映することで、よりリアルな演習の提供へと繋がっ

た。 

 令和７年度よりプレ CYDERについて拡充し、これまでのケーススタ

ディを中心とする演習に加えて、問題演習を中心とする演習も新設

するなど、地理的・時間的要因等により CYDER集合演習が受講で

きない方についても、レベルやニーズに合わせた多様な演習を提

供した。 

 令和７年度においては、小規模な自治体等は交通の便が悪いエリ

アに多く、なおかつ人手が少ないことから複数兼務を抱えており時

間的・地理的制約があること、異動が頻繁で専門性の蓄積が難し

い、といった課題があるという調査・ヒアリング結果を踏まえ、基礎

的で、CSIRT担当者として知っておきたい事項を短時間で習得でき

るオンラインコースであるプレ CYDER を拡充して実施した。三期体

制で提供し、受講機会の創出に努め、ICT 人材の需要に対応でき

るものとして適切に実施した。 

習（RPCI）における高い受講者満

足度での受講者獲得、サポート

等我が国全体のサイバーセキュ

リティ対応能力強化にも大きく貢

献した。 

過去の RPCI 受講者の再受講

につながるよう、演習シナリオに

ついて一新し、内容の高度化を

実施するなど、事業の内容の最

新化を常に続けつつ、演習効果

拡大のための諸活動に取り組ん

で結果を出したことは、高く評価

できる。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な

成果の創出が認められた他、将

来的な特別な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定

を「S」とした。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 CYDER、RPCI、SecHack365 と

もそれぞれの目的、受講者の特

性に応じ、我が国のサイバーセ

キュリティ能力のための人材育

成をするものであり、社会的価

値は極めて高く、例えばプレ

CYDER の本格的実施や新コン

テンツの開発等、利用者のニー

ズや状況に応じた改善等にも取

り組んでおり、人材需要への対

応についても十分に配慮して実

施したこと。 

 オンラインで基礎事項を短時間
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 地理的・時間的要因を理由に集合演習の受講機会を逃している未

受講自治体の解消を目的として、オンライン環境で集合演習と同

等品質の演習を実現する「オンライン実践コース」の実証実験を実

施した。特に、令和７年度においては、過年度と比べてさらに収容

できる受講者数を拡充するとともに、受講者の受講する拠点が

個々別々であっても受講できるよう、受講者のニーズに沿った形で

オンライン実践コースの提供形態を見直すなど、新たな演習形態

の多様化に努めた。 

 機構からの受講対象組織へのパンフレット送付やメールでのご案

内、総務省・各総通局と連携した事務連絡、各種イベントへの出展

や講演活動等の周知活動が功を奏し、CYDER の認知度は年々上

がり、令和７年度までに、国の機関・指定法人・独立行政法人(127

組織)の未受講組織数を９年間で 99％減、地方公共団体(1,788 組

織)の未受講組織数を９年間で 96％減とし、我が国全体のサイバ

ーセキュリティ対応能力強化に貢献した。 

 更に、CYDERの効果の可視化のため、令和４年度より人材需要調

査において、自治体の組織のインシデント対応能力（CSIRT の成

熟度）について測るための評価軸を設計するとともに、令和５年度

より CYDER事業のWebサイトよりダウンロード可能なものとして提

供しており、自治体が自組織のレベル感を認識することで、さらな

る演習の受講や体制強化へのインセンティブにつなげるような仕

組みを構築した。 

 

 実践サイバー演習（RPCI） 

実施回数：10回開催 

受講者数：169 名受講者満足度：97％（５段階評価での５(大変

満足)と４（満足）を合算）） 

 令和７年度は過去の申込状況を分析し、平日開催に集約するとと

もに、中部・関西以西の支援士への受講機会を創出するため、引

き続き東京以外での開催として大阪での開催を実施した。 

 RPCI の認知度向上や受講者拡大に向けた取り組みとして、センタ

ー幹部によるミニセミナーを月に一回のペースで４か月連続、開催

した。支援士のキャリアパスやサイバー攻撃の最新動向をテーマ

としたセミナー等を提供し、好評を博し、RPCIの受講者獲得や認知

度向上に貢献した。 

 資格更新に必要な内容に加えて、資格更新対象者自身の関心や

専門性等に合った講座を選定する上で、技術に寄った講習を希望

で習得するプレ CYDER の拡充

や集合演習と同等の内容をオ

ンラインで提供するオンライン実

践コースの実証を実施したこ

と。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 SecHac365 において、オンライ

ンを含めた育成プログラムを実

施し、修了生へのイベント、修了

生の成果発表の機会を作り、ま

た SecHack365の修了を証明す

るデジタルバッジの付与を修了

生約 320 名に行い社会実装の

強化に向けたサポート、指導の

強化のための取組を実施したこ

と。 

 CYDER の受講者が集合演習だ

けで約 4,000 人となっているこ

と。 

 

【取組が ICT 人材の需要に対応

できるものとして適切に実施され

たか】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 CYDER の受講者が集合演習だ

けで約 4,000 人となっていること

や、SecHack365での修了生コミ

ュニティを形成し、情報確保安

全支援士の需要に対応したこ

と。 

 情報処理安全確保支援士向け

特定講習「RPCI」は、令和７年

度は広報を強化するとともに、
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する受講者のニーズに対応し、情報処理安全確保支援士のスキ

ル向上に貢献した。なお、令和７年度以降のシナリオを一新、内容

をより高度なものに変更し、支援士の一層のスキル向上に資する

とともに、過去の RPCI受講者の再受講を促進した。 

 CYDER で培ってきた大規模演習環境を活用したリアリティあるイン

シデントハンドリングのノウハウ等が情報処理安全確保支援士向

けの人材育成事業でも有効であることを実証した。 

 特に、実際の攻撃をリアルに体験できるようにし、事前学習や解説

資料を充実させることで振り返りも可能とし、高い受講者満足度を

得られた。 

 事前学習サイトへのアクセス期間は、受講日にかかわらず予約確

定後から１月中旬までとし、最長８か月間受講可能とした。演習後

も繰り返して学習できる環境を提供した。 

 インシデントの発見（検知）、初動対応、指示、報告、ベンダへの依

頼、問題箇所の特定・隔離、ログ分析、被害状況の確認、フォレン

ジック等が実際に実機操作を通じて体験できるようにし、グループ

での活発な意見交換や会話から様々な考え方や気づきを習得す

る演習を通して、情報共有の大切さと難しさを体感できる学習を可

能とした。 

 実践的な演習を特色とした、情報処理安全確保支援士向け特定

講習としての地位の確立のため、機構内の関連部門と連携し年間

を通じた周知活動を行い、ICT 人材の需要に対応できるものとして

適切に実施した。 

 令和７年度においても年間10回の集合演習を開催し、情報処理安

全確保支援士のスキル向上に貢献した。 

 聞き取り調査、受講者アンケートの結果を踏まえ過去３年度の申

込状況を分析し、令和７年度は平日開催の回数を増やし、受講者

ニーズに応えた日程で演習を提供した。また、RPCI 演習内に、サ

イバーセキュリティ研究所の最新の知見やサイバーセキュリティの

最新動向を情報提供するサイバーセキュリティ研究所幹部によるミ

ニセミナーを実施し、受講者満足度、ユーザエクスペリエンスの向

上に向けた取組を実施し、より満足度の高い演習の提供を通じ

て、情報処理安全確保支援士のスキル向上の支援を行い、これら

の取組が我が国全体のサイバーセキュリティ対応能力強化に貢献

するものとして計画に従って着実に実施した。 

シナリオを一新し、10 回の集合

演習を開催、高い受講者満足

度を得たこと。 

 

【取組が我が国全体のサイバー

セキュリティ対応能力強化に貢献

するものとして計画に従って着実

に実施されたか】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 CYDER の受講者が集合演習だ

けで約 4,000人をとなっているこ

とや SecHack365 での修了生コ

ミュニティの形成し、情報確保安

全支援士の需要に対応したこ

と。 

 令和７年度までに CYDER の集

合演習の累計受講者数は

30,000 人を超え、未受講組織に

ついて国の機関等で 99％減、

地方公共団体で 96％減となっ

たこと。 

 

さらに、機構におけるサイ

バーセキュリティ研究と演習

【若手セキュリティイノベーター育成プログラム（SecHack365）】 

 自ら手を動かし、セキュリティに関わる新たなモノ作りができる人材
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事業で得られた知見等を活

用し、40 乃至 50 名の若手セ

キュリティ人材の育成を行う。 

(セキュリティイノベーター)の育成に向けて、25 歳以下の若年層を

対象に、機構の研究開発のノウハウや、実際のサイバー攻撃関連

データを安全に利用できる環境を活かした、365 日をかけ実施する

プログラムを提供した。 

 幅広い人材を社会に輩出するための継続した育成プログラムの年

間を通じた実施した。 

 令和４年度以降段階的に実地開催の２泊３日の合宿形式を実施

し、全６回のイベントをオンライン２回、実地開催を４回開催した。オ

ンラインでは講義や発表・オフラインでは発表やレビューなど、指

導の目的に合わせ使い分け、より効果的な指導や開発継続のた

め工夫を行った。開催地については、令和６年度同様に関東につ

いで応募者数の多い関西地域でのイベントを実施し、現地の起業

家や専門家の講演も行った。 

実施回数：集合イベントを年間で６回開催（地方開催において、地

域の取組の視察や地域の専門家との交流を実施） 

受講者数：40名 

 

【修了生イベント（SecHack365 Returns）の実地開催】 

 活動報告の機会および活動継続の支援、交流等を目的として令和

７年度も実施した。人材エコシステムの醸成に向けて、企業参加者

の招待等、外部との連携を強化した。修了生の公募により、ワーク

ショップ、ディスカッション等も実施した。 

 

【修了生成果の外部発表】 

 毎年３月に開催している成果発表会では修了生の作品も展示し

た。また、より多くの方に成果を見ていただく機会として、

「InteropTokyo2025」にて修了生の成果を４作品ポスター展示する

など、修了生の成果を発表する機会を作り、参加した修了生や来

場者にも好評であった。 

 社会実装を意識した指導内容を強化するため、テーマに対して独

創性や実用性、社会的ニーズの観点から指導を行う「社会実装ゼ

ミ」を引き続き提供するとともに、修了生や講演者など、社会実装

を意識したインプットをプログラム初期から提供し、また、受講生の

評価軸に「変革力」を追加する等の取組を実施した。 

 異なる年齢や環境の中で互いに切磋琢磨し、コミュニケーションを

取りながらセキュリティを実装したモノづくりを経験することで、セキ

ュリティが当たり前に考えられる創造的人材として広く社会で活躍
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できる人材を育成した（これまでの延べ修了生数 328名）。 

 修了生はこれまでに起業、表彰、学会・論文等受賞、他事業採択

等、顕著な活躍をしており、社会全体のサイバーセキュリティ向上

に寄与した。 

 受講者(トレーニー)の指導においては、修了生をアシスタントとして

アサインした。修了生アシスタント提案によるオンラインミーティン

グやイベントの実施、コミュニティでの現役生へのサポート等、当プ

ログラムの修了生が指導だけではなく運営側の支援も実施した。 

 当事業を通じて毎年輩出される修了生の修了後の活動を支援す

ることで、活動報告を長期に捉えることができるような工夫を行っ

た。修了生ポータルサイトでは、成果報告やコミュニティの場を提

供できるような運用を実施した。 

 また、修了生サポートのため、修了生による成果発表の機会の提

供や、修了生イベントにおける企業とのつながりの機会の強化を

実施するとともに、修了生への経歴証明・キャリアマッチングの支

援、事業プレゼンスの向上のため、修了を証明できるデジタルバッ

ジの付与を修了生約 320名に対し実施した。 

 国際関係においては、若手人材向けの国際的なサイバー競技会

である International Cybersecurity Challenge（ICC）2025 年大会に

おいて、アジア代表として SecHack365 修了生が２名選出されるな

ど、修了生のグローバルな舞台での活躍についての実績を得た。 

（４）サイバーセ

キュリティ産学

官連携拠点形

成 

（４）サイバーセキュリティ産

学官連携拠点形成 

（４）サイバーセキュリティ産学官連携拠点形成 （４）サイバーセキュリティ産学官

連携拠点形成 

令和７年度は AI セキュリティセ

ンターの北米拠点を整備し、関係

機関との連携を進めたことは社

会的価値が極めて高い。サイバ

ーセキュリティ産学官連携拠点形

成の社会的意義が共有されたこ

とで参画組織もそれぞれのカテゴ

リ で 増 加 し て い る こ と 、

STARDUST NxtGen や CURE の

貸与も継続・拡大しており、また、

教育機関の参加が急速に拡大し

たこと、人材研修プログラムで修

了生を着実に輩出していること

は、人材需要にも十分に対応し

我が国のサイバーセキュリ

ティ対処能力の絶え間ない向

上に貢献し、社会全体でセキ

ュリティ人材を持続的に育成

していくため、国等からの補

助等を受けた場合には、その

予算の範囲内で、サイバーセ

キュリティ戦略等の政府の方

針を踏まえ、機構の有する技

術的知見を活用して、サイバ

ーセキュリティに関する情報

分析・人材育成等の産学官

連携の中核的拠点形成を目

的とした共通基盤設備のさら

 本事業においては、我が国のサイバーセキュリティ対処能力の絶

え間ない向上および社会全体での持続的なセキュリティ人材育成

に貢献するという全体目標の達成に向け、政府のサイバーセキュ

リティ戦略等の方針を踏まえつつ、機構が有する技術的知見を最

大限に活用した取組を着実に推進した。 

 具体的には、情報分析、人材育成、製品・技術評価、脅威情報創

出といった多面的な活動を支える共通基盤設備の高度化および安

定運用を継続するとともに、Co-Nexus を中心とした産学官連携の

枠組みを発展させた。その結果、解析者コミュニティ、SOC 人材育

成基盤、製品検証基盤、脅威情報共有基盤等が相互に連携する

エコシステムを形成し、実運用データに基づく高度な分析結果や教

育コンテンツを継続的に創出・共有する体制を確立した。 

 産学官の関係者が参画するアライアンスについては、安定的な運

用を維持しつつ参画組織の拡大を進め、CYNEX全体におけるユニ
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なる高度化・運用を行うととも

に、産学官の関係者が参画

するアライアンスの安定運用

と参画組織の拡大を進める。 

ーク参画組織数は 107 組織に達した。参画組織は大企業、中小企

業、教育機関、官公庁、独立行政法人等に広がっており、産学官

の多様な主体が共通基盤を活用して継続的に連携する中核的拠

点としての役割を果たした。 

 また、オンライン SOC 研修、OJT 研修、自主学習型研修基盤、分

野別演習教材の提供等を通じて、初学者から高度実務者までを対

象とした多層的な人材育成を実現した。これにより、産学官全ての

カテゴリにおいて修了生を継続的に輩出するとともに、人材育成規

模の拡大と質の高度化を両立した。さらに、国産セキュリティ製品・

技術の評価・検証や、CYXROSS Agent の本格導入支援、NICTER

等による国産脅威情報の創出・発信を通じて、国内のセキュリティ

オペレーションおよび政策実装を支える実効的な基盤を提供した。 

 これらの取組により、本事業は単年度の成果創出にとどまらず、産

学官連携による情報分析・人材育成の中核的拠点としての機能を

着実に強化し、我が国のサイバーセキュリティ対処能力を中長期

的に底上げする基盤を構築した。以上のことから、令和７年度の取

組は全体目標に沿った形で計画を着実に実施し、社会的に高い価

値を有する成果を創出した。 

ていることを示している。これらに

加え、CYXROSS Agent の高度

化、省庁等への導入を進めたこと

は、我が国の国全体のサイバー

セキュリティ対応能力強化に大き

く貢献する取組であると評価す

る。CYNEX アライアンスのさらな

る進展と深化、また米加欧亜の

AI セキュリティ連携、CYXROSS 

Agent の省庁等監視拡充 、

Co‑Nexus A のコミュニティ拡大

は、広域連携と運用基盤の対応

能力強化を力強く示している点が

高く評価できる。 

  

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な

成果の創出が認められた他、将

来的な特別な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定

を「S」とした。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 STARDUST を 33 組織 98 ユー

ザに貸与するとともに、CUREの

データ利活用も促進したこと。 

 AI セキュリティセンターの北米

拠点を整備し、関係機関との連

携を進めたこと。 

 北米において関係機関を集め

て AI セキュリティに関するコミュ

ニティ形成に向けた第 1 回ワー

クショップを開催したこと。 

 

【社会実装】 

 大規模並列型サイバー攻撃

分析環境、多種多様なサイ

バーセキュリティ関連情報

の大規模集約データベース

等を活用した定常的解析と

解析者コミュニティの形成を

引き続き進める。また、令和

５年度に設立した脅威情報

分析チームの機能強化を行

うとともに、同チームで分析

した情報の共有・公開を進

める。 

 令和７年度末において、Co-Nexus Aの参画組織数は 45組織とな

り、令和６年度末から５組織増加した。参画組織の内訳は、大企業

11 組織、中小企業２組織、教育機関 12 組織、官公庁 13 組織、そ

の他社団法人等７組織であり、産学官すべてのカテゴリにおいて

参画組織数の増加を実現した。これにより、Co-Nexus Aの活動意

義が幅広い組織に理解され、我が国における解析者コミュニティの

形成および情報共有の促進に大きく貢献した。 

 Co-Nexus Aでは、解析者コミュニティを中核として活動を継続する

とともに、新たに WarpDrive および LETTICE の２つのサブコミュニ

ティを形成した。これらサブコミュニティにおいて生成された技術、

データセットおよび脅威情報を解析者コミュニティへ適宜フィードバ

ックする仕組みを構築・運用することで、解析者コミュニティ全体の

機能強化を実現した。その結果、Co-Nexus A解析者コミュニティの

参画メンバー数は 300 名を超え、定期会合の参加者数も各回 100

名規模に拡大するなど、非常に活発な活動を維持した。 

 本解析者コミュニティは、産学官混成かつ定常的なオンラインコミ

ュニケーション機能を有する解析者コミュニティとしては極めて大規

模であり、日量約 10 万件規模の実メールデータの収集に基づく標

的型攻撃の解析結果、マルウェア解析手法、OSINT 情報等、多岐
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にわたる高度な議論および情報共有を継続的に実施した。これら

の取組は、機構が有する大規模並列型サイバー攻撃分析基盤の

社会実装として高い価値を有しており、国内のサイバーセキュリテ

ィレベルの向上に大きく寄与した。 

 Co-Nexus A に設置した２つのサブコミュニティで生成された技術、

データセットおよび脅威情報等のセキュリティ情報を解析者コミュニ

ティへ適宜共有することで、適切かつ円滑な情報共有を促進し、解

析者コミュニティの求心力向上を実現した。あわせて、脅威情報分

析チームにおいては RA 制度を活用し、高度なスキルを有する学

生１名（令和７年度）を受け入れ、実戦的な脅威分析活動を支援す

るとともに、チーム全体の活性化を図った。 

 さらに、STARDUST NxtGen および CURE の貸与を継続・拡大し

た。令和７年度末における貸与実績は、STARDUST NxtGen が 33

組織 98ユーザ、CUREが 31組織 103ユーザとなった。これらの基

盤利用を通じて各組織における解析活動が進展し、Co-Nexus A

会合における議論の活性化および国産脅威情報の創出につなが

った。これにより、国内のサイバーセキュリティ対処能力の向上に

寄与し、社会的に高い価値を有する取組として位置付けられる成

果を創出した。 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 サイバーセキュリティ産学官連

携拠点形成の社会的意義が共

有されたことで参画組織もそれ

ぞれのカテゴリで増加している

こと 、 STARDUST NxtGen や

CURE の貸与も継続・拡大した

こと。 

 CYROP の 90 種超コンテンツ、

重要インフラ向け教材提供、

2,000 人/年の受講実績、国産

製品の長期検証（200 日/年以

上）は成果を現場へ定着させる

社会実装を牽引したこと。 

 脅威情報分析チーム LETTICE

の活動も本格化し、解析者コミ

ュニティが拡大したこと。 

 国産セキュリティ製品のテスト

環境を構築し、民間企業７社９

製品の評価・検証を実施（累計）

し、フィードバックを行ったこと。 

 

【取組が ICT 人材の需要に対応

できるものとして適切に実施され

たか】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 教育機関の参加が急速に拡大

したこと、人材研修プログラムで

修了生を着実に輩出していたこ

と。 

 CYXROSS Agent の高度化、省

庁等への導入を進めたこと。 

 SOC 人材のオンライン/OJT 育

成や認定講師制度は継続的な

人材需要への対応を実現したこ

サイバーセキュリティ関連情

報の大規模集約の一環とし

て、Web 媒介型攻撃大規模

観測プロジェクトWarpDriveの

高度化とユーザ参加型実証

実験を引き続き進め、収集情

報の分析と活用を行う。さら

に、プロジェクトの解析力の

向上、情報共有・公開を進め

る。 

 参加ユーザ数および利用期間の増加を目的として、WarpDrive に

おける情報収集の中核機能であるタチコマセキュリティエージェン

トの高度化を継続的に実施し、５月と３月に大規模アップデートを

実施した。あわせて、令和６年度に開発したクイズゲーム機能を活

用したプロモーション施策を積極的に展開した。公式 X アカウント

においては、問題解説投稿を新たに開始し、その結果、インプレッ

ション数は従来比で約 20 倍に増加した。これにより、WarpDrive の

プレゼンス向上を実現するとともに、アクティブユーザ数および収

集データ規模の維持に貢献した。 

 これらの取組の結果、WarpDrive への参画組織数は令和７年度末

に 19 組織となった。タチコマセキュリティエージェントについては、

安定した稼働を継続するとともに、ユーザにとっての利便性および

導入効果を積極的に発信した。これにより、令和６年度の大規模

改修によって獲得したアクティブユーザ数および収集データ規模を

維持することができた。 

 また、ユーザインタラクション機能においては、アンケート等を通じ

たユーザブルセキュリティ領域のデータ収集基盤としての活用が

進展した。この取組は、論文投稿数の増加および研究対象領域の



自己評価書 No.3 
 

160 

 

拡大に寄与し、研究活動の深化につながった。 

 WarpDrive コミュニティにおいては、第３回 WarpDrive Workshop を

開催し、参画組織から約 40 名が参加した。本 Workshop では、研

究開発成果や解析手法に関する情報共有を実施し、コミュニティ内

の知見の深化を図った。さらに、コミュニティの活性化および主に

教育機関における成果の共有・継承を目的として、令和７年度から

開催頻度を年２回に見直し、新たに３月開催を追加した。 

 これらのコミュニティ活動の活性化により、WarpDrive Workshop で

の議論を通じたタチコマセキュリティエージェントへのフィードバック

および改善が促進され、研究の進展につながる好循環を創出し

た。Web 媒介型攻撃に関する大規模な実データを持続的に収集・

分析する基盤は社会的価値が高く、本コミュニティの活動は、

Workshop での発表・情報共有にとどまらず、国内外の学会におけ

る論文投稿にも寄与した。さらに、今後の参画組織間による共同

研究や共同解析など、活動範囲の拡大に向けた基盤を構築した。 

と。 

 医療などの業種別演習教材を

拡充した。講師スキルを担保す

る CYROP認定講師制度を開始

し、民間５社が商用の演習事業

を実施したこと。 

 

【取組が我が国全体のサイバー

セキュリティ対応能力強化に貢献

するものとして計画に従って着実

に実施されたか】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 教育機関の参加が急速に拡大

したこと、人材研修プログラムで

修了生を着実に輩出したこと。 

 透明性の高い国産センサ

「CYXROSS Agent」を開発し、高

度化、省庁等への導入を進め

たこと。 

 米加欧亜の AI セキュリティ連

携、CYXROSS Agent の省庁等

監視拡充、Co‑Nexus Aのコミュ

ニティ拡大し、広域連携と運用

基盤の対応能力を強化したこ

と。 

 

 高度セキュリティ人材の育

成 の た め 、 SOC(Security 

Operation Center)での業務

を習得するための、オンライ

ンでの研修やOJT形態での

研修をさらに進めるととも

に、国産脅威情報の生成・

発信力を強化する。併せて

人材育成効果の測定を目的

とした調査・検討を行う。 

 高度セキュリティ人材育成オンライン SOC 研修プログラムにおい

て、令和７年度末、９組織 25 名の受講生を育成した。受講生の内

訳は、民間企業 17 名、教育機関６名、官公庁２名であり、産学官

すべてのカテゴリにわたる人材を対象とした高度 SOC 人材育成を

継続的に実施した。これにより、産学官混成の高度セキュリティ人

材を安定的に輩出する体制を維持した。 

 本研修プログラムでは応募が集中している状況を踏まえ、メンター

による手厚いサポートを伴う受講については Co-Nexus S、オンラ

イン学習基盤のみの利用を希望する受講者については Co-Nexus 

Cにおける基盤貸与へと切り分けを行った。この Co-Nexus間連携

による運用により、研修活動の持続性と人材育成規模の拡大を両

立させ、高度なセキュリティ人材育成の裾野拡大を実現した。 

 高度セキュリティ人材育成OJT研修プログラムにおいては、３組織

５名の研修生を受け入れ、うち３名が修了し、２名が在籍中であ

る。長期のフルタイム出向という人事制度上の課題がある中にお

いても、継続的な研修生の受入れを実現しており、研修プログラム

に対する外部からの評価は着実に高まっている。あわせて、OJT

研修生の実務への参画により解析チームの分析能力が向上し、

人材育成と実務高度化が相互に作用する好循環を構築した。 

 国産脅威情報の創出および発信については、NICTER 観測レポー

ト Q1、Q2、Q3、Q4 を発行するとともに、「NICTER 観測レポート

2025」を公開した。あわせて、NICTER Blog を５件公開し、X（旧
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Twitter）による情報発信を随時実施するなど、継続的な情報発信

を行った。これらの取組により、国産脅威情報の定常的な提供体

制を維持した。 

 また、IoT機器に関する観測事例については継続的な収集・分析を

行い、その規模拡大に追従した。NOTICE プロジェクトと連携し、管

理者が判明した IoT 機器に対しては個別対応を実施した。さらに、

IoT 機器を中心とした感染機器の特定および脆弱性分析を進め、

新規 CVE の申請を行うなど、国産脅威情報の発信および実効的

な対応を推進し、国内のセキュリティオペレーションの高度化に大

きく寄与した。 

 独自に収集したデータの外部提供については、提供件数を５件に

拡大し、実データの持続的な提供を通じて研究開発および社会実

装を促進した。具体的には、横浜国立大学情報・物理セキュリティ

研究拠点が運営するマルウェア感染・脆弱性診断サービス「am I 

infected?」や、総務省実証事業である「電気通信事業者におけるフ

ロー情報を用いた C&C サーバ検知に関する手法および有効性の

調査」等に対して、ダークネットデータの提供を継続した。さらに、

Co-Nexus 間連携の取組として、Co-Nexus E における製品・技術

検証に対するデータ提供を継続し、実証的な技術検討を支援し

た。 

 国産セキュリティ機器テスト

環境の構築と高度化を引き

続き行うとともに、民間企業

等のセキュリティ機器を受け

入れて、長期運用・検証をさ

らに進める。併せて製品セ

グメント毎の評価方法の整

理を行う。 

 事業開始以降に評価対象とした製品が一巡したことを踏まえ、新

たな国産セキュリティ製品および技術の受入れを積極的に実施し

た。市場シェアが小さく、実運用データの不足により検証および改

善が進みにくい国産セキュリティ製品・技術に対しては、製品・技術

ごとにカスタマイズした検証環境を構築するとともに、比較項目に

ついて参画組織と共同で検討した。 

 これらの検証環境および比較項目を用いて実証的な検証およびフ

ィードバックを行った結果、各製品・技術の品質向上に大きく寄与

し、我が国におけるサイバーセキュリティ対応能力の向上に貢献し

た。検証対象としては、IP レピュテーションサービス、IPS、WAF 製

品など、多様な種別の製品・技術について個別の検証対応を実施

した。これにより、国産セキュリティ技術の高度化を支援するととも

に、定常的な製品検証および将来的な製品認証を見据えた検証ノ

ウハウを体系的に蓄積した。 

 令和７年度に検証を実施した製品・技術は、３社３製品となり、製品

の運用および検証回数は累計で 915回以上に達した。認証制度の

立ち上げを視野に入れた取組として、WAF 製品に関する評価環境
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の汎用化に注力し、汎用的かつ自動的な検証を可能とする環境を

構築した。これにより、評価結果の品質担保と検証作業の省力化

を同時に実現した。 

 さらに、認証制度を見据え、同一種別の製品を公平かつ客観的に

検証・評価するための手法および評価項目の定式化を推進した。

製品持込み参画組織からは、評価結果の利活用にとどまらず、一

定の品質担保を提供する認証制度のような評価を求める要望が

多く寄せられている。これを受け、認証制度実現に向けた第一段

階として、WAF 製品検証環境の高度化を進めるとともに、比較対

象製品の追加を行い、多品種製品に対応可能な評価手法の調査

を通じて、標準的な評価手法に関する知見を蓄積した。 

 人材育成オープンプラットフ

ォーム CYROP の外部利用

を促進するとともに、演習環

境の高度化や演習教材の

開発を産学連携の下さらに

進める。特に、重要インフラ

などの特定業種向けコンテ

ンツの開発を拡充する。 

 Co-Nexus 間連携により、自主学習型オンライン SOC 研修システ

ムに対するニーズを受け入れ、人材育成キャパシティの拡大を継

続的に実施した。令和７年度末における延べ発行アカウント数は

657 アカウントに達した。自主学習型オンライン SOC 研修システム

については内製化を行い、CYROP を通じた提供を開始した結果、

利用希望が大幅に増加した。需要はシステム構築時の想定を３倍

以上上回ったため、段階的にサーバ機材の増強を実施し、安定的

なサービス提供体制を確保した。 

 演習教材の開発については継続的に取り組み、令和７年度は 90

種類のコンテンツラインナップに基づきCYROPの提供を行った。そ

の結果、教育機関を中心とした参画が急速に拡大し、参画組織数

は、令和７年度末で、85 組織に達した。これに伴い演習環境の利

用も増加し、令和７年度末における利用実績は 615 環境×日に達

し、144種類の演習が実施され、受講者はのべ 3,349人となった。 

 これらの基盤運用を安定的に実施するとともに、演習実施組織に

対する支援やコンサルティングを行い、国内におけるセキュリティ

人材育成規模の拡大に大きく寄与した 

 重要インフラ分野に向けた事業領域別演習教材については、新た

に９種類の提供を開始した。あわせて、医療機関向け演習教材の

拡充を進め、医療分野をはじめとする各分野における人材育成に

貢献した。防衛、警察、医療機関向けのコンテンツ９種類について

は、CYROPの枠組みを活用し、参画組織による独自利用および商

用デリバリーの双方での活用を推進した。特に医療機関向けコン

テンツについては拡充を行い、人材育成領域の拡大を図るととも

に、厚生労働省等の分野外組織との連携を強化することで、より

多くの組織および受講者への展開を実現した。 
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 国際展開に関しては、CYDER 由来コンテンツを ASEAN 地域向け

演習に提供し、アジア諸国におけるセキュリティ人材育成に寄与し

た。あわせて、CYROP オリジナルコンテンツの追加提供に向けた

調整を行い、今後の国際連携に向けた基盤を整備した。さらに、総

務省および JICA と連携し、CYDER コンテンツを AJCCBC 演習に

提供した。次年度の演習高度化を見据え、コンテンツの英語化お

よび LMS の英語化を実施するとともに、CYROP オリジナルコンテ

ンツを活用した AJCCBC演習の高度化に向けた調整を行った。 

 国等の情報システムに対す

る不正な活動の監視及び分

析業務を進め、NISC(内閣

サイバーセキュリティセンタ

ー ： National center of 

Incident readiness and 

Strategy for Cybersecurity)

等との連携に必要な情報提

供を行う。 

 安全性および透明性の検証が可能な国産セキュリティソフトである

CYXROSS Agentおよび管理・分析基盤について、高度化を実施し

た。実証事業から法定事業への移行を前倒しで進める方針を踏ま

え、政府機関および独立行政法人への本格導入を見据えた分析

能力向上のための改修を行った。あわせて、関係省庁等との連携

強化を目的とした機能改修を実施し、関係機関との円滑な運用・連

携に資する基盤整備を進めた。 

 各省庁に対するCYXROSS Agentの導入に向けた調整を継続的に

実施した。法定事業への移行を前提として、導入調整に加え、省

庁説明会および独立行政法人向け説明会を実施し、CYXROSS 

Agent の役割や有効性に関する理解促進を図ることで、導入省庁

の拡大を実現した。 

 更に、法改正を受けて、監視・分析業務をサイバーセキュリティ戦

略本部からの委託事業として位置付け、連携及び情報共有体制

の強化を図った。委託事業化に伴い、国家サイバー統括室及び関

係省庁との各種調整を実施し、安定的かつ実効的な連携・情報共

有体制を構築した。 

 AI を利用したサイバー脅威

情報の収集・分析や、AI の

セキュリティ技術を軸とした

米国等の専門機関との連携

により、産学官連携拠点の

形成をさらに推進する。 

 機構の北米連携センター内に AI セキュリティ研究センターの居室

を設置し、研究員の常駐を開始した。対面での議論を軸に信頼関

係を築いていく連携体制を構築すべく、北米地域では、人材派遣

型の連携を積極的に推進した。 

 MITRE社との連携を開始し、AIセキュリティに関する研究開発を 10

月より本格始動した。AI に関する新たな脅威となるケーススタディ

を実施し、その成果を MITRE ATLAS に掲載した。また、CISCO 社

と MOU を締結し、定期的なオンライン会議を通じた AIセキュリティ

分野での研究協力を開始した。さらには、UC Santa Barbara への

人材派遣を再開し、コロナ前に実施していた派遣活動を復活させ

た。令和８年１月には機構が主催するAIセキュリティワークショップ

をワシントン DCで開催し、MITRE社、CISCO社、Google社や北米
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東海岸地域の大学（George Washington University、George Mason 

University、Fordham University）から著名な研究者を講演者として

招き、北米におけるさらなる連携促進を図った。 

 MILA との AI セキュリティ分野での連携を開始し、共同で論文を執

筆・投稿した。New Brunswick 大学とは、脆弱性検知エンジンに対

する攻撃技術に関する共同論文を発表した。York 大学とは、２月

に締結した共同研究契約に基づき連携を開始した。教授のサバテ

ィカル訪問受入を軸とした協力体制を検討した。 

 タンペレ大学との連携により、インパクトファクター20 を超える論文

誌に採録された。Telecom SudParis と連携して学会ワークショップ

の共同開催を継続して開催した。フランスの Telecom SudParis、イ

ギリスの University of Durham、台湾の国立台湾大学、中山大学、

中正大学、台湾科技大学、台湾サイバーセキュリティ学術センター

（TACC）、台湾国家資通安全研究員 (NICS)、韓国の Yonsei 

University、Dongguk University、Sejong University と、インターンシ

ップを軸とした連携を実施した。 

 令和７年 12 月、TACC および台湾国家資通安全研究院（NICS）と

の連携の下、AI およびサイバーセキュリティ分野を横断する先端

的研究課題の共有と、将来的な国際共同研究の基盤構築を目的

として、NICT–TWN ワークショップ 2025を開催した。本ワークショッ

プは機構の主催により実施され、台湾側からは NICS 理事、TACC 

Deputy Chairをはじめとする計 15名の代表団が来日し、研究連携

の深化を図る場として重要な役割を果たした。 

 令和７年９月、AI およびサイバーセキュリティ分野の最新動向の共

有とアジア地域における研究連携強化を目的として、Asia 

Symposium on AI and Cybersecurity が開催された。本シンポジウ

ムは Korean Institute of Intelligent Systems の主催により機構の日

本橋イノベーションセンターで実施され、アジア各国（韓国、日本、

香港、シンガポール）の大学・研究機関が参加した。分野横断的な

議論を通じて、将来的な国際共同研究に向けた基盤が形成され

た。 

（６）IoT 機器の

サイバーセキュ

リティ対策の促

進（令和６年度

以降） 

（５）IoT 機器のサイバーセキ

ュリティ対策の促進 

（５）IoT機器のサイバーセキュリティ対策の促進 （５）IoT 機器のサイバーセキュリ

ティ対策の促進 

1.18億 IP規模の継続調査に基

づき、脆弱機器・マルウェア感染・

攻撃踏み台への大規模通知を実

施し、被害抑止と社会全体の安

IoT 機器のサイバーセキュ

リティ対策に貢献するため、

国からの補助等を受けた場

合には、その予算の範囲内

 継続的な調査により、約 1.18億 IPアドレス（ISP 96社）を対象に特

定アクセス調査を実施し、累計 354,079件を通知した。また、容易に

推測可能な ID・パスワードの IoT 機器の累計通知件数は 171,013

件となった。 
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で、サイバーセキュリティ戦略

等の政府の方針を踏まえ、機

構法第 14 条第１項第７号ロ

の規定に基づき、機構の有

する技術的知見を活用して、

サイバーセキュリティの確保

のための措置を十分に講じ

ていないと認められる IoT 機

器について、当該機器の管

理者その他の関係者に対し

て必要な助言及び情報提供

に関する業務（同法第 18 条

の規定に基づくパスワード設

定等に不備のある IoT機器の

調査及び電気通信事業者へ

の情報提供に関する業務を

含む）を、総務省や関係機関

と連携しつつ実施する。 

 ISP 向け高度分析情報提供基盤(AURA)の設計とプロトタイプ実装

を推進した。具体的には、従来の月次通知からリスクに基づく優先

順位ベースの運用への転換を目標とし、NOTICE、NICTER、OSINT

等の情報を統合し、リスク値を算出するシステムの要求定義を策定

し、年度内のプロトタイプ実装完了を目指し開発を着実に推進し

た。ID・パスワード調査システムの改良による調査精度の向上を図

った。具体的には SSH におけるログインレスポンスの取得やコネク

ション時の判定基準変更、HTTP(S)における対象 Form認証機器の

追加等を実施した。 

 注意喚起の効果向上のためのユーザ調査(BORN)を実施し、ユー

ザが注意を向ける対象や思考の過程を明らかにすることで、行動

障壁を解明した。ロールプレイング型のインタビュー調査（参加者

計 40 名）により、注意喚起メールが怪しいと捉えられる実態（「総務

省 or 情報通信研究機構という文言に怪しさを感じた」等）を明らか

にし、今後の通知方法の改善検討に資する重要な知見を得た。 

全性向上に直結する高い社会的

価値を示した。加えて、AURA の

設計・試作や調査精度向上、行

政向け ASMの本格運用、規制見

直しへの貢献と他機関連携の強

化により、監視から是正までを迅

速に回す対応能力強化を実現し

た点を高く評価できる。 

本取り組みはパスワードやファ

ームウェアに不備のある IoT機器

の発見、利用者に注意喚起を行

う取り組みであり、社会的価値が

非常に高いものであるが、令和７

年度は AURA のプロトタイプの実

装やサポート終了機器への調査

拡大を進めた。これらにより、我

が国全体のサイバーセキュリティ

対応能力強化に大きく貢献したと

判断した。 

通常の業務に加えて実施した

NOTICE の注意喚起を受領した

ユーザの認知・行動に関する研

究(BORN)や AURA のデザインな

どの成果を高く評価する。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な

成果の創出が認められた他、将

来的な特別な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定

を「S」とした。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 1.18 億 IP 規模の継続調査に基

づき、脆弱機器・マルウェア感

同業務においては、パスワ

ード設定の脆弱性に加え、フ

ァームウェアの脆弱性等を有

する機器、既にマルウェアに

感染している機器、リフレクシ

ョン攻撃の踏み台となりうる

機器の調査と通知を実施す

るほか、NISC との連携による

行政機関向け ASM(Attack 

Surface Management)業務、

調査能力と注意喚起の効果

向上のための新たな技術等

の研究・プロトタイプ開発に取

り組む。 

 数多く存在する脆弱性のうち、本事業においては外部から攻撃可

能なセキュリティホール等のソフトウェアの脆弱性であり、かつ脆弱

性の深刻度、普及台数、社会的な影響、攻撃への悪用可能性等の

様々な観点から評価した脆弱性を調査の対象とした。 

 ファームウェア脆弱性調査に対応した大規模な調査環境の構築を

継続し、製品ベンダ等との連携を推進し計 34,099 件の通知を ISP

に送付した。 

 日本国内のマルウェア感染済み IoT 機器の調査と通知を継続し、

計 122,970件を ISPに通知した。 

 国内のリフレクション攻撃の踏み台となり得る機器の調査と通知を

継続し、計 182,288件を通知した。 

 NCO（国家サイバー統括室）と連携し、NOTICE をベースとした行政

機関向け ASM (Attack Surface Management)を令和７年度より正式

サービスとして開始した。特定アクセス調査の活用により、他には

ない高精度な調査を実施し、調査対象機関からのフィードバックを

NOTICE本調査に活用可能な体制を構築した。 

 サポート終了(EoL：End of Life)機器を対象とした調査を新たに実装

し、注意喚起の開始に向けて調整を推進した。脆弱性のある EoL

製品の対処等について電気通信事業者と調整を行い、これが完了
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したことから、注意喚起開始に向けて調査を実施した。 

 総務省による端末設備等規則のセキュリティ基準の見直しに貢献

した。具体的には NOTICE の調査結果に基づき、セキュリティ基準

の施行後に発売された機器の脆弱性検知率が５％未満であるとい

う客観的なデータを示し、セキュリティ基準の見直し案を提示した。

従来の NOTICE における外部ネットワークからのスキャンによる調

査に加えて、内部ネットワークからのスキャンにより組織内の脆弱

な IoT 機器を探索する新たな調査手法(SONAR)の設計・プロトタイ

プ開発を実施した。 

 JPCERT/CC、IPA、ISP 等の他のセキュリティ関連組織と連携し、

新たな脅威への対策を促進した。特に、LapDogs と呼ばれるサイバ

ースパイ活動の調査を行い、ゼロデイ脆弱性を発見した。また、ISP 

と連携し実地調査を実施した。 

 

染・攻撃踏み台への大規模通

知を実施し、被害抑止と社会全

体の安全性向上に直結する成

果をあげたこと。 

 ステークホルダーとの連携によ

り脆弱性を有する機器やマルウ

ェア感染機器の調査を実施し、

延べ 354,079 件を注意喚起対

象として ISP に通知したこと。 

 サポート終了(EoL：End of Life)

機器を NOTICE の対象とした調

査を新たに実装し、注意喚起に

向けた調整を実施したこと。 

 

【取組が我が国全体のサイバー

セキュリティ対応能力強化に貢献

するものとして計画に従って着実

に実施されたか】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 パスワードやファームウェアに

不備のある IoT 機器の発見、利

用者に注意喚起を行う取り組み

を実施し、令和７年度は AURA

のプロトタイプの実装やサポー

ト終了機器への調査拡大を進

めたこと。 

 内部ネットワークからのスキャン

により組織内の脆弱な IoT 機器

を探索する新たな調査手法 

(SONAR) の設計・プロトタイプ

開発、注意喚起の効果向上の

ためのユーザ調査 (BORN) 等、

事業推進の結果に基づく新たな

調査手法・実態把握のための

研究開発を推進したこと。 

 国家サイバー統括室(NCO)と連
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携し、NOTICE をベースとした行

政 機 関 向 け ASM (Attack 

Surface Management)サービス

を令和７年度より正式に開始し

たこと。 

 

＜課題と対応＞ 

【令和６年度評価総務省国立研究開発法人審議会の意見】 

 

（課題） 

サイバーセキュリティ分野においては、今後「特に顕著な成果」を挙げるべく、社会実装につなげる取組、国際的なリードをはじめ国際的評価を得る一層の取組を期待し

たい。 

（対応） 

ご意見ありがとうございます。アカデミックな研究成果につきましては、サイバーセキュリティ分野の最難関（Tier-1）国際会議のみを抽出しても 

   IEEE Security and Privacy 2022 

   USENIX Security 2023 

   ACM Conference on Human Factors in Computing Systems (CHI) 2024 

   USENIX Security 2024 

   ACM Conference on Human Factors in Computing Systems (CHI) 2025 

と毎年継続的に論文採択されており、日本国内の研究組織の中では NTT、早稲田大学、横浜国大と並びトップレベルの研究成果を挙げています。 

特に、USBNIX Security 2024の論文“How WEIRD is Usable Privacy and Security Research?”は、人を中心とするセキュリティ・プライバシー研究論文のユーザ調査の

研究対象が西洋変調であり、とりわけ「WEIRD（Westeｒｎ、Educated、Industrialized、Rich、Democratic）な人々」に大きく偏っていることを科学的・定量的に明らかにし、今後

の当該分野におけるユーザ調査の方法論に一石を投じる独創的かつ先導的な結果となっています。事実、論文発表から 1年を待たずに、この論文を引用した派生論文が

多数出てきています。また、世界的に著名なセキュリティ研究者である Bruce Schneier氏も、自身のブログでこの論文を取り上げ、議論が巻き起こるなど、国際的に大きな

インパクトを与えています。 

 暗号分野におきましても、トップカンファレンスである CRYPTO や Asiacrypt に論文採録されるなど多数の研究成果を挙げています。2023 年には DeepProtect の基本

論文が IEEE Signal Processing Society Best Paper Award を受賞し、論文参照数は 1,900件を超えるなど、暗号技術と機械学習を融合した新たな研究分野を切り拓く独創

的かつ先導的 社会実装に関しては、観測開始から 20 年となる NICTER の観測データは、国家サイバー統括室（NCO）や総務省の白書等で毎年参照され、日本のセキュ

リティのバロメータとして政策決定に活用されています。サイバー攻撃アラートシステム DAEDALUSには 770以上の地方自治体が参画するとともに、民間企業に技術移転

され商用サービス化されています。NIRVANA 改も東京 2020 オリンピックの組織委員会や NISC（現 NCO）の対処調整センターに導入されるとともに、技術移転を受けた民

間企業から国内の様々な組織に導入されるなど、社会実装が進んでいます。また、サイバーセキュリティ分野の基礎研究をベースにして、ナショナルサイバートレーニング

センターにおける人材育成基盤や演習コンテンツ、ナショナルサイバーオブザベーションセンターにおける NOTICE の調査システムや機器特定の取り組みは成り立ってお

り、これも研究成果を公的業務へと活用する社会実装の一部です。さらに、CYNEXはサイバーセキュリティ研究所が持つセキュリティビッグデータや人材育成のノウハウを

国内組織が利活用するための直接的な社会実装の取り組みであり、既に目標を大きく上回る 100組織超が参画するなど、プロジェクトは大きく進展しています。 

 社会実装につなげる取組、国際的なリードをはじめ国際的評価を得る取組を着実に進めています。 

 

（課題） 



自己評価書 No.3 
 

168 

 

社会実装を推進するためには、現場の導入ハードルを下げることが重要。そのための支援を（別部署が）行えると良いと思う。基礎研究と応用、社会実装の接続をより

強化できればと思う。質疑応答時にもあったが、優秀な人材の確保、人材流出を防ぐための制度をさらに推進してほしい。 

（対応） 

ご意見ありがとうございます。社会実装の推進につきましては、参画組織が 100 組織を超えた CYNEX アライアンスを通じて、研究現場が開発したサイバー攻撃誘引基

盤「STARDUST NxtGen」やセキュリティ情報融合基盤「CURE」等を提供しており、このような基礎研究と応用、社会実装の接続をさらに強化していく所存です。一方、研究

所の研究支援業務を行う総合企画室の人材が不足しており、機構内の支援部門との連携等に課題があるため、並行して研究支援業務を行う職員の体制強化を進めてお

ります。 

優秀な人材の確保のため、イベント・学会等においてリクルート展示を積極的に行う取り組む一方、リサーチアシスタントの受入、修士卒の研究者の採用等のNICTの制

度を活用しつつ、今後は、海外での研究活動を行える環境構築に向けた取組も進めます。 

 

なお、この評定は、以下の「国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解」を踏まえて、決定した。 

 

国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解 

 

１．開催日 令和８年４月 23日（木） 10時 00分～17時 00分 

 

２．委員名簿 

安浦 寛人 委員長 国立情報学研究所 副所長 

安藤 真 委員 東京科学大学 名誉教授 

飯塚 久夫 委員 一般社団法人 量子フォーラム 総務担当理事 

栄藤 稔 委員 大阪大学 先導的学際研究機構 特任教授（常勤） 

太田 勲 委員 兵庫県立大学 名誉教授（前学長） 

國井 秀子 委員 芝浦工業大学 客員教授 

後藤 厚宏 委員 情報セキュリティ大学院大学 教授 

徳永 健伸 委員 東京科学大学 名誉教授 

渡辺 文夫 委員 Fifth Wave Initiative 代表 

 

３．委員長及び委員からの意見 

（サイバーセキュリティ分野について） 

 自己評価として年度評定 S、期間実績評定 S は妥当である。基盤的研究としての成果、社会経済的価値の創出、国家戦略への貢献のいずれにおいても、当初設定さ

れた目標を大きく上回る成果が認められる。 

 実験基盤・研究基盤を堅実に整備した上でデータを蓄積・活用し、基礎研究の成果を迅速に社会実装へと結び付けている点は高く評価できる。基礎と応用が有機的に

連動した研究体制により、社会的に即応性の高い成果創出が実現されている。また、トレーニングセンターにおける人材育成に関しても大きな貢献をしている。 

 サイバーセキュリティは、データセンター、クラウド、光ファイバーなどを含む国家的サイバーインフラの中核をなしており、技術の急速な進歩と社会のサイバーインフラ

への依存度の増大に伴い、その重要性は急速に高まっている。サイバー攻撃、自然災害、物理的攻撃といった多様なリスクを想定したレジリエンス強化は、国家戦略

上、極めて重要な課題である。 

 求められる性能・要件は年々桁違いに高度化しており、AI の進展も相まって、研究・対応の難易度は一層高まっている。瞬間的に大きな影響を及ぼす事案に対しても
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耐え得る国づくりに向け、今後一層の研究深化と戦略的な貢献が期待される。 

 こうした成果を持続・発展させるためには、人材および予算の安定的確保が不可欠である。特に、単年度にとどまらない複数年度にわたる継続的な研究投資の重要性

が指摘されており、研究基盤を支える制度的・財政的支援の充実が強く望まれる。 

 

（全体を通して） 

 多くの分野で素晴らしい成果が上がっている。 

 ICT 分野の急速な技術進展や国際情勢を含む社会環境の変化により、５年の中長期目標を固定的に設定することは一層困難となっている。状況に応じた柔軟な見直

しは必要である一方、場当たり的な変更とならないよう、予見困難な重大事象の発生を想定し、目標を見直す際の考え方や手順をあらかじめ整理することが重要であ

る。 

 特にサイバーセキュリティや AI分野においては、NICTが果たすべき社会的役割・国家戦略上の役割をより明確に位置付けた上で、業務や研究領域の拡大に応じた予

算措置や組織体制の在り方について、既存の枠内にとどまらず、組織の見直しも含めた検討が必要である。 

 評価に当たっては、精緻な議論のために大量の資料を用いることの意義は大きいものの、研究者・職員の負担が相当大きい可能性があり、毎年同水準の精緻な評価

を実施する必要性については再考の余地がある。研究内容に加え、組織の在り方や国家戦略上の位置付けについて多様な意見を取り入れる観点から、外部有識者と

の継続的な対話は重要であり、例えばテーマを絞る、網羅的な評価は隔年で実施する等の評価の在り方をはじめ、評価委員会の役割や活用方法についても検討が求

められる。 

 第５期では、研究段階から社会実装を意識する取組が全体として定着し、連携やエコシステム形成にも一定の進展が見られた。スタートアップ支援を含め、ファンディン

グエージェンシーの仕組みや大学との連携も活用した、スピーディーに動ける文化づくりが今後の課題である。多くの優れた成果を踏まえ、変化に柔軟に対応できる仕

組み整備や多様な人材の確保と、広報を含めた発信・連携の強化が期待される。 

 サイバーセキュリティ分野とユニバーサルコミュニケーション分野の連携を一層強化し、NICT 内で団結して、ネットワークと AI のセキュリティを一体的に捉えた横断的な

研究を推進することも期待する。 

 

上記見解を踏まえ、機構として年度評定を S、期間実績評定を S とする。 
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中長期目標・中長期計画 

中長期目標 中長期計画 
１．重点研究開発分野の研究開発等 

（３）サイバーセキュリティ分野 

我が国において、これまでにない価値の創造や社会システムの変革等をも

たらす新たなイノベーション力を強化するためには、「社会（生命・財産・情報）

を守る」能力として、急増するサイバー攻撃から社会システム等を守るサイバ

ーセキュリティ分野の技術の高度化が不可欠となっていることから、【重要度：

高】として、以下の研究開発等に取り組むとともに、標準化、研究開発成果の

普及や社会実装を目指すものとする。 

また、急増するサイバー攻撃への対策は国を挙げた喫緊の課題となって

おり、サイバーセキュリティ分野での NICT に対する社会的要請が高まりつつ

あることから、研究開発等やその成果普及等に関する体制の強化に向けた

措置を講ずるものとする。 

１－３．サイバーセキュリティ分野 

我が国において、これまでにない価値の創造や社会システムの変革等をもたらす新たなイノ

ベーション力を強化するためには、「社会（生命・財産・情報）を守る」能力として、急増するサイ

バー攻撃から社会システム等を守るサイバーセキュリティ分野の技術の高度化が不可欠とな

っていることから、以下の研究開発等に取り組むとともに、標準化、研究開発成果の普及や社

会実装を目指す。 

また、急増するサイバー攻撃への対策は国を挙げた喫緊の課題となっており、サイバーセ

キュリティ分野での機構に対する社会的要請が高まりつつあることから、研究開発等やその成

果普及等に関する体制の強化に向けた措置を講ずる。 

なお、令和７年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、

「「強い経済」を実現する総合経済対策～日本と日本人の底力で不安を希望に変える

～」の一環として危機管理投資・成長投資による強い経済を実現するために措置された

ことを認識し、サイバーセキュリティを支える人的・技術的基盤の整備の強化を図るた

め、我が国のサイバー対処能力強化に向けた人材育成の推進等（以下の（１）及び

（４）に係るものに限る。）に活用する。 

①サイバーセキュリティ技術 

サイバー攻撃対処能力の絶え間ない向上と多様化するサイバー攻撃の対

処に貢献するため、巧妙化・複雑化するサイバー攻撃に対応した攻撃観測・

分析・可視化・対策技術、大規模集約された攻撃に関する多種多様な情報の

横断分析技術、新たなネットワーク環境等のセキュリティ向上のための検証

技術の研究開発を実施する。 

（１）サイバーセキュリティ技術 

サイバー攻撃対処能力の絶え間ない向上と多様化するサイバー攻撃の対処に貢献するた

め、巧妙化・複雑化するサイバー攻撃に対応した攻撃観測・分析・可視化・対策技術、大規模

集約された多種多様なサイバー攻撃に関する情報の横断分析技術、新たなネットワーク環境

等のセキュリティ向上のための検証技術の研究開発を実施する。 

（ア）データ駆動型サイバーセキュリティ技術 

無差別型攻撃や標的型攻撃をはじめとする巧妙化・複雑化するサイバー攻撃を複数の側面

から観測する技術、状況把握を支える可視化技術、機械学習等の AI 技術を駆使した自動分

析・自動対策技術の確立・高度化を進める。また、多種多様なサイバーセキュリティ関連情報

を大規模集約し、横断分析する技術についても確立・高度化を進める。 

サイバー攻撃のトレンドの変化等に対応した技術開発を迅速に進める体制を整え、開発し

た技術や得られたデータの社会展開を進める。また、開発した観測・分析技術は、（３）から（６）

までの取組に適用することにより技術検証を行うとともに、当該取組からのフィードバックを受

け、有用性を高めていく。 

（イ）エマージングセキュリティ技術 

新たに社会に登場する技術のセキュリティに関する課題抽出や対策に貢献するため、最新

の通信機器、IoT 機器、コネクテッドカー等のエマージング技術に対応したセキュリティ検証技

術を確立する。具体的には、エマージング技術のネットワーク接続試験環境構築、実機を用い

た脅威分析や攻撃シナリオの評価等により、個々のエマージング技術のセキュリティ課題を抽
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出し対策につなげる。また、これらの知見を通じ、今後世の中に登場する Beyond 5G等の新た

なネットワーク環境におけるセキュリティ課題や検証手法を明確化する。 

②暗号技術 

社会の持続的発展において欠くことの出来ない情報のセキュリティやプラ

イバシーの確保を確かなものとするため、耐量子計算機暗号等を含む新たな

暗号・認証技術やプライバシー保護技術の研究開発を実施するものとする。

その安全性評価を行うとともに、安全な情報利活用を推進し、国民生活を支

える様々なシステムへの普及を図るものとする。 

（２）暗号技術 

社会の持続的発展において欠くことの出来ない情報のセキュリティやプライバシーの確保を

確かなものとするため、耐量子計算機暗号等を含む新たな暗号・認証技術やプライバシー保

護技術の研究開発を実施し、その安全性評価を行うとともに、安全な情報利活用を推進し、国

民生活を支える様々なシステムへの普及を図る。 

（ア）安全なデータ利活用技術 

データの提供・収集・保管・解析・展開の各段階におけるセキュリティやプライバシーを確保

するため、匿名認証や検索可能暗号等のアクセス制御技術、秘匿計算等のプライバシー保護

解析技術等の研究開発を行う。これらを用いて組織横断的な連携を含むデータ利活用を促進

するとともに、安全なテレワーク等の社会的な課題解決に貢献する。 

（イ）量子コンピュータ時代に向けた暗号技術の安全性評価 

量子コンピュータ時代に安全に利用できる暗号基盤技術の確立を目指し、耐量子計算機暗

号を含む新たな暗号技術及び電子政府システム等において使用される暗号技術の安全性評

価に関する研究開発を実施する。具体的には、将来的には耐量子計算機暗号として世界標準

となることが予想される格子暗号、多変数公開鍵暗号等や、現在広く使用されている RSA 暗

号、楕円曲線暗号等の安全性評価について取り組み、世界最先端の評価技術によって国民

生活を支える様々なシステムの安全な運用に貢献する。 

③サイバーセキュリティに関する演習 

国の機関や地方公共団体等のサイバー攻撃への対処能力の向上に貢献

するため、サイバーセキュリティ戦略等の政府の方針を踏まえ、NICT 法第 14

条第１項第７号イ（令和５年度までは第 14 条第１項第７号）の規定に基づき、

最新のサイバー攻撃に関する知見を踏まえた実践的な演習を実施するほ

か、若手セキュリティ人材の育成を行う。 

（３）サイバーセキュリティに関する演習 

国の機関や地方公共団体等のサイバー攻撃への対処能力の向上に貢献するため、国から

の補助等を受けた場合には、その予算の範囲内で、サイバーセキュリティ戦略等の政府の方

針を踏まえ、機構法第 14条第１項第７号イ（令和５年度までは第 14条第１項第７号）の規定に

基づき、機構の有する技術的知見を活用して、最新のサイバー攻撃状況を踏まえた実践的な

サイバーセキュリティ演習を実施する。演習の実施に当たっては、サイバーセキュリティ基本法

第 13 条及び第 14 条の規定を踏まえ、全ての国の行政機関、独立行政法人及び指定法人並

びに地方公共団体の受講機会を確保するとともに、重要社会基盤事業者及びその組織する

団体についても、より多くの受講機会を確保できるよう配慮する。また、地理的条件により受講

機会が失われることを最小限とするよう、集合演習を全国で実施するほか、オンライン演習を

拡大していくこととし、未受講となる組織・団体に対して積極的な参加を促す。あわせて、最新

のサイバー攻撃情報を踏まえた演習内容の高度化、オンライン演習における学習定着率の向

上等、演習効果の最大化に取り組む。さらに、機構におけるサイバーセキュリティ研究と演習

業務で得られた知見等を活用し、若手セキュリティ人材の育成を行う。 

④サイバーセキュリティ産学官連携拠点形成 

我が国のサイバー攻撃対処能力の絶え間ない向上に貢献するため、多種

多様なサイバーセキュリティ関連情報を大規模集約した上で、横断的に分析

し、実践的な脅威情報の生成・関係機関との共有等を行うための基盤を構築

（４）サイバーセキュリティ産学官連携拠点形成 

我が国のサイバーセキュリティ対処能力の絶え間ない向上に貢献し、社会全体でセキュリテ

ィ人材を持続的に育成していくため、サイバーセキュリティに関する情報分析・人材育成等の

産学官連携の中核的拠点を形成する。 
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する。また、当該基盤を活用し、国産セキュリティ技術を事業者が検証できる

環境を構築するとともに、サイバーセキュリティ関連情報を多角的に解析する

能力を有する高度セキュリティ人材の育成に取り組む。加えて、社会全体で

のセキュリティ人材の持続的供給のため、演習で得た知見等を積極的に活用

するための基盤を構築し、民間等における自律的な人材育成の支援を行う。

これらの取組により、我が国のサイバーセキュリティに関する情報分析・人材

育成等の中核拠点を形成する。 

具体的には、多種多様なサイバーセキュリティ関連情報を大規模集約した上で、横断的か

つ多角的に分析し、実践的かつ説明可能な脅威情報を生成するための基盤を構築するととも

に、生成された脅威情報を必要とする関係機関に継続的に提供する。あわせて、当該基盤を

活用し、国産セキュリティ技術を機器製造事業者や運用事業者が検証できる環境を構築する。 

また、上記の取組を通じて、サイバーセキュリティ関連情報を多角的に解析する能力を有す

る高度セキュリティ人材の育成を行う。さらに、これら取組で得た最新のサイバーセキュリティ

関連情報に（３）の演習で得た知見等をあわせ、これを活用した人材育成演習を民間や教育機

関等が実施可能とするための基盤を構築し、民間等における自律的な人材育成の支援を行

う。 

加えて、これら取組について、産学官の関係者が円滑かつ自主的に参画できるような枠組

みを整備し、参画機関からの要望やフィードバックを反映しつつ基盤を構築し、参画機関の協

力を得て運営する。 

⑤パスワード設定等に不備のある IoT機器の調査（令和５年度まで） 

IoT 機器のサイバーセキュリティ対策に貢献するため、サイバーセキュリテ

ィ戦略等の政府の方針を踏まえ、国立研究開発法人情報通信研究機構法の

一部を改正する等の法律（令和５年法律第 87号）による改正前の NICT法附

則第８条第２項の規定に基づき、パスワード設定等に不備のある IoT 機器の

調査及び電気通信事業者への情報提供に関する業務を、令和６年３月 31 日

まで実施する。その際、関係機関と連携を図るとともに、本調査の重要性等を

踏まえ、情報の安全管理に留意しつつ、広範な調査を行うことができるよう配

慮する。 

（５）パスワード設定等に不備のある IoT機器の調査（令和５年度まで） 

IoT 機器のサイバーセキュリティ対策に貢献するため、国からの補助等を受けた場合には、

その予算の範囲内で、サイバーセキュリティ戦略等の政府の方針を踏まえ、国立研究開発法

人情報通信研究機構法の一部を改正する等の法律（令和５年法律第 87 号）による改正前の

機構法附則第８条第２項の規定に基づき、機構の有する技術的知見を活用して、パスワード

設定等に不備のある IoT 機器の調査及び電気通信事業者への情報提供に関する業務を、令

和６年３月 31 日まで実施する。その際、総務省や関係機関と連携を図るとともに、本調査の重

要性等を踏まえ、調査手法や情報の安全管理に留意しつつ、より広範かつより高度な調査を

行うことができるよう配慮する。 

⑥IoT機器のサイバーセキュリティ対策の促進（令和６年度以降） 

IoT 機器のサイバーセキュリティ対策に貢献するため、サイバーセキュリテ

ィ戦略等の政府の方針を踏まえ、NICT 法第 14 条第１項第７号ロの規定に基

づき、サイバーセキュリティの確保のための措置を十分に講じていないと認め

られる IoT 機器について、当該機器の管理者その他の関係者に対して必要

な助言及び情報提供に関する業務（同法第 18 条の規定に基づくパスワード

設定等に不備のある IoT 機器の調査及び電気通信事業者への情報提供に

関する業務を含む。）を実施する。その際、本業務の重要性等を踏まえ、情報

の安全管理に留意しつつ、関係機関と連携を促進するものとする。 

（６）IoT機器のサイバーセキュリティ対策の促進（令和６年度以降） 

IoT 機器のサイバーセキュリティ対策に貢献するため、国からの補助等を受けた場合には、

その予算の範囲内で、サイバーセキュリティ戦略等の政府の方針を踏まえ、機構法第 14 条第

１項第７号ロの規定に基づき、機構の有する技術的知見を活用して、サイバーセキュリティの

確保のための措置を十分に講じていないと認められる IoT 機器について、当該機器の管理者

その他の関係者に対して必要な助言及び情報提供に関する業務（同法第 18 条の規定に基づ

くパスワード設定等に不備のある IoT 機器の調査及び電気通信事業者への情報提供に関す

る業務を含む）を実施する。その際、本業務の重要性等を踏まえ、調査手法や情報の安全管

理に留意しつつ、総務省や関係機関と連携を促進するものとする。 
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国立研究開発法人情報通信研究機構 令和７年度の業務実績に関する項目別自己評価書（No.4 ユニバーサルコミュニケーション分野） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

中長期目標の当該項目 Ⅲ．－１．－（４）ユニバーサルコミュニケーション分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

国立研究開発法人情報通信研究機構法第 14 条第１

項第一号 

当該項目の重要度、難易度 重要度：高 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

行政事業レビューシート **** 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）※５ 

 基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値） 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

査読付き論文数 - 70 72 87 67 58 予算額（百万円） 10,884 20,360 22,140 33,440 66,597 

招待講演数※１ - ７ ２ 21 16 ３ 決算額（百万円） 4,970 4,153 8,722 8,311 26,900 

論文被引用総数※２ - ６ ４ １ １ ０ 経常費用（百万円） 5,533 11,828 7,004 6,323 15,017 

過年度発表を含む論

文被引用総数※３ 
- ６ 49 167 141 160 経常利益（百万円） △316 △281 △298 △412 △1,512 

実施許諾件数 - 58 62 63 51 49 行政コスト（百万円） 5,665 12,858 8,190 7,523 16,393 

報道発表件数 - ２ １ １ １ １ 従事人員数（人） 28 29 33 38 41 

共同研究件数※４ - 17 16 13 23 32       

標準化や国内制度化

の寄与件数 
- ０ ０ １ ９ ９       

標準化や国内制度化

の委員数 
- ０ ０ ０ ２ ２       

※１ 招待講演数は、招待講演数と基調講演数の合計数 

※２ 当該年度に発表した査読付き論文についての、クラリベイト・アナリティクス InCites Benchmarking に基づく被引用の総数（当該年度の３月調査）。 

※３ 過去３年間（ただし、今中長期期間の始期である令和３年度以降を対象とし、令和３年度は１年間、令和４年度は２年間とする）に発表した査読付き論文についての、クラリベイト・アナリティクス InCites Benchmarking に基づく被

引用の総数（当該年度の３月調査）。 
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※４ 当該年度以前に契約し、契約が実施されている共同研究契約件数（当該年度の３月末調査）。 

※５ 予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。従事人員数は、常勤職員の本務従事者数。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標・中長期計画（リンク先へ） 

中長期計画

（小項目） 

年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の主な業務実績等 自己評価 

１ － ４ ． ユ ニ

バーサルコミュ

ニケーション分

野 

１－４．ユニバーサルコミュニ

ケーション分野 

＜評価軸＞ 

 研究開発等

の取組・成果

の科学的意

義（独創性、

革新性、先

導性、発展

性等）が十分

に大きなもの

であるか。 

 研究開発等

の取組・成果

が社会課題・

政策課題の

解決につな

がるものであ

り、または、

それらが社

会的価値の

創出に十分

に貢献するも

のであるか。 

 研究開発等

の成果を社

会実装につ

なげる取組

（技術シーズ

 評定 S 

１－４．ユニバーサルコミュニケー

ション分野 

誰もが分かり合えるユニバーサ

ルコミュニケーションの実現を目

指して、人工知能等の活用によっ

て新しい知識・価値を創造してい

くための研究開発を推進する中

長期目標に対する最終年度で

は、多言語コミュニケーション技術

は難関国際会議での継続的な学

術発信と国際共同研究の拡充に

より学術的プレゼンスを確立する

とともに、翻訳・同時通訳の実運

用課題に直結する技術を実証し、

高い実装可能性を示した点が特

に評価できる。また、社会知コミュ

ニケーション技術は、世界最大規

模の日本語データ基盤整備と、生

成 AI の信頼性という本質的課題

に挑む独創的検証基盤を確立

し、国内研究開発力および産業

展開に大きく貢献した点が特に高

く評価できる。スマートデータ利活

用基盤技術は、実証・安全性評

価・標準化を一体的に推進し、マ

ルチモーダル AI 基盤としての実
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を実用化・事

業化に導 く

等）が十分で

あるか。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 具体的な研

究開発成果 

 研究開発成

果の移転及

び利用の状

況 

 共同研究や

産学官連携

の状況 

 データベース

等の研究開

発成果の公

表状況 

 （個別の研究

開発課題に

おける）標準

や国内制度

の成立寄与

状況 

【モニタリング

指標】 

 査読付き論

文数 

 招待講演数 

 論文の合計

被引用数 

 研究開発成

果の移転及

び利用に向

けた活動件

用性能と社会的価値を着実に高

めた点が評価できる。総じて、い

ずれも研究成果も科学的意義、

社会的価値と社会実装の両面で

極めて優れた成果を挙げていると

認められる。 

 

以上のことから、適正、効果的

かつ効率的な業務運営を行い、

また「研究開発成果の最大化」に

向けた特に顕著な成果の創出等

が得られたと認め、評定を「S」とし

た。 

（ １ ） 多言語コ

ミュニケーション

技術 

（１）多言語コミュニケーション

技術 

（１）多言語コミュニケーション技術 （１）多言語コミュニケーション技術 

多言語 LLM を機械翻訳へ本格

的に取り込み、難関国際会議

（ ACL 、 EMNLP 、 IJCNLP-AACL

等）での複数の学術発表を通じて

当該分野の学術的プレゼンスを

高めるとともに、シンガポール

（ I2R 、 AI Singapore ） 、 カ ナ ダ

（NRC）、UAE（MBZUAI）と共同研

究契約・MOU を締結して国際連

携基盤を拡充したことは、研究開

発の継続性と発展性の両面で極

めて高く評価できる。加えて、AI 

Singapore との枠組みに基づく日

本語 10Bトークン規模の継続学習

により、日本語性能のみならず

ASEAN 諸語の性能向上も確認し

た点は、言語横断的な知識移転

の有効性を実証する成果であり、

科学的意義が大きい。また、日英

各 500 人×300 発話の複数話者

コーパスを用いたクロスリンガル

声 質 変 換 モ デ ル の 試 作 と

ASRU/Interspeech での発表は、

（ア）音声コミュ

ニケーション技

術 

（ア）音声コミュニケーション

技術 

（ア）音声コミュニケーション技術 

 インドネシア語、ミャンマー

語、ネパール語、クメール

語の講演音声の認識に関

して、音声認識結果を読ん

で十分に理解できるレベル

の認識精度(実用レベル)を

達成する。 

 重点言語の音声認識に関して、インドネシア語とミャンマー語で音

声認識結果を読んで十分に理解できるレベル(実用レベル)、ネ

パール語とクメール語で音声認識結果を問題なく読んで理解できる

レベル(人間レベル)の認識精度を達成した。 

 音声認識技術の社会実装を加速するため、講演・会議の音声認識

精度の評価用として、専門家へのインタビュー模様を録音した日英

中３言語の音声コーパス"SPREDS-D2"を構築し、商用利用も認め

る条件(CC-BY)で一般公開した。 

 様々なドメインに対応する

ため、end-to-end⾳声認識

における語彙追加手法に

ついて検討する。 

 end-to-end 型音声認識モデルに対して数十万単語の固有名詞等

の語彙力を強化するために、追加対象単語を含む例文を LLMによ

り生成し、これを音声合成して作成したテキスト-音声のペアデータ

を作成し、ベースとなる学習データに追加して音声認識モデルを学

習する手法を開発した。VoiceTra 用日本語固有名詞辞書約 90 万

語に対して非 end-to-end 型の従来手法と同等の単語検出率(テス

ト用音声に含まれる登録単語が正しく認識される比率)85％を達成

した。 

 さらに、機械翻訳を利用して多言語のテキスト-音声のペアデータを

作成することにより、日本語以外でも同様に語彙追加が可能である

ことを確認した。 
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数（実施許諾

件数等） 

 報道発表や

展示会出展

等の取組件

数 

 共同研究件

数 

 （個別の研究

開発課題に

おける）標準

化や国内制

度化の寄与

件数 

 アプリケーション特有の少数の語彙(数十～数百)の音声認識精度

を確保するために、追加対象単語を構成するトークン列のスコアに

重みを加える手法(contextual biasing)を実装し、日本語 100単語に

適用したところ、74単語が正しく検出されることを確認した。 

言語横断的な知識共有の観点か

らも先導的である。社会的価値の

観点では、同時通訳の実運用で

ボトルネックとなる専門用語の誤

認識・誤訳と辞書整備コストの両

課題に対し、LLMが内外知識から

対訳辞書を即時生成するツール

を開発し、実環境での主観評価に

より有効性を確認したことは、現

場適用性の高い成果といえる。さ

らに、 PubMed/arXiv に加えて

ERIC、RePEc、OECD、Zenodo へ

検索対象を拡大し、適法範囲で

PDF 翻訳結果を公開したこと、和

訳結果を LLM事前学習データとし

て共同研究先へ提供したことは、

研究インフラとしての公共性と波

及効果を高めている。加えて、エ

ンタメ系のハイ・コンテクスト文書

向け翻訳や、翻訳専用多言語

LLM のインバウンド観光・翻訳配

信実証を通じて輸出促進等の効

果検証に着手した点も、社会実装

に向けた新規市場開拓として評

価でき、総じて中長期目標に照ら

し非常に優れた成果である。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な成

果の創出が認められた他、将来

的な特別な成果の創出が期待さ

れる実績も得られたため、評定を

「S」とした。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 複数言語かつ各言語複数

話者の音声を１つのモデル

で合成可能なユニバーサ

ルモデルを開発する。 

 日本語および英語の複数話者コーパス(各言語 500 人×300 発話)

を用いてクロスリンガル声質変換モデルを試作した※注。この成果を

IEEE ASRU 2025で２件、Interspeeh 2025で１件発表した。 

 １つのニューラルネットで日本語(11 話者)、英語(６話者)、中国語(４

話者)を合成可能なユニバーサルモデルを開発した。 

 アニメ等コンテンツの翻訳

に対応するため、感情等表

現の豊かな音声を合成で

きる音声合成モデルの研

究開発を行う。 

 日本語複数話者コーパス(500人×300発話)に対して声の印象ラベ

ルの付与を行い、声の印象を指定して話者性を制御可能な音声合

成モデルを試作した。 

 Hi-Fi-CAPTAIN として研究用に一般公開中の日英男女各１名の話

者による音声合成用対話調高品質声コーパスと同じ話者の発声に

よる模擬感情音声データ各話者４時間を新たに収録し、このデータ

を用いて感情音声を合成可能な音声合成モデルを試作した。 

 英語以外の多言語に対応

した自動音質評価モデルを

開発する。 

 多言語音声合成の品質評価において事前学習済み音声モデルの

各層がどのように品質情報を保持しているかを分析した。特に、教

師なし手法による評価の可能性を探るため、層ごとの特徴抽出と

人間の評価との相関の調査を実施し、本成果を IEEE ASRU 2025

にて発表した。分析した特徴量を用いて多言語の自動評価モデル

を試作した。 

 I2R(シンガポール)と連携して感情音声を合成可能な 13の英語テキ

スト音声合成システムから 120,000 サンプルの合成音声を作成し

た。これを 262 名の被験者に聴取させ、感情表出の程度を評定さ

せた。評定結果を学習データとして使用し、入力音声において表出

された感情の種類および表出の程度を推定するモデルを試作し

た。 

 音声合成におけるテキスト

処理部の開発効率を改善

するため、ニューラルネット

方式を導入する。 

 日本語および英語のテキスト処理部をニューラルネット方式へと変

更した。英語についてメモリ量を 50％削減した。 

 少量のコーパスで新たな言

語の音声認識モデルを構

築する手法の研究を行う。 

 少量の実コーパスに対して大量の生成音声コーパスを追加した場

合の音声認識モデル学習方法について検討し、予備評価を行っ

た。 

 従来(１話者当たり 10 時間)

の 1/10 程度の量の音声

 男女１話者ずつ１時間、18 言語(新規)の音声合成用コーパスを調

達し、商用利用可能な英語複数話者コーパスで学習したモデルか
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コーパスで音声合成モデル

を作成可能な手法の研究

を行う。 

らの適応によって１時間の学習データで音声合成モデルの作成を

実現した。 

 多言語 LLM を機械翻訳に活用

する研究開発として、採択率

20～30％の難関国際会議（ACL 

２件、EMNLP２件、IJCNLP-AACL 

３件）を含む学術論文を複数発

表し、自然言語処理分野におけ

る機構のプレゼンスを高める

とともに、シンガポール(I2R、

AI-Singapore)、カナダ(NRC)、

UAE(MBZUAI)の大学・研究機関

と LLM に関する共同研究契約

や MOU を結び、AI 分野におけ

る国際連携基盤を拡充したこ

と。 

 日本語および英語の複数話者

コーパス(各言語 500 人×300

発話)を用いてクロスリンガル

声質変換モデルを試作し、その

成果を難関・重要国際会議であ

る IEEE ASRU 2025 で２件、

Interspeeh 2025で１件、およ

び IEEE ACESSで１件発表する

など、言語横断的な知識共有の

観点から先導的な成果をあげ

たこと。 

 AI-Singapore との MOU に基づ

き、ASEAN 諸語を中心とした

オープンな多言語 LLM に対し

て、日本語で 10Bトークン程度

の継続学習をすることにより、

日本語の性能が向上するだけ

でなく、ASEAN諸語の性能も向

上することを確認し、AI 安全

性への貢献につながる知見と、

多言語モデルにおける言語横

断的な知識移転の有効性を示

す先駆的な成果を得たこと。 

 音響電子透かしの埋め込

みによる音質劣化に対して

頑健な音声合成モデルの

研究を行う。 

 現行の敵対的生成モデルに基づくニューラル音声合成モデルを音

響電子透かしの埋め込みに対応したモデルへと発展させた。 

 音声を分散表現に変換す

る音声エンコーダーを試作

する。 

 日本語および英語の音声コーパス合計 10万時間を使用して１つの

モデルで日本語と英語の音声認識に使用可能なエンコーダー(パラ

メータ数 0.6B)を開発した。これを使用して音声認識精度を評価した

ところ、商用として開発済みの言語別音声認識モデルと同等以上

の精度であった。 

 計画を上回る成果として、音声と自動翻訳テキストのペアデータ

5000万発話を構築し、これを用いて前記 LLMベースの音声認識モ

デルを追加訓練し、音声翻訳モデルを開発した。これをオープン

データセット CoVoST で評価したところ、BLEU 値が日英で 30.1、英

日で 35.9であり、既知の SOTA（State Of The Art）結果を上回るこ

と、音声認識と機械翻訳をパイプライン処理する従来方式より高精

度であること、RTF が 0.1(GPU 使用時)であり、リアルタイム処理可

能な処理速度であること、が示された。 

 非音声情報の参照により

認識精度を向上させるため

画像情報を活用したマルチ

モーダル音声認識技術の

研究を行う。 

 音声エンコーダーと LLM をアダプタを介して接続するモデルをベー

スとして、口形情報を抽出可能な映像エンコーダー(AV-HuBERT)と

スライド内容を抽出可能な画像エンコーダー(オープンな ViT型モデ

ル)を追加し、SlideSpeech、LRS3-TED などオープンな映像付き音

声データでアダプタを学習することにより、マルチモーダル音声認

識モデルを試作し、動作を検証した。 

（イ）自動同時通

訳技術 

（イ）自動同時通訳技術 （イ）自動同時通訳技術 

 多言語で低遅延の自動同

時通訳を実現するために、

令和６年度までに構築した

15 言語に追加して、３言語

（ヒンディー語等）の同時通

訳データを構築する。ま

た、追加６言語（イタリア

語・ドイツ語・ロシア語・ヒン

ディー等）について、文単位

の同時通訳技術を拡張し、

 多言語で低遅延の自動同時通訳を実現するために、令和６年度ま

でに構築した 15言語に追加して、３言語（アラビア語・ヒンディー語・

ウクライナ語）の同時通訳データを構築した。また、今年度上期中

に前倒しで、追加６言語（イタリア語・ドイツ語・ロシア語・アラビア

語・ヒンディー語・ウクライナ語）について、文単位の同時通訳技術

を拡張し、そのうち３言語（イタリア語・ドイツ語・ロシア語）につい

て、文より短いチャンク単位の同時通訳技術を拡張した。本技術は

万博で活用されるとともに、CEATEC AWARD 2025 イノベーション

部門賞を獲得した。 

 汎用の同時通訳エンジンを様々な分野に適用する際、分野の用語



自己評価書 No.4 
 

178 

 

追加３言語（イタリア語・ドイ

ツ語・ロシア語）について、

文より短いチャンク単位の

同時通訳技術を拡張する。 

に対する誤認識・誤訳を防ぐことが重要となるが、専門家による辞

書作成の作業コストを最小化しながら、作成した辞書を用いて同時

通訳を高精度化することが課題である。本実証では、即時辞書作

成技術として、LLM が内部知識・外部知識（該当分野の関連文書

等）を基に対象分野の対訳辞書を自動作成するツールを開発し、

実環境での同時通訳結果の被験者主観評価を実施し、有効性を

確認した。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 汎用の同時通訳エンジンを

様々な分野に適用する際に重

要となる専門用語の誤認識・誤

訳防止と辞書作成の作業コス

ト最小化を両立するため、即時

辞書作成技術として、LLMが内

部知識・外部知識（該当分野の

関連文書等）を基に対象分野の

対訳辞書を自動作成するツー

ルを開発し、実環境での主観評

価により有効性を確認したこ

とで、分野最適化に伴う人手作

業の高コスト化を回避し、多言

語翻訳技術の社会実装拡大に

資する実用的手法を示したこ

と。 

 英語論文の論文検索の研究開

発として、従来から公開してい

た PubMed, arXiv に追加し

て、ERIC、RePEc、OECD、Zenodo

を検索可能とし、 arXiv と 

OECD で著作権法上の問題がな

いものについては PDF 翻訳結

果を公開するとともに、

PubMed, arXiv の和訳結果を

LLM の事前学習用データとし

て共同研究先に提供するなど、

学術情報アクセスの裾野を広

げつつ、多言語 LLM の高度化

に資する高品質な学習基盤を

構築し、日本人研究者の英語論

文の可読性向上を通じ研究開

発の加速が期待される成果を

 様々な分野における多言

語の情報を日本語のみで

受発信するために、様々な

分野の一つとして、脅威情

報の自動翻訳に必要なア

ラビア語・ロシア語と日本

語の対訳コーパスを構築す

る。 

 脅威情報の自動翻訳に必要なアラビア語・ロシア語と日本語の数

十万文規模の対訳コーパスを構築した。また、従来よりみんなの自

動翻訳@TexTra で公開している汎用・特許翻訳エンジンとして、新

たな言語方向として、汎用エンジンは日本語とオランダ語・フィンラ

ンド語、特許エンジンは日本語とインドネシア語を追加し、技術移転

をした。さらに、従来の NMTである翻訳エンジンに LLMの知見を導

入し、高精度化を達成した。 

 また、英語論文の翻訳検索

の研究開発を進める。 

 英語論文の論文検索の研究開発として、従来から公開していた 

PubMed, arXiv に追加して、ERIC、RePEc、OECD、Zenodo を検索

可能とした。また、arXiv と OECD で著作権法上の問題がないも

のについては、PDF 翻訳結果を公開した。さらに、PubMed, arXiv 

の和訳結果を LLMの事前学習用データとして共同研究先に提供し

た。 

 誤訳の自動判定を実現す

ることを目指して、自動翻

訳の自動評価の研究開発

を進める。 

 英日・日英の文レベルの評価値付きデータを構築し、そのデータを

用いて誤訳の自動判定技術の研究開発を行い、従来技術を超える

誤り検出精度を達成した。日英方向については、地方自治体 Web

サイトから収集した自治体関連文書に関する翻訳および誤り検出

精度が実用レベルに達成した。 

 自然言語によるデータベー

ス検索に関する研究開発

を進める。 

 自然言語によるデータベース検索に関する研究開発として、英語に

対応する SQL/SPARQL の英語部分を翻訳し、日本語と対応する

SQL/SPARQL のコーパスを構築した。これまで、日本語テキストか

らSQL/SPARQLに変換するための訓練データは公開されていない

ため、これが世界初の訓練データとなる。 

（ウ）研究開発

成果の社会実

装 

（ウ）研究開発成果の社会実

装 

（ウ）研究開発成果の社会実装 

 引き続き、グローバルコミュ

ニケーション開発推進協議

会の事務局として協議会の

活動を企画・運営し、研究

 産学官連携拠点として、グローバルコミュニケーション開発推進協

議会（以下「GCP 協議会」という。）（236 会員（令和８年３月末時

点））の事務局を運営し、会員を主な対象として、総会、普及促進部

会、技術部会などの各種会合を開催し、研究開発成果の社会実装
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開発や社会実装を促進す

るための情報共有やシー

ズとニーズのマッチング等

の場を提供する。また、協

議会の今後の活動方針に

ついて検討する。 

事例や最新技術に関しての情報提供を実施した。 

 第９回自動翻訳シンポジウム（約 440 名参加）を令和８年２月に一

般の方も対象とし開催した。本シンポジウムでは、「AIによる翻訳で

ジャパンを世界へ」をテーマに、マンガ、日本文化における自動翻

訳に関する講演・パネルディスカッションを実施した。また併せて企

業・団体によるリアル展示も実施した。 

 GCP協議会部会員に対して、総務省委託「多言語翻訳技術の高度

化に関する研究開発」の成果及び大阪・関西万博での活用事例、

機構の技術を活用した企業の研究開発事例を紹介した。 

 これらにより、国内市場の活性化を見据えた多言語翻訳技術の社

会実装を促進した。 

 GCP 協議会の会員増を図るため、新たに非会員も参加可能なオン

ラインセミナーを 12回実施した。 

 万博後に向け、協議会の枠組で、さらなるアウトバウンド展開に向

け、「次期グローバルコミュニケーション計画検討 WG」を立上げ、

GCP 協議会の今後の方向性を議論・検討し、活動状況を GCP 協

議会会員に提供した。また、議論の結果を受け、今後の方向性とし

て「コンテンツ輸出支援」、「企業の海外展開支援」、「インバウンド

支援」の３つの観点から、提言書として取りまとめた。 

得たこと。 

 多言語 LLM を機械翻訳に活用

する研究開発として、小説・ア

ニメ・漫画等のエンタメ系の研

究開発に着手し、ハイ・コンテ

クスト文書向け翻訳エンジン

を LLM に基づき構築して実証

実験によりエンタメ系コンテ

ンツの輸出促進効果を検証す

るとともに、翻訳専用の多言語

LLM の有効性をインバウンド

観光および新聞社との翻訳配

信実証により検証するなど、新

市場を開拓し多様な翻訳需要

に応えられることを実証した

こと。 

 2011 年以降のグローバルコ

ミュニケーション計画(GCP)・

GCP2025 が多言語翻訳技術の

社会実装で目標を上回る成果

を創出したことから、機構の研

究開発の社会的価値が高く評

価され、236者からなるグロー

バルコミュニケーション開発

推進協議会において、機構にお

ける新たな研究開発の期待が

高まり、更なる発展に期待した

民 間 企 業 等 が 主 導 し て

GCP2030 に向けた提言が総務

省に提出されたこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 多言語で高精度・低遅延の自動

同時通訳を実現するため、令和

６年度までに構築した 15 言語

 2025 年大阪・関西万博及

びシンポジウムや展示会

等のイベントを積極的に活

用する等、様々な機会を捉

え、研究開発成果及び蓄

積した知財の有用性の周

知を図るとともに、外部との

連携や共同研究を促進す

る。また、外部との連携等

により、辞書等のコーパス

を収集する。そして、これら

の活動により得られた課題

や知見を研究開発へフィー

ドバックする。 

 関連府省庁等からの依頼を受け、ICT フェア in 東北、NICT オープ

ンハウス2025、CEATEC2025など各種イベント計16件に出展した。

この中では、同時通訳技術の研究開発状況、VoiceTra 及びその技

術の活用状況並びに音声マルチスポット再生技術等をアピールし

た。 

 CEATEC2025 では、英語による機構の 17 件の展示内容の紹介を

リアルタイムで３言語（日中韓）に同時通訳するデモを実施し、数千

人の来場者にアピールした。また、展示内容が「CEATEC AWARD 

2025 イノベーション部門賞」を受賞したことにより、多数の来場者

を集めることに繋がった。 

 大阪・関西万博の機関展示エリアにて、９月 16 日～22 日までの

間、「音声マルチスポット再生技術」のデモを行った。 

 総務大臣政務官等の視察に対応した。 

 パンフレットやホームページを活用した情報発信も積極的に行っ

た。 

 これらで得られた知見を同時通訳サーバ・システムの改良に活用し

た。 

 これらの活動により、機構の技術移転先が開発した多言語翻訳シ
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ステムの利用は、コニカミノルタ（株）の音声文字変換ソフト

「KOTOBAL」を用いた窓口サービスが都内施設 110 か所に拡大し

たこと、ヤマハ（株）の多言語アナウンスサービス「見えるアナウン

ス」が JR 東日本の一部の駅に試験導入されたことなど、報道ベー

スで 80件確認された。 

 公共応用に関して、警察関連では、機構の技術を用いた警察庁の

システムや独自のオンプレの利用が進んでおり、また、４道府県警

では、VoiceTraの利用も継続されている。 

 消防関連では、消防研究センターと共同で開発した救急隊用多言

語音声翻訳アプリ「救急ボイストラ」が 47 都道府県の 722 本部中

691 本部（96.0％）の消防本部で導入された（令和８年１月１日時

点）。 

 これらにより安全な社会生活を支える応用などへの展開が更に進

展した。 

 外部連携等を通じた「翻訳バンク」の活動としては、新たな辞書・

コーパスの収集は行わなかった。現状、辞書・コーパスの提供組織

は 103者である。 

 イベントなどの際に、エリアによって異なる音を提示可能な音声マ

ルチスポット再生技術を用いた「音声マルチスポット再生スピーカ」

を併せてデモすることにより、同時通訳技術の具体的なイメージを

示した結果、NTT データ CS 社との協働により海遊館など様々な場

所で実証実験につながった。 

に加えて３言語（アラビア語・

ヒンディー語・ウクライナ語）

の同時通訳データを構築し、さ

らに今年度上期中に前倒しで

追加６言語（イタリア語・ドイ

ツ語・ロシア語・アラビア語・

ヒンディー語・ウクライナ語）

について、文単位の同時通訳技

術を拡張するとともに、そのう

ち３言語（イタリア語・ドイツ

語・ロシア語）では、文より短

いチャンク単位の同時通訳技

術を拡張するなど、多様な言語

ニーズに応える成果をあげた

こと。さらに、本技術が万博で

活用されるとともに、CEATEC 

AWARD 2025 イノベーション部

門賞を獲得したこと。 

 多言語 LLM を機械翻訳に活用

する研究開発として、１モデル

で 22 言語方向に翻訳する翻訳

エンジンを構築し、みんなの自

動翻訳@TexTra での公開及び

民間企業等への技術移転を行

うとともに、日常会話の翻訳品

質強化が必要な重点言語を含

め対訳コーパスとして、タミル

語・ベンガル語の生活コーパス

を構築し、多言語 LLMおよび翻

訳エンジンの多様なニーズに

応えたこと。 

 機構の技術を活用した TOPPAN

（株）の同時通訳・逐次翻訳シ

ステムをはじめ複数社のシス

テムが大阪・関西万博のセミ

ナー、シンポジウム、ツアーガ

イド等で活用され、複数の社会

 研究開発成果の知財として

の蓄積を推進するととも

に、技術のライセンス提供

や民間サービスへの橋渡

しを進め、社会実装を促進

する。 

 TOPPAN(株)の同時通訳・逐次翻訳システム等複数社のシステム

が、大阪・関西万博におけるセミナー・シンポジウム・ツアーガイド

等様々なシーンで活用された。 

 同時通訳技術の研究成果を用いた TOPPAN（株）の投影用自動同

時翻訳システム「LiveTra」、（株）KDDI テクノロジーの「遠隔作業支

援システム『VistaFinder Mx バージョン 3.0』及び同時通訳オプショ

ン」、マインドワード（株）の「MW スタンドアローン同時通訳」」、（株）

サークル・ワンの「コスモトーク翻訳」、(株)フィートの「PC 同時通訳

システム」のほか、(株)フィートの「STS with Sound Pipette」、（株）

高電社の「OTO クリエイタ」、日本特許翻訳（株）の「ProTranslator 

Neo」など、機構の技術を活用した商用製品・サービスが新たに８件

生まれた。 

 令和７年度末時点で、９件の国内外特許出願（うち同時通訳のコア

要素（チャンク翻訳、音声合成技術）に関連するもの４件）を行っ

た。特許登録は新たに 11件増えた。 
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 前述の広報活動等による民間企業からの引き合いに対応するとと

もに、既存の技術移転先の製品・サービスの紹介も実施した。その

結果、研究開発成果であるソフトウェアやデータベースの直接ライ

センスは、計 48 件（38 者）となった。また、スタンドアローン型同時

通訳技術に関して、民間事業会社１者と契約を締結し、同社をハブ

とした再実施許諾スキームを活用して社会展開を促進する。さら

に、翻訳モデルのカスタマイズを実現するアダプテーション技術に

関して、５者と商談を行い、２者と契約を締結した。 

 他企業の製品・サービスも、自治体・医療・製造業・IT 関連企業・官

公庁をはじめ、多数の分野・業界で利用が拡大し、機構の知財収

入の８割を占めている。 

実装につながるとともに、我が

国のプレゼンス向上に貢献し

たこと。 

 機構の研究開発成果を基に新

たに８件の商用製品・サービス

が生まれ、同時通訳のコア技術

を含む国内外特許出願９件と

特許登録の増加、ソフトウェ

ア・データベースの直接ライセ

ンス 48 件、再実施許諾スキー

ムを用いた社会展開、翻訳モデ

ルアダプテーション技術の契

約締結などが進展するととも

に、機構の技術を活用した関連

製品・サービスが自治体、医療、

製造業、IT、官公庁など多数の

分野で利用拡大して社会実装

が大きく進展し、機構の知財収

入の約８割を占めるに至った

こと。 

 

 自動同時通訳の実現に向

け、引き続き、同時通訳

サーバソフトウェアの開発

及びスマートフォン用アプ

リ、様々な技術と連携した

デモシステム等の開発を進

めるとともに、開発したシス

テムの安定運用を行う。 

 同時通訳技術と音声マルチスポット再生技術を組み合わせたシス

テムを構築し、NICT オープンハウス 2025 においてデモンストレー

ションを実施した。このシステムは令和７年１月に大阪の水族館で

実証実験を実施、その後、大阪・関西万博、および、CEATEC でデ

モンストレーションを実施した。 

 ロボットに同時通訳機能を搭載し、外国語話者と体験者がそれぞ

れの母国語で会話できるシステムを構築し、けいはんな R&Dフェア

2025 にて体験型デモを実施した。体験者は、フランス語・インドネシ

ア語・韓国語のいずれかの話者から、正解キーワードのヒントを聞

き出すための会話を行った。 

 多言語音声翻訳アプリ VoiceTra の公開・改良を行うとともに、その

基盤となる音声翻訳エンジン・サーバの高精度化・安定化を行っ

た。VoiceTraのダウンロード数は、令和６年度は約 284万件であっ

たが、令和７年度は約 303万件、累計で約 1,543万件、シリーズ累

計では約 1,676万件である。 

 令和８年２月に VoiceTra 対応言語にタミル語およびベンガル語を

追加した。 

 多言語学習・評価データの

整備として、タミル語、ベン

ガル語について、音声コー

パス 2,700 時間の構築、日

常会話における実験レベ

ルの音声認識精度達成、

音声合成用コーパス(それ

ぞれ 14,000 文)の構築、読

み誤りが少なく自然性のあ

 グローバルサウス地域の言語の音声認識技術を開発または強化

するため、タミル語 1,200 時間、ベンガル語 1,400 時間の音声コー

パスを調達・整備するとともに、CC-BYライセンスにて公開されてい

る多言語オープンデータ(YODAS2 コーパス)から技術的有用性およ

びELSIの観点から選別をしたうえで、書き起こしを修正、整備して、

日本語 480 時間、英語 980 時間、ベトナム語 510 時間、インドネシ

ア語 430 時間、ベンガル語 400 時間、ヒンディー語 310 時間、タイ

語 270時間、タミル語 230時間、合計 3,600時間の音声コーパスを

構築した。さらに、VoiceTra の音声ログを書き起こし、フィリピン語
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るニューラル音声合成モデ

ルの構築を行う。また、英

語及びグローバルサウス

地域の言語に関してオープ

ンデータを選別・修正を行う

ことで、あわせて 1,300時間

の音声コーパスの構築を

行う。 

等合計 800時間の音声コーパスを整備した。 

 計画を上回る成果として、タミル語の日常会話の音声認識に関して

音声認識結果を読んである程度理解できるレベルの認識精度(凖

実用レベル)、ベンガル語で音声認識結果を読んで十分に理解でき

るレベルの認識精度(実用レベル)を達成し、VoiceTra に搭載して一

般公開した。 

 タミル語およびベンガル語の音声合成のために各言語男女各 14

時間(対話音声６時間、感情音声８時間)の音声コーパスを構築し

た。 

 タミル語およびベンガル語の対話音声コーパスを用いてニューラル

音声合成モデルを作成するとともに、テキスト処理ソフトウェアを開

発して両言語のテキスト音声合成システムを開発した。これを令和

８年２月に VoiceTraで一般公開した。 

 複数の言語に対応した多

言語 LLM を活用した多言

語翻訳技術の開発・評価と

して、多言語 LLMを機械翻

訳に活用する研究開発や、

ASEAN 諸語を中心とした

多言語 LLM の評価データ

構築に関する研究開発を

進める。また、日常会話の

翻訳品質の実用レベルへ

の強化が必要な重点言語

を含めた対訳コーパスの構

築として、タミル語等のコー

パスを構築する。 

 多言語 LLM を機械翻訳に活用する研究開発として、１モデルで 22

言語方向に翻訳する翻訳エンジンを構築し、みんなの自動翻訳

@TexTra で公開するとともに、技術移転を達成した。また、日常会

話の翻訳品質の実用レベルへの強化が必要な重点言語を含めた

対訳コーパスの構築として、タミル語・ベンガル語の生活コーパスを

構築した。これらは、今後、多言語 LLMの構築や翻訳エンジンの構

築に活用予定である。 

 多言語 LLMを機械翻訳に活用する研究開発として、難関国際会議

を含む学術論文を出版した。また、シンガポール (I2R, AI-

Singapore)、カナダ(NRC)、UAE(MBZUAI)の大学・研究機関と LLM

に関する共同研究契約やMOUを結び、今後の協力関係を築いた。 

 多言語 LLM を機械翻訳に活用する研究開発として、小説・アニメ・

漫画等のエンタメ系の研究開発に着手するとともに、多言語 LLMを

活用した複数の実証実験を進めた。ハイ・コンテクストが必要な文

書翻訳のための翻訳エンジンを LLM を利用して構築し、それを利

用した実証実験により、エンタメ系コンテンツの輸出促進に有効か

を検証した。また、翻訳専用の多言語 LLMの有効性をインバウンド

観光および新聞社との翻訳配信実証により検証した。 

 ASEAN 諸語を中心とした多言語 LLM の評価データ構築に関する

研究開発を進めた。AI のローカライゼーションの評価に関しては、

culture-aware benchmark を整備するため令和７年 12 月に機構の

けいはんな事業所にて ASEAN 各国の研究担当者によるワーク

ショップを開催し、詳細を議論した。また、AI の生活安全性評価に

関しては、防災分野に関する四択問題 2,500問を作成した。 
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 AI－SingaporeとMOUを締結し、ASEAN諸語を中心としたオープン

な多言語 LLM に対して、日本語で 10B トークン程度の継続学習を

することにより、日本語の性能が向上するだけでなく、ASEAN 諸語

の性能も向上することを確認した。 

 我が国企業の更なるグ

ローバル展開及びコンテン

ツ関連市場の拡大等に貢

献することを目指し、AI を

活用して音声・画像等のマ

ルチモーダルデータやコン

テクストを把握する多言語

処理技術の開発に向けて、

必要な対応を行う。 

 AI を活用して音声・画像等のマルチモーダルデータやコンテクスト

を把握する多言語処理技術の実証実験に向けて、計画立案・予備

調査を行った。 

その他（注記）   令和８年３月12日に研究用途限定で「音声合成用日本語複数話者

音声コーパス」を公開したところ、全話者 500 名中 115 名の発話中

に氏名等呼称が誤って含まれていることが判明したことから、直ち

に公開を中止し、事実の公表、ダウンロードされたコーパスの回

収、話者への謝罪等の対応を行うとともに、担当研究室から公開中

の他のすべての音声コーパスの公開も停止した。本件を受けて、

公開するコーパスに公開対象外のデータが含まれていないことの

人手による確認を徹底すること、コーパスをダウンロードした利用

者の連絡先を確実に把握できる配布方法を採用することを骨子と

する再発防止策を定め、公開を停止した音声コーパスについて再

発防止策に適合していることを確認した上で公開を再開する予定

である。 

https://www.nict.go.jp/publicity/topics/2026/05/19-1.html 

（ ２ ）社会知コ

ミュニケーション

技術 

（２）社会知コミュニケーショ

ン技術 

（２）社会知コミュニケーション技術 （２）社会知コミュニケーション技

術 

大規模言語モデル（LLM）の研

究開発力強化およびその社会実

装を通じて我が国の競争力向上

に資するという中長期目標に対

し、科学的意義と社会的価値の

双方を重視して業務を推進し、特

に、公知情報に基づくものとして

は世界最大規模と認識される

44.3TB の日本語事前学習データ

 複数の大規模言語モデル

（LLM）等による多様なAIを

容易に組み合わせることが

可能な汎用ソフトウェアプ

ラットフォームの完成度を

高めるとともに、プラット

フォームに実装される仮想

人格技術を高度化する。加

えてプラットフォームを活用

 大規模 Web 情報分析システム WISDOM X や大規模言語モデル

(LLM)等の複数種類の AI を容易に組み合わせ、並列、非同期で処

理を実行できるソフトウェアプラットフォーム WISDOM-LLM の開発

を発展させ、その頑健性の向上や高速化を行った。WISDOM-LLM

では WISDOM-LLM に配備済みの各 AI の組み合わせを「思考パ

ターン」と呼ぶ処理のフロー記述を簡潔に指定するだけで開発がで

きるという、特にシステム開発のプロトタイピングに適したものとなっ

ている。しかし、その組み合わせの容易さゆえに「思考パターン」に

よっては、その処理内容が複雑化し、想定した結果は得られるもの

https://www.nict.go.jp/publicity/topics/2026/05/19-1.html
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したアプリケーションを開発

する。 

の処理に時間がかかるといった問題が生じるということがわかって

いる。そこで、本年度は特に WISDOM-LLM 上で、LLM 生成テキス

トをWeb情報等と突き合わせて根拠や矛盾等さまざまな関係となる

テキストをユーザに提示するシステムである WISDOM-CE と、多様

なセキュリティ関連情報を取得し要約する WISDOM-CS という２種

類のシステム開発を通じて、特に速度面での改善を行った。具体的

には、「思考パターン」で定義された個々の処理を行うモジュールの

実行に関して、モジュール間で送信するデータ量の削減、モジュー

ル実行の並列化の実装を行い、さらに、パッセージ検索サービスや

重複除去の処理の分散配備に加え、思考パターン内で CPU 処理

のみを連続して行う箇所を特定し、不要なデータの送受信を行わな

いようにするといった実装上の工夫も行った。WISDOM-CEで行うテ

キストの根拠等を出力する、いわゆる「裏取り」の処理は、当初の

想定としては、LLM 生成テキストを細切れのテキスト断片に分割

し、そのテキスト断片ごとに裏取りを行うというものであった。ただ

し、プロトタイプとしてこれまでに開発した裏取りのための「思考パ

ターン」は、WISDOM Xを利用した質問応答を経由し、多様な裏取り

用の質問に対して裏取りの候補を得て、それを複数の基準を満た

すよう複数 AI を利用してランキングを行うという複雑なものとなって

おり、上記の実装上の速度面の改善を行っても十分な速度改善に

はつながらないことがわかった。WISDOM-CE ではこの「裏取り」に

相当する根拠箇所に加え、他にも矛盾、理由、帰結、具体的方法、

潜在的反論といったさまざまな意味的関係に関する内容について

もWeb情報等の情報源から該当箇所を提示するということを想定し

ているため、これらを個別に「思考パターン」として開発し、それを組

み込むことはさらなる速度低下につながると考えられる。そこで、後

述する「LLM の安全性強化のために LLM が生成したテキストと 

Web 情報等と突き合わせて根拠を示す箇所、同義や矛盾等さまざ

まな意味的関係にある箇所を特定し、LLMが生成したテキストの妥

当性を検証するための手法・システムを開発する。」の年度計画に

対する業務実績でも述べるが、さらなる処理速度の改善のために

複数の意味的関係に関する同時分類、重要文抽出技術を

WISDOM-LLM で利用できるよう新規に開発を行い、LLM が生成し

たテキストの妥当性に関して、支持(同義も含む)、矛盾、理由、帰

結、具体的方法、潜在的反論の６種類の意味的関係に基づいた結

果の出力が可能となった。この結果、本年度の成果開発前の実行

速度と比較して約９倍もの高速化を実現した。 

を整備し、国内の民間企業等に

提供することで、日本国内におけ

る LLM 開発基盤の高度化と研究

開発力強化に大きく貢献したこと

は極めて高く評価できる。また、さ

まざまな AIを並列・非同期に実行

し、多様な処理を「思考パターン」

という簡潔な記述で容易に実現

可能とする汎用ソフトウェアプラッ

トフォーム WISDOM-LLM を高度

化し、その上で LLM 生成テキスト

の検証を行うWISDOM-CEにおい

て約９倍の速度向上を達成したこ

とは、実用性と拡張性の両面で顕

著な科学的成果である。さらに、

WISDOM-CEは、LLMが抱えるハ

ルシネーションによる信頼性欠如

という本質的課題に対し、Web 文

書等を情報源として支持関係に

加え、矛盾、理由、帰結、具体的

方法、潜在的反論、アナロジーと

いった多様な関係性を有するテキ

ストを検索・発見し、重要文を自

動抽出する世界に類を見ない技

術であり、利用者が生成結果の

妥当性を主体的に吟味できる環

境を実現している点で科学的独

創性が非常に高い。加えて、複数

の民間企業との共同研究を通じ

て、日本語学習用データや試作

LLM の提供、日本語能力の高い

事前学習モデルをスクラッチから

開発し、当該モデルをベースにし

た LLM の商用無償トライアルの

開始を実現し、民間企業における

研究開発力および事業化検討を

具体的に後押しした点は、社会的
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 この高速化等により完成度を高めた WISDOM-LLM（アプリケーショ

ンとしての WISDOM-CE含む）および WISDOM Xを共同研究により

民間企業に提供し、事業化に向けた検討を進めつつ報道機関にお

いて WISDOM-CE の活用に関する実証実験を実施した。WISDOM-

LLMにおいて WISDOM Xから得られる情報の網羅性が重要である

ため、これまでインデックスサイズが 5TB となる Web データを用い

て WISDOM X を運用していたところを、44.3TB のより巨大な Web

データを用いて運用するよう拡張し、その動作確認を行った。 

また、後述する今年度開発した 2,080 億パラメータの LLM と

WISDOM-LLM とを組み合わせて、仮想人格技術を開発して、その

有効性を評価した。 

価値および波及効果の面でも極

めて優れた成果である。さらに、

WISDOM-LLM および WISDOM X

を活用したサービス検討が開始さ

れるとともに、民間企業２社との

MoU 締結および共同研究開始を

通じて将来的な事業化に向けた

確かな基盤を構築したことは、機

構の技術を社会実装へとつなげ

る上で重要な進展であり、科学的

意義、社会的価値、社会実装の

いずれの観点からも非常に優れ

た成果を挙げていると評価でき

る。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な成

果の創出が認められた他、将来

的な特別な成果の創出が期待さ

れる実績も得られたため、評定を

「S」とした。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 大規模言語モデル（LLM）の事

前学習用日本語学習データとし

て公知な中では世界最大規模

と認識される 44.3TB のデータを

整備し、それを日本国内の民間

企業等に提供し、日本国内の

LLM 開発力向上に貢献したこ

と。 

 さまざまな AI を並列・非同期に

実行し、多様な処理を思考パ

ターンとよぶ簡潔な記述方法で

容易に実現できる汎用ソフト

 社会知コミュニケーション技

術のサイバーセキュリティ

分野への適応を推進し、セ

キュリティ対応等に必要と

なる具体的な情報を自動

収集し、それらをコンパクト

に表現するプロトタイプシス

テムの完成度を高める。 

 サイバーセキュリティ分野で定評のある piyolog にあるようなコンテ

ンツを自動生成するためのシステム WISDOM-CS（WISDOM for 

Cyber Security）の研究開発を実施した。サイバーセキュリティ分野

固有の表現（単なる単語ではなく、述語も含むより長い複雑な表現

も含む）を特定する識別器のための学習データを拡充するために、

令和６年度に整備した 13 のカテゴリ（攻撃手口 or マルウェア、日

時、共通脆弱性識別子(CVE)、攻撃対象、攻撃者、攻撃組織、被害

者、被害組織、報告者、報告組織、攻撃活動、対処措置、ヒヤリ

ハット(インシデント)）約 30 万事例の学習データを更に拡張して、合

計約 60 万事例の学習データを整備した。この結果、多様な Web

ページからの表現抽出に強い識別器を構築することができた。具

体的には、分野固有の表現を識別する精度は、適合率と再現率の

調和平均である F 値において、完全一致という基準では、令和６年

度 0.652 から令和７年度 0.697 へ、少なくとも一つの形態素がオー

バラップするという緩い基準では、令和６年度 0.754から令和７年度

0.784へとそれぞれ数値が向上した。 

さらに、複数の大規模言語モデル（LLM）等による多様な AI を容易

に組み合わせることが可能な汎用ソフトウェアプラットフォームであ

る WISDOM-LLMのモジュールを活用し、サイバーセキュリティ分野

固有の表現の識別から、WISDOM X を用いた情報収集、新たに整

備した８パターンの専用プロンプトと LLM を用いて要約するまでの

一連の処理を行い、結果をわかりやすく提示するプロトタイプシステ

ムを構築した。ただし、短時間で効率よく piyolog にあるようなコンテ

ンツを自動生成するためには、WISDOM Xから網羅的に収集される

情報のうち、有用な情報だけを LLM に与えて要約する仕組みが必

要になる。そこで、今年度は WISDOM-LLM に配備済みの各 AI の
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組み合わせである「思考パターン」として、(1)サイバーセキュリティ

と関係のある情報を優先して取得したうえでワードサラダ（文法的

には間違いはないが、意味をなしていない記述）をフィルタリング、

(2)取得した情報のうち有用なサイバーセキュリティ分野固有の表

現を含まない情報をフィルタリング、(3)取得した情報を WISDOM X

の質問応答スコアを基にリランク、の３つを組み合わせて有用な情

報の絞り込みを実現した。加えて、WISDOM Xでの質問応答時に使

用する、令和６年度に整備した 200 の質問テンプレートに対し、回

答として期待するカテゴリは上記 13 のカテゴリのいずれであるかを

付与した。質問テンプレートを用いて得られた回答が含まれるテキ

ストをそのカテゴリ毎にまとめた上で LLMを用いて要約することで、

カテゴリ毎に整理された具体的かつ詳細なコンテンツの自動生成を

実現した。 

ウ ェ ア プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

WISDOM-LLM を 高度化 し 、

WISDOM-LLM 上で実現した

LLM が生成したテキストの検証

を行う WISDOM-CE において約

９倍となる速度向上を達成した

こと。 

 上記のWISDOM-CEは、LLMが

ハルシネーションを生成する問

題、つまり信頼性の欠如の問題

への対策としてWeb文書等の情

報源から、LLM の生成テキスト

の根拠となる支持関係の他に、

生成テキストの妥当性をユーザ

が吟味するために矛盾、理由、

帰結、具体的方法、潜在的反

論、アナロジーの参考といった

関係を持つテキストを検索・発

見し、さらにはその中の重要文

を自動抽出するシステムであ

り、世界に類を見ない技術であ

ること。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 複数の民間企業等へ日本語学

習用のデータや試作し LLM の

提供を行い、民間企業における

研究開発力強化に貢献したこ

と。 

 民間企業の協力を得て独自の

大規模な日本語特化型 LLM を

開発したことに加え、民間企業

との共同研究を通し、日本語能

力が強化された高性能な事前

学習モデルをスクラッチで開発

 これまでに研究開発してき

た社会知コミュニケーション

技術の社会実装に向けて、

民間企業等との連携を引き

続き推進する。 

 民間企業等の連携として LLMの学習データや、試作した LLM を民

間企業等に提供するための共同研究を推進した。今年度は新たに

８者の共同研究先と共同研究を開始し、合計 10 機関と共同研究を

実施するに至った。共同研究において LLM 用の学習データや試作

したモデルの利活用を推進した。加えて民間企業２社と機構との３

者による MoU を締結し、報道発表を実施した。この反響は大変大

きく、読売新聞１面はじめ合計 75 件の報道があり、多数の企業等

から LLMの研究開発に関する問い合わせがあった。 

 また、上記の民間企業等の共同研究のうち Preferred Networks 社

（PFN）との共同研究において日本語能力が強化された高性能な事

前学習モデルをフルスクラッチで開発した。このうち、比較的小規模

な事前学習済み LLM を３つ公開した。これらのモデルは当初は公

開の予定はなかったが、評価の結果から PFNが以前に構築した同

規模のモデルよりも高精度であったということで、公開に踏み切っ

た。さらに、PFN はこのモデルを基に商用を前提としたモデルを開

発し、無償トライアルを開始した。 

 WISDOM-LLM（アプリケーションとしての WISDOM-CE 含む）および

WISDOM X を共同研究により民間企業に提供し、事業化に向けた

検討を進めつつ、報道機関との共同研究において WISDOM-CE の

活用に関する実証実験を実施した。 

 実用を志向した LLM のた

めの学習データを整備し、

LLMの試作を行うとともに、

民間企業等に学習データ

LLMのための学習データ整備 

 LLM の事前学習に必要となるより大規模な日本語学習データおよ

び大規模なインストラクションデータを整備した。 

令和６年度に実施した Webページからのコンテンツ抽出を引き続き
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や試作 LLMを提供する。 行った。具体的には、次の作業を行った：（１）用いるフォントや表な

どのようなレイアウトに関する情報、またプログラムコード等で用い

られるいわゆる半角文字を適切に扱えるようテキスト抽出するプロ

グラムを改良した。これを令和６年度に22.9TBの学習データを作成

するために用いた約 380 億ページに適用し、新たに 26TB の学習

データを作成した。（２）学習データの質をさらに上げるために、より

厳密な言語判定を導入し、さらに文法的には誤りはないが、意味の

無い文章となっているワードサラダとよばれるテキストを判定する

ツールを導入し、日本語ではないテキストや、ワードサラダを削除し

た。（３）加えて、未処理の約 320 億ページに対し上記の（１）、（２）

の処理を行い合計 700億ページから 44.3TBの学習データを作成し

た。この学習データは、機構独自のトークナイザーでは、約 8T トー

クン(tiktoken トークナイザー換算で約 17T トークン)であり、我々の

知る限り世界最大の事前学習用日本語学習データである。 

さらに、重複削除の条件、個人情報削除の適用の有無、ヘイトス

ピーチ削除の適用の有無等の組み合わせによる複数の学習デー

タも構築した。 

事後学習に用いるインストラクションデータに関しても整備を進め

た。過去に整備した様々なタスクのための学習データから変換する

ことで効率的に整備しつつ、人手によりスクラッチで整備することも

行い、合計で 155 種類、１億 2,870 万件のインストラクションデータ

を整備した。既存の言語資源を変換し自動的に生成したデータとし

ては、文章中で因果関係にあるフレーズを特定するタスク

（12,245,001件）、QAデータを変換し、質問に対して回答を含むパッ

セージを出力するタスク（1,273,431 件）等がある。また、人手により

スクラッチで作成したデータには、質問応答システム WISDOM X も

活用して作成した、質問に対する回答を箇条書きで詳細に表現す

るタスクのデータセット（2,412 件）、Web テキスト上のまとまった説

明・解説等を活用して、依頼等に長文で答えるタスク（6,523 件）等

がある。 

 

実用を志向した LLMの試作 

 これまで構築した事前学習データやインストラクションデータの一部

を活用し、さらに Preferred Networks 社と連携して、2,080 億パラ

メータの日本語特化型 LLM 等、複数の LLM を開発した。より具体

的には、大規模 LLMの長文学習時の省 GPU メモリ化・高速化を念

頭に前年度末から整備してきた新規の学習環境、ABCI 3.0 上の計

し、そのモデルを活用して無償ト

ライアルを開始したこと。 

 LLM 単体が抱える「信頼性(ハ

ルシネーションが生成されてし

まう)」「創造性(月並な生成結果

が多い)」「多様性(出力に多様

性がない )」に関する問題を、

LLM と他の AI 技術との組み合

わせで解決するため、ソフトウェ

アプラットフォーム WISDOM-

LLM 等の技術開発を行い、特

に、信頼性に関する問題を解消

するためのWISDOM-CEの開発

並びにその高度化を通して安心

して LLM を活用できる大きな社

会的インパクトを示したこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 民間企業等との共同研究を通し

て 、 WISDOM-LLM や大規模

Web情報分析システムWISDOM 

X の技術を活用したサービスが

検討され、これらの技術の社会

実装に向けて大きく前進したこ

と。 

 機構で長年にわたり蓄積してき

た Web ページを基に構築した世

界最大規模の日本語事前学習

用データを日本における民間企

業等の LLM 開発力強化のため

に共同研究を通して提供するな

ど、民間企業における研究開発

力を強化し、日本語能力が強化

された高性能事前学習モデルを

スクラッチで開発し、そのモデル
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算機環境、さらに、12TBの大規模学習データ（2.33T トークン、機構

独自のトークナイザーによる数値。44.3TB の日本語事前学習デー

タ、これまで構築したインストラクションデータ、共同研究を介して民

間企業から提供された高品質の学習データ等から選定したもの）を

活用し、以下に示す通り３段階で事前学習を実施し、2,080 億パラ

メータの LLM を開発した（ロス発散による学習停止を防ぎ、学習の

安定性を上げるためにデータタイプを bfloat16 に設定して学習を実

施）。事前学習のウォームアップ段階からあえてインストラクション

データも学習データに含めた。 

‧ 第１段階目（ウォームアップ段階）：ロス発散による学習停止を防

ぐためのウォームアップ用学習として2.4TB（0.45Tトークン、機構

独自のトークナイザーによる数値）の学習データを利用した。 

‧ 第２段階目（本番の大規模学習段階）：大規模学習データを用い

た本番の学習。日本語事前学習データを中心に構成した 8.1TB

（1.60T トークン、機構独自のトークナイザーによる数値）の大規

模学習データを利用し、第１段階目で作成した LLM をベースに

学習を続ける継続学習を実施した。 

‧ 第３段階目（最終段階）：実用タスクへの対応力向上のための最

終段階の学習。実用タスク向けのインストラクションデータ等を

含む 1.5TB（0.28T トークン、機構独自のトークナイザーによる数

値）の学習データ（うち、インストラクションデータ等の実用タスク

由来のものは約 45％の 0.7TB、0.13T トークン）を利用し、第２段

階目で作成した LLM をベースに学習を続ける継続学習を実施し

た。 

 上記の各段階で作成された LLM を、JMMLU ベンチマークのテスト

データ 1,000 件をゼロショットプロンプトで用いて評価した。JMMLU

ベンチマークは与えられた問題と A、B、C、D という４つの回答選択

肢に対し選択肢を表す文字だけでの回答を正解とするタスクである

が、本評価では LLM が選択肢を表す文字に加えて他の内容を出

力してもその選択肢の文字が正解であれば正解とみなすという本

来より少しゆるい評価基準で評価した。評価の結果、第１、２、３段

階目まで学習が進んだ LLMのうち、第３段階目の LLMが最高精度

であることを確認し、学習データの増量に伴う精度向上を確認した

（精度は、第１段階目：52.0％、第２段階目：54.4％、第３段階目：

56.4％）。一方で、精度だけで見た場合に、これらの結果は、期待ほ

ど高い数値とはなっておらず、この原因として、2,080 億パラメータ

の LLM が日本語特化型として日本語データのみで学習しているこ

を元に開発したモデルを商用利

用に向けて無償トライアルを開

始したこと。 

 民間企業２社と今後密接に連携

するため MoU を締結し、広く社

会にアピールすることに成功す

るとともに、これらの企業２社と

それぞれ共同研究を開始し、

データやソフトウェア等の試用を

通して今後の事業化に向けた

検討を進め、機構の技術の社

会実装に至る素地を整えたこ

と。 
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とから一部の問題にうまく回答できていないと推測している。 

 また、令和７年度に新たに人手で作成した任意タスクのプロンプト

についても、プロンプトの字数で分類し「100 字未満」「100 字以上」

「200 字以上」についてそれぞれ各 200 件、第２段階目・第３段階目

を含む５種類の LLM の出力から最も優れたものを人手で選択する

評価作業を行った（評価者５名による多数決）。最も優れた出力とし

て選択される割合が、第２段階目から第３段階目でどの程度向上し

たかを見ると、「100 字未満」で 17.0％→53.2％、「100 字以上」で

18.2％→42.9％、「200 字以上」で 21.2％→43.5％と、大きな向上を

見せた。一方、令和６年度に作成した QA ベンチマーク 200 件（評

価者３名による多数決、回答が適切かどうかの判定）では、第１段

階目・第２段階目・第３段階目での精度の推移は 87.0％→83.5％→

85.5％と大きな改善は見られなかった。評価手法の違いはあるもの

の、QA ベンチマークにおけるプロンプトは平均字数が 21.6 文字に

とどまっており、それに対して今回新しく作成した任意タスクのプロ

ンプトは「100 字未満」でも平均 71.4 文字の長さがあることから、

2,080 億パラメータの LLM はより長く複雑なプロンプトに対して強く

なっていることが示唆される。 

 また、作成した LLM の実用タスクへの対応力をさらに向上させるた

めにファインチューニングを実施し、さらに、ファインチューニング時

の学習安定性と学習効率性の向上のため、以下のように学習環境

を改良した。 

‧ 学習安定性の向上：既存の学習環境では、学習途中のチェック

ポイントの保存時にネットワーク帯域（InfiniBand）や CPU、メモリ

といったリソースを大量に必要とするが、これらのリソース不足

により学習が停止することがあり、安定的な学習が困難であっ

た。上記問題に対して、省リソースでの学習を可能にする

DeepSpeed と ZeRO3を導入し、学習安定性を向上させた。 

‧ 学習効率の向上：省 GPU メモリと学習の高速化を可能にする

Padding-free を導入し、学習速度の向上を実現した。LLM のファ

インチューニング時には定められた数の学習事例をまとめて

バッチを構成しバッチ単位での学習を行うが、そのバッチの構成

時に全ての事例の長さを合わせる必要がある。既存の学習環境

では Padding トークンと呼ばれる仮の文字列を長さが短い事例

に追加してバッチを構成するが、Paddingトークンは、学習時のロ

ス計算などでは無視される仮の文字列のため、バッチ内に

Padding トークンが多くなると学習効率が下がる。この問題を解
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決するため、バッチ構成時と学習時に Padding トークンを不要と

し、GPU メモリと処理コストを低減できる Padding-free を導入し、

学習の高効率化を実現した。 

 約 10万件の学習データと A100 80GB GPGPU 64枚での検証の結

果、既存の学習環境と比べ約 12 倍の速度向上を確認した。また、

Padding-Free の適用有無での比較実験も実施し、Padding-Free に

よる 2.9倍以上の速度向上を確認した。 

 また、上述したインストラクションデータの一部を用いて、第３段階

目で作成した LLM をファインチューニングし、上記の事前学習で作

成した LLMの評価時と同様に JMMLUベンチマークのテストデータ

で評価した結果、ファインチューニングによる 5.4％の性能向上

（61.8％）を確認した。今後、多様な学習データを用いたファイン

チューニングでさらなる LLMの高度化が期待される。 

 なお、民間企業との共同研究を介して取得した高品質の学習デー

タも上述した事前学習の学習データに含まれており、今後、共同研

究を介してノウハウやデータを共有することで日本における LLM 研

究開発力強化とより強力な LLMが実現できると考えている。 

 LLM の安全性強化のため

に LLM が生成したテキスト

をWeb情報等と突き合わせ

て根拠を示す箇所、同義や

矛盾等さまざまな意味的関

係にある箇所を特定し、

LLM が生成したテキストの

妥当性を検証するための

手法・システムを開発す

る。 

 LLM の安全性強化に向けて、LLM が生成したテキストを Web 情報

等と突き合わせ、根拠を示す箇所や他にも矛盾や理由、帰結と

いった意味的関係にある箇所を Web 文書内から特定し、それを

ユーザに提示することで LLM が生成したテキストの妥当性を検証

する技術を開発した。また、LLMによるテキスト生成からそのテキス

トの妥当性検証までまとめて実施可能な LLM 生成テキスト検証

サービス WISDOM-CE を開発した。当初の開発予定では、根拠箇

所や矛盾を表す箇所等はそれぞれ独立に WISDOM-LLMで個別に

「思考パターン」を開発し、それらを個別に実行した結果を組み合わ

せることにより、複数の意味的関係に関する該当箇所を出力する

技術を開発する予定であったが、既に述べたように速度面における

改善の必要性が生じたため、支持(同義も含む)、矛盾、理由、帰

結、具体的方法、潜在的反論の６種類の意味的関係を一度に自動

分類し、さらに、入力として与えられたテキストパッセージ(Web 文書

内で連続する文を含むテキスト)から当該意味的関係に特に関係す

る重要な１文も同時に特定するという新規技術の開発を行った。あ

るテキストに対して矛盾、具体的方法、潜在的反論等といった複数

の異なる意味的関係に関するテキストを得る技術は世界的に見て

も類が無く、さらにそれを一度の分類処理で実行可能とする技術は

世界初の試みといえる。 
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 この生成テキストの妥当性検証の技術は LLM が生成したテキスト

を分割したテキスト断片を対象に処理を行うことを想定しているが、

このテキスト断片の中には箇条書きの見出し等、そのテキスト断片

だけでは生成テキスト内でその内容が書かれている意図等が不明

な場合があり、テキスト妥当性の検証が困難になるといった問題が

生じた。そこで、箇条書きの見出しなど、単体で意味の理解が困難

なテキストに対して LLMの入力プロンプトや前文脈等から必要な表

現を自動で補完し、自然な文として自動生成するといった、当初開

発を想定していなかった、これまでに無い新規生成技術の開発も

行った。この結果、例えば「奈良のおすすめの観光名所はどこ？」

というプロンプトに対して、「・東大寺」のような箇条書きの項目だけ

が生成された場合に、これを「奈良のおすすめの観光名所は東大

寺です。」のように生成することが可能となった。この生成されたテ

キストに対してテキスト妥当性検証処理を動かすことで、「・東大寺」

のように単体では意味の理解が困難なテキストに対する根拠や矛

盾等があるのかを適切に処理できる。この生成技術や前述の複数

の意味的関係の同時分類技術等の開発で必要となる学習データと

して合計で 200 万件以上となるデータを人手により作成した。この

際、データ収集のための「思考パターン」を個別に開発して

WISDOM-LLM を経由してアノテーション候補を収集して、学習に必

要となる有望なアノテーション候補を効率的に収集することを行っ

た。このように WISDOM-LLMは単純な(エンドユーザが利用する)ア

プリ開発だけでなく、データ収集等、さまざまな用途のためにも有効

に活用できるといえる。 

 また、実際に WISDOM-CE を動作させ、入力プロンプト「室内でペッ

トを飼うならどの動物が良いですか？」に対して生成されたテキスト

の一部が「(室内でペットを飼うなら)ハムスター(が良い)」であった場

合に、これと矛盾した内容として Web 文書から「乳児期を過ぎ、免

疫体質がアレルギー体質に決定された後、ハムスターなどを飼育

すると喘息発作など強いアレルギー反応を誘発する危険性がある」

といった結果を出力できており、この例からも、WISDOM-CE が偏っ

た LLM の生成テキストの出力に対してユーザがその内容を検証す

るために有益な材料を提示できているといえる。 

 内閣府 BRIDGEの支援のもと、Web文書から、LLMの生成テキスト

を支持する、もしくは矛盾するテキストを抽出する「裏取り」システム

WISDOM-CEをWISDOM-LLM上で開発し、報道機関において実証

実験を行った。 
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 また、LLM の安全性担保を目的として、ヘイトスピーチや有害情報

を含むテキストを Web ページから抽出し、人手によるアノテーション

をした 67 万件の学習データを整備した。このデータを用いてヘイト

スピーチや有害情報を検出可能な分類器を開発した。加えて、ヘイ

トスピーチや有害情報を LLM に生成させるためのプロンプトやジェ

イルブレイクのためのプロンプトを２万件作成した。 

 多種多様な LLM を柔軟か

つ動的に評価する能動的

評価基盤の構築に取り組

む。 

 能動的評価基盤の構想をとりまとめ、その要素技術について検討

した。LLMを評価する評価軸や LLMの評価に関する社会動向につ

いて多様な分野の有識者と議論を行い、情報収集を進めると共

に、今後さらに議論を深めるための地固めを行った。能動的評価基

盤を構築する上で WISDOM-LLM は重要なプラットフォームであり、

それを実現する技術は、能動的評価基盤のコア技術となる。また、

既に開発が進捗している WISDOM-LLM 上のアプリケーションであ

る WISDOM-CE は、能動的評価基盤のコアである。これらの点を踏

まえて、能動的評価基盤構築に向けた WISDOM-LLM の今後の開

発方針等を検討し、必要となる機能、データ等の基礎的な検討を実

施した。 

（ ３ ） ス マ ー ト

データ利活用基

盤技術 

（３）スマートデータ利活用基

盤技術 

 （３）スマートデータ利活用基盤技術 （３）スマートデータ利活用基盤技

術 

多様なセンシングデータを相互

連携することで予測や分析の目

的に適合した情報を生成する

データ利活用技術を研究開発し、

最適化された行動やリスクを避け

た健康的な生活様式を支援する

スマートサービス開発 ICT基盤の

実現を目指す中長期目標に対し

て、効率的にマルチモーダルAIモ

デルを作成するMMCRAIフレーム

ワークを活用して、交通分野に特

化したヒヤリハット基盤モデルや、

その応用となる運転支援向けモ

デル MM センシングを、総務省委

託研究に参画する企業と連携し

て構築し、これらの技術を仮想

エッジAIシミュレーション実験シス

テムに搭載して 200 仮想ノード規

 これまでに研究開発してき

たデータ連携分析基盤技

術に基づくマルチモーダル

AI モデル開発のフレーム

ワークを研究開発するとと

もに、これを用いた交通分

野の基盤モデル構築や運

転支援等の応用モデル開

発を外部機関との連携によ

り推進する。 

 画像やテキストなど、データの種類（モダリティ）に特化した事前学

習モデルを組み合わせてマルチモーダルモデルを効率的に構築す

る MMCRAI 手法を、標準的な AI 開発プロセスである MLOps に統

合した。これにより、マルチモーダルデータの整備から、モデルの調

整・学習、さらに実行環境へのモデル配備までを一貫して行えるフ

レームワークを開発した。このフレームワークでは、MMCRAI に

よって組み合わされる多様なデータ、モデル、パラメータなどの構

成情報や学習結果を記録し、検索・比較できるようにしたことで、試

行錯誤を伴うマルチモーダルモデルの開発を効率的に進められる

ようになった。 

また、このフレームワークを活用し、総務省委託研究に参画する企

業と連携して、交通分野に特化したヒヤリハット基盤モデルや、そ

の応用として運転支援向けの MMセンシングモデルを構築した。 

 データ連携分析プラット

フォームのトレーサビリティ

技術を研究開発し、これに

基づく情報資産整備プロセ

ス管理機能を実装するとと

 データ連携分析プラットフォームのトレーサビリティ技術の研究開発

では、データ・コード・AI モデルなどの情報資産について、権利・利

用条件（ライセンス）、依存関係、変更履歴を統合的に管理するト

レーサビリティ機能を開発した。これらを踏まえ、情報資産整備プロ

セス管理機能を実装し、情報資産の共同開発者によるライセンス
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もに、機構の総合テスト

ベッドに技術提供し、テスト

ベッド利用者らと連携した

情報資産循環進化に基づく

応用開発・実証を推進す

る。 

設定や変更内容を可視化できるようにすることで、ライセンス管理

の透明性を向上させた。また、機構の総合テストベッドへの技術提

供を実施すべく、本トレーサビリティ機能を情報資産循環進化プロ

セスに活用するため、総合テストベッド DCCSに組み込んだ。 

また、テストベッド利用者らと連携した応用開発・実証の推進に取り

組み、DCCSの情報資産を利用できる応用開発環境として、総務省

委託研究で開発した仮想エッジ AI シミュレーション実験システムを

連携させ対外提供を開始した。環境構築の自動化も進めるなどし

て最大 200 ノード規模の仮想エッジ環境を、利用者自身で構築でき

るようにした。このシステムを、電気通信事業者等３社に対して提供

し、情報資産を活用した連合型エッジ AI のシミュレーション実験を

実施した。加えて、配車サービス事業者等と連携し、当該システム

を活用する連合学習型エッジAI技術に関する共同研究の検討を開

始した。 

模のシミュレーション実験を、総務

省委託研究に参画する企業と連

携して実施したほか、標準化活動

として ITU-T SG21 においてメタ

バースプラットフォーム互換性に

関 す る Digital Twin 

Interoperability の勧告 H.770.1 を

策定 、 IOWN Global Forum の

DSDT TFでは機能アーキテクチャ

文書の改訂版を共同編集し、国

際標準化の推進に貢献したこと

は社会的価値の高い成果といえ

る。 

また、総務省委託研究によるス

マート運転支援の実証では、運転

支援モデル MMセンシングを用い

た運転リスク予測において、誤検

出率を 20％削減するなど実用性

能の向上を達成したうえで、 ISO 

26262および SOTIFに基づく安全

性評価を専門家と連携して実施

し、基盤モデルの信頼性を高めた

こと、連合型エッジAI技術AOPを

連合学習フレームワークの機能

モジュールとして提供し、エッジ機

器上での処理速度を従来比 30％

向上させるなど、実装面での性能

改善も進めたこと、CEATEC 2025

での展示、ヒヤリハット基盤モデ

ルや仮想エッジ AI シミュレーショ

ン実験システムの外部提供、国

際会議の企画セッションやハッカ

ソン等を通じた普及促進によっ

て、他分野への展開や産学の利

用拡大を推進、社会実装に向け

た取り組みを加速させる成果とい

える。 

 データ連携分析基盤技術

を応用したスマート運転支

援等の社会実証を、民間

企業らとの連携により推進

する。その際、運転リスク

予測モデルを汎用化した基

盤モデルを構築し、他の応

用開発でも利用できるよう

にする。また、分散連合機

械学習シミュレーション実

験システムに実証環境を再

現し、外部の研究者や技術

者が研究開発に活用でき

るよう公開する。 

 データ連携分析基盤技術を活用したスマート運転支援の社会実証

を進めるため、総務省委託研究の AI ドライブレコーダ向けに、映

像・心拍・CO2 信号を統合するマルチモーダル運転リスク予測モデ

ル（MM センシング）を高度化した。特に、映像のみでは検知が難し

いヒヤリハット事象を予測するため、複雑な運転状況にも対応可能

なファジィロジックを導入し、誤検出率を約 19％削減するなど実用

性能を大きく向上させた。また、エッジデバイス上でのリアルタイム

処理に対応するため軽量化を行い、実運用環境での活用可能性を

高めた。 

MMセンシングを汎用化した基盤モデルを構築した、その際、ニュー

ロシンボリック AI を応用し、検知内容を交通分野に適したテキスト

として自動生成する機能を実現した。具体的には、予測したヒヤリ

ハット事象を主体・行動・対象・方向・場所・副詞から成る記号テン

プレートとして表現し、そのテンプレートに基づいて精緻なシーン記

述文を生成する。本技術により、例えば「複数車両が密集し、トラッ

ク（左前方 2.36m）と車（左前方 2.13m）が衝突危険距離まで接近

した」といった詳細説明が可能となり、説明可能性が大幅に向上し

た。評価では ROUGE-LやWERにおいて従来の LLM（Gemini）を上

回る性能を確認した。また、ISO 26262・SOTIFに基づいた安全性評

価を専門家と連携して実施し、基盤モデルの信頼性を高めた。さら

に、この基盤モデルや仮想エッジ AI シミュレーション実験システム

の外部提供、国内学会の企画セッションやハッカソン等を通じた普

及促進によって、他分野への展開や産学の利用拡大を推進した。 
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連合エッジ AI 技術 Adaptive Offload Point（AOP）の実用性能を向

上させるべくリファクタリングを行い、Raspberry Pi、Jetson Nano、

Google Pixelなど多様なエッジデバイスで、処理速度の約 30％向上

やメモリ使用量の 25％削減を実現するなど、実運用に必要な性能

改善を達成した。 

これらの成果を基に、運送事業者らと連携し、研究成果を組み込ん

だ循環進化型AIドライブレコーダの社会実装を推進し、ドラレコメー

カーへの技術提供、運送事業者への運行管理ツールや安全運転

コーチングなどのサービスの展開、保険業界への運転リスク評価・

改善サービスの展開等を検討した。この AI ドライブレコーダを、日

本最大級のデジタルイノベーションの総合展である CEATEC2025

に出展し、認知度の向上を図った。 

 分散連合機械学習シミュレーション実験システムに実証環境を再

現し、外部の研究者や技術者が研究開発に活用できるよう公開す

べく、これまでに開発した仮想エッジ AI シミュレーション実験システ

ムに、総務省委託研究で構築したスマート運転支援の複数地域に

跨る実証環境を再現し、外部研究者・技術者が利用可能な形で公

開した。この公開環境は、総務省委託研究に参画する電気通信事

業者３社により、連合学習やエッジ AIの循環進化プロセスにおける

セキュリティ・プライバシー保護のシミュレーション実験に活用され、

実運用に近い形での検証を支援した。 

また、海外研究機関であるタイ国立電子コンピューター技術研究セ

ンター（NECTEC）と、スマートシティ向けエッジAIの活用に関する国

際共同研究の検討を開始するなど、国際的な研究連携に発展させ

た。 

さらに、テストベッド DCCS とシミュレーション実践システムを連携さ

せ、研究基盤としての利活用範囲を拡大した。これにより、国内の

配車サービス事業者らと連携し、連合型エッジ AI を用いた AI 配車

サービスの研究開発を推進した。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、顕著な成果の

創出が認められた他、将来的な

成果の創出が期待される実績も

得られたため、評定を「A」とした。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、着実な成果が

あったと認められる。 

 MMCRAI 手法を MLOps に統合

し、データ整備・モデル学習・配

備までを一貫して実施可能なマ

ルチモーダル AI 開発フレーム

ワークを構築したこと。これによ

り、多様なデータやモデル構

成、学習過程を記録・検索・比

較できる環境が整備され、試行

錯誤を伴うマルチモーダル AI開

発を科学的かつ体系的に進め

られる基盤を確立したこと。 

 開発したフレームワークを用い

て、交通分野に特化したヒヤリ

ハット基盤モデルや運転支援向

け MM センシングモデルなど、

外部機関と連携した応用モデル

開発を実際に推進し、その有効

性を実証したこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、顕著な成果が

あったと認められる。 

 分散連合機械学習シミュレー

ション実験システムを外部研究

者・技術者が利用できる形で公

開した上で、電気通信事業者３

社による循環進化型エッジAIの

 これまでに研究開発してき

た Beyond 5G/6Gサイバー

空間基盤技術に基づくデジ

タルツイン連携基盤（デジタ

ルツイン・オーケストレー

タ）の性能改善を行うととも

に、機構の Beyond 5G/6G

のサービス PoC や標準化

 デジタルツイン・オーケストレータのサービスPoCでは、革新的情報

通信技術研究開発委託研究（課題 05201）に参画する電気通信事

業者と連携し、モビリティ向け IoT セキュリティ情報基盤とのデジタ

ルツイン連携 PoC を実施した。また、欧州電気機器製造事業者と

連携し、都市 OS である FIWARE とテストベッド DCCS のプラット

フォーム横断デジタルツイン連携を構築した。さらに、自動車製造

事業者と協働し、運転デジタルツインと ADAS AI のオーケストレー

ション PoC を推進するなど、複数産業領域にまたがるサービス
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を推進する。 PoCを展開した。 

また、サービス PoC を通じて性能改善にも取り組み、デジタルツイ

ン・オーケストレータを AWSや FIWAREを含む複数プラットフォーム

へ移植し、利用環境の拡張性を大きく向上させた。また、デジタル

ツイン間の情報連携を柔軟化するため、ユーザ定義 Translator 機

能や、データ変換の効率・リアルタイム性を向上させる In-Context 

Translation 機能を開発し、マルチプラットフォーム環境での高い運

用性を実現した。 

さらに、国際標準化の推進では、ITU-T SG21において、メタバース

プラッ トフォーム互換性標準化の一環として Digital Twin 

Interoperability に関する勧告 H.770.1 を策定した。また、 IOWN 

Global Forum が策定を進める Data Space for Digital Twin 

Applications（DSDT）の機能アーキテクチャ文書の改訂版を共同編

集し、デジタルツイン・オーケストレータの機能構造を反映した。 

実証に活用したこと。 

 モビリティ向け IoT セキュリティ

情 報 基 盤 、 FIWARE – NICT 

DCCS 間の都市 OS 連携、運転

デジタルツインと ADAS AI の協

調制御など、複数産業領域にわ

たるサービス PoC を実施し、

Beyond 5G/6G 時代に必要とな

る産業横断的デジタルツイン連

携の実効性を実証したこと。 

 デジタルツイン・オーケストレー

タを AWS や FIWARE を含む主

要プラットフォームへ移植すると

ともに、マルチプラットフォーム

環境での拡張性・リアルタイム

性を高めたこと。 

 ITU-T SG21 にて Digital Twin 

Interoperability の勧告案を策定

し、さらに IOWN Global Forum の

DSDT アーキテクチャ文書の改

訂版を共同編集するなど、デジ

タルツイン連携技術の国際的な

標準形成に貢献したこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、顕著な成果が

あったと認められる。 

 マルチモーダル運転リスク予測

モデル（MM センシング）を高度

化し、誤検出率 20％削減やエッ

ジ端末でのリアルタイム処理を

実現するなど、実用レベルの性

能向上を果たしたこと。 

 同モデルを汎用化した基盤モデ

ルを構築し、ニューロシンボリッ

ク AI により高精度なシーン記述

生成を可能にするなど説明可能
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性を大幅に向上させ、この基盤

モデルや仮想エッジ AI シミュ

レーション実験システムの外部

提供、国内学会の企画セッショ

ンやハッカソン等を通じた普及

促進によって、他分野への展開

や産学の利用拡大を可能とした

こと。 

 加えて、連合エッジ AI技術 AOP

の性能を 30％高速化・25％省メ

モリ化するなど、社会実装に直

結する技術基盤を強化したこ

と。 

 これらの成果に基づき、運送事

業者・ドラレコメーカー・保険業

界と連携した循環進化型 AI ドラ

イブレコーダの実装検討が進ん

だこと。 

 

なお、この評定は、以下の「国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解」を踏まえて、決定した。 

 

国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解 

 

１．開催日 令和８年４月 23日（木） 10時 00分～17時 00分 

 

２．委員名簿 

安浦 寛人 委員長 国立情報学研究所 副所長 

安藤 真 委員 東京科学大学 名誉教授 

飯塚 久夫 委員 一般社団法人 量子フォーラム 総務担当理事 

栄藤 稔 委員 大阪大学 先導的学際研究機構 特任教授（常勤） 

太田 勲 委員 兵庫県立大学 名誉教授（前学長） 

國井 秀子 委員 芝浦工業大学 客員教授 

徳永 健伸 委員 東京科学大学 名誉教授 

後藤 厚宏 委員 情報セキュリティ大学院大学 教授 

渡辺 文夫 委員 Fifth Wave Initiative 代表 

 

３．委員長及び委員からの意見 
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（ユニバーサルコミュニケーション分野について） 

 自己評価として年度評定 S、期間実績評定 Sは妥当である。 

 ChatGPTの登場や国際情勢の変化など、想定外の変化に対し、NICTが短期間で迅速に大規模 LLM構築や翻訳対応を実現した点を高く評価する。 

 その背景には、長年にわたり NICT が蓄積してきた言語データという強固な基盤があり、この第５期は、NICT のデータ資産と技術力の「底力」を示した期間であり、委員

全員が高い評価を共有している。 

 今後の AI 研究については、基盤アーキテクチャの深化に進むのか、あるいは基盤モデルを前提とした利活用・実運用に重心を移すのかという研究の方向性そのもの

が問われている。今後、データが極めて重要な資産となる中、NICT においては他機関との役割分担を意識しつつ、貴重なデータや実環境という具体的な素材を軸に、

日本国内の AI 研究拠点（NICT、産総研、NII 等）をつなぐボトムアップ型の連携を主導し、分野全体の持続的な発展と研究基盤の底上げにつなげていくことが期待され

る。また、ソブリン AIのあるべき姿などの検討やそのための技術の諸外国への展開などについても議論を深めてほしい。 

 

（全体を通して） 

 多くの分野で素晴らしい成果が上がっている。 

 ICT 分野の急速な技術進展や国際情勢を含む社会環境の変化により、５年の中長期目標を固定的に設定することは一層困難となっている。状況に応じた柔軟な見直

しは必要である一方、場当たり的な変更とならないよう、予見困難な重大事象の発生を想定し、目標を見直す際の考え方や手順をあらかじめ整理することが重要であ

る。 

 特にサイバーセキュリティや AI分野においては、NICTが果たすべき社会的役割・国家戦略上の役割をより明確に位置付けた上で、業務や研究領域の拡大に応じた予

算措置や組織体制の在り方について、既存の枠内にとどまらず、組織の見直しも含めた検討が必要である。 

 評価に当たっては、精緻な議論のために大量の資料を用いることの意義は大きいものの、研究者・職員の負担が相当大きい可能性があり、毎年同水準の精緻な評価

を実施する必要性については再考の余地がある。研究内容に加え、組織の在り方や国家戦略上の位置付けについて多様な意見を取り入れる観点から、外部有識者と

の継続的な対話は重要であり、例えばテーマを絞る、網羅的な評価は隔年で実施する等の評価の在り方をはじめ、評価委員会の役割や活用方法についても検討が求

められる。 

 第５期では、研究段階から社会実装を意識する取組が全体として定着し、連携やエコシステム形成にも一定の進展が見られた。スタートアップ支援を含め、ファンディン

グエージェンシーの仕組みや大学との連携も活用した、スピーディーに動ける文化づくりが今後の課題である。多くの優れた成果を踏まえ、変化に柔軟に対応できる仕

組み整備や多様な人材の確保と、広報を含めた発信・連携の強化が期待される。 

 サイバーセキュリティ分野とユニバーサルコミュニケーション分野の連携を一層強化し、NICT 内で団結して、ネットワークと AI のセキュリティを一体的に捉えた横断的な

研究を推進することも期待する。 

 

上記見解を踏まえ、機構として年度評定を S、期間実績評定を S とする。 
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中長期目標・中長期計画 

中長期目標 中長期計画 

１.重点研究開発分野の研究開発等 

（４）ユニバーサルコミュニケーション分野 

我が国において、これまでにない価値の創造や社会システムの変革等をも

たらす新たなイノベーション力を強化するためには、「社会（価値）を創る」能

力として、人工知能等の活用によって新しい知識・価値を創造していくための

基礎的・基盤的な技術が不可欠であることから、【重要度：高】として、以下の

研究開発等に取り組むとともに、研究開発成果の普及や社会実装を目指す

ものとする。 

１－４．ユニバーサルコミュニケーション分野 

誰もが分かり合えるユニバーサルコミュニケーションの実現を目指して、音声、テキスト、セ

ンサーデータ等の膨大なデータを用いた深層学習技術等の先端技術により、多言語コミュニ

ケーション技術、社会知コミュニケーション技術、スマートデータ利活用基盤技術の研究開発を

実施する。また、多様なユーザインターフェースに対応したシステムの社会実装の推進等に取

り組む。これらにより、Beyond 5G 時代に向けて、ICT を活用した様々な社会課題の解決や新

たな価値創造等に貢献する。 

①多言語コミュニケーション技術 

「グローバルコミュニケーション計画 2025」（令和２年３月 31日総務省）に基

づき、文脈や話者の意図、周囲の状況等の多様な情報源も活用した、ビジネ

スや国際会議等の場面においても利用可能な実用レベルの自動同時通訳を

実現する技術の研究開発を実施する。政府の外国人材受入れ・共生政策や

観光戦略等を踏まえた重点対応言語の充実･拡大、2025年大阪・関西万博も

見据えた新たな社会ニーズや多様なユーザインターフェースに対応した同時

通訳システムの社会実装の推進等にも取り組む。 

（１）多言語コミュニケーション技術 

「グローバルコミュニケーション計画 2025」（令和２年３月 31 日総務省）に基づき、文脈や話

者の意図、周囲の状況等の多様な情報源も活用した、ビジネスや国際会議等の場面において

も利用可能な実用レベルの自動同時通訳を実現する多言語コミュニケーション技術を研究開

発する。政府の外国人材受入れ・共生政策や観光戦略等を踏まえた重点対応言語の充実･拡

大、2025年大阪・関西万博も見据えた新たな社会ニーズや多様なユーザインターフェースに対

応した同時通訳システムの社会実装の推進等にも取り組む。 

（ア）音声コミュニケーション技術 

旅行、医療、防災等を含む日常会話の音声認識精度・音声合成音質が実用レベルに達して

いる重点言語に関して、ビジネスや国際会議での講演及び議論等の音声を実用的な精度で自

動文字化する音声認識技術を実現するため、①特に重要となる最重点言語(日英中等)に関し

て各言語 700 時間程度、その他の重点言語に関して各言語 350 時間程度の音声認識用音声

コーパスの構築、②音声認識エンジンの低遅延化及び明瞭度が中程度の発声に対する精度

の向上、③音声／非音声、複数話者、複数言語が混在するオーディオストリームから発話内

容を自動文字化する技術の確立を目指す。 

また、同重点言語に関して、翻訳結果を円滑に伝達する音声合成技術を実現するため、④

肉声レベルの音声合成技術の確立、⑤自然性劣化の少ない声質制御技術の確立を目指す。 

さらに、旅行、医療、防災等を含む日常会話の音声認識精度・音声合成音質の実用レベル

への強化が必要な重点言語に関して、日常会話等の実用的な音声翻訳に対応するため、⑥

各言語 700 時間程度の音声認識用音声コーパスの構築、⑦音声認識エンジンの高精度化、

⑧実用的な音質の音声合成技術の確立を目指す。 

（イ）自動同時通訳技術 

ビジネスや国際会議等の場面に対応した実用的な自動同時通訳技術を実現するため、①

低遅延の自動同時通訳を実現するための入力発話の分割点検出技術、要約等外部処理と翻

訳との融合を行う技術の確立、②様々な分野における多言語の情報を日本語のみで受発信

可能とする翻訳技術の確立、③対訳データ依存性を最小化する技術の確立、④一文を越えた
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情報（文脈、話者の意図、周囲の状況等）を利用して翻訳精度を高める技術の確立、⑤自動同

時通訳の評価技術の確立を目指す。 

また、社会実装を着実に進めるため、⑥多様な分野でも利用可能な多言語自動翻訳の実現

に向けた翻訳バンクによる大規模な対訳の構築、⑦旅行、医療、防災等を含む日常会話の翻

訳品質の実用レベルへの強化が必要な重点言語を含めた対訳コーパスの構築を図る。 

（ウ）研究開発成果の社会実装 

2025 年大阪・関西万博を見据え、新たな社会ニーズや多様なシーンを想定したユーザイン

ターフェースの活用を踏まえつつ、①グローバルコミュニケーション開発推進協議会等の産学

官の関係者が集う場の活用、②開発した技術を利用したサービスやこれと様々な技術とを組

み合わせたサービスの事業化等を希望する企業等に対する実証実験への支援、技術の試験

的な提供等、③実証実験等で得られた課題や知見の研究開発へのフィードバック、④企業等

が事業化に至る場合の技術のライセンス提供等による技術移転等着実な社会実装の推進、

⑤開発した技術の社会実装に結びつくソフトウェアの開発及び運用により、（ア）及び（イ）の研

究開発成果である自動同時通訳技術又はこれと様々な技術が連携したシステムや各技術の

社会実装の推進を図る。 

なお、令和６年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、「国民の

安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策～全ての世代の現在・将来の賃金・所得を

増やす～」の一環として潜在成長率を高める国内投資を拡大するために措置されたことを認

識し、多言語学習データ・評価データの整備及び複数の言語に対応した多言語 LLM を活用し

た多言語翻訳技術の開発・評価を実施する。 

また、令和７年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、「「強い

経済」を実現する総合経済対策～日本と日本人の底力で不安を希望に変える～」の一環とし

て危機管理投資・成長投資による強い経済を実現するために措置されたことを認識し、文脈や

周辺情報、文化等を踏まえた異なるデータを組み合わせ、様々な分野に対応可能で高度な翻

訳技術実現に資する多言語 AIの開発を行う。 

②社会知コミュニケーション技術 

ユーザの背景や文脈に合わせた音声対話の実現に向け、インターネット等

に蓄積された情報を高度な深層学習技術等により取得・融合し、ユーザの興

味に合わせて組み合わせや類推等で仮説推論も行う技術の研究開発を実施

するものとする。さらに、我が国における大規模言語モデルの開発力強化及

びリスク対応力強化に向け、大量・高品質で安全性の高い日本語を中心とす

る学習用言語データを整備・拡充し、我が国の大規模言語モデル開発者等に

アクセスを提供するとともに、大規模言語モデルに起因する様々なリスクに対

応するための技術の研究開発を実施するものとする。 

（２）社会知コミュニケーション技術 

高度な深層学習技術等を用いて、インターネット等から、複数文書の情報を融合しつつ、そ

れらに書かれている膨大な知識すなわち社会知を、人間にとってわかりやすい形式で取得し、

さらには、それら社会知の組み合わせや類推等で様々な仮説も推論する技術を開発する。 

また、同様に深層学習技術等を活用し、前記技術で得られた社会知や仮説、さらには用途

や適用分野に合った目的やポリシー等を持つ仮想人格を用い、ユーザの興味、背景や文脈に

合わせた対話等ができる社会知コミュニケーションシステムを開発する。 

さらに、上で述べたようなインターネット等から知識、仮説を取得する技術や、それらを活用

する音声対話システム等、インターネット等の知識・情報を活用する高度な AI サービスにおい

て、ユーザの要求の変動に質的、量的にエラスティックに追従し、運用コストを低減する技術を

研究開発する。 
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加えて、これらの技術によってより多様な人々が社会知をより有効に活用できる社会の実現

に貢献し、また、開発した技術の社会実装を目指す。 

さらに、我が国における大規模言語モデルの開発力強化及びリスク対応力強化に向け、大

量・高品質な日本語を中心とする学習用言語データを整備・拡充し、我が国の大規模言語モデ

ル開発者等に提供するとともに、大規模言語モデルに起因する様々なリスクに対応するため

の技術の研究開発を実施するものとする。 

なお、令和５年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、「デフレ

完全脱却のための総合経済対策～日本経済の新たなステージにむけて～」の一環として成長

力の強化・高度化に資する国内投資を促進するために措置されたことを認識し、大量・高品質

な日本語を中心とする学習用言語データの整備・拡充及び我が国の大規模言語モデル開発

者等への提供並びに大規模言語モデルに起因する様々なリスクに対応するための技術の研

究開発のために活用する。 

また、令和６年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、「国民の

安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策～全ての世代の現在・将来の賃金・所得を

増やす～」の一環として潜在成長率を高める国内投資を拡大するために措置されたことを認

識し、大量・高品質な日本語を中心とする学習用言語データの整備・拡充及び我が国の大規

模言語モデル開発者等への提供並びに LLM 活用の安全性を確保するため、生成されたテキ

ストの根拠・矛盾等の検証、改善等を支援する技術の研究開発のために活用する。 

なお、令和７年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、「「強い

経済」を実現する総合経済対策～日本と日本人の底力で不安を希望に変える～」の一環とし

て危機管理投資・成長投資による強い経済を実現するために措置されたことを認識し、日本の

政府機関・企業が信頼して活用できる大規模言語モデルの開発を支援するため、大量・高品

質な日本語を中心とする学習用言語データの整備・拡充及び多種多様な大規模言語モデルを

柔軟かつ動的に評価する能動的評価基盤の構築のために活用する。 

③スマートデータ利活用基盤技術 

多様なセンシングデータを相互連携することで予測や分析の目的に適合し

た情報を生成するデータ利活用技術の研究開発を通じて、最適化された行

動やリスクを避けた健康的な生活様式を支援する等スマートサービス開発

ICT基盤の実現を目指すものとする。 

（３）スマートデータ利活用基盤技術 

実世界の様々な状況を随時把握し最適化された行動支援を行うことを目的として、多様な分

野のセンシングデータを適切に収集し、複合的な状況の予測や分析の処理を、個々の環境に

適合させ、同時に相互に連携させながら全体最適化を行う分散連合型の機械学習技術や

データマイニング技術の研究開発を行う。これらの技術により、従来のパブリックデータに加え

プライベートデータも活用した予測や分析を可能にし、データ収集・予測・分析のモデルケース

を種々の課題解決に効果的に展開できるようにする。具体的には、これらの技術を用いて、地

域の環境問題を考慮した安全・快適な移動や健康的な生活等を支援するスマートサービスを

自治体等に展開できるよう、その開発に必要なプラットフォームを構築し、その実証を行うこと

により、技術の社会実装につなげていく。 
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国立研究開発法人情報通信研究機構 令和７年度の業務実績に関する項目別自己評価書（No.5 フロンティアサイエンス分野） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

中長期目標の当該項目 Ⅲ．－１．－（５）フロンティアサイエンス分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

国立研究開発法人情報通信研究機構法第 14 条第１項

第一号 

当該項目の重要度、難易度 重要度：高 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

行政事業レビューシート **** 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）※５ 

 基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値） 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

査読付き論文数 - 144 107 178 158 165 予算額（百万円） 38,946 37,684 26,383 11,852 31,777 

招待講演数※１ - 72 93 84 103 121 決算額（百万円） 6,859 16,397 23,815 7,886 12,715 

論文被引用総数※２ - 50 31 56 46 80 経常費用（百万円） 6,563 7,577 11,509 14,597 18,236 

過年度発表を含む論

文被引用総数※３ 
- 50 341 965 901 1,557 経常利益（百万円） △199 △118 △306 △103 △1,183 

実施許諾件数 - 14 16 14 17 15 行政コスト（百万円） 6,916 7,693 12,381 15,590 19,218 

報道発表件数 - 10 12 10 16 14 従事人員数（人） 62 61 63 78 82 

共同研究件数※４ - 127 143 153 165 163       

標準化や国内制度化

の寄与件数 
- 126 100 172 90 115       

標準化や国内制度化

の委員数 
- 18 17 28 25 20       

※１ 招待講演数は、招待講演数と基調講演数の合計数 

※２ 当該年度に発表した査読付き論文についての、クラリベイト・アナリティクス InCites Benchmarking に基づく被引用の総数（当該年度の３月調査）。 

※３ 過去３年間（ただし、今中長期期間の始期である令和３年度以降を対象とし、令和３年度は１年間、令和４年度は２年間とする）に発表した査読付き論文についての、クラリベイト・アナリティクス InCites Benchmarking に基づく被

引用の総数（当該年度の３月調査）。 
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※４ 当該年度以前に契約し、契約が実施されている共同研究契約件数（当該年度の３月末調査）。 

※５ 予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。従事人員数は、常勤職員の本務従事者数。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標・中長期計画（リンク先へ） 

中長期計画

（小項目） 

年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の主な業務実績等 自己評価 

１－５．フロンテ

ィアサイエンス

分野 

１－５．フロンティアサイエン

ス分野 

＜評価軸＞ 

 研究開発等

の 取 組 ・ 成

果の科学的

意 義 （ 独 創

性、革新性、

先 導 性 、 発

展 性 等 ） が

十 分 に 大 き

なものである

か。 

 研究開発等

の 取 組 ・ 成

果が社会課

題 ・ 政 策 課

題の解決に

つ な が る も

のであり、ま

たは、それら

が社会的価

値の創出に

十分に貢献

す る も の で

あるか。 

 研究開発等

の成果を社

会実装につ

 評定 Ａ 

１－５．フロンティアサイエンス分

野 

 

我が国におけるこれまでにな

い価値の創造や社会システムの

変革等をもたらすイノベーション

を強化するための先進的・基礎

的な技術の研究開発に取り組む

とともにその成果の普及と社会実

装を行うという中長期目標に対し

て、第５期中長期期間の最終年

度として年度計画を着実に達成

した上で以下の顕著な成果の創

出が認められた。 

フロンティア ICT 基盤技術で

は、集積型超伝導回路基盤技術

に関して、理化学研究所、東京大

学との共同研究において、機構

が有する高品質な窒化チタン薄

膜成膜技術と、スパイラル形状を

組み合わせた独自の設計によ

り、長寿命性の指標である内部Q

値が世界最高水準の平面型超

伝導薄膜共振器を開発すること

に成功し、TiN 薄膜を企業に有償

提供したほか、自然知を規範とし
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な げ る 取 組

（技術シーズ

を実用化・事

業 化 に 導 く

等）が十分で

あるか。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 具体的な研

究開発成果 

 研究開発成

果の移転及

び利用の状

況 

 共同研究や

産学官連携

の状況 

 デ ー タ ベ ー

ス等の研究

開発成果の

公表状況 

 （ 個 別 の 研

究開発課題

における）標

準や国内制

度の成立寄

与状況 

【モニタリング

指標】 

 査読付 き論

文数 

 招待講演数 

 論文の合計

被引用数 

 研究開発成

果の移転及

た知的情報処理技術の構築に関

連し、ショウジョウバエの遺伝子

操作を用いた脳神経回路の改変

によって本能行動のプログラムを

書き換え、行動パターンを種間移

植することに成功し、Science に

掲載された。 

先端 ICT デバイス基盤技術で

は、高強度深紫外 LED の配光角

を精密制御し、大型ホール上層

空間のみに照射する世界初の技

術を開発し、人への高い安全性

を確保しながら、大規模空間中

の浮遊ウイルスを高速に不活性

化するシステム開発に成功、水

銀ランプ使用時と比較し浮遊コロ

ナウイルスの 99.9％不活性化時

間を大幅に短縮（72％減）した。 

量子情報通信基盤技術では、

単一光子間の和周波発生を利用

した量子もつれ交換に世界で初

め て 成 功 し 、 Nature 

Communications 誌に掲載され

た。 

脳情報通信技術では、Nature 

Human Behaviour 、 Nature 

Communications 、 Nature 

Neuroscience といったトップジャ

ーナルに掲載される科学的意義

の高い成果を複数創出し、報道

発表がメディアで報道されるほ

か、民間企業との共同研究で特

許出願や技術移転、商用サービ

スにつなげるなど、科学的意義、

社会的価値を中心とした非常に

優れた成果をあげた。 
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び利用に向

けた活動件

数 （ 実 施 許

諾件数等） 

 報道発表や

展示会出展

等の取組件

数 

 共同研究件

数 

 （ 個 別 の 研

究開発課題

における）標

準化や国内

制度化の寄

与件数 

以上のことから、適正、効果的

かつ効率的な業務運営を行い、

また「研究開発成果の最大化」に

向けた顕著な特別な成果の創出

等が得られたと認め、評定を「Ａ」

とした。 

（１）フロンティア

ICT 基盤技術 

（１）フロンティア ICT 基盤技

術 

（１）フロンティア ICT 基盤技術 

 

（１）フロンティア ICT 基盤技術 

 

集積型超伝導回路基盤技術に

関して、理化学研究所、東京大

学との共同研究において、機構

が有する高品質な窒化チタン薄

膜成膜技術と、スパイラル（渦巻

き型）形状を組み合わせた独自

の設計により、長寿命性の指標

である内部 Q 値が世界最高水準

の平面型超伝導薄膜共振器を開

発することに成功し、また、超伝

導ナノストリップ光子検出器にお

いてこれまでで最高となる 95％

以上の検出効率を達成したこと

は、いずれも、量子情報通信技

術をはじめとする様々な応用技

術分野における新規技術の実現

に向けた貢献を大きくするもので

あることから、科学的意義が非常

に高い成果であり、そして、社会

実装においても優れた成果であ

る。 

一方、超高周波基盤技術に関

して、高 Q 値リング型光共振器を

作製し Qint > 2x106 (FWHM < 

100MHz)を達成したことにより励

起光強度 100mW 以下でコムの発

生を可能としたこと、ナノハイブリ

ッド基盤技術に関して、上下配置

アンテナアレイ型 EO ポリマー光

（ア）集積型超

伝 導回 路基 盤

技術 

（ア）集積型超伝導回路基盤

技術 

（ア）集積型超伝導回路基盤技術 

 

これまで開発してきた技術

を駆使・融合することにより、

今中長期計画の最終目標で

ある 200～300 ピクセル規模

のSSPDアレイの動作実証を

行う。また、次期中長期計画

に向けた SSPD 高度化技術

の検討を実施する。 

 超伝導ナノストリップ光子検出器においてこれまでで最高となる

95％以上の検出効率を達成した。光子検出器の検出効率は、量子

情報通信技術をはじめとする様々な応用技術分野における新奇技

術の実現を大きく左右する性能であり、これらの応用技術の実現に

向けて重要な位置づけとなる成果となる。 

 超伝導ワイドストリップ光子検出器において、波長 2μm に対して

71％の検出効率の達成に成功した（Optics Express誌掲載）。機構

の独自技術である超伝導ワイドストリップ光子検出器においてこれ

まで開発を進めてきた波長 1550nm よりも長い波長となる 2μm にお

いても高い検出効率を達成することに成功したことは世界で初めて

の成果であり、また LIDARなど新たな応用技術への展開に向けた足

掛かりとなる重要な成果である。なお、令和５年度に Optica 

Quantum 誌に発表した超伝導ワイドストリップ光子検出の論文に対

して、第 41 回電波通信普及財団賞「テレコムシステム技術賞」が授

与された。 

 今中長期計画の最終目標である 200～300 ピクセルを大きく超える

10000 ピクセル SSPD アレイを開発し動作実証に成功した。今後のさ

らなるピクセル数の増加に向けた重要な位置づけとなるとともに、単

一光子イメージングや単一光子分光など、SSPD 応用の新たな可能

性を拡げる結果となっている。 

 東北大学との共同研究成果により「量子もつれ光子ルータの開発に

成功」（Advanced Quantum Technologies 誌掲載、報道発表）、量子

ICT 研究室との研究成果により「単一光子間の和周波発生を利用し

た量子もつれ交換に世界で初めて成功」（Nature Communications

誌掲載、報道発表）など、SSPD 応用に関する優れた成果が得られ

た。量子情報通信技術における重要な新奇技術の創出に寄与した

ことは、今後の量子情報通信技術の発展に向けた重要な位置づけ
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となる成果である。 変調器を THz 波受信器として使

用し量産化可能なデバイス構造

の THz‐光信号直接変換器を用

いたアナログ RoF として世界最高

周波数である 150GHz 帯での 20 

Gbps の QPSK 信号の無線伝送

を実証したこと、自然知を規範と

した知的情報処理を行うアルゴリ

ズムおよびシステム構築に関連

し、遺伝子操作を用いた脳神経

回路の改変によって本能行動

（求愛行動）のプログラムを書き

換え、行動パターンを種間移植

することに成功したこと、バイオ

ICT 基盤技術に関して、DNA ナノ

スプリングを用いて神経疾患タン

パク質の力学異常の検出に成功

し、また、DNA ナノ構造体上を動

くリニア分子モータから安定した

0.1Hz の回転を起こす回転モータ

を構築したこと等は、科学的意義

が非常に高い成果であり、そし

て、社会的価値においても優れ

た成果である。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、顕著な成果

の創出が認められた他、将来的

な成果の創出が期待される実績

も得られたため、評定を「Ａ」とし

た。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

超伝導量子ビットに関する

研究においても、今中長期

計画の最終目標となっている

量子ビットの高性能化を目指

し、これまで開発してきた技

術を駆使することで、窒化物

超伝導量子ビットの作成と性

能評価を実施する。 

 極低温冷凍機システムおよび超伝導量子ビット制御システムを用い

た超伝導量子ビット性能評価が可能となる測定系を構築した。これ

までは外部に頼ることが多かった超伝導量子ビットの性能評価であ

ったが、超伝導 ICT 研究室において測定系を構築することに成功し

たことは、今後の開発サイクルを加速するための着実な成果となっ

ている。また、外部共同研究とのクロスチェックが可能となったことに

より測定結果の信頼性の向上や、問題点追求に有効な手立てとな

る。 

 我々が独自に開発を進めている TiN/MgO/TiN エピタキシャル接合

を用いて超伝導量子ビットを作製し、構築した測定系を用いて、初め

てそのコヒーレンス時間観測に成功した。本成果は、この TiN と MgO

が格子不整合 0.1％以下という特徴に着目して、前年度フルエピタキ

シャル成長に成功した TiN/MgO/TiN 接合を用いた超伝導量子ビッ

トを開発し、超伝導量子ビットの重要な性能指標の一つであるコヒー

レンス時間の観測に成功しており、現在主流となっている Al 系ジョ

セフソン接合に替わる新たな材料プラットフォームにつながる成果で

ある。 

 理化学研究所、東京大学との共同研究において、機構が有する高

品質な TiN 薄膜成膜技術と、スパイラル（渦巻き型）形状を組み合わ

せた独自の設計により、長寿命性の指標である内部 Q 値が世界最

高水準の平面型超伝導薄膜共振器を開発することに成功した（EPJ 

Quantum Technology 誌掲載、報道発表）。超伝導量子ビットにおけ

る長寿命性は、今後の量子ビット数のスケーリングにおいて、非常

に重要な特性の一つであると言える。 

 富士通株式会社と MTA（Material Transfer Agreement）を締結して

TiN 薄膜を有償提供した。富士通株式会社は、現在超伝導量子コン

ピュータの製品化に向けた研究開発を進めており、その中で機構の

TiN 薄膜成膜技術を重要な技術と位置づけ、共同研究を進めるのに

並行して、TiN 薄膜の有償提供を実施した。超伝導量子コンピュータ

の国内企業製品化を推し進める重要な成果と位置づけられる。 

（イ）ナノハイブ

リッド基盤技術 

（イ）ナノハイブリッド基盤技

術 

（イ）ナノハイブリッド基盤技術 

 

超高速光制御デバイス・サ

ブシステムの創出に向けて、

超高速・超低消費電力・小型

 ２次元（2D）光操作に向けて 64ch 非周期 2D 配列光フェーズドアレイ

（OPA）を試作した。光入射分岐部と光出射アンテナ部には、入射光

強度と出射グレーティングの回折効率を高くするために光損傷敷居

値と屈折率が高い窒化シリコン（SiN）を使用した。先に SiN 導波路を
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光変調器や２次元光制御素

子の基本動作実証を行う。 

作製した基板表面に、位相制御部となる電気光学（EO）ポリマー導

波路を転写法により作製した。SiN 導波路→EO ポリマー導波路→

SiN 導波路の高効率層間結合を実現し、2D ベクトル走査による文字

描画を実証した。論文２件、基調講演１件、招待講演４件、特許登録

１件、展示会出展２件、共同研究４件。 

 Beyond 5G の基盤となるデータ通信の高速化に向けて、200Gbaud

以上の高速化と低電圧駆動が期待できる、InP/EOポリマーハイブリ

ッド（IOH）光変調器を試作し、Si 光変調器よりも低電圧で線型性が

良好な光変調を確認した。論文１件、招待講演５件、特許登録１件、

展示会出展２件、共同研究４件。 

 集積型超伝導回路基盤技術に

関して、機構の独自技術である

超伝導ワイドストリップ光子検

出器において、これまで開発を

進めてきた波長 1550nm よりも

長い波長 2μm に対しても 71％

という高い検出効率の達成に

成功したこと。 

 超伝導量子ビットにおける長寿

命性は、今後の量子ビット数の

スケーリングにおいて、非常に

重要な特性の一つであると言え

るが、集積型超伝導回路基盤

技術に関して、理化学研究所、

東京大学との共同研究におい

て、機構が有する高品質な窒

化チタン薄膜成膜技術と、スパ

イラル（渦巻き型）形状を組み

合わせた独自の設計により、長

寿命性の指標である内部 Q 値

が世界最高水準の平面型超伝

導薄膜共振器を開発することに

成功したこと。 

 ナノハイブリッド基盤技術に関し

て、上下配置アンテナアレイ型

EO ポリマー光変調器を THz 波

受信器として使用し、量産化可

能なデバイス構造の THz‐光

信号直接変換器を用いたアナ

ログ RoF として世界最高周波数

である 150GHz 帯での 20 Gbps

の QPSK 信 号 の 無 線 伝 送

（BER: 1×10-3）を実証し、ドイツ 

デュースブルク・エッセン大学

（UDE）で開発した高出力 THz フ

ォトダイオードを THz 波送信器

として使用し、140 GHz 帯での

超広帯域電磁波制御デバ

イス・サブシステムの創出に

向けて、無線光変調素子の

モジュール化と無線伝送特

性評価系の最適化の検討を

行う。 

 上下配置アンテナアレイ型 EO ポリマー光変調器を THz 波受信器と

して使用し、量産化可能なデバイス構造の THz‐光信号直接変換器

を用いたアナログ RoF として世界最高周波数である 150GHz 帯での

20Gbps の QPSK 信号の無線伝送（BER：1×10-3）を実証した。ドイツ 

デュースブルク・エッセン大学（UDE）で開発した高出力 THz フォトダ

イオードを THz 波送信器として使用し、140GHz 帯での 10Gbps 

QPSK 信号の無線伝送を実証した。375GHz 帯 EO ポリマー光変調

器に光ファイバーを接続したモジュールを試作し、様々な実験システ

ムへの組込みを容易にした。光支援フロントエンド技術の開発に関

して、ドイツ UDE と共同研究を実施中である。EO ポリマーを用いた

アンテナ結合型テラヘルツ光変調器とプロセス技術の研究開発に

関して、第 38 回独創性を拓く 先端技術大賞 社会人部門 産経新

聞社賞を受賞した。論文１件、招待講演８件、特許登録１件、共同研

究５件、受賞１件。 

電気光学(EO)ポリマー素

子を用いた超広帯域電界セ

ンシングにおいて、材料性能

の向上と積層化技術等の更

なる高度化を行い、高効率・

超広帯域電界検出を実証す

る。 

 電気光学（EO）ポリマー素子を用いた超広帯域電界センシングのた

め、世界で初めて開発した EO ポリマー自立膜・積層膜作製技術の

更なる高度化を行い、大面積化に向けて 25mm 四方の EO ポリマー

自立膜の作製に成功した。さらに、25mm 四方の EO ポリマー自立膜

を離型フィルムと低粘着フィルムで挟んだキャリアフィルム構造の作

製に成功した。大面積 EO ポリマー自立膜を細かくカットすることによ

る多層の積層膜作製の大幅な効率化や大面積化キャリアフィルム

構造から他の基板へ転写することによる EO ポリマー導波路デバイ

スの作製への展開の基盤となる成果が得られた。さらに、EO ポリマ

ー自立膜・積層膜の汎用化と社会展開へ向けて企業と共同研究を

実施した。招待論文１件、招待講演８件、特許登録４件、共同研究３

件。 

（ウ）超高周波基盤技術 （ウ）超高周波基盤技術 
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（ウ）超高周波

基盤技術 

 10 Gbps QPSK 信号の無線伝送

を実証したこと。EO ポリマーを

用いたアンテナ結合型テラヘル

ツ光変調器とプロセス技術の研

究開発に関して、第 38 回独創

性を拓く先端技術大賞社会人

部門産経新聞社賞を受賞した

こと。 

 バイオ ICT 基盤技術に関して、

DNA ナノ構造体上を動くリニア

分子モータから安定した 0.1Hz

の回転を起こす回転モータを構

築したこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、顕著な成果があっ

たと認められる。  

 超高周波基盤技術に関して、高

Q 値リング型光共振器を作製

し 、 Qint > 2x106 (FWHM < 

100MHz)を達成した。これによ

り、励起光強度 100mW 以下で

コムの発生を可能としたこと。 

 自然知を規範とした知的情報

処理を行うアルゴリズムおよび

システム構築に関連し、遺伝子

操作を用いた脳神経回路の改

変によって本能行動（求愛行

動）のプログラムを書き換え、行

動パターンを種間移植すること

に成功したこと。 

 バイオ ICT 基盤技術に関して、

DNA ナノスプリングを用いて神

経疾患タンパク質の力学異常

を検出することに成功し、すな

わち、神経細胞内におけるタン

ミリ波及びテラヘルツ波を

用いた無線システムの実用

化に向けて重要となるトラン

シーバのモジュール化技術

の確立に向けて、超高速無

線通信の実現に向けた基盤

技術として、フェーズドアレイ

方式のテラヘルツ波帯ビー

ムステアリング無線送受信

機の開発と測定・評価検証

に関する研究開発を進める

とともに、これらの基盤となる

電子デバイスの高性能化に

取り組み、GaN デバイスや

GaInSb チャネル HEMT の電

極間距離の短縮や寄生抵抗

の低減などについて検討す

るとともに、ミリ波及びテラヘ

ルツ波の増幅・発振・受信デ

バイスの構造設計及びデバ

イスプロセスについて検討す

る。また、高速、大容量無線

伝送に関わる高安定な基準

信号源技術の研究開発のた

め、低損失化に関する検討

も含めて引き続き高 Q 値光

共振器のデバイス構造作製

手法の高度化を目指す。半

導体レーザー直接励起によ

るテラヘルツ信号発生源の

モジュール化に関し、これま

での検討を基に、各コンポー

ネントの共集積化手法の検

討を行う。 

 高速・大容量無線通信技術の確立に向けたテラヘルツ帯トランシー

バ集積回路の要素技術開発として、フェーズドアレイ方式のテラヘ

ルツ波帯ビームステアリング無線送受信機の開発と測定・評価検証

に関する研究開発について、一般的なシリコン CMOS 集積回路を用

いて、300GHz 帯で動作する２次元フェーズドアレイビームステアリン

グ送受信機を開発した。８×８アレイ（64 素子）の送受一体型のトラ

ンシーバについては±38 ﾟ以上の２次元ステアリング角と、送信

40Gbps・受信 18Gbps の高速無線通信を実現、成果は集積回路分

野 の 国 際 会 議 で あ る Custom Integrated Circuits Conference 

(CICC2026)に投稿・採択され、2026 年４月に発表予定である。これ

ら成果について、IEEE Solid-State Circuits Letters での発表を含む

研究論文２件、小論文１件、国際会議９件（招待講演２件を含む）の

成果発表を行った。これら研究成果の一部は、総務省電波資源拡

大のための研究開発「テラヘルツ波による超大容量無線 LAN 伝送

技術の研究開発」、日本学術振興会 科学研究費助成事業 学術変

革領域研究（A）「光の極限性能を用いたフォトニックコンピューティン

グの創成」で実施した。 

 ミリ波及びテラヘルツ波を用いた超高周波無線通信システムの実用

化に向けた電子デバイスの高性能化として、GaN デバイスのパルス

IV 測定により自己発熱やトラップ効果など動的影響を最小化した結

果、相互コンダクタンス gm のピーク値は InAlN バリア層 10nm で

280mS/mm（ゲート長 Lg = 130nm）に対して InAlN バリア層 5nm では

約 1.6 倍の 450mS/mm（Lg = 65nm）を示し、優れたゲート制御性をも

つことを確認した。またゲート長 50nm の GaInSb チャネル高電子移

動度トランジスタ（HEMT）において、SD 電極間距離を 2.0μm から

1.5μm に短縮するデバイス作製プロセスを確立するとともに、δド

ーピング量増加及びバリア層薄膜化により高周波特性を向上させ

た。これら研究成果について研究論文１件、国際会議５件の成果発

表を実施した。なお、B5G デバイス開発に必要な THz 計測評価技術

と し て 、 International Microwave Symposium （ IMS2025 、 ６ 月 ） の

INDUSTRY SHOWCASE での発表を含む研究論文３件、国際会議７

件 の 成 果 発 表 を 行 う と と も に 、 International Symposium on 

Microelectronics （iMAPS symposium 2025、９-10 月）では Best of 

Symposium 及び Best of Track を受賞した。また中小企業政策推進

事業費補助金（成長型中小企業等研究開発事業）「社会インフラ維

持業務効率化のための 60GHz 帯（ビヨンド５Ｇ帯）レーダ／通信共用
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アンテナ一体型モジュールの開発」を実施した。 

 ミリ波及びテラヘルツ波の増幅・発振・受信デバイスの構造設計及

びデバイスプロセスの検討として、共鳴トンネルダイオード（RTD）の

構造設計及びデバイスプロセスについて検討・試作した結果、電流

電圧測定より負性微分抵抗特性を得た。これら研究成果について

研究論文１件、国際会議１件の成果発表を実施した。 

 将来の高速・大容量通信及び高精度センシングにおいて重要な要

素となる高安定な基準信号源の提供に向けた光源技術として、超高

周波領域での通信・計測システムに適用可能な高安定光源の開発

を行った。高 Q 値窒化シリコン（SiN）のリング型微小共振器実現の

ため、成膜条件の最適により、リング共振器とバス導波路の結合

（狭ギャップ構造）の埋め込みに成功した。また、化学機械研磨

（CMP）プロセスの残留スラリー密度を低減させる洗浄プロセスの開

発に取り組み、105cm-2 程度まで低減に成功した（300GHz 発生用リ

ング共振器上に１個以下に相当）。さらにアニール処理を行い、残留

水素に起因する吸収損失が光通信波長帯 C バンド全域において無

視できるレベルに低減した。これらの要素技術を結集することにより

損失の低減を実施し、2×106 以上（FWHM < 100MHz）の高 Q 値リン

グ型光共振器を実現した。これにより、励起光強度100mW以下で光

周波数コムの発生を可能とした。このような高 Q 値実現による励起

光強度の低減により、励起光源を半導体レーザーなどの小型光源

に置き換えることができ、簡易な構成で微小共振器コム光源の実現

が期待されるため、社会実装に向けたコンパクトな安定化光源に繋

がる重要な成果である。これらの研究成果について Conference on 

Lasers and Electro-Optics（CLEO2025、５月）での発表を含む研究

論文３件、国際会議７件の成果発表を実施した。 

パク質の輸送力を高速、かつ、

高感度で定量するという新しい

計測技術の開発に資する成果

を創出したこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、顕著な成果があっ

たと認められる。  

 光子検出器の検出効率は量子

情報通信技術をはじめとする

様々な応用技術分野における

新規技術の実現を大きく左右す

る性能であるが、超伝導ナノス

トリップ光子検出器においてこ

れまでで最高となる 95％以上

の検出効率を達成したこと。 

 富 士 通 株 式 会 社 と MTA

（Material Transfer Agreement）

を締結して TiN 薄膜を有償提供

したこと。 

 多層積層型素子作製の高効率

化及び導波路型 EO ポリマー素

子作製のプロセス技術への展

開と EO ポリマー膜の汎用化に

向けた基盤となる成果を得た。

更に社会展開に向けて、企業と

共同研究を実施した。 

 

（エ）自然知規

範 型情 報通 信

基盤技術 

（エ）自然知規範型情報通信

基盤技術 

（エ）自然知規範型情報通信基盤技術 
 

昆虫神経系の様々な階層

に潜む自然知の計測・評価

基盤を構築するため、機械

学習を用いた非拘束個体の

行動の自動解析系の構築を

進める。また、自然知を規範

とした知的情報処理を行うア

ルゴリズムやシステムを構築

するため、令和６年度に作成

 機械学習を用いた非拘束個体の行動の自動解析系の構築に関連

し、行動データ取得系を 1ch から 4ch に拡張した。また、行動解析の

迅速化を活かし、個体の行動特性と高次ニューロンの生理学的特

性の対応関係の解析を進めた結果、特定の高次行動制御ニューロ

ンの特性が個体の社会経験を反映して変化することを見出した。本

成果は、これまでに構築した行動の自動定量化システムに供する行

動データの取得効率を４倍に向上させると共に、同システムを活用

して、社会環境への個体の行動適応を引き起こす高次ニューロンの

生理学的特性の変化の捕捉に成功しており、科学的意義が高い。 
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した追跡行動制御の神経機

構に基づく数理モデルの精

緻化・検証を進める。また、

記憶形成モデルの構築に必

要となるシナプス可塑性の解

析技術の高度化を行い、可

塑的変化な詳細な解析を進

め、記憶との関連を検討す

る。 

 自然知を規範とした知的情報処理を行うアルゴリズムおよびシステ

ム構築に関連し、遺伝子操作を用いた脳神経回路の改変によって

本能行動（求愛行動）のプログラムを書き換え、行動パターンを種間

移植することに成功した。行動の種間差と神経回路構造の差異を直

接的に示した、高次行動制御機構のモデル化および行動進化の理

解に貢献する大きな成果である。論文発表（Science 誌、ＩＦ=45.8、ク

ラリベイト 2024）および報道発表（８月 18 日付）を行い、複数の全国

紙を含む国内外の多数のメディアで取り上げられた。本能行動プロ

グラムの改変という進化の過程で生じる現象を人為的に引き起こし

たと言える画期的な成果であり、行動進化のメカニスティックな理解

に大きく貢献するため、科学的意義が極めて高い。また、本研究を

契機として進展することが期待される、動物が新規行動レパートリー

を獲得する機構の理解は、環境との相互作用のあり方を自律的・適

応的に変化させることが可能なロボットシステムの設計に貢献する

と見込まれることから、社会的価値が高い。 

 追跡行動制御の神経機構に基づく数理モデルの精緻化・検証に関

連し、これまで専ら視覚情報に基づいて歩行を制御すると想定して

いたニューロン集団が、個体の自発的な歩行ターンにも同期して活

動することを見出した。これらのニューロンの活動が外部からの視

覚入力に加えて自己運動に起因する視野移動の補償にも関わるこ

とを示唆する成果である。本成果は当該ニューロンが視覚情報に加

えて、自己の運動出力に基づいて歩行を制御する可能性を示唆し、

同ニューロンの機能解析を進めることにより、自己の運動を反映し

た感覚情報の補正、および運動制御の回路機構に迫ることができる

と期待できるため、科学的意義が高い。 

 20 世紀中頃から知られ、その重要性を認識されていたものの、その

しくみは不明であった短期シナプス可塑性（即時性シナプス増強）の

分子メカニズムを世界で初めて解明した。即時性シナプス増強のセ

ンサーはシナプトタグミン７であるということを決定し、シナプトタグミ

ン７が即時性シナプス増強をひきおこす分子機構を、シナプトタグミ

ン７分子の特異的な突然変異体作成により明らかにした。さらに、当

プロジェクト（Sakurai et al., 2021, Curr. Biol.）において開発された条

件反射実験系を用いてそれらの突然変異体の記憶を解析した（論

文投稿済み）。 

（オ）バイオ ICT

基盤技術 

（オ）バイオ ICT 基盤技術 （オ）バイオ ICT 基盤技術 
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分子やバイオマテリアルに

付随した情報の評価基盤の

構築に関して、化学的ラベル

識別技術システムの識別精

度を向上させるため、令和６

年度の成果を踏まえ化学的

ラベル識別統計手法の改良

を行うとともに、幅広い顕微

鏡法を対象とした生体光計

測基盤技術の深部化・高分

解能化に資する光学収差補

正技術の改良を進める。ま

た、生体分子素子を組み合

わせた ICT システムの設計

を開始し、分子アクチュエー

タの設計と細胞や生体適合

材料への組み込み技術の開

発を行うとともに、令和６年度

に開発した外部からの刺激

入力による細胞応答計測技

術を改良し、より厳密な物質

導入制御を実現するための

条件最適化を行う。 

 情報識別法のオンサイト適用を考慮した検討を進め、ケミカルバイ

オセンサーシステム全体の小型・軽量化、運用する上で必要となる

機器と手順、主に細胞調整周りの小型・軽量化を行った。小型・軽

量化・機器削減は、トレードオフとして（大型装置と比して）性能の低

下を伴う。性能の低下を防ぐため、細胞調整と細胞応答の相関を定

量し（前年度構築したプログラム）、細胞応答を損なうことなく、小型・

軽量化を行った。前年度構築した細胞調整と細胞応答の相関を定

量するプログラムを使って、その相関の定量を進め、センシング精

度向上のための解析プログラム構築の準備を整えた。また、ケミカ

ルバイオセンサー関連解説の掲載や、大学での講演、企業との議

論を通じて、本技術の社会展開に向けた取り組みを大きく前進させ

た。 

 生体光計測基盤技術の深部化・高分解能化を実現するため、これ

までに独自開発した「計算補償光学」を開発してきたが、複雑な収差

の計測は困難であった。今年度の開発では、収差の次数と画像の

SN 比に関するシミュレーション解析を行い、正確な計測が可能な画

像の SN 比の目安を明らかにした。その上で、SN 比を考慮に入れて

画像取得を行った。さらに、繰り返し演算の利用により、複雑な収差

を持つ画像においても、正確に収差量を見積もることができ、補正

能力を大幅に向上させることに成功した。さらに、出願済みの国際

特許のうち、米国、日本で特許登録に至った。計算補償光学の成果

を 取 り ま と め て 論 文 を 国 際 誌 に 発 表 し た （ Communications 

Engineering 採録、令和８年３月 16 日付 報道発表）。 

 細胞、生体内や生体適合材料などあらゆるバイオ環境の力学情報

センシングを目指す DNA フォースセンサーに関し、ナノスプリングに

ついて、神経疾患タンパク質の力学異常を検出することに成功した

（eLife 採録、報道発表）。これは、神経細胞内におけるタンパク質の

輸送力を高速、かつ、高感度で定量するという、これまでは不可能

であった計測技術の開発に資する成果である。また、超小型のデジ

タルフォースセンサーについては、生体適合材料（ハイドロゲル）へ

の組み込みを行い、ゲルを伸展させると、伸展の程度に応じて蛍光

シグナルが線形応答する新規材料（圧力応答材料）の開発に成功し

た。また、生体分子を組み合わせた情報処理システムを構成するた

めの要素の試作に関し、DNA ナノ構造体上を動くリニア分子モータ

ーから極小の回転モーターを構築し、0.1Hz の持続した回転運動を

実現した。化学エネルギーを運動エネルギーに変換するタンパク質

分子モーターから比較的ロバストな回転運動を取り出すことに成功
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したことで、今後のアクチュエータ設計や生体適合材料への組み込

みを大きく加速する可能性がある成果である。さらに、日英二国間

交流事業の一環として英国の研究グループ４人を機構の未来 ICT

研究所に短期滞在の形で招待し、細胞内小器官（中心体）の生成機

構を理解し制御するため、マイクロパターニングと DNA ナノテクノロ

ジーによって構成分子の配置を制御する研究を共同で行った。 

 令和６年度に開発した外部からの刺激入力による細胞応答計測技

術について、人工ビーズ取り込み用試薬の組成及び光照射条件の

組み合わせの最適化検討を行い、特定の細胞周期にある細胞を狙

って光照射し、ビーズ周囲での細胞内反応を開始させることに成功

した。 

（２）先端 ICT デ

バイス基盤技術 

（２）先端 ICTデバイス基盤技

術 

（２）先端 ICT デバイス基盤技術 

 

（２）先端 ICT デバイス基盤技術 

 

酸化物半導体電子デバイスに

おいて、令和５～６年度に試作し

た縦型 Ga2O3 フィントランジスタの

問題点であった、ゲートリーク電

流低減に向け最適化したデバイ

ス構造・プロセスを用いた縦型

Ga2O3(010)フィン FET の試作を実

施し、結果、フィン幅 0.65 µm 以

下でのノーマリーオフ動作、オン

抵抗 10mΩcm2 以下、オフ耐圧

1kV に代表される世界最高レベ

ルのデバイス特性を実現したこ

と、そして、得られたデバイス特

性を元に中耐圧電源回路を検討

したこと等は、科学的意義が非常

に高い成果であり、そして、社会

実装においても優れた成果であ

る。 

一方、深紫外光 ICT デバイス

において、実装プロセスの簡素化

により製造コストを削減可能な表

面（p 電極面）側から深紫外光を

ダイレクトに取り出すという、低コ

スト化と効率向上につながる新

（ア）酸化物半

導 体 電 子 デ バ

イス 

（ア）酸化物半導体電子デバ

イス 

（ア）酸化物半導体電子デバイス 

 

酸 化 ガ リ ウ ム 極 限 環 境

ICT デバイスに関しては、令

和３年度から令和６年度まで

に開発したデバイスプロセス

要素技術及び実施した試作

結果から得られた知見を活

用して、高周波酸化ガリウム

FET の試作及びガンマ線照

射耐性試験を令和６年度に

引き続き実施する。また、高

周波酸化ガリウム FET を用

いた、放射線下で動作する

無線送信機回路の検討を行

う。 

 横型 FET 構造特有の課題であるドレイン電流リーク対策として、以

前開発した(AlGa)2O3 バックバリア技術に加えて、新たに開発した基

板への極浅高濃度 Fe イオン注入も用いた結果、各種デバイス特性

を高いレベルに保ったまま、ドレイン電流リークを 10-9A/mm 以下に

抑制することに成功した。また、感光性ポリイミドを用いたゲート電

極用絶縁層を新たに開発した。これら新規開発プロセス技術を用い

て高周波 Ga2O3 FET を試作し、デバイス特性評価を行った。また、

得られた高周波デバイス特性をパラメータとして、無線送信機回路

の検討を実施した。 

酸化ガリウム高効率パワ

ーデバイス開発に関しては、

令和３年度から令和５年度ま

でに開発したデバイスプロセ

ス要素技術（エッチング、表

面ダメージ回復技術など）及

び令和６年度の試作結果か

ら得られた知見を活用して、

 世界中で我々のグループのみが開発を進めるデバイス構造である

縦型 Ga2O3(010)フィン FET において、フィン幅 0.65μm 以下でのノー

マリーオフ動作、および本中期計画全体を通してのデバイス特性目

標値であるオン抵抗 10mΩ·cm2 以下、オフ耐圧 1kV 以上を実現し

た。また、得られたデバイス特性を元に、中耐圧電源回路を検討し

た。 

 令和７年度 国際会議招待講演 11 件、共同研究 4 件（国際 2 件、

国内 2 件） 
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引き続き縦型酸化ガリウム

FET の試作を実施する。ま

た、縦型酸化ガリウム FET を

用いた中耐圧電源回路の検

討を行う。 

技術として期待される“トップエミ

ッション型”深紫外 LED の開発に

成功したこと、また、深紫外光を

大型ホールの“上層空間のみ”に

選択的に照射する技術の開発に

より、人への高い安全性を確保し

ながら従来困難であったコンサー

トホール規模の大空間中の浮遊

ウイルスを高速に不活性化する

システムの開発に世界初で成功

したこと等は、科学的意義が非常

に高い成果であり、そして、社会

的価値においても優れた成果で

ある。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、顕著な成果

の創出が認められた他、将来的

な成果の創出が期待される実績

も得られたため、評定を「Ａ」とし

た。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。  

 酸化物半導体電子デバイスに

おいて、令和５-６年度に試作し

た縦型 Ga2O3 フィントランジスタ

の問題点であった、ゲートリー

ク電流低減に向け最適化した

デバイス構造・プロセスを用い

た縦型 Ga2O3(010) フィン FET

において、フィン幅 0.65 µm 以

下でのノーマリーオフ動作、オ

ン抵抗 10mΩcm2 以下、オフ耐

圧 1kV 以上を実現したこと。 

（ イ ） 深 紫外 光

ICT デバイス 

（イ）深紫外光 ICT デバイス （イ）深紫外光 ICT デバイス 

 

深紫外小型個体光源デバ

イスの高性能化・高機能化・

実用性向上及び社会実装促

進に向けた取組を引き続き

推進し、アフターコロナ社会

で求められる深紫外光応用

技術の社会展開を加速させ

る。具体的には、令和６年度

までに得られたAlGaN 系エピ

タキシャル結晶成長技術、デ

バイス要素技術の知見を更

に発展させ、深紫外 LED の

発光量子効率及び光出力向

上に資する新規デバイス構

造の導入と最適化を進め、

水銀ランプの代替を可能とす

る次世代深紫外 LED の実現

を目指したデバイス試作及

び特性評価を行う。また、深

紫外光 ICT デバイスの基盤

技術に関する研究開発とし

て、令和６年度に引き続き、

通信やセンシング応用に必

要な微細構造を利用した導

波・配光制御デバイスの作製

と特性評価を実施する。 

 深紫外領域で透明な p 型電極は存在しない為、従来の AlGaN 系深

紫外 LED では、基板裏面側から光を取り出すフリップチップ実装方

式（ボトムエミッション型）が用いられてきた。これに対し今回新た

に、実装プロセスの簡素化により製造コストを削減可能な、表面（p

電極面）側から光をダイレクトに取り出す“トップエミッション型”深紫

外 LED の開発に成功した。リング状に加工したメサ構造の上に、マ

イクロスケールの同心円状 p 電極とナノ光構造を形成することで、優

れた電気特性を維持しながら、p 電極面での内部光吸収を抑制し、

高い発光効率を実現した。深紫外 LED の低コスト化と効率向上につ

ながる新技術として期待される。 

 深紫外 LED を用いて空間殺菌を行う場合、安全性を確保するため、

人体への直接の照射を避ける運用が必要である。従来は、遮蔽さ

れたモジュール筐体内に深紫外LEDを搭載し、筐体内に吸引したウ

イルスを含む空気に対し深紫外光を照射した後、不活性化された空

気を筐体外に排出する方法で空気殺菌が行われてきた。しかし、こ

の手法ではモジュール１台当たりに吸入・排出できる流量に限界が

あり、大規模コンサートホールのような大空間における効率的な空

気殺菌は、これまで現実的に困難であった。今回、高強度深紫外

LED の配光角を精密に制御することで、深紫外光を大型ホールの

“上層空間のみ”に選択的に照射する技術を開発した。これによ

り、人への高い安全性を確保しながら、コンサートホール規模の大

空間中の浮遊ウイルスを、高速に不活性化するシステムの開発に

世界で初めて成功した。今回開発した深紫外 LED 大空間殺菌シス

テムは、水銀ランプを使用した場合と比較し、浮遊ウイルス（ヒトコロ

ナウイルス 229E）の 99.9％不活性化に要する時間の大幅な短縮

（72％減）を達成した。また、本システムは、実際に公共大型ホール

（熊谷文化創造館さくらめいと太陽のホール）に設置され、客席に人

がいる状態でも安全に運用できることが確認された。今回の成果

は、深紫外 LED による空間殺菌技術の安全性を飛躍的に高め、従

来困難であった大規模コンサートホールのような、大勢の人々が密
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閉された大空間における浮遊ウイルスの高速殺菌と安全性の両立

を実現したものである。エアロゾル感染を介した感染拡大、感染爆

発（パンデミック）の脅威から国民の安全と健康を守る画期的な技術

になると期待される（令和７年 11 月 13 日付 報道発表、日刊工業新

聞 11 月 14 日付、科学新聞 11 月 28 日付他掲載）。 

 深紫外 LED について、深紫外

領域では透明な p 型電極が存

在しないため、従来の AlGaN 系

深紫外 LED では基板裏面側か

ら光を取り出すフリップチップ実

装方式（ボトムエミッション型）が

用いられてきたが、今回新た

に、リング状に加工したメサ構

造の上にマイクロスケールの同

心円状 p 電極とナノ光構造を形

成することで、優れた電気特性

を維持しながら p 電極面での内

部光吸収を抑制し高い発光効

率を実現する“トップエミッショ

ン型”深紫外 LED の開発に成

功したこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、顕著な成果があっ

たと認められる。  

 深紫外 LED について、表面（p

電極面）側から深紫外光をダイ

レクトに取り出すという、実装プ

ロセスの簡素化による製造コス

ト削減を可能としながら効率向

上につながる新技術として期待

される“トップエミッション型”深

紫外 LED の開発に成功したこ

と。 

 深紫外光を大型ホールの“上層

空間のみ”に選択的に照射する

技術を開発により、人への高い

安全性を確保しながら従来困

難であったコンサートホール規

模の大空間中の浮遊ウイルス

を高速に不活性化するシステ
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ムの開発に世界初で成功した

こと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、顕著な成果があっ

たと認められる。  

 縦型 Ga2O3 (010)フィン FET にお

いて、得られたデバイス特性を

基に、中耐圧電源回路を検討し

たこと。 

 深紫外 ICT デバイスについて製

造コスト削減につながる成果が

あったこと。 

（３）量子情報通

信基盤技術 

（３）量子情報通信基盤技術 （３）量子情報通信基盤技術 

 

（３）量子情報通信基盤技術 

 

機構が開発した高速秘密分散

と高速 Vernam’s one time pad 暗

号装置を用いて、80 GB のヒトゲ

ノムデータの分散バックアップに

世界で初めて成功した件に関し、

招待講 演（ ECOC)や論文発 表

（IEEE Quantum Engineering 誌）を

行ったこと、量子時刻同期の原理

実証に必要な量子波長変換およ

び量子もつれ光子対光ファイバ

伝送のための基盤技術を開発

し、量子ネットワークに実装したこ

と。また、これらの技術を発展さ

せて単一光子間和周波発生によ

る量子もつれ交換に世界初で成

功 し 、 成 果 が Nature 

Communications 誌に掲載された

こと、また、高精度なタイムスタン

プ機能を実現するため、標準時と

遠隔地におかれた複数の光時計

の周波数同期を実施し、さらに長

（ア）量子セキュ

アネットワーク

技術 

（ア）量子セキュアネットワー

ク技術 

（ア）量子セキュアネットワーク技術 

 

当機構が世界に先駆けて

提唱している量子セキュアク

ラウドの高機能化・実用性向

上を目指し、拡張された東京

QKD ネットワークを活用し、

世界に先駆けた機能実装と

社会実装を促進する。具体

的には東京QKDネットワーク

上に完全性担保とタイムスタ

ンプ機能の高性能化を図り、

複数ユーザに対応したシス

テムを開発し機能・性能向上

を図る。また秘密分散に内包

されている秘匿計算機能を

応用したパスワード分散プロ

トコルを活用し、安全なデー

タ中継機能を実現する。その

際に必要とされる複数のデ

ータ伝送ルートと鍵リレール

 当機構が開発した高速秘密分散と高速 Vernam’s one time pad 暗

号装置を用いて、80GB のヒトゲノムデータの分散バックアップに世

界で初めて成功した件に関し、招待講演（ECOC）や論文発表を行っ

た（IEEE Quantum Engineering 誌）。なお、この実装は、分散バック

アップのための伝送に用いるルート検索時に１つのノードは１つのシ

ェア伝送ルートにしか鍵リレーを実施しないという機能を加えること

でノード危殆化に伴う秘密分散の閾値仮定の劣化を最小限に留め

る機能を実現し、東京 QKD ネットワークとシミュレーション環境を融

合した環境において実施された。また高精度なタイムスタンプ機能を

実現するため、標準時と遠隔地におかれた複数の光時計の周波数

同期を実施し、さらに長距離量子鍵配送を可能とする技術に対し、

特許出願を行った（特願 2025-173095）。 
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ートの検索機能の高速化・高

性能化を図り、東京QKDネッ

トワークとシミュレーション環

境を融合した環境において

機能実証を行う。 

距離量子鍵配送を可能とする技

術に対し、特許出願を行ったこ

と、衛星搭載機器のような乏しい

ハードウェアリソースであっても

地上系量子鍵配送ネットワークと

のシームレスな鍵リレーを可能と

するシステムの試作を実施し、衛

星搭載モジュール自身を“信頼で

きるノード”として稼働できるため

の衛星‐地上を統合したグローバ

ル量子鍵配送ネットワークの概

念設計を実施し、衛星開発へ展

開したことは、科学的意義、社会

的価値の観点で非常に優れた成

果である。 

なお、国際認証アレンジメント

(CCRA)での相互認証を可能とす

るため評価保証レベル EAL-2 に

おけるセキュリティ要求仕様書

（プロテクションプロファイル）の草

案を IPA に申請したこと等は、社

会実装に資する成果と言える。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な

成果の創出が認められた他、将

来的な特別な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定

を「Ｓ」とした。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。  

 機構が開発した高速秘密分散

と高速 Vernam’s one time pad

暗号装置を用いて、80 GB のヒ

トゲノムデータの分散バックアッ

光空間通信に関しても、引

き続き、空間通信に適した量

子暗号・物理レイヤ暗号の基

礎理論・技術の研究を進め

るとともに、低軌道衛星-地

上間の量子鍵配送や物理レ

イヤ暗号で必須となる送受

信機器の設計を実施する。こ

れらは低軌道衛星に搭載す

る量子鍵配送装置として、軌

道上で３年以上の稼働を想

定したデバイスを選定し、エ

ンジニアリングモデルの設計

及び要素試作を実施する。

また、光地上局の可用性・可

搬性の高度化を目指し、装

置及び機材の小型化、軽量

化についてデザイン及び基

本設計を実施する。 

 低軌道衛星‐地上間の量子鍵配送や物理レイヤ暗号で必須となる

送受信機器の設計を実施した。軌道上で３年以上の稼働を想定した

デバイスを選定、限られたハードウェアリソースであっても地上系の

量子鍵配送装置と同等の鍵蒸留処理が可能となる搭載機器の概念

設計を実施し、Bread Board Model（BBM）の試作を実施した。これら

の実績を利用し、宇宙戦略基金研究開発テーマ「衛星量子暗号通

信技術の開発・実証」に対し「情報理論的安全な鍵共有を可能とす

る小型・低軌道衛星の研究開発」という提案を実施し、令和６年 12

月に採用され、令和７年６月正式に JAXA との契約を締結完了、プ

ロジェクトが開始された（開発衛星名称 N-QUADIS）。また Quantum 

Innovation 2025 で関連技術に関し招待講演およびポスター発表を

行った。 

量子セキュアクラウドの高

機能化を進める。量子セキュ

アクラウドに保管されたデー

タから、個人情報を保護しつ

つ、統計データを高速に計算

する機能を実装する。また、

ゲノムデータレベルの大容量

データの伝送・保管・リレー・

二次利用を可能とする高速

秘密分散システムの構築を

実施する。さらに“信頼できる

ノード”の安全性要求レベル

を緩和できる鍵リレールート

 当機構が開発を進めている排他的論理和ベースの秘密分散システ

ムに対し、データベース機能を実装、深いディレクトリー構造を持つ

データに対しても高速に部分復元できる機能を実装した。さらにこの

機能の性能評価を実施した。東京 QKD ネットワーク上に分散保管さ

れた医療情報を効率的に共有するための国際標準規格 (Fast 

Healthcare Interoperability Resources: FHIR)フォーマット 10000 人分

のデータから 2000 人、5000 人、8000 人が該当する項目の部分復

元を実施、いずれの場合も 20Mbps 以上のスループットで部分復元

を実現、統計データの取得に成功した。なお、この実装において、ゲ

ノムデータの伝送など大量の鍵消費を伴うアプリケーションにも迅速

な対応を可能とするため、新たに鍵リレーのプロアクティブ制御技術

を実現した。この結果に関し Quantum Innovation 2025 および ECOC

にて招待講演を行った。また、QKD ネットワークを介したマルチキャ
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の検索機能を高性能化する

ことにより、安全なデータセン

ターとしての機能を東京 QKD

ネットワーク上で実証する。

また、鍵要求に対し、予め鍵

リレーを実施するプロアクテ

ィブ制御技術の試作を行う。 

ストコンテンツ配信方式の研究に関し論文が掲載された（ IEEE 

ACCESS 誌）。 

プに世界で初めて成功した件に

関し、招待講演（ECOC)や論文

発 表 （ IEEE Quantum 

Engineering 誌）を行ったこと。 

 東京 QKD ネットワーク上に分散

保管された医療情報を効率的

に共有するための国際標準規

格 (Fast Healthcare 

Interoperability Resources: 

FHIR)フォーマット 10000 人分の

データから 2000 人、5000 人、

8000 人が該当する項目の部分

復元を実施し、いずれの場合も

20 Mbps 以上のスループットで

部分復元を実現し統計データ

の取得に成功し、この結果に関

し Quantum Innovation 2025 お

よび ECOC にて招待講演を行っ

たこと。 

 量子時刻同期の原理実証に必

要な量子波長変換および量子

もつれ光子対光ファイバ伝送の

ための基盤技術を開発し、量子

ネットワークに実装したこと。ま

た、これらの技術を発展させて

単一光子間和周波発生による

量子もつれ交換に世界初で成

功 し 、 成 果 が Nature 

Communications 誌に掲載され

たこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。  

 高精度なタイムスタンプ機能を

実現するため、標準時と遠隔地

におかれた複数の光時計の周

低軌道衛星に実装可能な

我が国独自の量子鍵配送・

物理レイヤ暗号の送信モジ

ュールと鍵管理システムの

試作を実施し、宇宙戦略基

金等、外部資金も活用した宇

宙実証を実現するため、関

係事業者との連携を適切に

進める。また、８トントラック程

度の大きさの可搬地上局の

設計を開始する。さらに、衛

星量子鍵配送網と地上の量

子鍵配送網の一体運用を可

能とする鍵管理システムの

高信頼性を実現するため、

衛星搭載機器の精密なシミ

ュレーション環境を整備、地

上系量子鍵配送網との統合

運用に向けた運用試験を実

施し、グローバル量子セキュ

アネットワークの将来的な実

現に必要な要素技術を確立

する。 

 低軌道衛星に実装可能な我が国独自の量子鍵配送・物理レイヤ暗

号の送信モジュールと鍵管理システムの試作を実施した。特に衛星

搭載機器のような乏しいハードウェアリソースであっても地上系量子

鍵配送ネットワークとのシームレスな鍵リレーを可能とするシステム

の試作を実施し、衛星搭載モジュール自身を“信頼できるノード”とし

て稼働できるための衛星‐地上を統合したグローバル量子鍵配送ネ

ットワークの概念設計を実施し、衛星開発へ展開した。この成果に

対し、IoT セキュリティフォーラム 2025 及び日本銀行・情報セキュリ

ティシンポジウムにて招待講演を実施した。また、宇宙戦略基金研

究開発テーマ「衛星量子暗号通信技術の開発・実証」の公募に対し

て、関係事業者と連携し、「情報理論的安全な鍵共有を可能とする

小型・低軌道衛星の研究開発」の課題を提案して採択され、外部資

金を活用して宇宙実証を実現するためのプロジェクトを開始した。 

引き続き量子暗号モジュ

ールの評価・検定法に関す

る要求仕様の草案を作成す

るとともに、量子暗号ネットワ

ークの標準化を進める。 

 国際認証アレンジメント（CCRA）での相互認証を可能とするため、評

価保証レベル EAL-2 におけるセキュリティ要求仕様書（プロテクショ

ンプロファイル）の草案を IPA に申請した。さらに、セキュリティ要求

仕様書を補完する文書として、実装に適した標準的な量子暗号プロ

トコルの定義とその安全性証明を示した包括的文書「Protocol and 

Security Proof of Decoy-state BB84 Quantum Key Distribution」と、

安全性を損なうことなく量子暗号モジュールを実際に評価する方法
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を 具 体 的 に 明 示 し た 文 書 「 Supporting Document – Evaluation 

Method for Protection Profile for Prepare and Measure Quantum Key 

Distribution Modules」を作成・公開した。以上に加えて、ITU-T を中

心に量子セキュアクラウドや QKDN の認証・制御・管理に関する寄

書を 28 件提出し、１件の勧告（改版）が成立した。さらに、ドイツ連邦

情報セキュリティ庁（BSI）がその不存在を量子暗号の課題として指

摘していた、プロトコルの定義並びに安全性証明の文書等を作成・

公開した。 

波数同期を実施し、さらに長距

離量子鍵配送を可能とする技

術に対し、特許出願を行ったこ

と。 

 低軌道衛星‐地上間の量子鍵

配送や物理レイヤ暗号で必須

となる送受信機器の設計を実

施した。軌道上で３年以上の稼

働を想定したデバイスを選定、

限られたハードウェアリソース

であっても地上系の量子鍵配

送装置と同等の鍵蒸留処理が

可能となる搭載機器の概念設

計を実施し、Bread Board Model 

(BBM)の試作を実施したこと。 

 衛星搭載機器のような乏しいハ

ードウェアリソースであっても地

上系量子鍵配送ネットワークと

のシームレスな鍵リレーを可能

とするシステムの試作を実施

し、衛星搭載モジュール自身を

“信頼できるノード”として稼働

できるための衛星‐地上を統合

したグローバル量子鍵配送ネッ

トワークの概念設計を実施し、

衛星開発へ展開したこと。 

 

【社会実装】 

以下に示す、顕著な成果があ

ったと認められる。  

 国際認証アレンジメント(CCRA)

での相互認証を可能とするた

め、評価保証レベル EAL-2 に

おけるセキュリティ要求仕様書

（プロテクションプロファイル）の

草案を IPA に申請したこと。 

 ドイツ連邦情報セキュリティ庁

 さらに、様々な分野におけ

るユースケースの具体化・拡

大を想定した量子暗号ネット

ワークの広域テストベッドの

構築に着手する。 

 様々な分野におけるユースケースの具体化・拡大を想定した量子暗

号ネットワークの広域テストベッドの構築に着手した。 

（イ）量子ノード

技術 

（イ）量子ノード技術 （イ）量子ノード技術 

 

量子ネットワークにおける

量子時刻同期の原理実証に

向けて、光ファイバで接続し

た２台のイオントラップ装置

での光時計動作を実証す

る。また、イオン蛍光光子波

長変換デバイスの高機能化

を実施するとともに、当該技

術等を用いて発生させた通

信波長帯光子に適用できる

波長多重化技術を開発す

る。 

 量子もつれ光子対源を広帯域化し、通信波長帯の各 DWDM チャネ

ルに分配できる波長多重化技術の開発を完了するとともに、波長変

換デバイスの高機能化と機構独自の最先端技術（光源・検出器・光

導波路）を総動員して単一光子間和周波発生による量子もつれ交

換に世界で初めて成功した（Nature Communications 誌掲載、報道

発表）。 

 １台の時計レーザーから光ファイバを介してレーザー光を配信する２

台の独立したイオントラップにそれぞれ 15 個までのカルシウムイオ

ンを配置し、それぞれのイオン集団の時計遷移分光によるフィード

バック信号で時計レーザーの光時計動作を行うシステムの動作実

証を完了した。 

新型超伝導量子ビットの

実現とコヒーレンス特性の改

善を目指し、新型量子ビット

の設計・製作を完了し、その

コヒーレンス特性を明らかに

する。また、令和６年度から

新たに開始した超伝導量子

ビットと光ファイバ通信をつな

ぐインターフェースの開発に

向け、光ファイバを介した希

 新型窒化物超伝導量子ビットの設計および製造プロセスを改善し、

窒化物量子ビットとしては世界最高となる 200 マイクロ秒以上のエネ

ルギー緩和時間（T₁）を観測した（従来値から約一桁向上）。この成

果は、2025 年開催の「2nd Japan-Denmark Symposium on Practical 

Quantum Computing」において招待講演にて発表し、2026 年３月の

米国物理学会 APS Global Physics Summit でも招待講演を行った。

加えて、光ファイバを介した希釈冷凍機中の超伝導量子ビット制御

用測定系の構築を完了した。 

 量子３準位系および量子４準位系において制御 Z ゲートの最小ゲー

ト時間が量子２準位系の最小ゲート時間と一致することを示し、制御
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釈冷凍機中の超伝導量子ビ

ット制御の概念設計を完了

する。さらに、高度な量子ビッ

ト制御技術として、超伝導回

路における量子ビット（量子２

準位系）及び量子３準位系制

御の最適化に関する理論構

築を目指して、量子回路設計

の数値実験及び実機実験を

通じて基礎的なデータを蓄積

する。 

Zゲートの最小時間が量子状態の次元によらないことを示唆した（論

文投稿済み）。これらの成果については、Perspective on Time, 

Uncertainty and Quantum computation の学会にて招待講演として

発表した。 

 自律的量子エラー訂正（Autonomous Quantum Error Correction）を

行うため、一般的な開放量子系を構築するパラメータセットを探索す

る方法を発見した（論文投稿済み）。この研究成果は、SDIQT25 学

会 、 Quantum Interactions - from and to Number Theory, 

Representation Theory and Graph Theory 学会、および Colorado 

School of Mines の Physics Department Colloquium にて、招待講演

として発表した。 

（BSI）がその不存在を量子暗号

の課題として指摘していた、プ

ロトコルの定義並びに安全性証

明の文書等を作成・公開したこ

と。 

（４）脳情報通信

技術 

（４）脳情報通信技術 （４）脳情報通信技術 

 

（４）脳情報通信技術 

 

両眼立体視の fMRI脳活動と複

数種の深層ニューラルネットワー

クを比較し相違点を明らかにした

こと、大脳皮質のカラム構造や層

構造の機能的可視化を実現する

ために、7T-MRI において 0.4mm

角の空間分解能で fMRI を計測で

きるマルチショット法を開発したこ

と、運動野半球間抑制の適応的

可塑性に関して若年成人と高齢

者の相違を明らかにし手指外骨

格ロボットによるリハビリテーショ

ンの効果を脳卒中片麻痺者で検

証し、複数例で有効性を確認す

ることができたこと、ELSI 関係を

含む研究成果の情報発信を積極

的に行ったこと等は、科学的意義

の観点で非常に優れた成果であ

ると同時に、社会的にも関心が

高まるレベルの成果であり、すな

わち、社会的価値の観点でも非

常に優れた成果といえる。 

なお、LLM を用いた脳内意味

表現の可視化技術の商用サービ

人間の究極のコミュニケー

ションの実現や、人間の潜在

能力の発揮を実現することで

人々が幸せを実感できる新

しい ICT の創出を目指して、

人間の認知・感覚・運動に関

する脳活動を高度かつ多角

的に計測・解析しモデル化す

る技術を開発するとともに、

人間の機能の向上等を支援

する技術等の脳情報通信技

術の研究開発を実施する。

また、脳情報通信技術の社

会における健全な利活用・受

容性の確立を念頭においた

研究開発拠点機能を強化す

る。 

人間の認知・感覚・運動に関する脳活動を高度かつ多角的に計測・

解析する技術を開発したことを以下の（ア）に示す。 

人間の機能の向上を支援する脳情報通信技術の研究開発を実施

したことを以下の（イ）に示す。 

脳情報通信技術を社会実装する際に留意すべき ELSI に関わる課

題を抽出し対策の検討を進めたことを以下の（ウ）に示す。 

（ア）人工脳モデ

ル 構 築 の た め

の脳機能計測と

解析に関する研

究開発 

（ア）人工脳モデル構築のた

めの脳機能計測と解析に関

する研究開発 

（ア）人工脳モデル構築のための脳機能計測と解析に関する研究開

発 

自然で多様な知覚・認知を

司る脳内情報表現を包括的

に扱う脳機能モデルの構築

に向け、視聴覚等の感覚刺

 自然対話中のヒト全脳活動を司る脳機能モデルを GPT を用いて構

築し、発話と聴取で異なる脳情報表現やタイムスケールを明らかに

した。成果が Nature Human Behaviour 誌に掲載された。 

 米国 Google 社らとの共同研究で、音楽聴取時のヒト脳内情報表現
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激下や言語・認知・運動等の

様々な感覚情報にかかわる

認知タスク遂行下のヒト脳活

動を計測し、各種の感覚特

徴・人工知能モデルを用いた

脳活動予測モデルの構築を

行う。これにより、受動・能動

を横断した脳内情報表現の

定量的理解及び解読技術の

開発が可能となり、個々人の

感じ方や解釈を推定する脳

情報処理シミュレータを構築

し、その有効性を検証する。 

と音楽生成 AI の内部表現との定量的対応関係などを明らかにし

た。成果が Nature Communications 誌に掲載された。 

 企業と開発し、令和６年度に共同知財出願した「酔い評価システム」

（国内審査請求済）について、その後議論と調整を深め、同知財を

中国、米国へ国際出願した。 

 総務省委託研究に採択され、バーチャルリアリティ（VR）の安全・安

心な利活用に向けて、VR酔いの予兆を検出してアラートを出す技術

の実証研究を実施した。 

 多様な知覚・認知を数万語の言葉を用いて脳活動から読み取る脳

解読を応用し、想像した抽象的概念や反事実的概念を読み取る脳

解読技術の開発に成功、成果を国際会議 OHBM などで発表した。 

 映像記述文を基に脳内意味情報を可視化する技術の、大規模言語

モデルを用いた自動化と多言語化に成功し、ニューロコンピューティ

ング研究会などで発表した。NTT データの商用サービスへ実装し

た。 

 AI が生成したフェイク情報に対する真偽判断の個人差が楔前部の

脳活動の個人差に表出することを解明し、人工知能学会などで発

表、大会優秀賞を受賞するとともに、読売新聞に取り上げられた。 

ス化が継続的に高度化されてお

り、特許の収益化も行われている

こと、また、効果的な広告のあり

かた等、社会的課題に対応する

研究や実用的な目的に資する研

究が推進されていることは社会

実装の観点でも高い成果と言え

る。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な

成果の創出が認められた他、将

来的な特別な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定

を「Ｓ」とした。 

 

【科学的意義】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。 

 ヒトが両眼立体視刺激を観察す

る際の fMRI 脳活動の特徴と深

層ニューラルネットワークを比

較し、V1 以降のヒト脳内 3D 情

報処理機構が GC-Net でよく近

似できること、特に Multi-scale 

3D Convolution がヒトのパフォ

ーマンスをよく説明することを突

き止め、さらに、V1 から高次背

側視覚野に至る両眼視差表現

を DNN でモデル化し、Vision 

Transformer ベースのモデル

は、人とは異なる振る舞いを見

せることを明らかにしたこと。 

 大脳皮質のカラム構造や層構

造の機能的可視化を実現する

た め に 、 7T-MRI に お い て

0.4mm 角の空間分解能で fMRI

両眼立体視を実現する脳

内情報処理機構を明らかに

し、ニューラルネットワークに

よるモデル化を試みる。特に

第一次視覚野以降の両眼視

差解析メカニズムをモデル化

することを目標とする。また、

3D 空間においてヒトの視線

がどのように遷移し、どこに

注目するのかを実測データ

によって検証し、ニューラル

ネットワークによるモデル化

を目指す。 

 ヒトが両眼立体視刺激を観察する際の fMRI 脳活動の特徴と深層ニ

ューラルネットワークを比較し、V1 以降のヒト脳内 3D 情報処理機構

が GC-Net でよく近似できること、特に Multi-scale 3D Convolution

がヒトのパフォーマンスをよく説明することを突き止めた。さらに、V1

から高次背側視覚野に至る両眼視差表現を DNN でモデル化し、

Vision Transformer ベースのモデルは、人とは異なる振る舞いを見

せることを明らかにし、成果を Communications Biology に掲載した。 

時空間情報処理のモデル

構築のため、時空間情報に

共通する脳内表現の同定と

その機能的利点の検討を、

機械学習を用いた fMRI デー

タ解析及び行動実験を用い

 ２つの数を区別するに必要な数の違い（閾値）は、通常一定の比に

なるという仮説がある（ウェーバーフェヒナーの法則）。しかしなが

ら、情報を一時的に記憶に留めることにより情報の質が低下しやす

い状況では、呈示される数の範囲が狭い場合に弁別精度が向上す

ることを明らかにした。また、その効果は物体のサイズの弁別にも一

般化可能であることもわかった。 
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て進める。また、知覚情報の

時間的統合と分離における

感度特性の空間的非対称性

が、眼球運動により再マッピ

ングされる可能性を、眼球運

動計測と行動実験を組み合

わせて検討する。 

 視覚情報の時間的統合と分離における感度特性の空間的非対称

性を、眼球運動計測と行動実験を組み合わせて検討し、統合課題

では、感度が視野中心で高く距離に従って急減衰するのに対し、分

離課題の空間的感度変化は統合課題よりも緩やかであることを示し

た。 

を計測できるマルチショット法を

開発したこと。 

 コミュニケーションの相手がア

バターの時 risk-taking 行動が

増えることを発見し、その要因

として予測される扁桃体のフィ

ードバックの uncertainty に対す

る活動を特定したこと。 

 

【社会的価値】 

以下に示す、特に顕著な成果

があったと認められる。  

 人の運動野半球間抑制の適応

的可塑性に関して若年成人と

高齢者の相違を明らかにし、若

年成人では、手指複雑運動中

に半球間抑制を脱抑制して同

側運動前野を動員して運動を

補完するが、高齢者ではこの機

能が低下しており、この機能低

下が高齢者での脳卒中からの

機能回復が遅いことに関係する

可能性を示し、また、手指外骨

格ロボットによるリハビリテーシ

ョンの効果を脳卒中片麻痺者で

検証し、複数例で有効性を確認

したこと。 

 ELSI 関係を含む研究成果の情

報発信を積極的に行ったこと。 

 BMI の大容量無線規格提案、

筋骨格 DB 構築、職場ウェルビ

ーイング介入やフェイク判別要

因の解明等、安全・健康・教育・

産業 DX に資する成果を創出し

たこと。 

 

【社会実装】 

日常に極めて近いリアル

な視覚体験下での fMRI 脳機

能イメージングを可能にする

広視野 3D 提示システムの機

能拡張を進めると同時に、同

システムを最大限に活用した

空間認知の脳内処理モデル

化に最適化された fMRI デー

タセットを構築する。 

 広視野 3D 提示システムの機能拡張を進め、MRI 固有の制約により

従来困難であった広視野呈示下の前頭 fMRI 計測を可能にするコイ

ル配置を見つけることに成功した。また、広視野呈示下の脳機能画

像と視線の同時計測を可能にする独自光学系および眼球画像処理

手法を考案した。本研究に関連する論文を１報掲載し、関連特許２

件を出願した。 

 空間認知の脳内処理モデル化用 fMRI データセットの重要な構成要

素である視覚野同定用 fMRI データを収集し、同データに集団受容

野解析法を適用し，これまで未解明であった遠周辺視野の精密な

脳内視覚表現を明らかにした。本研究成果は国際会議 VSS2025 に

て発表した。 

 3D 自然風景画像データベース「3D 古都」に含まれる 3D 写真など、

自然な 2D/3D 立体風景画像 4000 枚を観察中のヒトの脳活動を

fMRI、MEG で計測し、データベース化した。 

ヒトの運動記憶のモデル

化のために、運動の記憶が

どのように構造化されている

のかを、ロボットハンドルを用

いて行動実験、脳活動計測

実験、計算論モデル構築に

よって研究する。特に、これ

まで見過ごされてきた、外界

の認識と関連づいた運動記

憶の構造化について、研究

を推進する。 

 これまで行ってきた文脈に応じた運動記憶研究を発展させ、運動す

べき環境内の物体の相対的位置関係や運動すべき環境内の物体

の形状（カテゴリ）も運動記憶に影響する文脈となりうることを示し

た。 

 運動記憶が、運動のレパートリーや環境内のランドマークの相対的

位置関係に応じて形成されることを突き止め、国際・国内学会で発

表した。 

情報量最大化原理で学習

した Vision Transformer に創

発する３群の注意（G1: 図の

中心（顔）、G2:図（体全体）、

G3:地（背景））の神経相関を

 情報量最大化原理で学習した Vision Transformer に３群の注意

（G1：図の中心（顔）、G2：図（体全体）、G3：地（背景））が創発するこ

とを発表した。 

 公開 fMRI データを用いて G1、G2、G3 の神経相関を探索した。G1

の神経相関は背側注意ネットワークに加え、右半球の社会性ネット
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明 ら か に し て 、 Vision 

Transformer をヒトに近づけ

るための手法を検討する。 

ワーク（顔＋表情＋心の理論）に見出された。一方、G3 は低次視覚

野の視野周辺領域に加えて、楔前部と海馬傍回を含むデフォルトモ

ードネットワークと相関した。 

 日常生活の３秒のビデオの再生方向（順または逆）を判断する課題

を既存の LLM に解かせた。ヒトが簡単に正解できる５類型（生物の

前進、落下、拡散、切断、追加）のビデオに関して、LLM の成績は極

めて不良だった。LLM はヒトが習得している「時間の矢」の常識を備

えていないことを明らかにした。 

以下に示す、顕著な成果があ

ったと認められる。  

 LLM を用いた脳内意味表現の

可視化技術の商用サービス化

が継続的に高度化されており、

特許の収益化も行われている

こと。 

 高齢者に関連性の高い研究の

他にも、効果的な広告のありか

た等、社会的課題に対応する

研究や実用的な目的に資する

研究が推進されており、成果も

あがりつつあること。 

 

社会的なインタラクション

を伴う課題遂行中の脳活動

を収集し、社会脳における情

動と意思決定の計算過程を

モデル化する。特に、サイバ

ー・フィジカル空間において

アバターとなる時の脳活動と

脳活動パターンの分析にフォ

ーカスする。 

 コミュニケーションの相手がアバターの時 risk-taking 行動が増える

ことを発見した。その要因として予測される扁桃体のフィードバック

の uncertainty に対する活動を特定した。成果が PLOS Biology 誌に

掲載された。 

 自分のアクションにより安全な状態に遷移できると予測できると、繰

り返し曝露なしに恐怖反応を消去可能であることを発見した。成果

が PNAS 誌に掲載された。 

 交渉において自分に不利な提案を受入れるかどうかは、自分の報

酬に対する脳活動よりも、不平等に対する反応を調整する帯状回皮

質の働きで決まることを発見した。成果が PLOS Biology 誌に掲載さ

れた。 

 心拍誘発脳電位解析により、脳が文脈依存的に身体内部状態を利

用して社会的判断を行うことを発見した。成果が国際誌 Human 

Brain Mapping に掲載された。 

 ドラマ登場人物の人間関係を題材とした fMRI 研究により、脳が「敵

対関係」を基軸として社会ネットワークをマッピングしていることを発

見した。社会的価値の極性（友好‐敵対）を軸とする脳内表象構造を

明らかにし、国際学会 S4SN 2025 で発表した。 

Blood oxygenation level-

dependent（BOLD）法による

高解像度 fMRI を用いて、灰

白質各層の活動を個別に計

測することを試みる。また、

BOLD法とは異なる原理の脳

活動計測技術や、神経活動

を直接計測する MEG 法など

のマルチモーダル計測を活

用して、嗅覚関連領域の活

 独自に開発した LINE Scan 法を用いて運動野を観察した結果、灰白

質の表層から深層にかけて、従来の GRE-BOLD 信号では大きな差

が見られる一方、SE-BOLD 信号ではほとんど変化がないことが明

らかになった。GRE-BOLD 信号は脳表の血管の影響を大きく受けて

いると考えられることから、皮質各層の活動を正確に評価するに

は、SE-BOLD 信号を用いた方が良いことが示唆された。本研究成

果は ISMRM 2025 にて発表した。 

 大脳皮質のカラム構造や層構造の機能的可視化を実現するため

に、7T-MRI において 0.4mm 角の空間分解能で fMRI を計測できる

マルチショット法を開発し、論文が１報掲載された。 

 fMRI により得られる活動領域を同定するために、解剖画像の撮像
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動を可視化し、脳内嗅覚表

現の解析を進める。 

が必要となる。より高解像度の解剖画像を撮像するには、撮像時間

の延長となる。撮像時間の短縮のために、圧縮センシング法が応用

されているが、撮像条件に関しては、未知の状態であった。画質を

維持しつつ、撮像時間を約半分に短縮が可能な条件を確認し論文

が１報掲載された。 

 MEG を嗅覚研究に応用するため、匂い刺激の呈示方法（自然呼吸

および鼻腔への直接吹付）に関する検討を実施した。異なる呈示法

によって生じる神経応答の違いを計測した。本研究成果は日本生体

磁気学会にて発表した。 

 BOLD 法とは異なる原理の脳活動計測技術として、水分子の拡散情

報を活用した新たな計測法の開発に取り組み、これまでの１方向か

ら拡張して６方向の拡散強調画像から拡散係数を算出することで、

より定量的な変化の検出を試みた。その結果、算出された拡散係数

の変化は、解剖学的に予測される領域にこれまで以上に局在化し

ていた。一方で、BOLD 信号や DWI 信号の変化は、より広範な領域

にわたって見られた。本研究成果は国際会議 ISMRM2025 にて発表

した。 

脳波とともに行動、音声、

主観、個人特性等の個人差

を反映する情報を紐づけて

解析し、脳波から心的状態を

推定するモデルを個人差も

含めて推定できるようにする

などの高度化を行う。 

 親密な二者間の会話中の脳波と音声に基づく行動のデータから相

互の満足度を推定するモデルを構築し、その成果は国際誌に掲載

され、PCT 国際出願を行った。さらに、脳波や音声に加えて視線と

表情も加えたマルチモダルデータのスパースモデリングにより、会話

の満足に寄与する特徴量を同定し、心的状態を推定するモデルを

高度化した。 

 野球の試合の動画をそれぞれのチームのファンが視聴しているとき

の脳波を測ることで、同一チームのファン同士の脳波がより強く同期

することを示した。このことは、同一の試合を見ていても、集団アイ

デンティティという個人特性が生み出す認知的なバイアスを脳波で

評価できる可能性を示唆しており、本研究成果は国際誌に掲載され

た。 

心身ともに総合的に満たさ

れた良好な状態を意味する

ウェルビーイングの脳科学的

指標の確立に向け、脳活動

計測技術によって得られる多

様な脳情報データと、ウェル

ビーイングのさまざまな側面

 内側前頭前野における脳内物質とウェルビーイングの関連を 52 名

のデータに対して分析し、ウェルビーイングの指標と mPFC の GABA

や Glx の量との間に相関が見られた。本研究成果は OHBM にて発

表した。さらに検証を進めるために 75 名を超える実験参加者からウ

ェルビーイングに関するアンケートデータと MRS データを取得した。 

 社会人に対する感謝介入が、ワークエンゲイジメントの向上をもたら

すことを実証した。本研究成果は論文誌に掲載され、報道発表を行

った。 
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を評価する心理尺度との関

係を詳細に分析する。 

（ イ ） 脳 情報 通

信 技術 の応 用

展開に関する研

究開発 

（イ）脳情報通信技術の応用

展開に関する研究開発 

（イ）脳情報通信技術の応用展開に関する研究開発 

ブレイン・マシン・インター

フェース（BMI）システムの高

度化に向け、触覚呈示デバ

イス等により多点高密度神

経電極の性能評価を詳細に

行うとともにリアルタイム解

読器の開発を行う。また BMI

用大容量体内外無線通信技

術の国際標準化をさらに推

進する。 

 手指および手掌部の多点を同じ圧で逐次的に刺激可能な触覚呈示

デバイスを開発し、大阪大学（委託研究 PJ）と連携して多点高密度

神経電極の性能評価を行い、その有効性を実証した。運動課題に

よる評価においては、計測した皮質脳波のリアルタイム解読による

手先位置推定（カーソル制御）に成功した。 

 YRP 国際連携研究所（委託研究 PJ）と連携して、国際標準規格

IEEE802.15.6ma の代表応用として BMI 用大容量体内外無線通信を

位置づけて議論を推進し、規格改訂案を WG にて成立させた。 

人のパフォーマンス向上

技術の開発を目指して、運動

学習を促進できる最適フィー

ドバック法を提案し、認知・運

動機能を支える脳の感覚運

動情報処理機能や脳内抑制

機能の発達・低下・特殊化に

伴う脳内ネットワークの機能

的・構造的変化を解析し、こ

れらに関連した脳の計算モ

デルを構築する。また、手指

外骨格ロボットを利用して脳

の抑制・脱抑制機能を活かし

たトレーニング法の効果検証

とその脳内神経機序を解明

する。 

 人の運動野半球間抑制の適応的可塑性に関して若年成人と高齢

者の相違を明らかにし、成果を Frontiers in Aging Neuroscience に

発表した。若年成人では、手指複雑運動中に半球間抑制を脱抑制

して同側運動前野を動員して運動を補完するが、高齢者ではこの機

能が低下しており、この機能低下が高齢者での脳卒中からの機能

回復が遅いことに関係する可能性を示した。また、手指外骨格ロボ

ットによるリハビリテーションの効果を脳卒中片麻痺者で検証し、複

数例で有効性を確認した。 

 特殊化に関してはブラインドサッカー選手が視覚なしでもコート内で

自分の位置を把握するために超適応した神経基盤を明らかにした。 

トップブラインドサッカー選手では、ナビゲーション機能に重要な脳

梁膨大後部皮質の拡大がみられ、空間内で自分が移動する想像を

すると、自分の姿勢や体の向きなど自分に依拠する情報を処理する

上頭頂葉と、生来的に空間的な広がり情報を処理することができる

視覚領野と密接に連携していることを明らかにした。 

人間の運動機能の向上や

効率的な運動学習の促進を

図るため、運動記憶の記銘・

保持・想起の仕組みを行動

実験等により調査し、歩行等

の学習支援システムや人間

が扱いやすい道具の設計手

 従来、運動記憶は、四肢の運動状態や時間などの物理的変数に依

存して表現されると考えられてきたが、全体の運動のなかでの進行

度（0～2πに正規化した相対的な時間座標）にも依存して表現され

ることを明らかにした。 

 筋骨格構造データのダウンロードサイト、利用規約などを作成した。

60 歳以上の高齢者の計測を進め、今年度末で 40 名程度のデータ

を取得した。 
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法の高度化を行う。また、

MRI 等で計測された個人の

筋骨格構造を人体力学モデ

ルに反映させる技術を開発

するとともに、筋骨格構造デ

ータベースの年齢幅の拡充

を行う。 

脳情報通信研究に基づく

非同期パルス符号多重通信

のプロトコルを拡張し、水中

など異なる媒体に適した符号

化の拡張により電波の有効

利用を図るとともに、超長波

利用により生じる通信時間延

長を補う新しい符号化技術

の開発を目指す。企業等と

の連携によりこれらの技術の

社会実装を進める。 

 非同期パルス符号多重通信において、誤り検出方式を開発し、その

有効性を評価するためにコンピューターシミュレーションを実施した。

最大 5,000 台の送信機を用い、さまざまな符号パラメータ設定のもと

で、マルチフレーム通信プロトコルにおける誤り訂正なしおよび誤り

訂正ありのプロトコル性能を比較した結果、誤検出率を 66％削減す

ることに成功した。これらの成果は査読を経て国際会議に採択され

た（APCC, 2025）。 

 水中通信の開発を目的として共和電業株式会社と共同研究を開始

し、この連携の成果として総務省 FORWARD プロジェクトからの研究

資金を獲得することに成功した。また、企業との共同研究も新たに

開始した。 

トレーニングデータの単純

な汎化では解けない問題に

対し、脳内の情報処理を模

倣することで答える人工知能

に向け、脳のひらめきの計測

実験及びそれに基づいた数

理モデルを構築する。ハード

ウェアによる実装のためのシ

ミュレーションも実施する。 

 ひらめきの実験パラダイムである白黒画像認識において、ヒトのひ

らめきによって認識するプロセスを fMRI にて測定した結果、全脳の

およそ 60％以上の部分がひらめき課題に関与していること、そのダ

イナミクスが大きく３つの次元で説明されること、進化的に古い無意

識の領域である上丘（脳幹の一部）が重要な役割を示していること

が明らかになった（bioRxiv 2025）。 

 また、上記の白黒画像認識におけるヒトのひらめき実験の結果を再

現する深層学習モデルにおいて、ランダム探索モジュールを発展

し、カオス探索を用いて全てニューラルネットワーク化したモデルを

構築した。ノイズを活用して情報処理するニューラルネットワークに

よるオートエンコーダーモジュールについて、その原理や基本性能、

論理演算機能などを明らかにした。また、LTspice による人工ニュー

ラルネットワークのアナログ電子回路シミュレーションに着手した。 

（ウ）脳情報通

信 技術 の社 会

的受容性向上と

産 学官 連携 研

究活動の推進 

（ウ）脳情報通信技術の社会

的受容性を高めるための産

学官連携研究活動の推進 

（ウ）脳情報通信技術の社会的受容性を高めるための産学官連携研

究活動の推進 

人類の繁栄とウェルビーイ

ングの向上に資する形で脳

神経科学及び脳情報通信技

 一人ひとりの脳や感覚の多様性を前提に、個人と環境の関係を見

直すことで、すべての人が力を発揮できるニューロダイバーシティ社

会の実現を目指す展示「みんなの脳世界」に参加し、脳科学実験デ
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術を適切に活用することを目

的に、その過程で生じうる

ELSI （ Ethical, Legal and 

Social Issues）に対し、海外

機関との連携を強化しつつ、

機構外の研究者とともに取り

組む。特に、成果の社会受

容性を高め、社会実装・普及

に向けた検討を行うととも

に、策定したガイドラインの

継続的な改善に努める。さら

に、脳神経科学及び脳情報

通信技術と AI 技術の融合研

究に伴う課題にも対応し、関

係者との対話を重ねながら、

ELSI を考慮した実践を推進

する。 

モ等及び NICT/CiNet における ELSI への取組を紹介した。また、脳

情報に関わる研究用データの取得、利用に関する欧州の規制等の

動向調査を実施した。 

引き続き学界や産業界へ

の積極的な成果情報発信を

行い、共同研究・人材交流等

の連携研究を企画・運営し、

オープンイノベーション拠点

としての機能を強化する。研

究成果の普及のために、オ

ンラインシステムも活用した

講演会やセミナー等を引き続

き積極的に運用し、Web 等も

活用して優れた研究成果の

世界規模の情報発信を進め

る。 

 脳機能計測技術の基礎を築いた小川誠二招へい専門員の第 115

回日本学士院賞・恩賜賞の受賞を記念して、「脳計測が拓く脳情報

通信の世界」と題して第 15 回 CiNet シンポジウムを大阪で開催し

た。例年以上の参加者が集まり、脳情報通信技術の基礎研究推進

とその社会展開について議論が行われ、当分野のオープンイノベー

ションを推進した。また、国内最大級のデジタル技術の見本市

「CEATEC」に脳活動パターンや印象を推定する技術を出展した。 

 また応用脳科学コンソーシアムを通じて参加企業への CiNet の研究

の紹介や共同研究を進めてきた。さらに大阪大、神戸大との協定に

基づく連携や、金曜サイエンスサロンを通じた関西のメーカとの交流

では CiNet から８人の講師を派遣して研究開発の情報提供を行って

いる。この２つの成果発信活動は 10 年以上も継続しており、企業連

携を生む素地を作ってきた。 

 自分の手のひらを自分の指でなでることで、主観的な手のひらの大

きさが大きくなることを発見し、国際・国内学会で発表した。この成果

を発展させ、企業との共同研究において実車を用いた実証実験が

スタートした。 

 脳モデルを用いた脳内意味表現の可視化技術を継続的に高度化さ

せ、一部は商用サービスとして、CM や商品のデザインの評価など

に実社会で利用された。脳情報表現技術に関する特許等を企業に
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技術移転し実施料を得た。 

これまで整備を進めてきた

被験者情報システム及び脳

計測データ管理システムの

機能を有機的に組み合わせ

ることで、脳構造画像等の再

利用性の高い脳計測データ

を研究センター内で安全か

つ効率的に共有可能にする

仕組みを構築する。 

 再利用性の高い MRI データ共有のため，長期（４〜５年以上）実験

参加が可能な被験者プールの構築を進めた。被験者採用プロトコ

ルの設計と fMRI・行動データの収集・スクリーニングを通して候補者

15 名を選定した。 

＜課題と対応＞ 

【令和６年度評価総務省国立研究開発法人審議会の意見】 

 

（課題） 

フロンティアサイエンス分野においては、これまでの取組が科学的意義・社会的価値の観点から高く評価できると考えられる上で、その特性上社会実装に結び付けるこ

とが難しい中においても長期的な視点で成果を上げるよう取り組んでもらいたい。 

（対応） 

ご評価いただきありがとうございます。引き続き、科学的意義・社会的価値の高い成果の獲得に努めるとともに、長期的な視点において、次世代社会において求められ

る ICT 像を十分に検討し、その実現に向けた道筋を十分に意識しながら、獲得成果が社会実装につなげるよう取組を進めています。 

 

（課題） 

科学的な成果に基づく社会的価値の高い開発が実現されているが、その種となる基礎的な科学的解明を着実に進めてほしい。 

（対応） 

ご意見ありがとうございます。将来の ICT 革新のためには、そこに資する基礎的な科学的知見の獲得によるシーズの創出が必須であることを十分に意識して、着実に

取組を進めています。 

 

 

なお、この評定は、以下の「国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解」を踏まえて、決定した。 

 

国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解 

 

１． 日時：令和８年４月 23 日（木） 10 時 00 分～17 時 00 分 

 

２． 委員名簿 

安浦 寛人 委員長 国立情報学研究所 副所長 

安藤 真 委員 東京科学大学 名誉教授 
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飯塚 久夫 委員 一般社団法人 量子フォーラム 総務担当理事 

栄藤 稔 委員 大阪大学 先導的学際研究機構 特任教授 

太田 勲 委員 兵庫県立大学 名誉教授（前学長） 

國井 秀子 委員 芝浦工業大学 客員教授 

後藤 厚宏 委員 情報セキュリティ大学院大学 教授 

徳永 健伸 委員 東京科学大学 名誉教授 

渡辺 文夫 委員 Fifth Wave Initiative 代表 

 

３．委員長及び委員からの意見 

 

（フロンティアサイエンス分野について） 

 自己評価として年度評定 A、期間実績評定 S は妥当である。ただし、先端 ICT デバイス基盤技術では、深紫外 LED が既に実用段階に達し、殺菌用途として鉄道車両

や公共施設などでの活用が進み、将来のパンデミック対策や水銀ランプ代替という観点からも社会的価値・社会実装については S 評価相当とも考えられる。 

 脳情報通信技術分野において、AI と脳情報処理の比較検討が着実に進展している点を高く評価する。近年顕在化している AI のエネルギー問題に対し、脳情報処理

の知見を活用した新たな方向性が示されれば、将来的なブレークスルーにつながる可能性がある。CiNet が掲げる包括的全脳処理モデル（CiNet Brain）という大きな

目標に向け、今後の一層の進展を期待したい。 

 通信の自由・秘密を巡る課題が深刻化する中で、情報通信技術が社会や個人に及ぼす影響についての懸念も増大している。NICT の直接的ミッションに限らず、先端

情報通信技術を担う国の研究機関として、将来の通信社会の在り方について横断的に検討する枠組みの構築が望まれる。脳情報通信分野における ELSI の議論を、

より広い情報通信社会全体へと発展させる取組に期待したい。 

 

（全体を通して） 

 多くの分野で素晴らしい成果が上がっている。 

 ICT 分野の急速な技術進展や国際情勢を含む社会環境の変化により、5 年の中長期目標を固定的に設定することは一層困難となっている。状況に応じた柔軟な見直

しは必要である一方、場当たり的な変更とならないよう、予見困難な重大事象の発生を想定し、目標を見直す際の考え方や手順をあらかじめ整理することが重要であ

る。 

 特にサイバーセキュリティや AI 分野においては、NICT が果たすべき社会的役割・国家戦略上の役割をより明確に位置付けた上で、業務や研究領域の拡大に応じた

予算措置や組織体制の在り方について、既存の枠内にとどまらず、組織の見直しも含めた検討が必要である。 

 評価に当たっては、精緻な議論のために大量の資料を用いることの意義は大きいものの、研究者・職員の負担が相当大きい可能性があり、毎年同水準の精緻な評価

を実施する必要性については再考の余地がある。研究内容に加え、組織の在り方や国家戦略上の位置付けについて多様な意見を取り入れる観点から、外部有識者

との継続的な対話は重要であり、例えばテーマを絞る、網羅的な評価は隔年で実施する等の評価の在り方をはじめ、評価委員会の役割や活用方法についても検討が

求められる。 

 第５期では、研究段階から社会実装を意識する取組が全体として定着し、連携やエコシステム形成にも一定の進展が見られた。スタートアップ支援を含め、ファンディン

グエージェンシーの仕組みや大学との連携も活用した、スピーディーに動ける文化づくりが今後の課題である。多くの優れた成果を踏まえ、変化に柔軟に対応できる仕

組み整備や多様な人材の確保と、広報を含めた発信・連携の強化が期待される。 

 サイバーセキュリティ分野とユニバーサルコミュニケーション分野の連携を一層強化し、NICT 内で団結して、ネットワークと AI のセキュリティを一体的に捉えた横断的な

研究を推進することも期待する。 
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上記見解を踏まえ、機構として年度評定を A、期間実績評定を S とする。 
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中長期目標・中長期計画 

中長期目標 中長期計画 

１．重点研究開発分野の研究開発等 

（５）フロンティアサイエンス分野 

我が国において、これまでにない価値の創造や社会システムの変革等を

もたらす新たなイノベーション力を強化するためには、「未来を拓く」能力とし

て、イノベーション創出に向けた先端的・基礎的な技術が不可欠であり、

Beyond 5G を支える基盤技術として期待されることから、【重要度：高】とし

て、以下の研究開発等に取り組むとともに研究開発成果の普及や社会実装

を目指すものとする。 

１－５．フロンティアサイエンス分野 

次世代の抜本的ブレークスルーにつながる先端的な基盤技術の開発、深化に基づく新たな

イノベーションを持続的に創出することで、豊かで安心・安全な未来社会を支えるＩＣＴの基礎と

なる新概念や新たな枠組みを形作ることを目指す。このため、「未来を拓く」能力として、卓越し

た ICT 機能につながる新奇材料や構造、機能を創出するフロンティア ICT 技術、究極的な安全

性を実現する量子情報通信技術、新しい原理や材料特性に基づきデバイスを創出する新規

ICT デバイス技術、数十億年の歴史を持つ生物の仕組を解明し利活用するバイオ ICT 技術、

脳機能の解明により究極のコミュニケーションを目指す脳情報通信技術等のフロンティア ICT

領域技術の各研究課題において、先端的・基礎的研究開発を実施するとともに、研究開発成

果の普及や社会実装を目指す。 

①フロンティア ICT 基盤技術 

周波数限界の拡大や高速化、高感度特性の実現、処理能力の高度化

等、通信技術・センシング技術の飛躍的な発展に資する革新的 ICT システム

の創出を目指し、集積型超伝導回路技術やナノハイブリッド基盤技術、超高

周波基盤技術等の研究開発を実施するものとする。さらに、人間や環境へ

の親和性の高い生物模倣工学的手法等による情報処理・通信システムの創

出を目指した研究開発を実施するものとする。 

（１）フロンティア ICT 基盤技術 

将来の情報通信において求められる周波数限界の拡大や高速化、高感度特性の実現、処

理能力の高度化等、通信・センシング技術の飛躍的な発展に資する革新的 ICT システムの創

出を目指し、集積型超伝導回路技術やナノハイブリッド基盤技術、超高周波基盤技術等の研

究開発を実施する。さらに、人間や環境への親和性の高い生物模倣工学的手法等による新た

な情報処理・通信システムの創出を目指した研究開発を実施する。 

（ア）集積型超伝導回路基盤技術 

超伝導ナノワイヤ単一光子検出器（SSPD）について、高速化、高機能化に向けて重要となる

多ピクセル化技術の研究開発を実施し、超伝導デジタル信号処理回路との融合により 200～

300 ピクセル規模の SSPD アレイを実現し、単一光子感度のイメージングの実証を目指す。ま

た、超伝導量子ビットの高性能化を目指し、窒化物材料を用いた超伝導量子ビットの作製、評

価技術を確立する。 

（イ）ナノハイブリッド基盤技術 

未来世代の通信システムにおける更なる高速化・低消費電力化・広帯域化・小型化等に向

けて、優れた光機能を有する有機分子と無機誘電体・半導体・金属等とのナノレベルの構造制

御・機能融合技術やハイブリッドデバイスの集積化技術等のナノハイブリッド基盤技術の研究

開発を実施し、超高速・超低消費電力・小型光変調器や超広帯域無線光変調器、広帯域・高感

度電界センサ等の革新的デバイス・サブシステムの創出を目指す。また、デバイスの社会展開

に向けて、耐久性や量産性等の実用化に向けた課題抽出とその解決に向けた研究開発等を

行う。 

（ウ）超高周波基盤技術 

ミリ波及びテラヘルツ波の超高周波無線通信に用いる電子・光デバイスの高性能化を進め、

より高い周波数の活用を目指すとともに、Beyond 5G を見据えた通信や高度なセンシングシス
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テムへの利活用に向けてトランシーバのモジュール化技術、及び高速、大容量通信に関わる

高安定な基準信号源の提供を可能とする光源モジュール化への基盤技術の確立を目指す。 

（エ）自然知規範型情報通信基盤技術 

生物が有する極小の情報量を介した情報通信を ICT に取り入れることで、Society 5.0 やそ

の先の社会において期待される人‐環境‐生物間でのシームレスな情報通信の下で予見される

情報量の爆発的増加等に対応するため、自然知（あたかも知能を持つがごとくふるまう生物が

内在的に有する情報処理・制御アルゴリズム）を規範とした知的情報処理技術とそれにより実

現する先進的 ICT 分野の新技術の創出に必要な基盤的研究開発を行う。具体的には、様々な

生物の階層に潜む自然知の計測・評価技術を構築するとともに、それらの情報識別・処理及び

制御プロセスの解析とモデル構築を行う。また、認知科学、電子デバイス工学等の知見を融合

し、自然知を規範とした知的情報処理を行うアルゴリズムやシステムを構築する。 

（オ）バイオ ICT 基盤技術 

人や環境への親和性の高い情報素子の提供による新奇情報通信サービスの構築に向け

て、持続可能でより豊かな未来社会の実現につなげるため、生命体の分子を介した情報通信

の利活用と、それらと電磁的なネットワークとの融合に必要となる、分子情報の定量化や電磁

的信号への変換技術等を用いたバイオマテリアルによる情報識別・通信システムの創出に関

する基盤的研究開発を行う。具体的には、現在の情報通信技術では測定や伝送が困難な、生

物の化学的感覚や生物活性物質の影響等の分子に付随した情報を計測・評価するための基

盤技術を構築するとともに、分子を介した情報通信システムの構成や制御に必要な要素とし

て、バイオ材料等のソフトマテリアル活用型の新奇情報素子の作製・操作に関する基盤的技術

を構築する。 

②先端 ICT デバイス基盤技術 

宇宙環境等極限環境における高度な ICTシステムへの産業応用等を見据

え、酸化物半導体デバイス基盤技術のさらなる高性能化・高効率化を目指

す。また、光通信資源の飛躍的拡大を目指し、深紫外光源技術の高度化を

含む深紫外光 ICT デバイス基盤技術の研究開発を実施するものとする。 

（２）先端 ICT デバイス基盤技術 

高度な ICT システムへの活用を始めとする幅広い分野への産業応用を見据え、酸化物半導

体デバイス基盤技術や深紫外光源技術のさらなる高性能化・高効率化等に向けた研究開発を

実施するとともに、研究開発成果の普及や社会実装に向けた取組を行う。 

（ア）酸化物半導体電子デバイス 

高度な情報通信社会の実現に不可欠である、半導体 ICT エレクトロニクス分野の発展及び

電力の高効率制御による社会の省エネルギー化の実現を目指し、酸化物半導体材料の優れ

た材料特性を活かした新機能先端的電子デバイス（トランジスタ、ダイオード）研究開発に取り

組む。具体的には、酸化ガリウムを利用した高周波デバイス、高温・放射線下等の極限環境に

おける ICT デバイス、高効率パワーデバイス等の基盤技術の研究開発・高度化を行う。極限環

境 ICT デバイスに関しては、高周波酸化ガリウム FET の耐放射線デバイス用途に向けた開発

を実施し、2025 年までに実用に向けた技術的知見を得る。また、高効率パワーデバイス開発に

おいては、縦型 FET のさらなる高性能化（高効率化、高耐圧化）に取り組み、得られた成果・技

術の企業への移転を図り、2030 年までの実用化を目指す。 

（イ）深紫外光 ICT デバイス 
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深紫外光の特性を利用したソーラーブラインド光通信・超高感度センシング技術等、既存の

可視・赤外光技術の枠組みを超えた革新的光 ICT 機能の創出を目指し、深紫外光 ICT デバイ

スに関する基盤技術の研究開発を行う。またそれらの成果を生かしつつ、深紫外光の利活用

による安心・安全で持続可能な社会の実現、アフターコロナ社会で求められる深紫外光応用技

術の社会展開に向けて、深紫外小型固体光源等の実用化・高度化に向けて必要な技術の研

究開発を行い、2026 年度末までに従来光源である水銀ランプと同等以上の性能値を実証する

ことで、社会普及の早期実現を目指す。 

③量子情報通信基盤技術 

衛星・地上等の量子暗号網を統合したグローバルな量子セキュアネットワ

ークの将来的な実現を目指し、あらゆる計算機で解読不可能な安全性を実

現する量子暗号をはじめとする量子セキュアネットワーク技術に係る研究開

発を実施するとともに、社会実装を想定したシステム化を図る。あわせて、量

子計測標準、光量子制御、量子誤り訂正を含む高度な量子制御技術の研究

開発を推進し、より汎用的な量子ノード技術の実現を目指すものとする。 

（３）量子情報通信基盤技術 

あらゆる計算機で解読不可能な安全性を実現する量子暗号をはじめとする量子セキュアネ

ットワーク技術や、ノード内の信号処理も量子的に行う完全な量子ネットワークの実現を目指し

た量子ノード技術の研究開発を行う。 

（ア）量子セキュアネットワーク技術 

量子暗号を活用することで機密情報の超長期分散保存を可能にする量子セキュアクラウド

技術の研究開発と社会実装を想定したシステム化を進める。また、衛星・地上の量子暗号網を

統合したグローバル量子セキュアネットワークの将来的な実現に向けて、量子暗号ネットワーク

の高度化・広域化、衛星における量子暗号・物理レイヤ暗号等の実現に向けた研究開発を行

い、必要な要素技術を確立する。 

なお、令和７年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、「「強い経

済」を実現する総合経済対策～日本と日本人の底力で不安を希望に変える～」の一環として経

済安全保障の強化のために措置されたことを認識し、様々な分野におけるユースケースの具

体化・拡大を想定した量子暗号ネットワークの広域テストベッドの構築に着手する。 

（イ）量子ノード技術 

量子計測標準技術の高度化及びイオントラップ量子メモリへの応用と光量子制御技術、イオ

ン－光子の研究開発により、量子ネットワークにおける量子時刻同期の原理実証を可能とする

技術を確立し、イオントラップ光時計に実装する。また、新型超伝導量子ビットの実現に向けた

作製・評価技術及び量子誤り訂正に必要とされる高度な量子ビット制御技術の研究開発を進

める。 

④脳情報通信技術 

究極のコミュニケーションの実現を目指し、脳情報取得・解析技術の高度

化等を通じて、人間の脳機能の理解を深めることで、脳情報通信の基盤的

研究開発を実施する。また、その成果を活用して先進的 ICT や人間機能の

再建・拡張等を支援する技術に係る研究開発を実施し普及を目指すものと

する。 

（４）脳情報通信技術 

人間の究極のコミュニケーションの実現や、人間の潜在能力の発揮を実現することで人々が

幸せを実感できる新しい ICT の創出を目指して、人間の認知・感覚・運動に関する脳活動を高

度かつ多角的に計測・解析する技術や、得られた脳情報を効率的に解読しモデル化する技

術、及び人間の能力の向上を支援する技術等の脳情報通信技術の研究開発を実施する。ま

た、脳情報通信技術の社会における健全な利活用・受容性の確立を念頭においた研究開発拠

点機能を強化する。 

（ア）人工脳モデル構築のための脳機能計測と解析に関する研究開発 

人間の究極のコミュニケーションの実現に資するため、多角的な脳活動データを取得・解析

し、脳の機能全体をモデル化した人工脳を構築するための基盤的研究開発を行う。 
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具体的には、人間の認知、情動、知覚、意思決定、運動、社会性、言語等の脳機能の分析を

し、それらの相互関係の解明等に関する研究開発を行うことで、脳の高次機能も考慮した脳内

情報処理モデルの構築を行う。さらに、脳内情報処理モデルの構築に必要な脳情報の分析に

必須な脳機能計測技術を一層高度化するため、超高磁場 MRI 等の大型計測装置を用いた計

測の時空間分解能を向上させる技術、MRI と脳波等の多様な手法を用いたマルチモーダル計

測技術、実生活の中で多数の脳活動や行動指標を高い時間精度で同時に計測可能な小型計

測装置等の実現を目指した研究開発を行う。 

（イ）脳情報通信技術の応用展開に関する研究開発 

脳情報と先端 ICT を組み合わせて、新たなデバイスやコミュニケーション等に応用するため

に必要な基盤的研究開発を行う。 

具体的には、人工脳を開発する過程で得られた脳内情報処理モデルを活用し、感覚情報、

運動情報や認知情報等に基づいた人間機能の再建・拡張の支援等や脳機能のバイオマーカ

の発見につながる研究開発を実施する。また、脳情報を用いて、人間が製品やサービスに対し

て抱く印象・感覚を客観的に評価することが可能となる次世代の ICT 等を確立させる。 

（ウ）脳情報通信技術の社会的受容性向上と産学官連携研究活動の推進 

Society 5.0 の発展のために、脳情報通信が次世代の ICT として技術が健全に活用されるよ

う社会的受容性を高めるような研究・環境整備が必要である。また、大学等の学術機関だけで

なく産業界との連携を強化することで脳情報通信技術を中心とした産学官融合研究の積極的

な実施を目指す。 

これらの目的のために、脳情報に関する研究開発で得られた技術を、多方面の研究者・企

業等と連携して、共同研究や研究員の受入等による知的・人材交流を通した人材の育成や企

業への技術移転に努め、科学技術・社会的受容性の両面から成熟させながら、社会に普及す

るための研究開発拠点を形成する。また、この拠点においてオープンイノベーションを推進する

ため、収集した研究データの安全な利活用を実現するためのデータ収集管理システム等の研

究開発を行う。 

これらの活動を通じて、人々が安心して豊かな暮らしを享受できる社会の構築に貢献できる

脳情報通信技術を育てていく。 
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国立研究開発法人情報通信研究機構 令和７年度の業務実績に関する項目別自己評価書（No.6 Beyond 5Gの推進） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

中長期目標の当該項目 Ⅲ．－２．－（１）Beyond 5Gの推進 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

国立研究開発法人情報通信研究機構法第 14 条第１項

第一号、第 15条の３、附則第 12条第１項 

当該項目の重要度、難易度 重要度：高 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

行政事業レビューシート **** 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）※13 
 基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値） 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

①標準化や国内制度

化の寄与件数※１ 
- 215 335 703 1,015 1,060 予算額（百万円） 36,013 23,680 50,316 45,679 41,678 

②特許出願件数※２ - - - 615 832 713 決算額（百万円） 23,330 48,395 35,491 37,554 35,962 

③特許登録件数※３ - - - 20 50 148 経常費用（百万円） 7,649 29,919 32,749 40,082 39,249 

④研究開発実施者間

の調整・連携に向け

た NICT 主催会合等

の開催件数※４ 

- - - ９ ９ ６ 経常利益（百万円） △０ ０ ０ △０ △21 

⑤研究開発実施者間

の調整・連携に向けた

NICT主催会合等の出

席者数※５ 

- - - 841 499 337 行政コスト（百万円） 8,283 33,872 34,828 42,003 40,756 

⑥研究開発実施者間

の調整・連携に向け

た NICT 主催会合等

の出席者の満足度※

６ 

- - - - 96％ 96.5％ 従事人員数（人） ９ 13 19 19 19 

⑦知財・標準化に向

けた NICT 主催会合

等の開催件数※７ 

- - - ９ ２ ０       
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⑧知財・標準化に向

けた NICT 主催会合

等の出席者数※８ 

- - - 216 35 ０       

⑨知財・標準化に向

けた NICT 主催会合

等の出席者の満足度

※９ 

- - - - 80％ -       

⑩社会実装・海外展

開志向型戦略的プロ

グラムにおけるステー

ジゲート評価におい

て、着実に進捗してい

ると認められたプロジ

ェクト数の割合※10 

- - - - 91％ 100％       

⑪社会実装・海外展

開志向型戦略的プロ

グラムにおいて採択さ

れた事業者の事業化

に対する寄与度※11 

- - - - 100％ 100％       

⑫社会実装・海外展

開志向型戦略的プロ

グラムにおける評価

委員のプログラムに

対する評価※12 

- - - - 100％ 100％       

※１ Beyond 5G に関係する標準化、国内外制度化への寄与文書数。 

※２ 情報通信研究開発基金に係る特許出願件数（令和５年度以降に実績を記載）。 

※３ 情報通信研究開発基金に係る特許登録件数（令和５年度以降に実績を記載）。 

※４ 情報通信研究開発基金に係る研究開発実施者間の調整・連携に向けた NICT主催会合等の開催件数（Beyond 5G 研究開発促進事業において採択したものに限る）（令和５年度以降に実績を記載）。 

※５ 情報通信研究開発基金に係る研究開発実施者間の調整・連携に向けた NICT主催会合等の出席者数（Beyond 5G 研究開発促進事業において採択したものに限る）（令和５年度以降に実績を記載）。 

※６ 情報通信研究開発基金に係る研究開発実施者間の調整・連携に向けた NICT 主催会合等のアンケート評価に基づく出席者の満足度（Beyond 5G 研究開発促進事業において採択したものに限る）（令和６年度以降に実績を記

載）。 

※７ 情報通信研究開発基金に係る知財・標準化に向けた NICT主催会合等の開催件数（Beyond 5G研究開発促進事業において採択したものに限る）（令和５年度以降に実績を記載）。 

※８ 情報通信研究開発基金に係る知財・標準化に向けた NICT主催会合等の出席者数（Beyond 5G研究開発促進事業において採択したものに限る）（令和５年度以降に実績を記載）。 

※９ 情報通信研究開発基金に係る知財・標準化に向けた NICT主催会合等のアンケート評価に基づく出席者の満足度（Beyond 5G 研究開発促進事業において 採択したものに限る）（令和６年度以降に実績を記載）。 

※10 情報通信研究開発基金に係る社会実装・海外展開志向型戦略的プログラムにおけるステージゲート評価において、着実に進捗していると認められたプロジェクト数の割合（令和６年度以降に実績を記載）。 

※11 情報通信研究開発基金に係る社会実装・海外展開志向型戦略的プログラムにおいて採択された事業者の事業化に対する寄与度（令和６年度以降に実績を記載）。 

※12 情報通信研究開発基金に係る社会実装・海外展開志向型戦略的プログラムにおける評価委員のプログラムに対する評価（令和６年度以降に実績を記載）。 

※13 予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。従事人員数は、常勤職員の本務従事者数。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標・中長期計画（リンク先へ） 

中長期計画

（小項目） 

年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の主な業務実績等 自己評価 

２．分野横断的

な研究開発その

他の業務 

２．分野横断的な研究開発そ

の他の業務 

＜評価軸＞ 

 Beyond 5Gの

実現に向け

た取組の強

化につながっ

ているか。 

 公募型研究

開発プログラ

ムを適切に

実施したか。 

 

＜指標＞ 

注  革新的情

報 通 信 技 術

（ Beyond 5G

（6G））基金事

業で実施して

いるもののう

ち、一重下線

部は、 Beyond 

5G研究開発促

進事業、二重

下線部は、革

新的情報通信

技術 （ Beyond 

5G（6G））基金

事業において

採択したもの

に限る。 

【評価指標】 

 評定 S 
２．分野横断的な研究開発その他

の業務 

本項目では、Beyond 5Gの実現

に向けた中核的取組として、アー

キテクチャ検討・国際連携・概念実

証（PoC）を一体的に推進するとと

もに、公募型研究開発プログラム

を戦略的に運営し、研究成果の社

会実装と国際競争力強化を両立さ

せた。 

令和７年６月の大阪・関西万博

にも成果の出展、MWC への出展

など、訴求力の高い成果発信も積

極的に行い、関係構築を加速させ

た。また、ミリ波・テラヘルツを使っ

た移動体通信システムにおける電

波の AR 可視化システム」の動態

展示など、具体的 PoCを体験で説

明する効果もあがった。 

公募型研究開発プログラムにお

いては、助成事業や委託事業を成

果の高い評価を得つつ着実に実

施したこと、国際標準化や安全保

障上重要となる国際連携を推進し

たこと、公募プログラムの新たな需

要を踏まえた運用手法の改善を図

ったこと、具体の成果の創出や顧

客企業候補とのマッチング支援に

貢献したこと、我が国の知財化・標

１．の「重点研究開発分野

の研究開発等」の業務と横断

的に連携し、研究開発成果の

普及や社会実装を目指しなが

ら以下の取組を一体的に推

進する。また、機構の研究開

発により創出される直接的な

成果の創出に加えて、我が国

の ICT 産業の競争力確保も

念頭においた戦略的・総合的

な取組も推進する。 
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 Beyond 5Gの

実現に向け

た産学官連

携等の活動

状況 

 公募型研究

開発プログラ

ムに係る研

究開発マネジ

メントの取組

状況（進捗管

理等の活動

状況、評価委

員会の設置・

活動状況等） 

 公募型研究

開発プログラ

ムの応募・採

択状況 

 社会実装・海

外展開の促

進等、研究開

発成果の最

大化に向け

た取組状況 

【モニタリング

指標】 

 標準化や国

内制度化の

寄与件数 

 国内外での

特許出願（・

登録）件数 

 研究開発の

実施者間の

調整・連携に

向 け 、 NICT

準化を推進したこと、民間企業投

資を誘発したこと等において、大き

な成果をあげた。 

以上のことから、適正、効果的

かつ効率的な業務運営を行い、ま

た「研究開発成果の最大化」に向

けた特に顕著な成果の創出等が

得られたと認め、評定を「S」とし

た。 

２－１． Beyond 

5Gの推進 

２－１．Beyond 5Gの推進 ２－１．Beyond 5Gの推進 

 

２－１．Beyond 5Gの推進 

【Beyond 5G の実現に向けた取組

の強化につながっているか】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 Beyond 5G アーキテクチャの重

要要素を抽出し、国際連携によ

る概念実証（PoC）環境を構築し

た。 

 MWC や大阪・関西万博での発

信、3GPP・IEEE802・ITU-T 等の

標準化活動と連動し、国際的プ

レゼンスを強化した。 

 日独連携を核とした国際研究コミ

ュニティを拡大し、研究成果の橋

渡しと国際競争力向上を実現し

た。 

 スマート工場向け無線要件ガイ

ドライン策定や産業用無線技術

研究組合の設立により、実装基

盤を整備した。 

 公募型研究開発プログラムの実

施により、B5G 要素技術の確

立、社会実装例の創出、知財

化・標準化への貢献、国際連携

の具体化、機構との相乗効果、

民間企業投資の誘発等が実現し

た。 

我が国として目指すべき

Beyond 5G を実現し、Beyond 

5G における我が国の国際競

争力強化等を図るためには、

その優れた機能の中核となる

先端的な要素技術の確立や

その社会実装・海外展開に向

けた研究開発や知財・標準化

を強力に推進する必要があ

る。本中長期目標期間を集中

的な取組期間として、機構自

ら先端的な研究開発の戦略

の立案・実施・見直しのサイク

ルを迅速に実行し、産学連携

活動の中心的存在となるよう

な連携ハブの確立に向けた

活動を推進するとともに、民

間企業等の研究開発の支援

やこれを通じた成果の知財・

標準化、さらには社会実装・

海外展開を促進するため、総

務省が策定する基金運用方

針等に基づき、以下の公募型

研究開発プログラムを実施す

る。 

 Beyond 5G アーキテクチャについてフォーカスすべき重要な構成

要素を３点抽出し、それぞれ得意分野をもつ研究部署やアーヘン

工科大学やシンガポール工科デザイン大学、東京大学など対外

組織と共同で構築したサービスを可視化する概念実証システム

（PoC）としてトータルでサービスの検証が行える環境として整え、

2025 大阪・関西万博への出展、研究所による標準化活動（3GPP, 

IEEE802, ITU-T, IOWN GF）につなげた。この環境を活用して異業

種のステークホルダーを巻き込み、Beyond 5Gの活用について実

際のフィールドにおいて国際的なフレームワークを構築し、第一

回目のイベントを開催（令和７年 10月）した。研究開発の着手から

外部への展開までの一連の活動におけるリードタイムを短期間に

収め、研究開発の加速につなげた。 

 Beyond 5G/6G の分野において世界で最も取組が進んでいる日

独の間で戦略的なパートナーシップを深化させる取組として、研

究者コミュニティの形成から共同研究の始動、国際連携ファンド

の獲得、研究成果の共同出展に至るまで、国際連携を通じた橋

渡しにより研究を加速させる取組を進め、日独研究者コミュニティ

を百名規模にまで成長させた。JST の ASPIRE において、令和６

年度に採択されたテラヘルツに関するプロジェクトを米国やフィン

ランドをはじめとする世界の多くの研究機関や国内大学との共同

で開始し、令和７年６月の大阪・関西万博に成果の一部を出展し

た。 

 これらの活動を研究所横断的な広がりを持たせつつ複数国同時

に集中的に実施し、それらの相乗効果により研究開発を効率的

かつ効果的に推進できる一連のスキームを短期間で確立させる

とともに、世界のトップ集団の位置づけを強固にするなど、Beyond 
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が主催した会

合等の開催

件数やその

出席者数及

びアンケート

評価に基づく

出席者の満

足度※１ 

 知財・標準化

に向け、NICT

が主催した会

合等の開催

件数やその

出席者数及

びアンケート

評価に基づく

出席者の満

足度※１ 

 社会実装・海

外展開志向

型戦略的プ

ログラムにお

けるステージ

ゲート評価に

おいて、着実

に進捗してい

ると認められ

たプロジェク

ト数の割合※２ 

 社会実装・海

外展開志向

型戦略的プ

ログラムにお

いて採択され

た事業者の

事業化に対

する寄与度※

5G/6G の分野において機構が産学官連携の中心的存在としての

連携ハブとなる足がかりを早期に確実なものとした。 

 【学術分野】世界の Beyond 5G/6G リーダーが集う多くの機会に

おいて、ホワイトペーパーに記載したビジョンを提示し、多くの賛

同を得た。この実績に基づき、各国がそれぞれ持つ強みとの相乗

効果が得やすい分野を見極めつつ、国際連携の成功モデルも活

用しながら効率的かつ効果的に関係を醸成させ、MoU 締結やワ

ークショップ開催により、具体的な共同研究プロジェクトを生み出

した。これらを通して、機構をハブとした Beyond 5G研究活動の国

際的な展開を急速に加速させた。この結果、WWRF Huddle 2025、

WWRF 53、IEEE Globecom 2025など世界のリーダーが集う多くの

会議で主催者側からの依頼による招待講演を行い、機構が

Beyond 5G/6G分野の研究ハブとしてけん引力と研究開発能力を

持つことを世界に示すとともに、グローバルな研究連携の動きを

急速に加速させた。 

 学術分野における国際連携の取組を契機とし海外の組織との連

携による研究を立ち上げるなど、研究開発の連携ハブとしてのグ

ローバルな活動をより深化させた。 

 【シンガポール】令和７年５月にはシンガポール工科デザイン大学

（SUTD）と中長期的な連携に向けた覚書を締結した。 

 【米国】令和７年６月と 12 月に、米ノースイースタン大学との第１

回/第２回研究ワークショップを開催して、Open RAN、テラヘルツ

波、電波エミュレータ、AI などの広い分野において米国との共同

研究につながる足掛かりを得た。 

 【英国】政府機関とも継続的な調整を行い、日英共同ファンディン

グを見据えた研究マッチングのためのワークショップを開催した

（令和７年 12月第１回、令和８年３月に第２回を実施）。 

 【インド】インド政府からの招へいにより、フラグシップカンファレン

スである Bharat 6G Symposium 2025（令和７年 10月に開催）のパ

ネルセッション（Global 6G Initiatives）に登壇した。 

 【情報発信】令和４年度より毎年出展している国内最大級の展示

会である CEATECにおいて、今年の出展では Beyond 5G（6G）基

金事業のブースと連携して「Beyond 5G 大型看板（ジオラマパネ

ル）」を設置し、自主研究と B5G 基金による研究の成果を融合さ

せて実現できる未来社会のイメージを初めて発信し、来場者にも

好評をいただくなど、巻き込みと連携強化につなげた。 

 国際的フラグシップ展示会である Mobile World Congress（MWC@

 これら、国際視点重視の戦略を

進め、複数国との有機的連携の

深化とともに、MWC 等への出展

を通じた成果訴求力の強化とそ

れらを通じた連携構築など、優れ

た実績があがった。また、スマー

ト工場向け無線技術においては

技術研究組合設立等を通じて具

体的実装の実現に向けた活動

が大きく前進したことも卓越した

成果である。 

 

【公募型研究開発プログラムを適

切に実施したか】 

以下に示す、特に顕著な成果が

あったと認められる。 

 国際標準化や安全保障上重要と

なる国際連携の具体化に向け、

公募型研究開発プログラムを活

用し、日独、日 EU との国際共同

研究を開始するとともに、米国

NSF と連携した共同研究プログ

ラムの創設・公募の実施、英国

UKRI （ UK Research and 

Innovation）と連携した共同研究

プログラムの創設・具体化を図っ

た。 

 委託事業と助成事業のプログラ

ム間の接続強化に向け、委託研

究成果のうち事業面の検討が成

熟しないプロジェクトを PoC によ

り支援する仕組みを新たに設計

するとともに、ワークショップを通

じて機構の知見を生かした研究

開発課題を公募プログラムに反

映する仕組みを導入する等、公

募プログラムへの新たな需要を
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２ 

 社会実装・海

外展開志向

型戦略的プ

ログラムにお

ける評価委

員※３のプログ

ラムに対する

評価※２ 

※１ 出席者の

満足度は、令

和６年度以降

に実績集約 

※２ 令和６年

度以降に実績

集約 

※３ 情報通信

審議会  情報

通信技術分科

会  技術戦略

委員会  革新

的情報通信技

術プロジェクト

WGを併任 

バロセロナ）に機構として初めての単独出展を行い、アーヘン工

科大や東大と共同でテラヘルツ通信技術や時空間同期技術を活

用したスポット通信や、シンガポール工科デザイン大学と共同で

O-RAN 省電力マネジメントに関する出展を行うなど、展示内容を

拡充して躍動感のある動態展示を行った。大阪・関西万博では、

「Beyond 5G Ready ショーケース」と題して出展し、機構が Beyond 

5G の実現に向けて取り組んでいる内容を国内外の非専門家や

若手に示した。これらは国際的な研究の活動の取組として強力な

アピールとなり、さらには新たなパートナーの開拓につながるな

ど、連携と巻き込みの一連のスパイラルが絶えず生み出される場

として機能し、研究の加速に大きく貢献した。 

 Beyond 5G に対してビジョンを深化させ、イノベーションを創出す

るための活動として、Beyond 5G ゼログラビティイベントを５回実

施し、ホワイトペーパーのユースケースを題材に、異業種の事業

担当者と機構を含む研究者が Beyond 5G のサービスイメージな

ど新たな価値創出が可能性であることを議論するとともに、双方

の Beyond 5Gに対する取組のモチベーションを高めた。この議論

に基づき令和７年度には、連携する産業分野の１つとしてまずは

農業に着目した一連のワークショップ開催や人脈形成を進めると

ともに、構築中の Innovation Bridge @TOKYOを活用したイノベー

ション活動に発展させた。 

 国際的な Beyond 5G/6G イノベ－ション拠点「Innovation Bridge 

@TOKYO」の企画において、Beyond 5G/6G 分野におけるわが国

の国際競争力向上の礎となるような取組を目指すとともに、研究

成果の集積が可能なリビングラボ環境の構築、空間全体を活用

したサービス PoCのショールーム、学際的連携と異業種協働を促

進させる異業種 Beyond 5G/6Gコミュニティの場、などの機能を持

たせて試験的な運用を開始し、令和８年３月 25 日～26 日に正式

オープニングセレモニーを開催した。都心の立地条件や公的研究

機関としての中立的な立場も活かしつつ、海外を含め広くステー

クホルダーを巻き込んで社会実装につながるポジティブなスパイ

ラルの速い流れを生み出すグローバルなオープンイノベーション

のハブとしての機能を盛り込み、機構内外の組織横断的な研究

推進体制の更なる強化に資する取組を押し進めた。 

 異分野・異業種連携と多様な Beyond 5G 技術と自律型モビリティ

技術の融合によるデータ集配信基盤技術の研究開発で得られた

知見を社会にフィードバックした。 

踏まえた柔軟かつ迅速な運用手

法の改善を図った。 

 助成事業及び委託事業のステー

ジゲート評価において、全プロジ

ェクトが S 又は A の高い評価を

得るとともに、助成事業新規の予

備調査・公募・採択、委託事業の

新規の公募・採択を、需要を踏ま

え適切に行った。助成事業にお

いては、民間企業投資の誘発も

促進した。 

 委託事業において、HAPS の商

用化 （令和８年予定 ） 、 POF

（Plastic Optical Fiber）の企業連

携（DC への適用等）、助成事業

において、衛星地上局用フラット

パネルアンテナ開発、完全仮想

化ネットワークの商用ネットワー

ク導入(電力消費量最大 20％削

減 )等の成果を創出した。その

際、CEATEC や MWC といった機

構技術展示等での顧客企業候

補とのマッチング支援にも貢献し

た。また、大阪・関西万博の機会

を捉え、４万人超の来場者に対

して、基金事業の意義や取組を

精力的に紹介した。 

 知財化・標準化アドバイザによる

支援やプログラムディレクターに

よる定期的な助言等を踏まえ、

数百件規模の標準必須特許の

出願(B5G 無線通信・映像符号

化、衛星地上局フラットパネルア

ンテナ技術等)が促進され、登録

済み特許も出てきた。 



自己評価書 No.6 
 

239 

 

 令和６年度までに確立した、大手ロボット事業者、飲料系物流企

業、超高周波 IoT 無線デバイスメーカー、大手時刻配信機器メー

カー、中部道の駅連絡会、大手鉄道事業者といった異分野・異業

種の企業との連携にもとづく実証的な研究開発体制を活かして、

令和７年度は下記のような具体的な三大成果を得た。 

 令和７年度における第一の成果として、大阪・関西万博における 

Beyond 5G Ready ショーケース（会期：５月 26日〜６月３日）にお

いて、「①時空間同期技術「Wi-Wi」を活用した多視点撮影データ

のサイバー空間利用サービス」、および機械駆動式レールで自在

に移動可能とした「②ドローンに搭載した IEEE 802.15.3 準拠ミリ

波・テラヘルツ通信システムによる大容量データ集配信サービ

ス」、またドイツ 6GEMを牽引するアーヘン工科大学との共同研究

成果である「③ミリ波・テラヘルツを使った移動体通信システムに

おける電波のAR可視化システム」の動態展示を実施した。これら

の展示は、10 以上の機関、30 名以上の VIPに直接体験、ご覧い

ただくことができ、これら Beyond 5G を構成する技術の技術的成

熟度が既に高いレベルに達していることを確認いただいた。さら

にモビリティのデータ集配信ルート探索に関わる部分等で、生成

AIプラットフォームを活用した、自律型モビリティによるデータ集配

信基盤の動態展示システムの開発にも成功し、③における電波

の AR 可視化システムとも組み合わせた形で、Berlin 6G 

Conference（７月）および Nokia 主催 Brooklyn 6G Summit(11 月)

での動態展示も実施し、更に発展させたシステム開発を令和８年

２月末までに完了し、MWC2026でも動態展示した。 

 令和７年度における第二の成果として、中部ブロック「道の駅」連

絡会と密に連携し、岐阜県郡上市内の道の駅をフィールドとした、

超高周波 IoT を活用した大容量データ集配信サービスの実用性

検証を実施した。60GHz帯超高周波 IoT無線技術により、車両が

移動中に撮影・蓄積した８百メガバイトに及ぶ大容量画像データ

（紅葉の観光名所となる近隣道路を走行中に撮影した山肌デー

タ）を、道の駅駐車場を通過する数秒の短時間で無線回収し、道

の駅併設の情報ステーション等で即時表示されるサービスとして

の実用性と簡易性を実演した。協力頂いた中部ブロック「道の駅」

連絡会事務局長、道の駅「古今伝授の里やまと」駅長、NPO 法人

日本風景街道コミュニティ理事の他、岐阜県および郡上市等の自

治体関係者より、携帯電話ネットワークに頼らない大容量データ

集配信基盤について、平時に加え特に災害時等での有効性につ
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いて好意的な意見を頂いた。 

 令和７年度における第三の成果として、大手鉄道事業者との連携

体制を構築し、令和８年度上半期に、ミリ波分散型超スポット通信

技術を搭載した超高速移動列車による大容量データ集配信サー

ビスの共同実証実験を実施する体制を整えた。 

 様々な企業と現場連携し工場での無線通信の安定利用を目指す

Flexible Factory Project（FFPJ）は、Beyond 5G/6G世代に向けて

産業用の無線通信技術を確立するための活動に進化すべく令和

７年度に Beyond5G 研究開発推進ユニットへ活動の基盤を移し

た。 

 Beyond 5G 新経営戦略センター・戦略検討タスクフォースの「スマ

ート工場検討 WG」での議論や考察の知見をもとに、製造現場に

おける無線通信に関する必要要件等をまとめ令和８年３月にガイ

ドラインとして発行した。Beyond 5G に関する機構の産学連携の

成果を他組織からの発行物という形で発信し、存在感を示した。

また、令和７年６月 10日から IEC SC65C/WG16にて P63595 とし

て標準化が始められる5Gの産業利用に関する国際規格化に IEC

国内員会からの依頼で参画、産業用に必要な機能やインターフェ

ースの標準化を開始し、ドイツベルリンで開催された Berlin 6G 

Conference 2025のパネルディスカッションでパネラーとして、国内

事例のインプットを行うことで機構の最前線での活動をアピールし

た。また、経産省/IEC から依頼があり、国内企業のビジネス展開

のサポートをするための標準化を開始した。 

 FFPJ の活動の結果をもとに設計された、工場特有のトラフィック

パターンに着目し、多数の無線システムを協調制御する（譲り合

いさせる）ことで、衝突を回避し、止まらない製造ラインを実現する

ための主要技術である Smart Resource Flow（SRF）無線プラットフ

ォーム Ver1.0 の認証取得が令和７年度に４種 18 機に達し、自動

車工場への導入など普及を進展させた。またドイツ電気技術者協

会/ドイツ技術者協会（VDE/VDI）でキャリア 5G/ローカル 5G を

SRF 無線プラットフォームで使い分ける実証実験結果を報告、海

外からも高い関心が示され、技術が実際に利用されている例や

製品に対する多くの質問・コメントが得られた。 

 令和６年より実施している、メーカーとユーザを一堂に会したワー

クショップにおける産業用無線通信のあるべき姿と社会実装推進

に関する議論のアプトプットとして整理された産業用途に特化した

仕組みとライフサイクルの無線モジュールの提供に関して、令和
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８年２月に産業用無線技術研究組合を総務省の配下に構築し知

財のマネジメントと新しいエコシステムの構築を開始した。さらに

共創検証環境が必要であるという議論に関して、引き続き総務

省・YRP・ドコモなどと連携しながら進め、機構として初の取組とし

て組織の立ち上げを行った（総務省には過去 14 年間、他の技術

研究組合は存在せず）。 

 機構内ファンドの SAIL で採択された「無線安定化のための AI を

用いたユーザブル無線評価基盤の実現」において、無線データや

無線の利活用についてまとめたホワイトペーパーの内容をもとに

現場に応じた無線評価をサポートするために AI を活用する方法

を調査し、その結果を一般社団法人日本電気計測器工業会

(JEMIMA)と機構との NICT-JEMIMA 無線 WG 意見交換会におい

て報告し、活発な意見交換を行った。 

＜公募型研究開発プログラ

ム＞ 

 

①革新的情報通信技術研究

開発推進基金等（Beyond 5G

研究開発促進事業）（令和２

年度第三次補正予算から令

和４年度当初予算まで） 

 

（令和５年度末で業務終了）  

②情報通信研究開発基金

（令和４年度第二次補正予算

以降） 

 

Beyond 5G 研究開発促進

事業による研究開発の優れ

た成果を引き継ぎつつ、我が

国が強みを有する技術分野

を中心として、社会実装・海外

展開を目指した戦略的な研究

開発及びその成果に係る国

際標準化活動、長期的視点

で取り組むべき技術シーズの

創出や共通基盤技術の研究

開発、電波の有効利用に資

する技術の研究開発等につ

いて、実施者と緊密に連携

 「革新的情報通信技術（Beyond 5G(6G)）基金事業」では、Beyond 

5G 研究開発促進事業から移行したプロジェクトを含め、令和７年

度は 49のプロジェクトを実施した。Beyond 5G研究開発促進事業

の成果を引き継ぎ、先端的な要素技術の確立やその社会実装・

海外展開に向けた研究開発、電波の公平かつ能率的な利用の

確保を強力に推進した。 

 要素技術・シーズ創出型プログラム等の委託研究の成果を社会

実装・海外展開志向型戦略的プログラム【事業戦略支援型】（助

成事業）に繋げるため、研究開発が終了し、社会実装への期待が

高いものの、事業面の検討が成熟していないプロジェクトに対し

て、概念実証（PoC）を実施する仕組みを設計し、社会実装に向け

て、優れた研究開発成果が着実に社会実装に結び付くためのプ

ログラム間の接続を強化した。 
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し、進捗状況の把握及び必要

な指示・支援等（研究開発成

果の知財権利化や国際標準

化活動も含む）を行うことで、

研究開発等の支援・実施を効

率的かつ効果的に実施する。

研究開発の実施に当たって

は、市場や技術の動向に加

え、機構の知見及び研究成

果を活かした研究開発目標

等を設定した公募の実施を検

討する。 

 日 EU デジタルパートナーシップ閣僚級会合（令和４年５月）や日

独 ICT 政策対話（令和５年６月）で合意された戦略的パートナーと

の連携による先端的な要素技術の国際共同研究開発プロジェク

トとして、令和７年度より日 EU共同研究（「ユーザセントリックな通

信を実現する AI ネイティブな無線ネットワークに関する研究開

発」）や日独共同研究（「オール光ネットワークの高度化に向けた

デジタルツイン技術及びそれを活用したネットワーク最適化・分析

技術に関する研究開発」）を開始した。また、令和６年２月に日米

を含む 10 か国の政府により発表された「6G に関する原則を支持

する共同声明：セキュア・オープン・レジリエント・バイ・デザイン」を

踏まえ、米国 NSF（National Science Foundation）が実施する情報

通信分野のプログラム VINES （Verticals-enabling Intelligent 

Network Systems）に機構がインターナショナルパートナーとして

参加することで日米の共同研究プロジェクトの創設に貢献した。

また、日英ワークショップを令和７年 12 月（東京）及び令和８年３

月（ロンドン）に当機構と英国 UKRI(UK Research and Innovation)

が共同で主催し、共同研究のテーマや研究連携・社会実装につ

いて両国政府、研究機関、企業等で検討した成果を踏まえ、英国

UKRI との間で日英共同研究の公募プログラムの創設・具体化を

図った。こうした取組を通じて、国際標準化の迅速かつ有利な推

進に繋がるグローバルパートナーとの協力関係を構築した。 

外部の有識者で構成する

評価委員会を設置し、採択時

等の評価等を実施すること

で、各研究開発課題の成果

の創出状況(国際動向も考慮)

及び成果目標の達成見通し

を常に把握する。これにより、

予算の必要性や実施体制の

妥当性を精査し、研究開発の

加速、縮小、実施体制の変更

を必要に応じて求めるなど、

効率的かつ効果的な研究開

発マネジメントを実施する。 

 外部有識者から構成される評価委員会による採択評価、ステー

ジゲート評価（次年度以降の研究開発の継続を判断する）、終了

評価を適切な時期に実施し、評価に応じて次年度以降の継続の

可否を決定するなど、研究開発の進捗を管理し、効率的かつ効

果的な研究開発マネジメントを実施した。 

 社会実装・海外展開志向型戦略的プログラム【事業戦略支援型】

におけるステージゲート評価では、研究開発実施企業の経営層

から事業計画を含むヒアリングを実施し、事業面及び技術面の評

価を評価委員会の意見として取りまとめた。令和７年度評価プロ

ジェクトの 100％（４プロジェクト中４プロジェクト）が S という高い評

価を得、次年度以降の交付決定を行った。また、社会実装・海外

展開志向型戦略的プログラム【事業戦略支援型】の新規案件採

択に向けて予備調査を行い、７件の研究開発プロジェクトを設定

し公募を実施した。７件の提案を受け付け、採択評価委員会にお

いて、事業面及び技術面の評価結果を採択評価委員会の意見と

して取りまとめ、総務省による政策面の評価結果を踏まえ、６件
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の交付決定を行った。加えて、令和８年度新規案件の採択に向け

て予備調査を行い、４件の研究開発プロジェクトを設定し公募を

実施したところ、５件の提案を受け付け、採択評価委員会に対応

した。さらに、情報通信審議会技術戦略委員会革新的情報通信

技術プロジェクト事業面評価等ワーキンググループによる研究開

発の進捗モニタリングに協力し、総務省と連携し、各研究開発課

題に関する研究開発成果の創出状況及び成果目標の達成見通

しを把握するなど、効率的に研究開発マネジメントを実施した。 

 令和７年度に新規に公募した要素技術・シーズ創出型プログラム

において、SBIR（ベンチャー企業等）に関する提案要件を加え、

SBIR２件（１件は代表提案者、１件は共同提案者）を含む７件の

提案を採択した。 

 電波有効利用研究開発プログラム等のステージゲート評価では、

令和７年度評価プロジェクトの 100％（９プロジェクト中９プロジェク

ト）が、SABC 評価のうち S（非常に優れている）又は A（適切であ

る）という高い評価を得、当該プロジェクトの次年度以降の研究開

発の継続を決定した。 

 また、終了評価では、令和６年度終了プロジェクトの約 90％（29プ

ロジェクト中 26 プロジェクト）が S 又は A という高い評価を得た。

例えば、テラヘルツ帯を用いた超高速大容量通信を実現する研

究開発については、限られた予算と期間の中で、テラヘルツ帯利

用の重要なユースケースとなるような、テラヘルツ通信のフラッグ

シップとなる成果が得られたとの評価を得た。 

 委託研究の成果例として、地上から上空までを含めた超広域の

エリアカバレッジを提供可能なプラットフォームとして期待されてい

る高高度プラットフォーム（HAPS（High Altitude Platform Station））

は令和８年に商用化が予定されている。また、安価に通信遅延・

消費電力が抑制できるエラーフリープラスチック光ファイバ（POF

（Plastic Optical Fiber））は、社会実装支援チームによるコーディ

ネート等の機構による支援を受け、既に各国メーカー等と社会実

装に向けた連携が行われており、データセンター等での活用が期

待されている。委託研究において優れた研究開発成果が出てき

ていることから、こうした成果をいち早く把握し、CEATEC や MWC

といった技術展示会等での様々な機会を通じて、顧客企業候補

等との関係構築により研究開発へのユーザフィードバックに貢献

した。 

 社会実装・海外展開志向型戦略的プログラムについて、【事業戦
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略支援型】（助成事業）では、同助成事業による成果として開発さ

れた衛星通信ユーザ端末（衛星地上局用フラットパネルアンテ

ナ）により 5Gによる衛星通信が世界で初めて実現したことが評価

され、令和７年度の CEATEC で総務大臣賞を受賞した。また、電

力消費量の大幅な削減（最大 20％削減）を実現した完全仮想化

ネットワークに関する研究開発の成果を、本研究開発実施者の商

用ネットワークに導入した。【共通基盤技術確立型】（委託研究）で

は、令和６年度より主要な通信事業・ベンダーがオールジャパン

で一体となって、オール光ネットワーク共通基盤技術の研究開発

を推進してきた。異なる事業者間で短時間での光波長パスの開

通が可能となるなど既に多くの成果が出るとともに、その成果に

ついて目標よりも前倒しで国際標準化を進めている。このように

研究開発成果の早期の社会実装に向けた取組が進展している。

なお、同プログラムでは、民間企業投資の誘発にも大きく貢献し

ている（総額 663 憶円。民間企業による市場獲得額の目標総額

（試算）は約２兆円）。 

研究開発の支援を通じて、

実施者間の調整・連携を促進

するとともに、当該実施者に

対し、オープン＆クローズ戦

略を含めた戦略的な知財・標

準化や、社会実装・海外展開

を促進するなど、当該研究開

発成果の最大化に向けた取

組を総務省と連携して積極的

に進める。 

 本事業を統一的に指導・監督するプログラムディレクターのイニシ

アティブの下、各研究開発課題を担当するリエゾンアシスタント

（LA）を通じた進捗管理や情報交換等を行っており、LA の助言を

踏まえ、委託研究終了後も成果の展開・事業化（助成事業への応

募等）が進む等、研究開発・社会実装の進展に大きく貢献した。ま

た、運営調整会議（令和７年度：前期１回、後期１回）、テーマごと

の SIG（Special Interest Group）（令和７年度：前期１回、後期３回）

を開催することにより、研究開発課題間の連携を深め、SIG をきっ

かけとした標準化の共同提案が行われるなど研究開発プロジェク

ト間の連携が進んでいる。このように、個々の研究開発プロジェク

トの成果の最大化とプログラム全体の成果の最大化を図る活動

が促進された。特に SIG については、今後の案件形成や研究開

発成果の社会実装を見据え、後期会合より、基礎研究等を行う他

の資金配分機関の基礎研究等を行う研究開発プログラムの関係

者や、既に終了した研究開発課題の研究者など、参加者を拡大

して、今後の国際標準化活動や研究開発成果の社会実装を見据

え、我が国として Beyond 5Gの研究開発の連携が強化されるよう

取り組んだ。 

 「知財化アドバイザー」、「標準化アドバイザー」、「知財化・標準化

マップ」、「知財化・標準化セミナー」といった取組を通じて、研究開

発実施者の知財・標準化の活動への支援を実施するとともに、研
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究開発プロジェクト間の連携を促進した。 

 「知財化アドバイザー」として、豊富な経験を有する知財専門家人

材やハイレベルな弁理士等を４名、「標準化アドバイザー」として、

国際的な標準化活動で標準化提案等の豊富な経験のあるハイレ

ベルな標準化エキスパート４名の体制を整備、研究開発実施者

の知財・標準化の活動への支援を実施した。 

 研究開発実施者の求めに応じつつ、特に専門の知財部門・標準

化部門を持たないベンチャー企業や学際機関等を優先し個別に

働きかけ、令和７年度は、知財化アドバイザー（２プロジェクトに対

して２回）、標準化アドバイザー(２プロジェクトに対して２回)派遣を

した。支援にあたっては、潜在的な知財化・標準化ニーズを掘り

起こすことを念頭に呼びかけや意見交換などを行った。 

 これらの活動により、旧事業からの累計で、査読付き論文 1,660

件【令和７年度末時点】、国内外の特許出願 2,835 件（国内 1,275

件、外国 1,560 件）【令和７年度末時点】、特許登録数 221 件（国

内 147 件、外国 74 件）、標準化・国内外制度化への寄与文書

2,452 件【令和７年度末時点】を実現し、学術的な成果だけでなく、

実用化に向けた取り組みも進めている。 

 知財化・標準化アドバイザーによる支援やプログラムディレクター

による定期的な助言等を踏まえ、知財化については、数百件規模

のまとまった標準必須特許（SEP）の出願（超カバレッジ Beyond 

5G無線通信・映像符号化関連、LEO/MEO衛星向け地上局フラッ

トパネルアンテナ技術関連）等を行っており、登録済となった特許

も出てきた。国際標準化についても、例えば、オール光ネットワー

ク共通基盤技術の研究開発において、複数事業者間ネットワーク

連携のアーキテクチャ等について提案を行い、 IOWN Global 

Forum（IOWN-GF）とO-RAN ALLIANCEの連携推進を主導し目標

よりも早く標準化を進めるとともに、ITU-T の勧告案に反映させる

等、標準化・国際連携を加速した。 

本公募型研究開発プログ

ラム及びその成果について広

報し、研究開発成果の最大化

及び社会実装・海外展開に向

け、利用者ニーズの喚起及び

成果の普及を促進する。 

 本事業の研究開発の成果の最大化や普及に向けた積極的な情

報発信を行った。具体的には、本事業のポータルサイトを立ち上

げ、本事業の公募情報等の迅速な掲載や総合的な情報発信を行

うとともに、研究開発成果の応用分野や活用事例の紹介等を活

発に実施した。また、各研究開発プロジェクトの内容を研究者自ら

が紹介する動画や研究者が活用可能なテストベッドに関する紹

介動画について、研究開発の進捗に対応した最新の内容に更新

して掲載した。このような情報発信等により、35 プロジェクトの研
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究開発実施者がテストベッドを利用し、研究開発プロジェクトの時

間短縮やコスト削減に貢献した。 

 研究開発成果の社会実装に向けて社会実装支援チームを派遣

し、ユースケースの具体化や顧客候補企業等への働きかけを行

った。技術展示会（CEATEC）において、グラフィック等を用いて取

組内容や効果、強みなどをわかりやすく紹介した。令和７年度の

CEATEC 出展を通して社会実装に向けたユーザ発掘の取組を積

極的に進めた結果、企業等から約 70 件の問い合わせを受け、ま

た、顧客企業候補との具体的な連携が開始される事例が複数出

てきた。加えて、大阪・関西万博「Beyond 5G Readyショーケース」

（令和７年５月 26 日～同年６月３日 総務省主催）において、４万

人超の来場者に対して、基金事業の取組に関する説明等を行っ

た。 

 また、ネットワーク研究所と連携して、産学官が参加する Beyond 

5G 研究開発ワークショップ「次世代海底光ケーブルの研究開発

動向」を開催し、当機構研究者の知見を活かした新たな研究開発

課題等を抽出した。これまで以上に当機構との相乗効果が発揮

できる公募プログラムの運用手法を構築した。 

＜課題と対応＞ 

【令和６年度評価総務省国立研究開発法人審議会の意見】 

 

（課題） 

Beyond 5Gの推進においては、国際的な取組に関し、戦略的かつ幅広い視点を持った上で、日本が先導し、産業競争力が向上することを目指してもらいたい。 

（対応） 

ご意見ありがとうございます。Beyond5G/6G の要素技術の研究から実装へ向けた開発へとシフトして行く中、幅広い視点をもって日本が先導できる国際的な枠組みを構

築し、産業競争力を向上させる戦略的連携を進めてまいります。 

 

（課題） 

自己評価書に記載されたとおり、公募型研究開発プログラムは企業による参加が多く、NICT は支援と評価を担う立場にある。中長期目標及びその評価項目では、研究

成果の最大化および社会実装が重視されており、これに照らせば、企業の経営指標や業績目標との整合を図りつつ、NICT の政策目的（国際標準化、社会実装、公共利

益への貢献など）と接続する設計が必要である。技術が社会へもたらす影響を最大化することに関しては、企業も NICT も共通の目的を持って協力することが重要であり、

そのバランスを測れる体制を維持した上で、それぞれが固有の役割を果たし、国全体としての研究開発推進環境を整備していくことが望まれる。 

（対応） 

ご意見ありがとうございます。NICT においては、経営指標や業績目標を踏まえながら企業が実施した革新的情報通信技術（Beyond 5G(6G))基金事業の成果について、

社会実装・海外展開、国際標準化のための支援環境の提供等を行っており、そういった支援環境の整備を企業のニーズを聞きながら共に進めていくこととしております。次

期中長期計画の策定に際しては、こうした点を踏まえた検討を進めてまいります。 
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なお、この評定は、以下の「国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解」を踏まえて、決定した。 

 

国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解 

 

１．開催日 令和８年４月 23日（木） 10時 00分～17時 00分 

 

２．委員名簿 

安浦 寛人 委員長 国立情報学研究所 副所長 

安藤 真 委員 東京科学大学 名誉教授 

飯塚 久夫 委員 一般社団法人 量子フォーラム 総務担当理事 

栄藤 稔 委員 大阪大学 先導的学際研究機構 特任教授 

太田 勲 委員 兵庫県立大学 名誉教授（前学長） 

國井 秀子 委員 芝浦工業大学 客員教授 

後藤 厚宏 委員 情報セキュリティ大学院大学 教授 

徳永 健伸 委員 東京科学大学 名誉教授 

渡辺 文夫 委員 Fifth Wave Initiative 代表 

 

３．委員長及び委員からの意見 

（Beyond 5Gの推進分野について） 

 自己評価として年度評定 S、期間実績評定 Sは妥当である。 

 ホワイトペーパーによるビジョンの提示とそれを形にするための諸外国との関係構築といった戦略性のある取組を推進し、技術的外交的なハブと成りえた点を評価す

る。 

 資金配分機能を担ったことにより、産学官をつなぐハブ機能が実質化したこと、迅速に審査機能を含む体制整備・構築を実施し、短期間で大規模な資金配分を実現した

ことは意義が大きい。資金投入の成果が具体的に顕在化するまでには一定の時間を要することを踏まえつつも、NICT がファンディングエージェンシーとして本格的に踏

み出した点を高く評価する。 

 ただし、ファンディングエージェンシーとしては、総務省から一定程度独立した意思決定の下で機動的に判断を行う体制の確立を期待し、また、大規模な資金配分を持

続的に行うため、投資対象となる研究や人材の創出に向けたシード段階からの育成を含む基盤整備を進めるとともに、無難な配分にとどまらず、リスクマネーとしてどこ

に投資するかという観点から、KGI・KPIの在り方を含め、先見性や判断力を生かした資金配分を行うことを期待したい。 

 

（全体を通して） 

 多くの分野で素晴らしい成果が上がっている。 

 ICT分野の急速な技術進展や国際情勢を含む社会環境の変化により、５年の中長期目標を固定的に設定することは一層困難となっている。状況に応じた柔軟な見直し

は必要である一方、場当たり的な変更とならないよう、予見困難な重大事象の発生を想定し、目標を見直す際の考え方や手順をあらかじめ整理することが重要である。 

 特にサイバーセキュリティや AI 分野においては、NICT が果たすべき社会的役割・国家戦略上の役割をより明確に位置付けた上で、業務や研究領域の拡大に応じた予

算措置や組織体制の在り方について、既存の枠内にとどまらず、組織の見直しも含めた検討が必要である。 

 評価に当たっては、精緻な議論のために大量の資料を用いることの意義は大きいものの、研究者・職員の負担が相当大きい可能性があり、毎年同水準の精緻な評価
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を実施する必要性については再考の余地がある。研究内容に加え、組織の在り方や国家戦略上の位置付けについて多様な意見を取り入れる観点から、外部有識者と

の継続的な対話は重要であり、例えばテーマを絞る、網羅的な評価は隔年で実施する等の評価の在り方をはじめ、評価委員会の役割や活用方法についても検討が求

められる。 

 第５期では、研究段階から社会実装を意識する取組が全体として定着し、連携やエコシステム形成にも一定の進展が見られた。スタートアップ支援を含め、ファンディン

グエージェンシーの仕組みや大学との連携も活用した、スピーディーに動ける文化づくりが今後の課題である。多くの優れた成果を踏まえ、変化に柔軟に対応できる仕

組み整備や多様な人材の確保と、広報を含めた発信・連携の強化が期待される。 

 サイバーセキュリティ分野とユニバーサルコミュニケーション分野の連携を一層強化し、NICT 内で団結して、ネットワークと AI のセキュリティを一体的に捉えた横断的な

研究を推進することも期待する。 

 

上記見解を踏まえ、機構として年度評定を S、期間実績評定を S とする。 
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中長期目標・中長期計画 

中長期目標 中長期計画 
２.分野横断的な研究開発その他の業務 

（１）Beyond 5Gの推進 

我が国として目指すべき Beyond 5Gを実現し、Beyond 5Gにおける我が国

の国際競争力強化等を図るためには、その優れた機能の中核となる先端的

な要素技術の確立やその社会実装・海外展開に向けた研究開発や知財・標

準化を強力に推進する必要があるため、【重要度：高】とする。本中長期目標

期間を集中的な取組期間として、NICT 自ら先端的な研究開発を実施すると

ともに、民間企業等の研究開発の支援やこれを通じた成果の知財・標準化、

さらには社会実装・海外展開を促進するため、総務省が策定する基金運用

方針等に基づき、公募型研究開発プログラムを実施する。 

 

＜公募型研究開発プログラム＞ 

① 革新的情報通信技術研究開発推進基金等（Beyond 5G研究開発促進事

業）（令和２年度第三次補正予算から令和４年度当初予算まで） 

革新的情報通信技術研究開発推進基金等を活用し、効率的かつ効果的

に研究開発を実施するため、官民の英知を結集した研究開発体制を構築す

る。 

具体的には、Beyond 5G の機能を実現するために中核となる技術分野を

対象とした研究開発、協調可能な技術分野において国際的な戦略的パート

ナーと連携する研究開発、多様なプレイヤーによる技術シーズを創出する研

究開発等を実施する中で、研究開発の実施者と緊密に連携し、各研究開発

課題の進捗管理を行う。 

また、外部の幅広い知見を活用するため、外部有識者で構成する評価委

員会を設置し、採択時及び終了時の評価とともに、ステージゲート評価を実

施することにより、成果目標の達成見通しを常に把握した上で、予算の必要

性や研究実施体制の妥当性を精査し、必要に応じて研究開発の加速、縮

小、実施体制の変更を行うなど、効率的かつ効果的な研究開発マネジメント

を実施する。（なお、革新的情報通信技術研究開発推進基金を充てる研究

開発案件については、令和３年度末までに開始する案件に限ることとす

る。）。 

さらに、革新的情報通信技術研究開発推進基金に係る業務の成果につい

て、Beyond 5Gに関する国際的動向や関連技術の進展に寄与する程度を踏

まえて評価を行った上で、当該評価に関する報告書を作成、総務大臣に提

出し、その概要を公表する。 

 

２．分野横断的な研究開発その他の業務 

ICTが経済活動のインフラとなっており、ICT分野における国際競争力の確保は豊かで安全・

安心な国民生活の実現のみならず、社会経済活動の高度化からも非常に重要である。特に、

2030 年以降の社会システムの基盤となる Beyond 5G、データ利活用・脳情報通信技術等の

AI、量子情報通信、サイバーセキュリティの４領域は横断的かつ戦略的に取り組む必要があ

る。このため、研究開発と社会実装・展開を欠くことのない両輪として強力に推進し、産学官一

体でオープンイノベーションを創発するための中核・拠点形成等が必要になっている。 

一方、SDGs やニューノーマル等の新たな社会課題の解決に向けて、機構の研究開発成果

の横断的展開のみならず、機構が有する施設・設備を効果的に活用したオープンイノベーショ

ン・コラボレーションを軸とするスピーディかつ横断的な取組の推進が重要となっている。 

また、機構の目的である研究開発成果の最大化という観点では、産学官連携の強化に加

え、研究開発成果を基盤とした知的財産・標準化戦略を一体的に推進し国内のみならず国外

への技術展開を推進することが必要である。 

このため、１．の「重点研究開発分野の研究開発等」の業務と横断的に連携し、研究開発成

果の普及や社会実装を目指しながら以下の取組を一体的に推進する。また、オープンイノベー

ションで組織を超えて情報共有する際には知的財産等の情報保全にも配慮する。さらに、機構

の研究開発により創出される直接的な成果の創出に加えて、我が国の ICT産業の競争力確保

も念頭においた戦略的・総合的な取組も推進する。 

なお、評価に際しては、研究開発及び業務の内容・段階等に応じて、中長期目標に定められ

ている評価軸により評価を実施する。また、評価軸に関連する指標に従って取組や成果を示

す。 

２－１．Beyond 5Gの推進 

我が国として目指すべき Beyond 5Gを実現し、Beyond 5Gにおける我が国の国際競争力強

化等を図るためには、その優れた機能の中核となる先端的な要素技術の確立やその社会実

装・海外展開に向けた研究開発や知財・標準化を強力に推進する必要があるため【重要度：

高】とする。本中長期目標期間を集中的な取組期間として、機構自ら先端的な研究開発を実施

するとともに、民間企業等の研究開発の支援やこれを通じた成果の知財・標準化、さらには社

会実装・海外展開を促進するため、総務省が策定する基金運用方針等に基づき、以下の公募

型研究開発プログラムを実施する。 

＜公募型研究開発プログラム＞ 

① 革新的情報通信技術研究開発推進基金等（Beyond 5G 研究開発促進事業）（令和２年度

第三次補正予算から令和４年度当初予算まで） 

革新的情報通信技術研究開発推進基金等を活用し、効率的かつ効果的に研究開発を実施

するため、官民の英知を結集した研究開発体制を構築する。 



自己評価書 No.6 
 

250 

 

② 情報通信研究開発基金（令和４年度第二次補正予算以降） 

上記①による研究開発の優れた成果を引き継ぎつつ、社会実装・海外展

開を目指し、情報通信研究開発基金を活用して効率的かつ効果的に研究開

発等の支援・実施を行う。 

具体的には、Beyond 5G 中間答申を踏まえ、我が国が強みを有する技術

分野を中心として、社会実装・海外展開を目指した戦略的な研究開発及びそ

の成果に係る国際標準化活動、長期的視点で取り組むべき技術シーズの創

出や共通基盤技術の研究開発、電波の有効利用に資する技術の研究開発

等について支援・実施するとともに、研究開発の実施者と緊密に連携し、各

研究開発課題の進捗管理を適切に行う。 

また、外部の有識者で構成する評価委員会を設置し、採択時及び終了時

の評価とともに、ステージゲート評価等を実施することにより、成果目標の達

成見通しを常に把握した上で、予算の必要性や研究実施体制の妥当性を精

査し、必要に応じて研究開発の加速、縮小、実施体制の変更を求めるなど、

効率的かつ効果的な研究開発マネジメントを実施する。 

さらに、研究開発の支援を通じて、研究開発の実施者間の調整・連携を促

進するとともに、当該研究開発の実施者に対し、オープン＆クローズ戦略を

含めた戦略的な知財・標準化や社会実装・海外展開を促進するなど、当該

研究開発成果の最大化に向けた取組を総務省と連携して積極的に進める。 

具体的には、Beyond 5G の機能を実現するために中核となる技術分野を対象とした研究開

発、協調可能な技術分野において国際的な戦略的パートナーと連携する研究開発、多様なプ

レイヤーによる技術シーズを創出する研究開発等を実施する中で、研究開発の実施者と緊密

に連携し、各研究開発課題の進捗管理を行う。当該進捗管理については、実施者による研究

開発の進捗状況の把握、実施者に対する必要な指示・支援等（研究開発成果の知財権利化や

国際標準化活動も含む）を行う。 

また、外部の幅広い知見を活用するため、外部有識者で構成する評価委員会を設置し、採

択時及び終了時の評価とともに、ステージゲート評価を実施することにより、各研究開発課題

に関する研究開発成果の創出状況(国際動向も考慮)及び成果目標の達成見通しを常に把握し

た上で、予算の必要性や研究実施体制の妥当性を精査し、必要に応じて研究開発の加速、縮

小、実施体制の変更を行う等、効率的かつ効果的な研究開発マネジメントを実施する（なお、革

新的情報通信技術研究開発推進基金を充てる研究開発案件については、令和３年度末までに

開始する案件に限ることとする。）。 

さらに、革新的情報通信技術研究開発推進基金に係る業務の成果について、Beyond 5G に

関する国際的動向や関連技術の進展に寄与する程度を踏まえて令和５年度に評価を行った上

で、当該評価に関する報告書を作成し、総務大臣に提出するとともに、その概要を公表する。 

 

② 情報通信研究開発基金（令和４年度第二次補正予算以降） 

上記①による研究開発の優れた成果を引き継ぎつつ、社会実装・海外展開や電波の公平か

つ能率的な利用の確保等を目指し、情報通信研究開発基金を活用して効率的かつ効果的に

研究開発等の支援・実施を行う。 

具体的には、我が国が強みを有する技術分野を中心として、社会実装・海外展開を目指した

戦略的な研究開発及びその成果に係る国際標準化活動、長期的視点で取り組むべき技術シ

ーズの創出や共通基盤技術の研究開発、電波の有効利用に資する技術の研究開発等につい

て支援・実施するとともに、研究開発の実施者と緊密に連携し、各研究開発課題の進捗管理を

適切に行う。当該進捗管理については、実施者による研究開発の進捗状況の把握、実施者に

対する必要な指示・支援等（研究開発成果の知財権利化や国際標準化活動も含む）を行う。 

また、外部の有識者で構成する評価委員会を設置し、採択時及び終了時の評価とともに、ス

テージゲート評価等を実施することにより、各研究開発課題に関する研究開発成果の創出状

況(国際動向も考慮)及び成果目標の達成見通しを常に把握した上で、予算の必要性や研究実

施体制の妥当性を精査し、必要に応じて研究開発の加速、縮小、実施体制の変更を求めるな

ど、効率的かつ効果的な研究開発マネジメントを実施する。 

さらに、研究開発の支援を通じて、研究開発の実施者間の調整・連携を促進するとともに、

当該研究開発の実施者に対し、オープン＆クローズ戦略を含めた戦略的な知財・標準化や、社

会実装・海外展開を促進するなど、当該研究開発成果の最大化に向けた取組を総務省と連携

して積極的に進める。 
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国立研究開発法人情報通信研究機構 令和７年度の業務実績に関する項目別自己評価書（No.7 分野横断的な研究開発その他の業務） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

中長期目標の当該項目 Ⅲ．－２．分野横断的な研究開発その他の業務 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

国立研究開発法人情報通信研究機構法第 14 条第１項

第八号、第九号、第十号、第十一号、第十二号、第十

三号、第十四号、第２項第五号 

当該項目の重要度、難易度  関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

行政事業レビューシート **** 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）※２ 

 基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値） 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

NICT 内外によるテス

トベッドの利用件数 

（うち、NICT 外の利用

件数※１） 

171 
96 

（-） 

124 

（66） 

122 

（60） 

131 

（67） 

125 

（66） 
予算額（百万円） 14,043 13,374 19,854 20,803 22,383 

NICT 外のテストベッド

利用機関数※１ 
- - 130 114 121 110 決算額（百万円） 31,193 11,248 10,048 13,338 22,621 

特許出願件数 - 125 141 149 155 155 経常費用（百万円） 32,892 11,313 11,168 13,538 22,050 

知的財産の実施許諾

契約件数 
- 111 118 116 106 102 経常利益（百万円） △117 △35 △1 4 △249 

標準化や国内制度化

の寄与件数 
- 321 435 790 795 943 行政コスト（百万円） 32,944 11,454 12,489 14,835 23,069 

       従事人員数（人） 67 70 74 85 87 

※１ NICT外の利用件数、利用機関数は、令和４年度以降に実績を記載。 

※２ 予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。従事人員数は、常勤職員の本務従事者数。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標・中長期計画（リンク先へ） 

中長期計画

（小項目） 

年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の主な業務実績等 自己評価 

２．分野横断的

な研究開発その

他の業務 

２．分野横断的な研究開発そ

の他の業務 

  評定 B 

２．分野横断的な研究開発その他

の業務 

年度計画を着実に達成した上

で、AIに関するグローバルな研究・

プロジェクト支援等を行う GPAI

（Global Partnership on AI）活動に

ついて、新プロジェクト形成に向け

たワークショップの東京開催を主

導したこと、Agentic AI プロジェクト

を新たに担当し調査結果を OECD

に報告する等 GPAI プロジェクトに

継続貢献したこと、ICT俯瞰報告書

を外部有識者の意見を踏まえ抜本

改定・公開（2.0 版）したこと、「高信

頼・高可塑 IoT/Beyond 5G テスト

ベッド」について、次期中長期を見

据えた設備の見直し・整備・機器

更新等を計画前倒しで実施したこ

と、民間企業・大学等の同テストベ

ッド利用拡大に向けて機能改良・

利活用促進の取組強化を図ったこ

と、耐災害 ICT 研究成果である地

域デジタル・通信基盤「NerveNet

（ナーブネット）」について、災害時

のみならず平常時にも利用可能な

自治体通信基盤としての社会実装

を更に前進させ国内外の国土強

靭化に大きく貢献したことをはじ

め、その他、知財戦略、国際標準

１．の「重点研究開発分野

の研究開発等」の業務と横断

的に連携し、研究開発成果の

普及や社会実装を目指しな

がら以下の取組を一体的に

推進する。また、機構の研究

開発により創出される直接的

な成果の創出に加えて、我が

国の ICT 産業の競争力確保

も念頭においた戦略的・総合

的な取組も推進する。 
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化、国際展開、人材育成、研究支

援業務・事業振興業務等について

引き続き着実な取組を実施した。 

 

以上のことから、適正、効果的

かつ効率的な業務運営を行い、ま

た「研究開発成果の最大化」に向

けた着実な成果の創出等が得ら

れたと認め、評定を「B」とした。 

２－２．オープン

イノベーション創

出に向けた産学

官連携等の強化 

２－２．オープンイノベーショ

ン創出に向けた産学官連携

等の強化 

＜評価軸＞ 

 取組がオー

プンイノベー

ション創出に

つながってい

るか。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 共同研究や

産学官連携

等の活動状

況 

 研究支援人

材の確保及

び資質向上

等の取組状

況 

 社会実装に

向けた取組

の状況 

 NICT の技術

シーズを活用

したベンチャ

ーの創出・育

成のための

支援の取組

状況 

２－２．オープンイノベーション創出に向けた産学官連携等の強化 

 

２－２．オープンイノベーション創

出に向けた産学官連携等の強化 

戦略的プログラムオフィスが社

会実装に向けて策定した戦略と検

討手順に従い、令和７年度は、特

に、有機 EO ポリマー光フェーズド

アレイ技術について、超小型

LiDAR をターゲットに定め、可搬型

電子駆動回路の実現に向けた関

連企業との協業の推進、仕様策定

支援に加え、協創拠点構築に向け

た応用ニーズ調査を実施する等、

戦略・検討手順の実践例の拡大と

ともに、研究者の意識向上を図る

等、機構の社会実装の仕組みを着

実に進展させた。 

北米、欧州、アジアの各拠点か

らの情報収集、国内外有識者から

の研究開発・産学連携・AI/ELSI等

の情報収集等を継続しつつ、令和

７年度は、ICT俯瞰報告書を、外部

有識者とのワークショップ形式によ

る意見交換を踏まえて抜本改定・

公開（2.0 版）し、我が国の ICT 研

究開発力強化・イノベーション創出

に貢献した。 

AI に関するグローバルな研究・

プロジェクト支援等を行う GPAI 活

外部の多様なプレイヤーと

連携しながら、機構の研究開

発成果を速やかに社会に還

元するよう、大学・企業等との

組織対組織の連携、研究開

発成果の社会実証機会の創

出、研究開発成果の技術移

転、機構の技術シーズを活用

したベンチャー創出・育成の

ための支援等の様々なオー

プンイノベーションの取組を戦

略的・積極的に推進し、研究

開発成果の社会実装を目指

す。 

 オープンイノベーション推進本部が中心的役割を担い、外部の多

様なプレイヤーと連携しながら、機構の研究開発成果を速やかに

社会に還元するよう、下記（１）～（３）に関するオープンイノベーシ

ョンの取組を戦略的・積極的に推進した。 

（１）社会実装の推進体制の構築 

（２）社会課題・地域課題解決に向けた産学官連携等の強化 

（３）機構の技術シーズを活用したベンチャーの創出・育成 

 

 

（１）社会実装の

推進体制の構築 

（１）社会実装の推進体制の

構築 

（１）社会実装の推進体制の構築 

戦略的な社会実装を推進

するための総合調整機能の

強化に取り組み、令和３年度

に構築した機構内での組織

横断的な検討体制を活用し、

これまでに検討した競争領域

と協調領域の明確化を含め

たオープンイノベーション創出

のための戦略、研究開発成

 機構技術を社会実装するための戦略を策定し、オープンイノベー

ションを活用して民間企業と共創を目指すための体制として、戦

略的プログラムオフィスに、社会実装を手掛けた経験を有する外

部人材を多数登用し、機構技術の社会実装を強力に推進する体

制(社会実装推進チーム)を構築するとともに、総合調整機能の強

化に取り組んだ。 

【社会実装戦略・方策の策定】 

 社会実装された機構発技術や他の機関発の技術の成功要因を

分析し、機構技術の社会実装に必要な戦略とそれに必要な方策
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果の出口戦略、外部との連携

方策及び強化方策に沿い、

社会実装の可能性のあるシ

ーズそれぞれについて、検討

体制を強化しつつ適切な取組

を実施することにより、戦略と

方策を実行する。 

の検討手順を検討した。令和４年度～令和５年度に、機構内で実

施されている公的サービスからソフトウェア、システム、材料・デバ

イスなど、非常に多岐に渡る分野を対象とし、一般企業との社会

実装の手段の違いや、公的機関として実施すべき領域などの違

いを明確化するため、複数の対象分野について成功事例をピック

アップし、機構内部に加え、外部機関の有識者にケーススタディと

してヒアリングを行った。社会実装に向けた機構と外部機関との

関係、及び主要な施策などについて整理し、社会実装のための

戦略と方策の検討手順を策定し、研究所とケーススタディの結果

を共有した。 

 令和７年度は、【社会実装に向けたプロジェクトの推進】で記述す

るプロジェクトに対し、取りまとめた検討手順に沿って社会実装の

推進方策を実施した。また、研究者の社会実装に対する意識向

上を図りつつ、社会実装に向けて支援した。 

【戦略的な社会実装を推進するための総合調整機能の強化】 

 令和３年度に発足した機構内部の研究成果展開に関する組織の

担当者で構成する連携体制(研究成果展開サポートグループ)を

維持し、令和７年度はその体制で連絡会議を月２回程度開催し、

組織間での情報共有や、研究者からの相談をサポート部門が協

力し、ワンストップで対応する相談会を継続した。令和７年度はワ

ンストップ相談会を３回開催し、２件の相談に応じた。また、外部

からの社会実装に関する窓口の一元化を目指し、機構と関わり

のある民間企業へのヒアリングを実施し、課題を抽出した。収集し

た課題を基に、スムーズかつ迅速に機構技術を民間企業に技術

移転するために必要な所内組織の在り方を検討し、報告書として

まとめた。さらに今後、これまでのサポート部門の支援に欠けてい

た社会実装を基軸とした必要な取り組みを、各研究所の特性に

合わせて明確化し、機構本部と各研究所の支援分担も含めて整

理した。 

【機構の研究開発シーズの社会実装に向けたシーズ候補調査及び

支援】 

 令和３年度に定義した NICT TRL(以下、「TRL」)（TRL１：原理・基

礎研究、TRL２：基礎応用研究、TRL３：プロトタイピング、TRL４：

実フィールドでの基本性能確認、TRL５：実フィールドでの機能・性

能の評価と改良、TRL６：社会実装可能、TRL７：製品化可能、

TRL８：ユーザ評価と改良、認証済 TRL９：製品が販売され運用

中）を用い、NICTシーズ集掲載技術について、技術シーズ毎に調

動について、令和７年度は、新プロ

ジェクト形成に向けたワークショッ

プの東京開催を主導するとともに、

Agentic AI プロジェクトを新たに担

当し、定義・分類及びユースケース

等のヒアリングを実施し調査結果

を OECD の報告等、GPAI プロジェ

クトに継続貢献した。加えて、機構

内ファンドを活用し AI 技術の課題

や利活用を探る FSを実施すること

で、国内連携や海外連携を促進し

た。 

その他、新たな相手先との包括

協定の締結、大学とのマッチング

ファンドを活用した研究・交流の促

進、地域・社会課題解決に資する

ICT プロジェクト成果(水田水管理

システム)の横展開、機構技術シー

ズの伴走型プロジェクトの推進、大

阪・関西万博・MWC2026 等でのデ

モ展示、新制度として創設した

NICT 認定技術移転スタートアップ

の認定、NICT 研究開発成果活用

ベンチャー出資の出資先フォロー

アップや伴走支援による出資先候

補案件拡大に貢献した。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成し、成果の創出が認めら

れたため、評定を「B」とした。 

 

【取組がオープンイノベーション創

出につながっているか】 

以下に示す、着実な成果が認め

られる。 

 有機 EO ポリマー光フェーズドア

レイ技術について 、超小型
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査時点の TRL 付与とレベルアップ要件を整理し、研究者個々に

研究内容、推進状況、課題を伺い、外部連携が可能なレベルに

至ったと判断できる技術シーズについては民間の共創プラットフ

ォームに掲載し、企業とのマッチング活動を継続し、情報発信を

行った。具体的には、令和５年度に取り上げた５つの技術（ドロー

ン間通信技術、メタマテリアル電波散乱シート、リアルタイム拡張

仮想技術 Studio-RX、簡易脳波計によるモチベーション推定技

術、計算補償光学による収差劣化画像の補正技術）に加え、令

和６年度には自然光デジタルホログラフィー技術、令和７年度に

は SRF(Smart Resource Flow)無線プラットフォームを共創プラット

フォームに掲載した。これら７技術に関して、引き続き関連技術を

開発する企業、関連事業を展開する企業を調査した。共創プラッ

トフォームの機構ページへのアクセスは 990社、月平均 82社であ

り、個別技術に関する問い合わせは無かったが、機構技術に興

味を示す企業より数件のコンタクトがあり、対応した。 

【社会実装に向けたプロジェクトの形成】 

 令和５年度から、より効率的な機構の研究開発成果の社会実装

推進と、機構研究者の社会実装に対する意識向上及び人材育成

を目的に機構内公募を見直した。技術の現状の TRL を意識し、

社会実装可能な TRL(TRL６以上)に進めることを考慮した研究計

画とするために、研究フェーズとねらいの違いによる２種類の研

究開発課題、及び、新たにベンチャー創出をねらう研究開発課題

を新設・整備した。以下、各課題の概要を示す。 

 テーマ１：魔の川越え型研究開発課題。マーケットに参入するた

めの技術課題を解決する技術開発を実施し、PoC(Proof of 

Concept)で終わることなく、企業に技術移転する(魔の川を渡る

=TRL６以上)までをゴールとし、TRL３～５相当の課題 

 テーマ２：マーケットイン型研究開発課題。開発技術を技術移転す

る場合の対象マーケット、ユーザ要件を明確にし、ユーザの課題

を解決できる研究開発課題を形成(マーケットイン)し、企業等との

共同研究を目指し、TRL２～３相当の課題 

 テーマ３：ベンチャー創出型研究開発課題。尖った技術、新しい技

術で新たなマーケットを開拓する研究開発課題、数年以内にベン

チャー化を予定している研究開発課題であり、TRL２～５相当の

課題 

 令和７年度は、令和６年度からの継続テーマを含め、以下の６件

のプロジェクトを採択した。 

LiDAR をターゲットに定め、可搬

型電子駆動回路の実現に向けた

関連企業との協業の推進、仕様

策定支援に加え、協創拠点構築

に向けた応用ニーズ調査を実施

したこと。 

 ICT 俯瞰報告書を、外部有識者

とのワークショップ形式による意

見交換を踏まえて抜本改定・公

開（2.0版）し、我が国の ICT研究

開発力強化・イノベーション創出

に貢献したこと。 

 GPAI 活動において、新プロジェ

クト形成に向けたワークショップ

の東京開催を主導するとともに、

Agentic AI プロジェクトを新たに

担当し、定義・分類及びユースケ

ース等のヒアリングを実施し調査

結果を OECD に報告した。加え

て、機構内ファンドを活用し AI 技

術の課題や利活用を探る FS 実

施することで、国内連携や海外

連携を促進したこと。 

 新たな相手先との包括協定の締

結、大学とのマッチングファンドを

活用して研究・交流を促進したこ

と。 

 地域・社会課題解決に資する

ICTプロジェクト成果(水田水管理

システム)の横展開を実現したこ

と。 

 機構技術シーズの伴走型プロジ

ェクトを推進し、大阪・関西万博・

MWC2026 等でのデモ展示を実

施したこと。 

 新制度として創設した NICT 認定

技術移転スタートアップの認定を
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（１）効果的なデジタル教材コンテンツ設計のための脳波による学

習意欲評価の実証的研究(令和５年度からの継続、テーマ１) 

（２）円形スピーカシステムを用いた直線エリア分割型マルチスポ

ット再生技術の実証的研究（新規、テーマ１） 

（３）SRF無線プラットフォーム普及促進のための端末 SRF化エー

ジェントの実証的研究(令和６年度からの継続、テーマ１) 

（４）自然光デジタルホログラフィーによる単眼三次元計測応用の

実証的研究（令和６年度まではテーマ２、令和７年度からテーマ

１） 

（５）光フェーズドアレイの駆動エレクトロニクスに関する研究開発

(令和５年度からの継続、テーマ２) 

（６）宇宙天気情報プラットフォーム技術に関する研究開発(令和６

年度からの継続、テーマ２) 

 採択されたプロジェクトに対し、採択時の TRL と目標とする TRL

に至るまでのギャップ分析を行い、TRL を上げるための要件を抽

出し、要件から導かれる技術的課題を解決するための方針を検

討した。検討した方針に沿って支援を実施することで、社会実装

に向けた TRL レベルアップに貢献した。また、戦略的プログラム

オフィスの担当者が、緊密に研究者に寄り添い支援することで、

市場性や企業ニーズの重要性、TRL を意識した研究開発推進に

ついて研究者と意識の共有が図れ、機構技術の社会実装に向け

た効率的な推進を行うことができた。 

 機構技術を社会実装するための戦略を策定し、オープンイノベー

ションを活用して民間企業と共創を目指すための体制として、戦

略的プログラムオフィスに、社会実装を手掛けた経験を有する外

部人材を多数登用し、機構技術の社会実装を強力に推進する体

制(社会実装推進チーム)を構築するとともに、総合調整機能の強

化に取り組んだ。 

【社会実装戦略・方策の策定】 

 社会実装された機構発技術や他の機関発の技術の成功要因を

分析し、機構技術の社会実装に必要な戦略とそれに必要な方策

の検討手順を検討した。令和４年度～令和５年度に、機構内で実

施されている公的サービスからソフトウェア、システム、材料・デバ

イスなど、非常に多岐に渡る分野を対象とし、一般企業との社会

実装の手段の違いや、公的機関として実施すべき領域などの違

いを明確化するため、複数の対象分野について成功事例をピック

アップし、機構内部に加え、外部機関の有識者にケーススタディと

実施したこと。 

 NICT研究開発成果活用ベンチャ

ー出資の出資先フォローアップ

や伴走支援による出資候補案件

拡大に貢献したこと。 
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してヒアリングを行った。社会実装に向けた機構と外部機関との

関係、及び主要な施策などについて整理し、社会実装のための

戦略と方策の検討手順を策定し、研究所とケーススタディの結果

を共有した。 

 令和７年度は、【社会実装に向けたプロジェクトの推進】で記述す

るプロジェクトに対し、取りまとめた検討手順に沿って社会実装の

推進方策を実施した。また、研究者の社会実装に対する意識向

上を図りつつ、社会実装に向けて支援した。 

【戦略的な社会実装を推進するための総合調整機能の強化】 

 令和３年度に発足した機構内部の研究成果展開に関する組織の

担当者で構成する連携体制(研究成果展開サポートグループ)を

維持し、令和７年度はその体制で連絡会議を月２回程度開催し、

組織間での情報共有や、研究者からの相談をサポート部門が協

力し、ワンストップで対応する相談会を継続した。令和７年度はワ

ンストップ相談会を３回開催し、２件の相談に応じた。また、外部

からの社会実装に関する窓口の一元化を目指し、機構と関わり

のある民間企業へのヒアリングを実施し、課題を抽出した。収集し

た課題を基に、スムーズかつ迅速に機構技術を民間企業に技術

移転するために必要な所内組織の在り方を検討し、報告書として

まとめた。さらに今後、これまでのサポート部門の支援に欠けてい

た社会実装を基軸とした必要な取り組みを、各研究所の特性に

合わせて明確化し、機構本部と各研究所の支援分担も含めて整

理した。 

【機構の研究開発シーズの社会実装に向けたシーズ候補調査及び

支援】 

 令和３年度に定義した NICT TRL(以下、「TRL」)（TRL１：原理・基

礎研究、TRL２：基礎応用研究、TRL３：プロトタイピング、TRL４：

実フィールドでの基本性能確認、TRL５：実フィールドでの機能・性

能の評価と改良、TRL６：社会実装可能、TRL７：製品化可能、

TRL８：ユーザ評価と改良、認証済 TRL９：製品が販売され運用

中）を用い、NICTシーズ集掲載技術について、技術シーズ毎に調

査時点の TRL 付与とレベルアップ要件を整理し、研究者個々に

研究内容、推進状況、課題を伺い、外部連携が可能なレベルに

至ったと判断できる技術シーズについては民間の共創プラットフ

ォームに掲載し、企業とのマッチング活動を継続し、情報発信を

行った。具体的には、令和５年度に取り上げた５つの技術（ドロー

ン間通信技術、メタマテリアル電波散乱シート、リアルタイム拡張
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仮想技術 Studio-RX、簡易脳波計によるモチベーション推定技

術、計算補償光学による収差劣化画像の補正技術）に加え、令

和６年度には自然光デジタルホログラフィー技術、令和７年度に

は SRF(Smart Resource Flow)無線プラットフォームを共創プラット

フォームに掲載した。これら７技術に関して、引き続き関連技術を

開発する企業、関連事業を展開する企業を調査した。共創プラッ

トフォームの機構ページへのアクセスは 990社、月平均 82社であ

り、個別技術に関する問い合わせは無かったが、機構技術に興

味を示す企業より数件のコンタクトがあり、対応した。 

【社会実装に向けたプロジェクトの形成】 

 令和５年度から、より効率的な機構の研究開発成果の社会実装

推進と、機構研究者の社会実装に対する意識向上及び人材育成

を目的に機構内公募を見直した。技術の現状の TRL を意識し、

社会実装可能な TRL(TRL６以上)に進めることを考慮した研究計

画とするために、研究フェーズとねらいの違いによる２種類の研

究開発課題、及び、新たにベンチャー創出をねらう研究開発課題

を新設・整備した。以下、各課題の概要を示す。 

テーマ１：魔の川越え型研究開発課題。マーケットに参入するた

めの技術課題を解決する技術開発を実施し、PoC(Proof of 

Concept)で終わることなく、企業に技術移転する(魔の川を渡る

=TRL６以上)までをゴールとし、TRL３～５相当の課題 

テーマ２：マーケットイン型研究開発課題。開発技術を技術移転す

る場合の対象マーケット、ユーザ要件を明確にし、ユーザの課題

を解決できる研究開発課題を形成(マーケットイン)し、企業等との

共同研究を目指し、TRL２～３相当の課題 

テーマ３：ベンチャー創出型研究開発課題。尖った技術、新しい技

術で新たなマーケットを開拓する研究開発課題、数年以内にベン

チャー化を予定している研究開発課題であり、TRL２～５相当の

課題 

 令和７年度は、令和６年度からの継続テーマを含め、以下の６件

のプロジェクトを採択した。 

（１）効果的なデジタル教材コンテンツ設計のための脳波による学

習意欲評価の実証的研究(令和５年度からの継続、テーマ１) 

（２）円形スピーカシステムを用いた直線エリア分割型マルチスポ

ット再生技術の実証的研究（新規、テーマ１） 

（３）SRF無線プラットフォーム普及促進のための端末 SRF化エー

ジェントの実証的研究(令和６年度からの継続、テーマ１) 
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（４）自然光デジタルホログラフィーによる単眼三次元計測応用の

実証的研究（令和６年度まではテーマ２、令和７年度からテーマ

１） 

（５）光フェーズドアレイの駆動エレクトロニクスに関する研究開発

(令和５年度からの継続、テーマ２) 

（６）宇宙天気情報プラットフォーム技術に関する研究開発(令和６

年度からの継続、テーマ２) 

 採択されたプロジェクトに対し、採択時の TRL と目標とする TRL

に至るまでのギャップ分析を行い、TRL を上げるための要件を抽

出し、要件から導かれる技術的課題を解決するための方針を検

討した。検討した方針に沿って支援を実施することで、社会実装

に向けた TRL レベルアップに貢献した。また、戦略的プログラム

オフィスの担当者が、緊密に研究者に寄り添い支援することで、

市場性や企業ニーズの重要性、TRL を意識した研究開発推進に

ついて研究者と意識の共有が図れ、機構技術の社会実装に向け

た効率的な推進を行うことができた。 

【社会実装に向けたプロジェクトの推進】 

 戦略的プログラムオフィスが独自に支援しているプロジェクトや機

構内で公募し採択されたプロジェクト（【社会実装に向けたプロジ

ェクトの形成】で記述）に対し、社会実装に向けて【社会実装戦略・

方策の策定】で策定した、戦略と方策の検討手順に従い支援を行

った。その結果、３件が５社と NDA 締結に至った。以下、令和７年

度に推進したプロジェクトの詳細を示す。 

 製造現場のデジタルトランスフォーメーションを推進するために必

要となる、複数の無線システムが過密・混在した環境下で安定し

た通信を実現するための協調制御技術 SRF無線プラットフォーム

について、平成 29年度に民間６社とともに設立した FFPAの事務

局を引き続き務め、規格化、普及促進活動を推進した。令和７年

度の会員数は、活動の中心となる Promoter 会員８者、技術仕様

の利用拡大を目的とする Adopter 会員１者、試験機関を対象とす

る Advisory 会員１者であった。規格化の一環として、令和６年度

に引き続き、ローカル５G を含む５G を支援する SRF 無線プラット

フォーム Ver.2 の通信規格である技術仕様 Ver.2.1.2 の適合性試

験仕様の改定を継続した。令和７年３月に策定完了した適合性試

験仕様 Ver.2.0.1 の完成度を高めるためのマイナーリビジョンを実

施し、適合性試験仕様 Ver.2.0.2 の策定を完了した（令和７年 10

月）。以下、FFPAプロジェクトを推進する上での強化策を示す。 
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 第１の強化策として、FFPA活動や SRF無線プラットフォームへの

関心が高い、将来の SRF 無線プラットフォームユーザ候補である

VoC（Voice of Customers） Communityの拡大をねらって、令和６

年度に引き続き、高い頻度でのワークショップ開催・展示会出展

を実施した。ワークショップを６回開催し（令和７年４月、６月、９

月、11 月、令和８年２月、３月）、ワイヤレステクノロジーパーク

（WTP）2025（令和７年５月）、Innovative Industry Fair for E x E 

Solutions (IIFES) 2025（令和７年 11月）での出展・セミナー開催、

Interop Tokyo2025（令和７年６月）、ICT フェア in 東北 2025（令和

７年６月）、CEATEC2025 （令和７年 10 月）、Matchin HUB 

Hokuriku2025（令和７年 11月）での出展を行った。これらの活動を

通じて、製造現場における無線化の課題と SRF 無線プラットフォ

ームの効果を訴求した結果、VoC Community メンバーは 100 者

に増加し（令和６年度末に対して４者追加）、ユーザコミュニティを

拡大することができた。 

 第２の強化策として、SRF 無線プラットフォームを製造業界の業界

標準とすることを目指し、令和６年度に引き続き、業界団体連携

の取組みを実施した。令和６年度に引き続き、一般社団法人日本

電気計測器工業会 JEMIMA との連携活動として、「製造・物流・医

療・農業・社会インフラ等における無線通信活用」をテーマとする

意見交換会（令和７年９月）、連携活動を総括する意見交換会（令

和８年３月）を実施した。９月の意見交換会では、JEMIMA 内にお

ける SRF 無線プラットフォームの認知度向上を目指し、SRF 無線

プラットフォームに関連する講演と実機を用いたイベントを実施し

た。IIFES2025 において、「製造業における無線通信活用とスマー

ト工場に向けた課題」と題する講演をJEMIMAとの連名で実施し、

その中で SRF無線プラットフォームを紹介した（令和７年 11月）。 

 第３の強化策として、令和６年度に引き続き、機構内公募「端末

SRF 化エージェントの研究開発」で開発した端末 SRF 化エージェ

ントを活用した SRF 無線プラットフォームの普及促進活動を実施

した。産業機器ベンダが SRF 無線に参入する際の負荷を大幅に

軽減することができる端末 SRF 化エージェントのアピール及び開

発した端末 SRF 化エージェント（Windows 版）の完成度をより高め

るためのユーザ視点での意見収集を目的に、強化策２と連動さ

せ、JEMIMA 意見交換会（令和７年９月）において端末 SRF 化エ

ージェントのデモンストレーションを実施した。さらに、令和６年度

に引き続き、端末 SRF 化エージェントのサンプルコード無償提供
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のための運用ルールとライセンシングに関する FFPA との議論を

推進し、令和８年度以降におけるサンプルコード無償提供開始に

貢献することができた。 

 以上の強化策を実施したことにより、SRF 無線プラットフォームは

死の谷を越え（TRL６→TRL８）、これまでの総合 ICTベンダではな

く、工場を主体に無線機器を開発している新規ベンダ２社に横展

開を行う事ができ、その新規ベンダからの２製品を加え令和７年

度は３製品増え、複数ベンダが販売する合計 18 製品が認証さ

れ、機構発技術の社会実装に貢献した。 

 教材開発のための脳波による学習意欲評価の実証的研究（令和

５年からの継続、テーマ１）については、採択当初の令和５年度は

TRL４（実証実験可能レベル）であり、これを TRL６（社会実装可

能）に上げることを目標に、大手通信教育企業に採用してもらうた

めの要件調査と仕様の整理、学習意欲評価のための性能指標

（精度）の明確化、脳波計のユーザビリティ向上・脳波 AI ソフトウ

ェア仕様の明確化を支援した。令和７年度は、令和６年度に共同

研究契約を締結した大手通信教育企業と、同企業の実教材を使

用した実証実験で取得した脳波データの分析を企業と共同して進

め、解法提示が学習者の動機づけや誤答修正を促す気づきとい

った認知的変化に与える効果を確認し、脳波による学習意欲推

定技術が学習教材作成に有効であることが実証でき、技術移転

が可能なレベル(TRL６相当)に至った。また、教育用ペンタブレット

機器企業と共同で、脳波とデジタルペン筆跡データを用いて、学

習者が「難しく感じている状態」を推定する技術の実証実験を行

い、脳波データの取得を行った。さらに、オープンハウス及びつな

がる DX フェア姫路において動展示を行い、技術要件の情報収集

及び企業とのマッチング活動を積極的に行った。 

 メタマテリアル電波散乱シートの研究開発は令和３年度の機構内

公募において採択されたプロジェクトであり、令和６年度に引き続

き、その社会実装に向けた研究所の取組みの支援を継続してい

る。ミリ波帯ローカル 5Gシステムの課題を解決できるメタマテリア

ル電波散乱シートが実用化段階に入っていることを訴求するた

め、ICT フェア in 東北 2025（令和７年６月）、CEATEC2025（令和７

年 10月）、Matchin HUB Hokuriku2025（令和７年 11月）での出展

を行った。メタマテリアル電波散乱シートの市場拡大の取組みとし

て、５G システムにおける電波反射材の活用を推進している機関

との意見交換を重ね連携関係の構築を推進し、連携活動の一環
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としてメタマテリアル電波散乱シートに関する共同実験の実施（令

和７年９月、10 月、令和８年２月）に貢献した。さらに、将来の共同

研究開発を見据え、メタマテリアル電波散乱シートに関心を示して

いる民間企業２社との間の NDA の締結に貢献し、そのうち１社に

関しては、超薄型の電波散乱シートを試作し、CEATEC2025 で展

示を行った。メタマテリアル電波散乱シートは、令和３年度はプロ

トタイプレベル（TRL３）であったが、支援の結果同シートに関心を

持つ企業も増加し、実フィールドに近い環境での実証実験での有

効性を検証する準備を整えることができた(TRL４～５相当)。 

 有機電気光学(EO)ポリマー光フェーズドアレイ技術は、超小型

LiDAR、３D映像ディスプレイや水中光通信など、幅広い応用分野

に適用できる技術であり、機構内公募テーマ２「光フェーズドアレ

イデバイスの駆動技術に関する研究開発」（令和５年度からの継

続、テーマ２)として採択し、社会実装支援を行った。有機 EO ポリ

マー光フェーズドアレイ技術について、マーケット規模が大きい超

小型 LiDAR をターゲットに定め、令和７年度は、令和６年度に策

定した光フェーズドアレイデバイスを構成する、基礎材料、プロセ

ス、デバイス、システム技術及び最終製品企業までのサプライチ

ェーンの中で、有機 EO ポリマー光フェーズドアレイデバイスのプ

ロトタイプを実現するため重要であり、また、展示会等での有機

EO ポリマー光フェーズドアレイデバイスの試作チップの展示及び

電気信号駆動による光ビーム制御のデモンストレーションに必要

な、可搬型の電子駆動回路の実現に向け、電子計測制御機器企

業との協業を推進するとともに仕様策定を支援した。さらに、令和

６年度から継続して共創拠点構築に向けて、LiDAR 技術、３D 映

像ディスプレイや水中光通信技術について、応用ニーズと技術仕

様の調査を行った。 

 自然光デジタルホログラフィーの社会実装の方向性選定に関す

る研究開発については、令和７年度より機構内公募テーマ１とし

て実証研究を推進し、令和５年度の当初はテーマ２として採択し、

TRL３（プロトタイプ）相当であり、これをTRL５（実フィールドでの実

証実験）に上げることを目標に技術課題解決と社会実装支援に

分けて課題を抽出して支援を行った。技術課題として光学ユニット

の最適化や性能向上が上げられるが、それらを開発できる光学

機器開発メーカーを抽出し、各メーカーの製品シェア等を勘案し

協業可能性を検討した。その結果、高速度カメラメーカー、計測器

メーカーの２社と NDA を締結し、技術移転に向けた協議を進める
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ことが出来た。社会実装支援に関しては、CEATEC2025 に技術展

示を行い、半導体検査関連企業と協議を開始することが出来た。 

 他、宇宙天気予報の APIプラットフォーム及び音声マルチスポット

再生技術、時空間同期技術等について支援した（うち１社と NDA

締結（時空間同期技術））。 

また、引き続き、最新の技

術・標準化動向、市場・ニー

ズ・関連社会動向等を研究開

発へ適時適切に反映し、集積

されるノウハウの具体的活用

の方向性の整理及び実践並

びに将来にわたる機構の研

究開発戦略の策定等に活か

せるよう、情報を整理して知

の集積を行うとともに、国内

外における技術動向及び機

構の諸活動等に関する調査・

分析・評価・国内外への発信

に取り組む。調査結果を総務

省等と共有し、我が国の ICT

研究開発力の強化と成果拡

大に活用する。さらに、我が

国の ICTの新たな価値向上を

視野に入れた知的基盤の構

築を目指す。 

 研究開発の連携では宇宙技術、センシング、量子などの分野横

断的な連携を推進し、また、機構の宇宙開発について、これまで

の知見を活かした助言及び指導を行い、宇宙開発関連プロジェク

ト推進の強化に貢献した。国際連合オープンサイエンス会議等に

参画し、その重要性を議論した。機構の歴史資料収集を継続して

行い、部署・異分野・国内外機関の相互連携を推進し、国・公的

機関・企業コミュニティ、国際会議等における協力やリーダーシッ

プをもって宇宙、データ等の分野で、多岐にわたる国内外の外部

講演・会議貢献を行った。内部向け「ナレッジハブレポート」定期

刊行も継続した。ナレッジハブに蓄積される情報、ノウハウ、経験

をより有効に外部発信していくために、ターゲットユーザ像とユー

ザの求める情報のあり方について予備的な調査を行った。 

 最新の技術動向、市場・ニーズ動向、標準化動向等を適時適切

に研究開発へ反映するため、国内外の技術動向等の調査・分

析・評価に取り組んだ。理事長を含む数十人の機構内関係者が

参加する定例会を年間平均 30 回以上実施し、北米、欧州、アジ

アの各拠点から月１回程度、他にもその時々のトピックを不定期

に取り上げ、最新の ICT 関連情報の共有と議論を継続的に実施

した。令和７年度は、定例会を 40回実施し、北米、欧州、アジアの

各拠点より 26 件、12 件、７件の情報提供と議論を実施した。ま

た、令和７年度は、国内外の有識者による内部講演会を６件実施

し、研究開発、産学連携、AI/ELSI 等について最新の知見を共有

した。さらに機構のダイバーシティ推進室との共催講演会を２件実

施し、最新のダイバーシティ推進に関する知見を共有した。 

 また、令和７年度はサイバーセキュリティ分野に関して独自に動

向調査を実施した。さらに、2023年に初めて作成・公開した ICT俯

瞰報告書について、令和７年度はより俯瞰的な視座を盛り込むた

めに、外部の有識者の方々とワークショップ形式での意見交換を

実施しながら、主要改訂版の作成に取り組み、ICT 俯瞰報告書

2.0 版を公開した（令和８年３月）。ホワイトペーパーや ICT 俯瞰報

告書は、セミナー等の機会も含めて総務省等に共有し、我が国の

ICT研究開発力の強化の成果の拡大に資する情報を提供した。 
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 機構内における AI 技術に関する新たな課題創出や AI 技術の幅

広い活動を探ることを目的としたフィージビリティスタディの研究開

発課題 14 件の支援を実施するとともに、課題実施者を対象とし

た、外部有識者を交えたフォローアップ会合（個別面談＆セミナ

ー）を実施した。挑戦的で萌芽的な研究開発課題創出を実現する

とともに、機構内でのディスカッションを通じて研究所等間での連

携強化の実現や連携活動の具体事例創出を図るなど、第６期に

おける機構内連携加速に繋がる活動を実施した。 

 令和６年度の活動を踏まえつつ、機構内の AI 関連技術の研究開

発の強化や補うべき活動の支援等を目的として、１）機構の研究

開発を効率的に進めるための AI スキル向上を目的とした、スキ

ルの習熟度に応じたハンズオンイベント、２）AI 関連技術の研究

開発に関する情報共有や課題解決・連携促進を図るための関係

者会合を開催した。 

 AI 技術の最新動向を調査することを目的として、AI 分野における

主要国際会議等に専門知識を有する機構職員を派遣するため、

派遣に要する経費を支援し調査結果を機構内で情報共有する仕

組みを構築し運用を開始した。また、AI と通信の融合に関する検

討成果をホワイトペーパーとして取りまとめて公開した。 

 関係府省庁等が開催する会合や協力要請に対応するとともに情

報収集を行うなどにより、AI 関連の動向把握や機構内関係者と

の情報共有を行った。また、外部の AI関連組織との間で、相互に

取組紹介を行うなど活動について共通認識、相互理解の形成を

図った。 

 急速に変化する AI の開発動向を踏まえつつ AI 関連技術の研究

開発を推進するため、国内外における AIの安全性評価方法の調

査を行い、現状を明らかにした。 

 Global Partnership on AI（GPAI）事業計画 2024に基づき、生成 AI

の安全性と保証に関するプロジェクト（SAFE プロジェクト）として、

ア ラブ首長国連邦の行政学校 MBRSG (Mohammed bin 

Rashid School of Government)と連携し、世界 500を超える組織の

AI リスクと対策を整理した上で開発された従来存在しなかった汎

用 AIの安全性に関するツールキットが、本プロジェクトの成果とし

て令和７年９月に経済協力開発機構（OECD）のサイトで公開され

た。 

 GPAI プロジェクトとしては、①Agentic AI システムの進捗状況の

追跡のプロジェクト、②イノベーションワークショップ、③Student 
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Communities を実施した。 

①Agentic AI に関する定義や分類法の整理、実例及び活用事例

の収集を目的とするプロジェクトである。本プロジェクトの推進に

あたり、当機構の海外招へい専門員制度を活用し、令和７年 10

月から令和８年３月まで GPAI 専門家を招へいし、助言を受けた。

この間、令和８年１月から日本・米国企業へのヒアリングを実施し

た。また、同年２月にインドで開催された GPAI Council（GPAI閣僚

級会合）において進捗状況を発表し、同年３月に OECD 事務局へ

調査結果を報告した。 

②AI 開発に関連する主要な課題を抽出し、それらに対処するた

めの有効な解決策を議論することで、多様な集合知の相乗効果

を活かし、イノベーションを促進することを目的とするプロジェクト

である。令和７年５月に日本・東京で開催された東京イノベーショ

ンワークショップ（東京 IW）では、41 か国から 170 名以上の AI 専

門家及び政府関係者が参加し、グローバルサウスにおける AI 利

活用と国内外のAIエコシステムの強化、国際的なAIガバナンス・

フレームワークの相互運用性、多言語・多文化対応 AI、オープン

ソース AI のテーマについて議論が行われた。将来の新たなプロ

ジェクト形成に向けた検討された。東京 IW の議論を踏まえ、令和

７年 11月の全体会議において、OECD事務局から事業計画 2026

案として、東京 IW で議論された多言語・多文化対応 AI が新たな

プロジェクトとして提案された。これを受け、多文化AIコンソーシア

ムや新興国の AI エコシステムの強化を目指すプロジェクトを形成

した。 

③AI 活用による働き方の変化について学生主体で調査・研究を

行い、産学官との連携を通じてコミュニティを形成することを目的

とするプロジェクトである。令和７年 10 月には、東京・同志社・東

洋の３大学の指導教員等からなる実施体制を構築し、学生ギャザ

リングや成果物作成方法の確認、運営体制の整備を行った。令

和８年２月にインド・ニューデリーで開催された「AI インパクト・サミ

ット」に合わせ、Inria、CEIMIA、東京センター及びインドの教育関

連団体である CEMCA（Commonwealth Educational Media Centre 

for Asia：アジア・英連邦教育メディアセンター）との共催により、各

国の学生コミュニティプロジェクトに参加する学生を対象とした

Mini Innovation Workshopを実施した。同年３月には活動報告書を

取りまとめた。 

 令和７年 10 月に欧州評議会主催の「リスボン・フォーラム 2025」
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（ポルトガル・リスボン）や、令和８年３月に総務省主催の「広島 AI

プロセス・フレンズグループ会合」（日本・東京）等に参加し、GPAI

以外の国際会議においても政策形成に貢献した。また、東京セン

ター長が人工知能（AI）戦略本部専門調査会委員として任命さ

れ、令和７年 12月に閣議決定された AI基本計画等に対して政策

提言を行うなど、日本の AI 政策の立案及び方向性の確立に向け

た取組を行った。 

 このように、AIに関する国内外の動向を踏まえ、産学官民のAI専

門家と連携しながら、国際指針及び行動規範の実現に資するプ

ロジェクト等を実施することにより、AI の社会実装の推進・加速に

貢献した。 

（２）社会課題・

地域課題解決に

向けた産学官連

携等の強化 

（２）社会課題・地域課題解決

に向けた産学官連携等の強

化 

（２）社会課題・地域課題解決に向けた産学官連携等の強化 

 

研究成果の社会実装を推

進するため、企業・大学・公的

研究機関等との間における共

同研究開発、秘密保持契約、

研究人材の交流、包括連携

等に関する契約締結等に取り

組む。その際、当該契約締結

等を目指す研究部門等から

の問合せへの迅速な相談対

応を行うとともに、契約締結

等に関する FAQ の充実等に

よる支援の強化に取り組む。

また、連携相手先機関の拡

大に向けた活動に取り組む。 

 共同研究契約件数については増加傾向にあり、令和７年度は

627 件で昨年より 27 件増加した。産業界等との秘密保持契約に

ついても増加傾向であり、契約件数が 356 件で昨年より 38 件増

加した。資金受入型共同研究が 27 件と、全体の件数は近年とほ

ぼ同水準で推移している。 

 社会実装の推進に資する機構内連携を強化するため、組織横断

で組織した研究成果展開サポートグループの活動を行い、研究

成果展開ワンストップ相談会により研究者の支援を行っている。

令和７年度は研究所に対して行う支援内容の整理を行い、見える

化することで機構内の連携を円滑化するとともに、外部企業への

ヒアリングを実施し、機構の取組について客観的な視点から議論

を行うことで研究支援活動の活性化を図った。 

 共同研究等の円滑な推進のため、契約書作成の支援を実施する

とともに、情報のデータベース化の促進、共同研究契約書や関係

書類を Web 入力形式で自動作成可能なシステムの内製・改良を

行い、契約書面作成事務の簡略化・迅速化を図っている。令和７

年度は共同研究先との調整がスムーズに行えるように契約書ひ

な型、問合せに関する FAQを随時見直し、更新した。 

 幅広い視野や高い技術力を有する専門人材の強化に向けて、協

力研究員、研修員、招へい専門員の受け入れ等を行い、年間700

人近くの人材育成も継続的に推進している。さらに、大学等との

間で包括協定を締結し、組織間の連携を強化するなど、情報交換

や共同研究の促進に寄与している。また、今後の連携を見据え、
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令和７年 12 月には、新たな相手先との間で包括協定を締結し、

同月時点で 21の相手先と包括協定を締結している。 

 また、前中長期に構築した技術相談制度に基づき、研究部門との

連携を通じて機構の研究成果や専門的知識を活かした技術支

援・指導（技術相談）を実施した（令和７年度３件、今中長期 31

件）。 

研究部門向けのセミナー開

催や、先行事例の蓄積・共有

等により、企業等から外部資

金を受け入れる資金受入型

共同研究の拡大を図る。 

 企業等からの資金受入型共同研究の拡大に向けては、連携相手

先機関拡大に資する取組に加え、受入資金が小規模であっても

研究者還元がされるようインセンティブ制度(*)を継続して推進し

ている。令和７年度は、契約件数は 27 件（受入資金約 1.3 億円）

となり、近年とほぼ同水準で推移している。本制度の促進を目的

として、契約事務手続に係る機構内セミナーや先進研究事例共

有のための意見交換会を開催した。 

*インセンティブ制度：連携先からの資金受入額に応じ研究資金を

支援、これにより外部資金導入・研究成果の社会実装を推進 

機構と大学が有する研究

ポテンシャルを掛け合わせた

大型の共同研究プロジェクト

を形成するため、マッチング

研究支援事業による両者の

マッチングや交流を推進し、

幅広い分野での案件形成に

取り組む。 

 連携・協力を促進するための支援事業として、機構と大学の双方

から年間１課題あたり数十万円の予算支援を行うマッチング研究

支援事業を東北大、早稲田大、九工大との間で継続して実施し

た。令和７年度は、３大学それぞれ、12 課題、５課題、４課題を採

択した。採択テーマは、幅広い分野で展開しており、技術的な連

携に加え、法学や倫理学といった人文社会系分野の視座から、

ネットワーク技術や脳情報等、機構の先進的研究にアプローチす

るテーマなど、異分野融合型のコラボレーションにも広がってい

る。令和７年度は、研究者交流会を３大学それぞれと開催し、研

究者の要望を取り入れてリアル会場を設けるなど、交流の深化に

向けた試みを行った。さらに、次年度以降の支援予算の充実等、

事業のさらなる促進に向けた取組も実施し、総合大学との協働の

枠組を生かした学際的研究や、複数課題間での研究連携、機構

の研究者と学生との交流機会の創出等にも寄与した。 

機構内の産学官連携に関

する情報を取りまとめ、戦略

的に活用できるデータベース

として構築し、引き続き、研究

部門等のニーズを把握するこ

とにより、データの拡充や閲

覧・検索機能の高度化に取り

組む。 

 共同研究に係る情報の閲覧・検索・集計等が行えるデータベース

（DB）を整備し、研究者等のニーズを踏まえた情報や機能の更新

を行い、共同研究の案件形成や産学官連携の促進に貢献してい

る。令和７年度は本 DB の活用が広がるよう機構職員を対象とし

た利用者セミナーを開催し、利用者との意見交換を行うなど利用

促進に取り組んだ。 
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また、ニューノーマル等新

たな社会課題や地域課題解

決に向けたプロジェクトとし

て、社会課題・地域課題解決

のための実証型研究開発を、

機構の技術シーズやテストベ

ッドの利用を強化しつつ委託

研究等の活用により推進す

る。外部へ研究開発成果を積

極的に情報発信するために、

情報発信の方法を引き続き

改善していくとともに、機構の

技術シーズをまとめたシーズ

集を改版する。 

【産学官連携等の強化】 

 IoT分野の産学官連携を推進するため、スマート IoT推進フォーラ

ム事務局を運営し、この分野の連携活動を積極的に推進し、会員

数は 2,534 者となった。IoT による価値創造を目指し、DX 推進や

IoT 活用の事例の取材を行い、合計 11 件のメールマガジンの発

信等を行った。総会を令和８年３月 16 日に開催し、分科会等から

の活動報告を行った。本フォーラムは令和７年度末をもって休会

となることが総会で決議された。 

【社会課題・地域課題解決に向けたプロジェクト】 

 前中長期から実施している、社会課題・地域課題を情報通信技術

を用いて解決するための取り組みとして、今中長期からは、さらに

機構発技術によるサービス創出や社会実装の機会拡大を目的に

加え、機構が地域・社会に対しオープンイノベーションプラットフォ

ームとして機能するための施策として位置づけて推進した。 

 令和４年度から実施している課題 226「データ利活用等のデジタ

ル化の推進による社会課題・地域課題解決のための実証型研究

開発」では、機構発技術シーズを利活用する２件を含む 10 件が

採択され、うち、中間評価で継続となった９件を推進した。課題番

号22601「画像解析による種鶏・原種鶏の初生雛雌雄選別の実証

型研究」では、目標である精度 98％に迫る、精度 97％が達成され

た。撮影システムの操作性も改良し今後の有資格者の高齢化に

よる鑑別師不足に対処できる目途が立ち(TRL６相当)、実証実験

を行った熊本県だけでなく、高知県でも成果の展開が行われた。

また、受託企業がスタートアップ企業を立ち上げ、雛の雌雄判別

事業を開始し、経済産業省 J-Startup の WEST 四国版、総務省 

ICT スタートアップリーグに選出された。課題番号 22603「地域農

業従事者の業務をスマート化し収益性を高める農業 DXのための

農業支援 AI の研究開発」では、開発した水田の水管理システム

を実証実験地域である徳島県内の農場だけでなくさらに当初の

計画になかった長野県の複数の農場などにも展開が行われ、農

業支援 SaaS として製品化された(TRL７相当)。 

 令和６年度から開始された課題 236「データ利活用等のデジタル

化の推進による社会課題・地域課題解決のための実証型研究開

発（第３回）」では、中長期計画の計画期間の関係から、令和６～

７年度の２年間の研究期間での公募を行った。提供可能な機構

発技術シーズも 20 件を提示して、10 件の採択課題の内、１件の

課題で機構技術シーズ４件を使用する。課題 23606「地域観光消
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費額の準リアルタイム推計手法の確立と社会実装」では研究開

発期間が短いにも関わらず、研究成果が数県の事業で採用され

社会実装が進んだ。 

 以上のように委託研究を推進し、課題 226では課題番号 22601で

目標精度に迫る開発成果を上げ、課題番号 22603 では横展開に

向けた活動が実施されている。機構技術シーズ利用も目標 10 技

術シーズに対し、課題 226、課題 233、課題 236で合計７技術シー

ズになり、機構研究開発成果の社会実装に向けて大きな成果と

なった。 

【イノベーションコーディネーターを通じた地域と機構との連携】 

 社会課題・地域課題の掘り起こしや、機構の研究開発成果の社

会実装のコーディネーター役として、また、地域の研究者と企業を

つなぎ、地域における人的ネットワークの形成等の目的で、４名

（東海、北海道、北陸、東北の各地域を担当)を、イノベーションコ

ーディネーターとして継続登用した。【社会課題・地域課題解決に

向けたプロジェクト】に記述した委託研究の地域における説明会

の開催やコーディネート等を行った。特に、北陸においては、北陸

連携サロンの企画検討に参加し、北陸地域の研究機関の参加意

欲が高まるプログラムを策定・実施し、地域コミュニティの構築が

進んだ。また、令和７年度に東北で開催した仙台でのセミナーで

は、招へい専門員に登壇していただき、パネルディスカッションを

行い、課題解決に向けたご意見や、外部資金獲得等について助

言をいただいた。 

【アイデアソン・ハッカソンによる社会課題・地域課題の掘り起こしと

人材交流・育成】 

 機構の地方拠点等を活用しつつ、オープンイノベーション創出に

つながる人材交流、育成、及び地域課題の発見を目的とし、令和

６年度まで実施したアイデアソン仙台に代わり、令和７年度は今

中期計画の集大成として、CodeforSENDAI、東北総合通信局等と

協力し、地域連携イベントを実施した。アイデアソン仙台をきっか

けとした【社会課題・地域課題解決に向けたプロジェクト】で述べ

た委託において採択された課題の成果発表を行い、招へい専門

員とも連携して機構の地域におけるプレゼンスの向上に貢献し

た。 

【外部への研究開発成果の積極的な情報発信】 

 機構の研究開発成果等の技術移転を促進し、新たな価値の創造

や課題の解決に役立てるために必要な産学官連携の強化を目指
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し、機構の研究開発成果等を紹介する NICT シーズ集 WEB ペー

ジ及び NICT シーズ集 PDF 全体版について、令和７年度版として

改版し、計 67 件の技術シーズを公開した。改版にあたっては、ペ

ージ上部に技術の優位性とユースケースを記載することで利活

用をイメージしやすくするとともに、アクセシビリティ対策として、図

版代替テキストの挿入やリストタグの最適化などを行った。令和６

年度に引き続き、一般ユーザに対して機構技術シーズの活用方

法を分かり易く解説し、機構技術シーズを外部のニーズや課題解

決に結びつけるユースケースを紹介する新規コンテンツ３件を機

構公開サイトに追加し、これまでの累計を 14 件とした。さらに、オ

ープンハウスや展示会等で配布する新規チラシ２件を追加し、こ

れまでの累計を 11件とした。 

 また、令和６年度より知財活用推進室と連携し、JST 主催の新技

術説明会登録者名簿を活用し、２回のイベントの告知(オープンハ

ウス、CEATEC2025)をメールマガジンとして配信した。また、機構

のオープンハウスをはじめとする各種イベントのタイミングで研究

者、研究所や広報室と連携し、SNS(X(旧 Twitter)や Facebook)で

研究者の活動をアピールし、NICTシーズ集のURLへの誘導等の

情報発信を行った（Xは 78件、Facebookは１件）。 

 なお、令和７年度は令和６年 11 月から Web アクセス解析ツール

が変更になったため、単純な比較はできないが、令和７年度の

NICT シーズ集 WEB 版トップページの閲覧数は 3,095 件（令和６

年度 3,943 件)となった。個別シーズの閲覧数は 9,516 件（令和６

年度は 15,036件)、PDF全体版のダウンロード数は 149件(令和６

年度は 382 件)、ユースケース閲覧数は 4,028 件となった。また、

令和７年度の NICT シーズ集に関係する問い合わせは、７件とな

り、問い合わせ企業との打ち合わせの実施や技術相談等につな

げた。さらに総合通信局等主催の展示会に機構技術を出展する

とともに、総合通信局等主催のセミナーにおいて機構のシーズが

積極的に取り入れられ、11 回の発表が行われた。その結果、地

域の研究者との連携や地域の課題発掘等に結び付いた。 

 令和５年６月に締結された株式会社海外通信・放送・郵便事業支

援機構(JICT)との連携・協力を推進した。協力の事項は、１）情報

交換、２）人的交流・知見共有、３）共同事業（スタートアップ支援、

シンポジウム開催等）、４）その他の連携であり、具体的には情報

交換や、機構出資事業・海外展開に関する意見交換、相互知見

共有・助言である。戦略的プログラムオフィスが窓口となり、定期
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的に打ち合わせを開催し、情報交換を継続した。令和７年６月に

はオープンハウスにおいて、JICT のブースを戦略的プログラムオ

フィスのブースと共に設置し、両機構が協調して ICT サービスの

国内外への展開促進をアピールした。 

 令和７年度は、動画シリーズ「NICTすごい人・会いたい人」は今中

長期に制作した４編の動画をより多くの視聴者に届けるために、

ショート動画を作成しSNS発信した。成果として、視聴数の増加に

加え採用サイトへの誘引数を従前より増加させた。青少年向けイ

ベント「集まれ、未来の博士たち！」は、機構の未来 ICT 研究所と

協働で研究者視点を体験するワークショップを開催し、200 名の

親子が参加した。さらに、新たに「ニコニコ超会議」に出展し、２日

間で 1,800 名超の来場者を得た。職員プロモーションでは、国内

の各拠点で活躍する女性職員にスポットを当てた他、新しい試み

として北米やアジア拠点で活躍する職員の取材を行い、動画を内

製・公開した。これらを通じ、より広い潜在的なターゲット層へのリ

ーチを拡大した。これらコンテンツ企画・撮影・編集・SNS 発信・広

告運用・検証の一連のプロセスを内製化し、スピード感を持って

情報を発信できる体制を構築した。 

（３）機構の技術

シーズを活用し

たベンチャーの

創出・育成 

（３）機構の技術シーズを活用

したベンチャーの創出・育成 

（３）機構の技術シーズを活用したベンチャーの創出・育成 

 

先端的な研究開発成果を

社会に実装していくため、機

構の技術シーズを活用したベ

ンチャーの創出・支援に努め

る。 

具体的には、機構内に構

築した組織横断的な検討体

制（研究成果展開サポートグ

ループ）の下、機構職員の事

業化気運の醸成や支援人材

の育成、技術シーズの事業

性評価、事業計画の策定支

援、知的財産の観点からの支

援の充実等、支援すべき事業

を明確にしつつ、フェーズに

応じた様々な事業化支援を行

う。 

 先端的な研究開発成果を社会に実装していくため、機構の技術

シーズを活用したベンチャーの創出・支援を行った。特に、試行的

な伴走型支援を通じて、のべ５件の機構の研究開発シーズにつ

いて、国内外の学会・展示会・国際会議等での出展支援やホーム

ページ制作及び各種メディア対応等の広報・アウトリーチ活動支

援、実証実験や事業化に向けた産学の協業パートナーの開拓と

連携コーディネート、特許出願等の知財マネジメント、JST 等の外

部資金獲得支援、ビジネスプラン検討支援等、フェーズに応じた

様々な事業化支援を行った。令和７年度は、機構の研究開発シ

ーズの社会実装におけるパイロット的な活動として、複数の研究

領域のテーマと連携して、広報・アウトリーチ活動の実施や実証

実験パートナー・事業化パートナーの開拓等、計３件の技術シー

ズに対して試行的伴走型プロジェクトを推進した。うち１件の SFC

（音場制御技術）については、大阪・関西万博においてデモ展示

を実施した。また、MWC2026に出展するなど広報活動を海外にま

で展開するとともに、日本科学未来館での実サービスの中で民間

企業と共同で実証実験を実施した。 
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 さらに、上記の活動を通じて得られた知見を踏まえ、研究開発に

おける新たな第三の職種とされる研究支援人材の育成に向け

て、機構内制度検討を行った。令和７年度は、NICT リサーチアド

ミニストレーター（NRA）デザインプロジェクトを立ち上げ、NRA に

求められる機能を分析した。具体的には、NRA の活躍が特に求

められる自主研究、研究開発ハブ、ファンディングエージェンシー

などのマネジメント業務に焦点を当て、それぞれに必要となるス

キルを抽出した。また、NRA の活躍を推進するために求められる

業務や、それらの業務を行うための要件定義を実施した。具体的

には、複数の研究機関における組織体制を比較検討することに

より、業務の柱を整理し、ロードマップを作成した。 

 起業前段階の事業化支援として、研究成果展開サポートグルー

プの活動の一環であるワンストップ相談会において起業相談への

対応を行った。 

 機構内で起業の意向のある研究者を募り、研究シーズや事業計

画を大手企業やVCに紹介するためのイベント Innovation Leaders 

Summit 2025のスタートアップピッチに参加した。 

 事業化気運の醸成や支援人材の育成の観点から、中小企業基

盤整備機構農工大・多摩小金井ベンチャーポート（以下、農工大

VP）との連携を維持し、農工大 VPが主催する起業家向け情報交

換会に参加した。また農工大 VP が地域に提供し、機構でのベン

チャー創出に利用できる機能について情報交換・意見交換を行っ

た。 

 機構の技術シーズを活用したベンチャーの起業がより多く検討さ

れる環境を整える観点から、機構内のベンチャー支援の仕組み

の再整備を行った。外部の事業化支援機関の能力を活用して起

業する形態を考慮した仕組みとし、支援対象ベンチャーを外部に

明確に示すための認定制度を創設して令和７年度から運用を開

始し、２社の認定を行った。 

また、「科学技術・イノベー

ション創出の活性化に関する

法律」（平成 20 年法律第 63

号）や「研究開発法人による

出資等に係るガイドライン」

（平成 31 年１月 17 日内閣府

政策統括官（科学技術・イノ

ベーション担当）・文部科学省

 令和７年度は、令和５年度および令和６年度の活動踏まえ、応募

要件の改正、募集、書類審査及び Due Diligence を行い、外部有

識者等による出資等審査委員会を開催した。また、補完的取組と

して、起業準備中又は起業初期段階にある機構発案件を対象と

した伴走支援にも着手し、将来の出資候補案件の発掘を行った。 

 令和５年度の出資先、インターステラテクノロジズ株式会社（以下

IST社）については、引き続き出資先事業のモニタリング及び出資

先幹部のヒアリングを実施した。その結果、機構からの出資が
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科学技術・学術政策局決定）

等に基づき、引き続き、出資

先の募集及び審査に向けた

取組を実施する。併せて出資

先の企業に対し、活動状況等

の継続的なモニタリングを実

施するとともに、相手先の状

況に応じた支援（例えば、マ

ネジメントに働きかけて成長

を促す取組（ハンズオン）も進

めるなど、状況に応じた適切

な手法による。）を行うことで、

研究開発成果の社会実装を

さらに積極的に推進する。 

IST 社の大型資金調達において極めて大きな「呼び水効果」を発

揮し、累積で 1000 倍以上の規模に及ぶ関連投資の誘発が確認

された。また、IST 社を中心とした宇宙分野での事業連携や投資

拡大が進み、エコシステム形成の着実な進展が確認された。 

２－３．戦略的・

機動的な研究開

発ハブの形成に

よるオープンイノ

ベーションの創

出 

２－３．戦略的・機動的な研

究開発ハブの形成によるオ

ープンイノベーションの創出 

＜評価軸＞ 

 Beyond 5Gの

実現に向け

た取組の強

化につながっ

ているか。 

 Beyond 5Gの

実現やハイレ

ベルな研究

開発を行うた

めのテストベ

ッドが構築さ

れ、テストベ

ッドが有益な

技術実証・社

会実証につ

ながっている

か。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 Beyond 5Gの

実現等に向

２－３．戦略的・機動的な研究開発ハブの形成によるオープンイノ

ベーションの創出 

 

２－３．戦略的・機動的な研究開発

ハブの形成によるオープンイノベ

ーションの創出 

Beyond 5Gの実現に向けた取組

を着実に強化し、「高信頼・高可塑

B5G/IoT テストベッド」の継続的な

運用にとどまらず、中長期を見据

えた設備更改や機器更新を計画

前倒しで実施することで、安全性・

耐障害性・利便性を向上させるとと

もに、外部ニーズや研究開発動向

を踏まえた機能改良、利活用促進

を積極的に推進した点は高く評価

できる。その結果、革新的情報通

信基金事業５件を含む 125 件もの

プロジェクトでの活用に結び付け、

Beyond 5G時代の研究開発基盤と

して顕著な成果を挙げたことは、

当該取組の有効性と波及効果を

明確に示している。また、DCCS ト

ライアル運用による新機能活用の

裾野拡大、連合学習機能の提供、

利用者成果を循環進化としてテス

 既存のテストベッド上に構築

した、Beyond 5G 時代の社

会的・技術的ニーズを検証

可能な分散広域実証環境

及びリアルタイムエミュレー

ション環境並びにデータ駆

動型社会の実現に寄与する

データ利活用に向けた実証

環境の基盤となる設備・機

能の運用を継続するととも

に、テストベッドの安定運用

を確保し、光・量子通信技術

等の世界最先端技術に加

え、エミュレーション技術、デ

ータ利活用技術等の上位レ

イヤを含めた実証環境の運

用を継続する。また、標準

化や技術開発などの外部動

向に即して、研究開発・技術

実証・社会実装・国際連携

 Beyond 5Gのネットワーク技術の検証環境として「高信頼・高可塑

B5G/IoT テストベッド」の構築と運用を継続するとともに、第６期中

長期を見据えたテストベッド設備の合理化も計画を前倒しして実

施した。さらに、民間企業、大学等の利用拡大に向け、外部ニー

ズに即したテストベッドの機能改良、並びに利活用促進のための

取組を強化した。その結果、革新的情報通信基金事業５件を含む

125件のプロジェクトでのテストベッドの活用につながった。 

 実証環境の基盤となる設備・機能の運用を継続し、ネットワークレ

イヤ・ミドルウェアレイヤ・プラットフォームレイヤからなる高信頼・

高可塑 B5G/IoTテストベッドの運用を計画通り継続した。 

 量子鍵配送ネットワークの実証環境として、秘匿通信や安全なデ

ータ二次利用の試験サービス実証を行うためのテストベッドであ

る東京 QKD Network の運用を継続した。 

 第６期中長期を見据え、総合テストベッド全体の安全性・耐障害

性・利便性の向上、及び、高度化する利用者ニーズや機構内の

各研究所からの要請に応えるため、総合テストベッドおよび機構

のインフラネットワークでもある JGN について、ネットワーク構成

の見直しと整備、および機器類の更新を、計画を前倒しして実施

した。ネットワーク構成については、安全性や施設老朽化などの

課題があった大手町に設置のネットワーク機器の一部や事務所
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への貢献のために必要な、

各テストベッド環境間で連携

動作を可能とするような機

能の拡張を継続して検討す

る。 

けたテストベ

ッドの構築状

況 

【モニタリング

指標】 

 NICT 内外に

よるテストベ

ッドの利用件

数 （ う ち 、

NICT 外の利

用件数） 

 NICT 外のテ

ストベッド利

用者（機関）

数 

機能、並びに冷却能力や電源容量等の課題があった小金井本部

に設置のネットワーク機器など研究インフラネットワークとしての

主要機能を移設し、新拠点となる三鷹の商用データセンターに集

約した。また、基幹ネットワークである東京-大阪間の回線の

400Gbps 化も実施した。また、ネットワーク構成の見直しとともに

機器を更新し、冗長経路の柔軟な構成を可能にするとともに、物

理・論理両面におけるネットワーク状態の観測、異常検知および

対応を可能とする機能を導入した。従来の JGN では、L2 サービ

スの提供や SINET などの外部機関との接続により、ループ構造

や予期せぬ輻輳が発生する可能性があったが、今回の更新によ

り、これらの問題の発生を防止できる構成となった。これにより、

高性能かつ安定性・耐障害性に優れたインフラネットワークの柔

軟な提供が可能となった。 

 Beyond 5G に関する研究開発おいて、標準化や社会実装に向

け、テストベッドでの実装や検証が必要であり、利用者からの要

望の大きい以下の機能を検討し開発と提供に繋げた。 

‧ Beyond 5G ネットワークを活用した機械学習技術として期待と

要望が大きい連合学習機能の DCCSでの API化 

‧ 多数の多様な移動体があるネットワーク環境下でのアプリケー

ションや通信システムの開発のための多端末エミュレーション

環境 

‧ モバイルネットワーク環境における RAN内リソースの可視化お

よび動的リソース制御などの RIC（RAN Intelligent Controller）

機能 

 スマート IoT 推進フォーラムテストベッド分科会でのニーズ調査に

基づき開発されたマルチレイヤの環境間連携機能を提供し、B5G

ユニットによる日本橋 Innovation Bridge のデモシステムに活用さ

れた。 

 利活用促進の取組として、令和６年度に開発した「利用申請シス

テム」を令和７年度に導入した。本システムは、利用者状況管理

の効率化を目的として、申請情報を自動的にデータベース化する

機能を備えており、利用申請時には、Web フォームに入力された

データに対して自動チェック機能が働き、記入漏れや誤入力を防

止するガイダンス機能が強化され、ユーザによる申請書の入力時

間が短縮されるとともに、事務局による申請書作成支援の負担も

軽減された。さらに、申請手続きのオンライン化を進めることで、

利便性と業務効率の向上を実現した。 

トベッドへ還元するモデルケースの

確立により、持続的なテストベッド

高度化と利用者主体のイノベーシ

ョン創出を実現している。加えて、

マルチレイヤオーケストレーション

機能拡充や CyReal 環境における

TENTOU の活用により、短期間で

の機能実装、展示・実証への迅速

な展開を可能とし、国際論文採択

や国際展示会での受賞といった学

術的・社会的評価も獲得したこと

から、Beyond 5G 実現に向けた極

めて優れたテストベッド構築・運用

の成果が認められる。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、顕著な成果の

創出が認められた他、将来的な成

果の創出が期待される実績も得ら

れたため、評定を「A」とした。 

 

【Beyond 5G の実現に向けた取組

の強化につながっているか】 

以下に示す、顕著な成果が認め

られる。 

 Beyond 5Gのネットワーク技術の

検証環境として、「高信頼・高可

塑 B5G/IoT テストベッド」の構築

と運用を継続するだけでなく、第

６期中長期を見据えたテストベッ

ド設備の見直し・整備・機器更新

等を、計画を前倒しして実施し、

安全性・耐障害性・利便性を向

上させ、さらに、テストベッドサー

ビスの提供を継続するだけでな

く、民間企業、大学等の利用拡

大に向け、Beyond 5G に関する
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 また、テストベッドのホームページに、令和７年度は、以下のよう

な Beyond 5Gの研究開発に関する利活用事例を新たに７件追加

し、合計 37件とした。 

‧ NTN（非地上ネットワーク）における地上と衛星間の通信性能

向上を目的とした、DCCS（動的チャネル制御システム）を活用

した実証 

‧ Beyond 5G 研究開発促進事業／Beyond 5G 国際共同研究型

プログラムにおいて、データの地産地消処理を促進するアプリ

ケーション配布の実証 

‧ メタバース連携を視野に入れた交通・人流シミュレーション基盤

の構築 

これらの事例は、先進的な通信技術の活用や地域データ処理の

効率化、仮想空間との連携を通じた次世代社会インフラの実現に

向けた研究開発であり、これらの研究開発そのものが Beyond 5G

の研究開発に資するだけでなく、これらの利活用事例の共有を通

じて、Beyond 5G 分野における研究開発のさらなる促進に寄与し

た。 

 令和７年度は、当機構が Beyond 5Gに向けた革新的な研究開発

を推進するために実施している革新的情報通信技術（Beyond 

5G(6G））基金事業において、“デジタルツインによるサイバーフィ

ジカル連携型セキュリティ基盤”、“ShonanFutureVerse:仮想都市

未来像にもとづく超解像度バックキャスティング CPS 基盤”等５

件のプロジェクトにテストベッドが活用された。 

 上記の取組みを含むテストベッド運用の循環進化により、令和７

年度末では、利用件数は 125件（うち、内部利用 59件、外部利用

66 件）、外部の利用機関数 110 件となった。機能別では、令和４

年 10 月にサービス提供を開始した新規機能の利用率が全体の

40％（令和６年度 34％）となり、着実に利用されるとともに、機能

拡張により DCCS利用が増加し、サービスやアプリケーションなど

の上位レイヤの開発事例の増加につながった。 

研究開発動向と外部ニーズに即

したテストベッドの機能改良、並

びに利活用促進のための取組を

強化し、その結果、革新的情報

通信基金事業５件を含む 125 件

のプロジェクトでのテストベッドの

活用を実現したこと。 

 DCCSトライアルの運用開始によ

り新機能の試用ハードルを引き

下げ、Beyond 5G に向けて連合

学習機能を利用可能とし 、

Beyond 5G時代のサービスの研

究開発の加速と利用者拡大に貢

献したこと。また、テストベッド利

用者が開発した移動環境リスク

予測に基づく行動ナビゲーション

ソフトウェアの成果を、テストベッ

ドの「循環進化」という形で取り

込み、他の利用者による Beyond 

5Gに向けた実証に活用される一

つのモデルケースを確立したこ

と。 

 有線・無線を含むヘテロなネット

ワークを活用したサービス開発・

実証が可能な環境を実現するた

め、マルチレイヤオーケストレー

ション機能拡充によりテストベッ

ドのユーザビリティ向上・効率化

を図り、この機能拡充によって

DCCS と組み合わせた CPS アプ

リケーションを日本橋 Innovation 

Bridge の展示向けに提供したこ

と。単なる機能拡充にとどまら

ず、統合ビッグデータ研究センタ

ーや Beyond5G研究開発推進ユ

ニットと連携した Beyond 5Gアー

キテクチャの実証デモンストレー

 関連するフォーラム等との

連携を強化することにより、

Beyond 5Gの研究開発への

利用ニーズ等を適切に踏ま

え、Beyond 5G ネットワー

ク、データ分析・可視化、デ

ータ連携・利活用等の実現

 スマート IoT 推進フォーラムテストベッド分科会並びにその下の４

タスクフォースにおいて、各レイヤにおける優れた事例の共有や

機能改善のための意見交換等を行った。 

 データ分析・可視化タスクフォースとデータ連携・利活用タスクフォ

ースを合同開催し、各種利用事例を利用者間で共有するととも

に、マルチホップ環境や障害エミュレーション機能に関する要望を

収集した。加えて、データ活用による Beyond 5G や AI 制御への
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に資する新たな機能の導入

に向けた検討を進める。ま

た、スマート IoT 推進フォー

ラムテストベッド分科会等の

テストベッドの外部ユーザ連

携を支える仕組みをさらに

推進するために、スペース

ICT 推進フォーラムや、ワイ

ヤレスエミュレータ利活用社

会推進フォーラム等の他の

分科会・タスクフォースとの

連携体制の創出等の検討

を進める。 

応用といった新たな価値創造、ならびにテストベッド強化の方向

性について検討した。 

 ユーザ連携・循環進化検討タスクフォースを２回開催した。匿名通

信・人流データ・CFP 管理の事例を紹介するとともに、テストベッド

の循環進化をキーワードに、ネットワーク実験の再現性確保、位

置情報の正確性、CFP 認証の国際基準対応等の課題について

検討を行った。また、利用者側にも自身の研究成果をテストベッド

で提供し他の利用者に利用してもらい評価したいという要望があ

ることを確認できた。 

 Beyond 5G ネットワークタスクフォースを開催し、社会実装推進に

向けた今後のテストベッドの在り方について検討した。自動化・AI

対応と広域連携の強化、社会実装・コミュニティ・育成、技術・運

用課題への対応についての要望が得られた。また、本タスクフォ

ースの活動として B5G モバイル環境の利用拡大と成果共有のた

め、機構小金井本部において実証イベントを１月に実施した。 

 ３月にテストベッド分科会を開催し、過去 10 年間にわたる分科会

活動の総括を実施した。 

 スペース ICT 推進フォーラムとの連携体制の創出の検討につい

ては、フォーラムメンバーが必要としている TN-NTN 基盤に対し、

機構内研究センター提案の INCA による TN-NTN 連携技術を利

用し、その基盤を構築するために、高信頼・高可塑 B5G/IoT テス

トベッドのモバイルネットワーク実証環境を用いて、そのための環

境を構築した。その環境を用いてサービス要件等の状況に応じた

動的回線遅延制御の実証に成功し、フォーラムとさらに連携を深

めるため、フォーラムメンバーへの体験会を実施した。 

 ワイヤレスエミュレータ利活用社会推進フォーラムとの連携では、

前年度末に当該フォーラムと共催した研究開発成果発表シンポ

ジウム(令和６年度ワイヤレスエミュレータ利活用プレシンポジウ

ム)の内容に対し今年度の成果(査読付き国際会議にて採択済

み。11月発表)を付加し、国内展示会 WTP2025にて動態展示・講

演発表を実施し、将来のテストベッド環境にも資するワイヤレスエ

ミュレータの利活用推進活動を進めた。併せて、当該フォーラム

の利活用タスクグループ活動に従事し、フォーラム会員・エミュレ

ータ利用者からの要望をくみ上げ今後のワイヤレスエミュレータ

利活用の具体的な事例検討を行った。 

 電波利用料による受託研究「仮想空間における電波模擬システ

ム技術の高度化に向けた研究開発」（令和５年度終了）では、機

ションを行い、Beyond 5G実現に

向けた有益な技術実証のための

テストベッドを実現したこと。 

 東京大学や岡山大学が開発した

機能を他の利用者に活用できる

ようテストベッドの循環進化とい

う形で検証環境に取り込むモデ

ルケースを確立したこと。IF=5.4

の IEEE TNSM に採択されるな

ど、世界的に科学的意義を示し

たこと。さらに HCL 対応による

Terraform 連携を実現し AI 時代

のインフラ自動制御への道筋を

開くとともに「 Interop Best of 

Show Award 2025」を受賞したこ

と。 

 CyReal 環境として柔軟な機能拡

張を可能とするアーキテクチャを

持つ TENTOU を活用すること

で、通常３か月以上はかかる機

能拡張を発案から１か月以内と

いう短期間で電波反射を含む電

波伝搬エミュレーションシステム

を構築し、CEATEC 等での成果

発信に貢献したこと。 

 

【Beyond 5G の実現やハイレベル

な研究開発を行うためのテストベッ

ドが構築され、テストベッドが有益

な技術実証・社会実証につながっ

ているか】 

以下に示す、顕著な成果が認め

られる。 

 Beyond 5Gのネットワーク技術の

検証環境として、「高信頼・高可

塑 B5G/IoT テストベッド」の構築

と運用を継続するだけでなく、来
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構の高信頼・高可塑 B5G/IoT テストベッドを活用し、ワイヤレスエ

ミュレータを開発した。しかし、このエミュレータは総務省委託研究

の成果であるため、外部ユーザへの提供には総務省との調整が

必要という課題があった。そこで、ワイヤレスエミュレータ利活用

社会推進フォーラムと連携し、外部提供の枠組みを検討し、フォ

ーラム加入と共同研究契約を条件とする仕組みを整備した。ま

た、利用促進のための環境整備も進めた。その結果、外部提供

の仕組みを構築し、令和７年度に外部の１プロジェクト（３企業）へ

の提供を開始した。 

 ３月に、第６期中長期計画に向けたテストベッドの方向性や強化

ポイントの整理を目的として、テストベッドシンポジウムを開催し、

機構の第５期中長期のテストベッド活動の総括を行った。 

中長期を見据えたテストベッド設

備の見直し・整備・機器更新等

を、計画を前倒しして実施し、安

全性・耐障害性・利便性を向上さ

せ、さらに、テストベッドサービス

の提供を継続するだけでなく、民

間企業、大学等の利用拡大に向

け、Beyond 5G に関する研究開

発動向と外部ニーズに即したテ

ストベッドの機能改良、並びに利

活用促進のための取組を強化

し、その結果、革新的情報通信

基金事業５件を含む 125 件のプ

ロジェクトでのテストベッドの活用

を実現したこと。 

 宇宙天気情報プラットフォームを

DCCS のサービスとして新たに提

供開始し、企業２社へ通常よりも

早期に提供して、機構成果のビ

ジネス化検討の加速や利活用促

進に大きく貢献したこと。大阪・関

西万博のシグネチャーパビリオン

において、ベンチャー企業と共同

でDCCSを用いてAI高解像度画

像生成システムを構築し、国内

外から多様な来場者が集まる国

際博覧会という注目度の高い実

環境において、半年間にわたる

技術実証を衛星データの安定的

な提供により成功させた点は、同

システムの社会実装に向けた有

益な知見と実績を創出したのみ

ならず、満足度ランキング５位と

なった同パビリオンの視覚的イン

パクト・満足度向上に貢献したこ

と。 

 有線・無線を含むヘテロなネット

 JGNの海外接続による国際

連 携 を 活 用 し な が ら 、

Beyond 5G 等社会的インパ

クトの大きな研究開発、社

会実証等における利用を積

極的に推進することにより、

機構、国内外の研究機関、

通信事業者、ベンダ、ベンチ

ャー等の研究開発能力を結

集させ、ICT 分野のイノベー

ションエコシステムの構築に

資する取組を推進する。 

 国内外の研究・教育機関との協力関係を強化するため締結した

覚書（①アジア・太平洋・オセアニア地域での 100Gbps 高速ネット

ワークによる連携(APOnet)、②アジア-欧州間研究・教育用ネット

ワークにおける連携（AER)等）に基づき、継続してテストベッドを通

じた国際連携を推進し、協力関係を維持した。 

 これらの取り組みによる海外機関との協力関係により、欧州

GEANT と機構を結んだマルチキャスト研究用ネットワーク構築と

評価、日台連携プロジェクトでの日本-米国-台湾にまたがる実験

用ネットワーク構築、ASEAN IVO での共同研究プロジェクトの推

進などの成果が得られた。 

 データ利活用技術と Beyond 

5G ネットワークが統合され

た Data Centric Cloud 

Service(DCCS)構想のテスト

ベッド環境の提供を継続す

るとともに、利用者のニーズ

に応じた適切な機能追加・

拡張を行う。また、DCCS 上

で利用可能とするデータ等

について、引き続き利活用

ニーズ等に基づき拡充を検

討する。 

 プラットフォームレイヤのテストベッドとして、様々なデータを組み

合わせながら連携処理するデータ連携処理基盤「DCCS(Data 

Centric Cloud Service)」について、計画通り利用ニーズに基づく

拡充を行いつつ提供を継続した。さらなる取り組みとして、DCCS

を用いた万博シグネチャーパビリオンでの技術実証、新たなサー

ビスとして宇宙天気情報プラットフォーム、連合学習機能を含む

DCCS トライアルの提供開始、利用者開発ソフトを用いた機能追

加と提供開始を行った。 

 大阪・関西万博のシグネチャーパビリオン『いのちめぐる冒険』に

おいて、AI を用いた地球のリアルタイム高解像度画像生成システ

ムを、DCCS 時空間データ GIS プラットフォームを用いてベンチャ

ー企業と共同で構築し、万博期間を通じて衛星データを安定的に

提供した。本パビリオンは万博来場者の満足度ランキングで５位
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を獲得するなど高い評価を得た。また、同ベンチャー企業による

技術の社会実装に向けた検討に貢献した。 

 新たに「宇宙天気情報プラットフォーム」の APIを DCCS上で提供

するための開発を行い、提供を開始した。通常リリースに必要な

利用規約等の枠組みの制定に３か月以上はかかるところ、既存

プラットフォームの枠組み利用により約２か月で完了するなど、迅

速な提供開始に貢献し、企業２社への早期提供に繋げた。このプ

ラットフォームの DCCS による提供を通じ、宇宙天気情報の利活

用の促進、機構成果のビジネス化検討に貢献した。 

 新たに Jupyter Hub ベースのお試し利用環境「DCCS トライアル」

の提供を開始した。第１弾として、環境品質短期予測機能を提供

し、ユーザビリティ、サービス品質の向上を図るとともに、簡易な

手続きにより利用可能としたことで、通常正式サービスでは１か月

程度を要する手続き期間を最短で翌営業日までに短縮して利用

可能とした。 

 Beyond 5G において、アプリケーションサービス開発への応用が

期待されておりテストベッド利用者からも要望の大きかった連合

学習によるデータ分析機能のDCCS上での提供を開始した。同機

能を DCCS トライアルにて提供し、DCCS の利用者の裾野を広げ

るとともに応用範囲の拡大に貢献した。 

 DCCS を活用した高度通信・放送研究開発委託研究課題 227「持

続性の高い行動支援のための次世代 IoTデータ利活用技術の研

究開発」について、その研究成果を情報資産として DCCS に組み

込み、他の利用者にも利用可能とする電気通信事業者との共同

研究を実施した。この共同研究にて、移動環境リスク予測に基づ

く行動ナビゲーションソフトを情報資産として DCCS 上で提供を開

始し、総務省委託研究（電気通信事業者・電機メーター・機構内

研究センター、他）に提供した。これにより、利用の成果をテストベ

ッドの「循環進化」という形で取り込み、他の利用者が活用を行う

というオープンイノベーションの一つのモデルケースが確立され、

Beyond 5G とデータを組み合わせる DCCS のさらなる進化と

DCCSを活用する効果の拡大につなげた。 

 PLATEAU 等の３次元オブジェクトのラベル情報（位置情報や住

所）を取得する API を開発し、DCCS の一機能として提供した。こ

れにより、ラベル付けされた 3Dオブジェクトを活用したシステムの

研究開発を DCCS 上で実施可能とした。また、DCCS 機能と通信

障害シミュレータの実装と環境整備を進め、ポータブル SIP4D/X-

ワークを活用したサービス開発・

実証が可能な環境を実現するた

め、マルチレイヤオーケストレー

ション機能拡充によりテストベッド

のユーザビリティ向上・効率化を

図り、この機能拡充によって

DCCS と組み合わせた CPS アプ

リケーションを日本橋 Innovation 

Bridge の展示向けに提供したこ

と。単なる機能拡充にとどまら

ず、統合ビッグデータ研究センタ

ーや Beyond5G 研究開発推進ユ

ニットと連携した Beyond 5Gアー

キテクチャの実証デモンストレー

ションを行い、Beyond 5G 実現に

向けた有益な技術実証のための

テストベッドを実現したこと。 

 東京大学や岡山大学が開発した

機能を他の利用者に活用できる

ようテストベッドの循環進化という

形で検証環境に取り込むモデル

ケースを確立したこと。IF5.4 の

IEEE TNSM に採択されるなど、

世界的に科学的意義示したこと。

さらに HCL対応による Terraform

連携を実現し AI 時代のインフラ

自動制御への道筋を開くとともに

「 Interop Best of Show Award 

2025」を受賞したこと。 

 CyReal 環境として柔軟な機能拡

張を可能とするアーキテクチャを

持つ TENTOUを活用することで、

通常３か月以上はかかる機能拡

張を発案から１か月以内という短

期間で電波反射を含む電波伝搬

エミュレーションシステムを構築

し、CEATEC 等での成果発信に
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ICS の検証環境を提供し、通信障害を再現した検証を可能とし

た。これらを機構内研究センターに提供し、同センターが参画する

SIP 第３期「スマート防災ネットワークの構築」プロジェクト等での

応用に貢献した。 

 多言語音声翻訳プラットフォームについて、辞書カスタマイズ機能

用 API などの提供を開始し、多様なユーザニーズに応えられる環

境を整備した。この機能を日韓連携の教育用アプリケーションに

提供し、農業高校において農業専門用語を辞書登録するなどの

活用がなされ、日韓の円滑なコミュニケーションに貢献した。 

 気象庁が提供する数値気象予報データ(GPV)を用いるための新

たな Web API を設計・開発した。DCCSに搭載し、センサのデータ

と組み合わせた収穫量予測の実証を行う東北大および福島県の

しいたけ栽培農家へ提供した。これにより、スマート農業等の気

象予測を活用した応用研究の加速に貢献した。 

貢献したこと。 

 東京 QKD ネットワークの安定性

と信頼性の向上に向けた開発に

より、多くのユーザにとって使い

勝手のよいトライアル環境を整備

し、長期実用性検証結果を評価

したこと。量子コンピュータ拠点と

量子暗号テストベッドの相互接続

環境の上で、トライアルユーザが

利用しやすい環境を整えたこと。 

 ネットワークレイヤテストベ

ッドについて、Beyond 5Gに

おけるヘテロなネットワーク

上のサービス開発・実証に

必要な環境を拡充する。 

 ネットワークレイヤのテストベッドとして、高信頼・高可塑の仮想ネ

ットワーク・NFV を提供する B5G 高信頼仮想化環境、Beyond 5G

時代のモバイルアプリケーション・ネットワーク・基地局の機能検

証が可能な B5G モバイル環境、プログラマブルなネットワークを

提供する P4 実験環境を必要な拡充を実施しつつ提供・運用を計

画通り継続した。さらに、有線・無線を含むヘテロなネットワークを

活用したサービス開発・実証が可能な環境を実現するためのマル

チレイヤオーケストレーション機能拡充を行ない、機構内研究部

門と連携して Beyond 5Gアーキテクチャの実証デモンストレーショ

ンを行う CPSアプリケーションへ提供した。 

 機構発行の「Beyond 5G/6G ホワイトペーパー 3.0 版」記載の機

能アーキテクチャ実現に必要となる重要な機能要素であるマルチ

レイヤオーケストレーション機能を提供するため、高信頼・高可塑

B5G/IoT テストベッドを構成する「DCCS」、「CyReal」、「B5G 高信

頼仮想化環境」、「B5G モバイル環境」の各サービスを仮想ネット

ワーク技術により接続し、異種のネットワーク機能、提供リソース・

機能・データなどを組み合わせられるようにするテストベッドサー

ビス間連携インターフェース及びオーケストレータの設計・開発を

進めた。業界標準で広く用いられている HCL、Protocol Buffer ベ

ース RPC を用いた制御モジュールを開発し、マルチレイヤオーケ

ストレーションを行うテストベッド機能として提供した。これにより、

機能要素同士をワンストップで統合的に相互接続可能とし、テスト

ベッドのユーザビリティ向上・効率化を図るとともに、次期中長期
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のイノベーションハブ実現に向けた相互接続インターフェースとし

て活用できる見通しを得た。 

 機構内研究部門と連携し、Beyond 5G における分散コンピューテ

ィングやエッジコンピューティングを用いたサービスの開発・実証

を可能とする環境整備を DCCS との組み合わせにより進め、分散

環境での耐障害性の高いCPSアプリケーションの実証を可能とし

た。これにより、Beyond 5Gの実現に向けた先進的なアプリケーシ

ョンの研究開発を容易化し、成果創出の加速につなげた。この環

境を活用し、機構の提案する CPS アーキテクチャのデモシステム

をテストベッドに導入し、日本橋 Innovation Bridge の展示向けに

提供した。これにより、外部利用者によるイノベーション創発の促

進に貢献した。 

 高速で高信頼の仮想化された通信・計算処理リソースを柔軟に配

置・配分可能なテストベッド環境を実現する B5G 高信頼仮想化環

境を必要な拡充を実施しつつ提供・運用を計画通り継続した。さら

に、これまでに整備した機能を用いて非集中型ネットワーク内スト

レージアプリケーションの社会実装に向けた実証や多端末エミュ

レーション機能を用いた実車連携実証のための環境構築と提供

を行った。 

 B5G 高信頼仮想化環境が有する任意のネットワーク内の位置へ

柔軟にネットワークリソースを配置可能とする機能を用いて、機構

内研究所が構築した非集中型ネットワーク内ストレージアーキテ

クチャに基づく NICT セキュアオフチェーンストレージのテストベッ

ド環境を構築した。高度通信・放送研究開発委託研究「高信頼デ

ータ流通のための非集中型ネットワーク内ストレージ及びアプリ

ケーションの研究開発」（課題 238、241）の２件の委託先（大阪大

学、早稲田大学ほか、１法人、２企業）による社会実装に向けた

実証において、実証内容に合わせて NICT セキュアオフチェーン

ストレージ機能を柔軟なネットワーク構成を変化させつつ展開し、

ヘルスケアアプリケーション、3D コンテンツ流通アプリケーション

の社会実装に向けた実証実験実施に貢献した。 

 B5G 高信頼仮想化環境を用いて令和６年度まで研究開発してき

た多数の端末・基地局が相互接続した環境をエミュレーションに

より再現可能とする大規模検証基盤（多端末エミュレーション機

能）について総合テストベッドサービス機能の一つとして令和７年

度より運用を開始した。車両データ収集基盤として当機構が提案

するデータ収集技術を用いた実車とエミュレーションの連携による
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動作検証・性能評価実験環境を構築し、大手自動車メーカー向け

に提供した。これにより、同社によるセニアカー等の移動体におけ

る通信を用いたサービスへの当機構技術の適用に向けた検討に

貢献した。また、同社との共同研究を通じ、ネットワーク構成技術

の関連特許のインドへの出願、データ収集方式に関する特許の

共同出願を行なった。 

 通信と計算を融合した基盤システムの検証環境として、ソフトウェ

ア機能の一部をネットワーク内に配備されたアクセラレータ等へ

オフロードし、処理や通信を高速化する機能のテストベッド化を進

めた。通信暗号化処理において約 20 倍の高速化が可能となるこ

とを確認した。また、このオフロード機能と組み合わせ、ユーザに

よって独自に定義・実装されたプロトコルによるネットワーク機能

が広域ネットワーク上で併存し、互いに干渉することなく独自の実

験・評価が可能なネットワーク仮想化機能を開発した。これによ

り、JST CRONOS等で検討が進んでいるAI・データ駆動社会の実

現に向けた通信と計算を融合させる技術の研究開発へ提供可能

となり、基礎研究を応用研究につなげる基盤を築いた。 

 モバイルアプリケーション実証環境、モバイルネットワーク開発環

境、及び、28GHz 帯、Sub-6GHz 帯基地局の無線エリアを備える

モバイル基地局開発環境を提供する B5G モバイル環境を必要な

拡充を実施しつつ提供・運用を計画通り継続した。さらに、TN-

NTN 統合アーキテクチャによるネットワークサービス環境構築、

O-RAN RIC機能の新規開発により実証に貢献した。 

 データの地産地消を促進するフローティングサイバーフィジカルシ

ステム（F-CPS）実現に向けた研究開発の検証や、簡易電波伝搬

モデル構築に向けた測定・検証等にモバイルアプリケーション実

証環境を提供した。これにより、B5G モバイルネットワークの基礎

研究・応用研究の進展に貢献した。 

 モバイルネットワーク開発環境と B5G 高信頼仮想化環境と組み

合わせ、RAN の拡張が可能なネットワークサービス環境を構築し

た。機構内研究所との協業により、同研究所が提案する地上

(TN)/非地上(NTN)統合ネットワーク制御アーキテクチャ(INCA)を

動作可能とし、B5G 時代の NTN を統合したネットワークアーキテ

クチャの研究加速に貢献した。 

 B5Gモバイル環境の RIC（RAN Intelligent Controller）機能拡張を

進めた。主要なRIC機能を新たにテストベッド機能として利用可能

とする API を、O-RAN として標準化が進められている中、ユース
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ケースに基づき先駆けて開発した。また、RIC の制御に基づく

RAN の状態を可視化するダッシュボード機能を内製開発し、

WTP、オープンハウス等で展示を行った。本拡張機能を機構内研

究所へ提供し、無線区間のリソース制御を活用した省電力化・効

率化を図るモバイルネットワークの自律・分散・協調制御研究・実

証検証に貢献した。 

 B5G モバイル環境における電波状況を詳細に取得する要求に対

応可能とするため、位置・時刻とともに無線電波強度を記録可能

な機能を有するデバイスの設計・試作を実施した。このデバイスを

用いて通信と電波の状態を可視化する機能（無線信号強度や

TCP におけるフロー等）を開発し、B5G モバイル環境のデバッグ

環境として提供可能とする目処を立てた。 

 データプレーンプログラミング言語 P4 を用いた SDN(Software 

Defined Network)技術の実験環境としてソフトウェアスイッチ、ハ

ードウェアスイッチ、スマート NIC を提供する P4 実験環境を計画

通り安定的に提供した。さらに、台湾 NCHC（NIAR）との共同研究

を推進し国際連携テストベッドを構築した。 

 台湾 NCHC（NIAR）との共同研究において、遠隔操作やストリーミ

ングに要求される低遅延かつ安定性の高い通信を実現するた

め、障害や輻輳時に問題箇所を素早く特定し修復する手段が必

要との要請があった。この要請に基づき、ネットワークのデータプ

レーンにて正確なパケット処理時刻の計測を行うことが可能な

INT（In-Band Network Telemetry）によるネットワーク計測機能と、

SRv6 による経路制御を P4 実験環境上に展開する機能設計を標

準化に先駆けて行い、一次実装を完了した。名古屋拠点から大

阪拠点、東京拠点を経由し小金井拠点までの間を P4対応スマー

ト NICを用いて SRv6のパケットを転送し、約 8.9Gbpsの転送性能

が得られることを確認し、従来実装と比べ優位性のある性能が得

られることを確認した。また、日本と台湾を専用ネットワークによる

接続する国際テストベッドを構築し、これらの実装を用いた動作検

証を行った。 

 応答性や安定性が重要な AI・データ駆動時代の将来ネットワーク

制御技術やアプリケーション構築技術の研究開発を実施可能な

環境構築に向け、新たに AI・機械学習を用いた経路制御の枠組

みを機構内研究所とともに検討し、台湾 NIAR と機構の合同ワー

クショップにて提案した。これらの取り組みを通じて、次期中長期

における AI 時代のネットワーク基盤構築に貢献する基礎を築い
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た。 

 仮想空間を活用した検証環

境として、令和５年度に運用

開始された実システム、エミ

ュレータ、シミュレータの連

携基盤である CyReal 実証

環境の提供を継続する。本

基盤において、従来のエミュ

レーション環境における API

の改善や GUIの拡充を行い

ながら、IoT や CPS の検証

を念頭においた物理的な事

象の取り込みをシミュレーシ

ョン要素の導入により実装

する。 

 シミュレータ／エミュレータ／実システムの組み合わせを柔軟に

変えて多様な連携を可能にすることで、単なるデジタルツインだけ

ではなく、シミュレーションからテストベッド、実システム環境までを

一つの仕組みで提供することを目指す CyReal環境を StarBED上

に構築するミドルウェア TENTOU の提供を継続し、利用者に安定

したテストベッドを提供した。さらに、TENTOU のアーキテクチャに

よる利用者開発機能を取り込んだ拡充、AI による自動インフラ制

御に向けた拡充等の高度化を図った。 

 TENTOUのモジュール間の通信のために利用している REST API

を利用者に提供し、利用者による TENTOUのコア機能を用いたソ

フトウェアの開発を可能とするアーキテクチャのもと、一利用者で

ある東京大学が開発した実験管理ツールを、利用の成果をテスト

ベッドの「循環進化」という形で取り込みを開始した。また、ネット

ワークトポロジ設定として令和５年度より岡山大学との共同研究

で開発を進めてきた dot2net を用いたトポロジ駆動設定について

も、運用への取り入れ方法の検討を開始した。後者についてジャ

ーナル論文を投稿し、IEEE TNSM（IF=5.4）に採録された。これに

より、利用者開発機能を検証環境に取り入れ、他の利用者が活

用するというオープンイノベーションの一つのモデルケースが確立

できた。 

 TENTOU における API 高度化の一環として、業界標準として広く

用いられている HCL に TENTOU を対応させる制御モジュールを

開発した。これにより IaC（Infrastructure as Code）としてエコシス

テムが確立しているインフラ制御システム Terraformとの連携イン

ターフェースが提供可能となった。同開発の内容について

INTEROP 2025 にてデモンストレーション展示を行い、「 Interop 

Best of Show Award 2025」を受賞した。また、同開発における設

計等についての論文を IPSJ DPSWS2025に投稿し、採択され、発

表を行った。IaCへの対応により、コードを自動生成可能なAIによ

る将来のインフラ自動制御に向けた道筋を立てた。 

 時刻同期精度を TENTOU で制御可能とする方式の設計を進め、

高精度時計を組み合わせる手法として、LinuxPTP、ハードウェア

グランドマスタークロックを導入した実験環境を構築した。これに

より、CyReal/StarBED におけるシミュレーションの時間同期精度

の向上による実験精度の高度化と、各要素の自律的な制御の大

規模化に対応した。Beyond 5Gで想定される単位面積あたり収容
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可能な端末数の向上に対応する基盤を構築した。 

 通信事業者との共同研究を実施し、同通信事業者のクラウドを

JGNおよび SINET経由で StarBED/CyReal に直接接続する実験

環境を構築し、ベンチマークを行い、ベアメタルとパブリッククラウ

ドの特性の違いを検証した。これにより、第６期中長期の CyReal

実証環境のクラウド環境との統合に向けた基礎データを取得し

た。また、TENTOU を同通信事業者のクラウド上で完結して動作

させるための PoC 検証を実施し、さらには StarBED 上の CyReal

実証環境と同通信事業者のクラウドのリソースを統合的に利用し

た検証環境構築のための PoC 実装を行った。これらの取り組み

により、クラウド環境の連携・活用を実現し、再現性の高い検証や

リソースの柔軟な確保を可能とするテストベッド展開の足がかりを

築いた。 

 Beyond 5G時代の無線・有線の将来ネットワーク技術の模倣を行

う擬似ネットワークを、シミュレーション／エミュレーションにより再

現する方式として Linux NetEM を用いるシステムの設計と試作を

進め、第６期中長期以降のテストベッドにおける擬似的な将来通

信技術の再現に目処を立てた。 

 セキュリティ人材育成の一環として、機構内研究所と連携し、

Hardening Project として平成 24年より開催している Hardening競

技会へのテストベッド環境の提供と運営を継続的に行った。令和

７年は、Hardening 2025 InvisibleDivide として、社会に存在する

様々な分断に注目した競技会を豊見城市にて 10 月に実施し、一

般からの応募の選考の上 100 名を超える参加者による大規模な

競技会を実施した。一般のセキュリティ技術向上およびセキュリテ

ィコミュニティ形成に貢献した。 

 CyReal 技術を活用した CPS システムを構築するプロジェクトとし

てラオス、タイ、ミャンマー、カンボジア、フィリピンの組織と連携し

て応募・採択された ASEAN IVOプロジェクト Cyber to Real World 

Integrated Testbed for Dam Safety Management and Water 

Governance Systemを進めた。 

 タイで開催された ASEAN IVO シンポジウムに参加して、プロジェ

クトの進め方等に関する議論を行った。議論に基づき、StarBED

上でシミュレーションを実行可能な実験環境を構築し、プロジェク

トとしてシミュレーション実装・評価を実施した。成果についての国

際共著論文を執筆し、シミュレーション関連の技術を扱う国際会

議に投稿した。StarBED/CyReal の国際的なユースケースの一つ
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となった。 

 無線通信環境を、実際に電波を発することなく仮想的に模倣し、

柔軟かつ迅速に検証環境を構築可能とするワイヤレスエミュレー

ション環境の拡充と提供を行った。さらに、電波反射を含む電波

伝搬エミュレーションシステムを短期間で構築し、CEATEC 等での

デモンストレーション展示向けに提供を行った。また、これまでに

開発された無線エミュレーション機能である NETorium をベースと

し、802.11 のシミュレーションを軽量に行った上でエミュレーション

を実行する方式の設計と実装を行い、国際会議 IEEE APCC2025

に投稿・採録され、発表を行った。本方式の確立により、無線エミ

ュレーションの軽量化による大規模化を実現した。 

 実際のアプリケーショントラフィックを模倣・生成するためのトラフィ

ックジェネレータをワイヤレスエミュレーション環境に導入した。ま

た、Linux ノードのみを対象とした環境から、Windows ノードを含め

られるようにする実装を行った。これらは利用者の要求に基づくワ

イヤレスエミュレーション環境の着実な機能拡充となった。 

 ワイヤレスエミュレータに電波の反射による電波伝搬をエミュレー

ションする機能を追加実装した。この機能の実装には、通常３か

月以上かかるところを、TENTOU の拡張等により発案から１か月

以内で実装し、これを取り込んだエミュレーションシステムを構築

した。この迅速な対応により CEATEC等での電波伝搬のデモンス

トレーション展示を成功に導き、社会実装に向けた検証や新たな

適用先に対するアピールに大きく貢献した。 

 令和６年度より開始した電波利用料による受託研究「ミリ波帯等

における移動通信システムの展開に関する研究開発」にて、これ

までに開発をすすめてきたワイヤレスエミュレータをさらに拡張

し、特に 5GNR におけるミリ波に対応し、適用対応範囲を拡張し

た。電波環境からサービス環境までのレイヤ毎による管理を行う

ための UI 開発やビジュアライズに対応拡充を実施した。これによ

り、ワイヤレスエミュレータの利用障壁を低減したほか、さらにユ

ーザの実験結果の理解を容易化した。 

 Beyond 5Gに親和性の高い

ICT の社会実装を推進する

ため、異分野・異業種の複

数の企業等と連携した、

Beyond 5G 社会を構成する

超高周波を用いた IoT 無線

 大阪・関西万博における Beyond 5G Ready Showcase（会期：５月

26 日から６月３日）において、時空間同期技術 Wi-Wi を使った多

視点撮影データのサイバー空間活用サービス、及び機械駆動式

レールによって自在に移動可能としたドローンに搭載した

IEEE802.15.3 準拠テラヘルツ通信システムによる大容量データ集

配信サービスの動態展示を実施した。10 以上の機関、30 名以上
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技術、AI 技術、自律移動型

ロボット技術、時空間同期

技術を融合的に利活用する

ことで構築可能となる地域

の課題解決等につながる屋

内外データ集配信実証シス

テムの検証環境の高度化

活動と、システム開発者と

運用者の双方を含めた共同

体制での概念実証を実践す

る。 

の VIPの方々に丁寧にご覧いただき、これら Beyond 5Gを構成す

る技術の技術的成熟度が既に高いレベルに達していることを確

認頂いた。本成果は、機構が内部に有する異分野横断的な先端

的研究開発成果を統合すると同時に、大手時刻同期機器メーカ

ーや無線デバイスメーカー、中部ブロック「道の駅」連絡会など複

数の民間企業及び海外研究機関との連携活動によって成し遂げ

た成果であり、今後の時空間同期技術、及びテラヘルツ通信技術

のユースケース検討を可能とするテストベッド構築方法の好事例

と考えられる。 

 中部ブロック道の駅連絡会と連携し、岐阜県郡上市内の実際の

道の駅を実証フィールドとして、超高周波 IoTを活用した大容量デ

ータ集配信サービスの実用性検証を実施した。60GHz 帯超高周

波 IoT 無線技術により、車両が移動中に撮影・蓄積した大容量画

像データ（道の駅周辺の紅葉観光名所となる道路を通行中に撮

影した山肌データ）を、道の駅への立ち寄りないしは通過で短時

間に回収し、情報ステーション等で表示するサービスを低コストか

つ短時間で展開できることを、道の駅関係者や自治体関係者に

提示した（令和７年 11 月完了）。事前の関係者・自治体との意見

交換では、携帯電話ネットワークを不要とする本仕組みは、災害

時の大容量データ集配信、平時の観光情報による地域活性化、

道路施設保守の効率化に有望との賛同を得た。実験後、これら

業務の関係者へのヒアリングを再度実施した。 

 中部ブロック道の駅連絡会と連携し、岐阜県郡上市内に位置する

道の駅を実証フィールドとして、進入・離脱を繰り返す際のモビリ

ティ搭載デバイスの時空間同期安定性を検証した（11 月完了）。

移動体が独立して有する内部時空間系（内部時計、デッドレコニ

ング系）を分散した拠点で同期・校正しながら時空間同期を維持

するハンドオーバー・ホールドオーバー技術の効果を検証した。

令和７年度は単一拠点への進入・離脱シナリオで実験データ取得

と課題抽出を目標に実施した。実験終了後、実験データに基づい

た時空間同期アルゴリズムの検討を行った。 

 時空間同期スケジュール制御に基づく飛翔中ドローン間の近接

すれ違い通信の確立性・安定性を評価するためのシミュレーショ

ン環境を開発した。ドローンの微細な加減速や風の影響が電波

伝搬に与える影響を検証し、受信電力のダイナミックレンジやビ

ーム指向性制御範囲など、通信システムの性能要件を明確化し

た。検証結果の一部は実証実験で確認した。本成果は Beyond 
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5Gネットワーク研究開発において、超高周波 IoT無線技術を利用

する NTN 実現に向けた通信システム設計・開発の要件や課題を

定量的に示す有効な成果となった。 

 ドイツ 6G の研究を牽引する研究ハブのひとつ 6GEM を主導する

ドイツの総合工科大学との「分散接続型ネットワーク基盤を活用

する自律型モビリティ向け CPS サービスの可視化に関する共同

研究」（国際共同研究）の推進成果に基づいた、AI を融合活用し

た超高周波 IoTデータ集配信プラットフォームに関わるポスター発

表およびシステム動態展示を 6G Conference（７月）にて実施し

た。今後、更に Brooklyn 6G Summit（11月）、第７回日独 Beyond 

5G/6G 研究ワークショップ（１月）、及びバルセロナ MWC2026（３

月）においても、共同でポスター発表とシステムデモンストレーショ

ンを実施した。 

 また、東京QKDネットワーク

の安定性と信頼性の向上に

向けた開発を適時実施し、

官公庁関係や金融関係な

ど、長期に秘匿すべきデー

タを扱う機関によるテストベ

ッドを利用した実用性検証

結果の評価と総括を実施す

る。さらに、量子技術イノベ

ーション拠点の拠点間連携

を通じて、テストベッドの機

能の強化を行う。 

 ユーザ参加型トライアル環境として活用している東京 QKD ネット

ワークの安定性と信頼性の向上のため、利用アプリの拡充と安

全性の強化を進めるとともに、ユーザ参加機関における 60 か月

にわたる長期実用性検証結果の評価と総括を実施し、エグゼクテ

ィブサマリーを作成した。また、量子コンピュータ拠点（理化学研

究所）と量子セキュリティ拠点（機構）の拠点間連携活動の一つと

して、東京 QKD ネットワークから秘匿通信によって国産ゲート型

量子コンピュータ「叡（えい）」を利用する上でのサンプルプログラ

ムを開発し、また今後の叡の利便性を向上させるための必要機

能についての論点整理を行った。これらの情報を理化学研究所

の要請により、叡を利用するユーザ内への情報共有を行った。さ

らに IOWN Open APN 向け大容量光伝送システム実証環境に量

子鍵配送システムを統合し、高速データ通信と鍵生成との共存に

世界で初めて成功（株式会社東芝、日本電気株式会社との共同

実証）し、その成果を国際会議等で発表したことに加え、報道発

表を実施した。 

２－４．知的財

産の積極的な取

得と活用 

２－４．知的財産の積極的な

取得と活用 

＜評価軸＞ 

 取組が研究

開発成果の

利用につな

が っ て い る

か。 

 知的財産の

活用に係る

２－４．知的財産の積極的な取得と活用 

 

２－４．知的財産の積極的な取得

と活用 

機構の特許出願、登録、維持・

放棄等の判断と、必要な経費を含

めて各研究現場に委ねる体制と

し、研究現場が主体的に必要なア

クションをとれるようにすると同時

に、機構全体の知財担当部署にお

機構の知的財産ポリシー

及び知的財産戦略を踏まえ、

優れた研究開発成果を知的

財産として戦略的かつ積極的

に取得・維持するとともに、機

構の知的財産を広く社会に還

 本年度も特許出願、登録、維持・放棄等の知財の取得・維持に係

る判断を、必要な経費（知財予算）とともに、各研究所に委任・分

配して、研究現場が知財動向把握やその活用の視点を強く意識

し、知財の取得・維持の要否を主体的に判断する体制とし、その

定着と運用の改善を着実に推進した。これにより、特許出願に対

する、迅速なアクション、技術動向に応じた柔軟な判断を実現して
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元し、新たなビジネスやサー

ビスの創造、イノベーションの

創出につなげるため、技術の

特性等も考慮し、迅速かつ柔

軟な視点で知的財産の活用

促進に取り組む。そのため、

機構の知的財産化されたシ

ーズを産業界等に紹介する

機会を設ける。 

専門人材の

確保・育成に

取り組んでい

るか。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 知的財産の

取得と活用に

関する活動

状況 

 知的財産の

活用に係る

専門人材の

確保及び育

成の取組状

況 

【モニタリング

指標】 

 特許出願件

数 

 知的財産の

実施許諾契

約件数 

いる。知財担当部署には知財の専門家を配置し、知財の取得支

援、維持管理、知財法務、技術移転、知財教育等の周辺支援に

引き続き注力した。 

 具体的には、知財経験や開発（事業）経験のある企業出身者から

なる体制で、研究成果に対する発明発掘や効果的な権利化の支

援、出願登録維持の適切な実施や共同出願相手との調整及び実

施条件の交渉等戦略的な知財取得を積極的に支援した。一方、

登録から一定期間経過した特許権については、維持コスト削減の

ため必要な特許ポートフォリオの考え方や、権利を維持する必要

性及び今後の権利実施見通しを考慮した上で、権利放棄を含め

て適切に管理し維持コスト抑制に貢献した。 

 NDA や共同研究契約、共同出願契約、技術移転契約等、多数の

技術契約書の作成も支援（467 件の相談に対応）し、機構全体の

知財取得・活用とともに、法務的チェックによる知財リスクの低減

にも貢献した。 

 新たな知財管理システム（令和６年度より運用開始）を有効活用

し、特許の書誌事項、経過情報、期限、費用、契約状況等に関す

るデータの安全で確実な管理を実現するとともに、DX 化すること

で業務の効率化と知財データの有効活用を図った。新知財管理

システムは、令和６年度末から段階的に研究所知財担当への公

開、経営 DXシステムとの連携を進めた。 

 特許出願状況を組織毎や技術分野毎に分析・見える化して経営

層及び各研究所長が参加する「知的財産戦略委員会」で報告し

た。 

 令和６年５月から施行された特許出願の非公開に関する制度に

対応する為、制度が施行されて以降、全ての国内特許出願に対

して、発明届を受理した時点及び特許出願に係る明細書が完成

した時点において、発明が特定技術分野に該当するか否かを複

数人で確認した。また、保全指定された場合の発明情報の適正

管理に係る規程を策定するとともに、成果管理システムへのチェ

ック項目の追加や、新規採用者向けの冊子や機構内向けホーム

ページを通じて職員向けに制度の周知を実施した。 

 機構の知的財産化されたシーズを産業界等に紹介するため、保

有知財や技術活用事例を、Web や技術説明・紹介の機会等を活

用し、積極的に産業界等へ情報発信した。 

 外部向けイベントとしては、研究現場（研究者）と知財担当部署が

密に連携・調整し、科学技術振興機構との共催により「NICT 新技

いては、知財の専門家を配置し、

知財の取得支援、技術移転、知財

法務、知財教育といった周辺支援

に注力することにより、機構全体と

して特許取得・活用に関する柔軟

な対応をとれる運用体制を継続・

改善・維持したことは、機構の研究

開発成果の利用促進につながる

着実な成果と言える。 

技術移転契約等、多数の技術

契約書の作成を支援しており、令

和７年度は、NICT認定技術移転ス

タートアップへの新規技術移転契

約（太陽フレア発生予測技術）に貢

献するとともに、JST との共催によ

る NICT 新技術説明会を継続し研

究者自身のビジネスマッチング意

識の向上を促進した。 

Beyond 5G 関連特許取得拡大

に向けては、各研究所等の特許出

願経費に対する予算支援を、必要

な改善を図りつつ継続し、コア技術

（超高速、超低遅延等）に加え機構

に強みのある関連技術（NTN、時

空間同期等）の特許出願に貢献し

た。 

特許出願非公開制度に対応す

るため、適正管理義務に係る規程

を整備し研究現場に周知を行うこ

と等により、特許に係る経済安全

保障対策に着実に対応した。 

特許出願経験の浅い研究者・技

術者を対象とした研修、機構内知

財セミナーを継続し、機構における

専門人材の育成、機構全体のスキ

ル向上に着実に取り組んだ。 
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術説明会」（10/2 オンライン）を開催し、研究者自身が産学連携に

関心のある企業向けに最新の成果（「量子アニーリングあるいは

デジタルアニーリングを活用して無線通信同時接続数を 10 倍

へ」、「シンプルな運転危険予知 AI」、「IoT にも有効な省電力化・

エリア拡大のための無線方式」、「誤差逆伝搬法を用いた音場制

御およびマルチスポット再生方式」、の４テーマ）をプレゼンした。

前年度に続き、ARIB ニュースへの開催案内掲載や SNS への投

稿など事前 PR にも注力した（事前聴講申込者数は 310 名、当日

の聴講者は 136 名）。研究者自身が成果の展開を企業にアピー

ルすることで、市場ニーズの収集や研究者の意識向上にも貢献し

た。 

 前年度に続き Interop TOKYO（（6/11-13＠幕張）では、サイバー

セキュリティ技術の利用拡大に向け、技術移転の取組（実施許諾

契約や試用契約等の連携メニューの紹介等）や導入事例

（「NIRVANA 改※１、DAEDALUS※２」の企業連携によるソリュー

ション展開等）を技術移転先企業と協力して紹介し、機構の技術

移転活動や技術移転事例の情報発信に貢献した。(※１：サイバ

ー攻撃統合分析プラットフォーム、※２：対サイバー攻撃アラート

システム） 

 機構のホームページにて、新規に登録となった特許の情報や、

「数値人体モデルデータおよび専用プログラム」、「EDR 電子化辞

書」、「日本語話し言葉コーパス」、「静止衛星画像データ」などの

有償提供データの情報を継続的に発信した。 

 知財活用・技術移転の視点から、社会実装の促進に取り組む機

構内の複数部署が連携し研究成果展開サポートグループとして

引き続き活動しており、組織間の情報共有、研究者向けのワンス

トップ相談会（主にベンチャー起業や技術移転に向けた研究者か

らの相談への対応）、各種セミナーの開催等に取り組んだ。 

 特許出願数は 155 件（国内 77 件、PCT＆外国 78 件）、保有登録

特許数は 941 件（国内 603 件、外国 338 件）。令和６年度に比べ

て国内出願数はやや増加、外国出願数（PCT を含む）はやや減

少で推移している。保有登録特許は維持コスト削減のために必要

性を定期的に精査し権利放棄を含めて適切に管理した。前年度

に比べて国内の保有登録特許の数は、保有していた維持費免除

の特許が令和５年度に全て満了を迎えたことにより、令和７年度

はやや増加した。外国の保有登録特許数は前年度と同水準であ

る。Beyond５Gホワイトペーパーの要素技術分野別の出願状況で

以上のことから、年度計画を着

実に達成し、成果の創出が認めら

れたため、評定を「B」とした。 

 

【取組が研究開発成果の利用につ

ながっているか】 

以下に示す、着実な成果が認め

られる。 

 特許出願、登録、維持・放棄等

の知財の取得・維持に係る判断

を、必要な経費（知財予算）とと

もに、各研究所に委任・分配し、

研究現場が知財動向把握やそ

の活用の視点を強く意識して知

財の取得・維持の要否を主体的

に判断する体制について、その

定着と運用の改善を着実に推進

した。これにより、特許出願に対

する、研究現場での迅速なアク

ション・技術動向に応じた柔軟な

判断を実現し、知財担当部署に

おいては、知財の専門家を配置

し、知財の取得支援、維持管

理、知財法務、技術移転、知財

教育等の周辺支援に引き続き注

力することで、機構の研究開発

成果の利用を促進したこと。 

 多数の技術契約書の作成支援、

特に、NICT 認定技術移転スター

トアップへの新規技術移転契約

に貢献したこと。 

 Beyond 5G関連特許取得拡大に

向けて、各研究所等の特許出願

経費に対する予算支援を、必要

な改善を図りつつ継続し、コア技

術に加え機構に強みのある関連



自己評価書 No.7 
 

290 

 

は、大容量・低遅延・NW 制御などのコア技術に加え、安全性、臨

場感、NTNや時空間同期など幅広く出願している。 

 新規技術移転契約件数は９件、技術移転契約件数は 121 件、技

術移転収入は約 122 百万円である。前年度に比べると技術移転

契約件数及び技術移転収入はやや減少である。 

技術の特許出願に貢献したこ

と。 

 特許出願非公開制度に対応す

るため、適正管理義務に係る規

程を整備し研究現場に周知を行

うこと等により、特許に係る経済

安全保障対策に着実に対応した

こと。 

 知財管理 DB の新システムを運

用継続し、特許の書誌事項、経

過情報、期限、費用、契約状況

等に関するデータの安全で確実

な管理、業務の効率化と知財デ

ータの有効活用を推進したこと。 

 

【知的財産の活用に係る専門人材

の確保・育成に取り組んでいるか】 

以下に示す、着実な成果が認め

られる。 

 研究現場が知財の取得・維持の

要否を主体的に判断する体制の

定着と運用改善を着実に推進す

ることで、研究現場の専門性を

高めるとともに、機構全体の知

財担当部署で採用した専門人材

を、技術移転・知財法務・教育等

の周辺支援に注力させ、専門人

材の有効活用を図ることで、機

構全体の人材育成にも貢献した

こと。 

 Beyond 5G関連特許取得の予算

支援を継続することで、コア技術

に加え機構に強みのある関連技

術の特許出願を促進するととも

に、研究現場の専門性を高める

ための特許取得の実践機会拡

大に貢献したこと。 

また、成果展開や社会実

装に貢献するための人材を

育成するため、内部で知的財

産に関するセミナーや研修等

を実施する。 

 成果展開や社会実装に貢献する人材育成のための機構内部向

け知財セミナーについては、初心者向け、専門家向け、経営層向

け等、各々に適した内容で計画し実施した。本年度の第１回は前

年度に実施した特定分野（自然知を活用した ICT 技術）の技術動

向調査結果に関する報告会を開催した（6/25、オンライン開催、

聴講者数は約 50 名）、第２回は若手研究者などの知財初心者を

対象として、権利取得、技術移転、技術契約、の３テーマに関する

実務的な内容で開催した（12/23、オンライン開催、聴講者数は約

50名）。 

 令和７年度から特許出願の経験が浅い研究者・技術者を主な対

象として、技術者が心得るべき IP マナー等を学ぶための研修を

日本知的財産協会が提供する有償コンテンツを活用して実施し

25名が参加した。 

 職員向けの知財室ホームページを定期的に更新し、研究者にと

って有益な特許出願や技術移転、技術契約などの基礎知識を分

かり易く発信するとともに、機構の知的財産ポリシーや知的財産

戦略に加え、最新の知財関連情報を掲載し、機構全体の知財ス

キルの底上げに貢献した。令和７年度は特許出願非公開制度に

ついての解説記事を掲載した。 

国の政策や技術動向等を

適切に踏まえ、重点的に推進

すべき課題については、その

推進体制を整備し、特に研究

開発や標準化活動と連携して

知的財産の取得・維持・活用

を図る。加えて、我が国の国

際競争力向上に資するため、

国際連携や成果の国際展開

に必要な外国における知的

財産の取得についても適切

に実施する。 

 研究開発・標準化活動と連携し知財に係る取組を効果的に推進

するため、研究現場と知財室が協力して、令和５年度までに機構

の知的財産ポリシーを具体化した技術分野によらない基本的な

考え方（共通戦略）と、共通戦略をベースとして、技術特性を考慮

した技術分野別の戦略と、Beyond 5G 等技術分野横断の政策的

重要課題に対する知財戦略を策定した。この３つの知財戦略は、

戦略の目的や考え方の柱を共通戦略として、研究分野毎の具体

的な方針を技術分野別の戦略として整理し、更に Beyond 5G 等

技術分野横断の政策的重要課題の具体的な戦略を整理し共有

することで、前述した「研究現場」主体の判断や取組に貢献すると

ともに、知財担当部署による周辺支援や機構内の複数部署によ

る社会実装促進の取組にも貢献した。また、知財の基本的考え

方や具体的取組を明示することで機構として一体的取組の推進
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に貢献した。前年度に引き続き、これら戦略に沿った特許出願の

状況を、Beyond 5Gホワイトペーパーの要素技術毎や研究室毎で

分類・見える化して出願傾向を分析し、知的財産戦略委員会で報

告して戦略の推進に貢献した。 

 令和７年度から、特許出願経験

の浅い研究者・技術者を対象

に、IP マナー等を学ぶ研修を開

始するとともに、研究者、研究マ

ネージャ、知財担当等、機構で

の役割に応じたセミナーを継続

し、機構における専門人材の育

成、機構全体のスキル向上を図

ったこと。 

 JST との共催による NICT 新技

術説明会を継続し研究者自身の

ビジネスマッチング意識の向上

を促進したこと 

外部専門家等人材を確保

し、Beyond 5G の知的財産・

標準化を検討する体制を整

備し、Beyond 5G に関する標

準必須特許となるような知的

財産の取得に戦略的に取り

組む。また、機構内外とのノ

ウハウの共有、知的財産の

取得支援等に集中的に取り

組み、機構内の技術シーズと

知的財産・標準化に関する知

識・ノウハウを結集する。 

 自ら研究における取組では、Beyond 5G 知財創造のインセンティ

ブとするため、各研究所等の Beyond 5G関連技術の特許出願経

費に対しての予算支援を前年度に続き実施するとともに、知的財

産戦略委員会で、効果や改善点等のヒアリング結果を報告し支

援継続を共有した。研究現場からのヒアリング結果をもとに、予算

配算時期の早期化と研究現場への早期周知、など改善を図り実

施した。これによって、研究現場の権利化インセンティブの向上、

予算制約ではない戦略的必要性からの出願判断等に貢献した。 

 研究現場と連携し研究開発戦略や戦略的な知財発掘・取得に資

する技術動向調査を前年度に続き実施した。今年度は機構の技

術的優位性の観点から「生物模倣技術の応用に関する市場/技

術開発動向」について、論文や特許等を基に主要国・主要組織の

市場動向や技術開発動向等の調査を実施した。 

 Beyond 5G 公募型研究開発プログラムにおいて、知財化や標準

化支援を強化するため、司令塔部署が中心となり外部専門家を

活用した体制を整備して、研究開発受託者の中でも「知財部門」

や「標準化部門」を持たないベンチャー企業や大学にフォーカスし

て引き続き支援活動を実施した。 

２－５．戦略的な

標準化活動の推

進 

２－５．戦略的な標準化活動

の推進 

＜評価軸＞ 

 取組が標準

化につながっ

ているか。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 標準や国内

制度の成立

寄与状況 

【モニタリング

指標】 

 標準化や国

内制度化の

寄与件数 

２－５．戦略的な標準化活動の推進 ２－５．戦略的な標準化活動の推

進 

ITU等の国際標準化会議におい

て、機構職員から、議長、ラポー

タ、エディタ等の重要ポストにのべ

32 名、計 75 ポストに輩出し、国際

標準化活動の議論をリードすると

ともに、国内標準や国際標準化会

議に向けた我が国の対処方針を

検討する国内委員会においても、

機構職員がのべ 53 名が計 84 ポ

ストを務める等、我が国の標準化

活動に直接貢献する着実な成果を

上げている。 

機構の技術シーズについ

て、総務省、産学官の関係

者、国内外の標準化機関等と

の連携体制を構築し、標準化

活動を積極的に推進する。 

 機構内の各研究所・センター等と連携し、令和７年度に国際標準

化機関等の会合に延べ 608 人が出席し、寄与文書 223 件（うち

Beyond 5G 関連 131 件）を提出した。これにより機構の研究開発

成果に基づく国際標準等 26件（うち Beyond 5G関連 12件）の成

立に貢献した。 

 「標準化スキルアップ研修」として、７名の研究者に対して、標準

化の活動経験が豊富な機構内専門家により、知識・ノウハウの継

承と標準化会合におけるオンサイト支援を行い、標準化専門家候

補を育成するとともに、役職者の観点を踏まえた標準化活動のス

キルや知識を学ぶ発展的な講義を新たに設け、将来の標準化機

関における主要役職者のポスト獲得も念頭に人材育成を行った。 

 機構の技術について、以下のとおりデジュール標準、フォーラム

標準を推進した。 
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 第３世代移動通信システムパートナーシップ（3GPP）において、

５G 無線アクセスネットワークの MIMO 技術に関する議題等に対

して、令和５年度から７年度にかけて分散協調無線技術等に関す

る寄与文書の入力を行い、令和７年度に発行された Release19の

標準仕様に反映された。 

また、新たに検討を開始した Rel-20（6G）のサービス要件/ユー

スケースの Technical Report について、機構提案に基づき「ユビ

キタス接続性」の章が組み込まれた。さらに、機構が研究を進め

る位置情報に係るユースケースを複数提案し、6G ユースケース

に盛り込まれ、同 Technical Reportが令和８年３月に完成した。 

 ITU-R WP5D（IMT System）では、IMT-2030 のフレームワーク勧

告を踏まえ IMT-2030 無線インターフェース技術の最小要求条

件、評価方法等について検討を行っている。機構で研究を進めて

いる小型原子時計の利用を前提とした位置出し（positioning）技術

を、最小性能要求条件に盛り込む提案を行ったものの、現状では

世界の主要ベンダの既存技術に基づく意向に合わず、より高精

度の性能要求条件とすることが難しい状況である。そのため、引

き続き議論動向を把握するとともに、機構内関係研究室と情報を

共有し、3GPPを含む今後の対応について検討を行った。 

 ITU-T SG20（ IoT、デジタルツイン、スマートシティ等）、 ITU-T 

SG21（マルチメディア、コンテンツ、ケーブルテレビ等）においてメ

タバース技術の勧告化作業が行われ、機構職員がエディタを務

めるメタバース相互接続に関する勧告が完成し、機構の推進する

デジタルツインオーケストレーションのユースケースが盛り込まれ

た。 

 ITU-T SG21（マルチメディア、コンテンツ、ケーブルテレビ等）にお

いて、機構職員がメタバースやコンテンツ配信の検討グループ

（WP4/21）の議長およびイマーシブサービスの検討(Q8/21)のラ

ポータを務め、機構職員がエディタとなり作成している機構の開

発技術である三次元アバター生成に関する勧告草案を更新、機

構の開発技術であるサイバネティックアバターロボットの要求条

件を勧告草案への盛り込み、標準化に向けた活動の支援を行っ

た。 

 ITU-T SG13（将来ネットワーク）では、IOWN のハイレベルアーキ

テクチャとして「統合ネットワーキングにおける低遅延、高エネル

ギー効率通信のフレームワーク」に関する勧告草案に対して、日

本の関係者と連携して、更新するなど、勧告化に向けて活動を支

量 子 鍵 配 送 ネ ッ ト ワ ー ク

（QKDN）分野では、機構が国際標

準化活動のイニシアチブを継続発

揮しており、ITU-T において、複数

QKDNの相互接続に必要な QKDN

インターワーキングのセキュリティ

フレームワークやプロトコルに係る

勧告成立に貢献するとともに、

IMT-2030（6G）に関しては、３GPP

のサービス要件等の技術レポート

に機構が提案した複数のユースケ

ースが反映され、メタバースに関し

ても、メタバース相互接続のハイレ

ベルな要求条件等で機構のユー

スケース提案が盛り込まれ勧告化

される等、着実な成果を上げてい

る。 

令和７年度においても、「標準化

スキルアップ研修」を継続し、標準

化活動経験が豊富な機構内専門

家により、７名（令和６年度４名）の

機構職員に対して知識・ノウハウ

の継承と標準化会合におけるオン

サイト支援を行うとともに、役職者

視点を踏まえた標準化活動のスキ

ルや知識を学ぶ発展的な講義を

新たに設けたことは、今後の国際

標準化専門人材の育成につなが

る優れた成果である。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成し、成果の創出が認めら

れたため、評定を「B」とした。 

 

【取組が標準化につながっている

か】 
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援した。当該勧告案は、令和８年６月頃に完成予定である。 

 ITU-Dでは、機構職員が SG2副議長および災害対応課題(Q3/1)

の副ラポータとして、機構が開発した監視カメラを用いた災害検

出技術や、総務省や日本の通信キャリア４社の能登地震への取

組が盛り込まれた最終報告書をエディタとなり作成した。 

 APT 無線グループ（AWG）では、「ミリ波レーダー・センサー」及び

「UHF 帯 ITS アプリケーション」に関する新レポートに向けた作業

文書の改訂を機構職員が主導した。両レポートは令和８年４月、

承認される予定である。また、機構が取り組む地上系ネットワーク

（TN）と非地上系ネットワーク（NTN）の事業者間連携に関する新

レポート案に向けた作業文書の改訂作業への協力支援を行っ

た。 

 アジア・太平洋電気通信標準化機関（ASTAP）では、機構職員が

災害対応関連のエキスパートグループ(EG-DRMRS)の議長を務

め、機構の開発した通信途絶時の代替通信手段を含む緊急通信

に関するレポートを完成させた。また、機構の開発技術である非

地上通信の災害通信への適用に関する新レポートの作成開始を

支援した。 

 IOWN グローバルフォーラムでは、機構が推進する量子暗号鍵配

送（QKD）に関連するセキュリティ要件について、①ネットワークデ

ジタルツインでの適用を盛り込んだ要求条件文書の作成を支援

するとともに、②セキュア光トランスポートネットワーク技術の安全

性を強化するための取り組みに係る文書の検討を進めた。加え

て、③オール光ネットワーク上の QKD アーキテクチャの検討を進

め、PoC Reference（概念実証）の開発を進めた。 

 また、機構の推進する B5G 技術を将来的に IOWN に盛り込むた

め、IOWN のモバイル網への適用に関する議論動向を把握すると

ともに、将来のモバイル網の要求条件文書の改版に貢献した。 

以下に示す、着実な成果が認め

られる。 

 量子鍵配送ネットワーク（QKDN）

の分野では、機構が国際標準化

活動のイニシアチブを継続発揮

し、ITU-T において、複数 QKDN

の相互接続に必要な QKDN イン

ターワーキングのセキュリティフ

レームワークやプロトコルに係る

勧告成立に貢献したこと。 

 IMT-2030（６G）に関しては、３

GPPのサービス要件等の技術レ

ポート(Release 20)に機構が提案

した複数のユースケースが反映

されるとともに、関連技術として

令和５年度から寄与文書入力す

る等した分散協調無線技術等が

Release 19 の標準仕様に反映さ

れたこと。 

 メタバース相互接続のハイレベ

ルな要求条件等について、 ITU

－T において、機構のユースケ

ース提案が盛り込まれ勧告化さ

れたこと。 

 「標準化スキルアップ研修」を継

続し、標準化活動経験が豊富な

機構内専門家により、７名の機

構職員に対し、知識・ノウハウの

継承と標準化会合におけるオン

サイト支援を行うとともに、役職

者視点を踏まえた標準化活動の

スキルや知識を学ぶ発展的な講

義を新たに設けることで、標準化

専門家候補を育成したこと。 

 ITU 等の国際標準化会議におい

て、機構職員から、議長、ラポー

タ、エディタ等の重要ポストにの

機構の研究開発成果の最

大化を目指すため、製品・サ

ービスの普及やグローバル

展開によるデファクト標準を

含め、我が国が最終的に目

指すものを意識し、その成果

を戦略的に ITU 等の国際標

準化機関や各種フォーラムへ

寄与文書として積極的に提案

 機構内の各研究所・センター等と連携し、令和７年度に国際標準

化機関等の会合に延べ 608 人が出席し、寄与文書 223 件（うち

Beyond 5G 関連 131 件）を提出した。これにより機構の研究開発

成果に基づく国際標準等 26件（うち Beyond 5G関連 12件）の成

立に貢献した。 

＜機構が成立に貢献した国際標準＞ 

（メタバース） 

 機構職員が副議長を務めたフォーカスグループメタバースの成果

文書を元に、ITU-T SG20、SG21 においてメタバースに係る勧告
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する。このとき、機構内におけ

る産学官連携や、標準化関

連団体と密接に連携して取り

組むほか、国内外の専門家

の活用も行う。 

案の議論が行われた。SG21では、「メタバース相互接続のサービ

スシナリオとハイレベル要求条件」に関して、機構職員がエディタ

を務め、機構の開発しているデジタルツインオーケストレーション

に関するユースケースを盛り込む形で、勧告が完成させた。ま

た、ITU-T SG20 では、IoT 装置をメタバース間で相互に利用する

ための仕組みを規定する「メタバースプラットフォーム間の ID相互

接続」に関して、機構職員がエディタを務め、勧告が完成された。 

（量子鍵配送技術） 

 ITU-T SG17（セキュリティ）において、機構職員が量子ベースセキ

ュリティのラポータを担当し、議論のとりまとめを行った。量子鍵配

送ネットワーク（QKDN）構築に必要となる QKDNインタワーキング

セキュリティの検討を推進し、QKD モジュールのプロトコルフレー

ムワークのエディタとして活動し、これら勧告を完成させた。 

 ITU-T SG11（プロトコル）において、機構職員が量子鍵配送ネット

ワーク（QKDN）のプロトコル関連の勧告草案４件のエディタを担当

し、これらの議論を推進した。大規模な QKDN の構築に必要な、

QKDN インタワーキングプロトコルの勧告を完成させた。またイン

タワーキング試験とコンフォーマンス試験仕様、ICT 製品の模造

品対策等について、ITU-T SG11 副議長＆WP3 の議長として、関

連勧告の承認手続き等の議事を進行した。 

 ICTの国内標準を策定する TTCにおいて、ITU-T SG11で開発し

た量子鍵配送ネットワーク（QKDN）のプロトコル関連の勧告ベー

スに５件の国内標準を開発、策定した。 

（B5G／6G） 

 ３GPP において、無線インターフェースの物理層制御手順に係る

技術仕様書及びデータの物理層動作を規定した技術仕様書に対

して、機構が研究を進めている「複数の異なるモバイルネットワー

ク間の連携技術」及び「デバイス間通信による時刻同期技術」が

盛り込まれる形で成立した。 

（災害対応関連） 

 ITU-D において、機構の開発した監視カメラ画像から災害を検知

する技術を含む災害対応課題の最終報告書を機構職員がエディ

タとして完成させた。 

 ASTAP において、機構が研究開発している通信途絶時の非常用

通信機能に関するレポートを完成させた。 

べ 32 名、計 75 ポストを輩出し、

議論をリード、取りまとめを実施

した。また、国内標準や国際標

準化会議に向けた我が国の対

処方針を検討する国内委員会に

も、機構職員がのべ 53 名が計

84 ポストを務め、審議に貢献し

たこと。 

機構は ICT 分野の専門的

な知見を有しており、中立的

 国際標準化会議等における役職者として、令和７年度は、ITU-T 

SG13（将来ネットワーク）議長をはじめ、延べ 34名の職員が計 70
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な立場であるため、標準化に

関する各種委員会への委員

の派遣等を積極的に行い、国

際標準化会合で主導的立場

となる役職者に機構職員が

選出されるよう活動を行うほ

か、国内標準の策定や国際

標準化会議に向けた我が国

の対処方針検討に貢献する。 

ポストを務め、議論のリード、取りまとめを実施している。また、国

内標準や国際標準化会議に向けた我が国の対処方針の検討を

行う国内委員会等の役職者として、延べ 56 名の職員が計 83 ポ

ストを務め、審議に貢献した。 

 令和７年より旧 SG16（マルチメディア）と旧 SG9（ケーブルテレビ）

が統合し SG21（マルチメディア・ケーブルテレビ）が新設され、機

構職員が WP４議長に任命され、務めることとなった。また、令和７

年 11 月に開催された ITU 世界電気通信開発会議（WTDC-25）に

おいて、機構職員が、SG2（デジタルトランスフォーメーション）の

副議長に選任された。 

また、標準化に関するフォ

ーラム活動、国際会議等の開

催を支援することにより、研究

開発成果の標準への反映や

国際的な周知広報を推進し、

我が国の国際競争力の強化

を目指す。 

 令和７年６月に東京で ITU-T SG21のQ8（イマーシブサービス）の

ラポータ会合を開催し、リモートを含め６か国約 30人が参加した。

機構の開発技術である三次元アバター生成技術や CAロボットの

勧告草案の更新、機構が関連する AR を用いた災害普及技術を

盛り込んだ AR関連の勧告草案を更新した。 

 令和７年７月に、神戸において ITU-R WP5D会合が開催され、IMT

の標準化に関する議論に貢献するとともに、併設された会場にて

機構の研究開発成果を展示するなど、国際的な発信を行った。 

 令和８年３月、福岡で開催された 3GPP TSG(Technical Special 

Group)会合において、機構の研究開発成果等について展示を行

い、国際的な周知広報を行った。 

 ARIB との連携協定に基づき、両組織の理事等から構成される連

絡会を令和７年 11 月に開催し、機構における先端的な無線通信

に関する研究開発について情報共有を行うとともに、Beyond 5G

をはじめ、無線分野の標準化等について意見交換を実施し、お互

いの取組を把握し、引き続き、標準化における更なる連携を進め

る。 

 B5G/6G やその関連技術やアプリケーションについて、国内外の

組織団体における検討状況の動向調査を実施している。また、機

構の職員に対して、これら調査結果を含む、標準化の最新動向に

ついて、「標準化セミナー」を令和８年３月に開催した。 

 令和７年度は、標準化関係機関発行の各種雑誌(機関誌)へ機構

職員による技術動向や標準化活動に関する記事の投稿を行い、

日本語機関誌に 17件、英語機関誌に５件が掲載された。 

戦略的かつ重点的な標準

化活動の実現に向けて、総務

省とも連携しつつ、機構の標

 機構の研究開発に係る標準化を戦略的かつ重点的に推進するた

め、第６期中長期（令和８年度から令和 12 年度）における標準化

に関する目標や活動計画をまとめた「情報通信研究機構標準化
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準化に係るアクションプランを

明確化し、引き続き Beyond 

5G 等の技術分野に重点を置

く等柔軟に改定等を行い、実

施する。 

アクションプラン」を改訂した。 

２－６．研究開

発成果の国際展

開の強化 

 

２－６．研究開発成果の国際

展開の強化 

＜評価軸＞ 

 取組が研究

開発成果の

国際展開に

つながってい

るか。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 国際連携・国

際展開の活

動状況 

２－６．研究開発成果の国際展開の強化 

 

２－６．研究開発成果の国際展開

の強化 

ASEAN IVOは、発足時 23機関

だった加入機関が令和７年度には

112 機関となり、ASEAN 地区での

多国間の取り組みとして ASEAN 

IVO2025 を開催し、社会実装を具

体的に見据えた実証・実用化研究

開発プ ログ ラム （ ASEAN IVO 

PHASE Ⅱ）を開始し、３件を採択

した。また、社会実装に向けたプロ

ジェクトの選定・評価手法等に関す

るトライアル検証を開始し、JUNO3

や CRCNS について、共同研究プ

ロジェクトが終了、また、来年度に

向けたプロジェクトが始動したこと

は、我が国の国際競争力の維持、

及び積極的な国際連携を通じて機

構の優れた研究開発成果の国際

展開に資する着実な取組である。 

北米、欧州、アジアの各連携セ

ンターにおいて、総務省や在外公

館、関係機関とも連携・協力をしつ

つ、機構の国際展開を支援するた

めのハブとしての機能を発揮し、フ

ランス、台湾等と二国間のワーク

ショップ、北米ワシントン DC で

NICT フォーラムを現地開催で実施

し、連携促進するなど機構の研究

開発成果をグローバルに最大化す

る取組を行った。 

 

 我が国の国際競争力の維

持に資するため、既存の協

力協定を適切にフォローア

ップしつつ、有力な海外の

研究機関や大学等との間で

新たに協力協定を締結する

など、国際的な連携関係の

構築に取り組む。 

 令和７年度は 14 機関（新規６・更新８）と覚書等を締結し、全体で

22 か国・地域、75 機関（計 78 件）との国際連携体制を構築した。

また、台湾国家科学技術委員会委員長並びに国家宇宙センタ

ー、オランダ王国政府代表団、IEEE 前会長、ルクセンブルク大公

国デジタル化及び研究・高等教育大臣ご一行、ドイツ DLR ソフト

ウェア技術研究所長等の来訪において意見交換を実施した。 

 令和７年度は、台湾国家実験研究院及び国家宇宙センター、フラ

ンス国立情報学自動制御研究所（Inria）、フランス科学研究センタ

ー(CNRS)、フランス原子力・代替エネルギー庁(CEA)、フランス国

立技術大学グループ(IMT)、タイ国立電子コンピューター技術研究

センター（NECTEC）との間で、二国間の共同ワークショップを開催

した。また、多国間での取組としては、ASEAN IVO Forum 2025 を

開催し、ASEAN 諸国との連携を強化した。 

 海外の研究機関等に所属

する者が機構において研究

指導を受けることを可能と

する国際インターンシップ研

修員について、その受入れ

を支援するとともに、外国人

研究者等のニーズを踏まえ

た支援となるための日本語

研修等を実施する。 

 令和７年度は７か国・15 機関から 20 名の国際インターンシップ研

修員の新規受入れを支援した。また、日本語研修についてはリモ

ート及び対面で実施し、計 27名が受講した。 

 国際共同研究や研究開発

成果の国際展開を行う際に

必要となる外国為替及び外

国貿易法（昭和24年法律第

228 号）に基づく安全保障輸

出管理について、機構の安

全保障輸出管理規程に基

づく厳格な輸出管理を実施

 令和７年度は規制強化の法令改正があり、その施行に間に合う

よう機構内の規程・審査書類を整備するとともに、研究センターの

米国拠点開設に伴い、当該研究センターに対し外為法及び米国

輸出管理規程順守のための教育・啓発を実施した。 
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することでコンプライアンス

の徹底を図る。 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、顕著な成果の

創出が認められた他、将来的な成

果の創出が期待される実績も得ら

れたため、評定を「A」とした。 

 

【取組が研究開発成果の国際展開

につながっているか】 

以下に示す、顕著な成果が認め

られる。 

 令和７年度は 14機関（新規６・更

新８）と覚書等を締結し、全体で

22か国・地域、75機関（計78件）

との国際連携体制を構築したこ

と。 

 JUNO3について５件の共同研究

プロジェクトが、CRCNS について

１件の研究プロジェクトが終了

し、また、９月から新規採択され

た研究プロジェクト１件が始動

し、２件の CRCNS プロジェクトが

進行中となったこと。 

 フランス、台湾等と二国間のワー

クショップ、共同ワークショップを

現地開催し連携を強化したこと。 

 北米ワシントン DC で NICT フォ

ーラムを開催し、米国関連機関

等との関係を強化したこと。 

 ASEAN 地区での多国間の取り

組みとして ASEAN IVO2025を開

催したこと。 

 社会実装を具体的に見据えた実

証・実用化研究開発プログラム

（ASEAN IVO PHASE Ⅱ）を開始

し、令和７年度は７件の提案から

３件を採択し、社会実装に向け

たプロジェクトの選定・評価手法

 機構の研究開発の国際連

携及び成果の国際展開を

推進するため、機構内職員

からのボトムアップの提案を

支援するプログラムを実施

するとともに、関連展示会に

出展して、戦略分野を含む

機構の最新研究開発成果

をアピールし、国際的な連

携体制を構築する。 

 令和７年度は、国際連携展開ファンドについて前年度からの継続

案件１件に加え、新たに５件の提案を採択し実施した。また、展示

会への出展を通じ、機構の最新研究開発成果をアピールした。 

 米国国立科学財団と共同で

実施しているネットワーク領

域及び計算論的神経科学

領域における日米国際共同

研究を推進するとともに、同

財団が実施する予定の新た

なスキームへの参画に向け

て総務省と連携して必要な

対応を実施する。欧州との

共同研究について、総務省

と連携し、戦略的な重要領

域を重要視して、主要国と

の二国間での戦略的なパー

トナーシップを構築し、共同

研究を推進する。台湾との

研究連携に関して、台湾国

家実験研究院及び国家宇

宙センターとの共同研究開

発プログラムを推進する。 

 令和７年度は、５件の共同研究プロジェクトが終了した。CRCNS

については、１件の研究プロジェクトが終了し、９月から新規採択

された研究プロジェクト１件が始動し、２件の CRCNS プロジェクト

が進行中である。また、CRCNS 提案数増加を目指し、関係研究

分野の学会においてプログラム説明のブース出展やセミナーを開

催し、広報活動を積極的に行った。その結果、令和６年度（５件）

を上回る７件の提案があった。 

 日欧国際共同研究については、Beyond 5G の分野において、令

和７年度は令和６年度開始のドイツ、フランス等との連携プロジェ

クト９件を実施し、令和８年度から開始する予定のプロジェクトを

募集した。 

 台湾について令和７年度は、プロジェクトを４件実施した。また、令

和８年度開始のプロジェクトの募集を行い、５件を採択した。 

 

 東南アジア諸国の研究機関

や大学と協力して設立した

ASEAN IVO について、引き

続き地域共通課題の解決

や研究開発レベルの底上げ

のための連携研究を推進

 ASEAN IVO は、発足時 23 機関だった加入機関が令和７年度に

は 112機関となり、ASEAN地域における存在感のあるフレームワ

ークに成長した。令和７年度は ASEAN IVO 設立 10 周年にあた

り、10 周年記念イベントを９月にバンコクで開催した。ASEAN 各

国から研究機関の所長や大学の学長等が参加し、今後の協力連

携について議論した。また、６月に日 ASEAN 科学技術協力委員
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し、参画研究機関との連携

強化を図る。また、共同研

究プロジェクト採択方法や

推進方法の改善を検討する

とともに、社会実装の見込

みのあるプロジェクトを選ん

で、ASEAN IVO PHASE IIの

トライアル検証を実施する。 

会へ参加し ASEAN事務局との連携を強化した。 

 ASEAN IVOでは、複数の国の研究者が参加する共同研究開発プ

ロジェクトを毎年５件程度採択し推進している。令和７年度は新た

に５件の課題を開始し、計 14 件の課題を実施した。研究者の情

報交換やプロジェクトチーム形成のため、毎年フォーラムを開催し

ており、令和７年度は、ASEAN IVO Forum 2025（シンガポール）に

おいて、ASEAN 地域共通の課題である食糧、防災、健康・福祉、

スマートコミュニティなどを対象とした研究発表を募集し（応募 64

件（前年度 73件））、運営委員会が選定した 24件の口頭発表と４

件のポスター展示を実施した。また、運営委員会を開催し、フォー

ラムのまとめや研究連携プロジェクト推進方法の改善などについ

て議論した。 

 社会実装・商品化に向けた実証・検証がしやすい環境を有する

ASEAN 地域の特性を活かし、社会実装を見据えた実証・実用化

研究開発プログラム（ASEAN IVO PHASE Ⅱ）のトライアル検証を

開始した。令和７年度は７件の提案から３件を採択し、社会実装

に向けたプロジェクトの選定・評価手法等に関するトライアル検証

を開始した。 

等に関するトライアル検証を開

始したこと。 

 北米、欧州、アジアの各連

携センターは、総務省や在

外公館、関係機関とも連携・

協力をしつつ、機構の国際

展開を支援するためのハブ

としての機能を発揮できるよ

うに取り組む。 

 MWC2025 に、機構として初めて独自ブースを構えて出展し当初

想定していた以上の効果が得られたため、MWC2026 では、規模

を拡大し日本パビリオンの隣にブースを構えて出展した。また、タ

イの高等教育科学研究イノベーション省及び国立科学博物館が

主催する「科学技術博覧会」において、タイ側の研究機関と連携

して取り組んでいる光通信や宇宙天気予報等の機構の研究内容

をパネルで展示し、タイ政府高官を含む多くの来場者に機構の取

組の理解を促進した。 

 各連携センターでは、機構

の研究開発についての情報

発信、機構と海外の機関と

の研究交流や連携の促進

に取り組む。特に国際展開

を目指す研究開発分野にお

いては、相手国・地域への

展開・社会実装を目指すと

ともに、機構の研究開発成

果を技術移転した関係機関

による海外展開等を目指し

 北米においては、NSF、NIST、MITRE、メリーランド大学等の米国

の政府機関・研究機関等と幹部も含めた意見交換を実施し、

Beyond 5G、サイバーセキュリティ、AI、量子等における今後の連

携や共同研究に向けた議論を行い、特にNSFとB5G分野の共同

研究プロジェクト VINES の公募を行った。また、令和６年に 10 年

ぶりに開催した「NICT フォーラム」を令和７年も開催し、米国政府

機関や関係事業者、団体、研究者との人的ネットワークの維持、

強化を図った。さらに、日米研究連携促進週間でのセッション主

催、各種事業説明会等への参加及びさくら祭りなどへの出展によ

り、機構の研究成果の広報に加え、人的ネットワークを拡大した。 

 欧州においては、フランスやドイツの研究機関との連携の促進・
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た取組を行う。 具体化を図り、各国の研究機関等と覚書の締結を通じて各機関

との連携を推進した。Beyond 5GやAI分野については、日仏及び

日独間ワークショップ等を通じて複数機関との協力を推進した。AI

分野については、Inriaとの AIの安全性を含む意見交換や連携強

化を行った。Beyond 5Gについては、英国・ドイツ等の複数機関と

の連携強化を行った。量子分野については、内閣府や総務省とも

連携し、英国・フランス・デンマーク等の研究機関との連携強化を

行った。 

 アジアにおいては、タイのチュラロンコン大学(CU)、国立電子コン

ピューター技術研究センター(NECTEC)及びシンガポールの情報

通信開発庁、情報通信研究所、AI Singapore等の大学、研究、政

府機関と連携枠組の構築・拡大に向けてハイレベルで意見交換

した。また、CU、シンガポール工科デザイン大学等との覚書の締

結・更新に寄与した。CU と共同ワークショップを関係研究所ととも

に開催、アジア連携センター移転及び覚書締結からの 10 周年記

念式典を開催する等、共同研究の促進及び機構の国際展開に向

けた取組を推進した。 

 海外拠点を活用し、北米、欧州、アジアにおける ICT 技術動向の

調査を実施し、関連する研究所や研究者へ日常的な情報提供を

行うとともに、研究現場のニーズに基づき、研究機関・団体・技術

動向など情報通信関連の情報収集・分析を積極的に進めた。情

報通信関係の国際機関の会合、世界的な展示会(AI for Good 

Global Summit、Singapore International Cyber Week、CES等)への

参加を通じた情報収集・分析や、各研究所等と連携した海外動向

調査に取り組んだ。 

２－７．国土強

靭化に向けた取

組の推進 

２－７．国土強靭化に向けた

取組の推進 

＜評価軸＞ 

 取組が耐災

害 ICT 分野

等の産学官

連携につな

が っ て い る

か。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 産学官連携

等の活動状

２－７．国土強靭化に向けた取組の推進 

 

２－７．国土強靭化に向けた取組

の推進 

 

耐災害 ICT分野における産学官

連携の深化という観点において、

NerveNet の成果展開を核とした取

組は、当初の想定を上回る極めて

顕著な成果を挙げていると評価で

きる。自治体がフェーズフリーな自

営情報基盤として NerveNet を導

入・活用することを目指し、単なる

技術提供にとどまらず、自治体ご

国土強靭化に向けた取組

を推進する研究拠点として耐

災害 ICT をはじめ、災害への

対応力を強化する ICTに係る

基盤研究、応用研究を推進

し、その成果の社会実装に向

けた活動に取り組む。また、

大学・研究機関等の外部機

関との連携による耐災害 ICT

技術等の研究を進める。さら

【耐災害 ICT研究協議会】 

 耐災害 ICT 研究やその成果が社会において最大限に活用される

ことを目的に、関連する企業や大学等が構成員、自治体がオブ

ザーバとして参加し、当機構が事務局を担当する耐災害 ICT研究

協議会において、自治体向けに公開していた「災害に強い情報通

信ネットワーク導入ガイドライン」の改訂版を策定し、公開した。 

【地域デジタル・通信基盤『NerveNet：ナーブネット』】 

 国内展開支援： 

NerveNet の成果展開として、フェーズフリー（平常時のフリーWi-

Fi 利用や観光客向け情報サービス等にも、災害時の避難誘導
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に、耐災害 ICT に係る協議会

等や地域連携、地方公共団

体を含めた産学官、企業を含

む民間セクター、NPO といっ

た様々なステークホルダーの

垣根を超えたネットワークを

活用して、耐災害 ICT に係る

情報収集や、利用者のニー

ズを把握し、研究推進や社会

実装に役立てていく。研究成

果の社会実装を促進するた

め、自治体の防災訓練への

参加、展示等による技術や有

効性のアピールを行う。 

況 等にも利用可能）な自治体自営情報基盤として導入することを目

指して、自治体の課題に合致したシステム構成やアプリケーショ

ンを検討するシーズ/ニーズマッチング、コスト面を含めた自治体

の職員等への説明、地元企業や学術機関を含めた体制構築助

言などの総合的な技術コンサルテーションを行った。 

具体的には、新たに整備を目指す自治体を喚起するため、展示

会（自治体や公共機関向けの日本最大級の展示会である自治

体・公共Week2025）やシンポジウム等（自治体・公共Week2025で

機構が企画したセッション、機構が主催開催したレジリエント ICT

研究シンポジウム 2025）で NerveNet ミニ基地局を使った実演展

示、概要説明や導入事例の紹介等を行ったほか、土木関連業界

紙や観光関連業界誌、NICT NEWS特集号「強くしなやかな世界を

目指した研究開発と社会実装」等でも紹介した。また、機構に加

え各総合通信局等が自治体担当者へ概要説明等を行った他、仙

台 BOSAI-TECHイノベーションプラットフォーム※１や農業農村情

報通信環境整備準備会※２に参加して、自治体等が抱える観

光、農政、窓口業務の DX 化等の多様な目的の情報基盤整備へ

のニーズ把握とそれらに対して柔軟に基地局構成が可能である

導入事例を紹介する等の取組を行った。個別対応として、北海

道、東北、関東、中部、近畿、九州の約 20 の自治体や企業等に

対して概要説明やニーズ確認等を行い、そのうち一部の自治体

や企業等に対して令和８年度以降での新規整備の検討を伴走支

援した。 

一方、既整備自治体には、高機能化や基地局増設の技術支援を

行った。 

※１：仙台市が令和４年２月に設立し運営する防災×テクノロジー

×ビジネスを融合した新たな防災課題の解決策を持続的に生み出

す場 

※２：農林水産省農村振興局地域整備課が事務局を務め、農業農

村における情報通信環境整備の普及・啓発や事業実施主体となる

地方自治体等へのノウハウや人材面でのサポート等の取組を民間

事業者や先進自治体等と連携して取り組む推進体制 

 国内実装： 

フェーズフリー（平常時のフリーWi-Fi利用や観光客向け情報サー

ビス等にも、災害時の避難誘導等にも利用可能）な自治体自営

情報基盤として、令和４年度に全国の自治体に先駆けて整備を

開始した和歌山県白浜町では、機構が技術支援を行い同町東京

との課題に即したシステム構成や

アプリケーション検討、コスト面を

含めた職員等への丁寧な説明、地

元企業・学術機関を含む実装体制

構築への助言など、総合的かつ伴

走型の技術コンサルテーションを

実施した点は特筆に値する。約 20

の自治体や企業等に対してニーズ

把握と技術支援を一体的に行い、

多様な目的に対応可能な柔軟な

基地局構成を示す導入事例を提

示したことは、自治体側の理解促

進、導入検討の具体化、さらには

産学官連携による地域実装の裾

野拡大に大きく貢献しており、耐災

害 ICTの社会実装を着実に前進さ

せた優れた成果といえる。 

また、内閣府 SIP 第３期におけ

る機関横断情報通信システム（X-

ICS）の研究開発と実動機関訓練

を通じた検証は、耐災害 ICT 分野

における実践的連携の深化を明

確に示している。自衛隊、消防、警

察が参加する大規模訓練におい

て、ドローンや四足歩行ロボット等

に搭載した X-ICSの有効性検証を

実施し、公衆通信途絶環境下にお

ける情報共有の実効性を確認した

ことは、研究開発成果を現場ニー

ズに即して高度化する重要なステ

ップである。加えて、フィリピンを対

象とした海外展開が APT支援策と

して採択されたことは、本技術が

国際的にも通用する普遍性と価値

を備えていることを示すものであ

り、我が国発の耐災害 ICT 技術に
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事務所において LGWAN接続を開始し、白浜町役場内と同様に庁

内業務が可能となった。また、10 月に都内で開催されたわかやま

LIFE 移住フェア（和歌山県主催）で NerveNet ミニ基地局を使った

同 Wi-Fi の利用体験を実施、11 月に同町防災訓練で NerveNet

基地局が整備されている会場で機構が概要や Wi-Fi 利用手順等

を展示ブースで紹介した。 

令和５年度に整備し運用開始した宮崎県延岡市では、機構が技

術支援を行い 19 局（水防拠点や孤立可能性地区等）が追加整備

され、合計 52 局の構成となった。５月に基地局を設置している道

の駅「北川はゆま」が防災道の駅に選定された。 

令和５年度に整備し運用開始した北海道更別村では、機構が技

術支援を行い７局が追加整備され、合計 10局の構成となった。 

なお、自治体・公共 Week2025 では、白浜町と延岡市の両市町と

連携して、住民や観光客等に対する平常時の利用や災害時の運

用等を想定して導入し、運用している事例として利活用紹介の展

示や首長等によるセッションを企画実施し、レジリエント ICT 研究

シンポジウム 2025でも導入事例として紹介した。 

 海外展開： 

APT （ ア ジ ア ・ 太 平 洋 電 気 通 信 共 同 体 ： Asia-Pacific 

Telecommunity）の支援を受け、ネパール（Dullu 自治区）やスリラ

ンカ（Gampola 市）において、地域に実装したシステムの研究開発

や導入実績等を取りまとめた国際標準会合（ASTAP：APT 

Standardization Program Forum）報告書（詳細後述）が完成した。

また、学術発表（『Private LoRa メッシュネットワークを用いたスマ

ートビレッジアプリケーションシステムの開発とスリランカへの実

装』、信学技報（SeMI：センサネットワークとモバイルインテリジェ

ンス研究専門委員会）、５月）、国際会合（The 14th International 

Conference on Information Technology and its Applications ：

CITA 2025）での招待講演（『Building a Resilient Society through 

ICT Innovation and Deployment』、７月）、世界防災フォーラム、

ITUジャーナル（『レジリエント ICTのイノベーションと展開』、ITUジ

ャーナル、Vol.55, No.9、９月）や ITUサイト（『National Institute of 

Information and Communications Technology of Japan: Building 

Resilient Rural Networks in Asia-Pacific 』 、Pledge Highlights: 

Access For All, P2C（Partner2Connect） Flash Edition 07）への寄

稿、海外政府関係者視察等で国内外導入事例等を紹介した。 

【自然環境計測技術】 

よる国際貢献の観点からも高い意

義を有する。 

さらに、ASTAP における国際標

準化・知見共有活動として、「レジ

リエントな地域情報共有・通信シス

テムに関するレポート」の新作業項

目においてエディタとして中心的役

割を果たし、X-ICSや NerveNetの

研究開発成果・導入事例を反映さ

せて報告書を完成させたことは、

国内成果を国際的な議論の場に

昇華させた点で極めて優れた成果

といえる。これら一連の取組は、耐

災害 ICT 分野における研究開発、

社会実装、国際展開を有機的に結

び付けるものであり、産学官連携

の具体的かつ持続的なモデルを

示した優れた成果として、現中長

期目標期間における到達点として

高く評価できる。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成した上で、特に顕著な成

果の創出が認められた他、将来的

な成果の創出が期待される実績も

得られたため、評定を「S」とした。 

 

【取組が耐災害 ICT 分野等の産学

官連携につながっているか】 

以下に示す、特に顕著な成果が

認められる。 

 NerveNet の成果展開として、フェ

ーズフリーな自営情報基盤として

自治体が導入することを目指し

て、自治体の課題に合致したシ

ステム構成やアプリケーションを

検討するシーズ/ニーズマッチン
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 火口映像の利活用： 

「映像 IoT技術（目）とインフラサウンド技術（耳）による新しい火山

活動研究」は、２大学と共同で令和４年９月から高耐候・電源自立

型観測装置を霧島硫黄山の火口付近に設置し、高精細カメラに

よる噴出口映像の撮影と伝送を継続し、学術研究等で利活用さ

れた。また、令和５年度に継続的な映像提供を開始した自治体

（宮崎県えびの市、小林市、宮崎県庁）には、引き続き、映像提供

を行った。えびの市では、火山防災の日（８月 26 日）に火山防災

訓練が宮崎県庁等の関係者も含めて、実施された。 

なお、当該装置の高精細カメラの伝送で利用している独自映像伝

送プロトコル（HpVT）のソースコードは、同プロトコルの利活用展

開のため、共同研究した企業と連携し、11 月にオープンソースと

して公開された。 

当該装置は、令和７年度末で当初予定した３年を超える３年５か

月に及ぶ商用電源のない火山山頂での長期運用試験等の研究

開発を終えるが、３つの映像提供先自治体に加えて、観光や宿

泊の拠点等を連携先に拡大して、地域としての共通課題である火

山活動に対する防災と観光の両立のため、当該装置の利活用検

討を２年程度継続する。 

 インフラサウンド（超低周波音）センサの開発と製品化： 

大規模な地震や噴火活動を捉えるインフラサウンドセンサとして、

小型インフラサウンドマイクロホンを用いる安価で正確な観測装

置を開発し、令和８年３月現在、国内の機構各地拠点や高専、自

治体等 25 か所（北海道：４、宮城：６、東京：５、高知：１、鹿児島：

５、沖縄：４）に設置し、地震や火山噴火、火球等が発生した際に

分析や検証等を行っており、９月に発生したカムチャツカ半島沖

地震に伴うデータも観測した。なお、当機構の観測データの一部

（11 か所分）は、機構が開発したインフラサウンド可視化ツール

（時系列データやスペクトログラムを表示）機能、自治体や大学等

が設置するセンサの観測データと共に日本気象協会の Web サイ

トで公開され、関係機関の研究開発等に利活用されている（登録

利用者数：70 者）。また、当該センサは企業で製品化され、同社

が火山観測として提案した山梨県による『やまなし火山防災イノ

ベーションピッチコンテスト』で採択され、噴火活動再開が懸念さ

れている富士山周辺６か所にセンサを設置し、県の研究機関等で

火口位置特定等の実証実験を行っている。 

当該センサは、アジア太平洋諸国政府関係者の視察、機構主催

グ、コスト面を含めた自治体の職

員等への働きかけ、地元企業や

学術機関を含めた体制構築助言

などの総合的な技術コンサルテ

ーションを実施し、多様な目的の

情報基盤整備へのニーズ把握と

それらに対する柔軟な基地局構

成が可能である導入事例紹介、

加えて、約 20の自治体や企業等

に対してニーズ確認と共に技術

支援を伴う伴奏支援を実施した

こと。 

 内閣府SIP第３期において、複数

通信システムを用いて通信回線

を多重化して通信帯域を最大化

するとともに、公衆通信途絶環境

下でも接近時通信により情報共

有を維持するシステム（機関横断

情報通信システム：X-ICS）の研

究開発や災害実動機関（自衛

隊、消防、警察）による訓練（緊

急消防援助隊近畿ブロック合同

訓練、中部管区広域緊急援助隊

合 同 訓 練 、 SIP 防 災

OKINAWA2025等）において、ドロ

ーンや四足歩行ロボット等に搭

載した X-ICS の有効性検証を実

施、また、X-ICS の海外展開とし

て、機構やNPO法人と相手国（フ

ィリピン）関係機関がAPT支援策

に提案し、令和８年の調査研究と

して採択されたこと。 

 ASTAP-33 に提案し新作業項目

として承認された「レジリエントな

地域情報共有・通信システムに

関するレポート」について、毎春

の会合でエディタとして編集作業
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のシンポジウム（レジリエント ICT 研究シンポジウム 2025）や展示

会（仙台防災未来フォーラム 2026）で概要紹介や実展示等を行

い、国内外での観測体制構築に向けたアピールを行った。 

【機関横断情報通信システム（X-ICS：クロス・イクス）】 

 X-ICSの研究開発： 

内閣府 SIP 第３期の研究開発※１において、複数通信システムを

用いて通信回線を多重化して通信帯域を最大化するとともに、公

衆通信途絶環境下でも接近時通信により情報共有を維持するシ

ステム（機関横断情報通信システム X-ICS ：Cross-Agency 

Information and Communication System）の研究開発や災害実動

機関（自衛隊、消防、警察）による有効性検証を進めた。 

令和７年度は、新たな機能や信頼性の検証を異なる利用シーン

や新たな災害実動部隊を含めて実施し、機能の拡充と用途の広

がりを確認した。具体的には、陸上自衛隊東北方面隊・教育訓練

研究本部での訓練（消防・自衛隊・DMAT の合同訓練において、

活動現場と調整所間の情報伝達を実証。ドローンを用いた X-ICS

機能検証）、緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練（消防・自衛

隊の合同訓練において、情報が X-ICS２台を中継し、クラウドや

指揮支援本部で共有されることを実証）、中部管区広域緊急援助

隊合同訓練（警察が実施する訓練において、四足歩行ロボットに

搭載したX-ICSを用いた情報伝達を実証）、国立研究開発法人防

災科学技術研究所が主催する総合検証訓練「 SIP 防災

OKINAWA2025」（消防・警察・自衛隊・DMAT の合同訓練におい

て、通信途絶にあるエリアと合同調整所との間の情報伝達をドロ

ーンに搭載した X-ICS を用いて実証）等で災害実動機関関係者

に利用された。さらに、ステージゲート（中間評価）を受け、令和９

年度末までの２年間研究を継続し、災害実動機関で使用される機

材となる目標を目指して活動を推進することになった。 

また、X-ICSの海外展開として、機構や NPO法人と相手国（フィリ

ピン）関係機関が APT 支援策に提案し、令和８年（１年間）の調査

研究として採択された。 

※１：DHN（ダイハードネットワーク：様々な通信手段を重層使用

し、どのような状況下においても情報の流通を途切れさせないネ

ットワークコンセプト）の後継研究として、SIP 第３期「スマート防災

ネットワークの構築」のサブ課題「災害実動機関における組織横

断の情報共有・活用」の研究開発テーマ「災害実動機関における

現場標準システムの開発」における研究題目「アドバンスド・ダイ

に貢献するとともに、X-ICS や

NerveNet等に関する研究開発や

導入事例の寄書を入力し、

ASTAP-37（令和７年４月）にて報

告書として完成したこと。 
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ハードネットワーク（A-DHN）※２の開発」（令和５年度～令和９年

度） 

※２：機関横断情報通信システム（X-ICS）に改称 

【国際標準化活動】 

 令和３年６月、ASTAP（APT Standardization Program Forum）-33

にて提案し新作業項目として承認された「レジリエントな地域情報

共有・通信システムに関するレポート」について、毎春の会合でエ

ディタとして編集作業に貢献するとともに、DHN、X-ICS、

NerveNet 等に関する研究開発や導入事例の寄稿をおこなってき

たが、ASTAP-37（令和７年４月）にて報告書（『APT REPORT ON 

LOCAL-AREA RESILIENT INFORMATION SHARING AND 

COMMUNICATION SYSTEMS』、APT/ASTAP/REPT-60、令和７

年４月）として完成した。 

【宇宙天気、太陽活動（太陽フレア）がもたらす災害の周知啓蒙】 

 約 11 年ぶりに極大期を迎えている太陽活動（太陽フレア）が災害

（通信・放送、測位、衛星運用への障害等）をもたらす要因になる

こと、そのリスクを軽減するために宇宙天気予報業務を行ってい

ることについて、アウトリーチ活動（東北大学サイエンスキャンパ

スでの講演や関連展示、仙台防災未来フォーラム 2026 での展

示）を行った。 

【音声マルチスポット再生スピーカの災害利用】 

 エリアによって異なる音を提示可能な「音声マルチスポット再生技

術」と「多言語同時通訳」の災害利用として仙台防災未来フォーラ

ム 2026 で実演し、迅速で確実なアナウンスが求められる災害発

生時の避難誘導等における有用性を災害関係者や市民等にアピ

ールした。 

２－８．戦略的 

ICT 人材育成 

２－８．戦略的 ICT 人材育

成 

＜評価軸＞ 

 取組が ICT

人材の需要

に対応できる

ものとして適

切に実施され

たか。 

 

＜指標＞ 

【評価指標】 

 人材育成プ

２－８．戦略的 ICT 人材育成 

 

２－８．戦略的 ICT 人材育成 

 

協力研究員、研修員、招へい専

門員の受入れ等を積極的に行い、

令和７年度は合計が 696 人に達し

令和６年度(689 人)を上回ったこと

は、ICT 分野において幅広い視野

や高い技術力を有する専門人材

に対する需要への対応につながる

着実な成果である。 

量子ネイティブ人材を育成する

我が国の ICT分野における

国際競争力の強化のため、

量子技術等機構の研究成果

を活用した人材育成プログラ

ムを策定・提供し、新たな ICT

領域を開拓しうる専門性の高

い人材育成に引き続き取り組

む。また、量子 ICTを担う人材

を育成するため、機構の量子

 NQC（NICT Quantum Camp）において、体験型プログラムでは定

員 50 名を越える 70 名を受け入れ、規模拡大を図った。探索型プ

ログラムにも多くの応募があり、量子応用から基礎技術まで、多

様な７件の課題を採択した。修了生たちもサポーターやレビュア

ーとして参画するなどの交流を実現した。NQCと若手チャレンジラ

ボの修了生の IPA 未踏ターゲット事業での採択（令和７年度に５

件 11 名）など、量子分野への輩出と活動継続につなげた。探索

型と若手チャレンジラボでの相互連携も開始しており、機構を核と

した一体的な研究支援体制を構築した。 
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ICT に関わる研究成果、機構

の研究設備と人材を活用しつ

つ、機構外の量子技術の研

究開発、応用に関わる研究者

及び開発者を講師、アドバイ

ザリーに招き、探索型/課題

解決型人材育成を実施する。

さらに、他国研や量子技術イ

ノベーション拠点との情報交

換を拡張し、人材育成プログ

ラムの充実を図る。 

ログラムの取

組実績 

 産学官連携

による ICT 人

材の育成実

績 

プログラム NQC において、令和７

年度は NQC の体験型プログラム

（約６か月間の講義と演習等）の定

員 50 名を超える 70 名を受け入

れ、探索型プログラム（スーパーバ

イザー指導のもと研究実施）も過

去最大の７件を採択する等、受け

入れ規模の拡大を図るとともに、

修了生がサポーターやレビュアー

で参加する等の交流も実現し、量

子分野という我が国の ICT 戦略分

野において、研究人材の育成と輩

出に大きく貢献する優れた成果を

上げた。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成し、成果の創出が認めら

れたため、評定を「B」とした。 

 

【取組が ICT 人材の需要に対応で

きるものとして適切に実施された

か】 

以下に示す、顕著な成果が認め

られる。 

 量子ネイティブ人材を育成するた

め、（１）一般向けの公開セミナ

ー、（２）専門家からの講義や演

習を提供する体験型プログラム、

（３）スーパーバイザーの指導の

下で研究を実施する探索型プロ

グラムの３つからなる NQC を令

和２年度から開始し、発展させつ

つ運営している。学生や社会人

研究者をリサーチアシスタントと

して機構に採用し、先端的な研

究に取り組ませることで研究人

材を育成する「若手チャレンジラ

産学官連携による共同研

究等を通じて、幅広い視野や

高い技術力を有する専門人

材の強化に向けて取り組む。 

 幅広い視野や高い技術力を有する専門人材の強化に向けて、協

力研究員、研修員、招へい専門員の受け入れ等を行い、年間700

人近くの研究人材の交流を通じて人材育成も継続的に推進して

いる。令和７年度は、受け入れの合計は 696 人に達しており、近

年とほぼ同水準で推移した。 

国内外の研究者や大学院

生等を研修員として受け入れ

ることにより、機構の研究開

発への参画を通して先端的な

研究開発に貢献する人材の

育成に取り組む。また、研修

員、協力研究員等に関する実

態の把握を行い、受入れに当

たっての必要な改善策を講じ

る。 

 若手研究者支援の取組として、「Beyond 5G 研究開発促進事業」

（新規公募終了）における若手研究者の育成や、科研費獲得に向

けた応募手続きの支援を行うセミナーを実施し、研究促進につな

がるような人材育成を推進している。特に協力研究員について

は、脳情報や B5G分野の受入件数が増加した。 

 機構の研究開発への参画を通して先端的な研究開発に貢献する

次代の人材を確保していくため、年間 80 人以上の大学生・大学

院生を研修員として受け入れている。令和７年度は 93 人を大学・

大学院から受け入れ、継続的に若手人材の育成に貢献した。 

 協力研究員、研修員等に対して、活動終了時点にアンケートや追

跡調査を実施している。活動目的は「知識の習得」、「共同研

究」、「実験」、「論文作成」、「学位取得」の順で、活動をもとに機

構へ採用につながった事例もあり、指導水準について、高い満足

度であることを確認している。これらの結果を受入研究所にもフィ

ードバックを行うことで、研修プログラム等の改善を促した。 

連携大学院制度に基づく

大学等との連携協定等を活

用し、機構の研究者を大学等

へ派遣することにより、大学

等における ICT人材育成に取

り組む。 

 連携大学院制度に基づき機構の研究者を大学院へ派遣すること

により、大学院の ICT 人材育成にも継続的に取り組んでいる。令

和７年度は、23人となり、近年と同程度の人数を派遣した。 
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ボ」を令和４年度より開設した。こ

れらの取り組みにより、着実に

様々な階層で量子技術分野の人

材育成が進んでいる。令和７年

度は、NQC の体験型プログラム

において、より多くの接触機会を

創出できるように 50 名の定員を

越える 70名の受け入れを試行し

た。探索型プログラムでは、量子

応用から基礎技術まで、多様な７

件の課題（過去最大）を採択し

た。修了生のサポーターやレビュ

アーとしての参画や、NQCと若手

チャレンジラボ修了生の IPA未踏

ターゲット事業（令和７年度）採択

件数が５件 11 名に至る等、多様

な人材や活動が集まる場として

の存在感を強めつつあること。 

 幅広い視野や高い技術力を有す

る専門人材の強化に向けて、協

力研究員、研修員、招へい専門

員の受入れ等を行い、年間 700

人近くの研究人材の交流を通じ

て人材育成を継続的に推進して

いる。令和７年度は受入れの合

計は 696 人に達し、堅調に増加

したこと。 

２－９．研究支

援業務・事業振

興業務等 

２－９．研究支援業務・事業

振興業務等 

＜評価軸＞ 

 取組が国際

的な研究交

流の促進や

情報通信サ

ービスの創

出につながっ

ているか。 

 

＜指標＞ 

２－９．研究支援業務・事業振興業務等 

 

２－９．研究支援業務・事業振興

業務等 

 

海外研究者の招へい及び国際

研究集会開催支援については、着

実に業務を実施した他、応募を増

やす取り組みを行った。その結果、

目標（30件）以上の応募があった。 

情報通信ベンチャー企業の事業

化等に関する支援については、大

（１）海外研究者

の招へい等によ

る研究開発の支

援 

（１）海外研究者の招へい等

による研究開発の支援 

（１）海外研究者の招へい等による研究開発の支援 

高度通信・放送研究開発を

促進し、我が国における ICT

研究のレベル向上を図るた

め、「海外研究者の招へい」

及び「国際研究集会開催支

 「海外研究者の招へい」及び「国際研究集会開催支援」に係る令

和７年度の招へい（令和７年度開始の招へい 11 件、令和６年度

からの継続１件）及び集会開催（15 件）の支援を実施するための

事務連絡や契約締結等の業務を行った。うち「国際研究協力ジャ

パントラスト事業」による海外からの研究者の招へいについては、
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援」を行う。なお、民間の研究

機関における通信・放送基盤

技術に関する研究レベルの

向上を図るため、「国際研究

協力ジャパントラスト事業」に

よる海外からの優秀な研究者

の招へいを着実、かつ、効率

的に実施するため、公募や審

査、採択者などとの事務的対

応を「海外研究者の招へい」

と一体的に推進する。 

【評価指標】 

 研究交流の

取組状況 

 情報通信ベ

ンチャー企業

に対する支

援の取組状

況 

３件を実施した。令和８年度に向けた公募及び審査を「海外研究

者の招へい」と一体的に実施した。 

学、地方公共団体、地域のスター

トアップ支援組織等と連携して、地

域における ICT スタートアップ発

掘イベントやブラッシュアップセミナ

ー等を開催するとともに、有識者で

ある ICT メンターを派遣し、情報の

提供、助言・相談等を実施した。こ

れらの取り組みを踏まえ、起業家

甲子園及び起業家万博を開催し

た。 

特に今年度においては、「2025

年日本国際博覧会（大阪・関西万

博）」において、過去の起業家万博

等出場者を中心に出展し、来場者

に「ICTで魅せるちょっと先の未来」

を体感させる取り組みを行いつ

つ、機構からも取組みに関する PR

を行い、スタートアップ創出等の機

運醸成に貢献した。 

その他、情報弱者への支援につ

いても、各種助成事業や情報バリ

アフリー関係情報の提供等を着実

に実施した。 

 

以上のことから、年度計画を着

実に達成し、成果の創出が認めら

れたため、評定を「B」とした。 

 

【取組が国際的な研究交流の促進

や情報通信サービスの創出につな

がっているか】 

以下に示す、着実な成果が認め

られる。 

 「海外研究者の招へい」及び「国

際研究集会開催支援」に係る本

年度の招へい（令和７年度開始

の招へい 11 件、令和６年度から

これらについては、内外の

研究者の国際交流を促進し、

ICT分野の技術革新につなが

る優れた提案を競争的に採

択するため、積極的に周知活

動を行うこととし、オンライン

での国際的な研究交流が拡

大していく状況を踏まえ、「海

外研究者の招へい（「国際研

究協力ジャパントラスト事業」

によるものを含む。以下同

じ。）」及び「国際研究集会開

催支援」の合計で 30 件以上

の応募を集めることを目指

す。 

 公募の周知活動として、大学や研究機関への案内の送付や、学

会への周知依頼等を実施した。「海外研究者の招へい（国際研究

協力ジャパントラスト事業を含む。）」の令和８年度分の応募が 20

件（大学等19件、民間企業１件）、「国際研究集会開催支援」の令

和８・９年度分の応募が 21件となり、合計で 41件となった。 

「海外研究者の招へい」に

ついては、共著論文の執筆・

投稿や、外部への研究発表、

共同研究の締結等の研究交

流の具体的な成果が得られ

るように、受け入れ責任者や

招へい研究者に働きかけを

行い、招へい終了後に研究

機関等との連携等の効果に

ついて調査する。また、「国際

研究集会開催支援」について

 「海外研究者の招へい」について論文投稿や研究発表等の成果

がより多く得られるよう、募集要項への記載をはじめ、採択通知

時等の機会を捉え働きかけを行った。招へい終了の年度末の共

著論文数等の調査を継続して実施することとしているが、令和７

年度終了案件は、共著論文６件、研究発表８件であった。また、

令和５年度以降に終了した 19 件の招へいを対象として連携等の

効果について追跡調査を実施したところ、16件で共同研究を継続

していることや、受入機関での研究者公募への応募といった人材

獲得への貢献の例もあることが確認できた。 

 「国際研究集会開催支援」について、令和６年度開催の集会 15

件の各開催責任者に向けて集会開催効果の調査（任意回答）を
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は、集会責任者に対して、集

会開催の効果について調査

する。 

実施したところ７件の回答があり、コロナ禍で中止となっていた日

本招致を実現することができた、国際的な研究ネットワークの強

化に繋がった等の声が寄せられた。 

の継続１件。）及び集会開催（15

件）の支援を実施するための事

務連絡や契約締結等の業務を行

ったこと。 

 全国から選抜された学生による

全国コンテストとして「起業家甲

子園」、及び地域から発掘した

ICT スタートアップが販路拡大等

を目的としてビジネスプランを発

表する「起業家万博」を、令和８

年３月に開催したこと。 

 平成 23 年度から設置している

「ICT メンタープラットフォーム」の

下、大学、地方公共団体、地域

のスタートアップ支援組織・団体

等と連携して、地域における ICT

スタートアップ発掘イベントや、ブ

ラッシュアップセミナー等を、25

件開催したこと、特に「2025 年日

本国際博覧会（大阪・関西万

博）」において、過去の起業家万

博等出場者を中心に出展し、地

域発 ICT スタートアップ創出・育

成・事業拡大やスタートアップ創

出等の機運醸成に貢献したこと。 

（２）情報通信ベ

ンチャー企業の

事業化等の支援 

（２）情報通信ベンチャー企業

の事業化等の支援 

（２）情報通信ベンチャー企業の事業化等の支援 

（ア）情報通信ベ

ンチャーに対す

る情報及び交流

機会の提供 

（ア）情報通信ベンチャーに対

する情報及び交流機会の提

供 

（ア）情報通信ベンチャーに対する情報及び交流機会の提供 

リアルな対面の場やオンラ

イン・メディアを活用しつつ、

情報通信ベンチャーの事業

化に役立つ情報及び交流の

機会を提供することにより、情

報通信ベンチャーの有する有

望かつ新規性・波及性のある

技術やサービスの事業化等

を促進する。本事業の実施に

当たっては、総務省における

スタートアップ支援施策との

連携・情報共有等を図る。そ

の際、次の点に留意する。 

 平成 23 年度から設置している「ICT メンタープラットフォーム」の

下、大学、地方公共団体、地域のスタートアップ支援組織・団体等

と連携して、地域における ICT スタートアップ発掘イベントや、ブラ

ッシュアップセミナー等を、25件開催した。 

 当該イベント等に ICTスタートアップ業界の有識者である ICT メン

ターを派遣し、ICT スタートアップに対する情報の提供、助言・相

談等を実施した。 

 全国から選抜された学生による全国コンテストとして「起業家甲子

園」、及び地域から発掘した ICT スタートアップが販路拡大等を目

的としてビジネスプランを発表する「起業家万博」を、令和８年３月

に開催した。 

 令和７年度においては、「2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万

博）」において、過去の起業家万博等出場者を中心に出展し、来

場者に「ICT で魅せるちょっと先の未来」を体感していただくととも

に、機構からも取組みに関する PRを行った。 

 令和７年９月 16 日～22 日の７日間の展示において、延べ 12,689

人、1,812人／日にご来場いただいた。また、来場者向けに実施し

たアンケートにおいて、「非常に満足」又は「満足」との回答が、

95.9％であった。 

 各地域における ICT スタートアップを発掘するため、全国の自治

体やベンチャー支援組織等と連携の上、各地域におけるイベント

等を 25件実施した。 

有識者やサポーター企業

による情報の提供、助言・相

談の場を提供するとともに、

情報通信ベンチャーによるビ

ジネスプランの発表会や商

品・サービス紹介等のイベン

 平成 23 年度から設置している「ICT メンタープラットフォーム」の

下、大学、地方公共団体、各地域のスタートアップ支援組織・団体

等と連携して、各地域における ICTスタートアップ発掘イベントや、

ブラッシュアップセミナー等を 25件開催した。 

 さらに令和７年度においては、「2025年日本国際博覧会（大阪・関

西万博）」において、過去の起業家万博等出場者を中心に出展
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ト等を通じたマッチングの機

会を提供する。 

し、来場者に「ICT で魅せるちょっと先の未来」を体感していただく

とともに、機構からも取組みに関する PRを行った。 

 令和７年９月 16 日～22 日の７日間の展示において、延べ 12,689

人、1,812人／日にご来場いただいた。また、来場者向けに実施し

たアンケートにおいて、「非常に満足」又は「満足」との回答が、

95.9％であった。 

 当該イベント等に ICTスタートアップ業界の有識者である ICT メン

ターを派遣し、ICT スタートアップに対する情報の提供、助言・相

談等を実施した。 

 全国から選抜された学生による全国コンテストとして「起業家甲子

園」、及び各地域から発掘した ICT スタートアップが販路拡大等を

目的としてビジネスプランを発表する「起業家万博」を、令和８年３

月に開催した。 

 起業家甲子園出場見込み者に対し、グローバル志向のスタートア

ップマインドの醸成、より実践的なスキルの向上を図るため、「シ

リコンバレー起業家育成プログラム」を令和８年２月に実施した。 

また、全国の自治体やベン

チャー支援組織・ベンチャー

団体等との連携の強化によ

り、効率的・効果的な情報の

提供や交流の機会の提供を

図る。 

 各地域における ICT スタートアップを発掘するため、全国の自治

体やベンチャー支援組織等と連携の上、各地域におけるイベント

等を 25件実施した。 

 令和７年度においては、「2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万

博）」において、過去の起業家万博等出場者を中心に出展し、来

場者に「ICT で魅せるちょっと先の未来」を体感していただくととも

に、機構からも取組みに関する PR を行った。令和７年９月 16 日

～22 日の７日間の展示において、延べ 12,689 人、1,812 人／日

にご来場いただいた。また、来場者向けに実施したアンケートに

おいて、「非常に満足」又は「満足」との回答が、95.9％であった。 

これらの取組により、イベン

ト等を毎年 20 件以上開催す

る。なお、令和７年度において

は、「2025 年日本国際博覧

会」への出展により、ICT スタ

ートアップ創出・育成等に係る

機運醸成等を行う。特に事業

化を促進するマッチングの機

会を提供するイベントは、そ

の実施後１年以内において具

体的なマッチング等商談に至

 各地域における連携大会、ブラッシュアップセミナーのイベント等

を 25件開催した。 

 令和７年度においては、「2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万

博）」において、過去の起業家万博等出場者を中心に出展し、来

場者に「ICT で魅せるちょっと先の未来」を体感していただくととも

に、機構からも取組みに関する PR を行った。令和７年９月 16 日

～22 日の７日間の展示において、延べ 12,689 人、1,812 人／日

にご来場いただいた。また、来場者向けに実施したアンケートに

おいて、「非常に満足」又は「満足」との回答が、95.9％であった。 

 起業家万博実施後１年以内の具体的なマッチング等商談に至っ

た割合は 80％であった。 
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った割合が 50％以上となるこ

とを目指す。 

イベントについて、参加者

に対して有益度に関する調査

を実施し、４段階評価におい

て上位２段階の評価を 70％

以上得ることを目指すととも

に、得られた意見要望等をそ

の後の業務運営に反映させ

る。 

 イベント参加者に対して行った有益度に関する調査の結果、４段

階評価において上位２段階の評価を 99.1％得ることができた。 

 

さらに、イベントにおいて機

構の知的財産等の情報提供

を実施する等、機構の技術シ

ーズを活用したベンチャー創

出・育成に向けた取組とのシ

ナジー効果を発揮するよう努

める。 

 令和７年度においては、「2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万

博）」において、過去の起業家万博等出場者を中心に出展し、来

場者に「ICT で魅せるちょっと先の未来」を体感していただくととも

に、機構からも取組みに関する PR を行った。令和７年９月 16 日

～22 日の７日間の展示において、延べ 12,689 人、1,812 人／日

にご来場いただいた。また、来場者向けに実施したアンケートに

おいて、「非常に満足」又は「満足」との回答が、95.9％であった。 

ウェブページ及びソーシャ

ル・ネットワーキング・サービ

スを活用し、情報通信ベンチ

ャーの事業化に役立つ情報

及び交流機会を提供する。 

 地方公共団体、ベンチャー支援組織等との協力による、各地域に

おける連携大会の実施見込み・結果等をウェブページ及び

Facebook等の SNSサービスを活用により、速やかに情報発信す

るとともに、令和７年度起業家甲子園・起業家万博の模様をビデ

オライブラリーとして公表する等、ICTスタートアップに役立つ情報

及び交流の機会を提供した。 

（イ）債務保証等

による支援 

（イ）債務保証等による支援 （イ）債務保証等による支援 

（令和５年度末で業務廃

止） 

 

（ウ）情報弱者へ

の支援 

（ウ）情報弱者への支援 （ウ）情報弱者への支援 

誰もが等しく通信・放送役

務を利用できる情報バリアフ

リー環境の実現を図るため、

総務大臣の定める基本方針

を踏まえつつ、次の業務を行

う。 
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① 身体障害者向け放送の

充実を図るために行う放送事

業者等に対する助成 

① 身体障害者向け放送の充実を図るために行う放送事業者等に

対する助成 

ア . 字幕・手話・解説番組制

作の促進 

ア. 字幕・手話・解説番組制作の促進 

 視聴覚障害者のテレビジョ

ン放送の視聴を補助する字

幕番組、手話付き番組及び

解説番組の制作について、

国庫補助金を原資として助

成金を交付する。 

 128事業者の申請（５者廃止で 123者）に対して総額５億７千万円

（60,362 番組：字幕 35,803 本、生放送字幕 18,185 本、手話 2,237

本、解説 4,137本）を助成した。 

 年度途中で全事業者に中間報告書を提出させ、当初計画と実

績・見込が大きく異なる者に計画変更の依頼をし、執行率の向上

に努めた。 

 「字幕番組・解説番組及び

手話番組制作促進助成金」

について、ウェブページ等で

周知を行う。 

 助成金の概要や実績等の情報を Webサイトで公表した。 

 助成に当たり、総務省が定

める「放送分野における情

報アクセシビリティに関する

指針」を参考に、放送実績

等も考慮して採択し、適切

に実施する。また、公募開

始及び助成金交付決定に

ついて公表する。 

 申請者の放送実績、総務省の「放送分野における情報アクセシビ

リティに関する指針」を参考にして助成対象事業者を採択し、適切

に実施した。 

 公募開始やその結果（助成金交付決定）について報道発表した。 

イ . 手話翻訳映像提供の促

進 

イ. 手話翻訳映像提供の促進 

 聴覚障害者のテレビジョン

放送の視聴を補助する手話

翻訳映像（厚生労働大臣が

定める情報・意思疎通支援

用具を介して放送番組に合

成して表示するもの）の制

作について、国庫補助金を

原資として助成金を交付す

る。 

 １事業者に対して総額７百万円（100本）を助成した。 

 

 「手話翻訳映像提供促進助

成金」について、ウェブペー

ジ等で周知を行い、利用の

 助成金の概要や実績等の情報を Webサイトで公表した。 
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促進を図る。 

 助成に当たり、外部有識者

で構成する評価委員会の審

査・評価を行って採択する。

また、公募開始及び助成金

交付決定について公表す

る。 

 １事業の申請について評価委員会（外部有識者７名）による審査・

評価を行い、助成対象事業を採択した。 

 公募開始やその結果（助成金交付決定）について報道発表した。 

ウ . 生放送番組への字幕付

与の促進 

ウ. 生放送番組への字幕付与の促進 

 字幕を付与したテレビジョン

生放送番組の普及を促進

するため、生放送番組に字

幕を付与する機器の整備に

ついて、国庫補助金を原資

として助成金を交付する。 

 １事業者に対して７百万円を助成した。 

 「生放送字幕番組普及促進

助成金」について、ウェブペ

ージ等で周知を行い、利用

の促進を図る。 

 助成金の概要や実績等の情報を Webサイトで公表した。 

 助成に当たり、各事業者の

生放送番組の字幕付与の

状況や財務規模等を考慮し

た効果的な採択を行う。ま

た、公募開始及び助成金交

付決定について公表する。 

 申請者の生放送番組の字幕付与の状況等を考慮して助成対象

事業者を採択した。 

 公募開始やその結果（助成金交付決定）について報道発表した。 

② 身体障害者の利便増進

に資する観点から、有益性・

波及性に優れた事業に対す

る助成 

② 身体障害者の利便増進に資する観点から、有益性・波及性に

優れた事業に対する助成 

ア. 身体障害者向け通信・放

送役務の提供及び開発の促

進 

ア. 身体障害者向け通信・放送役務の提供及び開発の促進 

 身体障害者の通信・放送サ

ービス利用に関する利便を

増進する役務提供・開発を

行う事業について、国庫補

助金を原資として助成金を

 ５事業（申請 13 件、採択５件）に対して総額６千百万円を助成し

た。 
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交付する。 

 「情報バリアフリー役務提供

事業推進助成金」につい

て、ウェブページ等で周知を

行い、利用の促進を図る。 

 助成金の概要や実績等の情報を Webサイトで公表した。 

 助成に当たり、外部有識者

で構成する評価委員会の審

査・評価（項目：有益性・波

及性・自立性・効果的な技

術の使用等）を行って採択

する。また、公募開始及び

助成金交付決定について公

表する。 

 13 事業の申請について評価委員会（外部有識者７名）による審

査・評価を行い、助成対象事業５件を採択した。 

 助成金の概要や実績等の情報を Webサイトで公表した。また、公

募開始やその結果（助成金交付決定）について報道発表した。 

 厚生労働省・総務省と合同で公募説明会を行った。 

 各助成事業の成果について

評価委員会による事後評価

を行い、次年度の事業実施

に反映させる。 

 令和６年度の助成対象事業４件について事後評価を行い、結果

を各事業者に伝えて実施事業に反映するよう指示した。 

 助成した事業の継続に資す

るため、当該事業の事後評

価や成果発表等の周知広

報を行い、助成終了２年後

の事業継続率 70％以上を

目指す。 

 令和６年度の助成対象事業の事後評価や成果発表について、

Webサイトで公表した。 

 令和４年度の助成対象事業の事業継続率は、100％であった。 

イ . 情報バリアフリー関係情

報の提供 

イ. 情報バリアフリー関係情報の提供 

 ウェブサイト「情報バリアフリ

ーのための情報提供サイ

ト」及びデータベース「情報

アクセシビリティ支援ナビ

（Act-navi）」について、ウェ

ブアクセシビリティに配慮し

つつ運用し、身体障害者等

に役立つ情報等を収集して

定期的に提供・更新する。 

 情報提供サイトに、ウェブアクセシビリティに配慮して関連情報を

毎月掲載し、助成事業の概要説明資料、事業者の説明動画（字

幕付）を掲載した。 

 情報アクセシビリティ支援ナビ（Act-navi）について、ユーザ利便

性の向上を図るための改修を行った。 

 データベース「情報アクセシビリティ支援ナビ（Act-navi）」につい

て、ウェブアクセシビリティに配慮しつつ運用した。 

 機構が実施する情報バリア

フリー環境の実現に資する

助成金制度の概要や成果

 情報バリアフリー環境の実現に資する各助成金制度の概要や実

績等の情報について Web サイト（情報バリアフリーのための情報

提供サイト）で提供した。 
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等について情報提供する。 

 国際福祉機器展等に出展

し、情報バリアフリー通信・

放送役務提供・開発推進助

成金で支援した事業の成果

発表等を行って各事業の成

果を周知するとともに、身体

障害者や関連団体等と交流

を図る。 

 国際福祉機器展やニーズ・シーズマッチング交流会に参加し、助

成事業の成果発表、助成金説明、申請相談対応等を行い、各事

業の成果について周知を行った。 

 障害者団体、厚生労働省や国立研究開発法人新産業エネルギ

ー・産業技術総合開発機構（NEDO）、公益財団法人テクノエイド

協会の担当者と意見交換を行った。 

 「情報バリアフリーのための

情報提供サイト」の利用者

及び国際福祉機器展の来

場者に対してアンケートを行

い、得られた意見等も参考

に運用して、当該サイトに対

する「有益度」が４段階評価

の上位２段階評価で 70％以

上となることを目指す。 

 

 「情報バリアフリーのための情報提供サイト」の有益度（４段階評

価の上位２段階）に関する評価は、70％以上であった。 

２－１０. その他

の業務 

２－１０. その他の業務  ２－１０. その他の業務 

 

 

電波利用料財源による業

務、型式検定に係る試験事務

等の業務を国から受託した場

合及び情報収集衛星に関す

る開発等を国から受託した場

合には、電波利用技術等の

研究開発能力を活用して効

率的かつ確実に実施する。 

 情報収集衛星レーダ衛星の開発および維持管理を受託し、電波

利用及び宇宙技術に関する研究開発能力を活用して効率的かつ

確実に実施した。 

＜課題と対応＞ 

【令和６年度評価総務省国立研究開発法人審議会の意見】 

 

（課題） 

技術移転・社会実装において、担当者や利用者の技術に対するハードルを下げるための活動がさらに重要と考える。 

（対応） 

機構の知的財産化されたシーズを産業界等に紹介するため、保有知財や技術活用事例を、Web や技術説明・紹介の機会等を活用し、積極的に産業界等へ情報発信し

ています。外部向けイベントとしては、研究現場（研究者）と知財担当部署が密に連携・調整し、科学技術振興機構との共催により「NICT 新技術説明会」を令和３年度から
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毎年開催し、研究者自身が産学連携に関心のある企業向けに最新の成果を発表しております。また、展示会 CEATEC(Combined Exhibition of Advanced Technologies)へ

の出展を通じて、研究の内容や成果を継続して紹介しており、機構の研究開発成果の普及や社会実装に向けた活動を推進するために、機構の活動に対する関心や理解

の促進を図っております。引き続きこれらの活動をより一層進めることで、技術移転先企業の担当者や利用者の技術に対するハードルを下げることに努めてまいります。  

 

 

なお、この評定は、以下の「国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解」を踏まえて、決定した。 

 

国立研究開発法人情報通信研究機構の研究活動等に関する外部評価委員会（総括評価委員会）における見解 

 

１．開催日 令和８年４月 23日（木） 10時 00分～17時 00分 

 

２．委員名簿 

安浦 寛人 委員長 国立情報学研究所 副所長 

安藤 真 委員 東京科学大学 名誉教授 

飯塚 久夫 委員 一般社団法人 量子フォーラム 総務担当理事 

栄藤 稔 委員 大阪大学 先導的学際研究機構 特任教授（常勤） 

太田 勲 委員 兵庫県立大学 名誉教授（前学長） 

國井 秀子 委員 芝浦工業大学 客員教授 

後藤 厚宏 委員 情報セキュリティ大学院大学 教授 

徳永 健伸 委員 東京科学大学 名誉教授 

渡辺 文夫 委員 Fifth Wave Initiative 代表 

 

３．委員長及び委員からの意見 

（分野横断的な研究開発その他の業務について） 

 自己評価として年度評定Ｂ、期間実績評定Ｂは妥当である。 

 分野横断的な業務について、年度単位のみならず一定期間で見た場合、着実な努力と成果が認められる。研究活動はこうした基盤的業務に支えられている側面も大き

く、評価とは別に、当該業務に従事する方々のモチベーション維持に十分な配慮を望む。 

 量子情報通信技術を例に、技術の社会実装のあり方について指摘したい。量子鍵配送（QKD）は、研究開発や国際標準化にとどまらず、製品化、さらには市場での活

用・産業展開までを視野に入れて取り組まれている点が高く評価できる。技術は「作れる段階」で完結するものではなく、社会で実際に使われ、価値を生む「売れる段

階」までつなげてこそ真の社会実装である。本事例は、国研における研究成果の活かし方として重要な示唆を与えるものであり、今後の研究活動全体においても共有さ

れるべき視点である。 

 NICT 特有の業務を前提とした上での、研究者、研究技術者、研究支援者(RA)、教育・トレーニング実施者などの処遇や育成方法、外部の大学等の研究者や学生の受

け入れ体制なども引き続き検討してほしい。 

 

（全体を通して） 

 多くの分野で素晴らしい成果が上がっている。 

 ICT 分野の急速な技術進展や国際情勢を含む社会環境の変化により、５年の中長期目標を固定的に設定することは一層困難となっている。状況に応じた柔軟な見直し



自己評価書 No.7 
 

316 

 

は必要である一方、場当たり的な変更とならないよう、予見困難な重大事象の発生を想定し、目標を見直す際の考え方や手順をあらかじめ整理することが重要である。 

 特にサイバーセキュリティや AI 分野においては、NICT が果たすべき社会的役割・国家戦略上の役割をより明確に位置付けた上で、業務や研究領域の拡大に応じた予

算措置や組織体制の在り方について、既存の枠内にとどまらず、組織の見直しも含めた検討が必要である。 

 評価に当たっては、精緻な議論のために大量の資料を用いることの意義は大きいものの、研究者・職員の負担が相当大きい可能性があり、毎年同水準の精緻な評価

を実施する必要性については再考の余地がある。研究内容に加え、組織の在り方や国家戦略上の位置付けについて多様な意見を取り入れる観点から、外部有識者と

の継続的な対話は重要であり、例えばテーマを絞る、網羅的な評価は隔年で実施する等の評価の在り方をはじめ、評価委員会の役割や活用方法についても検討が求

められる。 

 第５期では、研究段階から社会実装を意識する取組が全体として定着し、連携やエコシステム形成にも一定の進展が見られた。スタートアップ支援を含め、ファンディン

グエージェンシーの仕組みや大学との連携も活用した、スピーディーに動ける文化づくりが今後の課題である。多くの優れた成果を踏まえ、変化に柔軟に対応できる仕

組み整備や多様な人材の確保と、広報を含めた発信・連携の強化が期待される。 

 サイバーセキュリティ分野とユニバーサルコミュニケーション分野の連携を一層強化し、NICT 内で団結して、ネットワークと AI のセキュリティを一体的に捉えた横断的な

研究を推進することも期待する。 

 

上記見解を踏まえ、機構として年度評定を B、期間実績評定を B とする。 
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中長期目標・中長期計画 

中長期目標 中長期計画 

２．分野横断的な研究開発その他の業務 

NICT の研究開発成果を最大化するとともに、我が国発の技術の社会実

装・海外展開を促進するため、１．の「重点研究開発分野の研究開発等」の

業務と連携し、企業・大学等との共同研究、委託研究、研究開発成果の標準

化、国際展開、民間企業等の進める戦略的な研究開発の支援、ベンチャー

創出等に積極的に取り組み、研究開発成果の普及や社会実装に向けた取

組を実施する。特に、Beyond 5G、AI（データ利活用、脳情報通信）、量子情

報通信、サイバーセキュリティの４領域については、我が国における推進体

制の強化や拠点形成等も含め、産学官一体となり、横断的かつ戦略的な取

組を強力に推進していく。 

これらの取組を NICT 内で組織横断的かつ戦略的に推進し、NICT の研究

開発による直接的な成果の創出に加えて、我が国の ICT産業の活性化及び

国際競争力確保にも念頭に置いた戦略的・総合的な取組も推進するととも

に、社会課題・地域課題解決や社会システム変革、新たな価値創造等に資

するイノベーション創出及び SDGsの達成への貢献を目指すものとする。 

２．分野横断的な研究開発その他の業務 

ICTが経済活動のインフラとなっており、ICT分野における国際競争力の確保は豊かで安全・

安心な国民生活の実現のみならず、社会経済活動の高度化からも非常に重要である。特に、

2030 年以降の社会システムの基盤となる Beyond 5G、データ利活用・脳情報通信技術等の

AI、量子情報通信、サイバーセキュリティの４領域は横断的かつ戦略的に取り組む必要があ

る。このため、研究開発と社会実装・展開を欠くことのない両輪として強力に推進し、産学官一

体でオープンイノベーションを創発するための中核・拠点形成等が必要になっている。 

一方、SDGs やニューノーマル等の新たな社会課題の解決に向けて、機構の研究開発成果

の横断的展開のみならず、機構が有する施設・設備を効果的に活用したオープンイノベーショ

ン・コラボレーションを軸とするスピーディかつ横断的な取組の推進が重要となっている。 

また、機構の目的である研究開発成果の最大化という観点では、産学官連携の強化に加

え、研究開発成果を基盤とした知的財産・標準化戦略を一体的に推進し国内のみならず国外

への技術展開を推進することが必要である。 

このため、１．の「重点研究開発分野の研究開発等」の業務と横断的に連携し、研究開発成

果の普及や社会実装を目指しながら以下の取組を一体的に推進する。また、オープンイノベー

ションで組織を超えて情報共有する際には知的財産等の情報保全にも配慮する。さらに、機構

の研究開発により創出される直接的な成果の創出に加えて、我が国の ICT産業の競争力確保

も念頭においた戦略的・総合的な取組も推進する。 

なお、評価に際しては、研究開発及び業務の内容・段階等に応じて、中長期目標に定められ

ている評価軸により評価を実施する。また、評価軸に関連する指標に従って取組や成果を示

す。 

（２）オープンイノベーション創出に向けた産学官連携等の強化 

外部の多様なプレイヤーと連携しながら、速やかに社会に還元するよう、

組織対組織の連携、研究開発成果の技術移転、NICT の技術シーズを活用

したベンチャー創出等の様々なオープンイノベーションの取組を戦略的・積極

的に推進し、研究開発成果の社会実装を目指す。 

２－２．オープンイノベーション創出に向けた産学官連携等の強化 

外部の多様なプレイヤーと連携しながら、機構の研究開発成果を速やかに社会に還元する

よう、大学・企業等との組織対組織の連携、研究開発成果の社会実証機会の創出、研究開発

成果の技術移転、機構の技術シーズを活用したベンチャー創出・育成のための支援等の様々

なオープンイノベーションの取組を戦略的・積極的に推進し、研究開発成果の社会実装を目指

す。 

①社会実装の推進体制の構築 

戦略的な社会実装を推進するための総合調整機能の強化に取り組み、

NICT 内で組織横断的に外部との連携方策等を検討・実施するほか、様々な

フェーズにある研究開発成果の社会実装を推進するため、プロジェクト企画

から成果展開までを支える人材の登用・育成を行いつつ、機動的・弾力的な

組織編成を可能とする体制を構築する。また、総務省等と密接に連携し、最

（１）社会実装の推進体制の構築 

戦略的な社会実装を推進するための総合調整機能の強化に取り組み、競争領域と協調領

域の明確化を含めたオープンイノベーション創出のための戦略、研究開発成果の出口戦略、外

部との連携方策等の検討を機構内で組織横断的に行う。併せて、シーズとニーズのマッチング

の場への積極参加や研究開発成果の社会実装を推進する取組等、外部との連携を増やす取

組を、外部リソースも効果的に組み合わせて活用しつつ実施する。様々なフェーズにある研究

開発成果の社会実装を推進するため、出口を特定し、目標と期限を明確にしたプロジェクトを
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新の技術動向等の調査・分析・評価に取り組み、適時適切に研究開発へ反

映させる。 

機動的・弾力的に組織できる体制を構築し、プロジェクトの企画、社会実証や成果展開の支援

等を行うとともに、これらを実施する人材の登用・育成のための取組を行う。 

また、最新の技術動向、市場・ニーズ動向、標準化動向等を適時適切に研究開発へ反映す

るため、国内外の技術動向等の調査・分析・評価に取り組む。調査結果を総務省等と共有し、

我が国の ICT研究開発力の強化の成果の拡大に活用していく。 

②社会課題・地域課題解決に向けた産学官連携等の強化 

研究成果の社会実装を推進するため、企業、大学、公的研究機関、地方

自治体等様々なステークホルダーの垣根を超えた共同研究開発等の実現に

取り組むことで、それぞれが持つポテンシャルを相乗的に発揮し、各ステーク

ホルダーがメリットを享受できるようにする。また、国内外の研究者等の人材

交流等を活性化することにより産学官連携の強化に貢献する。 

ニューノーマルなど新たな社会課題・地域課題解決に向けたプロジェクト

の推進にあたり、外部へ研究開発成果の積極的な情報発信を行う。 

（２）社会課題・地域課題解決に向けた産学官連携等の強化 

研究成果の社会実装を推進するため、企業・大学・公的研究機関等との共同研究開発や研

究人材の交流、包括連携協定の締結等に取り組む。また、企業等からの外部資金の積極的な

受入れにも取り組む。さらに、機構と大学が有する研究ポテンシャルを掛け合わせた大型の共

同研究プロジェクトを形成するため、両者のマッチングを推進し、幅広い分野での案件形成に

取り組む。産学官連携に関する知見等をデータベースとして構築し、戦略的に活用できるよう

取り組む。 

また、ニューノーマル等新たな社会課題・地域課題解決に向けたプロジェクトの推進及び機

構の研究開発成果の普及や社会実装を推進するにあたり、外部へ研究開発成果の積極的な

情報発信に取り組む。 

③NICTの技術シーズを活用したベンチャーの創出・育成 

自らの技術シーズを活用したベンチャーの創出・育成にあたって、様々な

フェーズにおける支援を行う。 

また、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成 20 年

法律第 63号）に基づき、NICTの研究開発成果を活用するベンチャーへの出

資等を行う体制を構築し、適切に対応する。 

（３）機構の技術シーズを活用したベンチャーの創出・育成 

先端的な研究開発成果を社会に実装していくため、機構の技術シーズを活用したベンチャー

の創出・支援に努める。 

具体的には、機構職員の事業化気運の醸成や支援人材の育成、技術シーズの事業性評

価、事業計画の策定支援、知的財産の観点からの支援の充実等、支援すべき事業を明確にし

つつ、フェーズに応じた様々な事業化支援を行う。 

また、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成 20年法律第 63号）に基

づき、機構の研究開発成果を活用するベンチャーへの出資等を行う体制を構築し、適切に対処

する。その際には、「研究開発法人による出資等に係るガイドライン」（平成 31年１月 17日内閣

府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）・文部科学省科学技術・学術政策局決定）を踏

まえ、関連規程の整備等を行う。 

（３）戦略的・機動的な研究開発ハブの形成によるオープンイノベーションの

創出 

重点研究開発分野における我が国の国際競争力を確保・強化する観点か

ら、基礎研究から成果普及まで一気通貫で取り組むための国際的に魅力あ

る研究開発ハブを戦略的・機動的に形成する。 

特に、Beyond 5Gの実現に向け、新たな技術の進展が想定されることを踏

まえ、ネットワークキャリア、ベンダ、研究機関、ユーザの力を集結する研究

開発・技術実証・社会実装のオープンイノベーション拠点として、運用、利用

及び改善を通じて実証環境が循環進化するテストベッドを構築し、民間企

業、大学等の利用拡大に努める。 

２－３．戦略的・機動的な研究開発ハブの形成によるオープンイノベーションの創出 

Society 5.0の実現に向けて Beyond 5G等の新たな技術の進展が想定されることを踏まえ、

Beyond 5G 時代の社会的・技術的ニーズを検証可能な分散広域実証環境及びリアルタイムエ

ミュレーション環境並びにデータ駆動型社会の実現に寄与するデータ利活用に向けた実証環

境を機構における既存のテストベッド上に新たに構築するとともに、光・量子通信技術等の世界

最先端技術の実証環境を支え、我が国の ICT 分野の研究開発・技術実証・社会実装・国際連

携に貢献する。また、関連するフォーラムの活動、国が実施する研究開発等の機会を通じて、

当機構、国内外の研究機関、通信事業者、ベンダ、ベンチャー等のテストベッド利用者の研究

開発能力をテストベッドに結集させることにより新たな価値創造及び社会課題の解決に寄与す

るとともに、テストベッド利用、運用及び改善を通じてテストベッドの実証環境を循環進化させる



自己評価書 No.7 
 

319 

 

等、国際的に魅力ある研究開発ハブの形成に向けた取組を推進し、テストベッドの民間企業、

大学等の利用拡大に努める。 

サービス創成基盤として多様化するユーザの利用シーンに応じた実証基盤をすばやく構築

するテストベッドシステムの研究開発運用を行う。具体的には様々なデータを組み合わせなが

らエッジとクラウドで連携処理するデータ連携処理基盤技術及び、Beyond 5G に資するソフトウ

ェア化されたネットワーク及びエッジクラウド連携基盤技術を、テストベッド上に実装し利用者に

提供しつつフィードバックを受けて改良することを繰り返しながら形成する。 

シミュレーション等で模倣した Beyond 5G 時代を想定した事象とエミュレーション環境内に実

現した ICT システムとを連携させ、それぞれの相互影響を検証し、サイバー空間とフィジカル空

間の融合を目指した研究開発を推進する。さらに、実デバイスやソフトウェアと接続し、現実世

界の振る舞いを組み合わせたリアルタイムエミュレーション環境を構築し利用者に提供する。 

機構が専門とする情報通信分野ではない異分野・異業種の複数の企業等と連携して、

Beyond 5G社会を構成する超高周波を用いる IoT無線技術、AI技術、ロボットを含む自律型モ

ビリティ技術を融合的に利活用することで構築可能となる構内や地域のデータ収集配信基盤技

術の実証的な研究開発を推進し、社会的受容性の高い様々な社会課題の解決に資する ICT

サービスのエコシステムを形成することを目標とした研究開発と社会実証実験を実施し、得ら

れた知見を機構のテストベッド及び社会にフィードバックする。 

（４）知的財産の積極的な取得と活用 

研究開発成果を広く社会に還元しイノベーションを創出するため、優れた

成果を知的財産として積極的に取得し、有効に活用するための方策を講じる

ものとする。 

国の政策や技術動向を適切に踏まえ、重点的に推進すべき課題について

はその推進体制を整備し、知的財産の取得・維持を図るものとする。 

特に、Beyond 5G の知財・標準化活動を強力に推進し、NICT 内の技術シ

ーズと標準化や知財に関する知識・ノウハウを結集するため、Beyond 5G の

知財・標準化を検討する体制を整備し、外部専門家の雇用を含む人材の確

保、NICT内外とのノウハウの共有、知財取得支援等に集中して取り組む。 

また、知的財産の活用による成果展開や社会実装に貢献するための人材

の獲得・育成に努める。 

２－４．知的財産の積極的な取得と活用 

機構の知的財産ポリシーを踏まえ、優れた研究開発成果を知的財産として戦略的かつ積極

的に取得・維持するとともに、機構の知的財産を広く社会に還元し、新たなビジネスやサービス

の創造、イノベーションの創出につなげるため、技術の特性等も考慮し、迅速かつ柔軟な視点

で知的財産の活用促進に取り組む。また、成果展開や社会実装に貢献するための人材の獲

得・育成に努める。 

国の政策や技術動向等を適切に踏まえ、重点的に推進すべき課題については、その推進体

制を整備し、特に研究開発や標準化活動と連携して知的財産の取得・維持・活用を図る。加え

て、我が国の国際競争力向上に資するため、国際連携や成果の国際展開に必要な外国にお

ける知的財産の取得についても適切に実施する。 

外部専門家等人材を確保し、機構内に Beyond 5Gの知的財産・標準化を検討する体制を整

備し、Beyond 5G に関する標準必須特許といった知的財産の取得に戦略的に取り組む。また、

機構内外とのノウハウの共有、知的財産の取得支援等に集中的に取り組み、機構内の技術シ

ーズと知的財産・標準化に関する知識・ノウハウを結集する。 

（５）戦略的な標準化活動の推進 

産学官連携や国際展開に係る組織との連携を実施するとともに標準化関

連団体や産業界とも密接に連携し、NICT の研究開発成果の最大化を目指

すものとする。 

戦略的かつ重点的な標準化活動を実現するため、NICT の標準化に係る

計画を策定・実施する。 

２－５．戦略的な標準化活動の推進 

機構の技術シーズについて、総務省、産学官の関係者、国内外の標準化機関等との連携体

制を構築し、標準化活動を積極的に推進する。 

機構の研究開発成果の最大化を目指すため、製品・サービスの普及やグローバル展開によ

るデファクト標準を含め、我が国が最終的に目指すものを意識し、その成果を戦略的に ITU 等

の国際標準化機関や各種フォーラムへ寄与文書として積極的に提案する。このとき、機構内に
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おける産学官連携や、標準化関連団体と密接に連携して取り組むほか、国内外の専門家の活

用も行う。 

機構は ICT 分野の専門的な知見を有しており、中立的な立場であるため、標準化に関する

各種委員会への委員の派遣等を積極的に行い、国内標準の策定や国際標準化会議に向けた

我が国の対処方針検討に貢献する。 

また、標準化に関するフォーラム活動、国際会議等の開催を支援することにより、研究開発

成果の標準への反映や国際的な周知広報を推進し、我が国の国際競争力の強化を目指す。 

戦略的かつ重点的な標準化活動を推進するために、総務省とも連携しつつ、機構の標準化

に係るアクションプランを明確化し実施する。 

（６）研究開発成果の国際展開の強化 

世界の社会課題解決及び我が国の国際競争力の維持を実現するため、

積極的な国際連携を通じて、NICT の優れた研究開発成果の国際展開に取

り組む。 

NICT が持つ研究開発成果や研究人材、人的ネットワークを基盤に、国際

的な共同研究や人材交流、研究ネットワーク形成等の国際連携を積極的に

推進することにより、NICTの研究開発成果をグローバルに最大化するよう取

り組む。 

２－６．研究開発成果の国際展開の強化 

世界の社会課題解決及び我が国の国際競争力の維持を実現するため、積極的な国際連携

を通じて、機構の優れた研究開発成果の国際展開に取り組む。 

このため、有力な海外の研究機関や大学等との協力協定の締結取組を推進し、また、国際

研究集会の開催や国際インターンシップ研修員制度による人材交流を積極的に行い、国際的

な研究連携（体制）を深化させ、グローバルな視点でのオープンイノベーションを目指す共同プ

ロジェクトが効果的に創出されるよう取り組む。また、機構の研究者が海外機関と連携して創出

した共同プロジェクトを推進するプログラムを継続する。 

米国や欧州とは、政策対話や科学技術協力協定の下で実施してきた日米国際共同研究プ

ログラム及び日欧国際共同研究プログラムを継続し、先進技術分野の国際競争力維持・強化

につながる戦略的な国際共同研究プロジェクトを創出し推進する。 

アジア諸国とは、これまで機構がリーダーシップを発揮し推進してきた研究連携ネットワーク

の活動をさらに進め、人材育成や SDGs への貢献にもつながる ICT を活用した共通の課題解

決を目指す国際共同プロジェクトを積極的に創出し推進する。また、これらの取組を効率的に

行うため、アジア諸国の関係機関との戦略的パートナーシップの構築を進めていく。 

プロジェクトの創出と推進、成果の展開においては、機構自らが国際イベントの開催や国際

展示会への出展等を行うのみならず、各国の政府機関や組織、総務省や在外公館、関係機関

とも積極的に連携を図り、効果的な方策に取り組む。 

また、このような国際的な活動を通じて、公開情報のみでは得られない海外情報の継続的・

体系的・組織的な収集・蓄積・分析に努める。 

北米、欧州、アジアの各連携センターは、総務省や在外公館、関係機関とも連携・協力をし

つつ、機構の国際展開を支援するためのハブとしての機能を発揮する。そのため、各連携セン

ターでは、上述した国際展開の各取組を実施し、これらに対する支援を行うとともに、機構の研

究開発についての情報発信、機構と海外の機関との研究交流や連携の促進に取り組む。ま

た、特に国際展開を目指す研究開発分野においては、相手国・地域への展開・社会実装を目

指すとともに、機構の研究開発成果を技術移転した日本企業による海外展開等を目指した取

組を行う。 

（７）国土強靭化に向けた取組の推進 ２－７．国土強靭化に向けた取組の推進 
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自然災害、未知の感染症等による被害から国民の生命・財産を守るた

め、NICTの耐災害 ICT等に係る研究開発成果の普及や社会実装について、

継続的に取り組むものとする。 

さらに、研究開発成果の最大化のため、仙台の拠点を中心とし、地方公共

団体を含めた産学官の幅広いネットワーク形成や情報の収集・蓄積・交換、

共同研究、標準化、社会実装、研究成果・技術移転事例の蓄積等を推進す

るものとする。加えて、防災組織や大学研究機関等多様な主体との産学官

連携、災害時を想定した ICT システムの具体的な標準モデルやガイドライン

の策定等を通じて社会実装を促進するものとする。 

国土強靭化に向けた研究拠点機能及び社会実装への取組を更に強化するため、耐災害

ICT をはじめ、災害への対応力を強化する ICT に係る基盤研究、応用研究及びこれらの研究

成果に基づく社会実装に向けた活動を連携して取り組む体制を整備する。また、研究開発の着

実な推進及び研究拠点機能の強化に向けて、大学・研究機関等との共同研究等を通じて、外

部研究機関との連携を強化する。さらに、研究開発成果の社会実装に向けて、地方公共団体

を含めた産学官、企業を含む民間セクター、NPO といった様々なステークホルダーの垣根を超

えたネットワークの形成、知見・事例の収集・蓄積・交換、研究成果・技術移転等の蓄積及び地

方公共団体等の利用者ニーズの把握のため、耐災害 ICＴに係る協議会等の産学官連携活動

に積極的な貢献を行う。 

加えて、研究開発成果を活用した実証実験の実施、地方公共団体が実施する総合防災訓

練等における研究開発成果の活用・展開及び災害発生時の円滑な災害医療・救護活動等に

貢献するための ICT システムの標準モデルやガイドラインの策定に関する取組等を通じて、研

究開発成果の国土強靭化に向けた社会実装の促進を図る。 

（８）戦略的 ICT人材育成 

我が国の国際競争力の強化のため、国として戦略的に取り組むべき ICT

研究開発分野において、NICT の研究成果等を活用した人材育成プログラム

を若手技術者、教育指導者等へ提供し、新たな分野を切り拓くことのできる

専門性の高い人材育成に取り組む。 

また、産学官連携による共同研究等を通じた専門人材の強化、連携大学

院協定等による NICT の職員の大学院・大学での研究・教育活動への従事、

国内外の研究者や学生の受け入れ等を推進し、一層深刻化する ICT人材の

育成にも貢献するものとする。 

２－８．戦略的 ICT人材育成 

我が国の ICT 分野における国際競争力の強化のため、量子技術等機構の研究成果を活用

した人材育成プログラムを策定・提供し、我が国の将来を担う若手研究者及び技術者のみなら

ず、教育指導者等へ提供し、新たな ICT領域を開拓しうる専門性の高い人材育成に取り組む。 

ICT 人材育成に関する諸課題の解決に向けて、産学官連携による共同研究等を通じて、幅

広い視野や高い技術力を有する専門人材の強化に貢献する。また、連携大学院制度に基づく

大学等との連携協定等を活用し、機構の研究者を大学等へ派遣することにより、大学等におけ

る ICT 人材育成に貢献する。さらに国内外の研究者や大学院生等を受け入れることにより、機

構の研究開発への参画を通して先端的な研究開発に貢献する人材を育成する。 

（９）研究支援業務・事業振興業務等 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日

閣議決定）等の政府決定を踏まえ、国の政策目的達成のために必要なもの

に限定しつつ、引き続き効率的かつ効果的に実施していくものとする。また、

各業務における支援対象の選定に当たっては、第三者委員会の設置等適

切な方法により評価を行い、透明性の確保に努めるものとする。 

２－９．研究支援業務・事業振興業務等 

①海外研究者の招へい等の支援 

高度通信・放送研究開発を促進し、我が国の情報通信技術の研究レベル

の向上を図るため、「海外研究者の招へい」及び「国際研究集会の開催支

援」を行うものとする。ウィズコロナ・ポストコロナ時代において、オンラインで

の国際的な研究交流が拡大していく状況を踏まえ、今中長期目標期間で

は、「海外研究者の招へい」及び「国際研究集会の開催支援」について、前

期（平成 28 年度から令和２年度まで）と同程度の実績を目指すものとする。

さらに「海外研究者の招へい」においては、招へいごとに、共著論文、研究発

（１）海外研究者の招へい等による研究開発の支援 

高度通信・放送研究開発を促進し、我が国における ICT 研究のレベル向上を図るため、「海

外研究者の招へい」及び「国際研究集会開催支援」を行う。 

また、民間の研究機関における通信・放送基盤技術に関する研究レベルの向上を図るた

め、「国際研究協力ジャパントラスト事業」による海外からの優秀な研究者の招へいを着実に実

施し、上記「海外研究者の招へい」と一体的に運用する。 

これらについては、内外の研究者の国際交流を促進し、ICT 分野の技術革新につながる優

れた提案を競争的に採択するため、積極的に周知活動を行うこととし、オンラインでの国際的

な研究交流が拡大していく状況を踏まえ、「海外研究者の招へい（「国際研究協力ジャパントラ



自己評価書 No.7 
 

322 

 

表、共同研究成果のとりまとめ、共同研究の締結等の研究交流の成果が得

られるものとする。 

また、民間の研究機関における通信・放送基盤技術に関する研究レベル

の向上を図るため、民間の公益信託の運用益等を原資として、海外から優

秀な研究者を招へいする「国際研究協力ジャパントラスト事業」を着実に実施

する。実施にあたっては、「海外研究者の招へい」との運用面での一体的実

施を図るものとする。 

スト事業」によるものを含む。以下同じ。）」及び「国際研究集会開催支援」の合計で毎年 30 件

以上の応募を集めることを目指す。さらに、「海外研究者の招へい」については、招へい毎に、

共著論文の執筆・投稿や、外部への研究発表、共同研究の締結等の研究交流の具体的な成

果が得られるように、働きかけを行う。 

②情報通信ベンチャー企業の事業化等の支援 

次世代の情報通信サービスのシーズを生み出す情報通信ベンチャー企業

の事業化、IoT サービスの創出・展開、身体障害者向けの情報通信サービ

スの普及に対する以下の支援等を行うものとする。 

なお、これらの業務の実施に当たっては、情報提供の充実や標準処理期

間の明示等により利用者に利便性の高い業務となるよう努めるとともに、政

策目標に関連した具体的かつ定量的な目標の達成度に応じて、事業の見直

しを行いつつ、着実に進めるものとする。 

（２）情報通信ベンチャー企業の事業化等の支援 

ア 次世代のより豊かで多様な情報通信サービスを実現するため、独創的な

技術のシーズを有し、かつ、資金調達が困難な全国各地の情報通信ベン

チャー企業や将来の起業を目指す学生等に対し、自治体や地域において

ベンチャーを支援する団体等との連携を通じて、情報提供及び交流の機

会提供等の支援を行うものとする。 

さらに、NICT の研究開発成果の社会実装や NICT が有する知的財産権

の社会還元を目指す観点から、自治体や地域においてベンチャーを支援

する団体等との連携の枠組みを有効に活用するものとする。 

情報通信ベンチャーに対する情報提供及び交流事業については、実施

の結果、ベンチャーの創業や事業拡大にどの程度の貢献があったかとい

った成果に関する客観的かつ定量的な指標により成果を把握するものと

する。 

（ア）情報通信ベンチャーに対する情報及び交流機会の提供 

リアルな対面の場やオンライン・メディアを活用しつつ、情報通信ベンチャーの事業化に役立

つ情報及び交流の機会を提供することにより、情報通信ベンチャーの有する有望かつ新規性・

波及性のある技術やサービスの事業化等を促進する。本事業の実施に当たっては、総務省に

おけるスタートアップ支援施策との連携・情報共有等を図る。その際、次の点に留意する。 

有識者やサポーター企業による情報の提供、助言・相談の場を提供するとともに、情報通信

ベンチャーによるビジネスプランの発表会や商品・サービス紹介等のイベント等を通じたマッチ

ングの機会を提供する。 

また、全国の自治体やベンチャー支援組織・ベンチャー団体等との連携の強化により、効率

的・効果的な情報の提供や交流の機会の提供を図る。 

これらの取組により、イベント等を毎年 20 件以上開催する。特に、事業化を促進するマッチ

ングの機会を提供するイベントは、その実施後 1 年以内において具体的なマッチング等商談に

至った割合が 50％以上となることを目指す。 

イベントについて、参加者に対して有益度に関する調査を実施し、４段階評価において上位２

段階の評価を 70％以上得ることを目指すとともに、得られた意見要望等をその後の業務運営

に反映させる。 

更にイベントにおいて機構の知的財産等の情報提供を実施する等、機構の技術シーズを活

用したベンチャー創出・育成に向けた取組とのシナジー効果を発揮するよう努める。 

ウェブページ及びソーシャル・ネットワーキング・サービスを活用し、情報通信ベンチャーの事

業化に役立つ情報及び交流機会を提供する。 

イ 信用基金の運用益によって実施している通信・放送新規事業に対する債

務保証業務及び地域通信・放送開発事業に対する利子補給業務について

（イ）債務保証等による支援 
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は、新規案件の採択は行わないものとし、当該利子補給業務については、

既往案件の利子補給期間終了の令和３年度まで着実に実施するものとす

る。 

令和４年３月31日に終了する新技術開発施設供用事業及び地域特定電

気通信設備供用事業に対する債務保証業務及び助成金交付業務につい

ては、これらの事業が着実に成果を上げ、IoT サービスの創出・展開につ

ながるものとなるよう努めるものとする。 

なお、信用基金及び信用基金の運用益の残余財産については、国立研

究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正する等の法律（令和５年法

律第 87号）附則第３条第４項の規定に基づき、国庫納付し、同基金を清算

するものとする。 

通信・放送新規事業に対する債務保証業務及び地域通信・放送開発事業に対する利子補

給業務については、新規案件の採択は行わないものとし、当該利子補給業務については、既

往案件の利子補給期間終了の令和３年度まで着実に実施する。 

令和４年３月 31日に終了する新技術開発施設供用事業及び地域特定電気通信設備供用事

業に対する債務保証業務及び助成金交付業務については、これらの事業が着実に成果を上

げ、IoTサービスの創出・展開につながるものとなるよう努める。 

なお、信用基金及び信用基金の運用益の残余財産については、国立研究開発法人情報通

信研究機構法の一部を改正する等の法律（令和５年法律第 87 号）附則第３条第４項の規定に

基づき、国庫納付し、同基金を清算する。 

ウ 誰もが等しく通信・放送役務を利用できる情報バリアフリー環境の実現を

図るため、次の事業を実施するものとする。 

（ウ）情報弱者への支援 

誰もが等しく通信・放送役務を利用できる情報バリアフリー環境の実現を図るため、総務大

臣の定める基本方針を踏まえつつ、情報バリアフリー助成金制度である次の事業を実施する。 

（ア） 身体障害者向け放送の充実を図るため、国庫補助金を原資として、字

幕番組・解説番組等を制作する者等に対する助成を実施するものとす

る。 

①身体障害者向け放送の充実を図るために行う放送事業者等に対する助成 

ア．字幕・手話・解説番組制作の促進 

字幕番組、手話付き番組及び解説番組の制作を助成することにより、字幕番組等の拡充に

貢献する。なお、普及状況等を勘案して、助成対象や助成率の見直しを行う等、適切に助成を

実施する。また、採択した助成先について公表する。 

イ．手話翻訳映像提供の促進 

手話が付いていない放送番組に合成して表示される手話翻訳映像の制作を助成することと

し、その際、次の点に留意する。 

‧ 手話翻訳映像提供促進助成金について、ウェブページ等を通じて、助成制度の周知を行

い、利用の促進を図る。 

‧ 採択案件の選定に当たっては、外部の専門家・有識者による厳正な審査・評価を行う。ま

た、採択した助成先について公表する。 

ウ．生放送番組への字幕付与の促進 

生放送番組への字幕付与に必要な機器の放送事業者による整備を助成することとし、その

際、次の点に留意する。 

‧ 生放送字幕番組普及促進助成金について、ウェブページ等を通じて助成制度の周知を行

い、利用の促進を図る。 

‧ 事業者の生放送番組への字幕付与に向けた取組状況や財務規模等も考慮し、採択案件

の選定を効果的に行う。また、採択した助成先について公表する。 

（イ） 身体障害者向けの通信・放送役務の利用利便の増進を図るため、国庫

補助金を原資として、身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発を

行う者に対する助成等を実施するものとする。 

②身体障害者の利便増進に資する観点から、有益性・波及性に優れた事業に対する助成 

次の点に留意する。 

‧ 本制度の周知を行い、利用の促進を図る。 

‧ 採択案件の選定に当たっては、外部の専門家・有識者による厳正な審査・評価を行う。ま
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た、採択した助成先について公表する。 

‧ 毎年度、採択事業の成果について事後評価を行い、業務運営等に反映させる。 

‧ 助成に当たっては、助成終了２年後における継続実施率が 70％以上となることを目指す。 

また、情報バリアフリー関係情報の提供を行うこととし、その際、次の点に留意する。 

‧ 「情報バリアフリーのための情報提供サイト」では、身体障害者や高齢者のウェブ・アクセ

シビリティに配慮しつつ、身体障害者や高齢者に役立つ情報その他の情報バリアフリーに

関する幅広い情報等の収集・蓄積を行うとともに、有益な情報の提供を定期的に行うほ

か、機構の情報バリアフリー助成金制度の概要やその成果事例を広く情報提供する。 

‧ 情報バリアフリー助成金の交付を受けた事業者がその事業成果を発表できる機会を設

け、成果を広く周知するとともに、身体障害者や社会福祉に携わる団体等との交流の拡大

を図る。 

‧ 「情報バリアフリー関係情報の提供サイト」の利用者及び成果発表会の来場者に対して

「有益度」に関する調査を実施し、４段階評価において上位２段階の評価を 70％以上得る

ことを目指すとともに、得られた意見要望等をその後の業務運営に反映させる。 

③その他の業務 

電波利用料財源による業務、型式検定に係る試験事務、情報収集衛星に

関する開発等について、国から受託した場合には、適切に実施するものとす

る。 

２－１０．その他の業務 

電波利用料財源による業務、型式検定に係る試験事務等の業務を国から受託した場合及び

情報収集衛星に関する開発等を国から受託した場合には、電波利用技術等の研究開発能力

を活用して効率的かつ確実に実施する。 
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国立研究開発法人情報通信研究機構 令和７年度の業務実績に関する項目別自己評価書（No.8 業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

中長期目標の当該項目 Ⅳ．業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行

政事業レビュー 

行政事業レビューシート **** 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値

等、必要な情報 

一般管理費及び事業費の合

計の効率化状況（％） 

効率化率平

均 1.1％以上 

当年度 1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 効率化率平均 1.1％ 

毎年度平均 1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 1.1％ 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標・中長期計画（リンク先へ） 

中長期計画

(小項目) 

年度計画 主な評価指標 法人の業務実績等 自己評価 

Ⅱ 業務運営の

効率化に関する

目標を達成する

ためとるべき措

置 

Ⅱ 業務運営の効率化に関す

る目標を達成するためとるべ

き措置 

  評定 B 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する

目標を達成するためとるべき措置 

業務運営の効率化について

は、年度計画に沿って右欄に記

載のように適切に運営を行い、十

分に目標を達成したと認め、評定

を「B」とした。 

１．機動的・弾力

的な資源配分 

１．機動的・弾力的な資源配

分 

＜評価の視点＞ 

 資源配分は、

基本的には研

究開発成果に

１．機動的・弾力的な資源配分 
 

１．機動的・弾力的な資源配分 

 機動的・弾力的な資源配分につ

いては、補正予算等情勢の変

化に柔軟に対応し、予算や人員
研究開発の最大限の成果

を確保することを目的とした

 機動的・弾力的な資源配分については、補正予算等情勢の変

化に柔軟に対応し、予算や人員等の資源配分についての特段
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国立研究開発法人制度の趣

旨を踏まえ、機構内外の情勢

に応じた機動的・弾力的な資

源配分を行う。 

対する客観的

な評価に基づ

き、機構内外

の情勢に応じ

た機動的・弾

力的な資源配

分を行ったか。 

 評価は、外部

の専門家・有

識者を活用す

るなど、適切な

体制を構築す

るとともに、評

価結果をフィー

ドバックするこ

と に よ り 、

PDCAサイクル

の強化を図っ

たか。 

 資源配分の決

定に際して、機

構が定常的に

行うべき業務

や長期的に維

持すべき研究

開発体制の構

築に配慮した

か。 

 委託研究の推

進にあたって

は、PDCA サイ

クルを意識した

評価を行った

か。 

の配慮を意識したマネジメントを行った。また、新たな価値の創

造、機構内活性化を目的とした外部資金獲得インセンティブ向

上のための推進制度を継続実施した。 

 調書ごと及び中項目ごとの評定理由を明確にするための工夫

を行い、外部有識者による総括評価委員会を経て、自己評価会

議で審議を行い、自己評価の客観性を担保した。 

等の資源配分についての特段

の配慮を意識したマネジメント

を行った。また、新たな価値の

創造、機構内活性化を目的とし

た外部資金獲得インセンティブ

向上のための推進制度を継続

実施した。 

 総務省との補正予算関係の調

整業務に加え、NEXT、TRIALな

ど機構内活性化ファンドを実施

し、機構活性化を行うなどの業

務を適切に執行した。 

 

以上のように、機動的・弾力的

な資源配分について、年度計画

に沿って業務を着実に実施し、十

分に目標を達成した。 

資源配分は、基本的には

研究開発成果の普及や社会

実装を目指した取組実績を含

む研究開発成果に対する客

観的な評価に基づき実施す

る。評価に当たっては、客観

性を保てるよう、外部の専門

家・有識者を活用する等、適

切な体制を構築するととも

に、評価結果をフィードバック

することにより、PDCA サイク

ルの強化を図る。 

 研究開発成果に対する客観的な評価については、外部の専門

家による外部評価（分野評価及び総括評価）、機構幹部による

内部評価（実績評価及び研究計画に対する評価）を適切に実施

した。また、機構内外の情勢も踏まえて令和７年度の予算計画

や追加配算を決定し、予算配分を行うなど機動的・弾力的な資

源配分を行った。 

 

なお、資源配分の決定に際

しては、機構が定常的に行う

べき業務や長期的に維持す

べき若手研究者の育成の仕

組みを含めた研究開発体制

の構築に配慮する。 

 機構が定常的に行う業務への資源配分の決定に資するため、

以下の業務を行った。 

‧ 研究現場等と幹部層の意見交換を行う「理事長タウンミー

ティング」を下記の３部署を対象に開催し、開催部署からの改

善要望を整理し、対応を図った。 

‧ 開催部署：総務部・財務部・広報部（小金井令和７年８月 26

日） 

 若手研究者の育成の仕組みを含めた研究開発体制の構築に

ついて、以下に取り組んだ。 

‧ 若手研究者等からの幅広い提案を募集し、新規研究課題の

フィージビリティスタディや業務上の課題解決アイデア等を試

行する「TRIAL」の令和７年度の募集を実施した（令和７年度

応募件数 33 件、内 24 件採択）。研究開発推進ファンドを人

材育成プログラムとして活用することを目的とした、リサーチ

アシスタント、研修員および協力研究員向けの応募枠

「TRIAL-EC」（TRIAL for Early Career）の令和７年度の募集を

実施した（令和７年度応募件数 12 件、内 12 件採択）。令和６

年度採択者の成果報告会を開催した。 

‧ 機構内のオープンな意見交換会や検討会を通じ、新たな価
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値の創造や機構内の活性化の推進を目的としたスキーム

「NEXT」について、次期中長期計画の柱となる研究プロジェ

クトの創出に向けた研究トラック６件と機構内の業務の改善

や研究環境の向上につなげる組織強靭化トラック３件を推進

し、各プロジェクトの成果を実施報告書として取り纏め、全職

員向けの成果報告会を実施した。 

委託研究に関する客観的

評価に当たっては、外部有識

者による事前評価、採択評

価、中間評価、終了評価、追

跡評価等を踏まえ、PDCAサ

イクルを着実に回し、社会的

課題の変化等に柔軟に対応

した研究を推進する。 

 高度通信・放送研究開発委託研究の 17 課題（34 個別課題）に

ついて、機構の研究者が委託研究を統括することで、機構が自

ら行う研究開発と一体的に実施した。 

 同委託研究の推進に当たっては、外部有識者により３課題の事

前評価、４課題の採択評価を実施し、５課題について採択・契

約・スタートアップミーティングを実施した。また、２個別課題の中

間評価、26 個別課題の終了評価を実施した。PDCA サイクルを

意識し、終了後１、３、５年経過した計 25個別課題について成果

展開等状況調査を、うち５個別課題について追跡評価をそれぞ

れ実施した。 

 革新的情報通信技術研究開発委託研究の要素技術・シーズ創

出型プログラム（一般課題）７課題、電波有効利用研究開発プロ

グラム１課題について、外部有識者により事前評価・採択評価

を実施し、採択・契約・スタートアップミーティングを実施した。加

えて、社会実装・海外展開志向型戦略的プログラム（共通基盤

技術確立型）１課題、要素技術・シーズ創出型プログラム（日 EU

及び日独国際共同研究）２課題のスタートアップミーティングを

実施した。また、９個別課題についてステージゲート評価、８個

別課題について終了評価を実施した。さらに、令和８年度に研

究開発を開始する要素技術・シーズ創出型プログラム（日米国

際共同研究）の公募・採択評価を実施した。また、終了後１年の

34個別課題について成果展開等状況調査を実施した。 

 委託研究の推進に当たり、研究内容については外部有識者に

よる評価を受けるとともに、委託費の経理処理については経理

検査業務を着実に実施した。 

２．調達等の合

理化 

２．調達等の合理化 

 

＜評価の視点＞ 

 公正性・透明

性を確保しつ

つ、自律的か

つ継続的に調

達等の合理化

２．調達等の合理化 ２．調達等の合理化 

 

 特殊な物品で買入先が特定さ

れるもの等規程に定める随意

契約によることができる事由に

合致しているかについて、適切

「独立行政法人における調

達等合理化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年５月 25

日、総務大臣決定）に基づき

 特殊な物品で買入先が特定されるもの等、規程に定める随意

契約によることができる事由に合致しているかについて、適切に

審査を行い、効率的に調達事務手続きを実施した。 

 入札参加者拡大のため、令和７年度分の調達予定案件一覧を
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策定する「令和７年度調達等

合理化計画」を着実に実施

し、公正性・透明性を確保し

つつ、迅速かつ効率的な調達

の実現を図る。 

に取り組んだ

か。 

定期的（令和６年 12 月、令和７年３月、７月、10 月時点で合計

503 件）に入札公告以前に機構 Web サイト「調達情報」に掲載

し、競争の機会の拡大につなげた。 

 入札情報配信サービスの周知に努め、同サービスへの新規登

録者は前年度末比 111 社増加、うち 28 社と新たに契約を締結

し、競争の機会の拡大につなげた。 

 競争性のない随意契約案件であるとして要求部署から提出され

た 264件について、財務部に設置した「随意契約検証チーム」に

より、会計規程に定める随意契約によることができる事由との

整合性について点検を適切に実施した。点検の結果、同事由に

合致しない８件について競争性を確保した手続きへ移行した。 

 公平性・透明性・競争性の確保のため、専任職員による仕様内

容の適正化に向けた点検を 1,194件実施した。 

 契約に係る事務について、規程において「契約担当」の権限を

明文化し、適切に事務を行った。 

 規程に基づき、原則要求者以外の者による適正な検収を実施し

た。 

 調達に係るマニュアルの整備（改正）を実施し、職員向けホーム

ページに掲載することにより周知を行った。 

 不適切な処理の発生未然防止並びに業務の円滑な処理を目的

に、財務部における業務全般に関する「財務部総合説明会」、

「調達に係る e ラーニング」及び「各研究所別の意見交換会」を

引き続き実施した。 

 現場購買に関する不適切な処理の再発防止策として、事後点

検（抽出点検）を実施するとともに内部監査等の対策を引き続き

実施し、不適切な処理が行われていないことを確認した。 

 過去の作業請負契約において、監督・検査が不十分な事例が

判明したことを踏まえ、調達に係る e ラーニングに加えて研究

室等による自己点検（抽出）と、監督員と検査員向けのアンケー

トの取り組みを行い、令和６年度に自己点検（抽出）とアンケート

の結果により、調達契約の履行に係る監督・検査の契約履行確

認チェックポイントを作成し、再発防止策を強化した。令和７年

度は、調達に係る e ラーニングの不適切な事例の追加により、

監督・検査の契約履行確認チェックポイントを更新した。 

に審査を行い、効率的に調達

事務手続きを実施した。 

 入札参加者拡大のため、令和７

年度において予定される調達

契約の案件一覧を定期的に入

札公告以前に機構 Web サイト

「調達情報」に掲載する等、競

争の機会の拡大につなげた。 

 不適切な処理の発生未然防止

並びに業務の円滑な処理を目

的に、財務部における業務全般

に関する「財務部総合説明

会」、「調達に係る eラーニング」

及び「各研究所別の意見交換

会」を引き続き実施した。 

 

以上のように、調達等の合理

化について、年度計画に沿って業

務を着実に実施し、十分に目標を

達成した。 
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３．テレワーク等

による働き方改

革及び業務の電

子化の促進 

３．テレワーク等による働き方

改革及び業務の電子化の促

進 

＜評価の視点＞ 

 テレワーク環

境の整備、リ

モートワーク

ツールの活用

によりコミュニ

ケーションの活

性化を図る等

デジタルトラン

スフ ォー メー

ション推進のた

めの取組を進

めたか。 

 より多様で柔

軟な仕事環境

を実現するた

めの環境整備

を進め、働き方

改革に努めた

か。 

 電子化の促進

等により事務

手続きの簡素

化・迅速化を

図ったか。 

 PMO（Portfolio 

Management 

Office）の設置

等の体制整備

を行い、情報シ

ステムの適切

な整備と管理

を行ったか。 

３．テレワーク等による働き方改革及び業務の電子化の促進 
 

３．テレワーク等による働き方改

革及び業務の電子化の促進 

 

 

 令和７年度もテレワーク制度を

着実に実施した。 

 契約事務手続きの迅速化と

ペーパレス化等のための電子

契約サービスについて、令和５

年度からは有期雇用職員再雇

用契約において電子契約を実

施し、令和６年度からは有期雇

用職員雇用契約変更に関する

協議書にも導入し、更なる推進

を図った。 

 法令に基づく届出・報告等の漏

れ防止策として、業務タスク管

理アプリケーションの利活用を

推進した。なお、利用イメージが

不足していた部署に対しては、

同アプリケーションの機能や使

い方に関する個別説明会の開

催など利便性等を説明し利用

者の拡大を図った。 

 PMOにおいて、令和７年度の実

施計画を作成し、令和６年度に

実施したアンケートのフォロー

アップに加え、18 システムに対

象システムを拡大し、特に費用

面に着目した分析と改善計画

策定を進め、IT ガバナンスを一

層強化した。 

 

以上のように、テレワーク等に

よる働き方改革及び業務の電子

化の促進について、年度計画に

ウィズコロナ、ポストコロナ

時代においても業務の継続を

可能とするリモートワークツー

ルの整備としてテレワーク環

境を整備し、リモートでのコ

ミュニケーション確保のため

チャットツール及びウェブ会議

システム等の活用を進め、コ

ミュニケーションの活性化を

はかる等機構におけるデジタ

ルトランスフォーメーション推

進のための取組を継続する。

導入したコミュニケーション

ツールを活用し、より多様で

柔軟な仕事環境を実現する

ための環境整備を進め、働き

方改革に努める。業務システ

ムの更改やノーコード、ロー

コードツールの導入を行い、

業務の電子化を促進し事務

手続きの簡素化をはかり研究

開発業務の円滑な推進に貢

献する。 

 令和７年度もテレワーク制度を着実に実施している。 

（令和３年 12 月：997 名、令和４年 12 月：1,242 名、令和５年 12

月：1,226名、令和６年 12月：1,327名、令和７年 12月：1,460名） 

 総務省他、各関係府省及び関係団体の主唱により実施してい

る「テレワーク月間」（令和７年 11 月）に参加。機構内で周知啓

発を実施した。 

 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、在宅勤務等を活用し

た出勤抑制が必要となり、令和２年１月に特例措置として適用

条件を大幅に緩和し適用した。 

 特例措置の開始から２年が経過後、機構において在宅勤務が

定着してきたため、DX の推進ともマッチした働き方改革の推

進、BCP 確保、個々の事情に応じたワークライフバランスの実

現等の観点から、更に当該制度を行いやすい環境整備を進め

るとともに、特例措置の下で大幅に増えた在宅勤務制度の実施

状況も踏まえた制度の改正（適用条件、取得可能回数、勤務場

所の緩和及びテレワーク手当の新設等により特例措置を終了）

を令和４年度に向けて令和３年度内に実施した。 

 選択的週休３日制の導入、育児介護休業法改正に伴う制度改

正（子の看護休暇の取得事由・対象年齢の拡大）、夏季休暇・

結婚休暇の取得期間の延長等の制度改正を令和７年度に実施

した。 

 令和７年５月に、えるぼし２つ星を獲得した。 

 契約事務手続きの迅速化とペーパレス化等のための電子契約

サービスについて、調達契約における令和２年度からの試行導

入結果を踏まえ、令和４年 11 月から正式に機構における各種

契約に適用とする電子契約サービスの導入を行った。令和５年

度からは有期雇用職員再雇用契約において電子契約を実施

し、令和６年度からは有期雇用職員雇用契約変更に関する協

議書にも導入し、更なる推進を図った。 

 デジタルトランスフォーメーション推進の取組により、業務効率

化を目指し、メールで行われていた一部の定型的な事務手続き

（「問い合わせ対応」や「備品の貸出」等）について、業務手順を

見直し、自動化アプリケーションを活用したフローを実装し、効
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率化を図った。また、旅費精算事務手続きの簡素化、効率化に

向け、処理業務フローを細かく確認の上、可能な範囲での手続

きのスリム化について検討し、添付を求めている証憑類（駅す

ぱあとの経路資料）について、令和８年度以降に一部削減する

方向で進めることとした。 

 法令に基づく届出・報告等の漏れ防止策として、業務タスク管理

アプリケーションの利活用を推進した。なお、利用イメージが不

足していた部署に対しては、同アプリケーションの機能や使い方

に関する個別説明会の開催など利便性等を説明し利用者の拡

大を図った。 

 各業務システムから取得される情報については、共通化した組

織コード等を基盤として、既に一部の可視化を進めており、これ

らを踏まえ、実際に必要とする情報や効果的な見せ方を検討

し、より活用しやすい可視化環境の方向性について整理を進め

た。また、可視化に必要となるデータ項目や連携方法について、

関係部署と調整を行いながら基盤整備に向けた要件の具体化

を進めた。 

 情報システム（電子決裁システム、勤務管理システム、財務会

計システム、資産管理システム、研究成果管理・公開システム、

知財管理システム、人事管理・評価システム）の組織コード及び

所管プロジェクトコードの共通化について、令和６年度に行った

事前調査の結果を踏まえて、マスタデータ管理とデータ連携プ

ラットフォームを中心とした全体構成を当面の方針として進め

た。 

 情報インフラの整備・更新・増強として、観測拠点ネットワークの

再構築、仮想基盤刷新、クラウド型 ID管理・認証基盤を核とした

認証基盤統合、スマートフォン環境整備、ML 移行対応に加え、

太陽フレアに伴う影響監視・耐障害性向上策の実施などの基盤

更新・クラウド移行を計画的に実施し、業務・研究開発環境の改

善を図った。 

 クラウドサービスの活用として、Adobe ライセンス認証、資産管

理システム、サイボウズガルーンのクラウド型 ID 認証拡大、脅

威メール隔離サービスの導入実施、メーリングリストのクラウド

移行、クラウドバックアップの増速と増量、権威 DNS サーバのク

ラウド対応による負荷分散と耐障害性向上を実施した。 

 生成AIガイドライン（令和７年７月制定）に基づき、Microsoft 365

サービスにおける生成 AI の業務利用を展開し、組織としての安

沿って業務を着実に実施し、十分

に目標を達成した。 
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全な利活用基盤を整備した。 

 ユニバーサルコミュニケーション研究所（けいはんな）拠点につ

いて、内線用スマートフォンの配布・展開を実施した。 

 電子申請（ワークフロー）への移行支援、アンケートフォーム

（Forms）の運用、クラウドサービスを活用して、業務環境のデジ

タルトランスフォーメーションを継続して推進した。 

また、「情報システムの整

備及び管理の基本的な方針」

（令和３年 12月 24日、デジタ

ル大臣決定 ） を踏まえ 、

Portfolio Management Office

（PMO）を中心に情報システ

ムの適切な整備及び管理を

行う。 

 PMO において、令和７年度の実施計画を作成し、令和６年度に

実施したアンケートのフォローアップに加え、18 システムに対し

てアンケートや改善提案を実施した。令和７年度においては、機

構全体の PMO が取り組むべきシステムについて費用面に焦点

を当てて分析し、改善計画策定に注力した。 

 

４．業務の効率

化 

４．業務の効率化 ＜評価の視点＞ 

 一般管理費及

び事業費の合

計について、

1.1％以上の効

率化を達成し

たか。 

 総人件費につ

いて、必要な

措置を講じた

か。 

 給与水準につ

いて、適切性を

検証し、必要に

応じて適正化

を図ったか。 

 給与水準の検

証結果等を公

表したか。 
 

＜指標＞ 

４．業務の効率化 

 

４．業務の効率化 

 

 一般管理費及び事業費の合計

については、毎年度平均で

1.1％の効率化となり、計画を達

成した。 

 総人件費については、政府と同

様に、国家公務員の給与体系

に準拠した給与制度維持のた

め、令和７年度においても、人

事院勧告等に基づく国家公務

員給与の改定を法人の給与に

反映した。 

 国家公務員の給与水準を考慮

しつつ、機構全体の給与水準を

検証し、給与水準の検証結果

や適正な給与水準の維持の取

組状況について、国民の理解

が得られるよう機構ホームペー

ジに公表している。 

 

運営費交付金を充当して行

う事業については、新規に追

加されるもの、拡充分等は除

外した上で、一般管理費及び

事業費の合計について、毎年

度平均で1.1％以上の効率化

を達成する。 

 運営費交付金を充当して行う事業については、新規に追加され

るもの、拡充分等（3.8億円（新規・拡充分6.0億円－廃止プロジェ

クト等分2.2億円））は除外した上で、一般管理費及び事業費の

合計について、1.1％以上の効率化を達成した 

【運営費交付金算定式の概要】 

 当年度運営費交付金＝（前年度当初予算額（※１）＋前年度自

己収入（※２）   －廃止プロジェクト等（※３）   ）×効率化

係数＋新規・拡充－当年度自己収入（※４） 

 令和７年度  30,050,000 千円＝ （  30,013,988 ＋ 136,908     

－ 220,916  ）× 0.989  ＋ 599,849 － 150,599 

 

※１：令和６年度予算額 

※２：令和６年度自己収入（136,908）＝令和５年度自己収入

実績額（124,462）×1.1（調整係数） 

※３：令和６年度で終了した委託研究 

※４：令和７年度自己収入（150,599）＝令和６年度自己収入

（136,908）×1.1（調整係数） 

※自己収入・・・知財許諾に伴う実施料（ランニングロイヤリ

ティ、一時金、年間利用料等） 



自己評価書 No.8 
 

332 

 

総人件費については、政府

の方針に従い、必要な措置を

講じる。その際、給与水準に

ついては、「独立行政法人改

革等に関する基本的な方針」

（平成25年12月24日閣議決

定）を踏まえ、検証を行った上

で、適正な水準を維持すると

ともに、その検証結果や取組

状況を公表する。 

 一般管理費及

び事業費の合

計の効率化状

況（％） 

 

 総人件費については、政府と同様に、国家公務員の給与体系

に準拠した給与制度維持のため、令和６年度においても、人事

院勧告等に基づく国家公務員給与の改定を法人の給与に反映

した。 

 国家公務員の給与水準を考慮しつつ、機構全体の給与水準を

検証し、給与水準の検証結果や適正な給与水準の維持の取組

状況について、国民の理解が得られるよう「国立研究開発法人

情報通信研究機構の役職員の報酬・給与等」として機構ホーム

ページに公表している。 

 令和７年度法人の給与水準（ラスパイレス指数） 

（研究職員(230人)） 

対国家公務員（研究職）   106.6 （対前年比 ＋5.4ポイント） 

（事務・技術職員(184人)） 

対国家公務員（行政職（一）） 95.5 （対前年比 ＋３ポイント） 

以上のように、業務の効率化に

ついて、年度計画に沿って業務を

着実に実施し、十分に目標を達

成した。 

５．組織体制の

見直し 

５．組織体制の見直し ＜評価の視点＞ 

 機構の本部・

各拠点におけ

る研究等の組

織体制の見直

しを不断に行

い、効率的・効

果的な組織運

営を実現した

か。 

 恒久的な基金

である情報通

信研究開発基

金の適正な管

理・運用に努

めるとともに、

研究開発成果

を最大化する

ための体制整

備を行ったか。 

 分野横断的な

取組や外部と

の連携が必要

５．組織体制の見直し 

 

５．組織体制の見直し 

 

 効率的・効果的な組織運営の

実現を目指し、経営資源と成果

を可視化するため、令和４年度

に開発、運用開始した経営管理

システムの更新を行った。 

 機構の研究開発成果の実装を

加速するため、令和７年度にそ

の枠組みの一つである技術研

究組合の設立等に必要な機構

内の規程及び手続を整備し、

「産業用無線技術研究組合」の

設立に貢献した。 

 

以上のように、組織体制の見

直しについて、年度計画に沿って

業務を着実に実施し、十分に目

標を達成した。 

研究開発成果の最大化そ

の他の業務の質の向上を実

現するため、機構の本部・各

拠点における研究等の組織

体制の見直しを不断に行う。

組織体制の見直しに際して

は、研究開発成果を最大化

するための機能に係る組織

の役割及びマネジメント体制

を明確化することで効率的・

効果的な組織運営を実現す

る。引き続き情報通信研究開

発基金の適正な管理・運用に

一層努めるとともに、資金配

分機関としての機能強化に取

り組み、必要に応じて、研究

開発成果を最大化するため

の体制の見直しを行う。 

 効率的・効果的な組織運営の実現を目的として、経営資源（人

材、予算、施設、設備）と成果（研究成果、知財）を可視化するた

め開発を継続している経営管理システムについて機能拡張を実

装した。 

 機構の研究開発成果の社会実装を加速する枠組みの一つであ

る技術研究組合の設立等に必要な機構内の規程及び手続きを

整備し、「産業用無線技術研究組合」の設立に貢献した。 

 情報通信研究開発基金を活用した革新的情報通信技術

（Beyond 5G（6G））基金事業では、委託研究が終了した財産の

有効活用を進めるため、迅速な処理を行うための体制を総合プ

ロデュースオフィス内に整備した。 

 

また、オープンイノベーショ

ン創出に向けて産学官連携

の強化を促進するため、分野

 研究推進体制の整備については、機構内のオープンな意見交

換会や検討会を通じ、新たな価値の創造や機構内の活性化の

推進を目的としたスキーム「NEXT」について、次期中長期計画
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横断的な取組や外部との連

携が必要な研究開発課題に

対しては、機動的に研究課題

の設定や研究推進体制の整

備を行う。 

な研究開発課

題に対して、機

動的に研究課

題の設定や研

究推進体制の

整備を行った

か。 

の柱となる研究プロジェクトの創出に向けた研究トラック６件と機

構内の業務の改善や研究環境の向上につなげる組織強靭化ト

ラック３件を推進し、各プロジェクトの成果を実施報告書として取

り纏め、全職員向けの成果報告会を実施した（再掲）。 

＜課題と対応＞ 

【令和６年度評価総務省国立研究開発法人審議会の意見】 

 

（課題） 

「効率的・効果的な組織運営の実現を目指し、経営資源と成果を可視化するため、令和４年度に開発、運用開始した経営管理システムの更新」がどの程度業務運営に

貢献しているのか、どの頻度で更新が必要なのか、維持管理コストに見合うのか、といったところが不明。 

（対応） 

機構の経営資源（⼈材、予算、施設・設備、研究成果・知財）はそれぞれの既存システムで管理されており、様々な視点から NICTの資源情報を見える化することで経営

判断につなげる取組を進めています。 

また、維持管理コストを最小限に抑えられるよう、API化を含めたデータ連携の仕組みを活用しています。 

 

（課題） 

機構の業務は、法令等に従い適正に実施され、また、中長期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されているものと認められる。業務運営の効率化に向

けて、業務改革及び DXの推進の取組を更に進めていくことが望ましい。 

（対応） 

機構の業務実施においては、業務管理アプリ等の積極的な活用やこれに伴う必要な業務の見直しを進め、業務の効率化・自動化による業務負担の軽減を図るなど、

業務の適正な運営、効率化に向けて引き続き業務改革及び DXの推進に取り組んでいます。 
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中長期目標・中長期計画 

中長期目標 中長期計画 

Ⅳ. 業務運営の効率化に関する事項 Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１．機動的・弾力的な資源配分 

NICT の役員は、研究開発の最大限の成果を確保することを目的とした

国立研究開発法人制度の趣旨を踏まえ、研究開発に係る機動的かつ弾力

的な資源配分の決定を行うものとする。そのため、NICT 内部で資源獲得

に対する競争的な環境を醸成し、研究開発成果（研究開発成果の普及や

社会実装を目指した取組実績を含む。）に対する客観的な評価に基づき、

適切な資源配分を行うものとする。 

また、外部への研究開発の委託については、NICT が自ら行う研究開発

と一体的に行うことでより効率化が図られる場合にのみ実施することとし、

委託の対象課題の一層の重点化を図ることで機構全体の資源配分の最

適化を図るものとする。 

なお、資源配分の決定に際しては、NICT が定常的に行うべき業務や長

期的に維持すべき研究開発体制（若手研究者の育成を含む。）に対しては

十分に配慮するものとする。 

加えて、客観的な評価に当たっては、外部の専門家・有識者を活用する

等適切な体制を構築するとともに、評価結果をその後の事業改善にフィー

ドバックする等、PDCAサイクルを強化するものとする。 

１．機動的・弾力的な資源配分 

研究開発の最大限の成果を確保することを目的とした国立研究開発法人制度の趣旨を踏ま

え、機構内外の情勢に応じた機動的・弾力的な資源配分を行う。 

資源配分は、基本的には研究開発成果（研究開発成果の普及や社会実装を目指した取組実

績を含む。）に対する客観的な評価に基づき実施する。評価に当たっては、客観性を保てるよ

う、外部の専門家・有識者を活用する等、適切な体制を構築するとともに、評価結果をフィード

バックすることにより、PDCAサイクルの強化を図る。 

なお、資源配分の決定に際しては、機構が定常的に行うべき業務や長期的に維持すべき研

究開発体制の構築（若手研究者の育成を含む。）に配慮する。 

また、外部への研究開発の委託については、機構が自ら行う研究開発と一体的に行うことで

より効率化が図られる場合にのみ実施することとし、委託の対象課題の一層の重点化を図る。 

委託研究に関する客観的評価に当たっては、外部有識者による事前評価、採択評価、中間

評価、終了評価、追跡評価等を踏まえ、PDCA サイクルを着実に回し、社会的課題の変化等に

柔軟に対応した研究を推進する。 

２．調達等の合理化 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27

年５月 25 日、総務大臣決定）に基づき、事務・事業の特性を踏まえ、マネ

ジメントサイクル（PDCAサイクル）により、公正性・透明性を確保しつつ、自

律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むものとする。 

２．調達等の合理化 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日、総務

大臣決定）に基づき策定した「調達等合理化計画」を着実に実施し、公正性・透明性を確保しつ

つ、迅速かつ効率的な調達の実現を図る。 

３．テレワーク等による働き方改革及び業務の電子化の促進 

ウィズコロナ・ポストコロナ時代においてもテレワーク、ローテーション勤

務、時差出勤等を積極的に活用し、コミュニケーションの活性化、業務の効

率化、働き方改革に努めるとともに、電子化の促進等により事務手続きの

簡素化・迅速化を図る。 

また、「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和３年 12 月

24 日、デジタル大臣決定）を踏まえ、PMO（Portfolio Management Office）

の設置等の体制整備を行うとともに、情報システムの適切な整備及び管理

を行う。 

３．テレワーク等による働き方改革及び業務の電子化の促進 

ウィズコロナ、ポストコロナ時代においても業務の継続を可能とするリモートワークツールの整

備としてテレワーク環境を整備し、リモートでのコミュニケーション確保のためチャットツール及び

ウェブ会議システム等の活用をすすめ、コミュニケーションの活性化をはかる等機構におけるデ

ジタルトランスフォーメーション推進のための取組を進める。より多様で柔軟な仕事環境を実現

するための環境整備を進め、働き方改革に努める。業務の電子化を促進し事務手続きの簡素

化をはかり研究開発業務の円滑な推進に貢献する。 

また、「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和３年 12 月 24 日、デジタル大臣

決定）を踏まえ、PMO（Portfolio Management Office）の設置等の体制整備を行うとともに、情報

システムの適切な整備及び管理を行う。 
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４．業務の効率化 

運営費交付金を充当して行う事業については、新規に追加されるもの、

拡充分等は除外した上で、一般管理費及び事業費の合計について、毎年

度平均で 1.1％以上の効率化を達成するものとする。 

また、総人件費については、政府の方針に従い、必要な措置を講じるも

のとする。その際、給与水準については、「独立行政法人改革等に関する

基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）を踏まえ、検証を行った

上で、適正な水準を維持するとともに、その検証結果や取組状況を公表す

るものとする。 

４．業務の効率化 

運営費交付金を充当して行う事業については、新規に追加されるもの、拡充分等は除外した

上で、一般管理費及び事業費の合計について、毎年度平均で 1.1％以上の効率化を達成する。 

総人件費については、政府の方針に従い、必要な措置を講じる。その際、給与水準について

は、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25年 12月 24日閣議決定）を踏まえ、

検証を行った上で、適正な水準を維持するとともに、その検証結果や取組状況を公表する。 

５．組織体制の見直し 

研究開発の成果の最大化及び適正、効果的かつ効率的な業務運営の

一層の確保を図るため、NICT の本部・各拠点における研究等の組織体制

の不断の見直しを図るものとする。特に、重点研究開発課題の研究成果

の最大化が図れるよう、研究開発の推進スキーム、推進体制の柔軟な設

定、及び研究者の育成・確保について見直しを図るものとする。 

また、組織体制の見直しに際しては、研究開発成果を最大化するため

の機能に係る組織の役割及びマネジメント体制を明確化することで効率

的・効果的な組織運営を実現するものとする。 

５．組織体制の見直し 

研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上を実現するため、機構の本部・各拠点にお

ける研究等の組織体制の見直しを不断に行う。組織体制の見直しに際しては、研究開発成果を

最大化するための機能に係る組織の役割及びマネジメント体制を明確化することで効率的・効

果的な組織運営を実現する。さらに、恒久的な基金である情報通信研究開発基金の設置に際

しても、基金の適正な管理・運用に一層努めるとともに、研究開発成果を最大化するための体

制整備を行う。 

また、オープンイノベーション創出に向けて産学官連携の強化を促進するため、分野横断的

な取組や外部との連携が必要な研究開発課題に対しては、機動的に研究課題の設定や研究

推進体制の整備を行う。 
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国立研究開発法人情報通信研究機構 令和７年度の業務実績に関する項目別自己評価書（No.9 財務内容の改善に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

中長期目標の当該項目 Ⅴ．財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行

政事業レビュー 

行政事業レビューシート **** 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終年度値） 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積

値等、必要な情報 

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標・中長期計画（リンク先へ） 

中長期計画

(小項目) 

年度計画 主な評価指標 法人の業務実績等 自己評価 

Ⅲ 予算計画（人

件費の見積もり

を含む。）、収支

計画及び資金計

画 

Ⅲ 予算計画（人件費の見積

もりを含む。）、収支計画及び

資金計画 

 

予算計画 

収支計画 

資金計画 

  評定 B 

予算計画、収支計画及び資金

計画に基づき、以下のように適切

に運営を行い、十分に目標を達成

したと認め、評定を「B」とした。 

１．一般勘定 １．一般勘定 ＜評価の視点＞ 

 運営費交付金

を充当して行う

事 業 に つ い

て、適切に、計

画の予算及び

収支計画を作

１．一般勘定 １．一般勘定 

 運営費交付金を充当して行う事

業については、「Ⅱ 業務運営の

効率化に関する目標を達成する

ためとるべき措置」で示した事項

について配慮し、特許料収入等

の自己収入及び競争的資金等

運営費交付金を充当して

行う事業については、「Ⅱ 業

務運営の効率化に関する目

標を達成するためとるべき措

置」で示した事項について配

慮し、特許料収入等の自己収

 運営費交付金を充当して行う事業については、「Ⅱ 業務運営

の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」で示した

事項について配慮し、特許料収入等の自己収入及び競争的資

金等の外部資金については、令和６年度の実績等を勘案し、適

正な収入を見込んだ上で、令和７年度予算計画を作成し、当該

計画による運営を行った。なお、 
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入及び競争的資金等の外部

資金の適正な収入を見込ん

だ上で、年度の予算計画及び

収支計画を作成し、当該予算

計画及び収支計画による運

営を行う。なお、収益化単位

の業務ごとに予算と実績を管

理し、目標と評価の単位であ

る事業等のまとまりごとに、財

務諸表にセグメント情報を開

示する。また、事業等のまと

まりごとに予算計画及び執行

実績を明らかにし、著しい乖

離がある場合にはその理由

を決算書において説明する。 

その他、保有資産について

は、不断の見直しを行うととも

に有効活用を推進し、不要財

産は国庫納付する。 

成し、当該予

算及び収支計

画による運営

を行ったか。 

 収益化単位の

業務ごとに予

算と実績を管

理したか。 

 事業等のまと

まりごとに財務

諸表にセグメン

ト情報を開示

し、また、予算

計画及び執行

実績を明らか

にし、著しい乖

離がある場合

にはその理由

を決算書にて

説明したか。 

 保有資産につ

いては不断の

見直しを行うと

ともに有効活

用を推進し、不

要財産は国庫

納付したか。 

イ：特許料収入は、特許料収入は、予算額110百万円に対し

て、決算額122百万円であった。 

ロ：競争的資金等の外部資金を含んだ受託収入は、予算額 

20,312百万円に対して、決算額23,489百万円であった。 

 収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理し、目標と評価の単

位である事業等のまとまりごとに、財務諸表にセグメント情報を

開示している。また、事業等のまとまりごとに予算計画及び執行

実績を明らかにし、著しいかい離がある場合にはその理由を決

算報告書にて説明した。 

 施設・設備等保有資産については、棚卸等により不断の見直し

を行い、引き続き有効活用を推進した。なお、国庫納付について

は、「V．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産が

ある場合には、当該財産の処分に関する計画」に掲げた、鹿島

宇宙技術センターの一部国庫納付に向けて既存施設のうち、不

要な施設の撤去作業を実施し、現物国庫納付した。 

の外部資金については、令和６

年度の実績等を勘案し、適正な

収入を見込んだ上で、令和７年

度予算計画を作成し、当該計画

による運営を行った。 

 収益化単位の業務ごとに予算と

実績を管理し、目標と評価の単

位である事業等のまとまりごと

に、財務諸表にセグメント情報を

開示している。また、事業等のま

とまりごとに予算計画及び執行

実績を明らかにし、著しいかい離

がある場合にはその理由を決算

報告書にて説明した。 

 施設・設備等保有資産について

は、棚卸等により不断の見直し

を行い、引き続き有効活用を推

進している。 

なお、国庫納付については、「V．

不要財産又は不要財産となるこ

とが見込まれる財産がある場合

には、当該財産の処分に関する

計画」のうち、鹿島宇宙技術セン

ターについては、一部国庫納付

に向け、既存施設の撤去・解体

作業を実施し、現物国庫納付し

た。債務保証等の保有財産につ

いては、残余財産を国庫納付し

た。 

 

以上のように、一般勘定につい

て、年度計画に沿って業務を着実

に実施し、十分に目標を達成し

た。 

 

２．自己収入等

の拡大 

２．自己収入等の拡大 

 

＜評価の視点＞ 

 知的財産の活

２．自己収入等の拡大 ２．自己収入等の拡大 

 知的財産の活用による知財収入
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機構が創出・保有する知的

財産の活用により知的財産

収入の増大に取り組む。ま

た、競争的資金等の外部資

金のより一層の獲得のため、

公募情報の周知、着実な事

務処理とその迅速化に努め

る。 

資金受入型共同研究につ

いて、研究部門の参考となる

ミニセミナーを機構内で開催

するなど、拡大に向けて取り

組む。 

用により知的

財産収入の増

加を図ったか。 

 競争的資金等

の外部資金の

増加に努めた

か。 

 資金受入型共

同研究の拡大

を図ったか。 

 知的財産の活用による知財収入の増大に向けて、技術移転推

進担当者と研究所・研究者及び関連部署が連携して企業に対

する技術シーズ情報の発信や技術移転契約の交渉を進め、知

的財産の活用促進を図った。具体的には、JST との共催による

NICT 新技術説明会の開催（10/2 オンライン）、Interop TOKYO 

2025（6/11-13、@幕張）への参加、社会実装の促進に取り組む

機構内の複数部署が連携した研究成果展開サポートグループ

としての活動（研究者向けのワンストップ相談会や関連セミナー

開催等）、Web を活用した情報発信等に取り組んだ。なお、新規

技術移転契約件数は９件、技術移転契約件数は 121 件、技術

移転収入は 121.741 千円であった。前年度に比べると契約件数

及び技術移転収入はやや減少である。 

 受託研究・研究助成金等の外部資金獲得額は、11,467 百万円

となった。外部資金の増加に向けては、外部資金獲得に関する

説明会や科研費説明会の開催、「外部資金獲得推進制度」によ

る追加資金の配分などに取り組んだ。 

 資金受入型共同研究については、130 百万円となった。企業等

からの資金受入型共同研究の拡大の取組としては、説明会を

実施し、情報交換のためのセミナーを実施した。 

の増大に向けて、技術移転推進

担当者と研究所・研究者及び関

連部署が連携して企業に対する

技術シーズ情報の発信や技術

移転契約の交渉を進め、知的財

産の活用促進を図った。 

 外部資金の増加に向けては、外

部資金獲得に関する説明会や科

研費説明会の開催、「外部資金

獲得推進制度」による追加資金

の配分などに取り組んだ。 

 

以上のように、自己収入等の拡

大について、年度計画に沿って業

務を着実に実施し、十分に目標を

達成した 

 

３．基盤技術研

究促進勘定 

３．基盤技術研究促進勘定 

 

＜評価の視点＞ 

 業務経費の低

減化を図るとと

もに、繰越欠

損金の着実な

縮減に努めた

か。 

３．基盤技術研究促進勘定 ３．基盤技術研究促進勘定 

 書面調査等を実施し収益納付・

売上納付の回収を適切に進めた

こと及び業務経費の低減維持に

努めることで繰越欠損金を着実

に縮減した。 

 

以上のように、基盤技術研究促

進勘定について、年度計画に沿っ

て業務を着実に実施し、十分に目

標を達成した。 

 

民間基盤技術研究促進業

務については、これまでの事

業の実施状況について、でき

る限り定量的に検証・分析

し、今後の対応等を含め公表

する。また、既往の委託研究

締結案件に関して、研究開発

成果の事業化や売上等の状

況把握を行い、収益納付・売

上納付の回収を引き続き進

めること、業務経費の低減化

を進めることにより、繰越欠

損金の着実な縮減に努める。 

 これまでの事業の実施状況に関して調査を実施した結果等に

ついては当機構サイトに掲載し公開を継続している。 

 既往の委託研究締結案件に関しては、研究成果の事業化や売

上等の状況把握を行うため、年度毎に策定している「民間基盤

技術研究促進業務における売上（収益）納付金回収のための実

施方針」に基づき、書面調査等を実施し、収益納付・売上納付

の回収を適切に進めた。 

 また、業務経費の低減維持に努めることで繰越欠損金を着実に

縮減した。 

 

４．債務保証勘

定 

４．債務保証勘定 ＜評価の視点＞ 

 基金を適正に

４．債務保証勘定 

 

４．債務保証勘定 

 令和５年度末で債務保証勘定の
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（令和６年度に債務保証勘

定は廃止し、信用基金を清

算） 

運用するととも

に、信用基金

の清算を着実

に実施したか。 

 信用基金の運

用益の最大化

を図ったか。 

 令和５年度末で債務保証勘定の業務は廃止し、残余財産は令

和６年度に国庫納付して同勘定を廃止し、信用基金を清算し

た。 

業務は廃止し、残余財産は令和

６年７月８日に国庫納付して同勘

定を廃止し、信用基金を清算し

た。 

 

以上のように、債務保証勘定に

ついて、年度計画に沿って業務を

着実に実施し、十分に目標を達成

した。 

５．出資勘定 ５．出資勘定 ＜評価の視点＞ 

 業務経費の低

減化を図るとと

もに、出資金

の最大限の回

収 に 努 め た

か。 

５．出資勘定 ５．出資勘定 

 これまでの事業の実施状況に関

して調査を実施した結果等につ

いては当機構サイトに掲載し公

開を継続している。また、業務経

費の低減維持に努めることで繰

越欠損金を着実に縮減した。 

 出資先法人のうち、株式保有中

の２社については、年度決算や

中間決算の報告等を通じて経営

内容・事業計画等の把握に努め

た。今期においては物価高の影

響もある中で、２社とも黒字を確

保した。 

 

以上のように、出資勘定につい

て、年度計画に沿って業務を着実

に実施し、十分に目標を達成し

た。 

 

出資継続業務（国立研究

開発法人情報通信研究機構

法の一部を改正する等の法

律（令和５年法律第 87 号）附

則第３条第２項）については、

これまでの事業の実施状況

に関して、できる限り定量的

に検証・分析し、今後の対応

等も含め公表する。また、引

き続き業務経費の低減化に

努めること、毎年度の決算、

中間決算の報告等を通じて、

各出資先法人の経営内容・

状況の把握に努め、経営状

況に応じて、必要があれば事

業運営の改善を求めることに

より、出資金の最大限の回収

に努める。加えて、配当金の

着実な受取に努める等、繰越

欠損金の着実な縮減に努め

る。 

 これまでの事業の実施状況に関して調査を実施した結果等に

ついては当機構サイトに掲載し公開を継続している。 

 また、業務経費の低減維持に努めることで繰越欠損金を着実に

縮減した。 

 旧通信・放送機構が直接出資し機構が承継した法人のうち、株

式保有中の２社については、年度決算や中間決算の報告等を

通じて経営内容・事業計画等の把握に努めた。 

 今期においては物価高の影響もある中で、２社とも黒字を確保

した。 

 出資により取得した株式がその取得価格以上の適正な価格と

なるよう、配当の是非も含め適時に協議を行った。 

 

Ⅳ 短期借入金

の限度額 

Ⅳ 短期借入金の限度額 ＜評価の視点＞ 

 短期借入金に

ついて、借入

があった場合、

借り入れ理由

や借入額等は

Ⅳ 短期借入金の限度額 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

 

該当なし。 年度当初における国から

の運営費交付金の受入れが

最大限３ヶ月遅延した場合に

おける機構職員への人件費

 該当なし。 
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の遅配及び機構の事業費支

払い遅延を回避するため、短

期借入金を借り入れることが

できることとし、その限度額を

29億円とする。 

適切なものと

認められるか。 

Ⅴ 不要財産又

は不要財産とな

ることが見込ま

れる財産がある

場合には、当該

財産の処分に関

する計画 

Ⅴ 不要財産又は不要財産と

なることが見込まれる財産が

ある場合には、当該財産の処

分に関する計画 

＜評価の視点＞ 

 不要資産につ

いて、適切に

対応を行った

か。 

Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場

合には、当該財産の処分に関する計画 

 

Ⅴ 不要財産又は不要財産となる

ことが見込まれる財産がある場合

には、当該財産の処分に関する計

画 

 鹿島宇宙技術センターの一部に

ついて、土地、建物及び工作物

等を令和７年 10月６日に現物国

庫納付した。 

別表４に掲げる鹿島宇宙

技術センターの一部の国庫

納付を行う。 

（別表４） 
 

不要財産

と認められ

る具体の

財産 

処分時期 納付方法 

（１）鹿島宇

宙技術セン

ターの一部

（土地、建

物及び工作

物等） 

令和７年度 土地、建

物及び工

作 物 等

（現物納

付） 

 鹿島宇宙技術センターの一部について、土地、建物及び工作物

等を令和７年 10月６日に現物国庫納付した。 

Ⅵ  前号に規定

する財産以外の

重要な財産を譲

渡し、又は担保

に供しようとする

ときは、その計

画 

Ⅵ 前号に規定する財産以外

の重要な財産を譲渡し、又は

担保に供しようとするときは、

その計画 

― Ⅵ 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとするときは、その計画 

 

Ⅵ 前号に規定する財産以外の重

要な財産を譲渡し、又は担保に供

しようとするときは、その計画 

 

該当なし。 なし。  該当なし。 

Ⅶ 剰余金の使

途 

Ⅶ 剰余金の使途 ＜評価の視点＞ 

剰余金が発生

したときは、利益

または損失につ

いて適切に処理

されたか。 

Ⅶ 剰余金の使途 

 

Ⅶ 剰余金の使途 

 

該当なし・ １ 重点的に実施すべき研究

開発に係る経費 

２ 広報や成果発表、成果展

示等に係る経費 

３ 知的財産管理、技術移転

 該当なし。 
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促進等に係る経費 

４ 職場環境改善等に係る経

費 

５ 施設の新営、増改築及び

改修等に係る経費 

＜課題と対応＞ 

【令和６年度評価総務省国立研究開発法人審議会の意見】 

 

（課題） 

外部資金獲得・技術移転を担う専門的人材層の育成を強化してほしい。知財取得・維持の判断を現場に委任する運用改善が進められ、コスト抑制効果もみられている

が、一方で、研究者にとって負担増などが発生していないかを確認してほしい。 

（対応） 

セミナーや研修などを実施し専門人材の育成に取り組んでいます。また、知財担当部署と研究現場が連携し研究者の意見や要望に注意しながら、知財取得・維持を現

場が主体的に判断する運用の定着と改善に取り組んでいます。 
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中長期目標・中長期計画 

中長期目標 中長期計画 

Ⅴ. 財務内容の改善に関する事項 Ⅲ 予算計画（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画については、次のとおりとする。 

予算計画 

収支計画 

資金計画 

１．一般勘定 

運営費交付金を充当して行う事業については、「Ⅳ 業務運営の効率化に

関する事項」で示した事項について配慮し、特許料収入等の自己収入及び

競争的資金等の外部資金の適正な収入を見込んだ上で、中長期計画の予

算及び収支計画を作成し、当該予算及び収支計画による運営を行うものと

する。 

また、独立行政法人会計基準の改定（平成 12 年２月 16 日独立行政法人

会計基準研究会策定、令和２年３月 26 日改訂）等により、運営費交付金の

会計処理として、業務達成基準による収益が原則とされたことを踏まえ、収

益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築する。 

その他、保有資産については不断の見直しを行うとともに有効活用を推進

し、不要財産は国庫納付するものとする。 

１．一般勘定 

運営費交付金を充当して行う事業については、「Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置」で示した事項について配慮し、特許料収入等の自己収入及び競争的資

金等の外部資金の適正な収入を見込んだ上で、中長期目標期間中の予算計画及び収支計画

を作成し、当該予算計画及び収支計画による運営を行う。なお、収益化単位の業務ごとに予算

と実績を管理し、目標と評価の単位である事業等のまとまりごとに、財務諸表にセグメント情報

を開示する。また、事業等のまとまりごとに予算計画及び執行実績を明らかにし、著しい乖離が

ある場合にはその理由を決算書において説明する。 

その他、保有資産については、不断の見直しを行うとともに有効活用を推進し、不要財産は

国庫納付する。 

２．自己収入等の拡大 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣

議決定）において、「法人の増収意欲を増加させるため、自己収入の増加が

見込まれる場合には、運営費交付金の要求時に、自己収入の増加見込額を

充てて行う新規業務の経費を見込んで要求できるものとし、これにより、当該

経費に充てる額を運営費交付金の要求額の算定に当たり減額しないことと

する。」とされていることも踏まえ、保有する知的財産について、保有コストの

適正化を図るとともに、技術移転活動の活性化による知的財産収入の増加

や、競争的資金や資金受入型共同研究による外部資金等の増加に努めるも

のとする。その際、これまで収入が見込めなかった分野について、中長期目

標期間の平均年間知的財産収入が前中長期目標期間よりも増加となること

を目指すものとする。 

２．自己収入等の拡大 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25年 12月 24日閣議決定）において、

「法人の増収意欲を増加させるため、自己収入の増加が見込まれる場合には、運営費交付金

の要求時に、自己収入の増加見込額を充てて行う新規業務の経費を見込んで要求できるもの

とし、これにより、当該経費に充てる額を運営費交付金の要求額の算定に当たり減額しないこ

ととする。」とされていることも踏まえ、保有する知的財産について、保有コストの適正化を図る

とともに、技術移転活動の活性化による知的財産収入の増加や、競争的資金や資金受入型共

同研究による外部資金等の増加に努めるものとする。その際、これまで収入が見込めなかった

分野について、中長期目標期間の平均年間知的財産収入が前中長期目標期間よりも増加とな

ることを目指すものとする。 

３．基盤技術研究促進勘定 

民間基盤技術研究促進業務については、これまでの事業の実施状況に関

して、できる限り定量的に検証・分析し、今後の対応等も含め公表するものと

する。また、既往の委託研究締結案件に関して、研究開発成果の事業化や

売上等の状況把握を行い、収益納付・売上納付の回収を引き続き進めるこ

３．基盤技術研究促進勘定 

民間基盤技術研究促進業務については、これまでの事業の実施状況に関して、できる限り

定量的に検証・分析し、今後の対応等も含め公表するものとする。また、既往の委託研究締結

案件に関して、研究開発成果の事業化や売上等の状況把握を行い、収益納付・売上納付の回
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と、業務経費の低減化を進めることにより、繰越欠損金の着実な縮減に努め

るものとする。 

なお、償還期限を迎えた保有有価証券に係る政府出資金については、国

庫納付を行うこととする。 

収を引き続き進めること、業務経費の低減化を進めることにより、繰越欠損金の着実な縮減に

努める。 

基盤技術研究促進勘定において、令和２年度末に償還期限を迎えた保有有価証券に係る政

府出資金 15億円については、令和３年度第１四半期中を目処として国庫納付する。 

４．債務保証勘定 

各業務の実績を踏まえるとともに、信用基金の清算を着実に実施する。債

務保証業務については、財務内容の健全性を確保するため、債務保証の決

定に当たり、資金計画や担保の確保等について多角的な審査・分析を行い、

保証範囲や保証料率については、リスクを勘案した適切な水準とするものと

する。また、保証債務の代位弁済、利子補給金及び助成金交付の額は同基

金の運用益及び剰余金の範囲内に抑えるように努めるものとする。なお、こ

れらに併せて、信用基金を清算するまで運用益の最大化を図るものとする。 

国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正する等の法律（令

和５年法律第 87 号）附則第３条第４項の規定に基づき、債務保証勘定の残

余財産を国庫納付し、同勘定を廃止するものとする。 

４．債務保証勘定 

各業務の実績を踏まえ基金を適正に運用するとともに、信用基金の清算を着実に実施する。 

債務保証業務については、財務内容の健全性を確保するため、債務保証の決定に当たり、

資金計画や担保の確保等について多角的な審査・分析を行い、保証範囲や保証料率について

は、リスクを勘案した適切な水準とする。 

また、保証債務の代位弁済、利子補給金及び助成金交付の額は同基金の運用益及び剰余

金の範囲内に抑えるように努める。 

これらに併せて、信用基金を清算するまで運用益の最大化を図る。 

国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正する等の法律（令和５年法律第 87

号）附則第３条第４項の規定に基づき、債務保証勘定の残余財産を国庫納付し、同勘定を廃止

するものとする。 

５．出資勘定 

出資業務（令和６年度以降は国立研究開発法人情報通信研究機構法の

一部を改正する等の法律（令和５年法律第 87号）附則第３条第２項に規定す

る出資継続業務）については、これまでの事業の実施状況に関して、できる

限り定量的に検証・分析し、今後の対応等も含め公表するものとする。また、

引き続き業務経費の低減化に努めること、毎年度の決算、中間決算の報告

等を通じて、各出資先法人の経営内容・状況の把握に努め、経営状況に応

じて、必要があれば事業運営の改善を求めることにより、出資金の最大限の

回収に努める。加えて、配当金の着実な受取に努めるなど、繰越欠損金の

着実な縮減に努めるものとする。 

５．出資勘定 

出資業務（令和６年度以降は国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正する等

の法律（令和５年法律第 87 号）附則第３条第２項に規定する出資継続業務）については、これ

までの事業の実施状況に関して、できる限り定量的に検証・分析し、今後の対応等も含め公表

するものとする。また、引き続き業務経費の低減化に努めること、毎年度の決算、中間決算の

報告等を通じて、各出資先法人の経営内容・状況の把握に努め、経営状況に応じて、必要があ

れば事業運営の改善を求めることにより、出資金の最大限の回収に努める。加えて、配当金の

着実な受取に努める等、繰越欠損金の着実な縮減に努める。 

 Ⅳ 短期借入金の限度額 

年度当初における国からの運営費交付金の受入れが最大限３ヶ月遅延した場合における機

構職員への人件費の遅配及び機構の事業費支払い遅延を回避するため、短期借入金を借り

入れることができることとし、その限度額を 29億円とする。 

 Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に

関する計画 

別表４に掲げる基盤技術研究促進勘定における不要財産、鹿島宇宙技術センターの一部及

び債務保証勘定における不要財産について、国庫納付を行う。 

 Ⅵ 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その

計画 

なし。 

 Ⅶ 剰余金の使途 
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１ 重点的に実施すべき研究開発に係る経費 

２ 広報や成果発表、成果展示等に係る経費 

３ 知的財産管理、技術移転促進等に係る経費 

４ 職場環境改善等に係る経費 

５ 施設の新営、増改築及び改修等に係る経費 
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国立研究開発法人情報通信研究機構 令和７年度の業務実績に関する項目別自己評価書（No.10 その他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

中長期目標の当該項目 Ⅵ．その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行

政事業レビュー 

行政事業レビューシート **** 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終年度値） 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積

値等、必要な情報 

研究成果に関する報道発表の掲

載率 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績等、年度評価に係る自己評価 

中長期目標・中長期計画（リンク先へ） 

中長期計画

(小項目) 

年度計画 主な評価指標 法人の業務実績等 自己評価 

Ⅷ その他主務

省令で定める

業務運営に関

する事項 

Ⅷ その他主務省令で定める

業務運営に関する事項 

  評定 B 

その他主務省令で定める業務

運営に関する事項については、

年度計画に沿って以下のように

適切に運営を行い、十分に目標

を達成したと認め、評定を「B」と

した。 

１．施設及び設

備に関する計

画 

１．施設及び設備に関する計

画 

＜評価の視点

＞ 

 施設及び設備

の効率的な維

１． 施設及び設備に関する計画 １．施設及び設備に関する計画 

 中長期計画に基づき、本部及

び各拠点における施設・整備の

の更新・改修・整備を適切に実
中長期計画に基づき、別

表５に掲げる本部及び各拠

 中長期計画に基づき、本部及び各拠点における施設・設備の更

新・改修・整備を下記のとおり執行した。 
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点における施設・設備の更

新・改修、整備を実施する。 

 

令和７年度施設及び設備に

関する計画（一般勘定） 

持・整備を適

切に実施した

か。 

（単位：百万円） 

件 名 執行額 

運営費交付金 788 

本部電気設備（照明 LED）更新工事 188 

未来 ICT研究所電気設備（照明 LED）更新工事 56 

本部電気設備改修工事 29 

本部機械設備更新工事 150 

けいはんな本館機械設備更新工事 80 

未来 ICT研究所機械設備更新工事 66 

鹿島宇宙技術センター電気設備改修工事 36 

鹿島宇宙技術センター外壁改修工事 32 

各所設計・調査業務 28 

次期中長期修繕計画調査及び計画書作成業務 55 

その他工事及び各所修繕工事 68 

施設整備費補助金 394 

ユニバーサルコミュニケーション研究所けいはんな

本館の入退出システムの強化およびセキュリティゲ

ート設置・けいはんな地域の防犯カメラの高機能化

及び拡充 

182 

未来 ICT 研究所機構のセキュリティ確保(施設総合

監視システム) 

157 

未来 ICT研究所外壁等改修 55 

合 計 1,182 

注：計画額（1,234 百万円）と執行額（1,182 百万円）の差額（▲

52百万円）のうち、運営費交付金の差額（65百万円）について

は、当初計画額から追加配算を行い、執行したもの。施設整

備費補助金の差額（▲117 百万円）については、契約差額等

のため、総務省へ減額して実績報告を行った。 
 

施した。 

 

施設・設備

の内訳 

予定額 

（百万円） 
財源 

未来 ICT研

究所・ユニバ

ーサルコミュ

ニケーション

研究所機 

械設備更新

工事ほか 

※ 

1,234 

運営費交

付金 

施設整備

費補助金 

※令和７年度運営費交付

金 723百万 

令和７年度施設整備費補

助金 511百万 
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２．人事に関す

る計画 

２．人事に関する計画  ２． 人事に関する計画 

 

２．人事に関する計画 

２－１．若手人

材を含む多様

で優秀な人材

の確保 

２－１．若手人材を含む多様

で優秀な人材の確保 

＜評価の視点

＞ 

 若手研究者の

成長機会を整

備し、将来の

ICT を担う優

秀な研究者を

育成したか。 

 リサーチアシ

スタント等の

制 度 を 活 用

し、大学等と

の連携による

先行的かつ効

果的な人材発

見と育成を進

めたか。 

 オープンイノベ

ーションの潮

流を踏まえた

多様な能力を

融合した機構

組織を実現す

るため、企業

や大学での経

験を評価した

雇用を充実さ

せる等、人材

の流動化とダ

イバーシティ

の推進に努め

たか。 

２－１．若手人材を含む多様で優秀な人材の確保 

 

２－１．若手人材を含む多様で優

秀な人材の確保 

 若手人材を含む多様で優秀な

人材の確保として、テニュアトラ

ック制度の推進、インターンシッ

プやリサーチアシスタント等の

制度の活用を着実に進めた。 

 優秀な若手研究者の確保のた

めに、令和８年度採用において

「ルーキー型」の選考を実施し、

９名に内定を出すとともに、育

成支援のために、博士学位の

取得活動に係る経費の全部又

は一部を機構で負担する制度

の導入やメンター制度の拡大

のための規程類を整備し、運用

を開始した。 

 ダイバーシティ推進の方向性を

明確化するため、ロードマップ

を策定し、令和 12 年度末に向

けた KPI を設定・公開した。制

度・設備面の環境改善、休養ス

ペースの改善、内部情報の英

語化の推進、講演・インナーコ

ミュニケーションイベント、研修

の実施、各種調査等を通じ、多

様な人材が能力を発揮できる

職場環境の整備を着実に進め

た。 

 

 

テニュアトラック制度の推

進等により、若手研究者の成

長機会を整備し、将来の ICT

を担う優秀な研究者を育成す

る。また、インターンシップや

リサーチアシスタント等の制

度を活用し、大学等との連携

による先行的かつ効果的な

人材発見と育成を進める。 

 優秀な若手研究者の確保のために、令和８年度採用において博士

号取得者を含む若手を対象とした「ルーキー型」の選考を実施し、

９名に内定を出した。 

 育成支援のために、博士の学位の取得活動に係る経費を機構で

負担する制度を創設し、運用を開始した。また、令和７年度に採用

した「修士新卒型」の３名を対象として機構幹部及び上長を含めた

発表会を実施するとともに、メンター制度の対象を研究系職員にも

拡大し、運用を開始した。 

 先行的かつ効果的な人材発見と育成については、若手研究者が

挑戦できる機会としてテニュアトラック制度を推進し、令和７年度は

新たに４名をテニュアトラック研究員として採用した。また、令和８年

度採用については６名を採用予定である。さらに、既存のテニュア

トラック研究員のうち一定の成果を挙げた１名を令和７年度にパー

マネント職員として採用し、令和８年度採用にてテニュアトラック研

究員２名をパーマネント職員として内定した。 

 リサーチアシスタント制度の活用については、サイバーセキュリティ

分野や量子 ICT 分野等で、優秀な若手人材 58 名を令和７年度に

採用した。 

 優秀な若手研究者の確保に向け、オープンハウス 2025においてリ

クルートを目的としたトークセッションを企画し、100 名以上の聴衆

を集め、機構の魅力を PR した。また、電子情報通信学会ソサイエ

ティ大会・総合大会や応用物理学会における企業展示、東京大学・

神戸大学・東北大学・東京科学大学・名古屋大学・早稲田大学の

企業説明会において採用活動を実施した。 

 国内インターンシップ制度を活用し、20 名の学生を令和７年度に受

け入れた。 

職員の雇用においては、

オープンイノベーションの潮

流を踏まえた多様な能力を

融合した機構組織を実現す

るため、企業や大学での経

験を評価した雇用を充実させ

る等、人材の流動化とダイバ

 オープンイノベーションの潮流を踏まえた雇用については、研究成

果の最大化を実現するための人材として、求める人材の専門性や

ミッションに応じて職員を採用したほか、民間企業等からも出向者

（専門研究員・専門研究技術員・専門調査員）を受け入れた。 

 令和８年度採用（令和８年４月１日採用）のパーマネント研究職、テ

ニュアトラック研究員、パーマネント研究技術職の公募において、

通常の公募とは別に、女性を対象とした公募を引き続き実施した。
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ーシティの推進による多様な

人材の確保に努める。また、

ダイバーシティ推進に関する

基本方針を企画、立案し、ダ

イバーシティ推進委員会で合

意形成を行った上で、ダイバ

ーシティ推進に係る環境整

備、意識啓発、情報発信等

の取組を強化する。 

さらに、新たな試みとして、通年公募フローとして３回の公募を行っ

た。その結果、パーマネント研究職 19 名（うち女性３名）、パーマネ

ント研究技術職 19 名（うち女性５名）を最終的に内定した。その結

果、最終的な内定者 38名に対する女性の割合が 21％となった。 

 令和９年度の総合職新卒者採用活動に向けた準備として、採用セ

ミナー・職員との座談会（５回開催）、オープンカンパニー（１回）を従

前のWeb開催に加え、本部での対面開催を実施した。また、４名の

職員訪問を受け入れ、機構への理解を深める機会を充実させた。 

 令和８年度の総合職採用活動に関しては、新卒者９名を最終的に

内定する（令和８年４月１日採用）とともに、年齢構成の偏り解消及

び人材補強が必要と思われる人事・広報・経理等の具体的な職能

を例示し、民間企業等の経験者５名を７年度中に先行して採用す

るほか、９名を最終的に内定した（令和８年４月１日採用）。 

 令和７年度は、第３回および第４回ダイバーシティ推進委員会を開

催し、機構全体のダイバーシティ推進に係る基本方針について合

意形成を図った。 

 ダイバーシティ推進に関する基本方針の策定に資するため、全職

員（執行役を除く）を対象に「ダイバーシティ推進に向けた意識調

査」を実施した。 

 機構のダイバーシティ推進の方向性を明確化し、戦略的に展開し

ていくため、ロードマップを策定し、令和 12 年度末に向けた KPI を

設定し、機構ダイバーシティ推進室の公式サイトで公開した。 

 海外グラント申請時に求められるジェンダー平等計画（Gender 

Equality Plan）について調査を行い、今後の対応に向けた情報収

集・整理を行った。 

 ダイバーシティ推進のための環境整備として、女子休養室および生

理休暇の名称変更、休養スペースの改善、備品の整備等、制度・

設備面における環境改善を推進した。 

 外国籍職員の利便性向上および受入現場の業務負担軽減のた

め、内部情報の英語化を推進した。 

 ダイバーシティ推進に向けた意識啓発を目的として、全役職員向け

に「NICT Diversity Day」（ハイブリッド形式）を開催した。外部有識者

による講演と、ご講演いただいた外部有識者、機構幹部および職

員によるパネルディスカッションを開催し、活発な意見交換を行っ

た。 

 機構内他部署と共催でダイバーシティに関する講演を２件実施し

た。また、全役職員向けの「ワークライフバランス研修」、ダイバー
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シティプロジェクト構成員を中心に、ダイバーシティ研修イベントを

実施した。 

 ダイバーシティ推進の取組の機構内への浸透および、今後の施策

立案に向けた意見収集を目的に、ダイバーシティランチおよび意見

交換会を各拠点で開催した。 

 情報の共有や不安の軽減等を目的として、職員間における育児・

介護に関するコミュニティを立ち上げた。 

 ダイバーシティ公式サイト（日・英）の内容を拡充し、情報発信の強

化および取組の可視化を推進した。 

 令和６年度のダイバーシティ推進に関する活動報告書（日・英）を

公開し、取組を外部に向けて発信した。 

 職員公募・投票および委員会審議を経て「NICT DE&Iロゴマーク」を

完成させ、ダイバーシティ推進活動の象徴として活用を開始した。 

 内閣府が支援する「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」

リーダーミーティングに出席し、機構のダイバーシティ推進への取

組を対外的に示した。 

 機構のダイバーシティ取組に関する情報発信を強化するため、日

経ウーマンエンパワーメントプロジェクトを活用した各種取組を実施

し、同プロジェクト社長会への参加や、「ジェンダーギャップ会議」登

壇等を通じて、日経 xwoman および日経 WOMAN への記事掲載に

つなげた。また、ダイバーシティ推進室長および同室職員による対

談記事体広告を掲載し、複数媒体による対外発信を行った。 

 雑誌「CREA」において、Web および紙面の両媒体を通じ、機構にお

ける働きやすさや多様な働き方に関する取組を紹介した。 

 「NICT NEWS」ダイバーシティ特集において、ダイバーシティ推進に

携わる職員による紙上座談会を実施し、取組の背景や意義を発信

した。 

研究職・研究技術職・総合

職以外でのパーマネント職に

対するニーズへの対応、人

材の最適配置、現在の無期

一般職の処遇改善等を目的

に令和３年度に創設したパー

マネント一般職制度につい

て、引き続き人材の確保に努

める。 

 パーマネント職に対するニーズへの対応及び最適な人材配置を行

うため、９月及び 12 月にパーマネント一般職の部内公募（令和８年

４月１日採用）を実施し、各部署からの意見等も踏まえ、有期雇用

職員から 16 名（９月公募９名、12 月公募７名）の内定を出した（令

和７年度末のパーマネント一般職在籍者数は、内定者含め 85

名）。 
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２－２．戦略と

役割に応じた処

遇とキャリアパ

スの明確化 

２－２．戦略と役割に応じた

処遇とキャリアパスの明確化 

＜評価の視点

＞ 

 戦略的に重要

な分野等にお

いて、それら

の分野の研究

者の戦略面の

役割に応じた

処遇・報酬と

研究環境を実

現させる制度

を設計し実践

したか。 

 機構の運営を

含む各職務の

役割を明確化

し、それに応じ

た処遇と環境

を実現してキ

ャリアパスとそ

の意味を明確

にすることで、

職員の意識の

向上と能力発

揮の最大化を

図ったか。 

２－２．戦略と役割に応じた処遇とキャリアパスの明確化 

 

２－２．戦略と役割に応じた処遇

とキャリアパスの明確化 

 研究者の戦略面の役割に応じ

た処遇・報酬と研究環境を実現

させる制度の設計及び実践に

ついては、「国の重要な政策目

標の達成のために必要な研究

開発課題」を指定し、当該課題

の目標達成に不可欠な能力を

有する者を特定研究員又は特

定研究技術員に指定すること

で、一定額の手当を支給する

制度を設けているところであり、

令和７年度末時点での指定者

は５課題で 74名であった。 

 優秀な人材流出防止の観点か

ら、管理監督職勤務上限年齢

（60 歳）となる年度の翌年度以

降も降格等の適用を受けない

「当機構独自の特例任用制度」

を引き続き運用し、令和７年度

は新たに３名を指定した。 

 

戦略的に重要な分野等に

おいて国内外で激化する人

材確保競争に健全に対応し

ていくため、それらの分野の

研究者の戦略面の役割に応

じた処遇・報酬と研究環境を

実現させる制度を設計し実践

する。また、機構の運営を含

む各職務の役割を明確化し、

それに応じた処遇と環境を実

現してキャリアパスとその意

味を明確にすることで、職員

の意識の向上と能力発揮の

最大化を図る。 

 研究者の戦略面の役割に応じた処遇・報酬と研究環境を実現させ

る制度の設計及び実践については、「国の重要な政策目標の達成

のために必要な研究開発課題」を指定し、当該課題の目標達成に

不可欠な能力を有する者を特定研究員又は特定研究技術員に指

定することで、一定額の手当を支給する制度を設けているところで

あり、令和７年度に新たに３課題を指定した。その結果、令和７年

度末時点での指定者は５課題で 74名であった。 

 職員の意識の向上と能力発揮の最大化については、経営企画部

等に若手から中堅層までの研究職・研究技術職の職員をプランニ

ングマネージャーとして配置して機構全体のマネジメント業務にあ

たらせるなどにより、部署間の連携研究を意識した研究マネジメン

ト能力の向上に努めた。 

 優秀な人材の維持の観点から、管理監督職勤務上限年齢（60 歳）

となる年度の翌年度以降も降格等の適用を受けない「当機構独自

の特例任用制度」を引き続き運用し、令和７年度に新たに３名の上

級職職員を指定した。さらに、制度の改良を行い、規程類を整備し

た。 

 外部資金から研究代表者等の人件費支出を行う制度の創設に向

けた検討を行い、規程類の準備を行った。 

２－３．実践的

な業務や外部

経験を通じた職

員の育成 

２－３．実践的な業務や外部

経験を通じた職員の育成 

＜評価の視点

＞ 

 多様な職員が

経験豊富なリ

ーダーのもと

で実践を通じ

た能力の向上

を目指していく

実践的育成プ

ロセスの充実

を図ったか。 

２－３．実践的な業務や外部経験を通じた職員の育成 ２－３．実践的な業務や外部経

験を通じた職員の育成 

 令和７年度は総合職１名の海

外民間企業への出向（研修型）

を実施した。令和８年度におい

ても継続して出向できるよう各

種準備を行っている。 

 国際人材派遣制度により令和

７年度に英国へ研究職１名を派

遣した。 

 民間や大学等への出向、移

機構の若手を含む多様な

職員が経験豊富なリーダー

の下で実践を通じた能力の

向上を目指していく実践的育

成プロセスの充実を図る。 

また、民間や大学等への

出向、移籍、再雇用の柔軟

化等、組織の境界を越えた

 民間や大学等への出向、移籍、再雇用の柔軟化については、クロ

スアポイントメントによる人事交流を大学法人等と行った（令和７年

度の実績は４件（継続）、１件（新規））。 

 行政機関への出向については、内閣府へ１名、個人情報保護委員

会へ１名、総務省へ２名（令和７年度中に２名交代）の体制を継続

し、組織の境界を越えた人材の流動化を進めた。また、新たに事務

系職員の総務省への出向に向けた準備を行った（令和８年４月出

向）。 

 女性職員の登用に努め、研究マネージャー１名を室長（更に研究
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人材の流動化によるダイバ

ーシティの推進にも努める。 

さらに、グローバルな視点

を持つ優秀な人材を確保・育

成するため、諸外国からの人

材の確保、諸外国への人材

の派遣による知見の拡大等

を積極的に推進する。 

 民間や大学等

への出向、移

籍、再雇用の

柔軟化等、組

織の境界を越

えた人材の流

動化によるダ

イバーシティ

の推進にも努

めたか。 

 諸外国からの

人材の確保、

諸外国への人

材の派遣によ

る知見の拡大

等を積極的に

推進したか。 

統括）に、主任研究技術員１名を室長に、主任研究員１名を総括プ

ランニングマネージャーに、主任研究員１名をプランニングマネー

ジャーに昇任させ、ダイバーシティの推進に努めた。 

 国際人材派遣制度により令和７年度に英国へ研究職１名を派遣し

た。 

 総合職１名の海外民間企業への出向（研修型）を実施した。令和８

年度においても継続して出向できるよう各種準備を行っている。 

 令和７年度からアジア連携センターへ一般職プロパー人材の派遣

を開始した。 

 研修については、マネジメント能力の向上等のため、階層別研修と

して管理監督者研修、人事評価者研修、中堅リーダー研修、主査・

主任研修のほか、入構３年目の職員を対象としてコア人材として求

められる能力・資質の向上を目的としたフォローアップ研修を実施

している。また、新人育成のためメンターとなる者の研修やグロー

バル人材育成を目的とした英会話研修、語学力・IT スキルの向上

を目的とした通信教育講座研修を実施した。 

 研究マネジメント業務研修として研究活動の企画、マネジメント、研

究成果の活用促進等を行う人材の育成・活躍推進を目的に文部科

学省施策による URA（University Research Administrator）スキル認

定の研修を希望者に対して受講させ、令和７年度は 59名の受講が

あった。更に過年度を含む研修修了者のうち認定URAの認定要件

を満たす希望者については、URA 認定制度への申請を行い、令和

７年度は６名が認定された。また研究マネジメント業務研修を補完

する研修カリキュラムとして、研究マネジメント業務を担う職員の連

携が継続的に続くようにすること等を目的とした複数の研修を実施

した。 

 他の国研等とのダイバーシティ推進に関する情報共有・意見交換

をはかるため、21 の研究教育機関が連携して男女共同参画を推

進している「ダイバーシティ・サポート・オフィス」の懇話会等に引き

続き参加し、取組の報告および情報交換を行った。 

 STEM 人材育成活動として、「未来 ICT 一般公開」の YouTube ライ

ブ配信において、高校生に将来のキャリアパスを考える機会を提

供することを目的に、研究所周辺地域の高校の生徒とダイバーシ

ティ推進室による相互の活動紹介を行う特別企画を実施した。ま

た、来年度以降の継続的・発展的な展開を見据え、持続可能な実

施体制・枠組みの構築を開始し、本部のある多摩地域の津田塾大

学をはじめ、地方の大学・高校との協議を進めるとともに、機構内

籍、再雇用の柔軟化について

は、クロスアポイントメントによ

る人事交流を大学法人と行っ

た（令和７年度の実績は５件）。 

 次世代の人材育成および将来

の人材確保を見据え、高校生

等を対象とした STEM人材育成

活動を継続的に行い、研究者と

の対話やキャリア紹介を実施し

た。令和７年度にはオンライン

公開イベントを活用した高校生

との交流企画を実施した。あわ

せて、今後の継続的展開を見

据え、本部のある多摩地域の

津田塾大学をはじめ地方の大

学・高校と、STEM 人材育成活

動の持続的な実施体制の構築

に向けた検討および機構内の

横断的な連携による推進体制

の整備に着手した。 
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の横断的な連携による推進体制の整備に着手した。 

２－４．研究支

援人材の確保

及び資質向上 

２－４．研究支援人材の確保

及び資質向上 

＜評価の視点

＞ 

 研究支援人材

を確保し、資

質の向上に関

する取組をは

じめ、有効な

研究支援体制

のあり方及び

研究支援人材

の評価手法の

検討を開始し

たか。 

２－４．研究支援人材の確保及び資質向上 ２－４．研究支援人材の確保及

び資質向上 

 パーマネント総合職の経験者

採用（中途採用）を進めるととも

に、パーマネント研究職・研究

技術職の募集要項に「研究開

発マネジメント業務」を明記して

採用を積極的に行うほか、令和

７年度に修士新卒型のパーマ

ネント研究職を採用した。 

 プロジェクト企画から成果展開

までを実践的な視点で推進し、

プロジェクト運営をサポートする

人材として、企業での製品の開

発・展開等の経験が豊富な外

部人材等を、イノベーションプロ

デューサーとして令和７年度は

24名配置した。 

 

以上のように、人材に関する

計画について、年度計画に沿っ

て業務を着実に実施し、十分に

目標を達成した。 

研究開発及び社会実装を

円滑に推進する上で不可欠

な研究支援人材を確保し、研

修の実施等、資質の向上に

関する取組をはじめ、有効な

研究支援体制のあり方及び

研究支援人材の評価手法の

検討を継続する。 

なお、上記については「科

学技術・イノベーション創出

の活性化に関する法律」（平

成 20 年法律第 63 号）第 24

条に基づき策定する「人材活

用等に関する方針」に留意す

る。 

 研究支援人材の確保については、パーマネント総合職の経験者採

用（中途採用）を進めるとともに、パーマネント研究職・研究技術職

の募集要項に「研究開発マネジメント業務」を明記して採用を積極

的に行うほか、令和７年度に修士新卒型のパーマネント研究職を

採用した。 

 有効な研究支援体制のあり方については、プロジェクト企画から成

果展開までを実践的な視点で推進し、プロジェクト運営をサポート

する人材として、企業での製品の開発・展開等の経験が豊富な外

部人材等を、イノベーションプロデューサーとして令和７年度は 24

名配置した。 

３．積立金の使

途 

３．積立金の使途 ＜評価の視点

＞ 

 積立金は適切

に処理された

か。 

３． 積立金の使途 

 

３．積立金の使途 

 

 積立金は「VII 剰余金の使途」

に規定されている経費等に充

当した。 

「Ⅶ 剰余金の使途」に規

定されている剰余金の使途

に係る経費等に充当する。第

４期中長期目標期間終了ま

でに自己収入財源で取得し、

第５期中長期目標期間に繰

り越した固定資産の減価償

却に要する費用に充当する。 

 「Ⅶ 剰余金の使途」に規定されている重点的に実施すべき研究開

発に係る経費 3.5億円に充当している。 

 第４期中長期目標期間終了までに自己収入財源で取得し、第５期

中長期目標期間に繰り越した固定資産の減価償却に要する費用

等 0.14億円に充当した。 

（債務保証勘定の業務は令和５年度末で廃止） 

４．研究開発成果の積極的な

情報発信 

＜評価の視点

＞ 

４． 研究開発成果の積極的な情報発信 

 

４．研究開発成果の積極的な情

報発信 
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４．研究開発成

果の積極的な

情報発信 

機構の研究開発成果を普

及させるとともに、機構の活

動に対する関心や機構の役

割が広く社会に認知されるよ

う、多様な手段を用いた広報

活動を積極的に実施する。 

 機構の活動に

対する関心や

理解の促進に

つながる広報

活動を積極的

に 実 施 し た

か。 

 機構の役割や

研究開発成果

を外部にアピ

ールしたか。 

 研究開発成果

の科学的・技

術的・社会的

意義、学術論

文、保有する

知的財産権、

提供可能なデ

ータベースや

アプリケーショ

ン等に関する

情報発信を積

極的に行った

か。 

 令和７年 10 月にブランドステートメントを元にしたブランド広告『日

本の ICT 共創拠点』を制作し、若者（18 歳～34 歳、以下同）をター

ゲットに YouTube 広告、TVer、ABEMA広告を活用して 11 月から１

月に配信した。それぞれの表示回数は、159万回、97万回、140万

回で、本ブランド広告の表示回数は 396万回となった。 

 令和４年度に制作した PR 動画『N のいる未来』を、若者をターゲッ

トに YouTube広告を活用して 11月から１月に配信した。その結果、

表示回数 100万回を達成した。 

 令和５・６年度に制作した PR 動画『NICT ステーション』も、若者をタ

ーゲットに YouTube広告を活用して 11月から１月に配信した。その

結果、機構の研究紹介動画史上最多の表示回数 220 万回を達成

した。 

 令和８年１月に『令和７年度認知調査』（インターネット調査）を実施

し、若者（18～34歳、対象者 1,800名）の認知度は 23.4％であった。 

 機構の公式キャラクター“N”は、機構が現在研究開発を行っている

様々な ICT が搭載された“203X 年に開発・販売される多機能パー

ソナルAI”という設定だが、“N”を購入した際付属されている取扱説

明書という設定の『N のトリセツ』を６月に作成し、「機構が開発中の

ICT」と「ICTで便利になる未来の姿」を知ることができる A5サイズ・

16 ページの冊子で、10,000 部印刷して、”N”のステッカーと共にイ

ベント等で配布した。 

 広報誌「NICT NEWS」（英語版を含む）は、年６回発行しており、毎

回ホットな分野を取り上げ、単独の研究分野の特集のみならず、組

織横断の機構の研究開発や取組の特集に取り組んだ。また、外部

向けの視点をより重視し、トピックスページ（直近のプレス記事、受

賞者紹介など）の一層の活用に取り組んだ。「NICT NEWS」英語版

は、日本語版発行後速やかにウェブ公開版を発行した。 

 技術情報誌「研究報告」は、年２回発行しており、令和７年度は

「2025年大阪・関西万博における NICT関連の研究開発特集」及び

「技術試験衛星９号機通信システム特集」を発行した。また、執筆を

行う研究者の負担軽減要望と寄贈者による電子閲覧希望が多いこ

とから、令和６年度から Web 閲覧に向けた調整、準備を行い、本年

度から Web掲載のみに移行した。 

 年間の活動報告を取りまとめた「年報」を９月に発行（電子ブック及

び PDF版）した。 

 海外向けに、機構の研究活動・成果、研究者、海外連携センターの

活動など紹介し、機構の研究活動等を幅広くアピールするため、英

 機構をアピールする PR動画『N

のいる未来』『NICT ステーショ

ン』『日本の ICT共創拠点』を制

作し、若者（18～34歳）をターゲ

ットに YouTube/TVer/ABEMA

で広告配信した。若者における

機構の認知率は 16.0％（令和５

年２月調査）から、23.4％（令和

８年１月調査）に上昇した。 

 本部施設公開イベント「オープ

ンハウス」を継続開催した。令

和３年度はオンライン開催、令

和４年度以降はハイブリッド開

催し、令和７年度は今中長期最

多の 6,730 名の来場者を迎え

た。 

 展示会「CEATEC」に継続出展

した。令和７年度は B5G基金ブ

ースとの連携で１万人を超える

来場者を迎えた。グローバル広

報として「MWC(Barcelona)」に３

年連続出展し認知拡大に努め

た。 

 研究開発成果の直近５年の報

道発表件数は 160 件で、新聞

掲載率は毎年度 100％を達成

した。また、テレビ番組（NHK

「ニュース７」、テレ東「WBS」、

NHK 「 チ コ ち ゃんに叱られ

る！」、NHK「NW9」等）等に、多

数の研究者が出演した。 

 

以上のように、研究開発成果

の積極的な情報発信について、

年度計画に沿って業務を着実に

実施し、十分に目標を達成した。 

 



自己評価書 No.10 
 

354 

 

文機関誌「NICT REPORT」（年１回発行、電子ブック及び PDF版）を

発行した。 

 各刊行物の掲載と同時に機構公式 X へ投稿（日・英）し、引き続き

周知を行った。また、「NICT REPORT」については、広報誌「NICT 

NEWS」英語版の配信先に「NICT REPORT」を配信した。 

 最新の研究開発成果等に

関する報道発表、記者向け

説明会等を個々の内容に

応じ効果的に行い、報道メ

ディアに対する情報発信力

を強化する。また、TV や新

聞、雑誌等からの取材への

対応を積極的に行い、幅広

く機構の紹介に努める。 

 研究成果の報道発表（35 件）に対する新聞掲載率は 100％であっ

た。 

 報道関係者と日頃から良好な関係を維持し、取材時は広報部がコ

ミュニケーターとして主導的に対応した。報道発表だけでなく、記者

への個別説明を積極的にアレンジし、メディアからの取材依頼、問

合せや相談などには丁寧かつ迅速に対応した。従来、電話取材だ

けで済ませざるを得なかった地方の研究者への取材などについて

も、積極的にオンライン取材の調整を行い、資料を見ながら研究者

が説明を行うことができることにより、紙面掲載の獲得に至ってい

ることから、利便性を活かしてオンラインによる取材の対応に積極

的に対応した。 

 報道発表に関する事故を防止するための「チェックシート」により、

コンプライアンスを強化することができた。 

 発表概要をまとめた「報道発表の起案前確認シート」の活用で、タ

イトルや内容について、メディアに取り上げられるよう、報道室で担

当部署と調整することができた。 

 報道発表に際しては、オンラインも活用して、毎回、担当部署と詳

細な打合せを行うことで、より分かりやすい報道発表資料の作成に

取り組み、特に、資料作成に当たっては実担当者名を前面に出す

ように企画している。その結果、研究成果を含め 68 件の報道発表

を実施した。 

 海外への発信が効果的な案件については、英文による報道発表を

15件実施した。また、米国科学振興協会（AAAS）が提供するオンラ

インサービスを使って投稿するなど PR に取り組んだところ、海外メ

ディアに速報で掲載された。 

 新聞・テレビなど様々な媒体への発信に取り組んだことや研究成果

の効果的なアピールにより、報道メディアから多くの取材要望があ

り、取材対応件数は 273件であった。 

 「日経エレクトロニクス」といった一般業界誌から「子供の科学」とい

った小中学生向けの雑誌まで幅広い層を対象にした雑誌に、機構

の研究内容が掲載された。 

 記者からの取材依頼や電話問合せに、迅速で、きめ細やかな対応
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を行った結果、新聞掲載は 847 件、TV/ラジオ等放送が 81 件、雑

誌掲載が 215 件、Web 掲載が 14,753 件である。特に、新聞の１面

掲載は大手一般紙 58件を含み 129件であった。 

 令和７年度は、テレビ番組（ABEMA「ABEMA Prime」（令和７年 10

月１日）、NHK「NW9」（令和７年 12 月 23 日）、NHK「おはよう日本」

（令和７年 12月 24日）等）等に、多数の研究者が出演した。 

 機構の Web サイトについ

て、最新の情報が分かりや

すく掲載されるように努める

とともに、Web サイトの利便

性や利活用性の更なる向

上に向けて継続的に改善を

進める。 

 外部 web サイトを通じて、最新の情報を掲載した。令和７年度中の

掲載数は、報道発表、お知らせ、イベント合計で 158 件、機構の

Webサイトの総アクセス数は 632万 PVを達成した。 

 令和７年度外部 web改善 WGのなかで「web、SNS連動（機構の認

知度向上）」「GA4（Google アナリティクス４、Web サイトとアプリのユ

ーザ行動の解析ツール）活用と SEO（Search Engine Optimization、

検索エンジンの最適化）対策」「Web アクセシビリティ改善範囲拡

大」の３つのテーマで活動し、サイトの改善に取り組んだ。 

 令和７年９月 26 日に総務省戦略広報アドバイザーを講師に迎え、

“第２弾 SNS 活用セミナー「動画編集ワークショップ」”をリアル開催

し、22名が参加した。 

 Webサイト、広報誌、SNS等

により研究開発成果を国内

外に向けて分かりやすく伝

えるとともに、より魅力的な

発信となるように内容等の

充実化に努める。 

 X(旧 Twitter)、Facebook、Instagram では、Web 掲載情報と同様の

情報を掲載するにとどまらず、オープンハウスや CEATECの他、研

究所などのイベントを積極的に発信した。X のフォロワー数は令和

７年度末時点で 21,113アカウントに達した。 

 NICT ブランドステートメントの浸透を図るため、CEATEC や各種イ

ベントで周知するとともに、浸透度の調査を行い、認知度向上に取

り組んだ。 

 外部 Web を活用して、機構研究者が受賞した各賞を紹介するとと

もに、本館玄関の顕彰ブースに最新の受賞者の紹介を行ってい

る。顕彰ブースについては、スペースの都合で掲載しきれない過去

の受賞データについても紹介できるよう、電子表示装置を導入し

た。 

 最新の研究内容や成果を

総合的に紹介するオープン

ハウス（一般公開）を開催

するとともに、研究開発戦

略に適した展示会に出展す

ることにより、さまざまな業

種との連携促進を意識した

情報発信を図るとともに、

 大阪・関西万博において、総務省が実施した「Beyond 5G readyショ

ーケース」(令和７年５月 26 日～６月３日)に出展する展示物の準備

等に協力した。また期間中は現地で動画撮影し、効果的な SNS 発

信を実施した 

 施設公開イベント「オープンハウス 2025」を、６月 20 日、21 日に開

催した。令和６年度に引き続き、オンラインも活用しつつ、リアル会

場をメインとして実施した。初日は「招待者・ビジネス Day」として「基

調講演」「特別講演(AI セーフティ・インスティテュート所長村上明子
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若い世代への理解を深め

る機会を提供する。 

様)」「研究者によるプレゼンテーションタイム」「技術展示(95 ブー

ス)」などを実施した。特別講演は「生成 AI の社会的影響について

安全とイノベーションの両立」と題し、メイン会場には 174 名が訪れ

た。２日目は一般向けの企画「学生・一般 Day」として「NICT 職員に

よるトークセッション」「南極ゆうびん・南極紹介コーナー」「技術展

示」「NICT 探検ツアー」「クイズラリー」「学生ポスターセッション」な

どを実施した。学生ポスターセッションでは、高校生・高専生 42 組

に参加いただき、「ICT(情報通信技術)を活用した未来」についてプ

レゼンテーションをいただいた。幹部をはじめとし、研究所長など多

くの機構職員が参加し、学生と活発なディスカッションがおこなわれ

た。発表内容をもとに機構幹部が審査し、表彰をおこなった。これら

の結果、20 日は 740 名、21 日は 1,449 名、２日間合計で 2,189 名

の来場者を迎えた。オンラインでは、各講演のライブ配信及び技術

展示ポスターのPDF掲載を実施し、延べ 4,541名の視聴者があり、

合計で 6,730名の来場者を記録した。 

 けいはんな、沖縄など各拠点独自で施設公開を開催した。 

 展示会 CEATEC(Combined Exhibition of Advanced Technologies) 

2025に、国内での更なるプレゼンス向上と社会展開を目指して、広

報部主管で戦略４領域（Beyond 5G、AI、量子情報通信、サイバー

セキュリティ）とオープンイノベーションの取組を、総合プロデュース

オフィス主管で革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基金事業

（B5G基金事業）の委託研究内容を出展した。令和７年 10月 14日

から 17 日までの４日間の会期中、機構ブースには 10,490 人の来

場者を迎えた。また、CEATEC AWARD 2025 において、「多言語同

時通訳とマルチスポット再生技術」がイノベーション部門賞を、B5G

基金事業から助成を受けたシャープ株式会社の「5G NTN 通信対

応 LEO衛星通信ユーザーターミナル」が総務大臣賞を受賞した。 

 グローバル広報の一環として、機構関連部署が企画する MWC 

(Mobile World Congress)Barcelona2026(令和８年３月)の出展を支

援した。全９展示に拡大した各展示内容を説明する目次としての

「ジオラマ」および説明動画の改修、またメディア対応・SNS による

情報発信を行った。展示アーカイブも制作し YouTube 上で公開し

た。 

 見学等の受け入れ、地域に

親しまれるイベントの開催・

出展、科学館等との連携

等、幅広いアウトリーチ活

 ICT 分野及び機構の業務への興味を喚起するとともに理解を深め

る機会を積極的に提供することを目的に、継続して展示室リニュー

アルを進め、受け入れ態勢を強化した。令和７年度は、増加傾向に

ある外国人来訪者に対応するため、英語解説パネルの作成や、楽
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動を実施する。 しみながら研究内容への理解を深めてもらうためのクイズラリーを

設置した。また、解説パネルのモニタ化や、デジタルサイネージの

コンテンツの更なる充実、展示室 Web ページの更新を行った。これ

らの取組を通じて令和７年度の展示室見学は 555 件、2,641 名とな

った。 

 機構内部署と連携して、総務省政務三役など国内外の VIP 視察に

おける研究所との調整及び当日の運営支援を行った。年間の視察

受け入れは 25件となった。 

 都立多摩科学技術高等学校への協力として、12 月 17 日に本部に

て特別授業を実施した。テーマは「リモートセンシング技術」で、参

加者は 28人、３月 19日には「衛星量子暗号通信」のテーマで実施

し、参加者は 42人であった。 

 夏休みこども向けイベントとして７月 25 日、30 日、８月１日に「あつ

まれ！NICT こどもサイエンスラボ」を本部にて開催した。次世代人

材育成の種まきとして、機構の各研究所や外部団体の協力をいた

だき、６つのサイエンス教室を開催した。129 人のお子さまが参加し

た。 

 ８月６日、７日に開催された府省庁等による連携イベント「こども霞

が関見学デー」へ「太陽が起こす！？宇宙の嵐を大調査！」をテー

マに参加した。研究者による太陽フレアなど宇宙の天気について

の説明と、実際の衛星データを用いたミニ地球儀工作を実施した。

140人のお子さま、111人の保護者様が参加した。 

 本部と隣接する東京学芸大学で９月 21 日に開催された「青少年の

ための科学の祭典 in 小金井」に参加した。「GPS や次世代位置計

測技術Wi-Wi」をテーマに地域のこども達に科学の楽しさを伝えた。

参加者は 107名であった。 

 研究紹介およびリクルートを目的に、機構内関係部署と連携し、関

連学会に出展した。９月８日～12日は岡山大学で開催された「電子

情報通信学会 2025 年ソサイエティ大会」に出展した。９月７日～10

日は名城大学で開催された「第 86 回応用物理学会秋季学術講演

会」に出展した。また令和８年３月 10 日～12 日に九州産業大学で

開催された「電子情報通信学会 2026 年総合大会」、令和８年３月

15日～18日に東京科学大学で開催された「第 73回応用物理学会

春季学術講演会」にも出展した。これらの取り組みにより、多くの学

生との接点を創出した。 

 国立科学博物館からの依頼に応じ、令和７年３月 25 日から６月 15

日に開催された企画展「気象業務 150 周年企画展「地球を測る」」
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に、Pi-SAR アンテナポッド、Pi-SAR 観測結果表示用ディスプレイ、

フェーズドアレイ気象レーダー模型の貸し出しを支援した。 

 図書及び図書室の効率的な活用を通じて、研究の質的向上を支援

した。外国電子ジャーナルの利用実績及び購読希望調査に基づき

年間契約手続きを行った。また本部及びけいはんな、吹田を除く各

地方拠点にて、部署管理図書の棚卸、不明図書の洗い出しを目的

として、蔵書点検を実施し、図書管理の徹底に努めた。また図書室

の利用実績を調査し、職員の利用状況を考慮した上で、安全衛生

の観点から図書室の開館時間の見直しを実施した。 

 研究開発成果の科学的・技

術的・社会的意義、学術論

文、保有する知的財産、提

供可能なデータベースやア

プリケーション等に関する

情報発信を積極的に行う。 

 上述の通り、報道発表、出版物、Web ページ、SNS、視察・見学、展

示会出展等を通じて、研究開発成果の科学的・技術的・社会的意

義に関する情報発信を積極的に行った。 

 産学連携強化等の観点から、成果管理・公開システムを通じて、論

文成果や機構に所属する研究者情報をタイムリーに更新・公開す

るとともに、保全対象発明に係る情報については公開されない仕

組みを整えた。 

 外部向けイベントとしては、研究現場(研究者)と知財担当部署が密

に連携・調整し、機構発の知財化シーズを産業界等に紹介するた

め、科学技術振興機構との共催により「NICT 新技術説明会」(10月

２日オンライン)を開催し、産学連携に関心のある企業向けに最新

の４つの研究成果を紹介した。Interop TOKYO2025(６/11-13@幕

張)では、技術移転の取組(実施許諾契約や試用契約等の連携メニ

ューの紹介等)や導入事例(NIRVANA 改(サイバー攻撃統合分析プ

ラットフォーム)、DAEDALUS(対サイバー攻撃アラートシステム)の

企業連携によるソリューション展開等)を技術移転先企業と協力し

て紹介した。 

 機構のホームページにて新規登録特許の情報に分かり易い概要

説明を付加して定期的に紹介した他、「数値人体モデルデータおよ

び専用プログラム」、「EDR 電子化辞書」、「日本語話し言葉コーパ

ス」、「静止衛星画像データ」に関する有償提供データや、「電磁波

計測ケーススタディ集」や「テラヘルツ帯分光器ユーザのための“プ

ラクティスガイド”」の無償頒布についても発信した。 

 独立行政法人工業所有権情報・研修館(INPIT)の開放特許データ

ベースに機構が保有する特許情報を掲載し発信した。 

 機構外部向けwebの「研究データ等の提供」ページにて、研究者が

公開、提供している研究データ(アプリケーション等も含む)を一覧と

して(ポータルページとして)公開した(令和７年度は１件増及び１件
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減で、129件の研究データ等を公開)。 

 さらに、NII研究データ基盤にある「NICTリポジトリ」に研究データの

メタデータ 56件を公開した。 

５．情報セキュ

リティ対策の推

進 

５．情報セキュリティ対策の

推進 

＜評価の視点

＞ 

 CSIRT の適切

な運営を行っ

たか。 

 セキュリティを

確保した安全

な情報システ

ムを運用した

か。 

 情報セキュリ

ティポリシー等

を不断に見直

し、対策強化

を図ったか。 

５． 情報セキュリティ対策の推進 

 

５．情報セキュリティ対策の推進 

 

 CSIRT および機構独自の SOC

を運用し、インシデント発生時

の迅速な初動対応、原因分

析、被害拡大防止を継続的に

実施した。365 日 24 時間の監

視体制の下、侵入検知、ファイ

アウォール、アクセスログ等を

統合的に分析し、情報システム

の安全性を確保した。令和７年

度にはゼロトラスト対応として、

共通事務 PC の CYXROSS 保

護への移行と研究系 PC 約

1,800 台への EDR 導入を実施

し、組織全体の検知・対応能力

を大幅に強化した。 

 サイバーセキュリティ基本法お

よび政府統一基準群の改正に

対応し、情報セキュリティポリシ

ーおよび関連規程類の見直し

を計画的に実施した。外部サー

ビス利用申請制度の運用な

ど、制度面の統制を強化した。

令和７年度には手順書等の改

正を行うとともに、インシデント

事例・注意喚起資料を新たに

作成・周知し、実務に即したセ

キュリティ対策の定着と機構全

体のセキュリティ水準向上を図

った。 

 

以上のように、情報セキュリテ

ィ対策の推進について、年度計

政府の情報セキュリティ対

策における方針及び実際の

サイバー攻撃の実態を踏ま

え、CSIRT の適切な運営を行

うとともに、標的型攻撃メー

ル訓練、情報セキュリティセミ

ナー、情報セキュリティ自己

点検の実施やシステムの統

一的な管理等を進めること

で、セキュリティを確保した安

全な情報システムを運用す

る。また、サイバーセキュリテ

ィ基本法に基づき、ガイドライ

ンを適宜整備するとともに、

令和６年度に改正された政府

統一基準群の改正内容に合

わせて、情報セキュリティポリ

シーの見直しを行う等、機構

のセキュリティの維持・強化

に努める。さらに、機構のサ

イバーセキュリティ分野の先

端的研究開発成果の導入等

により安全性を高めていく。 

 CSIRT の活動により、インシデント発生時の緊急対策・連絡の迅速

化、被害拡大の防止に努めた。また、原因の分析等を行った。 

 不正侵入検知・防御システム、ファイアウォールの情報を収集・分

析し、365日 24時間監視する体制を維持した。 

 基幹ファイアウォールにより、アンチウィルスや侵入検知にも対応し

た統合脅威防御を運用した。 

 機構のセキュリティ研究開発の成果を活用した SOC（Security 

Operation Center）を運用し、従来から実施・運用している脆弱性診

断、侵入検知装置、ファイアウォール、アクセスログ等の情報を分

析し、365日 24時間監視体制の下、情報システムや研究成果のセ

キュリティ確保に努めた。 

 インシデント発生時に備え、初動のネットワーク切断から、サーバ

の証拠保全、不審ファイルや通信の解析までを迅速に実施する体

制を維持し、被害の拡大や再発の防止に努めた。 

 CDN（Contents Delivery Network）を活用し、外部 webサーバの可

用性を向上させた。 

 令和５年度政府統一基準群の改正対応として、令和７年８月、９月

に情報セキュリティポリシーに関係する手順書等（通知）の改正等

を行った。なお、令和６年度、令和７年度における政府統一基準群

の一部改正については、情報セキュリティポリシーの改正等に向け

て準備を進めた。 

 情報セキュリティポリシーに基づき外部サービス利用申請制度を運

用した（令和７年度の許可数は 387件）。 

 メール誤送信対策として、メール送信業務管理簿の作成と棚卸を

行った。また、業務委託先におけるメール誤送信対策としてメール

送信業務についての仕様書ひな型案を共有した。 

 新たな取組として、令和７年７月より事例、対策の資料「セキュリテ

ィインシデント事例と注意喚起」を作成し、窓口へ周知を実施した。 

 IT 資産管理ツールの継続的な運用を行い、前年度から引き続き各

研究所等研究系 PC、サーバへ導入を継続した。 

 ゼロトラストセキュリティへの対応として、共通事務 PC の

CYXROSS 保護への移行及び研究系 PC 約 1,800 台に対するセキ
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ュリティ対策（EDR）の導入・運用を実施し、組織全体の検知・対応

能力を強化した。 

 情報セキュリティ対策のための訓練及び研修として以下を実施し

た。 

‧ 管理者向け情報セキュリティ自己点検（令和７年 10月～11月） 

‧ 全職員向け情報セキュリティ自己点検（令和７年 12 月～令和８

年１月） 

‧ 情報セキュリティ説明会(令和７年 10月) 

‧ 標的型攻撃メール訓練(令和７年 11月、令和７年 12月) 

‧ 情報セキュリティセミナー（集合型研修）(令和８年２月) 

画に沿って業務を着実に実施し、

十分に目標を達成した。 

６．コンプライア

ンスの確保 

６．コンプライアンスの確保 ＜評価の視点

＞ 

 業務全般の適

正性確保に向

け、厳正かつ

着実にコンプ

ライアンス業

務を推進した

か。 

 特に、研究不

正の防止に向

けた取組につ

いて適切に取

り組んだか。 

６．コンプライアンスの確保 

 

６．コンプライアンスの確保 

 

 コンプライアンスに対する意識

の一層の浸透を図るため、役

職員（派遣労働者含む）全員を

対象とした合同コンプライアン

ス研修（講習会、e-Learning に

よるテスト）を実施した。 

 行動規範を印刷したカードの配

付、「コンプライアンスガイドブッ

ク」の現行化、「NICT職員となっ

て最初に読む冊子」の現行化と

新規採用者研修等での活用を

令和７年度も実施した。 

 

以上のように、コンプライアン

スの確保について、年度計画に

沿って業務を着実に実施し、十

分に目標を達成した。 

 

 

理事長の指揮の下、職員

の規律の確保、適切かつ効

率的な予算執行を含む機構

における業務全般の適正性

確保に向け、コンプライアン

ス研修、規程改正時のチェッ

ク、リスク対応計画の実施状

況の確認等を通じて、コンプ

ライアンスの向上に資する業

務を厳正かつ着実に推進す

る。特に、研究不正の防止に

向けた取組については、「情

報通信分野における研究上

の不正行為への対応指針

（第３版）」（平成 27 年４月 21

日 総務省）に従って、適切に

取り組む。 

【合同コンプライアンス研修（講習会、e-Learning）の実施】 

 コンプライアンスに対する意識の一層の浸透を図るため、役職員

（派遣労働者含む）全員を対象とした合同コンプライアンス研修（講

習会、e-Learningによるテスト）を実施した。 

 講習会として、ビデオ動画の視聴期間を設定し、令和７年 11 月 10

日から令和８年２月 13日まで実施した。 

 講習会の内容として、講演名「経済安全保障を巡る最近の動向」に

より、内閣府から外部講師を招き講演を実施した。 

 上記のほか、内部講師（機構内の各担当者）による「個人情報の管

理について」、「研究活動不正行為の防止に向けて」、「公的研究費

の適正な執行について」、「パーソナルデータ・生体情報研究倫理」

及び「利益相反マネジメントについて」の計５テーマの講演も実施し

た。 

 e-Learning によるテストとして、役職員のコンプライアンス、内部統

制、リスクマネジメント、研究不正、生体情報研究倫理、パーソナル

データ取扱研究開発業務、利益相反マネジメント、個人情報保護な

どに関する知識の向上を図ること、そしてインシデント発生を予防

し、内部統制の推進に資することを目的に、令和７年 11月 10日か

ら令和８年２月 13 日までの期間で実施（対象役職員の受講率

100％） 

【役職員への講習会・研修、教育の充実】 

 研修の計画的で効率的・効果的な実施のため、機構内全体に関す

る 38研修の実施計画を作成、進捗管理を行った。 

【行動規範カード、コンプライアンスガイドブック、NICT 職員となって

最初に読む冊子の活用】 
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 「国立研究開発法人情報通信研究機構行動規範（平成 20年 10月

１日制定）」を印刷したカードを、令和６年度の在籍者に加えて、今

年度入所した役職員全員に配付し、啓発した。（和文か英文のいず

れかを配布） 

 また、コンプライアンスの基本的事項をまとめた「コンプライアンス

ガイドブック」の改訂を行った（年度単位で更新） 

 さらには、新規採用者向けにコンプライアンスについて最低限認識

すべき内容に特化した冊子「NICT 職員となって最初に読む冊子」

及び「NICT 職員となって二番目に読む冊子」（それぞれの英語版を

含む）を改訂し、新規採用者研修等で活用した。 

【研究不正の防止に向けた取組】 

 上記の合同コンプライアンス研修において、研究不正の防止、公的

研究費の適正な執行に関する研修を実施した。講習会では、不正

行為の防止にとどまらず、研究倫理に関する教材コンテンツの紹

介、特定不正行為以外の二重投稿、不適切なオーサーシップへの

警鐘についても周知した。 

【法律関係業務の充実】 

 法律関係業務として、法律相談の窓口業務、顧問弁護士との仲介

業務、共同研究・受託・委託研究に係る契約に関する各部署への

支援業務、機構に係る紛争・訴訟対応実務を実施した。また、法令

や規程類（規程、細則、通知）に係る解釈、規程類の制定・改正に

関する審査業務を実施したほか、規程類以外のマニュアル及び覚

書等の作成相談に対する助言を随時に行った。 

【法令違反等への対応】 

 法令等に基づく手続きの漏れや遅延について、速やかに対応する

とともに再発防止策を講じた。 

７．内部統制に

係る体制の整

備 

７．内部統制に係る体制の整

備 

＜評価の視点

＞ 

 内部統制に係

る体制整備の

ための必要な

取組を推進し

たか。 

７． 内部統制に係る体制の整備  

 

７．内部統制に係る体制の整備 

 内部統制とリスクマネジメントの

着実な実施のために、内部統

制委員会とリスクマネジメント委

員会を定期的に開催し、それぞ

れの実施計画の策定、実施状

況の確認等を実施したほか、予

防的なリスクマネジメントとして

のフォローアップ等を令和７年

度も実施した。 

 特に、内部統制委員会（令和７

内部統制については、「独

立行政法人の業務の適正を

確保するための体制等の整

備」（平成 26年 11月 28日付

け総務省行政管理局長通

知）に基づき業務方法書に記

載した事項に則り、必要な取

組を推進する。 

【内部統制委員会】 

 内部統制委員会を令和６年７月に開催し、前年度の内部統制の取

組状況を踏まえ、内部統制システムに係る課題を洗い出して「内部

統制システムに係る課題対応整理表」を現行化し、主要課題とした

３課題を中心に対応した。具体的には、経済安全保障についての

フォローアップ、ELSI に関する取組についてのフォローアップ、DX

推進委員会の活動状況のフォローアップを行った。 

 また、リスクマネジメント委員会によるリスク管理の進捗状況等の

報告に基づき、リスクマネジメントが適切に行われていることを確認
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した。 

【リスクマネジメント委員会】 

 リクマネジメント委員会を令和７年６月及び 10 月に開催し、洗い出

したリスクの取組状況の報告を踏まえ、「リスクマネジメントの実施

計画」を現行化し、リスク低減策の実施状況や新たなリスクの洗い

出し等を行った。現在、同実施計画に基づき、PDCA サイクルによ

るリスク低減対応を実施している。具体的には、令和７年６月開催

において、直近発生の問題事例（２件）を新たなリスクとして追加し

た。なお、令和７年 10 月開催においてはリスクの追加はなく、現

在、一般リスク 79件をリスク管理している。このほか、予防的なリス

クマネジメントの取組として、研究インテグリティの確保に関する取

組、ジョブディスクリプションの取組、リスク管理に係る近似事案の

検証結果と対策状況の報告および情報セキュリティインシデントの

公表基準についての報告と議論を行った。 

 また、リスク対応計画に基づき、令和３年６月から「リスクマップ」を

作成し、リスク管理するとともに、令和５年５月からは視覚的に分か

りやすいビジュアル版のリスクマップを作成、更新し、機構内に周

知し、役職員のリスク管理意識の浸透を図った。令和７年度におい

ても、リスクマネジメント委員会の開催毎に、最新のリスク対応計画

の内容に更新し、継続的にリスク管理意識の浸透に取り組んだ。 

年７月開催）では、経済安全保

障などをフォローアップしていく

こととし、リスクマネジメント委員

会（令和７年６月及び 10 月開

催）では、リスク低減策の実施

状況の確認、新たなリスクの洗

い出しなどのほか、予防的なリ

スクマネジメントの取組として、

研究インテグリティの確保に関

する取組、リスク管理に係る近

似事案の検証と対策等の報告

と議論を行った。また、リスク管

理するためのリスクマップのビ

ジュアル版を作成し、リスクマネ

ジメント委員会の開催毎に最新

のリスク対応計画の内容に更

新し、役職員のリスク管理意識

の浸透を図った。 

 研究インテグリティへの対応に

関しては、政府方針・通知・要

請等を踏まえ、令和５年４月よ

り施行した研究インテグリティ

の確保に関する規程に基づき、

研究インテグリティ・マネジメン

ト委員会と研究インテグリティ・

マネジメント専門委員会をそれ

ぞれ開催、必要な措置の検討

や機構内での情報共有を可能

とする体制を構築した。また、

機構内研究者に研究活動の透

明性の確保を促すとともに、研

究者に対し兼業や利益相反の

有無について確認する自己点

検を実施した。さらに、研究イン

テグリティに関する相談窓口を

設置し、会合開催や研究者受

入れについて、研究インテグリ

また、「研究活動の国際

化、オープン化に伴う新たな

リスクに対する研究インテグ

リティの確保に係る対応方針

について」（令和３年４月 27

日統合イノベーション戦略推

進会議決定）や経済施策を

一体的に講ずることによる安

全保障の確保の推進に関す

る法律（令和４年法律第 43

号）などを踏まえ、情勢変化

に合わせた対応に随時取り

組んでいくものとする。 

【研究インテグリティへの対応】 

 「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究

インテグリティの確保に係る対応方針について（令和３年４月 27 日

統合イノベーション戦略推進会議決定）」をはじめとする政府方針・

通知・要請等を踏まえ、令和５年４月より施行した｢国立研究開発法

人情報通信研究機構における研究インテグリティの確保に関する

規程｣に基づき、研究インテグリティ・マネジメント委員会と研究イン

テグリティ・マネジメント専門委員会をそれぞれ開催し、必要な措置

の検討や機構内での情報共有を可能とする体制を構築した。ま

た、機構内研究者に研究活動の透明性の確保の観点から、研究

者に対し兼業や利益相反の有無について確認する自己点検を実

施するとともに、本年度も内閣府によるフォローアップ調査への対

応等を通じ、取組状況の確認を行った。さらに、研究インテグリティ

に関する相談窓口を設置し、会合開催や研究者受入れ、その他相

談事項について、研究インテグリティの観点から確認を実施した。 

 内閣府による「研究セキュリティの確保に関する取組のための手順

書」の制定にかかる、有識者会議（全７回）を踏まえ、内閣府との意
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見交換（２回）と意見提出を行うとともに、当該手順書への対応の

検討を行った。 

【経済安全保障上の主要課題に関する対応】 

 経済安全保障上の主要課題に関する対応については、経済施策

を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律

（経済安全保障推進法）」が令和４年５月に成立し、令和４年８月か

ら施行されるなど、国家及び国民の安全を経済面から確保するた

めの取組の強化・推進が求められている。 

 政府の方針等に基づき、経済安全保障上の主要課題について情

報収集や関係各所と連携を行うとともに、リスクマネジメントの観点

のみではなく、新たな課題に対する機構内の内部統制全般の観点

から取り組むべき課題として内部統制委員会での報告を行い、検

討した。 

ティの観点から確認を実施する

体制を整えるとともに、安全保

障輸出管理の審査等とも連携

し、研究現場からの相談に対応

できる実質的な運用体制を整

備・維持してきた。 

 

以上のように、内部統制に係

る体制の整備について、年度計

画に沿って業務を着実に実施し、

十分に目標を達成した。 

 

８．情報公開の

推進等 

８．情報公開の推進等 ＜評価の視点

＞ 

 情報の公開を

適切かつ積極

的に行うととも

に、情報の開

示請求に対し

適切かつ迅速

に 対 応 し た

か。 

 機構の保有す

る個人情報の

適切な保護を

図る取組を推

進したか。 

 独立行政法人

等の保有する

情報の公開に

関する法律等

に基づき、適

切に対応する

とともに、役職

員への周知徹

底 を 行 っ た

８． 情報公開の推進等 

 

８．情報公開の推進等 

 

 法人文書の開示請求に対し

て、独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律に

基づき、適切に対応した。 

 

以上のように、情報公開の推

進等について、年度計画に沿っ

て業務を着実に実施し、十分に

目標を達成した。 

 

機構の適正な業務運営及

び国民からの信頼を確保す

るため、適切かつ積極的に

情報を公開するとともに、個

人情報を適切に保護する。具

体的には、独立行政法人等

の保有する情報の公開に関

する法律（平成 13 年法律第

140 号）及び個人情報の保護

に関する法律（平成 15 年法

律第 57号）に基づき、適切に

対応するとともに、職員への

周知徹底を図る。 

 機構 Webサイトにおいて、組織に関する情報、業務に関する情報、

財務に関する情報等、適切かつ積極的に情報の公開を行った。 

 令和７年度における法人文書の開示請求は１件であった。 

 令和７年度における個人情報の開示請求は０件であった。 

 合同コンプライアンス研修、新規採用者研修、個人情報保護管理

者向け e ラーニングにおいて、個人情報保護に関する研修を実施

すること等により、個人情報の適切な取扱いを徹底した。 

 役職員を対象にコンプライアンスの基本を説明するコンプライアン

スガイドブックにおいて、法人文書の適切な管理、開示請求を受け

た場合の対応等について解説する等、周知徹底を行った。 
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か。 

＜課題と対応＞ 

【令和６年度評価総務省国立研究開発法人審議会の意見】 

 

（課題） 

セキュリティに関しては、技術的にも組織的にも極めて最優先の対応が必要であり、NICT にとっては、「想定外」や再発はあってはならないケースなので、引き続き、重

点項目とすべきである。CSIRT が軌道にのっているようですが、より研究のスピードをあげるためにも、PSIRT もご説明にあったように企業との連携でいいと思うが SCOPE

に含める方が安全である。 

（対応） 

情報セキュリティに関しては、サイバーセキュリティ研究所と連携し、研究成果を活用したインシデント対応体制の強化を継続し、技術的・組織的な両面から最優先で取り

組み、「想定外」や再発の防止に向けて、情報収集・ログ分析を機構内で速やかに実施できる体制を維持しています。 

NICT の研究成果を民間企業等に技術移転する際の製品セキュリティ確保の体制（PSIRT）については、技術移転後も企業と連携しながらアップデート対応を継続してい

る事例(サイバー攻撃統合分析プラットフォーム NIRVANA改等）もあり、技術移転先企業との必要な連携を継続して進めています。 

 

（課題） 

人材の競争的確保、特に専門分野での人材流動化の推進が必要。人材流出がリスクとして想定される。 

（対応） 

ご意見ありがとうございます。人材の確保に向けては、「パーマネント研究職（修士新卒型）」選考枠の設置や通年選考等の募集プロセスの多様化に加え、学会・イベント

等を通じたリクルート活動や機構の認知度向上に資する情報発信等、様々な取組を行っています。また、人材流動化の視点では、機構研究者の大学転出を通じた人材交

流の強化、大学研究者転入による機構の専門研究の強化、大学とのクロスアポイントメントの促進等に取り組んでいます。人材流出防止の視点では、重要課題の目標達

成に不可欠な人材の待遇改善、職員の機構独自の特例任用制度の導入を行っています。今後も人材確保に資する様々な取組を進めてまいります。 
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中長期目標・中長期計画 

中長期目標 中長期計画 

Ⅵ. その他業務運営に関する重要事項 Ⅷ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 １．施設及び設備に関する計画 

中長期目標を達成するために必要な別表５に掲げる施設及び設備の効率的な維持・整備を

適切に実施する。 

１．人事制度の強化 

テニュアトラック制度の推進、給与や研究環境を含めた処遇面の改善な

ど、若手や競争の激しい研究分野の研究者の確保に資するよう、魅力ある

制度を充実させるとともに、民間等で事業経験のある研究支援人材を確保す

るものとする。また、多様なキャリア形成に向けた組織内外の人事交流を行

うとともに、人材交流等による体制の強化に向けた人材育成を行うものとす

る。さらに組織に変化をもたらす人材の流動化を促進するため、実施可能な

スキームを最大限活用し、諸外国の人材含め国研・大学・民間企業間でより

積極的な人材交流を行うものとする。 

なお、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」第 24条に基

づき策定された「人材活用等に関する方針」にも留意する。 

 

２．人事に関する計画 

２－１．若手人材を含む多様で優秀な人材の確保 

テニュアトラック制度の推進等により、若手研究者の成長機会を整備し、将来の ICTを担う優

秀な研究者を育成する。また、インターンシップやリサーチアシスタント等の制度を活用し、大学

等との連携による先行的かつ効果的な人材発見と育成を進める。 

職員の雇用においては、オープンイノベーションの潮流を踏まえた多様な能力を融合した機

構組織を実現するため、企業や大学での経験を評価した雇用を充実させる等、人材の流動化

とダイバーシティの推進による多様な人材の確保に努める。 

２－２．戦略と役割に応じた処遇とキャリアパスの明確化 

戦略的に重要な分野等において国内外で激化する人材確保競争に健全に対応していくた

め、それらの分野の研究者の戦略面の役割に応じた処遇・報酬と研究環境を実現させる制度

を設計し実践する。また、機構の運営を含む各職務の役割を明確化し、それに応じた処遇と環

境を実現してキャリアパスとその意味を明確にすることで、職員の意識の向上と能力発揮の最

大化を図る。 

２－３．実践的な業務や外部経験を通じた職員の育成 

機構の若手を含む多様な職員が経験豊富なリーダーの下で実践を通じた能力の向上を目指

していく実践的育成プロセスの充実を図る。 

また、民間や大学等への出向、移籍、再雇用の柔軟化等、組織の境界を越えた人材の流動

化によるダイバーシティの推進にも努める。 

さらに、グローバルな視点を持つ優秀な人材を確保・育成するため、諸外国からの人材の確

保、諸外国への人材の派遣による知見の拡大等を積極的に推進する。 

２－４．研究支援人材の確保及び資質向上 

研究開発及び社会実装を円滑に推進する上で不可欠な研究支援人材を確保し、研究支援

体制を整備する。さらに、業務をすすめる上で必要とされるスキルセットを整理し、研修を行う

等、資質の向上に関する取組を行うとともに、研究支援人材の評価手法を確立してキャリアパ

スに反映させる等、人材の育成と層の深化を図る。 

なお、上記については「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成 20 年法

律第 63号）第 24条に基づき策定する「人材活用等に関する方針」に留意する。 

 ３．積立金の使途 
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「Ⅶ 剰余金の使途」に規定されている剰余金の使途に係る経費等に充当する。第４期中長

期目標期間終了までに自己収入財源で取得し、第５期中長期目標期間に繰り越した固定資産

の減価償却に要する費用に充当する。 

第５期中長期目標期間において、債務保証勘定の業務に要する費用に充当する。 

２．研究開発成果の積極的な情報発信 

研究開発成果の科学的・技術的・社会的意義、学術論文、保有する知的

財産、提供可能なデータベースやアプリケーション等に関する情報発信を積

極的に行うことで、NICT の役割（ミッション）や研究開発成果を外部にアピー

ルしていくものとする。 

また、NICTの研究開発成果の普及や社会実装を推進するためには、上記

の情報発信が受け手に十分に届けられることが必要であることから、広報業

務の強化に向けた取組を行うものとする。この場合、報道発表数等のアウト

プットに加えて、当該アウトプットの効果としてのアウトカムとして新聞・雑誌・

Web等の媒体での紹介や反響等の最大化を目指した取組を行うものとする。 

４．研究開発成果の積極的な情報発信 

機構の研究開発成果の普及や社会実装に向けた活動を推進するために、機構の活動に対

する関心や理解の促進につながる広報活動を積極的に実施する。 

機構の活動が広く理解されるよう、最新の研究開発成果に関する報道発表、記者向け説明

会の実施等、報道メディアに対する情報発信力を強化するとともに、メディアからの取材に積極

的に対応する。また、ウェブページや広報誌等を活用して研究開発成果を分かりやすく伝える

等、情報提供機会の充実を図る。 

機構の施設の一般公開等を戦略的に行うことや、見学者の受入れ等を積極的に行うことで、

ICT分野及び機構の業務への興味を喚起するとともに理解を深める機会を積極的に提供する。 

さらに、研究開発成果の科学的・技術的・社会的意義、学術論文、保有する知的財産、提供

可能なデータベースやアプリケーション等に関する情報発信を積極的に行うことで、機構の役

割や研究開発成果を外部にアピールする。 

３．情報セキュリティ対策の推進 

政府の情報セキュリティ対策における方針及び実際のサイバー攻撃の実

態を踏まえ、情報システムや重要情報への不正アクセスに対して十分な対

策を講じるとともに、サイバーセキュリティ基本法（平成 26 年法律第 104 号）

に基づき、情報セキュリティポリシーの強化等により情報セキュリティ対策を

講ずるものとする。さらに、情報セキュリティポリシーを不断に見直すことで対

策強化を図るものとする。 

５．情報セキュリティ対策の推進 

政府の情報セキュリティ対策における方針及び実際のサイバー攻撃の実態を踏まえ、CSIRT

（Computer Security Incident Response Team：情報セキュリティインシデント対応チーム）の適

切な運営を行うとともに、研修やシステムの統一的な管理等を進めることで、セキュリティを確

保した安全な情報システムを運用する。また、サイバーセキュリティ基本法に基づき、ガイドライ

ンを適宜整備するとともに、情報セキュリティポリシーを不断に見直す等、機構のセキュリティの

維持・強化に努める。また、機構のサイバーセキュリティ分野の先端的研究開発成果の導入等

により安全性を高めていく。 

４．コンプライアンスの確保 

理事長の指揮の下、職員の規律の確保、適切かつ効率的な予算執行を

含むNICTにおける業務全般の適正性確保に向け、厳正かつ着実にコンプラ

イアンス業務を推進する。 

特に、研究不正の防止に向けた取組については、「情報通信分野におけ

る研究上の不正行為への対応指針（第３版）」（平成 27 年４月 21 日）に従っ

て、適切に取り組むものとする。 

６．コンプライアンスの確保 

理事長の指揮の下、職員の規律の確保、適切かつ効率的な予算執行を含む機構における

業務全般の適正性確保に向け、厳正かつ着実にコンプライアンス業務を推進する。 

特に、研究不正の防止に向けた取組については、「情報通信分野における研究上の不正行

為への対応指針（第３版）」（平成 27年４月 21日）に従って、適切に取り組む。 

５．内部統制に係る体制の整備 

内部統制については、法人の長によるマネジメントを強化するための有効

な手段の一つであることから、「独立行政法人の業務の適正を確保するため

の体制等の整備」（平成 26年 11月 28日付け総務省行政管理局長通知）等

で通知された事項を参考にしつつ、必要な取組を推進するものとする。 

７．内部統制に係る体制の整備 

内部統制については、法人の長によるマネジメントを強化するための有効な手段の一つであ

ることから、「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」（平成 26 年 11 月

28 日付け総務省行政管理局長通知）等で通知された事項を参考にしつつ、必要な取組を推進

する。 

６．情報公開の推進等 ８．情報公開の推進等 
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NICT の適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、適切かつ

積極的に情報を公開するとともに、個人情報を適切に保護するものとする。

具体的には、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13

年法律第 140 号）及び個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57

号）に基づき、適切に対応するとともに、職員への周知徹底を図るものとす

る。 

機構の適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、適切かつ積極的に情報を公

開するとともに、個人情報を適切に保護する。具体的には、独立行政法人等の保有する情報の

公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）及び個人情報の保護に関する法律（平成 15 年

法律第 57号）に基づき、適切に対応するとともに、職員への周知徹底を図る。 
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